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ICT 支援員及びサポート体制の構築・運営
10:40～11:52　A会場　2F202会議室
座長：新地　辰朗（宮崎大学）

A-2-6 タブレット PC一人一台体制の活用環境の構築とそのサポート体制に関する実証実験
三好　克幸［綜合警備保障株式会社］、豊田　充崇［和歌山大学教職大学院］

タブレット PCを一人一台体制で且つ自宅持ち帰りでの活用を想定した実証実験をおこなった。生徒らの情報活用能力の
育成はもとより、個別の教科学習にも利用するために、機器・ネットワーク・セキュリティ設定等をどのようにおこなう
かについて実証校と検討を重ね、ICT設備環境とサポート体制を構築した。本稿では、その際に生じたトラブルや対応等
を記録し、将来に向けた理想的な学校教育における情報設備環境の一端を示した。

A-2-7 ICT を活用し「学び合い」を大切にした授業づくりの取り組み
有賀　優樹［箕輪町立箕輪中学校］、唐澤　久樹［長野県箕輪町教育委員会］

箕輪中学校 ( 長野県箕輪町：小学校5校・中学校1校 ) では、教員免許を持った ICT支援員を配置し、その役割として「ミ
ニ研修」、「ICT 通信」、「授業支援」の3つの柱を ICT 支援員が中心となり取り組んできた。その結果、教師の ICT 活用
率が飛躍的に伸び、ICT指導力を含めた授業力が向上してきた。授業を大切にした ICT支援員のサポート・改善と共に、
ICTを活用して取り組んできた新学習指導要領を指向した授業づくりの具体的実践例について紹介する。

A-2-8 ICT 支援員との連携・関係構築のための情報教育担当の働き掛け　－「授業における ICT
支援」の増加のために－
佐々木　亮［浜松市立中郡小学校］

本研究の目的は、ICT活用を広めるための ICT支援員とのよりよい関係構築、情報教育担当としてできることを明らか
にすることである。そのために、教員と ICT支援員に対し質問紙調査を行った。教員は ICT活用の十分な知識がないこと、
ICT支援員は教員と相談する時間がとれないことに課題をもっていた。そこで、ICT活用の実践紹介や授業公開、ホワイ
トボードで ICT支援員の動きを見える化し、コミュニケーションのとりやすい環境を整えた。その結果、昨年度に比べ
ICT支援員の業務のうち、授業における支援の割合が増え、一部の学年や学級での活用が中心だったところから、ほとん
どの学級での活用が見られるようになった。

A-2-9 日本中の学校に ICT支援員を配置するためのチャレンジが始まった！
木村　裕文［一般社団法人 ICT支援員普及促進協会］、山西　潤一［富山大学］、
三枝　勲［一般社団法人 ICT支援員普及促進協会］

文部科学省は2025年に向けて「教育の ICT化に向けた整備5カ年計画」を発表し、小中学校の4校に1人程度の ICT支援員
の配置を目標とした。それによれば日本では約8,000人の ICT支援員が必要となる。しかし、現在、大幅に ICT支援員が
不足している。そこで、ICT支援員の増員とともに、益々多様で高度な仕事が求められる ICT支援員のスキルアップと
雇用確保、地位の向上を目指して、本年7月「一般社団法人 ICT支援員普及促進協会」を発足させた。そして、早速夏期講
習会を行い、基礎的な知識、心構え、業務内容の周知を行い、終了認定証を発行し始めた。この間の経緯とチャレンジの
様子、今後の課題などを報告する。
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情報教育 (情報活用能力の育成等 )
9:00～10:30　B会場　3F303会議室
座長：瀬崎　邦博 （安来市立広瀬中学校）

B-1-1 資質・能力で系統立てた小・中学校プログラミング教育のカリキュラム開発
渡邊　茂一［相模原市教育委員会教育センター］、佐藤　奈津美［相模原市立大野台中央小学校］、
木原　智裕［相模原市立九沢小学校］、荒木　佑輔［相原中学校］

相模原市では、プログラミング教育に対する知識不足や授業の計画への不安が、教員の授業実践の課題となっている。そ
の解決のためには、指導の拠り所となる小・中系統立てたカリキュラムの提示が必要と考え、開発を試みた。研究の結果、
国から示されたプログラミング教育の資質・能力を児童生徒の発達の段階に応じて系統的に設定した。そして、学習指導
要領から「①コンピュータを活用した社会で行われている問題解決を体験的に学習する場面」「②コンピュータをツールと
して活用すると有用な場面を拠り所とした学習場面」を抽出して育成する資質・能力に応じた学習課題の難易度を設定し
た授業を計画し、配列したカリキュラムの試案を開発した。

B-1-2 小・中・高をつなぐプログラミング教育　～中学校技術科での実践～
瀬崎　邦博［安来市立広瀬中学校］

本研究は、新学習指導要領で小学校・高等学校でも必修化となるプログラミング教育への移行を意識した中学校技術科で
の実践である。島根県及び松江市では、まつもとゆきひろ氏が開発したプログラミング言語Ruby（ルビー）を通したまち
づくり、IT人材の育成を行っていることから、小学校から高等学校まで学校内外で児童生徒が Ruby に触れる機会が比
較的多い。中学校技術科でも授業にRuby（ルビー）関連ソフトのスモウルビーを取り入れてきた。また､ 地元の島根県立
情報科学高校との連携も模索してきた。ここでは、小学校・高等学校との連携を意識しながら行った中学校での取組の現
在の状況、成果と課題、今後の展望について発表する。

B-1-3 プログラミング的思考を育むカリキュラムデザイン －発達段階に応じた教科横断的なカ
リキュラムの開発－
稲場　亮太［北海道岩見沢市立南小学校］、黒坂　俊介［北海道岩見沢市立南小学校］、
伏田　すい［北海道岩見沢市立南小学校］、三浦　泰幸［北海道岩見沢市立美園小学校］、
長谷川　元洋［金城学院大学］

2020年度から小学校において必修化が開始されるプログラミング教育に向け、前年度から小学1～ 6学年までのカリキュ
ラム開発に取り組んできた。カリキュラム開発に当たっては、プログラミング遊びで終わる授業ではなく、プログラミン
グ教育のねらいを確実に達成できることを目指して研究を進めてきた。その結果、1学年から6学年までの体系的・系統
的なプログラミング教育のカリキュラム開発へと至った。また、発達段階に応じた教科横断的なカリキュラムとして、ア
ンケート結果をもとに評価・改善を行った。評価・改善を行ったことで、よりプログラミング教育のねらいに即したカリ
キュラムとなった。

B-1-4 プログラミング教育の課題と授業設計の試み
山西　潤一［富山大学］、佐藤　宏隆［富山大学］

2020年から始まるプログラミング教育について、新しい教科書が刊行されたり、文部科学省から手引きが公開されるなど
準備が進んできている。しかしながら、プログラミング教育を担う教師からは、未だに不安感とともに、教科指導の目的
の中にプログラミング教育の目的を入れ込む難しさを訴える声が少なくない。本研究では、そのような現状の課題の分析
を通して、教科指導に入れるプログラミング学習の授業モデルを提案する。

B-1-5 プログラミング教育における教材の特性　分析
古屋　一希［町田市立小山中央小学校］、原田　篤翼［八王子市立城山小学校］、
坂井　敦［調布市立上ノ原小学校］、小澤　理［昭島市立中神小学校］、
牧野　豊［世田谷区立給田小学校］、福島　健介［帝京大学］

多くの学校で実践が行われているプログラミング教材を中心に、それぞれの教材が、どのような観点を達成しやすいのか
分析を行った。条件分岐など、プログラミングの特有の考え方に関する観点はどの教材でも達成しやすいが、他の観点に
関しては教材によって達成しやすさが異なることが分かった。
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情報教育 (情報活用能力の育成等 )
10:40～11:52　B会場　3F303会議室
座長：毛利　靖（つくば市立みどりの学園義務教育学校）

B-2-6 全職員で取り組む全学年発達段階に応じたプログラミング学習
毛利　靖［つくば市立みどりの学園義務教育学校］、中村　めぐみ［つくば市総合教育研究所］、
久保田　善彦［玉川大学教職員大学院］

みどりの学園義務教育学校は、平成30年4月に開校した普通の公立学校である。以前の勤務校でプログラミングを経験し
たことのある教師は2名しかいない中、開校1年目で、小学校全担任がプログラミングに取り組んだ。その結果、教員の
意識の変化や児童の情報活用能力の向上に役立てた実践記録である。

B-2-7 micro:bit とタブレット端末が一人 1セットある学習環境におけるプログラミング教育の
学習効果の検討 ―小学校理科 第 6学年「電気の利用」の単元を事例としてー
相場　奨太［東京都北区立西浮間小学校］、佐藤　和紀［常葉大学］

本研究は、小学校プログラミング教育の手引（第二版）においてA分類として例示されている理科第6学年「電気の利用」単
元で、micro:bit とタブレット端末が一人1セットある学習環境でプログラミング教育の学習効果について検討したもので
ある。結果、児童は主体的かつ自分に合った進度で学習に取り組むことができた。また、授業実践の前後に児童に行った
アンケート調査では、「センサーを使って、電気を効率的に利用したり快適に利用したりしている身の回りの道具」を、実
践前より多く記述することができていた。このことから、プログラミング教育のねらいの1つである、「本単元での学び
をより確実なものとする」ことが示唆された。

B-2-8 地域の飲食店の課題を IoT 型プログラミングツールで実際に解決する小学校の総合的な学
習の時間のカリキュラム開発
小池　翔太［千葉大学教育学部附属小学校］、佐藤　和紀［常葉大学］、萩原　丈博［ソニー株式会社］、
竹内　慎一［NHKエデュケーショナル］、堀田　龍也［東北大学大学院］

本研究では、児童が地域の飲食店の課題を発見し、IoT 型プログラミングツールで実際に解決する、小学校の総合的な学
習の時間のカリキュラムを開発し、実践した。これらを通して、地域の課題を実際に解決していくことを目標とし、その
上で、プログラミングを体験することが、探究的な学習の過程に適切に位置付いたカリキュラムが開発可能であるか検討
した。34名1学級を対象に実践した結果、課題解決を目指した10のアイディアを考えて、それを飲食店で実行することが
できた。授業後の児童の感想では、準備不足だったという回答が多く見られたが、「この学習を通してお店のためになれた」
という設問に対して、全員が肯定的な回答をしていた。

B-2-9 福祉をテーマとした探究的な学習でのプログラミング体験に関する考察
小林　翼［高森町立高森中央小学校］、山本　朋弘［鹿児島大学大学院］

本研究では、福祉をテーマとした探究的な学習において、施設での情報活用の観察や情報収集の活動からプログラミング
体験に発展させ、探究的な学習を深める授業を実施した。福祉施設で役立つプログラムを考えさせることで、相手意識や
目的意識を明確にした授業を展開するようにした。児童への意識調査や作成したプログラムを分析した結果、福祉をテー
マとして設定して自ら探究する学習にプログラミング体験を位置付けたことで、児童のプログラムや情報社会に関する気
づきや態度が高まるとともに、児童がプログラミングに対する課題価値を感じていることが分かった。
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情報教育(情報活用能力の育成等)／メディア教育、メディア・リテラシー
13:30～15:28　B会場　3F303会議室
座長：山本　朋弘（鹿児島大学）

B-3-10 興味関心を引き出し試行錯誤で夢中にさせるプログラミング学習
森　仁市［株式会社　夢デザイン総合研究所］、三枝　勲［株式会社　夢デザイン総合研究所］、
山西　潤一［富山大学］

学習は夢中になって行った時に教育効果を発揮する。本実践では、プログラミング学習においても子どもたちが「面白い」
と感じるように、プログラミングの基本を簡単に教えた後、ステップアップ形式で課題をクリアさせ達成感を味わわせよ
うとした。また、学習の成果を地域の人々に発表する場を設け、教材となるドローンをどう動かせば参観者が驚いてくれ
るかをクラス全員で話し合わせた。試行錯誤の中で、動かすイメージもそれに伴うプログラムも練り上げさせたことで、
子どもたちもそれを見守る教師も夢中になって取り組んだプログラミング学習を紹介する。

B-3-11 Pepper を用いたプログラミング的思考育成の試み － ICT 機器の活用を基盤としたプロ
グラミング教育の可能性を探る－
坂井　務［島根県美郷町立大和小学校］、浜田　敏喜［美郷町教育委員会］

本校は島根県の山間地にある全校児童65名の小学校である。美郷町教育委員会の支援により、日常的に ICT機器を活用
した教育活動を実践している。昨年度には2年生以上の全児童に iPad が一台ずつ配置され、さらにソフトバンクグループ
株式会社及びソフトバンクロボティクス株式会社の「Pepper 社会貢献プログラム2」で提供された人型ロボット「Pepper」
の活用により、本校を含む町内の4小・中学校に2台ずつ Pepper の配置がなされ、プログラミング教育実施に向けての
環境が整っている。本取組は、ICT機器の活用を推進すると同時に、Pepper を用いたプログラミング的思考の育成をめ
ざした試みの実践報告である。

B-3-12 川崎市立上丸子小学校とNTTテクノクロスで取り組んだ IT エンジニアの職業体験を取り
入れた「小学生向けプログラミングクラブ」
神長　貴博［NTTテクノクロス株式会社］、湯浅　哲雄［川崎市立上丸子小学校］

今年度の川崎市立上丸子小学校のクラブ活動の一環として、NTTテクノクロス株式会社より、豊富なアプリ開発経験を
もつエンジニアを講師に招き、ITエンジニアの職業体験を取り入れた「小学生向けプログラミングクラブ」を川崎市立上
丸子小学校の教職員と共同で発足した。 今回の発表では、クラブ活動内で行なったプログラミング教育を通じて得た、
情報活用能力、問題発見・解決能力等の学習基盤の育成を効果的に行うノウハウと知見。活動の過程で発見した課題、将
来的にプログラミング教育に携わる教職員が習得すべき知識・スキルを展開する。

B-3-13 児童とデザインするプログラミング教育～小学校のクラブ活動を起点として～
山岡　正明［尼崎市立立花西小学校］、井上　幸治［尼崎市立塚口小学校］、
吉田　幸太郞［尼崎市立南武庫之荘中学校］、河合　翔紀［尼崎市立南武庫之荘中学校］

本稿の目的は、小学校におけるプログラミング教育を実施する1つの方向性として、児童のプログラミング能力を活用し
た可能性を示すことである。本稿ではまず、児童がイニシアティブをとって展開したクラブ活動の実践例から児童のプロ
グラミング能力を示す。次に、第6学年の特別活動と算数の授業実践において、教員と児童が協力して行った授業デザイ
ンをいくつか提示する。プログラミング教育を進めるにあたっては、児童の能力を活用して、授業をデザインしていくこ
とが効果的である。
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B-3-14 IoT 教材を用いた小学校プログラミング授業における教員養成課程の大学生の目標理解と
授業設計に関する一考察
山本　朋弘［鹿児島大学大学院］、堀田　龍也［東北大学大学院］

本研究では、教員養成課程の大学生を対象として、IoT 教材のセンサー等を用いたプログラミングを体験させ、小学校プ
ログラミング教育の目標や内容を大学生が理解できるかを検証した。授業後の大学生向け意識調査や授業の感想を分析し
た結果、IoT 教材が高度な操作やプログラミング言語を必要とせず、プログラミング教育の目標理解に有効であると大学
生が感じていることを示した。また、プログラミング体験と実際の生活との関連、対話的な学びや問題解決型の授業を意
識しており、プログラミング体験と授業設計を関連付けることが必要であることを示した。

B-3-15 大学生・社会人を対象としたプログラミングに対する意識調査 －性差に着目して－
今瀬　耕佑［東京学芸大学大学院］、北澤　武［東京学芸大学］

AI 時代が進む現代において、プログラミングが必要とされる機会が増えている。本研究では、現代の大学生・社会人の
実態を把握するため、大学生や社会人（計82名）に対してプログラミングの意識を調査し、プログラミングが得意不得意
など全9項目を問うた。その結果、男性のほうが女性に比べてプログラミングに対して好意的であることが分かった。一方、
相関分析を行った後、相関の差の検定を行った結果、女性は「プログラミングを簡単だと思いますか」と「あなたはプログ
ラミングを楽しいと思いますか」の2つの項目に強い相関関係が認められた。以上から、女性に対して簡単な教材を用意
するなどの授業改善が求められることが分かった。
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情報教育 (情報活用能力の育成等 )
9:00～10:30　C会場　3F304会議室
座長：稲垣　忠（東北学院大学）

C-1-1 他者と協働して情報を整理・発信・伝達できる生徒の育成を目指して
郡司　直孝［北海道教育大学附属函館中学校］

本研究では、「受け手の状況に応じて情報発信する」資質・能力を育成するために、ICTを活用した具体的な授業構築の在
り方を示すことを目指した。そのためにまず、情報の受け手としての他者や、他者と協働することのパターンを整理した。
次に、この整理に基づいた授業実践を蓄積し、「受け手の状況に応じて情報発信する」資質・能力を育成する授業に必要な
要素を整理した。以上を通じて、情報の受け手としての「他者」を3つの段階に設定するとともに、協働する「他者」を3つ
のパターンに整理することができた。また、「受け手の状況に応じて情報発信する」授業を構築する際に活用できるモデル
図を作成することができた。

C-1-2 PBL 型学習を基盤としたキャリア教育と 21世紀型スキルの育成
山本　昌平［大阪市立新巽中学校］

「調べ、まとめ、発信する」情報活用能力の育成のために、また、合意形成力やコミュニケーション力、多様性受容といっ
た非認知的能力の育成のために総合的な学習の時間を基盤として PBL型学習を実践した。「しんたつ、みらいプロジェク
ト」と題し、「職業の魅力ってなんだろう？」という問いから仕事について探究し、未来の働き方や、必要な力、持続可能
な社会の開発の取り組みについて学び、目的意識と他者意識を持って発信を行った。本研究では、年間を通じて行った生
徒たちの学習実践の流れと、学びを支える ICT機器の活用事例、実践が生徒にどのような変容をもたらしたのかについ
て報告し、一つのカリキュラムモデルとして提案する。

C-1-3 中学校社会科における情報活用能力の育成を意識した授業設計と実践
中西　奈菜［高松市立勝賀中学校］、土井　国春［東みよし町立昼間小学校］、
泰山　裕［鳴門教育大学大学院］

本研究は、中学校社会科において情報活用能力の育成を目指した実践の留意点を明らかにすることが目的である。中学校
社会科において育成が求められる情報活用能力を明らかにするために、中学校学習指導要領と IE-school 事業において整
理された情報活用能力の体系表との対応づけを行った。その結果、中学校社会科で育成を目指す資質・能力は、情報活用
能力の中の「問題解決・探究における情報活用」に多く対応していることが明らかになった。これらの結果を基に授業を設
計し実施した結果、前提となる情報活用能力の習得を行い、その上で問題解決・探究における情報活用に取り組むことが
必要であることが明らかになった。

C-1-4 主体的な情報発信スキル習得を目指す国際協働学習の実践
池田　明［大阪市立東高等学校］、影戸　誠［日本福祉大学］

情報伝達力、交渉力、合意形成力など、高等学校段階において求められる「グローバル人材」の基礎力と、ICT活用能力に
ついて実践事例を報告する。日本の生徒が国際舞台で情報発信するには、現状では教師の積極的な体験場面設定が不可欠
である。継続的な国際協働学習を通じ、アウトカム・デザイン、事前事後のインターネット活用モデルの構築・活用の実
践事例を紹介し、その成果と課題をファシリテーションとコーディネートの視座から考察する。

C-1-5 探究学習の基盤となる情報活用スキルの検討
稲垣　忠［東北学院大学］、後藤　康志［新潟大学］、豊田　充崇［和歌山大学］、
松本　章代［東北学院大学］、泰山　裕［鳴門教育大学］

学習の基盤となる資質・能力」の1つに挙げられた情報活用能力には、情報の収集、編集、発信といった情報活用のスキ
ルが含まれる。これらのスキルは、課題の設定、情報の収集、整理・分析、まとめ・表現のプロセスで示される探究学習
を進める基盤となると考えられる。高等学校学習指導要領に新たに設置された「探究」を含む科目の記述を対象に、探究学
習がどのように位置付けられているのか検討した。その結果、科目によって記述の位置付けは異なるものの共通の探究プ
ロセスが確認されるとともに、発信や振り返りに関する言及が見られたこと、情報活用能力のプロセスや学習事項が探究
を支える力として記載されていることを確認できた。
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情報教育 (情報活用能力の育成等 )
10:40～11:52　C会場　3F304会議室
座長：渡邉　光浩（鹿児島女子短期大学）

C-2-6 小学校段階の情報教育を目的とした情報テキスト改訂に対する調査結果
木島　麻子［株式会社学研ホールディングス　学研教育総合研究所］、高橋　純［東京学芸大学］、
佐藤　和紀［常葉大学］、渡邉　光浩［鹿児島女子短期大学］、佐藤　正寿［東北学院大学］、
堀田　龍也［東北大学大学院］

2020年から全面実施となる新学習指導要領では、言語能力と同様に情報活用能力が「学習の基盤となる資質・能力」と位置
づけられた。一方、小学校段階での情報教育を目的とし堀田・高橋（2005）が研究開発したテキスト「わたしたちとじょう
ほう」（3・4年）、「私たちと情報」（5・6年）（以下まとめて「情報テキスト」と呼ぶ）は2006年初版発行、2011年一部改訂、
全国学校現場に約8万部が流通。この情報テキストについて小学校教員経験者25名に掲載単元の授業経験や改訂に関する
質問紙調査を実施した。調査の結果、小学生にも身近になった SNS やスマートフォン等の知識、教科横断スキルを育成
する改訂が求められていた。

C-2-7 小学校における「情報科」の設定の提案 ～実現可能性を重視したカリキュラム設計～
井上　幸治［尼崎市立塚口小学校］、山岡　正明［尼崎市立立花西小学校］

本稿の目的は、小学校において情報教育を推進するために、「情報科」を設定したカリキュラム設計の提案を示すことであ
る。（ここで言う「情報科」とは、既存の教科の枠で行わない情報教育に特化した学習を行う時間を意味する。）まず、2020
年度完全実施の学習指導要領における情報教育の位置付けについて、先進的に取り組むイギリスのナショナルカリキュラ
ムと比べながら確かめる。ついで、尼崎市立立花西小学校の「情報科」のカリキュラムを示し、実現に向けた具体的な方略
について述べる。情報教育を推進するためには、「情報科」を設定し、実現可能性を重視したカリキュラム設計が重要である。

C-2-8 コミュニケーションルーツを使った、他校との小グループ構成活動
中川　斉史［東みよし町立足代小学校］、齋藤　剛［東みよし町立足代小学校］、
逸見　香織［東みよし町立昼間小学校］、谷藤　裕美［東みよし町教育委員会学校教育課］

野外活動にて一緒に活動する予定の学校同士で、活動前に学校間、グループ間の親密性を高めるために様々なコミュニケー
ションツールを使い実践を行った。特に、小グループ間で同時に行うTV会議では、まだ実際には顔を合わせていない子
供同士のコミュニケーションが促進され、互いの名前を全て覚えていたり、実際に会うことを楽しみにしたりするなど、
対面の前の不安感を和らげるために効果があることが分かった。また、情報が不足する不完全な状態でのコミュニケーショ
ンの体験を通して、情報モラルや情報セキュリティにつなげる体験を積むことができた。

C-2-9 小学校社会科における児童が主体的・対話的で深い学びを実現させる学習過程の検討
木村　明憲［京都教育大学附属桃山小学校　関西大学大学院］、黒上　晴夫［関西大学大学院］

本研究では、小学校社会科の6年生の歴史学習で、児童が主体的・対話的で深い学びを実現させることにつながると考え
られる学習過程を作成し検討した。検討した学習過程は、問題解決的な学習過程を軸に、児童の情報活用能力の育成を基
盤に据え作成した。本研究では、作成した学習過程で5単元の授業実践に取り組んだことよる効果を検証するために、単
元の導入時に示された重要語句を児童が単元のまとめの段階で作成する資料でどの程度説明することができたかを調べ
た。その結果、作成した学習過程で学習を続けることにより、重要語句を説明している資料を作成することができた児童
の割合が増加した。
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情報教育 (情報活用能力の育成等
13:30～15:10　C会場　3F304会議室
座長：豊田　充崇（和歌山大学）

C-3-10 学校情報化の取組を通じた学習意欲向上へのアプローチ
斉田　俊平［大阪市立城北小学校］、木原　俊行［大阪教育大学院］、寺嶋　浩介［大阪教育大学院］、
尾崎　拓郎［大阪教育大学情報処理センター］、島田　武［大阪市教育センター］、
竹本　弥生［大阪市立城北小学校］

学習意欲向上に資する ICT活用を推進するために、大阪市 ICTモデル校の先行事例に習い、活性化を図った。2年計画
の初年度は、基盤整備と情報活用能力に関わるカリキュラム作成、ICTを活用した授業の取り組みの活性化による情報教
育実践の蓄積について重点的に取り組み、大幅に ICT機器の活用回数が増加した。その一方で、教員による活用が主で、
児童が活用する場面については課題が見られた。次年度は、児童による ICT活用を意図し、ミドルリーダーを中心とし
た主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善について、学校全体への普及を図った。

C-3-11 小学生を対象とした 3Dプリンタによるものづくり教育についての一考察
奥村　英樹［四国大学］

小学生を対象に3Dモデルの制作と3Dプリンタによる印刷を題材とした「ものづくり教育」の提案を行う。政府の未来投
資戦略やものづくり白書に見られる通り、日本の「ものづくり」は単に製造業に携わる人材だけでなく、AI や IoT も含め
た新たな技術の応用によるイノベーションを担う人材の育成が求められている。本稿では、小学校におけるプログラミン
グ教育とも関連させて「ものづくり教育」を検討するとともに、具体例として考案した3Dモデルの制作と3Dプリンタに
よる印刷による小学生向けの講座の学習目標や実施にあたっての留意点を報告する。

C-3-12 タブレット端末入門期の指導実践
坂野　光俊［江津市立高角小学校］

江津市では、児童用パソコンの更新を機に、タブレット端末が導入されることになった。本校でも、1クラス全員が持て
るだけのタブレット端末が整備された。また、教員にもタブレット端末が貸与され、各教室からネットワークに接続でき
る環境も整えられ、教員がタブレット端末を使って指導する場面が増えた。そして、児童にもタブレット端末を利用させ
たいという雰囲気が高まってきた。本発表では、児童がタブレット端末を日常的に利用できるようになるための、最初の
取組について報告する。

C-3-13 発表取り消し

C-3-14 放送番組を活用した「多様性を認め合う学級づくり」 ～対話的な授業の基盤形成の実践～
堤　啓祐［堺市立三国丘小学校］、三宅　貴久子［東京学芸大学］、坂口　真［NHK厚生文化事業団］、
大本　秀一［日本放送協会］

本研究の目的は、児童相互のよりよい人間関係を育てる指導法を得ること、そのためにNHK for School の番組『u&i』を
活用した授業による、児童の多様性への理解の深まりを検討することである。教室内で個別の問題を抱えている人物（以
下「教室内マイノリティー」）とその周りの児童が、それぞれの課題を認識するきっかけを得る授業を、複数回の番組視聴
を軸に構想し実施した。授業前後のアンケートや発言を分析した結果、番組中の教室内マイノリティーの課題に対して、
視聴した児童が相手意識をもって考えられたことが確認され、この実践を継続していくことによって、児童が多様性への
理解を深められるという可能性が示唆された。
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教員研修、教員養成
9:00～10:30　D会場　3F305会議室
座長：木原　俊行（大阪教育大学）

D-1-1 キャリア教育の授業に初めて取り組む初任教師が直面する課題ー対話リフレクションによ
る授業設計の力を育成する事例をとおしてー
佐藤　充幸［明星大学通信制大学院］、今野　貴之［明星大学］

本研究の目的は、高等学校の初任教師がキャリア教育の授業に取り組む過程において直面する問題を明らかにすることで
ある。本研究では、生徒の進路意識や学習意欲などに差があり指導が難しいとされる高等学校に勤務する初任教師を対象
とした。初任教師は4月から6回のキャリア教育の授業に取り組んだ。授業はビデオカメラで録画し、授業終了後に初任
教師と観察者による対話リフレクションを行い、授業記録やカテゴリーを作成し分析を行った。その結果、初任教師が直
面する問題が、適切な授業実践への不安と、理解力に差があるクラスにおける分かり易い授業の2つであることが分かった。

D-1-2 ICT 活用指導力の向上に必要な要件の検討 ~段階的に整備を進めた小学校の事例をもとに~
久我　真央［島根県雲南市立木次小学校］、大久保　紀一朗［島根県雲南市立木次小学校］、
大島　悟［島根県雲南市立木次小学校］

ICT 環境が段階的に整備されてきた小学校において、教員の ICT活用指導力が整備状況と共にどのように変化してきた
のかを検討した。あわせて、整備開始当初より調査対象校に在籍する教員にICT活用に関して半構造化インタビューを行っ
た。その結果、教師が ICTを活用する能力については ICTが整備され、基本的な使用方法に関する研修が行われれば向
上することが示唆された。一方、児童が活用することを指導する能力は、機器がある程度整備された環境であっても、児
童にどのように活用させるかについての研修を必要としていることが示唆された。

D-1-3 授業アイデアを具現化するための教師支援のあり方
宮城　渉［沖縄県金武町立金武中学校］

本校では、NTTドコモ・沖縄県マルチメディア教育研究会と連携して、iPad を活用した授業改善について取り組んでき
ました。導入前と後で授業がどのように変わってきたかを紹介していきたいと思います。

D-1-4 「通常学級の児童が多様性理解を深める」ための教員研修の構築 ～放送番組を活用した授
業実践プランの作成～
濱本　大輔［大阪市立吉野小学校］、荒木　聖［大阪市立波除小学校］、三宅　貴久子［東京学芸大学］、
坂口　真［NHK厚生文化事業団］

本研究の目的は、NHK for School の番組「u&i」の活用により、教員自身が多様性への理解を深め、円滑な学級経営を実践
するための研修プログラムを開発することである。近年、学級には外国籍の児童や車椅子の児童だけでなく、表面には見
えにくい発達障害を抱えている児童など、様々な児童が在籍するケースが増えている。教員は状況に応じて対応策を考え
るが、児童同士の人間関係作りには葛藤や不安を抱いている。そこで、教員の葛藤や不安を解消するために、困難を抱え
た児童の問題場面を描いた「u&i」を活用した授業実践プランを作成するワークショップを考案し、大阪市内の2校の小学
校で実施。その研修計画を報告する。

D-1-5 管理職が監督を務める短時間の eラーニングの効果の検討 ―学校情報セキュリティに関
する eラーニングを事例としてー
村上　唯斗［東京学芸大学大学院］、西田　光昭［柏市教育委員会］、
西浦　友章［広島県教科用図書販売株式会社］、高橋　純［東京学芸大学］、
堀田　龍也［東北大学大学院］

管理職が監督を務める短時間の eラーニングの効果を検討するために、公立小学校の校長の監督のもと、学校情報セキュ
リティに関する eラーニングを実施した。事前・事後アンケートを分析した結果、1）管理職が監督を務めることについて
は、気軽に質問ができる点が肯定的に捉えられたこと、2）短時間の研修を繰り返し受けることについては、 間時間に受
けることができる点が肯定的に捉えられたこと、3）これらの研修は、eラーニングに対する単調なイメージを軽減するの
に効果的である可能性があること、が明らかとなった。
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教員研修、教員養成
10:40～11:52　D会場　3F305会議室
座長：佐藤　和紀（常葉大学）

D-2-6 川崎市の情報教育担当者が感じている小学校プログラミング教育に関する不安の分析
福山　創［川崎市立下平間小学校］、草柳　譲治［川崎市総合教育センター］、
野中　陽一［横浜国立大学］

川崎市立小学校の情報教育担当者を対象に、小学校プログラミング教育の実施状況について調査を行った。自由記述か
ら得られた文を分析した結果、情報教育担当者が感じている小学校プログラミング教育に関する不安を、①「モデルとな
る実践例を知らないので具体的な授業のイメージがもてない」、②「機材・プログラミングツール・カリキュラムが無い」、
③「校内で理解を広げるための研修ができていない」の3点に関するものに大別することができた。校内での普及のための
研修について内容や方法を開発して各学校の実践を支援していくことが今後の課題である。

D-2-7 県内全ての公立小学校におけるプログラミング教育の教員研修の効果と課題
鶴本　正道［徳島県立総合教育センター　教育情報課］、
濵口　和弥［徳島県立総合教育センター　教育情報課］

平成29年度は、本センターの希望研修におけるビジュアル型プログラミング言語の活用とその有効性について、平成30
年度は、県内全ての公立小学校の研修担当者を対象とした研修の在り方について研究を行い報告した。本研究では、平成
30年度の研修会終了後に各校で実施したカスケード研修の効果と課題について検証するとともに、それを踏まえた令和元
年度の悉皆研修の在り方について考察する。

D-2-8 尼崎市における小学校プログラミング教育の必修化に向けた取組
瀧本　晋作［尼崎市立教育総合センター］、森井　崇［尼崎市立教育総合センター］、
小谷　隆宏［尼崎市教育委員会 学校教育部］

小学校でのプログラミング教育の導入が明示された新学習指導要領の公示を受けて、尼崎市では平成29年度より様々な
教員研修を行ってきた。来年度からの本格実施を控えた今年度は、すでにプログラミング教育についての知識・技能を有
する教員（情報教育担当者など）を対象とした研修に加え、プログラミング教育について初心者の教員を対象とした研修の
充実を図っている。この際、企業・団体や地域の大学と積極的に連携し、個々の教員のニーズに合った研修となるように、
企画・運営に努めている。

D-2-9 次代を見据えた「熊本モデル」の実現に向けた取組
塩津　昭弘［熊本市教育委員会］

熊本市は、令和2年 (2020) 年度までに、全普通教室に65型電子黒板と実物投影機、3クラスに1クラス分の LTEタブレッ
ト端末計23,467台を全小中学校134校に整備する。各教科の学習に ICTの活用を組み込み、対話・協働、個別等の学習を
意識して授業の改善を図り、時代の変化に対応したより深い学びの実現を目指す。このため、導入、管理職研修等の各種
研修を充実させるとともに、ICT支援員の拡充と産官学の連携を図るなどして支援体制を確立して、「熊本モデル」の実現
に積極的に取り組んでいる。モデル校施行1年、小学校全校導入4ヶ月間の研修等の取組と子供達と教員等の変化と課題
について報告する。
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特別支援教育
13:30～15:28　D会場　3F305会議室
座長：今野　貴之（明星大学）

D-3-10 知的障害クラスにおけるプログラミング授業の設計と成果の検証
中筋　千晶［和歌山大学教育学部附属特別支援］

特別支援学校の知的障害クラスでプログラミング教育の実践をおこなうため、その授業設計時における留意点・配慮事項
について検討した。生徒の実態や興味・関心、指導者側の意図等から Small Basic やプログラミング制御キット（トイドロー
ン）を使い、視覚支援等の指導の工夫をおこなうことで、「小学校プログラミング教育の手引き」（文部科学省　2018）に記
述された目的を叶えることができたと考えられる。生徒らの振り返り記述からは「試行錯誤して目的を達成する喜び」や「プ
ログラミングは自分にもできることであるとの実感」、「更に高度な取り組みへの興味」を示すことがわかった。

D-3-11 知的障害生徒におけるネット利用に関する諸状況：スマートフォン等の利用やネットトラ
ブルの状況ならびに、発達レベルと情報モラル習得との関係
爲川　雄二［東北大学大学院教育学研究科］

特別支援学校の中学部と高等部に在籍する知的障害生徒を対象に、情報モラル習得の実態等を調査した。学年別・男女別
のスマートフォン所有率やネットトラブルの経験等を分析して、学年進行や男女の違いによる特徴を明らかにした。また、
日本教育工学振興会（JAPET）が体系化した「情報モラル指導モデルカリキュラム表」の小学校から中学校段階の中目標に
対する習得状況を調査した。各中目標は実際の年齢ではなく、発達アセスメント「S-M社会生活能力検査」で得られた社会
生活年齢でマッチング（比較）した。その結果、高学年向けの高度な指導内容になるにつれて、情報モラルの習得が困難に
なっていくことが分かった。

D-3-12 ESDの視点における未来型 ICT活用実践 ―対話型ロボットで社会性を育む－
中川　恵乃久［愛知県立みあい特別支援学校］

本校は2008年度に開校した知的障害特別支援学校であり、ICT機器を用いた教育実践に力を入れてきた。2015年度には
ユネスコスクールに加盟し、ESD活動のテーマを「共生社会の実現」とし教育活動を行っている。本研究は、パナソニッ
ク教育財団の助成を受け学校全体で取り組んだ。実践では、対話型ロボット（Pepper）を用いた。子どもたちにとってロボッ
トは、「機械以上人間未満の存在」として独特の存在感を示した。また、子どもたちと他者との関係性の育成におけるロボッ
トの果たした役割の検証を通して、ICT機器の新たな可能性を考える機会を与えてくれた。今回は、2年間の研究成果を
2つの事例を中心に紹介していく。

D-3-13 口唇や舌の動かし方へ気付きを促す視聴覚教材の開発
高松　敏之［新潟県長岡市立与板小学校］

子どもたちの言語症状改善のために、ことばの教室でも積極的に ICT機器を導入している。特異的な舌運動が原因で構
音に歪みが生じる事例からは、指導前半の舌運動訓練中心の時期において ICTを活用して口腔周辺を拡大して提示する
ことで、子ども自身に気付きが生まれたり、指導者が容易に舌の様子を記録できたりする等の利点があった。従来の鏡を
用いた指導と比較すると大きな進歩と言える。その一方、この教材を生かすには、指導者の舌の動きに対する理解や舌運
動の指導スキルの向上が不可欠であることを痛感した。現在は、ICT機器導入の利点を十分に生かせるよう日々の学びを
大切にしながら、実践を重ねているところである。

D-3-14 放課後デイサービスにおけるタブレット端末を用いた実践の質的研究
齋藤　汐音［明星大学教育学部］、関口　優香［明星大学教育学部］、今野　貴之［明星大学］

特別支援教育を必要とする児童生徒が増加していることから、放課後デイサービスの需要も高まりつつあり、質の高い指
導が要求されている。本研究の目的は、運動療育を提供する放課後デイサービスにおいてタブレット端末を用いた実践に
よる指導員及び子供への影響を明らかにすることである。具体的には特別支援学校・特別支援学級におけるタブレット端
末の活用方法を参考に実践を行った。指導員を対象に、タブレット端末を用いた実践に関して半構造化インタビューを実
施し、指導員及び子供に対する反応を質的に分析した。その結果、指導員への影響として役割分担の確立をすること、子
供への影響として意欲向上と活動理解を促すことがわかった。
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D-3-15 知的障がいがある肢体不自由児が自己選択・決定を学べるワンタップ教材アプリの開発と
授業実践
北村　京子［三重県立度会特別支援学校］、菊池　紀彦［三重大学］、須曽野　仁志［三重大学］、
下村　勉［三重大学名］

筆者は、今までに研究してきたワンタップ教材を他の教員も簡単に教材作成ができるように、アプリの開発をした。本研
究では、特別支援学校において、対象児の習得状況に応じて課題を設定することができ、子ども自身がワンタップの操作
で選択・決定して、正解か不正解かを判別できるワンタップ教材アプリ「どーれかな？」を開発し、授業実践を行い、その
教材の有用性を検討した。その結果、対象児は、興味関心があるものを答えることができるようになった。近年、ICTの
普及により、特別支援教育の中でも ICTの活用事例は増えているため、このワンタップ教材アプリ「どーれかな？」は汎
用性が高いものになる。
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教科指導における ICT活用
9:00～10:30　E会場　3F306会議室
座長：石橋　邦彦（根県メディア教育研究会 会長、江津市立高角小学校）

E-1-1 タブレットをはじめとする ICT機器を活用した「わかる」授業の創造～深い学びを追求し
た考えを広げるためのグループ活動の仕掛け作り～
森山　結城［長岡京市立長岡中学校］、浅井　和行［京都教育大学］

本校では二年間タブレット PCをはじめとした ICT機器を活用したグループ活動を取り入れた授業実践の研究を行った。
「タブレット PCが11台ある」というだけの ICT環境としては恵まれているとは言い難い中スタートした研究であったが、
学校にある全ての ICT機器を視野に入れ、四つの授業の型を開発した。ねらいを明確にしそれを達成できる（子ども達が
腑に落ちたと感じることができる）ことを追求し二年間で9教科50授業程度の実践が生まれた。教科の壁を越え、実践を
重ねる中で「必要だから使う」「対話になる仕掛け作りをする」「ICTの特性を理解して使う」ことにこだわりを持つことで、
成果につながってきたと実感している。

E-1-2 小学校社会科の問題解決的な学習でのタブレット端末を活用した表現活動に関する考察
寺内　愛［鹿児島大学大学院教育学研究科］、山本　朋弘［鹿児島大学大学院教育学研究科］、
迫田　孝志［鹿児島大学大学院教育学研究科］、高味　淳［鹿児島大学大学院教育学研究科］

小学校社会科の問題解決的な学習活動において、一人1台のタブレット端末と映像コンテンツを活用した表現活動を位置
付けて、単元全体を見通した ICT活用を展開した。収集において、映像コンテンツから根拠となる場面を抽出し、知識
構成型ジグソー法において説明する表現活動を実践した。児童の操作した画面や授業後の感想を分析した結果、児童がタ
ブレット端末を用いて、必要な場面をキャプチャーすることで、根拠に基づいて考えを明確に説明できることが示された。

E-1-3 動画クリップの個別視聴と話し合いの活性化との関連についての考察
藤木　謙壮［備前市立日生西小学校］、村井　万寿夫［北陸学院大学］、中川　一史［放送大学］

主体的な社会科学習を目指し、第6学年「天下統一と三人の武将」の単元において、NHK for School の動画クリップをタブ
レット端末で視聴する授業を計画した。信長・秀吉・家康についての動画クリップを個別視聴する際、自由にメモができ
る「視聴ノート」を作成した。これをもとに「自由記述」「視聴メモ」「視聴メモ＋画面保存」の3段階に分けて授業実践した
結果、視聴中に個々のペースでメモを取り、全体の場ではメモしたことを進んで出し合う学習が展開された。このことか
ら動画クリップの個別視聴の際、学習課題と動画クリップとを関連させた視聴メモが個別学習と全体学習を結び付け、主
体的な学習活動につながることを示した。

E-1-4 一人 1台タブレット PCとインテリジェント教室を活用した教科指導におけるアクティブ
ラーニングの構築と実践に関する実証研究
橘　淳治［神戸学院大学 ／ はつしば学園小学校］、田中　祐希［はつしば学園小学校］、
岡田　直也［はつしば学園小学校］、加藤　武志［はつしば学園小学校］、小山　久子［大阪芸術大学］

本校においては、各教科、道徳、特別活動ほか学校教育全般に関してICT機器を文房具的な道具として「いつでも、どこでも、
だれでも」使うことを基本にした ICT機器活用教育を行ってきた。この教育を推進するために、5年前より個人持ち一人1
台タブレットと電子黒板、学内無線 LANの設備を充実させ、ICT機器による児童の学習支援を行うと共に情報活用能力
の向上に努めてきた。5年間の ICT機器活用教育の評価を行うと共に、児童の積極的な学びへの ICT機器の活用、さら
にはプログラミング思考力の向上に関する実証研究を行ったので報告する。

E-1-5 情報機器を効果的に活用した教科のねらいにせまる授業づくり
石倉　啓順［安来市立島田小学校］、正岡　喜美［安来市立島田小学校］

情報機器を日々の授業で活用することの効果として、①教師からの教材提示により児童の学習意欲や理解を高める、②児
童が活用することで自分の考えを伝えたり、友達の考えを共有したりする、③教科のねらいを達成するなどが考えられる。 
複数の情報機器（電子黒板・教材提示機・タブレットパソコンなど）の活用や、様々な教科・領域での実践をもとに、上記
にあげた情報機器の活用による3つの効果について報告する。
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教科指導における ICT活用
10:40～11:52　E会場　3F306会議室
座長：川島　芳昭（栃木県情報教育研究会 会長、宇都宮大学）

E-2-6 集団への所属感や連帯感を高める学級活動の実践 ～ iMovie を用いたショートムービーの
協働制作を通して～
松野　秀治［津市立明小学校］、福島　耕平［鈴鹿市教育委員会］、下村　勉［三重大学］

小学校6年生での集団宿泊学習を直前に控えた時期、活動への不安を訴える児童の声を聞き、学級への所属感や連帯感を
高める必要性を感じた。そこで、iOS 用アプリ iMovie を活用したショートムービーの協働制作を取り入れた学級活動を
実践した。制作にあたっては、全員が主体的に関われるよう条件を提示し、各班1つの作品を協働で制作した。制作中に
は主体的・協働的に活動する児童の様子が見られた。実践の前後でおこなったQ-U 調査では、学級生活満足群の割合が
増える結果となり、本実践は、所属感や連帯感を高める効果があることが示唆された。その後の集団宿泊学習では楽しん
で協働的に活動する児童の姿が見られた。

E-2-7 体育の学習評価としての映像撮影の時間設定に関する実践的研究
鈴木　直樹［東京学芸大学］

体育科における ICT利活用の方法として、動画を撮影して利活用することは一般的に実施されている。特に、学習成果
を情報として記録して価値判断をする学習評価として活用されることが多い。その際、何を、どの程度の時間で撮影をす
るかが、評価情報を適切に得る上で重要といえる。そこで、本研究では、学習評価場面ごとのねらいに応じた映像撮影時
間設定の提案をするとともに、その成果と課題について事例的に検討を行うものである。なお、本研究で提案する事例は、
大学の教員養成課程における小学校教員を目指す学生用の小学校の体育の教材研究の授業で導入し、小学校での実践化に
向けて成果と課題を明らかにしたものである。

E-2-8 複式学級における国語科「学習者用デジタル教科書」の効果的な活用
矢出　大介［和歌山大学教育学部附属小学校］、豊田　充崇［和歌山大学教職大学院］、
佐藤　雄一郎［光村図書出版株式会社］

小学校5・6年複式学級で、「学習用デジタル教科書」を活用した国語科授業を継続的におこなってきた。特に複式指導に
おいては、間接指導時における学習効果が期待されているが、児童自身が、自学自習が可能な学習者用デジタル教科書の
利便性として4点を挙げた。映像教材や漢字学習・朗読機能等のコンテンツ利用も利点として挙げられたが、やはり要約
文の作成（マイ黒板機能）や直接的な画面上への記述等、創作的・表現的な機能が最も高い評価を得ることができた。また、
最後に、本校の目指す複式授業研究への波及効果も確認できた。

E-2-9 国語科学習者用デジタル教科書の活用と学力向上との関係の検討
谷川　航［東京学芸大学　教職大学院］、加藤　直樹［東京学芸大学］、
鷹野　昌秋［光村図書出版株式会社］

本研究の目的は、国語の学習者用デジタル教科書を用いることと、児童の学力との関係を明らかにすることである。平成
31年4月より「学校教育法等の一部を改正する法律」等関係法令が施行され、紙の教科書を主たる教材として使用しながら、
必要に応じて学習者用デジタル教科書を併用することが可能になった。筆者は、公立小学校6年の1クラスにおいて学習
者用デジタル教科書を使用し、使用していない3クラスとの CRTテスト結果を比較分析した。その結果、使用している
クラスの児童の学力が有意に向上していることが明らかになった。本発表では、学習者用デジタル教科書の活用が、国語
科のどの領域に効果的であったかを中心に報告する。
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教科指導における ICT活用
13:30～15:28　E会場　3F306会議室
座長：深見　俊崇（島根大学）

E-3-10 中学校英語科におけるデジタル教材の開発と評価～ iPad を活用した授業づくり～
真伏　克明［奈良教育大学教職大学院［曽爾村立曽爾中学校現職教員］］

文部科学省が2016年に発表した「教育の情報化加速化プラン」では、児童生徒一人一台の教育用コンピュータ環境を目指
すことが示されている。実際に、タブレット型コンピュータの整備台数は平成26年から平成29年までの3年間で約5倍に
伸びている。学習意欲の面や生徒の理解を促す面において、英語科における ICTの活用は、効果的であることが多くの
先行研究で実証されている。今後は、授業における教員の ICT活用方法や子供の ICT活用方法が課題になることが予想
される。本研究では、「ICTを活用した授業づくり」に生かすことのできるデジタルコンテンツの開発とその効果的な運用
評価を目的とする。

E-3-11 高校生を対象とした「積極的倫理」を考えさせる教材の開発
遠藤　信一［東京工業大学附属科学技術高等学校］

筆者は高校生を対象とした技術者倫理教育を実践しているが、高校生には就業経験がないため、消費者の立場にしか立つ
ことが出来ない。そこで、授業を通じて企業側の立場を教えているが、今度は消費者側の立場に立つか、企業側の立場に
立つか、二者択一でしか捉えることができず、ジレンマを解消できない。そこで本研究では、私たちの社会が持続可能な
発展を続けることを念頭に置いて「積極的倫理」と呼ばれる企業の社会貢献などの取り組みについて考えさせることとし
た。実践にあたっては、生徒同士の話し合い場面をサポートする ICTを活用した教材を開発し、実践する。

E-3-12 平成32年度の外国語活動教科化に向けた、児童が主体的に活用できる電子教材の開発（1年次）
東口　貴彰［関西大学初等部］

本研究は、平成32年度の外国語活動の教科化に向け、児童が主体的に活用できる電子教材（アプリケーション）の開発及び、
その学習効果や、教科化で求められる「表現の定着」「即興性」「読み書き」への有効性を検証したものである。本研究の1
年次は、児童の実態に応じ、児童自らが操作し、英文を作り出せるアプリケーションを開発する中で、学習への意欲面に
対するアンケート調査や、アプリケーション使用前後での表現の定着度合いの比較、即興性・読み書きへの繋がりについ
ての考察等を行い、児童自らが主体的に活用でき、かつ児童の思考の流れに沿ったより良いアプリケーションのあり方に
ついて検証を行った。

E-3-13 小学校社会科における学習支援システムを活用した多角的に考える授業
福島　耕平［鈴鹿市教育委員会］、勝井　まどか［鈴鹿市立合川小学校］、下村　勉［三重大学］

本研究では、小学6年生社会科の授業において、配布された資料をもとに、児童がアプリを活用してレポートを作成し、
そのレポートを学習支援システムの一つであるMoodle( ムードル ) を活用して、共有・交流する授業実践をおこなった。
その結果、授業後の児童の振り返りには、自分にはなかった視点を取り込み、学習課題について、多角的に考えることが
できたことが記されていた。本研究で実践した方法は、これからの小学校社会科で求められている「多角的な見方・考え方」
の獲得に寄与する可能性がある。

E-3-14 楽しみながら言語感覚を育む小学校の英語教育
立石　喜美子［北陸学院小学校］、宮浦　国江［北陸学院大学］

本稿の目的は、言語感覚に焦点を当てた小学校の英語教育について実践研究を報告することである。本校の英語教育では
タブレットのさまざまな機能を活用し、児童が見つけたもの、経験したことを素材に英語で表現する学習活動を教科横断
的に展開している。これらの実践では「言語活動」を軸とし、国語のように伝え合う言語として英語を位置付けた。その結
果、1年生が校庭で遊ぶ際に「これは英語で何というのだろう」と疑問をもつようになったり、6年生が社会の知識をオー
ストラリアの児童と共有し、伝え合う喜びを感じたりした。このように伝え合う言語として英語を活用する場面を増やす
ことで、児童はより親しみをもって英語を学ぶことができた。
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E-3-15 英語と情報活用のコンテンツを活用した学習活動でのプレゼンテーション能力向上に関す
る一考察
新里　美香代［鹿児島市立錫山小中学校］、山本　朋弘［鹿児島大学大学院］

中学校英語でのプレゼンテーション能力を高めるために、英語と情報活用に関するNHK for School の複数のコンテンツ
を活用して、単元のルーブリックと関連付けた一覧表を作成し、授業や家庭学習での表現活動を支援した。動画共有サー
ビス等を活用して、生徒のプレゼンテーション動画に対して外部からの評価を得るようにし、生徒が自ら振り返るように
した。授業後の感想等について計量テキスト分析を行った結果、英語と情報活用の複数のコンテンツを組み合わせて活用
することで、英語表現や異文化等についての理解を深め、プレゼンテーション能力の高まりにつながることを示した。
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教科指導における ICT活用
9:00～10:30　F会場　3F307会議室
座長：武田　亘明（札幌市立大学）

F-1-1 主体的・対話的で深い学びにつながる予習及び授業における ICT機器の活用
岸田　幸雄［兵庫県丹波篠山市立西紀中学校］

ICT の活用による「授業に見通しをもたせる予習」と「思考を深める対話を核にした授業改善」を目標に掲げ取り組みまし
た。そして、「効率的で短時間で視聴や作業が可能な予習映像教材等の作成」に取り組み、反転学習を実現させるとともに、
対面の授業において「タブレットによる思考の可視化・瞬時の共有化・試行の繰り返しの特性をいかした協働学習」を実践
しました。

F-1-2 教科横断型地域学習－地域と協働して学ぶ鯖江市デジタルパンフレット－
吉田　英史［福井県教育総合研究所］

今回の研究は鯖江市と鯖江高校が深く結びつき、各教科で鯖江市を題材として生徒が「観光客に鯖江市を紹介する」目的で
研究をし、研究内容をデジタル化してパンフレットを作成した。あらゆる教科の切り口からフィールドワークで地域を撮
影する、英語版を吹き込む、you tube とリンクするなど生徒は ICTの魅力を存分に活用した研究を行った。生徒が主体
的に学ぶことで生徒が地域を愛し、学ぶ喜びを伝えたい、そして成果物を作ることで生徒と教員が達成感を味わいたいと
考えた。

F-1-3 双方向性のあるコンテンツのプログラミングと生物育成の連動
石井　佑介［高森東学園義務教育学校］、猿渡　裕幸［高森中学校］、山本　朋弘［鹿児島大学大学院］

中学校技術・家庭科（技術分野）において、新学習指導要領で新たに加えられる「ネットワークを利用した双方向性のある
コンテンツのプログラミング」の学習内容を、遠隔授業で検証栽培を行っている秋キクの栽培活動と連動させるカリキュ
ラム作成及びシステムの開発・運用を図った。 水分センサを活用した自動灌水システムの構想やプログラミングの学習
を行った結果、生徒は意欲的かつ継続的な栽培活動を行い、システムをより良く改善するために繰り返し修正を図る姿が
見られ、授業の目的を達成する教材として有用であることが分かった。

F-1-4 プログラミング教育　情報に関する探究的な学習　～身近なものの仕組み～
林　孝茂［尼崎市立園田小学校］

micro:bit を活用し、身近な生活でプログラムが使われているもの（今回は電光掲示板や信号機）を実際に再現する活動（＝
プログラミング）を通して身近なものの多くはプログラムで動いているということに気づいていく授業実践である。

F-1-5 ドローンを活用したプログラミング的思考の育成を目指して－総合的な学習の時間におけ
るプログラミング的思考育成の実践－
中岡　正年［和歌山大学教育学部附属小学校］

小学3年生の総合的な学習の時間において「ドローン」を活用しプログラミング的思考を育成する実践を行った。子どもた
ちは目的に沿って、より適切な飛行を行うためのプログラムを検討する中で、グループや個人で得た思考を可視化し、共
有、比較しながらプログラミング的思考を身につけていく様子がみられた。
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教科指導における ICT活用
10:40～11:52　F会場　3F307会議室
座長：婦木　巧（丹波市教育委員会）

F-2-6 グローバルに活躍する科学技術系人材の育成－科学技術高校生の学習ツールを考察する－
井口　実千代［東京工業大学附属科学技術高等学校］

東京工業大学附属科学技術高等学校が認定されている SSH/SGH 研究活動を通し、生徒が国内外において日常的に英語で
プレゼンテーション、ポスター発表を行う機会が非常に多い。加えて国を超えて、協力し問題解決にあたる態度、力を育
成し、英語を用いて企画し発信し、相手を説得する機会も増えてきた。そのニーズに合った授業を展開するためにはマル
チメディアを導入した授業が必然である。授業内でのインターネットの使用のみならず、個人の学習のツールとしてメディ
アを有効に活用する方略を考察するためには、生徒達の実態を知り、教員も柔軟な対応をする必要がある。

F-2-7 学校・家庭・地域をつなぐプログラミング教育 ―福祉学習の実践から―
児玉　紘［大阪市立喜連東小学校］

昨年度まで勤務していた大阪市立豊新小学校は、平成30年4月から平成31年3月まで大阪市プログラミング教育推進事業
協力校としてプログラミング教育について研究してきた。また、自身もプログラミング教育推進協力教員として様々な授
業実践に取り組んできた。本研究では、4年生の児童を対象に、総合的な学習の時間の福祉学習においてプログラミング
を教育的手法として用いた結果について報告する。地域と連携したアイマスク・白 体験や車いす体験に加えて、プログ
ラミング教育を取り入れることで福祉学習がより充実した学習になることが分かった。

F-2-8 科学館と連携した小学校プログラミング教育に資する授業パッケージの実践と評価－推進
校 11校における取組の報告－
宮嶋　悦子［小松市教育研究センター］、高橋　千絵［小松市教育研究センター］、
小林　祐紀［茨城大学］、中川　一史［放送大学］

本稿は昨年度作成した授業パッケージを用いた教育実践の成果と授業パッケージの改善点を明らかにする事を目的とす
る。小学校プログラミング教育に資するため、科学館と連携して実施する計5時間の授業パッケージを開発し、2018年度
は11校の推進校にて実施した。児童にはプログラミングに関する意識の変容を把握するために授業の実施前後に質問紙
調査を、また授業者には授業パッケージの使用感を問う自由記述式の質問紙調査を実施した。結果、プログラミングに関
する項目について児童の意識変容が確認できた。授業者から肯定的意見が確認できた一方、プログラミング的思考と日常
生活との繋がり等の示し方について改善の方向性が示唆された。

F-2-9 地域産業の情報活用をテーマとした探究的な学習でのコンテンツ活用とプログラミング体
験に関する考察
城井　順一［熊本県高森町立高森中央小学校］、山本　朋弘［鹿児島大学大学院］、
中野　信子［NHK制作局＜第1制作ユニット＞教育・次世代］

本研究では、小学校総合的な学習の時間で地域産業の情報活用をテーマとした探究的な学習において、NHK for School
や自作動画コンテンツの視聴とプログラミング体験を位置付けた単元計画を作成し実践した。児童は、動画視聴で獲得し
た知識を活用して、地域産業活性化プランを考えた。そして、プログラミング体験からセンサーの仕組みを理解し、地域
産業への新たな提案のプレゼンテーションにまとめる活動を行なった。単元前後で実施した情報活用能力調査の結果、複
数の項目において有意に高い結果が得られ、本実践を通じて児童の情報活用能力を向上したことを示した。
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教科指導における ICT活用
13:30～15:28　F会場　3F307会議室
座長：堀田　博史（園田学園女子大学）

F-3-10 高等学校における ICTを活用した授業改善について
富永　憲志［徳島県立総合教育センター］、濵口　和弥［徳島県立総合教育センター］

　実証事業の実施校において、全ての普通教室にスライド式電子黒板システムを設置して「わかる授業」を日常的に実践し、
学びの質を高めるために ICTを活用した授業改善の研究を行った結果から、高等学校における ICTを活用した授業の実
施状況等について考察する。

F-3-11 遠隔授業の実践を通した教師の授業力向上
山本　訓子［御所市立名柄小学校］

本研究の目的は、遠隔授業の実践を通した教師の授業力向上を明らかにすることである。名柄小学校では、テレビ会議シ
ステムを利用した同期型遠隔授業（遠隔授業 ) を3年間にわたり継続実施してきた。遠隔授業での経験を通し、教師は (1)
ICT 機器を活用した学習空間づくり、(2) めあてと振り返りを意識した授業設計、(3) 若手教師の児童との協働的、対話的
な授業づくりという3点において授業力を向上することができた。

F-3-12 「使わねばならぬ」から「普段使い」の ICTへ～ 5年間の実践より～
錦織　篤史［美郷町立邑智小学校］

美郷町立邑智小学校は、教育委員会主導で平成27年度より4年生以上の児童、職員へのタブレット端末の配布が始まり、
令和元年度には全児童へのタブレット端末の配布が完了する予定である。それと並行して、ICT支援員の配置や校内環境
の整備が進められてきた。配布当初、職員は困惑していた。私自身「この便利であることは間違いない四角い板は、どう
やって使うものなのか？」と感じていた。しかし、配布されて目の前にある以上「使わねばならぬ」状況が生じ、そこから
試行錯誤の日々がスタートした。配布から5年が経ち、授業を中心に様々な場面でのタブレット端末の活用が行われている。
そんな「普段使い」の実践を提案する。

F-3-13 授業と家庭学習での個別学習支援システムの活用に関する一考察
丸野　公士［熊本県高森町立高森中央小学校］、城井　順一［熊本県高森町立高森中央小学校］、
山本　朋弘［鹿児島大学大学院］

小学校4・5年生において、一人一台のタブレット端末環境を利用した個別学習支援システムを活用して、家庭学習の充
実を図った。学習履歴を分析した結果、国語・理科・社会と比べて算数では、教師が意図的に問題を指定して取り組ませ
る持ち帰りが顕著に見られた。実践した教師への聞き取りから、児童の実態に応じて学習計画を作成する中で、個別学習
支援システムを意図的に活用していることが分かり、それによって児童の学びが充実していることが明らかになった。

F-3-14 主体的な学びを育む算数科授業の創造　～学び合いを深める手段としての ICTの活用法～
相原　功季［世羅町立甲山小学校］、中和　幹［世羅町立甲山小学校］

主体的な学びを育む算数科授業の実現を目指し、児童が自らめあてをもち、問題の解決に向けて探求的な活動をしていく
学習を「問題解決学習」とし、「課題把握→自力思考→学び合い→まとめ→振り返り」の学習過程で、ICTを効果的に活用（導
入段階における活用、学び合いにおける活用）する授業実践に取り組んだ。その結果、「解いてみたい」「考えてみたい」と
いう学習意欲や自分の考えを図や式や言葉で表現しようとする意欲が高まるとともに、発話が増え児童がより主体的に授
業に参加したり、自分の考えを自信をもって友達に伝えたりすることができてきた。現在、さらに考えを深め合うための
ICTの活用について研究を進めている。
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F-3-15 学習スタイルに着目した初めての外国語活動への不安を軽減するための支援
浅村　芳枝［下松市立久保小学校］、堀田　博史［園田学園女子大学］

本研究では、初めて外国語活動を学習する小学校3年生の児童が抱いている学習への不安の強さと学習スタイルとの関連
に着目し、どのような支援が児童の不安軽減に効果的であるのかを明らかにした。まず、授業実施前に児童の外国語活動
への好意や興味および不安や緊張の状況についてアンケート調査し、その結果から考えた支援を取り入れた授業を行った。
児童の不安を軽減するための支援の一つとして、NHK for school の「エイゴビート」を活用した。授業実施後、再度アンケー
ト調査を行った。結果、全ての学習スタイルの児童が安心して外国語活動に取り組むことができる支援の在り方が見えて
きた。
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情報モラル、情報セキュリテイ
9:00～10:30　G会場　3F309会議室
座長：梶本　佳照（新見公立大学）

G-1-1 複数の学生メンバーとの情報共有を図るためのMicrosoft Teams の活用
梶本　佳照［新見公立大学］

ゼミの学生等の複数のメンバー内で連絡をとる方法としては、メーリングリストが良く使われてきた。しかし、メールは
様々なものが混在して受信される為、他のメールに埋もれてしまい読み落とすこともあった。また、話の流れも追いにく
く添付ファイルの管理にも難があった。その為、学生との情報共有ツールとして何を使えば良いのか大学としても課題で
あった。汎用の SNS も候補として考えたが、ユーザ管理が教員側で出来ない等の問題点があった。そこで、office365を
導入するのに伴い、そのアプリケーションの1つであるMicrosoft Teams の情報共有としての使用感を検証した結果、情
報共有に有効であることがわかった。

G-1-2 大学生のためのネットメディアとのつきあい方レッスンサイトの開発
今度　珠美［鳥取県教育委員会］、永野　直［千葉県総合教育センター］

ソーシャルメディアの利用やインターネット上の情報の見極め方などネットメディアとのつきあい方を考える大学生を対
象としたレッスンサイトの開発について報告する。バイトテロなど不適切な発信やヘイトスピーチなどの拡散が社会問題
となる中、情報モラル教育を受ける機会が少ない大学生がクイズ形式で学ぶことができるサイトの構築を目指した。教材
の概要と今後の課題について述べる。

G-1-3 情報モラル教育の具体的な実践 －全教育活動における指導と道徳教育における指導の在り方－
原　圭史［都城市立南小学校］

情報モラルは、新学習指導要領総則において、「…言語能力、情報活用能力（情報モラルを含む。）、問題発見・解決能力等
の学習の基盤となる資質・能力を育成していくことができるよう…」とあるように、「学習の基盤となる資質・能力」である。
しかし、指導の在り方に迷う教師も多い。そこで、指導の充実のために、これまでに情報モラルに関する「日常的な指導」、
「各教科等との関連的な指導」、「直接的な指導」を組み合わせる指導方法を研究してきた結果、児童が情報モラルについて
の知識を得るとともに、日常的に意識することができるようになった。今回は昨年度に続き、道徳教育における指導の実
際についての内容である。

G-1-4 道徳科の授業における情報モラル教育の実践 －質問作り（QFT）による主体的・対話的
な深い学び－
伏田　すい［岩見沢市立南小学校］、黒坂　俊介［岩見沢市立南小学校］、金子　大輔［北星学園大学］、
尾崎　廉［元創造教育研究所］、長谷川　元洋［金城学院大学］

「特別の教科 道徳 ( 以下、道徳科 )」における情報モラル教育の課題として、「情報教育と道徳教育の両方の視点からの情報
モラルの授業の検討」「道徳的諸価値の理解を基にした情報 モラルの授業の評価のあり方についての検討」「多面的・多
角的に考える情報モラルの授業の構想」が考えられる。本実践では、東京書籍「情報社会のモラル＆リテラシー」を教材とし、
質問作りによる授業実践の成果と課題を報告する。

G-1-5 情報モラル指導体系の変化に合わせた指導教材の変化
西田　光昭［柏市教育委員会］、西浦　友章［広島県教科用図書販売株式会社］、
佐藤　和紀［常葉大学］、高橋　純［東京学芸大学］、堀田　龍也［東北大学大学院］

情報モラル教育は、平成11年の「インターネット活用ガイドブックモラルセキュリティ編」から学校教育へ位置づけられた。
平成19年に「情報モラル指導モデルカリキュラム」として指導内容が整理され、平成30年に IE-School における指導計画を
整理した「情報活用能力体系表例」として、新学習指導要領で基盤となる情報活用能力の育成の中にも位置付けられた。指
導教材は、平成13年の「ネット社会の歩き方」以降多数作成されてきている。その中で、毎年更新を続けてきた「事例で学
ぶNet モラル」を例に、情報モラル指導体系の変化と情報モラル指導教材の変化を整理した。
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情報モラル、情報セキュリテイ
10:40～11:52　G会場　3F309会議室
座長：長谷川　元洋（学習工学研究会 会長、金城学院大学）

G-2-6 トークアプリの共通体験による生きた情報モラル教育　－中学校へつながる SNSとの付
き合い方－
大笹　いづみ［株式会社教育ネット］、谷川　航［小平市立小平第七小学校］、
古賀　大吉［株式会社教育ネット］、池本　香衣［株式会社教育ネット］

LINE などのトークアプリによるトラブルは中学校入学時に起こりやすい。さらに、昨今では小学校でもトラブルになる
ことも増えており小学校の段階で教える必要が高まっている。ただ、児童のトークアプリなどの SNS の体験に差があり
教えることが困難であると感じている教員も多い。そのような課題を解決するために、教育的に配慮された安全なトーク
アプリを活用して児童に共通体験をもたせる機会を与える。さらに、体験したことを話し合わせ子どもたちが自ら答えを
導き出す場面を設定することで児童にとって実生活の行動につながる生きた情報モラル教育を目指した。

G-2-7 合言葉を起点とした情報モラル教育の実践 ー保護者啓発を意識した授業デザインの考察ー
平野　智久［川崎市立三田小学校］、福山　創［川崎市立下平間小学校］、
和田　俊雄［川崎市総合教育センター］

インターネットや SNS を介した児童のトラブルが増加する中、保護者は情報モラルの指導の仕方が分からないと悩んで
いる。川崎市立小学校情報教育研究会（以下、本研究会）ではインターネット特性（以下、ネット特性）を理解する子、先の
ことを考えた想像力をもつ子と、情報モラルを指導できる保護者という目指す姿を設定した。それに迫る為、児童のトラ
ブルに強く関わっているネット特性をインターネット「のひみつ」という合言葉にし、児童と共に保護者の理解も視野に入
れた授業をデザインし、実践した。合言葉が児童から保護者へと伝わるように指導したことで、保護者も関心をもち、家
庭内での情報モラル教育の啓発に寄与することができた。

G-2-8 児童と保護者が情報モラル教材を活用して学び合う活動による家庭での情報活用の変容に
関する考察
下川　恭子［薩摩川内市立隈之城小学校］、山本　朋弘［鹿児島大学大学院］、
堀田　龍也［東北大学大学院］

本研究は、児童と保護者が情報モラル教材を活用して学び合う活動を設定し、児童や保護者の情報モラルに対する意識や
家庭での情報活用に変容があるのかを分析した。まず、学級活動で情報モラルの授業を実施した後、児童が家庭で学習内
容を保護者に説明し、家庭で情報モラルについて話し合うようにした。児童や保護者の感想、家庭での情報活用の状況を
分析した結果、情報モラルの問題を家庭で協力し、解決していこうとする態度が見られ、家庭でのルールづくり等の情報
活用に対する意識の向上が見られた。

G-2-9 保護者の子どもに情報機器を持たせたことへの評価と子どもの利用状況の関係について
岩森　正治［玉城町立玉城中学校］、長谷川　元洋［金城学院大学］、中村　武弘［奈良教育大学］

一部の高校等ではスマートフォンを授業中に使うことが始まっている。中学校でも、タブレット端末等の導入が進むと、
家庭での普及はさらに加速すると思われる。その状況において、すべての保護者が情報機器を子どもに使わせて良かった
と思えるためには、子どもが望ましい利活用をする状況が生まれることが必要だが、現実にはそうならない家庭が少なか
らずある。生徒の情報モラル遵守の意識を高めるためには、学校の教育活動だけでなく、保護者との協働が不可欠である。
本研究においては、保護者啓発のポイントとして「家庭内ルールの設定」「フィルタリングの活用」等の他に、「家庭内での
コミュニケーション」が大切であることが明らかになった。
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情報モラル、情報セキュリティ／教育・学習用ソフトウェア開発・評価／校務の情報化
13:30～15:28　G会場　3F309会議室
座長：野中　陽一（横浜国立大学）

G-3-10 小学生向けのリーフレット作成を通した中学生の情報モラルに対する意識の向上
山崎　寛山［三条市立大島中学校］、柴田　隆史［東京福祉大学］、佐藤　和紀［常葉大学］

中学生によるインターネットの誤った使い方によるトラブルが全国的に発生している。この解決策の一つとして、中学生
が小学生を対象とした啓発リーフレット作りを通して、生徒自身が正しく安全にインターネットを使おうとする意識の向
上を試みた。具体的には外部講師による講義の後、インターネットを正しく安全に使う方法をグループで話し合い、出た
意見を基に個人で啓発リーフレットを作成する課題を与えた。それをグループや学年で検討後、1枚のリーフレットにま
とめ、小学校高学年と中学生に配付した。アンケート調査から中学生がインターネットを正しく安全に使おうとする意識
が高まったことが考察された。

G-3-11 情報モラル「相模原」プランを用いた情報モラル教育の実践
佐藤　司明［相模原市立谷口台小学校］、堀　真之［相模原市立川尻小学校］

相模原市では、「情報モラル『相模原』プラン」を基に『情報モラルハンドブック』を活用した情報モラル教育を実践している。
平成28年度には、情報技術の進展やスマートフォン等の所有率、SNS 上のトラブルを始めとした、児童生徒を取り巻く
環境の変化に対応するため、『情報モラルハンドブック』を改訂し、より実践に合わせた情報モラル教育を始めたが、すで
に3年が経過しようとしている。そこで、改訂版『情報モラルハンドブック』の授業実践を通して見えてきた成果と課題から、
今後の情報モラル教育に必要な要件について考察する。

G-3-12 情報モラル「相模原」プランを活用した指導の現状と子どもたちの実態についての考察
森　匠［相模原市教育委員会　教育センター学習情報班］、
渡邊　茂一［相模原市教育委員会　教育センター学習情報班］

相模原市では、スマートフォン等情報機器の急速な普及や、SNS を活用したコミュニケーションの低年齢化への対応等、
子どもたちの実態に即した授業が行えるよう平成28年度に情報モラル「相模原」プランの改訂を行った。しかし、情報技
術の進展に伴う、機能やサービスの変化に対して、子どもたちの現状に適した指導内容となっているのか確認する必要が
あり、数年後の変化を見通した内容の改訂を検討していかなければならない。そこで、学校で指導に当たっている教職員
から子どもたちの実態・指導の現状について調査を行い、現状のプランでの指導内容と比較することで改善すべき内容を
把握し、具体的な課題を明らかにする。

G-3-13 小学校プログラミング教育に資する「micro:bit サンプルプログラミング集」の開発
望月　陽一郎［大分県立芸術文化短期大学］

本研究の目的は、来年度から必修となる小学校プログラミング教育に資するため、「micro:bit サンプルプログラミング集」
を開発し提供することである。小学校の教員等に対して調査したところ、プログラミング教材・教材の使い方・指導案な
どを必要なものとあげる回答が多かった。そこで、数多くあるプログラミング教材の中から安価で使いやすいものとして
micro:bit を選択し、60種類のサンプルプログラムを開発しまとめた。それを教員等に提供し、授業アイデア・実践をフィー
ドバックしてもらいプログラミング集に付属させた。今後は、授業実践例を増やしていくことで、さらに使いやすいパッ
ケージにしていく予定である。

G-3-14 デジタル教材開発 30年を振り返る
原　久太郎［イーテキスト研究所］

MS-DOS の時代からデジタル教材をつくって30余年になる。OSの変化、デバイスの進化に合わせて教材をつくってきた。
市場に受け入れられた教材は環境が変わっても生き続け、2020年に向けてさらに進化させる計画である。数々の失敗もあ
るが30年を振り返ってみる。
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G-3-15 データを活用した教育改善のための教育データ標準化の方策
石坂　芳実［株式会社夢デザイン総合研究所］、山西　潤一［富山大学］、
木村　裕文［株式会社夢デザイン総合研究所］

近年ビッグデータの活用が社会のさまざまな分野で始まっているが、活用を行うためには質の高いデータを効率的に収集
することが求められる。特に教育においてはデータの意味や定義を明確にするボキャブラリや ID体系の整理が必要であ
る。文部科学省は先日発表した「新時代の学びを支える先端技術活用推進方策（最終まとめ）」の中で、教育ビッグデータの
効果的な活用のためには「教育データの標準化」が必要であるとし、2020年度までに検討を行うというロードマップを示し
た。諸外国における教育データの相互運用性を確保するための活動を参考に、日本でも早急に整備を進める必要がある。
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教科指導における ICT活用／その他
9:00～10:30　H会場　3F310会議室
座長：吉崎　静夫（横浜国立大学）

H-1-1 ICT を効果的に活用した授業改善を促す支援の在り方
南口　周哉［美郷町教育委員会］

学習の基盤として新学習指導要領に「情報活用能力」が明記されるなど、コンピュータなどの情報手段を適切に活用した学
習活動の充実が求められている。美郷町教育委員会では、平成27年度より ICTを段階的に整備（今年度小学校1年生に配
備し全ての小中学生に1人1台タブレット配備完了）し、それと並行して、授業改善の手段として ICTの活用方法につい
て実践を積み重ねてきた。本稿では、行政（町教委）と学校（町教育研究会）とが一体となって進めてきた授業改善への取組
を報告する。

H-1-2 授業に関する教員個人の業務量に着目した指標開発の試み
久保田　淳［東京学芸大学教職大学院［宮城県仙台二華高等学校］］、高橋　純［東京学芸大学］、
藤野　智子［東京学芸大学］

平成29年度文部科学省委託「公立小学校・中学校等教員勤務実態調査研究」は、26の業務項目と教員の置かれた状況など
多くの調査項目とを掛け合わせて、各項目の平均所要時間と相関のある影響要因とを提示することに貢献した。そのうえ
で今後は、教員個人への業務の集中や時期的な偏重を明らかにすることができれば、個々の教員の問題はさらに解消に向
かうと考えられる。 そこで個人の業務量を確認する指標の開発を試みたい。まず最も時間を費やす項目である授業と授
業準備に着目する。準備等に負担となる要因を調査・収集して項目に整理し、上記調査の所要時間などを参考に、標準的
な係数と式の開発を試みる。

H-1-3 未来を LEADする人材育成のためのカリキュラム・マネジメント　－資質・能力の自校化
とその育成を図る試みー
久保田　聡子［川崎市立川崎高等学校附属中学校］、和泉田　正徳［川崎市立川崎高等学校附属中学校］、
木原　俊行［大阪教育大学大学院］、椎名　美由紀［川崎市総合教育センター］、
和田　俊雄［川崎市総合教育センター］、福山　創［川崎市立下平間小学校］、
胡　啓慧［東京学芸大学］、野中　陽一［横浜国立大学教職大学院］

本校の教育目標は「こころ豊かな人」、その目標を達成させていく上での生徒育成目標は「国際都市川崎をリードする人材
を育成する」である。本研究ではその具体を「主体的に思考し、情報および情報手段を自ら選択・活用し、人との関わりを
大切にしながら他者の思いや考えを受けとめて行動できる人」と定義し、そのような人に求められる資質・能力を「問題解
決能力」「ICT活用能力」「ダイバーシティ・コミュニケーション能力」と考えた。そしてこれら自校化した三つの資質・
能力の育成するために総合的な時間を軸としたカリキュラム・マネジメントを行うことにより、生徒たちに身に付いた力
の自覚をはじめとした成果が見られた。

H-1-4 思考力評価のフィードバックと振り返りが学習者の認知欲求に及ぼす影響
石原　浩一［春日井市立東部中学校］、泰山　裕［鳴門教育大学］

本研究の目的は、思考力評価のフィードバックと振返りが認知欲求に及ぼす影響の考察を通して、学習者の認知欲求を高
める方法を明らかにすることである。認知欲求は「努力を要する認知活動に従事したり、それを楽しむ内発的傾向」と定義
され、思考力や「学びに向かう力・人間性」とも関連している。思考力を評価し、生徒にフィードバックしたところ、実施
群の方が非実施群よりも認知欲求が高まった。また、フィードバック後の振返りを分析した結果、各内容について具体的
に書けている生徒ほど認知欲求が高かった。研究を通して、思考力評価結果を生徒にフィードバックし、振返りを具体的
に書かせることで認知欲求が高まる可能性が示唆された。
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H-1-5 中国の「教育情報化 2.0」動向について
胡　啓慧［東京学芸大学大学院連合学校教育学研究科］、野中　陽一［横浜国立大学］

2018年4月中国教育部は「教育情報化2.0行動計画」を公表し、中国の教育情報化が「1.0時代」から「2.0時代」に入った。「教
育情報化2.0時代」は、1978年改革開放以来40年間における中国の教育情報化の発展に基づくものであり、人工知能など
を代表する新しい情報技術を積極的に取り入れ、教育の革新を指向している。本研究はその歴史的背景、特徴、目標、具
体的な動きなどから教育情報化2.0の動向を分析する。
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その他
10:40～11:52　H会場　3F310会議室
座長：堀田　龍也（東北大学）

H-2-6 高等学校における遠隔合同授業の試行－京都府北部の高等学校における学舎制導入へ向けて－
中根　新［京都府立網野高等学校］、安見　孝政［大阪教育大学大学院連合教職実践研究科、
京都府立宮津高等学校］、寺嶋　浩介［大阪教育大学大学院連合教職実践研究科］

少子化により学校規模が縮小していく中、令和2年度から京都府北部地域において高等学校の学舎制（2高校を1高校2学
舎制に）導入が決定されている。将来的に小規模校化が進み、教職員定数の減少により科目の専門教員の不在が予想され
ることから、これらの課題解消へ向けて、離れた教室を通信でつないで同時双方向性の授業を行う遠隔合同授業の実施が
予定されている。本研究では、遠隔合同授業の導入にあたり、単位認定をする上での関係法令、必要となる ICT機器等
の機材、授業の試行における注意点や実施体制について昨年度から調査研究した内容を報告する。遠隔会議や補習講座で
の活用といった授業以外での活用事例についても報告する。

H-2-7 ICT を用いた大学生の遠隔協働活動における葛藤 ～ 3大学による協働活動事例から～
井澤　優花［明星大学教育学部］、今野　貴之［明星大学］

本研究の目的は、大学生がICTを用いた遠隔協働活動を行う際にどのような葛藤を抱いたのかを明らかにすることである。
文部科学省「EDU-port ニッポン」の活動に携わった3大学の学生を対象に、活動時に抱いた葛藤について半構造化インタ
ビューを実施し、調査・分析した。その結果、「ビデオチャットを通した意見共有の場では自分の考えを発信しにくい」「協
働する際の自分の役割を把握できない」という2つの葛藤がわかった。これらの葛藤に対して自分自身が協働において活
躍できる役割を把握すること、ビデオチャットでの協働は目的に応じて少人数で行い、遠隔での協働と対面での協働を使
い分けることの解決方法が示唆された。

H-2-8 普通教室にプリンタ複合機を常設したときの変化や効果の検討
野澤　博孝［埼玉県美里町立松久小学校］、山内　真紀［エプソン販売株式会社］、
佐藤　和紀［常葉大学］、高橋　純［東京学芸大学］

本研究の目的は、普通教室にプリンタ複合機を常設したことによる変化や効果を明らかにすることである。具体的には、
プリンタ複合機を普通教室に入れるメリットやプリンタ複合機を入れた際の活用事例を収集することにある。そこで、全
国の小中学校9校を対象にプリンタ複合機を29台常設した。そこで得られたステータスシート・活用記録表の2つをもと
に分析を行った。結果、1）プリンタ複合機はいずれの環境下においても活用されていること。2）一番活用されるプリント
サイズはA4であること。3）「授業関連」に活用されることが最も多いこと。4）活用を図られる時間帯は「短い休み時間」が
最も多いこと、などが明らかになった。

H-2-9 生活に活きる！広がる！歯・口の健康と ICTの活用
濱田　香澄［吉賀町立蔵木小学校］

平成31年3月に全校児童と「しゃかしゃかしゅわしゅわ～蔵木小学校はみがきソング～」を作成した。はみがきソングは指
導に特化した内容とした。また作成にあたり、全校児童の声をのせ、映像をつくり、YouTube に発信した。それにより
ICTを使った毎日の給食後の指導や、家庭や地域、様々な場での使用が時間を問わず可能となった。大切な生活習慣の1
つであるはみがき。以前は音声に合わせてはみがきをしていたが、音声に映像も加わって児童にどのような変化がみられ
たのか、ICTを活用することで家庭や地域にはどのような広がりがあったのか等を考察する。
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その他
13:30～15:28　H会場　3F310会議室
座長：小柳　和喜雄（奈良教育大学教職開発(教職大学院)）

H-3-10 教科学習と関連したプログラミング教育の在り方について～小学校理科の電気に関する単
元からのアプローチ～
荒金　岳登［安来市立赤江小学校］

新学習指導要領で必修化された「プログラミング教育」を、小学校理科の内容A「物質とエネルギー」の電気の学習に関する
単元で系統的に実施しようと試みている。この単元では学年の内容に応じて「懐中電灯」や「モーターカー」、「電磁石で動
くおもちゃ」等を作成する。そこで、児童が作成したモーターカーに簡単な電子回路を加えプログラミングした教材を作成、
演示した。児童は、モーターカーが教師の意図した通りに動くことに興味を持った。さらに、6年生では実際にプログラ
ミングによって物の動きを制御したり、明かりを制御したりする学習をすることを伝え、これから学習するコンピュータ
を使ったプログラミングへの動機付けとした。

H-3-11 小学校におけるプログラミング教育への一提案 －イモムシ型ロボットを使ったプログラ
ミング教育－
米田　浩［尼崎市教育委員会事務局こども教育支援課］、原　克彦［目白大学］

2020度から小学校で必須となるプログラミングであるが、まだまだカリキュラム整備が整っておらず、小学校教員を対象
にしたプログラミング教育に関するアンケートにおいても、「自分自身がプログラミング教育を行うことに対して不安が
ある」と回答している割合が高い。そこで、だれでも簡単に取り組むことができる、イモムシ型ロボット（コード・A・ピラー）
を使った小学校低学年用教材を作成した。

H-3-12 クラスでの合意形成を目指した特別活動の取り組み
近藤　千香　［東京工業大学附科学技術高等学校］、玉田　和恵［江戸川大学］

ホームルーム活動において、よりよい生活を築くために集団としての意見をまとめるなどの話合い活動を通して、人間関
係を形成する力を養うことが重要である。高校生に文化祭におけるクラス企画を決める話合い活動を通して、自己の考え
や意見を出し合うとともに、多様な考えを認め合いクラスとしての意見をまとめ、自主的、実践的に協力しようとする態
度を育てる取り組みを行った。問題解決の枠組みに沿って、生徒同士が議論しあい、情報機器を活用しながら、相互理解
を深めようとする積極的な態度が見られた。

H-3-13 中学校社会科における地域資源を活用した授業実践
南迫　勝彦［大阪教育大学大学院連合教職実践研究科］、寺嶋　浩介［大阪教育大学大学院］

中学校社会科の授業を行う上で、地域の人的、物的資源は必要不可欠である。また、「社会に開かれた教育課程」等にも、
地域と教育課程を共有、連携することが示されている。そこで地域資源を系統的、有効的に活用するため、目瀬 (1990) の
先行研究から作成した対話ツール「地域資源分類表」を用い、様々な職員と地域資源を分類、共有し、人的資源を活用した
授業を実践した。

H-3-14 音楽コンテンツと映像コンテンツの制作を通した「ふるさと教育」の推進及び地域活性化
への取り組み～「蔵木音頭」に夢をのせて～
松元　善生［吉賀町立蔵木小学校］

島根県南西部に位置する本校は、全校児童14名の極小規模校である。ICT活用を通して「ふるさと教育」を推進している。「蔵
木地区サクラマスプロジェクト地域会議」との密接な連携の元、地域の魅力をふんだんに盛り込んだ音楽コンテンツ「蔵木
音頭」を制作し、CD化した。更に児童を始め、地域の方々が多数出演した映像コンテンツも制作し、DVD 化すると共に、
YouTube を通して全世界へ発信した。これらのコンテンツの制作を通して地域に活気が生まれ、約30年ぶりに盆踊り大
会が復活した。ICTがもたらす効果は絶大で、地域の魅力を再発見できただけでなく、児童を含む住民同士の繋がりを深
め、地域の活性化に貢献した。
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H-3-15 中学校音楽「箏」と理科「音の性質」における教科横断の一考察
岩崎　有朋［岩美町立岩美中学校］、八木谷　和葉［鳥取市立福部未来学園］、今野　貴之［明星大学］

本研究は、音楽科と理科の教科横断的な学習を実践し、その学習を受けた学習者の立場を踏まえて教科横断カリキュラム
を開発する要因を明らかにすることを目的とする。理科で奏法原理を学習した後に音楽科で創作・鑑賞を行なったクラス
は、音楽科で創作・鑑賞後に理科で奏法原理の学習を行ったクラスと比較した結果、創作活動、協働場面、特殊奏法の3
つの項目で値が高くなった。2つの教科を横断する場合、最初の教科の内容を補完するように次の教科を配置し、その学
習内容を扱いながらさらに最初の教科の学習をすることがカリキュラム開発の要因として挙げられた。
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タブレット PC 一人一台体制の活用環境の構築とそのサポート体制に関する実証実験

三好克幸（綜合警備保障株式会社）・豊田充崇（和歌山大学教職大学院） 

概要：タブレット PC を一人一台体制で且つ自宅持ち帰りでの活用を想定した実証実験をおこなった。

生徒らの情報活用能力の育成はもとより、個別の教科学習にも利用するために、機器・ネットワーク・

セキュリティ設定等をどのようにおこなうかについて実証校と検討を重ね、ICT 設備環境とサポート体

制を構築した。本稿では、その際に生じたトラブルや対応等を記録し、将来に向けた理想的な学校教育

における情報設備環境の一端を示した。 

キーワード：タブレット端末，一人一台体制、持ち帰り、LTE、セキュリティ対策

１ はじめに 

現代社会は、インターネットの普及を背景に、

急速なグローバル化と情報化を遂げた。今後、

従来のコンピューターやスマートフォンに留ま

らない“IoT”の拡大と、AIによる高度、且つ高

速な解析技術の進展により、質・量ともに充実

したビッグデータの解析よる社会課題の解決が

期待されている。 

 こうした中、平成 27年 8 月 26 日の中央教育

審議会教育課程企画特別部会「論点整理」では、

今後社会をけん引する子供たちに求められる能

力として、『膨大な情報から何が重要かを主体的

に判断し、自ら問いを立ててその解決を目指し、

他者と協働しながら新たな価値を生み出してい

くこと』が挙げられており、その為の情報活用

能力や、IT ツールを使いこなす素養を、全ての

子供たちが身に着ける必要があるとしている。 

 これを受けた、平成 28 年 7 月 28 日に文部科

学省が公表した「2020 年代に向けた教育の情報

化に関する懇談会」の最終まとめでも、「効果的

な ICT 活用の在り方」として、ICT の活用によ

り、学びの質の抜本的な改革が進むことと、学

校と家庭における学習の効果的な連携がされる

ことが期待されている。 

学習環境における ICT 利活用のための基盤の

整備の目標としては、平成 30 年 6月 15 日に閣

議された第 3期教育振興基本計画（対象期間：

平成 30 年度～平成 34 年度）において以下の指

標が示されている。 

（１）学習者用コンピューターを 3 クラスに 1

クラス分程度整備する。

（２）普通教室の無線 LAN 敷設率 100%

これらは、児童生徒の情報活用能力向上に加

えて、教職員の業務負担軽減を目指すものであ

り、以前の指標「学習者用コンピューターは 1

人 1 台」の目標から下方修正されたものの ICT

環境の整備が進む方向に変わりはない。  

こうした政府動向を踏まえ、和歌山県では第

３期和歌山県教育振興基本計画を制定。本実証

実験は当該計画の推進に寄与すべく、県立中学

校２校の３年生合計 118 名を対象に 1人 1台の

PC 環境で「管理面でもコストメリットのある

ICT 環境の確立」と「生徒の情報活用能力の向

上」と目的とした実証実験を行った。本稿は、

その実証実験における「ICT 環境整備面で得ら

れた知見」を報告するものである。 

２ 研究の目的 

 中学校において、自宅持ち帰りを可能とする

一人一台の PC 環境を構築し、文房具と同様に

全員が自宅と学校での学習に活用することにつ

いての運用を行い、その際の配慮点やトラブル

発生・対応の事例を分析し、安全かつ生徒の情

報活用能力向上・学習効果の向上を実現する

ICT 環境を提案する。 
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３ 実証実験の概要 

（１） 配備 PC

・2in1 のタブレット PC（キーボード脱着可）

Lenovo Miix320 LTE モデル

重量 1.03 ㎏（キーボード装着時）

バッテリー最大 11.3 時間

参考価格 75,000 円（税別）

・寸法 249mm×184mm×17.6mm

・OS：Windows10 Pro

・SIM：データ容量 5GB/月

・セキュリティ対策

ウイルス対策（MR-EP）

セキュリティ管理（PC マネジメントサービス） 

- 資産管理

- Web アクセス制限（不適切サイトを遮断） 

・その他

安否確認サービス（災害時の状況把握）

みまもりタグ（位置情報確認）

（２）PC 配備期間

2018 年 6月下旬～2019 年 3 月上旬 

（３）配備台数

生徒 118 名分と予備で合計 130 台を配備。 

（４）使用時間の制限

保護者との意見交換も踏まえ、「パソコンね

むねむ Free」を導入し使用可能時間を 5:00〜

22:00（または 24:00）に制限した（以下はそ

の設定画面例）。 

保護者の意見は、深夜まで PC を使うことを

懸念する意見と、部活や塾の後に家庭学習を

するため制限は不要とする意見があった。最

終的には保護者の意見を踏まえて学校側で利

用時間制限を決定した。なお、本ソフトはパソ

コンの使用時間可能時間を予め設定し、PC を

自動的にシャットダウンするものである。 

（５）主な用途

・調べ学習ための Web 検索

・授業や就学旅行でプレゼン(資料作成含む)

・プログラミング教育（ドローン/センサー） 

・連絡手段（グループチャット/メール）

-グループチャット「Secure Chat」

限定メンバーのみで使用可能な SNS ツール。 

国内メジャーSNS と同様の使い勝手を実現。 

-メール「Office365 Outlook」

本実証では無料のオンライン版を使用した。 

４ 発生した問題と対応 

 本実証実験の PC 活用環境において発生した

主な問題点は以下の 6点である。 

（１） 故障・破損

合計 14 件の故障・破損が発生した。内訳は

以下の通り。 

ア PC の内部配線故障：7件

モニタが表示されなくなる症状が発生し

た（メーカー保証の無償修理で対応できた）。

いずれも液晶配線の故障であったことと、聞

取り状況から自転車通学時の PC 持ち運びに

よる振動が原因の可能性が高い。持ち帰り運

用には衝撃吸収カバー導入が必須。 

イ 落下等による破損：7件

発生場所は自宅が 4件、学校が 1件、不確

定が 2件であった。液晶交換やキーボード修

理等の有償修理となり、修理費は 16～80 千

円/台となった。新品購入より修理費が高額

になる場合もあった為、破損もカバーする延

長保証の導入が望ましい。 

（２） ネットワーク接続

本実験では、学校や自宅では Wi-Fi を使用

し、それ以外は LTE を使用する運用を基本と
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した。今回、自宅に Wi-Fi の無い生徒は 118

人中 2人であったことと、自宅での Wi-Fi 接

続方法に関する問い合わせは 1 件のみであ

ったことから、持ち帰り学習の通信環境とし

て Wi-Fi を前提とすることに無理はないと

思われる。一方で、当初「ネットワーク接続

ができない」との問い合わせが発生した。こ

れは、PC のネットワーク環境を、学校用と自

宅用で切り替える為に生徒自身が行う作業

を失念したものが大半であった。 

作業は、デスクトップに配置したバッチフ

ァイルをダブルクリックするものであった

が、作業の意味を生徒に理解してもらう為の

説明は、詳しく行う必要があった。また、正

しく操作にもかかわらず、設定が切り替わら

なかったケースもあった為、「正常に行って

も切り替わらない場合は、一度再起動する」

といった方法についても、事前説明時に行う

必要があった。 

なお、LTE のデータ通信量は、学校で Wi-Fi

で通信できなかった際に、LTE に切り替えて

使用したケースを含めて。概ね 3GB/月であ

り、不足することはなかった。 

（３） バッテリー消費

自宅充電運用を基本としたが、授業中にバ

ッテリーが急速に減る事象が散見された。1

時間弱でフル充電から 0%になるケースや、

電源を接続しても充電状態にならないケー

スも発生したこともあり、大半の生徒がバッ

テリーの減りが早いとの意見であった。

メーカーにも問い合わせを行った結果、充

電状態にならない原因として、ソフト的に過

充電を回避する制御が働いている可能性が

あった為、自宅で充電する際にはシャットダ

ウンをする運用とした。加えて、PC 使用終了

に際する、電源ボタン押下動作は、Windows10

初期設定である「スリープ状態」から「休止

状態」に変更して消費電力抑制を図った。こ

うした対処により、問い合わせは減少したも

のの、根本的な問題解決には至らなかった為、

授業では電源タップを用意して対応した。 

（４） Web アクセス

Web アクセス全体の約 1%が、アクセス禁止

に設定したカテゴリに該当し、ブロックされ

た。ブロックしたカテゴリは「広告・バナー」、

「ゲーム」が 80%強を占めていた。「アダル

ト」に該当するブロックも確認されたが、そ

の 98%が検索サイト「bing」の検索結果であ

ったため、別単語の検索時に候補となったペ

ージがアダルト判定された可能性が高い。 

当初、授業に必要なサイトもブロックされ

る可能性も懸念されたが、今回は発生しなか

った。 

（５） ウイルス対策

ウイルスの検知は 9 件（7 台）あったが、

いずれも対策ソフトにより駆除され感染に

は至らなかった。感染経路は特定できなかっ

たものの、Web からダウンロードされたデー

タに原因があった可能性が高い。前述のよう

に一般的な範囲の Web 利用あったにも関わ

らず、ウイルス検知があったことから、イン

ターネット利用時の対策ソフト導入は必須

事項である。（たとえインターネットを利用

しない環境であっても、ウイルス対策ソフト

の導入は必須である。これは、学校環境にお

いて USB メモリによるデータ可搬が頻繁に

発生するが、こうした USB メモリ経由でのウ

イルス感染事例も報告されている為。）なお、

本実験で使用した対策ソフトは、ライセンス

が自動更新されるタイプであり、更新漏れや

管理ミスにより被害につながるリスクを低

減する方策として有効であった。 

（６） Windows の更新

Windows の更新は、半期の大型更新の適用

を除き
．．

自動設定とした。これは、PC 配布前の

大型更新適用作業で、一般的な光回線での作

業にも関わらず 1 台あたり 2 時間強の時間を

要した為、実証実験中に適用することは困難

と判断した為の措置であった。一方、通常の更

新であっても、授業中に更新処理が行われ CPU
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負荷上昇により、PC の動作に支障がでること

があった。 

（７） トラブルの対応まとめ

トラブル対応のまとめを以下の表に示す。

５ 考察 

今回の実証実験では PC のソフト面の管理を

支援する仕組みを導入しており、ウイルス対

策や不適切な Web サイト閲覧などを遠隔で管

理していた。このため、PC の不適切な利用は

認められず、セキュリティ上の問題も発生し

ていない。 

一方で、影響の大きい問題はネットワーク接

続の問題やバッテリーの問題であった。また、

重さに対する不満の声もあった。これらの問

題は、いずれも PC を持ち歩くことから発生し

たものである。 

また、スマートフォンの普及で、PC（Windows）

の操作に不慣れで、ダウンロードしたファイ

ルが見つけられない（ディレクトリ構成が分

からない）といった、これまでになかった新た

な課題も浮き彫りになった。PC の使用方法や

構成に関する授業が必要であると考える。 

加えてセキュリティ確保には必須となる

Windows 更新も、半期に一度の大型更新は数

時間を要する等、計画的な運用が必要となり、

管理負荷と授業運営への影響が大きい。 

６ 結論 

生徒の情報活用能力・学習効果を向上する理

想のシステムは、いうまでもなく、使用する際

に余計なストレスが無く、動作が安定してい

るものであるといえる。理由としては、ICT 環

境を使うための負荷が高いと、そのためのサ

ポートが必要となり、本来の目的達成の障害

になるためである。また、サポート体制に人的

なリソース確保が必要となり、学校側の負担

となることも挙げられる。Windows は用途が広

く学校側が使い慣れているため、導入は比較

的容易である点がメリットであるものの、生

徒は使い慣れているとはいえず、定期的な更

新など運用の負担が大きいというデメリット

もある。 

近年は、Windows 以外の OS でもアプリケー

ションが充実してきており、選択の幅が広が

っている。例えば Microsoft Office は iOS や

Android 等の様々な OS に対応している。また、

各端末の設定等を一元管理する仕組みも各 OS

に対応したものが存在しており、このような

仕組みを導入することで管理負担を低減する

ことができるため、端末の環境とあわせて管

理環境も整備することが望ましい。 

さらに、インターネットを活用するうえでセ

キュリティリスクは無視できないため、使用

する環境に合わせた対策の導入が望ましい。

特にウイルス対策ソフトや Web アクセス制限

は優先度が高い対策と言える。特に後者は、持

ち帰りの運用を行う場合、端末側で制御する

方式でなければ、学校以外の環境では管理で

きなくなるため、教育現場の対策として重要

であろう。 

参考文献 

「2020 年代に向けた教育の情報化に関する懇

談会」最終まとめ（平成 28 年 7 月 28 日） 

http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/28/07/__ics

Files/afieldfile/2016/07/29/1375100_01_1_1.pdf 

第 3 期教育振興基本計画（平成 30 年 6 月 15 日） 
http://www.mext.go.jp/a_menu/keikaku/detail/__ic

sFiles/afieldfile/2018/06/18/1406127_002.pdf 

トラブル内容
対応種別 

備考 
システム 人 

故障・破損 ― 〇 カバー必須

ネットワーク 〇 ― 自宅 Wi-Fi 前提 OK 

バッテリー 〇 ― 廉価版 PC の弱み 

Web アクセス 〇 ― 広告削除に効果 

ウイルス 〇 ― 通常使用でも検知 

Windows 更新 〇 ― 大型更新が課題 
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ＩＣＴちょっとやろう会（やろうかい？）
略して「ちょいやる会」

基本的に：自由参加
基本的に：忙しくない週に１回
基本的に：１６：３０～１７：００

（毎回１５分～３０分程度）
基本的に：「習うより慣れろ」

支援員の説明を簡単にして、
とにかく機器に触れる

ICTを活用し「学び合い」を大切にした授業づくりの取り組み 

有賀優樹（長野県箕輪町立箕輪中学校）・唐澤久樹（長野県箕輪町教育委員会） 

概要：箕輪中学校(長野県箕輪町：小学校 5 校・中学校１校)では，教員免許を持った ICT 支援員を配

置し，その役割として「ミニ研修」，「ICT通信」，「授業支援」の３つの柱を ICT支援員が中心となり取

り組んできた。その結果，教師の ICT活用率が飛躍的に伸び，ICT指導力を含めた授業力が向上してき

た。授業を大切にした ICT支援員のサポート・改善と共に，ICTを活用して取り組んできた新学習指導

要領を指向した授業づくりの具体的実践例について紹介する。  

キーワード：ICT支援員，教員研修，ミニ研修，ICT通信，授業支援，授業力向上，学び合い

１ はじめに 

平成２６年度に箕輪町の予算で中学校へタブ

レット端末が導入されることが決まり，それに

伴い ICT 支援員も配置された。 

 年度当初は機器環境の整備から始め，少しず

つ授業で ICT機器が使われるようになってきた。 

 多くの教師が機器を使えるようになってくる

と，次第に「機器の使い方」というよりは「ICT

を活用した授業の中身」に教師の意識が向き，

日々の授業づくりを視野に入れた支援が必要で

あることが分かった。 

 そこで，機器の導入から授業での活用という

一連の流れを「機器自体の活用」，「授業での効

果的な活用」，「継続的な活用」の３つに区切り，

それぞれに対して「ミニ研修」「ICT 通信」「授

業支援」という３つの支援を ICT支援員が中心

となって行ってきた。 

 本研究では，具体的な支援の様子とそれによ

る教師の ICTを活用した授業力向上への意識変

化について述べる。そこから，ICT 支援員に求

められるサポートの在り方を考えていく。また，

授業づくりの実践を紹介する。 

２ 研究内容(研究課程) 

（１）ミニ研修「ICTちょっとやろう会」

 まず，「機器自体の活用」であるが，たとえど

のような機器が導入されても，教師が使えるよ

うになれなければ何も始まらない。そのために

は，教員の ICT 研修が不可欠である。しかし，

会議や生徒指導，部活指導等，中学校の学校現

場は忙しい。長期休業を使って集中的に ICT研

修を行っても，その１回だけで ICT 活用の普及

を図ることは難しいと思われる。 

そこで，本校では会議等がない放課後の短時

間を利用して，「ICT ちょっとやろう会」と称し

たミニ研修会を定期的に開くことにした。 

（資料１） 

資料１：「ICTちょっとやろう会」について 

また，事前に短時間で行えるテーマを決め，

研修内容が詳しく書かれた機器操作の資料も併

せて配布することで，短い研修時間の中で効率

良く，授業での活用に焦点を当てながら進めて

いった。（資料２，３） 
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資料２：「ICTちょっとやろう会」配布資料 

資料３：「ICTちょっとやろう会」の様子 

機器導入からの数年は放課後の集まりがよか

ったが，対応すべき生徒指導や部活動の指導な

どで，なかなか先生方が集まらなくなってきた。 

そこで，時間を決めて無理に放課後に研修を

するのではなく，先生方各々の空いた時間でミ

ニ研修ができないかと考えた。

箕輪中学校の職員室には教室と同じ TV があ

り，共に同じ機器(ノートパソコン，Apple TV)

を取り付けてある。 職員室で同じ環境の機器に

慣れ，教室で実践するようになった。ノートパ

ソコンと TV をつなぎデジタル教科書を写した

り，iPad と TV を Airdrop でワイヤレス接続し

カメラ機能でプリントを写したりしていると

「これはどうやってやるの？」「先生どうやって

写しているの？」と先生方が自然と集まってく

る。それを狙って短時間の研修を行うようにし

てきた。実際に時間を設定してやるよりも，先

生方の空き時間で無理のないように研修を行う

ようにした。 

（２）ICT通信

 ICT 支援員が授業サポートを行いながら授業

の様子を撮影し，画像等で記録している。そし

て，授業実践の様子を「ICT通信」として全職員

に配布している。 

ICT 通信によって他の教師の授業実践や機器

の活用方法を知ることや，機器活用の普及と継

続性，ICT を活用した授業の質を高めていくこ

とを目的としている。また，情報モラル指導の

ためのタイムリーな話題を掲載することで生徒

指導の研修，情報機器が関わっている非違行為

など事例を載せることで教員の規範意識の向上

も図っている。（資料４） 

資料４：ICT 通信 

（３）授業支援

平成２６年度に箕輪町の予算で中学校へタブ

レット端末が導入されることが決まり，それに

伴い ICT 支援員も配置された。当時の教育長が

「ICT 支援員は，授業ができる人でないと，教

育的な活用が進まないだろう」と，教員免許を

所有した人材を採用した。ICT 支援員は授業も

受け持つが，授業コマ数(持ちクラス)を少なく

し，空いた時間に ICT の支援にあたる。(資料

５) 

資料５ ICT 支援員のスケジュール例 

月曜日 

１校時 ２校時 ３校時 ４校時 ５校時 

授業 支援 支援 支援 支援 
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３ 結果 

（１）ICT機器活用率の向上

 教師の負担が少なく，気軽に参加できるミニ

研修のシステムは，ICT 活用率の向上を図るよ

い手立てとなった。 

 和やかな雰囲気の中，教師は実際に機器に触

れながら活用場面について話し合うなどの様子

が見られた。 

また，継続的なミニ研修会や ICT通信による

情報共有により，教師は機器自体の使い方と活

用方法が次第に分かってきた。 

そのことにより，年々と活用率が飛躍的に伸

び，その後も継続的な活用がされている。年間

の活用時間は 2700 時間(１日に１５.８時間)を

超えている。（資料６※係に報告があったものの

み集計) 年度が変わっても以前から勤務してい

る教師が，新しく赴任してきた教師へと共に学

び，機器活用のイメージを持ち，活用がさらに

進んだ。 

資料６ 月別 ICT機器使用状況の変化 

（２）機器自体の活用から授業づくりへ

 日常的に ICT が使われるようになってくると，

教師の意識は「機器の活用」というよりは「ICT

も活用した授業づくり」へと向いてきた。 

 実際に ICT 機器を使って授業を行うと，「見

通しの持たせ方が不十分だった」，「教師の説明

が長くて生徒の活動時間を十分に確保できなか

った」，「（教師も生徒も機器操作に慣れておらず）

予想以上に時間がかかった」などさまざまな課

題が見えてきた。 

 そこで，ICT を使った授業を行い，その授業

を見直し，改善させていくという良いサイクル

が生まれた。つまり，機器を使った授業を行う

ことで，日頃の授業を見直す良いきっかけとな

った。（資料７） 

資料７ ICTを通して変化した教師の意識 

（３）授業実践例

東京学芸大学の高橋純先生をお招きし，箕輪

町独自の ICTセミナーを実施した。また，平成

２９年度文科省委託事業『次世代の教育情報化

推進事業(ICT-School）』に取り組み ICTを活用

した新学習指導要領を指向した授業づくりに取

り組んだ。以下にその実践について紹介する。 
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（４）生徒からの声

これまでの取組を通して生徒・教師から以下

のような感想があったので紹介する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 考察 

教師が機器の使い方（接続の仕方）とその活

用方法が分かると機器活用が飛躍的に伸びるこ

とが分かった。そして，教師から ICT支援員へ

の相談が次第に機器自体の使い方から授業での

活用方法へと移っていくことが分かった。 

また，継続的に機器が活用されることで活用

方法がより精選され，教師は ICTを活用した授

業力向上へと意識が向き，最終的には授業自体

の質の向上につながることも分かった。 

 このような結果は，ICT 支援員が中心になっ

て行ってきた「ICT ちょっとやろう会」や「ICT

通信」，「授業支援」が大きな効果をもたらした

と考えられる。 

５ 結論 

 ICT 支援員が配置されている学校では，ICT機

器を活用した教師の授業力向上のカギは ICT支

援員が握っていると言っても過言ではない。よ

って，ICT 支援員は機器自体の知識というより

は，各学校の機器環境や実態に照らし合わせな

がら「授業づくり」を視野に入れた支援が必要

であり，ICT 支援員には今後求められてくる力

になると思われる。また，新学習指導要領を指

向した授業づくりについては，研修のさらなる

充実が重要となる。 

６ 今後の課題 

 職員間で情報共有を図るときにはどうしても

紙による配布が多くなる。ただ，紙のみに頼っ

てしまうと，読まれない可能性も出てきてしま

う。授業の様子を短時間の動画で記録したり，

タイムラプスで授業全体の流れをまとめたりし

て授業改善につなげるなど，情報共有の方法を

探っていきたい。 

 また，ICT を活用することで子どもたちの学

び合いの時間を確保し，学校全体で「学び合い」

がさらに深まるような機器活用にも取り組んで

いきたい。 

アイパットを使うことで紙(プリント)で

は動かせない図を実際にうごかせるこ

とができるため，より，考えを深めこと

ができた。  【２年生数学】 

…みんなで iPad で作った作品を見せ合っ

たときに，みんなすごく工夫しているんだ

ということが知れてよかったです。私はも

っと飛び出すよう工夫して，見ている人に

も伝わるように工夫していきたいです。 

【３年生美術】 

資料提示では，何をどの場面で見せれば

よいのかを考えるようになった。ICT 機器

活用を考えることは，同時に教師の発問の

仕方や板書計画の見直しにつながった。 

【家庭科】 

3 年技術プログラミング 
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ICT 支援員との連携・関係構築のための情報教育担当の働き掛け	

－「授業における ICT 支援」の増加のために－	

佐々木	亮（浜松市立中郡小学校）	

概要：本研究の目的は，ICT 活用を広めるための ICT 支援員とのよりよい関係構築，情報教育担当と

してできることを明らかにすることである。そのために，教員と ICT 支援員に対し質問紙調査を行っ

た。教員は ICT 活用の十分な知識がないこと，ICT 支援員は教員と相談する時間がとれないことに課

題をもっていた。そこで，ICT 活用の実践紹介や授業公開，ホワイトボードで ICT 支援員の動きを見

える化し，コミュニケーションのとりやすい環境を整えた。その結果，昨年度に比べ ICT 支援員の業

務のうち，授業における支援の割合が増え，一部の学年や学級での活用が中心だったところから，ほ

とんどの学級での活用が見られるようになった。	

キーワード：ICT 支援員	 ICT 活用	 校内連携	 関係構築

１. はじめに

（１）はじめに

	 急速な情報社会の発展に伴い，学校教育にお

いても情報化が求められている。しかし，現状

は十分とは言えない。PISA2015 の「ICT 活用調

査」では，例えば「ほかの生徒と共同作業をす

るために，コンピュータを使う」という項目は

47 か国中 47	番目であった。その他の質問項目

のいずれも下位に位置しており，ICT 活用が進

んでいないことが読み取れる。	

	 授業における ICT 活用が進まない理由につい

て，「学校の ICT 化のサポート体制の在り方に関

する検討会」報告書によれば「ICT 活用をサポ

ートしてくれる人材がいない」との回答が，小

中学校，高等学校ともにほぼ 7 割にも達してい

る。また，授業における ICT 活用の支援につい

て「学校又は地域単位で，授業における ICT 活

用を支援する専門家を確保し，彼らを派遣する

体制を確立してもらいたい」との回答が，同様

に 8 割を超えている。本報告書では，これらの

状況に対応すべく，文部科学省の資料としては

初めて「ICT 支援員」という人材について記述

され，その必要性が提起されるに至った。	

ICT 支援員とは，学校現場において ICT 環境

の整備をしたり教員や児童生徒の ICT 機器の活

用をサポートしたり，必要に応じて教員に向け

ICT 活用についての研修を行ったりする人材の

ことである。教育の情報化推進への期待から全

国的に ICT 支援員の導入は拡大しつつある。ICT

支援員についてはその支援内容が重要となる。	

（２） ICT 支援員の活用状況について

浜松市では，2018 年度からの検証事業に伴い，

ICT 支援員が小中学校７校に配置された。その

報告書によれば，2018 年度の業務について，「活

動初年度の特徴として，環境整備と機器研修が

挙げられる」とされ，タブレットの活動を維持

するための整備や，導入時の教員，児童・生徒

向けに操作研修などが主な業務であったことが

分かる。また，業務の内訳を見ると授業に直接

的に授業に関わらない支援内容（公務支援・障

害対応・環境整備・事務処理・移動など）が７

校中５校で 50％を超えている。本校でも同時期

に別事業で ICT 支援員が配置されるようになっ

たが，授業支援の予定がないときはホームペー

ジ更新やアンケート集計などの教員の負担軽減

のための依頼が多い状況にあり，他の学校と同

様に授業支援以外の割合が 50％を超えていた。	
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「学校の ICT 化のサポート体制の在り方に関

する検討会」報告書では，ICT 支援員の中心的

な機能は児童生徒たちの学力の向上という趣旨

から「授業における ICT 支援」としており，活

用を広めていくためには ICT 支援員の授業にお

ける支援の割合を高めていくことが必要である。	

２	 研究の方法	

（１）ICT 支援員に関する先行研究より

	 ICT 支援員に関する先行研究では，ICT 支援員

の役割や資質について言及されているものが多

い。学校と ICT 支援員との連携という点では，

環境整備やトラブルへの対応という点における

連携についての研究が行われている。ICT 支援

員の資質について，ICT 支援員ハンドブック

（2015）では，ICT 支援員に期待する資質能力

を５つに分類し，それぞれを First	Stage（教

職員の依頼に応じて業務ができる），Second	

Stage（教職員と連携して業務ができる），Third	

Stage（教職員に対して専門的な立場でアドバイ

スができる）の３つのレベル分けをしている。

「情報ネットワーク教育活用研究協議会」では

2013 年からは「ICT	支援員認定試験」をスター

トし，2020 年には「ICT 支援員上級認定試験」

を開始する。その資格検定では ICT 支援員に必

要な素養として「ICT の扱いに関する実践的な

知識ほか教育現場でのコミュニケーション力が

要求されるため，A 領域（実践知識）と B 領域

（問題分析・説明力）の 2領域の試験を実施」	し，

ICT 機器に関する技術面に加えコミュニーショ

ンも評価している。

「授業における ICT 支援」という点では，中

村（2011）が，ICT 支援員の積極的な関わりが

授業へ繋げていく軸となるとし，毎週 30 分程度

の支援員による機器やアプリケーションの操作

の研修を行った。その結果，教員から ICT 支援

員に「具体的な操作や使い方等の質問」から「教

科単元でこんなことをしたいといった授業イメ

ージをベースにした質問」が多くなっていった

としている。	

	 これらのことから，ICT 支援員には ICT 機器

に関する知識に加え，教員や児童・生徒と積極

的に関わろうとするコミュニケーションスキル

が重要であることが分かる。また，中心的な役

割である「授業における ICT 支援」の推進のた

めには，補助的な役割になりがちな ICT 支援員

が教員に対してアドバイスや活用法を積極的に

発信していくことが効果的であることも分かる。	

（２）ICT 支援員への質問紙調査より

	 本校では，ICT 活用についての課題を洗い出

すため，今年度初めに職員と ICT 支援員に質問

紙調査を行った。教員が感じている課題，ICT	支

援員が感じている課題を両面から調査すること

で「授業における支援」を増やすと共に，学校

と ICT 支援員のよりよい連携に繋げていくこと

ができると考えたからである。	

	 本校職員に行った質問紙調査では，「ICT 機器

を活用した授業への不安」の項目に，ほとんど

の職員が「使い方が分からない」や「準備に時

間がかかる」といった回答をしていた。「ICT 活

用の知識がないため途中で止まってしまったら

困る」というような記述もあり，本校の職員は

ICT 活用の十分な知識がなく活用が進められな

いということが課題としてあった。実際，昨年

度一年間の ICT 活用について ICT 支援員が支援

に入った授業の回数は２年，３年，６年がそれ

ぞれ 24 回，16 回，33 回であったのに対し，１

年，４年，５年はそれぞれ２回，３回，７回と

差が見られ，ICT 活用に長けた教員がいる学年

での活用が中心になってしまっていた。	

	 浜松市に ICT 支援員を派遣している企業に依

頼し以下のような質問紙調査を行った。（表１）	

	

	

	

	

	

	

項目１ 年齢
項目２ 経験年数
項目３ 心掛けていること
項目４ 困っていることや悩み
項目５ ④に対する解決策
項目６ 連携していくために必要なこと

表１	 ICT支援員への質問項目
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	 項目４「困っていることや悩みはあるか」で

は，「教員との打ち合わせの時間が十分に取れな

い」が 58％と最も多く，「まとまった時間がと

れない」や「忙しそうで話し掛けられない」と

いう記述もありコミュニケーションに課題があ

ることが分かった。	

（３）連携の場の設定

	 質問紙調査の結果から分かるように，教員は

使い方や準備，トラブル対応などの ICT 機器へ

の知識面の課題があり，ICT 支援員は教員との

打ち合わせの時間を十分にとれないというコミ

ュニケーションに課題があることが分かった。	

	 そこで，ICT 支援員との連携を図るために，

昨年度は情報教育担当を通して行っていた ICT

支援員への支援の予約や依頼を，各教員が ICT

支援員の空いている時間には自由に書き込み，

依頼できるようホワイトボードにした。（図１）	

ホワイトボードは「いつ，どこで，何の支援

をしているか」が分かる構成にし，教員は自分

の空いている時間を見つけて ICT 支援員に相談

したり，授業の支援に入ってもらったりできる

ようにした。また，どんな活用をしているかを

広めるためにホワイトボードは多くの職員が目

にするところに設置し，ICT を活用した授業は

できるだけ公開してもらうようにした。	

（４）機器の使い方や活用の紹介

	 教員の課題である ICT 機器への知識面の課題

は ICT 支援員との相談のみで補うのは難しい。

本校では，ICT 機器の使い方や他の職員がどの

ような活用を行っているかが分かるように，情

報教育担当が月に１度程度「ICT 通信」（図２）

という名称で本校の取り組みの紹介をした。例

えば，前月の活用の紹介をしたり，昨年の今頃

に見られた活用を紹介したりして，抵抗なく

ICT 活用につながるよう心掛けた。また，本校

の支援を行っている ICT 支援員に依頼し，機器

やソフトの使い方を紹介する「支援員通信」を

作成してもらった。その通信では ICT 支援員の

目線で基本的な使い方から，まだ使ったことの

ない活用法まで紹介してもらえた。ICT 活用に

長けた職員から，まだ活用したことのない職員

まで参考になった。	

３	 結果	

（１）連携の場の設定による成果

	 ICT 支援員の予約や動きをホワイトボードに

したことで，本校の「授業における ICT 支援」

の割合は大幅に増加した。（表２）	

表２「授業における ICT 支援」の割合の変化	

ICT 支援員が社内に行う報告書においても「ホ

ワイトボードによる予約方法に変えたことで４

週間先まで支援予約が詰まっている」と書かれ

るなど効果のあるものであったと言える。支援

員の動きが見え，教員が空き時間を有効活用で

きるようになったことで連携がとりやすくなり，

本校職員からも「昨年より相談しやすくなった」

2018 年度	 2019 年度	

５月	 ７％	 77％	

６月	 60％	 92％	

７月	 65％	 73％	

図１	 ICT支援員予約ホワイトボード 

図２	 ICT通信の例 

第45回全日本教育工学協議会全国大会 島根大会（2019/10/18-19 島根県民会館）

41



や「いつ空いているか分かるからいい」という

声があった。	

（２）機器の使い方や活用の紹介による成果

	 「学校の ICT 化のサポート体制の在り方に関

する検討会」報告書に「授業における ICT 活用

を進めるためには，教員にとっての ICT 活用の

敷居を低くすることが必要」と書かれている。

「ICT 通信」や「支援員通信」はその点で職員

の ICT 活用への抵抗を減少させることに効果が

あった。「ICT 通信」で紹介した実践をそのまま

行ったり，別の場面で同じ使い方をしたりする

ことで活用が広まった。「支援員通信」は使い方

を知るためのものに留まらず，それをもとに教

員と ICT 支援員が活用について相談する場にも

なった。（図３）「その使いをこの授業で取り入

れてみたい」と相談する様子が見られた。	

４	 考察	

	 ICT 活用への知識面への手立てとしての機器

の使い方や活用法の紹介と，ICT	支援員の多く

が課題としてもっていたコミュニケーションへ

の手立てとしてのホワイトボードが，「授業にお

ける ICT 支援」を増やすために効果的であった。

１学期終了時の教員へのアンケートでは「教え

てもらって」「紹介してくれて」「すぐに聞けて」

のような言葉が多く見られた。コミュニケーシ

ョンの場の設定したことと共に ICT 支援員によ

る機器の紹介による積極的な発信が効果的だっ

たと言える。	

また，学年ごとの支援回数は次のような結果

となった。（表３）	

表３	 ICT 支援員の学年ごとの支援回数	

学年	 授業数	 学年	 授業数	

１年生	 ２	 ４年生	 ９	

２年生	 ３	 ５年生	 ６	

３年生	 ４	 ６年生	 ７	

	 高学年の回数が多いものの昨年度のように

ICT 活用に長けた教員のいる学年への偏りが減

り，どの学年にもバランスよく支援がある状況

になった。通信による ICT 活用紹介が実践を全

体に広めることにつながったと考えられる。	

５	 まとめと今後の課題	

	 本研究では，ICT 支援員の「授業における ICT

支援」の割合を増やすことにあった。教員が ICT

活用をしやすく，ICT 支援員とコミュニケーシ

ョンをとりやすくすることで自然と「授業にお

ける ICT 支援」の割合も増加していくことが分

かった。	

	 本研究は，ICT 支援員の支援内容のみに着目

したものであり，ICT 機器をどのように活用し

たかまでは考えられていない。「授業における

ICT 支援」が高い状況が継続し，ICT 活用が当た

り前になった頃には，ICT 機器の活用が教科の

理解を深めるための活用になっているかどうか

についても考えていく必要がある。	

参考文献	

文部科学省（2008）学校の ICT 化のサポート体

制の在り方に関する検討会報告書，学校の

ICT 化のサポート体制の在り方について－

教育の情報化の計画的かつ組織的な推進

のために－	

国立教育政策研究所（2017）OECD	生徒の学習到

達度調査，PISA2015	年協同問題解決能力

調査－国際結果の概要－，pp.143-144	

中村隆敏（2011）１人１台の授業を支える ICT

支援員と校内連携，学習情報研究，

pp.10-13	

図３	 ICT活用の相談をする様子

第45回全日本教育工学協議会全国大会 島根大会（2019/10/18-19 島根県民会館）

42



日本中の学校に ICT 支援員を配置するチャレンジが始まった！

－ICT 支援員普及促進協会の立ち上げと講習会のスタート－ 

 

木村裕文（夢デザイン総合研究所）・三枝勲（夢デザイン総合研究所）・山西潤一（富山大学） 

 

概要：文部科学省は 2025 年に向けて「教育の ICT 化に向けた整備 5カ年計画」を発表し、小中学校

の４校に１人程度の ICT 支援員の配置を目標とした。それによれば日本では約 8,000 人の ICT 支援員

が必要となる。しかし、現在、大幅に ICT 支援員が不足している。そこで、ICT 支援員の増員ととも

に、益々多様で高度な仕事が求められる ICT 支援員のスキルアップと雇用確保、地位の向上を目指し

て、本年 7月「一般社団法人 ICT 支援員普及促進協会」を発足させた。そして、早速夏期講習会を行

い、基礎的な知識、心構え、業務内容の周知を行い、終了認定証を発行し始めた。この間の経緯とチ

ャレンジの様子、今後の課題などを報告する。 

 

キーワード：ICT 支援員，スキルアップ，雇用確保，地位向上，授業支援，校務支援，環境整備

１ はじめに 

 「ICT 支援員」という言葉は 2010 年（平成

22 年），総務省の実証事業として全国で 10 の

小学校でスタートし，一時は事業仕分けで事業

廃止が決定するも復活し，翌年中学校８校，特

別支援学校２校を加えて４年間にわたる実証を

行った「フューチャースクール事業（以下「フ

ューチャースクール」という」，及び同じく

2010 年（平成 22 年）暮れに採択が決まり，全

国 24 地域 46 校で始まった「地域雇用創造 ICT

絆プロジェクト（以下「絆プロジェクト」とい

う）」から定着していったと言ってよいだろ

う。 

それ以前は単に「支援員」と呼ぶこともあっ

たようだが，特に絆プロジェクトでは，その名

の通り地域での雇用創出のため，ICT 支援員を

加えることを前提として各地域で事業計画が作

られたことにより，日本全国で数十人の ICT

支援員がこの時期誕生したものと思われる。 

現在，日本には 2,000 人の ICT 支援員がい

ると言われている。 

文部科学省は 2025 年に向けて「教育の ICT

化に向けた整備 5カ年計画」を発表し、小中学

校の４校に１人程度の ICT 支援員の配置を目

標とした。それによれば日本では約 8,000 人の

ICT 支援員が最低でも必要となる。しかし、現

在、大幅に ICT 支援員が不足している。そこ

で、ICT 支援員の増員とともに、益々多様で高

度な仕事が求められる ICT 支援員のスキルア

ップと雇用確保、地位の向上を目指して、本年

7月「一般社団法人 ICT 支援員普及促進協会」

を発足させた。 

 

２ 研究の方法 

（１） 調査対象および調査時期

調査対象としては以下の法人，個人とし

た。 

① ICT 支援員事業を行っている会社 

② これから ICT 支援員事業を行おうとし

ている会社・事業者 

③ 現在学校で ICT 支援員の仕事をしてい

るが，教育情報化コーディネータ認定

員会の「ICT 支援員認定資格」を取得

していない個人 
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④ 認定資格は取得しているが，実践経験

がなく，ICT 支援員の業務内容をもっ

と詳しく知りたい個人 

調査期間としては，今夏「夏の講習会」

として，7月 24 日（水）から 8月 21 日

（水）まで半日講習（約３時間）を複数回行

った。また、その後の意見や反省から講習や

認定の仕組みも見直す形で 2019 年いっぱい

続けるつもりだ。 

（２） 調査の手法

ICT 支援員普及促進協会は以下の７つの事業

を行う。 

① ICT 支援員のスキルアップ講習・研修 

② ICT 支援員研修（講習）終了認定の設置と運

営 

③ ICT 支援員配備のためのコーディネートお

よびコンサルティング 

④ ICT 支援員の労務相談 

⑤ 通信（機関誌）、書籍の発行 

⑥ 上記内容の紹介、ニュースリリース等の告

知、配布、相談窓口となる WEB サイト（ICT

支援員.com）の運営 

⑦ その他、上記に付随する業務 

特に②の講習会に関しては、以下の２つのコ

ースを設けて実施した。 

ブロンズ：ICT 支援員の基本的な業務内容を理

解し、学校の 1日の動き、１年の動きを知り，

今後、配属される可能性のある学校に赴く時の

基礎的知識と心構えを修得する半日講習のコー

ス。 

シルバー：ブロンズ講習を終えることを前提に

学校現場で実際に使うソフトウェア、ハードウ

ェアに触れてもらい、現場での課題や問題解決

方法など，ワークショップを通して理解する２

日間にわたる半日講習のコース。 

ブロンズコースの講習は 7月 24 日（水），

27 日（土）8月 19 日（月）の３回。 

シルバーコースは 7月 25 日（木），26 日

（金）と 8月 20 日（火），21 日（水）の２回

行った。 

各コースとも講習が終了する最後の時間に確

認テストを行い，その後、参加者全員に終了認

定を交付することを伝えた。 

 

３ 結果 

本協会の目的は，孤立しがちな ICT 支援員

のスキルアップのための講習や利活用情報，各

地域の ICT 支援員の公募情報などを提供する

こと，あるいは上記のような最新の技術動向や

雇用条件や労働環境の相談窓口となることが大

きい。受講者全員に終了認定を出すとともに当

協会の会員になっていただき，合格するのが難

しい教育情報化コーディネータ認定員会の ICT

支援員認定資格を取得してもらうきっかけにな

れば良いと考えている。 

まだ、講習内容の整理やサテライト会場（今

回，東京の中央大学駿河台記念館での講習会映

像を宮城県山元町の会場に同時中継した）の運

営方法など課題も多くあった。 

 

４ 考察と今後の課題 

現在，ICT 支援員の業務は多岐にわたってい

る。授業支援，校務支援，環境整備，校内研修

という大きな４つの業務も学校の情報化が進む

ほど教員や管理職との業務分担や責任領域の切

り分けが難しくなってきている。

筆者は各学校に１人から２人の ICT 支援員

が常駐することが望ましいという立場だが、1

人で１週間に複数校を回る，巡回型 ICT 支援

員が主流であっても、彼らの地位向上と雇用の

安定をこの協会を通して実現していきたい。日

本中の学校に ICT 支援員が配置され，学校が

笑顔で溢れる日が来ることを望んでいる。

参考文献

「ICT 支援員の育成・確保のための調査研究事

業成果報告書」平成 29 年 3月 一般社団法人

日本教育情報化振興会 
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資質・能力で系統立てた小・中学校プログラミング教育の 

カリキュラム開発

渡邊 茂一（相模原市教育センター）・佐藤奈津美（相模原市立大野台中央小学校）・ 

木原 智裕（相模原市立九沢小学校）・荒木 佑輔（相模原市立相原中学校） 

概要：相模原市では，プログラミング教育に対する知識不足や授業の計画への不安が，教員の授業実践

の課題となっている。その解決のためには，指導の拠り所となる小・中系統立てたカリキュラムの提示

が必要と考え，開発を試みた。 

研究の結果，国から示されたプログラミング教育の資質・能力を児童生徒の発達の段階に応じて系

統的に設定した。そして，学習指導要領から「①コンピュータを活用した社会で行われている問題解決

を体験的に学習する場面」「②コンピュータをツールとして活用すると有用な場面を拠り所とした学習

場面」を抽出して育成する資質・能力に応じた学習課題の難易度を設定した授業を計画し，配列したカ

リキュラムの試案を開発した。

キーワード：プログラミング教育，カリキュラム，小中接続

１ はじめに 

令和２年度から順次全面実施される新学習指

導要領では，小学校，中学校，高等学校を通し

てプログラミング教育が必修化されることから，

現在の移行期間において，様々な学校や自治体

が，プログラミング教育の実践を行い，準備を

行なっている。相模原市でも，全面実施の年度

から円滑にプログラミング教育が実施できるよ

う，先行した取り組みを行っている。しかし，

特に小学校においては，平成 29 年度に全市立

小学校を対象としたアンケート調査から，次の

ような課題が浮かび上がった。 

(1)プログラミング教育のねらいを教員が理解

することや，児童に操作の指導を行えるかな

ど，自身のプログラミング教育への知識不足

に課題を感じている。これは，プログラミン

グ教育について，自身が授業に参加した経験

を持つ教員はほとんどいないため，授業のイ

メージを持てないことも関係していると推察

される。 

(2)教育課程上のどこに編成すれば良いのかに

課題を感じている。国から示されている資料

には，どの教科の授業で行えばよいのか，ど

の単元で行えばよいのか，どのくらいの時数

を確保すればよいのか，などが明示されてお

らず，その検討に心理的な困難さを感じてい

ると推察される。 

しかし，授業を行った教員はプログラミング

教育に対して肯定的になっている。そのため，

特に小学校段階では，育成する資質・能力や，

実施する授業等を明確に提示することで，教員

の心理的な困難さを解消し，プログラミング教

育の実践を肯定的に推進することができるので

はないかと考えた。そこで，全ての相模原市立

小・中学校で実施できる，プログラミング教育

のモデルカリキュラムを開発することとした。 

２ 研究の方法 

 プログラミング教育のカリキュラムを編成す

るに当たっては，どのような教科で，どのよう

な内容の授業を，どのように配列すれば良いの

か，といったことが明確に示されていない。そ

こで，次の手順でカリキュラムの開発を行うこ

とにした。 
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(1)どのような教科で，どのような内容の授業を

行えば良いのか，という課題を解決するため，

プログラミングの体験を行いやすい学習場面

を検討する。

(2)どのように配列すれば良いのか，という課題

を解決するために，配列の拠り所となる発達

の段階に応じたプログラミング教育の資質・

能力の３つの柱を詳細に検討する。

(3)(1)と(2)を元に授業を計画して配列したカリ

キュラムを開発する。

３ プログラミングの体験を行いやすい学習場

面の検討 

まず，「どのような教科で，どのような内容の

授業を行えば良いのか」について検討した。 

このことについて，中学校では基本的に技術・

家庭科技術分野の内容「Ｄ 情報の技術」を学

習すればよい。しかし，小学校では特に教科が

決まっていないことが課題である。そこで，様々

な先行研究を調査したところ，小学校では教科

というよりも，次のような場面での抽出がされ

ている傾向があることが分かった。 

・コンピューテーショナル・シンキングの育

成に合致する場面の抽出。

・プログラミングの基本要素（順次，分岐，

反復）の学習に合致する場面の抽出。

これは，プログラミング教育が「プログラミ

ング的思考の育成」の育成をねらっているため

と推察される。しかし，このような学習場面の

抽出を示すことは，今後各小学校の教員がプロ

グラミングの体験を行う学習場面を抽出しよう

と試みた時，困難に感じるのではないか考えた。 

そこで，本研究では「プログラミング的思考

は，コンピュータによるプログラミングの体験

を積み重ねることで自然に育成される」という

ことを前提とし，学習指導要領から抽出した

116 の学習場面の傾向を検討して，プログラミ

ングの体験を行いやすい学習場面を表３のよう

に設定した。 

表１ プログラミングの体験を設定しやすい学習場面 

プログラミングの体験を設定しや
すい学習場面 

抽出可能と判断
した場面が多か
った教科の例 

①コンピュータを活用した社会で
行われている問題解決を体験的に
学習する場面

社会，音楽，家
庭，技術 

②コンピュータ
をツールとして
活用すると有用
な場面

認知の補助 理科，音楽，体育 

技能の補助 算数，音楽 

表現の手段 国語，図工 

試行錯誤の補助※ 算数，数学 

４ 発達の段階に応じたプログラミング教育の

ねらいの検討 

次に「どのように配列すれば良いのか」につ

いて検討した。市内小学校の授業実践の様子を

検証し，授業内容の配列にあたっては，プログ

ラミング教育で育成する資質・能力の３つの柱

を拠り所に，プログラミングの体験の学習課題

の難易度を設定すると良いのではと考えた。 

しかし国の資料では，小・中・高等学校各段

階におけるプログラミング教育で育む資質・能

力については示されているが，例えば小学校段

階の資質・能力は，卒業時における最後の姿を

想定していると考えられ，各学年における，資

質・能力の３つの柱の姿は示されていない。そ

こで，本研究では，国の資料に示された資質・

能力の３つの柱を，「IE-School の取組に関する

成果報告書」等を参考に，表２，３，４のよう

に発達の段階に分けて詳細に設定した。 

表２ 発達の段階に応じた知識及び技能 

段階 資質・能力 想定学年  

1 
身近なコンピュータや，それが手順
によって動きが違うことに気付く。 

小 1〜2 

2 
生活でのコンピュータの活用や，そ
れがプログラムによって動いている
ことに気付く。 

小 3〜4 

3 
身近な生活でコンピュータが活用さ
れていることや，問題の解決には必
要な手順があることに気付く。 

小 5〜6 

4 

社会におけるコンピュータの役割や
影響を理解するとともに，問題を解
決するプログラムを作成することが
できる。 

中学校 
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表３ 発達の段階に応じた思考力，判断力，表現力 

段階 資質・能力 想定学年 

1 試行錯誤できる 小 1〜2 

2 
思考の手順（動きに分け…）を意識
して試行錯誤できる 

小 3〜4 

3 
意図した一連の活動の設定を行い，
意識して思考の手順を意識して試
行錯誤できる。 

小 5〜6 

4 
問題を発見して，意図した一連の活動
の設定を行い，意識して思考の手順を
意識して試行錯誤できる。 

中学校 

表４ 発達の段階に応じた主体的に学ぶ力，人間性 

段階 プログラミング的思考の内容 想定学年  

1 
コンピュータのよさを主体的に見つ
けようとする。

小 1〜2 

2 
コンピュータの働きを，主体的に生
活の中で生かそうとする。

小 3〜4 

3 
コンピュータの働きを，主体的に社
会の改善に生かそうとする。

小 5〜6 

4 
将来への影響も考慮した上で，コン
ピュータの働きを，主体的に社会の
発展に生かそうとする。 

中学校 

５ カリキュラムの思案の開発 

 ３で検討した，プログラミングの体験を設定

しやすい学習場面について，４で検討した資質・

能力を参考にして学習課題の難易度を設定し，

授業を計画した。 

 例えば，「コンピュータを活用した社会で行わ

れている問題解決を体験的に学習する場面」と

して小学校第６学年社会科の「災害につよいま

ちをつくろう」という学習場面を抽出した。そ

して，表２，３，４の段階３の育成をめざし，

学習課題を「自分たちの住むまちを災害につよ

くするため，災害現場におけるコンピュータを

活用した自動化について考える」と設定した。

プログラミング的思考を働かせる学習課題では，

「意図した一連の活動の設定」として「災害時

に自動化した方が良いこと」を個々に構想する

ことにした。そして「思考の手順を意識して」

試行錯誤できるよう，作成するモデルの動作の

手順を計画し，書き表す場面を設定した。 

 そして，このような手順で設計した授業を配

列し，カリキュラムの試案（表５）を開発した。 

６ 今後の課題 

今後，このカリキュラムの試案について，次

のことを検討しなければならない。 

(1)表５中の「どんなことができるのか」につい

て検証する必要がある。そのため，授業実践

と，児童・生徒の発達の段階に関わる研究等

を参考にしながら検討していく。

(2)表５中「それはどんな姿か」について，多く

の場面を抽出する必要がある。そのため，相

模原市内の多くの事例を観察，検証していく。 

(3)配列する授業事例が，教員の負担感を増さず，

相模原市内の学習環境で可能か検証する必要

がある。
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小・中・高をつなぐプログラミング教育 

－中学校技術科での実践－ 

瀬崎邦博（安来市立広瀬中学校） 

概要：本研究は，新学習指導要領で小学校・高等学校でも必修化となるプログラミング教育への移行を

意識した中学校技術科での実践である。島根県及び松江市では，まつもとゆきひろ氏が開発したプロ

グラミング言語 Ruby（ルビー）を通したまちづくり，IT 人材の育成を行っており，中学校技術科でも

授業に Ruby（ルビー）関連ソフトのスモウルビーを取り入れてきた。また､地元の島根県立情報科学高

校との連携も模索してきた。ここでは，小学校・高等学校との連携を意識しながら行った中学校での取

組の現在の状況，成果と課題，今後の展望について述べる。 

キーワード：Ruby，スモウルビー，中高連携，プログラミング教育

１ はじめに 

2020年度から小学校，2021 年度から中学校，

2022 年から高等学校で新学習指導要領が完全

実施となり，小・中・高でプログラミング教育

を行うことになる。中学校は 2012年度から必修

となっており，内容がさらに充実する。現中１

からは新しい指導要領で学び，中３・中２も新

指導要領で学習を行うことができる。 

島根県及び松江市はプログラミング言語

Ruby（ルビー）を通したまちづくりと人材育成

に力を入れている。ソフトウェア開発企業の積

極的な誘致も行われている。 

校外のプログラミング教室等の充実により，

高校生以下の子どもたちが Ruby（ルビー）に親

しむ機会が増えてきた。 

小学校では，2017年度に総務省「若年層に対

するプログラミング教育の普及推進事業」で，

松江市内の小学校で，プログラミング学習を取

り入れた授業の実証研究が行われた。 

中学校では，松江市を中心にスモウルビーを

用いた授業を行っている。 

高等学校では，商業高校や情報科学高校で，

３～６単位，Ruby（ルビー）を学んでいる。 

このような状況で，これからのプログラミン

グ教育を中学校技術科の実践を通して考える。 

２ 中学校のプログラミング教育を担う「技術」 

中学校でもプログラミングを各教科で扱う

ことはできるが、「技術」が中学校におけるプロ

グラミング教育の中心的な役割を担う。島根県

技術・家庭科研究会では、新学習指導要領での

各内容の時数と履修学年の例を表１のように示

している。 

これまでの第 3 学年で 10時間程度から，第 2

学年で 8 時間，第 3学年で 14 時間，計 22時間

程度行うことになると考えられる。 

 またこれからは，「情報の技術」の「ネットワ

ークを利用した双方向性のあるコンテンツのプ

ログラミングによる問題解決」及び「計測・制

御のプログラミングによる問題解決」でプログ

ラミング学習を行うことになる。（図１）

完全実施は 2021 年度であるが，2020 年度か

らは，２年生でコンテンツのプログラミングの

授業を実施する必要がある。 

表 1 中学校技術科の内容と履修時間数 
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３ これまでのプログラミング教育での取組 

（１）「Ruby（ルビー）」を活用した授業 

① スモウルビー（Smalruby）とは

スモウルビーは、「Ruby プログラミング少年

団（理事長：高尾宏治）」 によって開発された

オープンソースソフトウェアで，Scratch 3.0ベ

ースのスモウルビー3もリリースされている。 

（https://smalruby.jp/smalruby3-gui/） 

図 2 スモウルビー（v0.4.0）の画面 

図 3 スモウルビー3（v0.4.0）の画面 

② 授業の実際

ア 授業の概要

「プログラムによる計測・制御」の単元で、

スモウルビーでスモウルボットという車型の教

材（アーテック社製）を制御するプログラムを

作成する。車型教材は，松江市内の中学校には

全校に整備されている。本校は､教材レンタルを

利用した。授業ワークートが松江市の HP で提

供されている。この教材を元に，車の自動運転

で「より安全に走らせるための工夫」を考えた。 

イ 考察

・生徒から多様な考えを引き出せた。（図 5）

・今後，ロボットとプログラムの両方を工夫し，

問題解決ができるように，複数のセンサーから

選択して使えるようにする（スモウルビーの対

応の課題あり）など環境を整える必要がある。 

・高齢化，過疎化が進む島根県においては，「高

齢者の不安を車の自動運転システムで解決する」

というテーマは適切と考える。（内容 B と関連） 

（２）島根県立情報科学高等学校との連携

ア 授業の概要

 島根県立情報科学高校は，島根県安来市に所

在する商業及び情報を学習する公立専門高校で，

情報システム科，マルチメディア科， 情報処理

科がある。生徒全員が Ruby を学んでいる。 

 情報科学高校と連携し，「絶対にぶつからな

い！自動で動く車をプログラミングしよう！」

というテーマで，授業（2時間）を行った。 

・情報科学高校の先生と高校生 3年生から、セ

ンサー等を活用した計測と制御の仕組みについ

て、ロボットプログラミングを通して学ぶ授業。 

・レゴマインド

ストーム（２人

に 1台）とタブ

レット PC（２人

に１台）は高校

の持ち込み。 

・授業は，「ブロ

グラムによる計測・制御」に位置づけた。 

図 1 中学校プログラミング教育の変化 

Ruby画面にも切り替え可能 

図 4 授業の様子

図 5 より安全に走らせるための考え 
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イ 考察

・高校の持ち込みのハードが安定動作し，何度

でも試行錯誤できたのがよかった。今後，中学

校でも同様のハード整備をするとよいと感じた。 

・ペアでハード 1台の環境は有効であった。

・高校生の細やかなアドバイスがあり，限られ

た時間の中で，効果的な授業を行えた。 

・生徒にプログラミングや自動運転に関しての

興味・関心の向上が見られた。 

・情報科学高校への関心も増した。

（３）スモウルビー・プログラミング甲子園

島根県をはじめとする産学官で構成する実行

委員会により開催されている。高校生以下が対

象で，「スモウルビー」で作ったＡＩプログラム

同士が、ゲームを舞台に対戦し得点を競う。 

本校では，2016 年度から冬休みの半日×2日

間，情報科学高校で，甲子園のプログラム作成

について学んでいる。2017年 3月，中学 2年生

が決勝大会に進出。2019年 3月，中学３年生の

2 人組が決勝大会に進出した。授業でプログラ

ミングに興味をもった生徒の発展的な学習の場

と位置づけている。 

 

４ 今後のプログラミング教育を意識した取組 

（１）日常的なキーボード入力練習

今年度、無料で使えるネット上のソフト（「寿

司打」）を利用し､毎回､授業開始前にタッチ・タ

イピング練習を行っている。（JAET 川崎大会，

川崎高等学校附属中学校の実践を参考にした。） 

・プログラミングの速度を上げるためにも必要。 

・小学校まででタイピングを身につけている生

徒は少なく，毎時間の授業前に行うことで成果

は上がって 

いる。 

・どうしても

キーボードを

見たり，指数 

本で打ったり 

する生徒がおり，キーボードを見ないで練習で

きる物理的な手段も必要ではないかと思う。 

・タイプ・タッチを身につけたい！という意欲

づけを行えるように今後工夫をしたい。 

（２）正多角形のプログラミング

 小学校５年生の算数の，多角形の学習でプロ

グラミングが必修になる。現在の中学生は，多

角形のプログラミングを行う機会がないことか

ら，「プログラムによる計測・制御」の導入とし

て，この授業を行った。 

手では書けない 7角形をプログラムで描くこ

と，「何角形にしますか？」と画面で聞いてくる

こと（双方向性）も課題に盛り込んだ。 

・中学生は数学で外角の概念を知っており，比

較的簡単にプログラムを作れた。 

・双方向性のプログラムを意識するのにも有効。 

・この導入は，実際のロボットを多角形の形に

動かすことにもつながり，有効だった。 

表 2 授業の振り返り 

図 5 スモウルビー・プログラミング甲子園 

図 6 タイピング練習「寿司打」 

図 7 正多角形のプログラミング 
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（３）コンテンツのプログラミング

コンテンツのプログラムは，新指導要領で充

実された内容である。プログラムには，「双方向

性」「ネットワークを利用」が要求される。 

「ドリトル」や「なでしこ」といったテキス

ト入力型のプログラミング言語の使用も見られ

る。タイピング技術の習得にも役立ち，中学生

に取り組みやすいと感じた。 

中学生の時間の限られた授業で，Scratch や

スモウルビーといたグラフィカルな言語とテキ

スト入力型言語とどう使い分けるとよいか，授

業実践しながら検討していきたい。 

（４）中学生ロボコン 制御部門

 中学校にもロボコン大会がある。全日本技術・

家庭科研究会主催の「創造アイディアロボット

コンテスト」である。県大会，中四国大会、そ

して全国大会がある。現在，中四国大会では中

四国特別部門（制御部門）として，ロボットを

プログラムして自律制御する部門がある。 

2020年度からの全国大会では，正式に計測・制

御部門が検討されている。 

 中学校技術のプログラミングの発展的な内容

として，積極的に生徒の参加を促していきたい。 

５ まとめ 

 中学校のプログラミングの実践をもとに，各

校種に次のように提案をしたい。 

《小学校》 

・キーボード入力を充実させる。高学年で集中

してでもよいので，タッチ・タイピングを意識

させ，習得させる。 

・中学校区ごとで小学校での学習内容を検討し，

歩調を合わせる。小学校メディア部と中学校の

技術科で話し合いの場を持つのもよい。 

《中学校》 

・コンテンツのプログラミングは，来年実施す

るための準備が必要。急ぐ必要がある。 

・計測・制御のプログラミングを行うため，ハ

ード（PC，使用する教材）の備えやネット環境

整備が必要。教育委員会と相談し進めたい。 

・タッチ・タイピングは確実に習得させたい。

・興味をもった生徒の発展的な受け皿は必要

（中学生ロボコン・スモウルビー甲子園）。

・今後，中学校でも他の教科でもプログラミン

グを取り入れたり，総合的な学習の時間でクロ

スカリキュラムを構想したりすることが考え

られる。技術科教員が先導役を務めたい。 

《高等学校》 

・普通高校でのプログラミングに Ruby（ルビー）

を用いたい。島根県内には，Ruby を使う企業に

サポートしてもらうと体制を整えたい。

・情報系の科のある専門高校は，小・中学校に

積極的な関わりをお願いしたい。 

参考文献等 

文部科学省（2017）中学校学習指導要領解説 技術・家庭編 

Ruby プログラミング少年団 

 http://smalruby.jp/  （参照日 2019/8/16） 

スモウルビー・プログラミング甲子園
https://smalruby-koshien.jp/   （参照日 2019/8/16） 

タイピング練習ゲーム「寿司打」
http://typing.sakura.ne.jp/sushida/（参照日 2019/8/15） 

プログラミング言語「ドリトル」 

http://dolittle-qhm.eplang.jp/  （参照日 2019/8/15） 

日本語プログラミング言語「なでしこ」 
https://nadesi.com/top/ （参照日 2019/8/15） 

図 8 コンテンツのプログラミング 

図 9 中学生ロボコン 制御部門 
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プログラミング的思考を育むカリキュラムデザイン 
－発達段階に応じた教科横断的なカリキュラムの開発－ 

稲場亮太・黒坂俊介・伏田すい（北海道岩見沢市立南小学校）	

・三浦泰幸（北海道岩見沢市立美園小学校）・長谷川元洋（金城学院大学）

概要：2020年度から小学校において必修化が開始されるプログラミング教育に向け、前年度から小

学１〜６学年までのカリキュラム開発に取り組んできた。カリキュラム開発に当たっては、プログ

ラミング遊びで終わる授業ではなく、プログラミング教育のねらいを確実に達成できることを目指

して研究を進めてきた。その結果、１学年から６学年までの体系的・系統的なプログラミング教育

のカリキュラム開発へと至った。また、発達段階に応じた教科横断的なカリキュラムとして、アン

ケート結果をもとに評価・改善を行った。評価・改善を行ったことで、よりプログラミング教育の

ねらいに即したカリキュラムとなった。

キーワード：プログラミング，プログラミング的思考，カリキュラムマネジメント，教科，小学校

１ はじめに 

	 2020 年度からのプログラミング教育必修化

が目前に迫っていることから，2019 年度末ま

でに，小学校１学年から６学年までの体系的・

系統的にプログラミング教育を行うカリキュラ

ム開発をする必要がある。また，2020 年度か

ら本格実施に向けて，作成したカリキュラムで

実践し，プログラミング教育のねらいを達成で

きているかどうかを確かめ、改善し，完成度を

高めることも必要である。

そこで、本研究の目的を以下のように定める

ことにした。	

①１学年から６学年までの体系的・系統的な

プログラミング教育のカリキュラム開発	

②実践によるカリキュラムの評価とそこから

得た改善	

２ 研究の方法 

（１） カリキュラム開発の方法

カリキュラム開発を進める上では、文部科学

省が出している「情報活用能力の体系例」や

ICT	 CONNECT	 ２１が発行している「小学校プ

ログラミング教育導入支援ハンドブック 2018」

を参考にした。学年・教科・単元の選定を行い、

各学年で身に着けさせたい情報活用能力（プロ

グラミング的思考）を位置づけた。更に、A・

B・C 分類に当たるものを、全て網羅したカリ

キュラム開発を行った。

（２）カリキュラムの評価，改善の方法

カリキュラムの評価方法は、対象の児童・教

員に授業に関するアンケート調査による。アン

ケートの結果から、「子どもたちに身につけさ

せたい資質や能力は身についたのか」「単元の

選定が適切であったか」を考察し、改善点を明

らかにすることにした。	

カリキュラムの改善方法は、アンケート結果

の考察から、関連する部分の修正を行うことと

する。修正の具体的な内容としては、単元の再

選定や、各単元目標等の再設定があげられる。 

３.結果と考察

（１）開発した１学年から６学年までの体系

的・系統的なカリキュラム

	 １〜２学年ではアンプラグドを中心に、３〜

６学年ではビジュアル言語を用いたプログラミ

ング（フィジカルプログラミングを含む）を中

心にカリキュラムを編成行うなど、系統性も意

識した。１年を通して教材開発・授業実践によ

る検証を行い、今年度に実践できるカリキュラ

ムを開発した（図１）。

図１ プログラミング教育カリキュラム表 

各学年における主な授業内容を、以下に示す。

① 生活：アンプラグド「動物園に行こう」

１学年では、指示する側と動く側に分かれ、

目的の動物が描いてあるカードを目指す授業を

行った。指示する人は、プログラミングの順序
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を説明する。動く人は目的の動物について説明

をする。

② 生活：プログラミングカー「学校の周りを

探険しよう」

	 ２学年では、プログラミングカーを用いた町

探検を題材に行った。自分の目的に合わせて、

カードを読み込ませることで進行方向の指示等

を出すことができる。「〇〇を通ってから▲▲
に行く」などの条件を示すことで試行錯誤する

姿も見られた。 

③ 国語：プログラミン「どちらが生たまごで

しょう」

３学年では、パソコン上でビジュアルプログ

ラミング言語を操作するプログラミンを用いて、

説明文の場面を再現する授業を行った（生卵と

ゆで卵の回り方の違い）。	

④ 社会：Ozobot「北海道とまちづくり」
４学年では、ロボット教材 Ozobot を使い、

北海道の各地を周るプログラミングをする。各

地を通った際には、その地域の特徴について説

明する活動も取り入れた。	

⑤ 理科：micro:bit「電磁石を使って作ろう」
５学年では、理科の実験で制作したモーター

カーや電磁石のキットを活用した。スイッチの

役割を micro:bit でプログラミングすることで、

モーターカーをラジコンカーにしたり、電磁石

のキットを使って温度が高くなったら自動で扇

風機が回るシステムの開発を行ったりした。

⑥ 総合：micro:bit「生活に役立つものを作ろ
う」

６学年では、micro:bit を使って生活を豊か

にすることをテーマにものづくりを行っている。

これは、2019 年度の取り組みであるため、活

動計画を立てて活動を進めているところである。	

ワークシート

ワークシートは、全学年で形式を統一して作

成した。ワークシートに必ず入れるのは、①新

しく学ぶプログラミング言語	 ②使うブロック

（ビジュアルプログラミング言語）である。	

（２）カリキュラムの評価・改善

2018 年度にプログラミングの授業を実践し，

「今年度の３〜６学年の児童」と「プログラ

ミング授業を実施した教員」を対象にアンケー

ト調査を実施した。

プログラミング教育のねらいは、「プログラ

ミング的思考を育むこと」「プログラムの働き

やよさ、情報社会がコンピュータ等の情報技術

によって支えられていることなどに気付くこと

ができるようにするとともに、コンピュータ等

を上手に活用して身近な問題を解決したり、よ

りよい社会を築いたりしようとする態度を育む

こと」「各教科等の内容を指導する中で実施す

る場合には、各教科等での学びをより確実な

ものとすること」の３つである（文部科学省）。

それにあわせ，アンケート項目に、「試行錯

誤・教科との関連・コンピュータの良さ」を設

定した。

	 また，次期学習指導要領の第３節１項の「主

体的体的・対話的で深い学びの実現に向けた	

授業改善	の一つが「(3)	 コンピュータ等や教

材・教具の活用，コンピュータの基本的な操作

やプログラミングの体験」である。つまり，

「主体的・対話的で深い学び」の実現のために

プログラミング教育を行うため，対話的に学習

できたかどうかや既習知識と関連づけて学習で

きたかを問うアンケート項目を設定した。	

（１）児童を対象にしたアンケート

①「プログラミングをする上で、一番よい組み

合わせ・方法を考え、何度も考え直すことがで

きましたか？」

	 プログラミング的思考に関わる部分であるが、

過半数が肯定的な回答をしていることがわかる。

②コンピューターの良さを、日常生活や他のこ

とに生かそうと思えましたか？

0.0% 50.0% 100.0%

3年松組
3年竹組
4年松組
5年松組
5年竹組
6年松組
6年竹組

試行錯誤

試行錯誤NO 試行錯誤 YES
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	 過半数が肯定的な回答であることがわかる。

また、今年度は、プログラミングを普段の生活

に生かそうとする児童も見られる。例としては、

温度センサーを利用した温度計をプログラミン

グし、キノコ栽培の中で活用したものなどがあ

る。	

③プログラミングの授業で、ほかの教科（国

語・音楽・社会など）とのつながりを感じまし

たか？

過半数が肯定的な回答を示した学級が多いが、

２クラスは否定的な回答の方が多かった。６学

年は、６年竹組の学級で機器トラブルが発生し

て対処が間に合わず、最後の「振り返り」がで

きなかった授業がある。これが影響していると

考えられる。

④友達や先生と、話しながら作業を進めるこ

とができましたか？

	 ８割以上が肯定的な回答を示している。２

人で１台の PC やタブレット等を使うことで、

友達同士のペア学習が自然と生まれたと考え

る。

⑤今まで習ったことや経験したことを考えなが

ら、プログラミングをすることができました

か？

	 ７割以上が肯定的な回答を示している。以上

より、既習事項である各教科の学びを、今回の

学習で生かすことができたと実感した割合であ

るといえる。	

（２）教員を対象にしたアンケート

①児童を対象にしたアンケートの項目に「授業

の中で、考え方を説明する場面を入れることが

できましたか？」という質問を加えた、教員を

対象にしたアンケートの肯定的な回答の結果で

ある。

	 概ね、肯定的な回答が多かったことがわかる。

その中で、「説明活動」と「教科との関連」で

否定的な回答が見られた（アンケート結果は、

カリキュラム開発に関わった教員の方が肯定的

な回答が多く、授業実践のみの教員は否定的な

回答が多い傾向であった）。カリキュラムの内

容における情報共有が不十分であったのではな

いかと考えられる。

（３）１〜２学年のアンプラグドについて

１～２学年で行ったアンプラグドでは、指示

する側と動く側に分かれて目的地を目指す活動

を行った。	

２学年は、国語で習った「順序を表す言葉

（まず、次に…）」を活用し、何度も指示を考
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え直すなど、試行錯誤する場面が多く見られた。

しかし、条件分岐の図示や細かい方向の指示な

どで躓くところが見受けられた。発達段階に応

じて試行錯誤できる範囲の困難さであるかの見

極めが大切だと考える。	

１学年は、児童同士の対話（どのように動か

したらよいか）が非常に多かった。	

前年度行った上記のアンプラグドの活動は、

２年生から１年生に教える内容として今年度か

ら実施していく予定である。	

○全体を通して

６学年が顕著であるが、学級間で差が開いて

しまったところがある。大きな要因は、機器の

トラブルによって、授業が円滑に進まなかった

り、最後の振り返りまでいかなかったというこ

とだと考えられる。不具合への対処も、教員と

して必要なスキルであることがわかった。

３ 結論	

（１）１学年から６学年までの体系的・系統的

なプログラミング教育のカリキュラム開発につ

いて

各学年の発達段階に応じた体系的・系統的な

カリキュラム開発することができた。作成した

カリキュラムは、試行錯誤があり、各教科との

繋がりを感じるものとして、概ね満足できるも

のであるといえる。また、カリキュラムの特徴

としては、どの学年でも対話が生まれ、既習事

項を活用できるものだということがわかる。

今年度以降も、このカリキュラムを継続して

いくことで、学年が上がったときに、前学年で

学んだプログラミング的思考だけでなく、プロ

グラミングの基本操作のスキルも活用していく

ことができると考えられる。	

（２）実践によるカリキュラムの評価とそこか

ら得た改善

アンケート結果の考察から、概ね教科として

の学びを生かし、１〜６学年でプログラミング

的思考を育むことのできるカリキュラムであっ

たといえる。	

しかし、２学年で条件分岐の図示に困難があ

ったことや、細かい方向の指示でつまづくとこ

ろも見受けられた。そのため、他学年も含めて

開発したカリキュラムを見直し、カリキュラム

の中で育成する情報活用能力（プログラミング

的思考を含む）を修正し、より発達段階に応じ

たものになるように改善した。	

	 また、scratch3.0 が出たことにより、拡張

機能がより一層充実した（音声合成拡張機能、

micro:bit 拡張機能など	）。現段階で scratch

を活用できると判断した単元には、教材に

scratch を加えた。	

○実践から明確になったこと

①教材開発

micro:bit を活用した授業を行うためには、

教材開発が必要であった。光を点けるのであれ

ば、電球と、それを繋ぐコードの作成が必要で

ある。音を鳴らすのであれば、外部のスピーカ

ーが必要だ。micro:bit 側の方にも、コードを

繋ぐためのネジやナット等を取り付けなければ

ならない。児童数分の教材を開発するには、教

員で協力して行う必要がある。	

②カリキュラムに関する知識の共有

カリキュラム開発に関わった教員のアンケー

ト結果と、授業実践のみをお願いした教員のア

ンケート結果には、差が生じていた。育成すべ

きプログラミング的思考や各教科の学びを、よ

り一層、教員間で情報共有していく必要がある。

③教員のプログラミングに関するスキルアップ

授業を行う前には、教員が実際に教材を使っ

てプログラミングを経験してみることが大切だ

とわかった。理論だけわかっていても、実際に

やってみなければわからないこともたくさんあ

るからだ。例えば、機械の不具合である。機械

を操作するということは、不具合が起こる可能

性を考慮しておかなければならない。こうした

不具合への対処も、教員に必須なスキルである

と考える。	

６ 今後の課題 

	 今後の課題は、「教員間の情報共有」と「子

どもの学びの姿から見た、カリキュラムの評

価・改善」の２点である。	

（１）教員間の情報共有

作成したカリキュラムについての理解を深め

るためにも、学年間における指導案の検討を充

実させていく。また、校内研修の中で、教員向

けのスキルアップ研修を行っていく。	

（２）子どもの学びの姿から見た、カリキュラ

ムの評価・改善

作成したカリキュラムの授業実践は、前年度

からであり、児童の学びの変容を見とるには不

十分である。今年度からはアンケート調査の中

で、前学年に学んだプログラミング的思考が次

の学年で生かされているかどうかについても検

証を行い、カリキュラムの評価・改善を進めて

いきたい。	
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プログラミング教育の課題と授業設計の試み 

山西潤一・佐藤宏隆（富山大学） 

概要：2020 年から始まるプログラミング教育について,新しい教科書が刊行され,文部科学省から手引

きが公開されるなど準備が進んできている。しかしながら,プログラミング教育を担う教師からは,未

だに不安感ととともに,教科指導の中にプログラミング教育の目的を入れ込む難しさを訴える声が少

なくない。本研究では,そのような現状の課題の分析を通して,教科指導で行うプログラミング学習に

おいて,単にプログラミングの体験ではなく,プログラミング作法の基本を理解し,教科での問題解決

学習としてプログラミングを行う授業モデルを提案する。  

キーワード：プログラミング教育，プログラミング作法, 論理的思考力，思考の可視化, 授業設計

１ はじめに 

2020 年,来年に迫った小学校段階におけるプ

ログラミング教育に関しては，新しい教科書が

刊行され,文部科学省から小学校プログラミン

グ教育の手引が公開されるなど,本格的実施に

向けた準備が進んできている。しかしながら,プ

ログラミング教育を担う小学校教員にあっては,

未だにその目的や背景の理解,具体的授業をど

うすればいいかなどについて不安感を持つもの

も少なくない。 

 これまで筆者らは，プログラミング経験の乏

しい教師にとっても指導しやすく，児童生徒が

興 味 関 心 を 持 っ て 主 体 的 に 取 り 組 め る

IMP(Integrated Method for Programing)指導

法を開発し，体験型研修での実践を通して，そ

の可能性や課題を検討してきた。 

 そこで,本稿では,この体験型研修を通して,

筆者らがこれまで行ってきた教材と指導法の可

能性や課題について報告する。 

２ プログラミング教育の課題と指導 

１）アンプラグドからプラグドへ

 プログラミング教育の目的の一つは論理的思

考力を育むということで,特に発達段階の初期,

低学年段階においてアンプラグドプログラミン

グが行われることも多い。問題解決の手順を論

理的に考えさせる例として,料理のレシピや掃

除の方法などの実践例がある。しかしながら,筆

者は児童にとって,アンプグラグドがプラグド,

すなわちコンピュータサイエンスとしてのプロ

グラミングにつながる教育が必要だと考えてい

る。プログラミング教育に関する先進的諸外国

で の ,Logical Thinking と Computational 

Thinking だ。アンプログラグドで学習した内容

がそのままコンピュータ的思考につながるほう

が自然である。 

例として,家庭科の「美味しいご飯の炊き方」

を考えるなどが挙げられる。今は飯盒炊飯の体

験は少なくなったが,美味しいご飯を炊く要素

として火加減の重要さを学んだ。火力（温度）

の時間変化を考え,それをコンピュータで実

現,Scratchと micro:bitの LEDを使った火加減

モデルが実現できる。最近の電子炊飯器の仕組

みの一端を考えることにもつながり,生活の中

にあるコンピュータの役割を考えさせる学習へ

の発展も考えられる。 

２）コーディングからプログラミングへ

文部科学省の有識者会議の取りまとめでは,

プログラミング教育の目的は,「プログラミング

的思考などを育むことであり,コーディングを

覚えることが目的ではない。」とある。しかし,

先駆的に 2012 年からプログラミング教育に取
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り組んでいるエストニアでは,教科情報のカリ

キュラムの最初がコーディング,次にプログラ

ミング,そして問題解決課題としてのソフトウ

ェア開発の順だ。特にこのコーディングにはロ

ボットが活用される。前,右,左などの限られた

コードを活用した問題解決とプログラミングス

キルの基礎を学ばせるという。限られたコード

を用いた論理的思考と失敗して再度考えるデバ

ッグを思考の可視化ツールとしてのロボットを

用いて実践している。コード・A・ピラーや単純

なロボット教材は,コーディングの基礎を学ぶ

可視化教材としての可能性が高い。 

３）Scratch での多角形の作図とあるが

新しい教科書やプログラミング教育の手引に,

５年生の図形の学習内容として,正方形や正三

角形など学習した多角形を Scratch で描かせ,

プログラミング体験をさせる事例が取り上げら

れている。学習したそれぞれの多角形の性質を

用いて画面上に描くことには意味があるとは思

うが,もう少し探究的学習を強める意味で,筆者

が 30 年ほど前に実践していた Logo の発見的学

習法の応用を紹介したい。Logo での主役は亀で

あったが,Scratch の主役は猫(Cat)。Cat は何の

知識もない。もともとコンピュータは知識のな

い箱である。このコンピュータに知識を与える

活動がプログラミングなのだ。まず,教室の床に

正方形,正三角形を書いておく。猫に正方形の書

き方を教えて上げるのが本日の課題。ここ

で,Play cat（猫になってみる）。床に描かれた

図形の上を歩き,前へ何歩あるいた？右へ何度

曲がった？この結果を Scratch 上で再現し,こ

れが正方形というものだと猫に教えると同時に

正方形の性質（４辺が同じ,角度が９０度）を児

童自身が発見的に学習するのだ。同様の学習で

多角形の性質や描画も行える。 

３ 教材の体験と評価 

 本年,富山大学で開催された教員免許更新講

習において,教材の体験とその評価を実施した。

ここではその一部を紹介する。図１,図２に示す

ように,教員の不安感の改善や授業イメージの

向上にもつながった。 

図 1. プログラミング教育への不安 

図 2.授業のイメージについて 

４ 結論と今後の課題 

 教員からは体験講座を受講して,授業づくり

のイメージが改善したとの結果や研修の必要性

を上げる意見が多く出された。プログラミング

体験のない教員にとって,自らプログラミング

を体験し楽しむことで,プログラミングに対す

る先入観が払拭され,授業づくりのアイデアが

多く出された。プログラミング作法は非常にシ

ンプルでありプログラミングは問題解決の手段

にすぎない。体験を通して,児童に探求させるべ

き課題をどう与えるかが課題となった。 

参考文献 

文部科学省（2016）小学校段階におけるプログ 

ラミング教育の在り方について,小学校段

階における論理的思考力や創造性,問題解決能

力等の育成とプログラミング教育に関する有識

者会議（議論の取りまとめ） 

文部科学省（2018）小学校プログラミング教育 

  の手引（第二版） 

山西潤一(1988) 学習支援ツール,講座「教育情 

  報科学１」,pp263-279,第一法規 
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プログラミング教育における教材の特性分析 

―ねらいに即した教材の選択― 

古屋 一希（町田市立小山中央小学校）・原田 篤翼（八王子市立城山小学校） 

坂井 敦（調布市立上ノ原小学校）・小澤 理（昭島市立中神小学校） 

牧野 豊（世田谷区立給田小学校）・福島 健介（帝京大学） 

概要：多くの学校で実践が行われているプログラミング教材を中心に，それぞれの教材が，どのような観点

を達成しやすいのか分析を行った。条件分岐など，プログラミングの特有の考え方に関する観点はどの教材

でも達成しやすいが，他の観点に関しては教材によって達成しやすさが異なることが分かった。特に自由度

や課題性については，教師の裁量によるところが大きく，教師にプログラミング教育への理解が求められる

ことが分かった。 

キーワード：プログラミング教育 教材分析 小学校

1. はじめに

 2020年のプログラミング教育実施に向けて，民

間企業では数多くのプログラミング教材が開発さ

れている。その種類は様々なものがあり，ロボッ

トを動かしたり，コンピュータを使わないアンプ

ラグドであったり，多岐にわたっている。内容に

ついても，課題が設定されておらず自由にプログ

ラミングできるものから，教科の学習と密接に結

びついてるものまで色々なものがある。教材の特

性によって使い方が異なり，学べることも変わっ

てくると考えられる。そのため教材の選定を間違

えると，授業のねらいとずれてしまい，想定した

成果が出せない可能性がある。本研究では，プロ

グラミング教育の目標を確認した上で，どのよう

な教材がそれらの目標を達成しやすいか，教材の

特性について分析していく。

2. 教材と分析の視点

現状，プログラミング教材は様々なものが開発

されており，その数もどんどん増えている。その

ため，今回の研究では多くの学校で実践が行われ

ている教材に加えて，筆者らが使用したことがあ

る教材を分析の対象とした。対象の教材は以下の

通りである。 

・scratch

・VISCUIT

・プログル

・Hour of code

・ソビーゴ

・ルビィの冒険

・sphero

これらの教材を以下の視点に基づいて分析を行

う。 

2.1 評価の観点 

 文部科学省のプログラミング教育のねらいは３

つの観点で示されている。しかし小林ら(2018)に

よると，授業を行うためには観点の他に，到達目

標が必要であるとし，観点を６つに増やした評価

基準を提案している。本研究でも，これらの観点

を使用する。 
表１ プログラミング教育の評価規準 

さらに「小学校プログラミング教育の手引き

（第2版）」によると，学習活動のA・B分類は，教

科の中で実施されるため，教科との関連性も教材

の使いやすさと関わってくる。またプログラミン

グ教材には，自由にプログラミングする自由度の

高いものと教材内の課題を達成していく課題性の

高いものがある。これらによって，授業の組み立

て方が大きく異なってくる。 

プログラミング教育に対し，不安をもっている

教師も少なくない。教材によって，授業の内容を

工夫する必要があるものから，どの教師でも授業

の内容 

が大きく変わらないものまである。教材に対する

教師の裁量の大小も，教材の使いやすさに関わる

と考えられる。 

 表１の観点に教科との関連性，自由度，教師の

裁量を加え，教材の分析を行う。 

文部科学省 小林らの観点 

知識及び技能 （ア）順序や手順を考えて取り組む力

思考力・判断

力・表現力 

（イ）課題を明確に設定する力

（ウ）ものごとの組み立てを分解して理解する力

（エ）より良い方法を考え，試行錯誤できる力

（オ）自分の考えや感性を表現する手段として，プ

ログラミングを用いる力

学びに向かう

力・人間性等 

（カ）分かった考え方や方法を生活の他の場面に活

かす力
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3. 結果と考察

分析の結果は表２に示す。◎はその観点が達成

しやすいもの，○は比較的達成しやすいもの，△

は比較的達成しにくいもの，×は達成しにくいも

のとした。 

（ア）（ウ）（エ）の観点に関しては，基本的

にどの教材も達成することができると考えられ

る。（ア）（ウ）（エ）の観点は，プログラミン

グの特徴的な要素であり，現状のプログラミング

教材もこれらの要素を伸ばすような設計を中心に

開発されているのではないか。 

（イ）に関しては，プログルなどのように最初

から課題が設定されてしまっていると，自分で課

題を設定することが難しくなる。自分で課題を明

確に設定するためには，ある程度の自由度が必要

になると考えられる。 

（オ）に関しても同様で，課題が強制的に設定

されていると，自分の考えを表現する場は少な

い。反対に，自由度が高いものは自分で考えてコ

ードを組まなくてはいけない分，（オ）の観点を

達成しやすいと考えられる。また図工のように自

分の作品を表現する場合は，スクラッチやスフィ

ロのように完全に自由な教材でなくてはならない

と考えられる。

（カ）に関しては，教科との関連性が関わって

くると考えられる。プログルのように教科と密接

に関連している教材の場合は，児童にとっても学

習した内容を他の場面に応用がしやすい。ルビィ

の冒険のように生活面と関わっている場合も同様

である。逆に，ソビーゴやアワーオブコードのよ

うにプログラミング特有の思考を促すような教材

であると，プログラミング自体の学習は行える

が，それらを他の場面にどう生かすかは教師の裁

量にかかってくる。その意味で（カ）の観点は達

成しにくい教材と言える。その中間である，スク

ラッチやスフィロは教材の使い方によって，教科

の中に取り入れやすいため授業の組み立て次第で

関連性を見出すことができる。 

自由度や課題性と大きく関わってくるのが，教

師の裁量である。自由度が高いほど教師の裁量に

よって授業内容が変えることができ，課題性が高

いほど教師の裁量が入り込む余地が少なくなる。

将来的なことを考えれば，自由度が高いスクラッ

チやスフィロのような教材の方が利用できる幅は

広いが，プログラミング教育に精通していないの

であれば，課題性が高い教材を選択した方が達成

しやすいと考えられる。

 またプログラミング教育ではグループ活動を取

り入れる実践がよく見られるが，スクラッチのよ

うなPC上で行う教材は，基本的に一人で活動でき

るように設計されているものが多く，個別学習に

向いていると考えられる。 

4. おわりに

今回の分析から，どのプログラミング教材にも

順序性や試行錯誤といったプログラミング特有の

思考を促すような内容は含まれているが，課題設

定や自己表現の部分は教材によって異なることが

分かった。 

 また自由度の高い教材は，教師の裁量が大き

く，プログラミング教育への深い理解が求められ

る。各校のプログラミング教育への理解度に応じ

て教材を選択しなければ，授業の目標の達成が困

難になるだろう。 

 今後はさらに多くの教材も分析し，どのような

教材が適しているのか，追究していきたい。 

5. 参考文献

小林未歩,宇都宮晃,宮澤豪臣,福島健介,「授業実

践に基づく小学校プログラミング教育「評価規

準」の提案」,2018 PC Conference,257p-260p

PC アンプラグド ロボット

観点 scratch VISCUIT プログル Hour of code ソビーゴ ルビィ sphero 

（ア） ◎ △ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

（イ） ◎ ○ △ △ ○ △ ◎ 

（ウ） ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ 

（エ） ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ 

（オ） ◎ ◎ △ △ ○ ○ ◎ 

（カ） ○ △ ◎ △ △ ○ ○ 

教科との関連 ○ △ ◎ △ △ ○ ○ 

自由度 ◎ ◎ × × ○ ○ ◎ 

教師の裁量 大 大 小 小 中 中 大 

グループ学習 △ △ △ △ ○ ○ ○ 

表２ 分析の結果 
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全職員で取り組む全学年発達段階に応じたプログラミング学習 

毛利靖（つくば市立みどりの学園義務教育学校）・中村めぐみ（つくば市教育委員会）・久保田善彦

（玉川大学教職大学院） 

概要：みどりの学園義務教育学校は，平成 30年 4月に開校した普通の公立学校である。以前の勤務校

でプログラミングを経験したことのある教師は 2 名しかいない中，開校 1 年目で，小学校全担任がプ

ログラミングに取り組んだ。その結果，教員の意識の変化や児童の情報活用能力の向上に役立てた実

践記録である。 

キーワード：公立学校，プログラミング教育，情報活用能力，スクラッチ，プログラミン，

ロボホン，スタディノート

１ はじめに 

 令和 1 年 05 月 28 日文部科学省が委託した

WEBアンケート「平成 30年度教育委員会等にお

ける小学校プログラミング教育に関する取組状

況等について」が公表された。それによると，

すでに授業をおこなっている自治体は 52％で

あり，小規模な自治体は実施率が低いという結

果であった。令和 2年度より，小学校ではプロ

グラミング教育が始まるが，現実にはそれに対

する対応が進んでいない現状が見られる。 

 平成 30 年 4 月に新設の学校として，つくば

市立みどりの学園義務教育学校（以下みどりの

学園）が開校した。この学校は，普通の公立学

校であり，つくば市は学区制であるため，児童

生徒を選抜して入学させていない。また，教職

員も特別に選抜されたわけではなく，つくば市

内およびその周辺から定期異動により配属され

た教員で構成されている。平成 30 年度始めに

アンケートをとったところ，小学校担任 20 名

のうちプログラミングを授業で行ったことがあ

る教員は，2 名しかいなかった。そうした普通

の公立学校において，プログラミング教育を行

うためにどのような手立てを講じれば良いのか，

そして，その結果，どのような効果があるのか

を検証したいと考え，本実践をおこなった。 

２ 研究の方法 

（１）実施対象および実施時期

対象：みどりの学園第 1学年～第９学年 

時期：平成 30年 4月～令和 1年 7月 31日 

（２）実践方法

①つくば市プログラミング学習の手引きの活用

プログラミング教育について，教師はこれま

で実践したことが無いだけでなく，授業を見学

したこともないためイメージがつかめないこと

が多かった。また，現在ではプログラミング教

材がたくさんあるためどの教材を選択すれば良

いかわからなかった。そこで，つくば市総合教

育研究所でプログラミング教材の実践例の収集

とその実践の難易度の検証をおこなった。更に，

小学校 1 年生から 6年生までの発達段階に応じ

たプログラミング学習のカリキュラムを開発し，

これをもとに実践することにした。（図 1） 

図１ プログラミング系統表（抜粋） 
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②みどりの学園で選択した発達段階に応じたプ

ログラミング学習

上記の系統表のうち，みどりの学園の実態に

応じたプログラミング学習を検討した。その条

件は次のとおりである。 

・アンプラグドではなくプログラミングをする

こと。アンプラグド教材は論理的思考を育むに

は良いかもしれないが，プログラミングではな

いため，安易に「アンプラグド教材をおこなえ

ばプログラミングを実施しなくても良い」と考

えることの無いようにする。 

・小学校１，２年生では，使い方が簡単なプロ

グラミンを採用した。３年生からはスクラッチ

を利用することにした。プログラミンはスクラ

ッチと操作が似ており移行しやすい。 

・これまでの通常の授業でも児童のまとめをす

る際，自分の調べたことや考えをクイズ形式に

して聞き手に興味を持ってもらう場面も多い。

また，クイズづくりには，プログラミングの仕

組みを知るための分岐や繰り返し，ランダムな

どを活用することが求められる。プログラミン

グでのクイズづくりは，望ましくないという意

見もあるが，上記の理由方意図的に，学習クイ

ズを取り入れた。 

・プログラミングをおこなう際，大切なことは

児童がお互いの情報を共有しながら進めること

が重要であるが，スクラッチそのものだけでは

なかなか難しい。また，学校の PCはみんなで共

有しているため，スクラッチで作ったデータの

管理が問題点であった。そこで，教育用グルー

プウェア「スタディノート」を活用することに

した。つくば市では，スタディノートを小学 1

年生から利用しており，利用には慣れている。

また，スタディノートはスクラッチと連動して

おり，自分の ID で入るとスクラッチが自由に

利用でき，しかも，電子掲示板をとおして友達

や他校と情報共有することもできる。 

・実施においては，得意な教員がおこなったり

ICT 支援員がおこなうのでは無く，基本的には

担任が授業をおこなうこととした。 

このような考えから，実践することにしたプ

ログラミング学習は以下のとおりである。（図２） 

1年 国語「こえに出してよもう『スイ

ミー』」音読の場面絵をつくろう

プ ロ グ

ラミン

2年 図工「お話大好き『ふしぎなたま

ご』」アニメーションをつくろう 

プ ロ グ

ラミン

3年 音楽「日本の音楽に親しもう」自

分の作った曲をパワーアップ 

ス ク ラ

ッチ

4年 理科「季節と生き物」こん虫クイ

ズをつくろう 

ス ク ラ

ッチ

5年 算数「正多角形と円」「正多角形」

をつくろう 

ス ク ラ

ッチ

5年 社会「これからの食料生産とわた

したち」食料生産地クイズをつく

ろう 

ス ク ラ

ッチ

5年 つくばスタイル科「ロボホンで

『環境カルタ』を楽しもう」 

ス ク ラ

ッチ

6年 外国語「Let’s go on a trip.」

観光案内をしよう 

ス ク ラ

ッチ

図２ 実施したプログラミング学習 

③第 1学年国語でのプログラミング学習

・教科のねらい…スイミーの単元目標は「物語

の中から自分の好きなところを見つけ，音読で

表現することができる」である。論理的な根拠

をもとに好きな場面を選び，さらにプログラミ

ングによる場面絵を作成することで，場面の情

景や心情を捉え，物語の理解に基づいた音読を

することができる。 

・プログラミング学習のねらい…自分の音読し

たい場面を選択しアニメーションにするために，

物語を場面ごとに分解する。アニメーションで

表現する際，色や動きを細かく設定することで，

場面の情景や心情を細かく表現することができ

る。分解した要素をアニメーションで組み合せ，

再構できるようにする。 

④第２学年図工でのプログラミング学習

・教科のねらい…児童は，たまごから生まれて

くるものを想像し，そこからイメージを広げて

たまごの模様を考えたり，生まれたものをかい

たりする。プログラミングによって生まれる，

出てくるといったイメージを動的にとらえ，動

的イメージを実現する喜びや，表現する楽しさ

を味わわせたい。 

・プログラミング学習のねらい…動的なイメー
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ジを表すためにプログラミングによってアニメ

ーションづくりを行う。たまごから生まれてく

るまでの動きを分解する。次の動作を考えるこ

とは，創造を膨らませることにつながる。 

⑤第３学年音楽でのプログラミング学習

・教科のねらい…音色に注目して郷土に伝わる

お囃子を鑑賞し，古くから伝わる我が国の音楽

に親しみながら，その雰囲気や特徴を感じ取る

ことができるようにする。また，この活動を通

して感じたことや気付いたことを発表し合うこ

とで，我が国や郷土に伝わる音楽の良さや特徴

をあらためて見直せるようにする。 

・プログラミング学習のねらい…つくった旋律

をスクラッチでプログラムし，友達とよりよい

お囃子にしていくために論理的に考えて解決し

ていく中で，シーケンスやループ，デバッグな

どの基本的なプログラミングの概念を身に付け

られるようにする。 

⑥第４学年理科でのプログラミング学習

・教科のねらい…季節ごとの動物の活動や植物

の成長について興味・関心を持って追究する活

動を通して動物の活動や植物の成長を季節や気

温と関係付ける能力を育てる。 

・プログラミング学習のねらい…季節の生き物

の単元を通して調べた昆虫の生活とすみか，体

のつくりや成長の特徴，また個々の昆虫がもつ

特性について，条件分岐を使うことで，昆虫の

仲間わけの理解を促進する。 

⑦第５学年算数でのプログラミング学習

・教科のねらい…これまでの授業で正多角形の

意味と性質を理解してきた。このプログラミン

グ学習を通して，正多角形の性質を再確認する

ことができる。さらに，多角形と円の関係を捉

え，円の学習への見通しをもつことができる。 

・プログラミング学習のねらい…正多角形をか

くプログラミングを考えることで，正多角形の

性質を分解しながら再確認することができる。

同じ動作は，くり返しの機能を使うことで，異

なった表現（記号化）で表せることを理解する。

正ｎ角形のｎを増やすことで，円に近づくこと

を推論することができるとともにシミュレーシ

ョンの有用性を理解する。 

⑧第５学年社会でのプログラミング学習

・教科のねらい…日本の食料生産の現状から学

習問題をつくり，統計などの資料を活用して自

分の国の食料生産をめぐる問題についてまとめ

る。これからの食料生産について話し合うとと

もに，クイズをつくることができる。 

・プログラミング学習のねらい…４年生の春の

生き物クイズで身につけたスキルを活用する。

単元を通して調べた食料品の産地についてクイ

ズをつくることで，より深い理解をする。 

⑨第５学年つくばスタイル科でのプログラミン

グ学習 

・教科のねらい…つくば市環境かるた(竹園高

校作成)を通して，身近な環境問題やエコ活動に

ついて自分なりの興味や疑問をもち，進んで課

題を追究しようとする。家庭や地域の環境問題

に対する自分の考えを深めたり，改善するため

に行動したりすることもできる。 

・プログラミング学習のねらい…スクラッチの

プログラムで実体のあるロボホンを動作させる。

スクラッチのブロックとロボホン専用のブロッ

クを組み合わせて，ロボホンをつくば市環境か

るたの読み手とする。 

⑩第６学年外国語でのプログラミング学習

・教科のねらい…プログラミングでプレゼンテ

ーションすることで自分の行きたい国について

英語で答えたり，相手の行きたい国について英

語で質問したりすることができる。また，世界

には様々な国があり，それぞれに特色があるこ

となど国際理解の考え方に気付くことができる。 

・プログラミング学習のねらい…おすすめの国

の紹介（観光案内）をするために，その国の首

都や食べ物，スポーツ，世界遺産などの自然や

建物を英語で紹介できるように，これまで習得

した順次，繰り返し，分岐，デバッグ等の情報

の表示方法を工夫する。 
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３ 結果と考察 

（１）小学校全学年全担任によるプログラミン

グ学習を実践 

 つくば市総合教育研究所「プログラミングの

手引き」をもとに作ったカリキュラムでプログ

ラミング学習を計画し，3 月までに小学校全学

年全担任 20 名によるプログラミング学習を実

践することができた。プログラミング学習実施

後に教員にアンケートをおこなった。（図３） 

図３ プログラミング学習後の教員アンケート 

 予想では，「思ったより楽しかった」という意

欲の部分が多いのではないかと予想していたが，

実際は「試行錯誤・問題解決」が一番多かった。

これは，プログラミング学習の特徴でもある何

度でも繰り返しおこなうことができたり，間違

いを簡単に修正できることができ，児童たちは

自分の考えを修正しながら問題を解決する学習

になっていったのではないかと考える。また，

論理的思考力が高まった回答する教員も多く，

プログラミング学習のねらいが達成できたので

はないかと考えられる。 

（２）児童の感想

 プログラミング学習後，児童にもアンケート

を実施しその結果は下記のとおりである。（図 4） 

・電子黒板はわかる 97％ 
・ＰＣを使う授業楽しい 98％ 
・プログラミング楽しい 95％ 
・ＰＣを学び合った 90％ 
・勉強ができるようになった 91％ 
・来年もＰＣ使いたい 97％ 

図４ 児童のアンケート結果 

アンケートでは，プログラミング学習に対し

て楽しいという結果となったが，数値以上に教

員が実感したことは，児童が自信満々に学習内

容を説明する姿が多く見られるということであ

る。例えば 5年環境カルタの実践では「カルタ

の読み札をランダムに詠んだり，２回繰り返さ

ないようにするためにこのようなプログラムを

組みました」など創造工夫した点を得意げに発

表していた。 

４ 結論と今後の課題 

 この実践は，開校 1年目の実践であるが，2年

目である今年度，すでに第 3 学年国語でプログ

ラミングの実践がおこなわれた。これは，昨年

度実践された 1 年国語「スイミー」の応用であ

る。この実践ができたのは，前年度に担任がプ

ログランミング学習をおこなった成果であると

考える。現在，プログラミング学習を ICT 支援

員や企業が実践する例が多く見られる。初めて

実践する教員にとってはとてもありがたい話で

あるが，すべてを任せてしまってはこうした発

展性がなくなってしまう。教員はスクラッチの

詳しいプログラミングの技術を習得する必要は

無いが，どのような機能がありどんな場面で利

用できるかというコーディネートする力は身に

付けなければならないのではないだろうか。授

業の GOODモデルさえあれば，普通の公立学校の

1 年目でもこうした実践をおこなうことができ

る。2040 年代の誰も予測できない時代をリード

できる力を育成するためにも，今後ともさまざ

まな教科や単元で推進していきたい。 
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micro:bitとタブレット端末が一人１セットある学習環境に

おけるプログラミング教育の学習効果の検討 
―小学校理科 第６学年「電気の利用」の単元を事例として― 

相場 奨太（東京都北区立西浮間小学校）・佐藤 和紀（常葉大学教育学部） 

概要：本研究は，小学校プログラミング教育の手引（第二版）において A分類として例示されている

理科第６学年「電気の利用」単元で，micro:bitとタブレット端末が一人１セットある学習環境でプロ

グラミング教育の学習効果について検証したものである。結果，児童は主体的かつ自分に合った進度

で学習に取り組むことができた。また，授業実践の前後に行った児童のアンケート調査では，「セン

サーを使って，電気を効率的に利用したり快適に利用したりしている身の回りの道具」を，実践前よ

り多く記述することができていた。このことから，プログラミング教育のねらいの１つである，「本

単元での学びをより確実なものとする」ことが示唆された。

キーワード：プログラミング教育，micro:bit，一人１セット，小学校理科

１ 研究の背景 

2020 年全面実施の学習指導要領では，学習の

基盤の１つとして「情報活用能力」が位置付け

られた。その育成の一環にプログラミング教育

がある。 

2018 年，文部科学省から「小学校プログラミ

ング教育の手引（第１版）（第２版）」が出され，

小学校プログラミング教育導入の経緯や指導の

考え方，様々な事例などが示された。 

小学校プログラミング教育のねらいとして，

①「プログラミング的思考」を育むこと②プロ

グラムの働きやよさ，情報社会がコンピュータ

等の情報社技術によって支えられていることな

どに気付くことができるようにするとともに，

コンピュータ等を上手に活用して身近な問題を

解決したり、よりよい社会を築いたりしようと

する態度を育むこと③各教科等での学びをより

確実なものとすることが明記されている (文部

科学省 2018a) 。また，上記のねらいを達成す

るために，児童に「コンピュータに意図した処

理を行うよう指示することができるということ」

を体験させながら，実施することとしている。    
では，活用するコンピュータはどのようなも

のを活用すればよいのだろうか。

WDLC では，2018 年から学校のプログラミ

ング教育の活性化を目指すプロジェクトとして，

教育委員会 200 団体にmicro:bitを 20 台ずつ進

呈している。また，磯川，佐藤ほか(2019)によ

ると，「MESH」を好意的に捉える回答が多かっ

たが，学校現場への普及を考えると，「micro:bit」
のような 1 人１台環境で実施できる安価なプロ

グラミング教材を望んでいることが示唆された。

と報告している。 micro:bit とは，イギリスの

BBCが 2015年に全ての 11歳と 12 歳の子ども

たちに無料配布された，プログラミング可能な

シングルボードコンピュータである。micro:bit
には，縦５列，横５列に並んだ LEDや２つのボ

タン，光センサ，温度センサ，磁気センサ，加

速度センサ，さらにタッチセンサとして機能し

たりスピーカやモータ，各種センサ等接続して

拡張したりすることが可能な端子等が備わって

いる。また，Bluetooth による通信機能を備え，

複数のmicro:bit間で通信させることも可能であ

る（スイッチエデュケーション編集部 2017）。
１セット価格は 3，200 円である。micro:bitをプ

ログラミングする方法は複数存在するが，代表

的なものがMakeCodeというビジュアルコーデ

ィングが可能なプログラミング環境を使用する

ものである。

文部科学省（2018b)では，小学校段階のプロ

グラミングに関する学習活動の分類として，A
からF に示している。A分類とは，具体的には

算数第５学年「正多角形」の単元，理科第６学

年「電気の利用」単元，総合的な学習の時間で

ある。 

本研究を行った理科第６学年「電気の利用」

単元では，次の事項を身に付けることができる

ように指導することが明記されている(文部科
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学省 2017)。
ア 次のことを理解するとともに，観察、実験

などに関する技能を身に付けること。

（ア）電気は，つくりだしたり蓄えたりするこ

とができること。

（イ）電気は，光，音，熱，運動などに変換す

ることができること。

（ウ）身の回りには，電気の性質や働きを利用

した道具があること。

イ 電気の性質や働きについて追求する中で，

電気の量と働きとの関係，発電や蓄電，電

気の変換について，より妥当な考えをつく

りだし，表現すること。

また，文部科学省(2018a)は，プログラミング

を通して学習する場面を以下のように示してい

る。電気はつくりだしたり蓄えたりすることが

できること，光，音，熱，運動などに変換でき

ること等について学習した後に，身の回りには

そうした電気の性質や働きを利用した道具があ

ることについての学習に位置付けて展開するこ

とが想定される，と明記している。

プログラミング教育必修化全面実施まで１年

を切り，様々な教材が開発され，実践報告がさ

れているが，山本，堀田（2018）は，ペアプロ

グラミングの学習形態が，一人１台と比較して，

児童どうしが協力し，計画的に学習を進めるこ

とができ，対話的な学びに有効であることを示

している。  

しかし，限られた指導時間の中で，児童一人

一人に対して小学校プログラミング教育のねら

いを達成させるためには，一人１セットの学習

環境であることが，体験時間もより長く，別の

視点の学習効果もあると考えられる。

さらに，堀田(2018)は，「プログラミングを経

験した子が，その経験で獲得した考えを使って

教科の中身をよりよく理解する，ということは，

まだあまり研究されていない。」と指摘している。 

２ 研究の目的 

そこで本研究は，小学校プログラミング教育

の手引（第二版）においてA分類として例示さ

れている理科第６学年「電気の利用」単元で，

micro:bit とタブレット端末が一人１セットある

学習環境でプログラミング教育の学習効果につ

いて検証することを目的とした。

３ 研究の方法

実践は，東京都内X小学校第６学年１クラス

34 名を対象とした。指導者は筆者ではなく，教

職歴７年目の男性担任教師が行った。

電気はつくりだしたり蓄えたりすることがで

きること，光，音，熱，運動などに変換できる

こと等について学習した後に，micro:bit を活用

したプログラミング教育を位置付けて体験した。 
 実践前後に，児童対象に行ったアンケート調

査及び感想を集計・分析した。 

本研究は 2019 年 2 月中旬の実践である。

3．1．micro:bitを活用したプログラミング教育 
はじめにmicro:bitの機能や注意事項について

説明した。次に，MakeCodeにアクセスし，プロ

グラミングする方法を説明した。

 児童にとって，「コンピュータに意図した処理

を行うよう指示する体験が未経験に等しかった

ため，操作を知り慣れることを目的に，教師側

から３つの課題を与えた。 

１つめの課題として，LED，ボタン，温度セ

ンサの機能を活用し，「Aボタンが押されたとき，

温度が表示されるプログラムを作ろう！」とし

た。 

２つめの課題として，LED，加速度センサの

機能を活用し，「揺さぶられたとき，１〜６まで

の数字がランダムに表示されるプログラムを作

ろう！」とした。 

３つめの課題として，LED，明るさセンサの

機能を活用し，「暗くなったとき，LED画面が表

示されるプログラムを作ろう！（好きな LED画

面のデザインを選ぼう）」とした。課題について

は，高松基広（2018）の実践事例を参考に筆者

が考えた。

 ３つの課題後，児童はプログラミング的思考

を働かせながら，時間が許す限り各々に課題を

設定しプログラミングを体験した。短時間では

あったが，LED機能を活用し，好きな文字を表

示させたりシューティングゲームのようなもの

を作ったりしている児童もいた。

3．2．児童に行ったアンケート調査

 プログラミング教育のねらいに照らし合わせ

ながら筆者が作成し，３項目について実践前後

にアンケート調査を行った。また，実践後には
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体験した感想を書かせた。

設問１は，「社会がコンピューターをはじめ

とする情報技術によって支えられていると思

う。」と設定し，「とても思う」「思う」「あまり

思わない」「全く思わない」の４件法で作成し

た。

設問２は，「人を感知するセンサーや温度セ

ンサーなどのセンサーを使って、電気を効率的

に利用したり快適に利用したりしている身の回

りにある道具をできるだけたくさん書きましょ

う。」と設定し，記述式で作成した。

 設問３は，「設問２で書いた身の回りにある              
道具の仕組みについて考えたことがある。」と

設定し，「ある」「少しある」「あまりない」「全

くない」の４件法で作成した。

４ 結果と考察

ソフトウェア js-STAR（version9.2.4j）を使用

し，サイン検定（２水準の対応データ）を行っ

た。micro:bit を活用したプログラミング教育の

実践前後のアンケート調査の結果を比較した。

その結果， 設問 1 では，漸近有意確率(両
側)0.179，有意確率＝0.179>有意水準 0.05 であ

った。 また，設問３では，漸近有意確率(両
側)0.629，有意確率＝0.629>有意水準 0.05 であ

った。両設問とも実践前後のあいだの差は検出

されなかった。

このことから，micro:bitを活用したプログラ 

ミング教育を行っただけでは，「社会がコンピュ

ーターをはじめとする情報技術によって支えら

れていると思うこと」や「身の回りにある電気

の性質や働きを利用した道具の仕組みについて」

までは考えが及ばないことが示唆された。

設問２では，漸近有意確率(両側)0.029，有意

確率＝0.029<有意水準 0.05 であり，実践前後

のあいだに差があることが示された。

このことから，micro:bit を活用したプログラ

ミング教育を行うことにより，身の回りには，

電気を効率的に利用したり快適に利用したりし

ている道具があることについて考えるきっかけ

になったことが示唆される(表１)。 
また，実践後の児童の感想では，「僕たちが日

頃使っているゲームやパソコン，スマートフォ

ンなどは様々なプログラムがされていることが

分かった。」「いつも私たちが使っているパソコ 
ンやコンピュータには，人間が命令したことが

全て入っていると思うとすごいと思った。人間

は大雑把に言っても伝わることもあるけれど，

コンピュータ（micro:bit）は正確に細かく指示し

なければならないので大変だった。」「人間は機

械に生活を助けられている。もし，機械が壊れ

てしまったら，機械がなくなってしまったら人

間の生活に影響が出てしまうと思った。」「集中

してあっという間だった。またやりたい。」「自

分のペースに合わせ，振り返って確認しながら

活動することができた。」などの記述が見られた。 

 

 

 
 

表１ サイン検定の結果
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５ まとめと今後の課題

 本研究は，小学校プログラミング教育の手引

（第二版）においてA分類として例示されてい

る理科第６学年「電気の利用」単元で，micro:bit
とタブレット端末が一人１セットある学習環境

でプログラミング教育の学習効果について検証

することを目的とした。そのために，電気はつ

くりだしたり蓄えたりすることができること，

光，音，熱，運動などに変換できること等につ

いて学習した後に，micro:bit を活用したプログ

ラミング教育を位置付けて体験した。そして，

実践前後に児童対象にアンケート調査を行った。 

 アンケート調査の結果を比較すると，設問２

では，漸近有意確率(両側)0.029，有意確率＝

0.029<有意水準 0.05 であり，実践前後のあい

だに差があることが示された。  

これらのことから，小学校プログラミング教

育の手引（第二版）においてA 分類として例示

されている理科第６学年「電気の利用」単元に

おいて，micro:bit を活用したプログラミング教

育を行うことで，プログラミング教育のねらい

の１つである，「本単元での学びをより確実なも

のとする」ことが示唆された。

また，児童の感想や観察の様子から，micro:bit
とタブレット端末が一人１セットある学習環境

でプログラミング教育を行うことにより，児童

は主体的かつ自分に合った進度で学習に取り組

むことができた。

今後の課題として，小学校段階におけるプロ

グラミング教育A 分類だけでなく，様々な実践

事例を参考にしながら，組織として計画的・系

統的に指導していく必要があることが挙げられ

る。  

さらに，同じ学習環境において，ペアプログ

ラミングやグループでの学習形態と，一人１セ

ットの学習形態の学習効果を比較検討していく

必要がある。
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地域の飲食店の課題を IoT型プログラミングツールで実際に解決する 

小学校の総合的な学習の時間のカリキュラム開発 

小池翔太（千葉大学教育学部附属小学校）・佐藤和紀（常葉大学）・萩原丈博（ソニー株式会社） 

竹内慎一（ＮＨＫエデュケーショナル）・堀田龍也（東北大学大学院） 

概要：本研究では，児童が地域の飲食店の課題を発見し，IoT 型プログラミングツールで実際に解決す

る，総合的な学習の時間のカリキュラムを開発し，実践を行った。これらを通して，地域の課題を実際

に解決していくことを目標とし，その上でプログラミングを体験することが，探究的な学習の過程に

適切に位置付いたカリキュラムが開発可能であるかを検討した。34 名 1 学級を対象に実践した結果，

課題解決を目指した 10 のアイディアを考え，全ての班が飲食店で実行できた。授業後の児童の感想で

は，準備不足だったという回答が多く見られたが，「この学習を通してお店のためになれた」という設

問に対して，全員が肯定的な回答をしていた。 

キーワード：総合的な学習の時間，地域学習，プログラミング教育，カリキュラム開発

１ はじめに 

平成 29 年告示の小学校学習指導要領（以下，

新学習指導要領）において，総合的な学習の時

間の内容の取扱いとして「プログラミングを体

験することが，探究的な学習の過程に適切に位

置付くようにすること」（文部科学省 2017a，

p.182）という記述がある。

このような授業については，より多様な分野

で実践を行う必要があると言われている。片山

（2017）は，こうした授業の実践例が少ないと

指摘した上で，カリキュラムを編成し実践を行

ったと報告している。これを受けて三井ほか

（2019）は，「福祉分野」における授業開発を行

ったが，それ以外の多様な分野での実践の必要

性があると指摘している。 

 また，総合的な学習の時間における地域学習

に関するプログラミング教育の先行実践には，

課題があると考えられる。「プログラミングを体

験することが，探究的な学習の過程に適切に位

置付く」実践はいくつか確認できるが，新学習

指導要領解説の総合的な学習の時間編の「地域

の事象を取り上げ，それらを実際に解決してい

く過程が大切」（文部科学省 2017b，p.27）とい

う点を踏まえた実践報告は管見の限り見当たら

ない。その多くは，未来の町づくりを考えてプ

ログラミングで表現したり，発表したりするも

のに留まっている。 

したがって，地域の課題を実際に解決してい

くことを目標とし，その上で，プログラミング

を体験することが，探究的な学習の過程に適切

に位置付いた授業が開発可能であるかを，実践

研究を通して検討していくことが必要である。 

 本発表では，児童が地域の飲食店の課題を発

見し，IoT 型プログラミングツールで解決する

総合的な学習の時間のカリキュラムを開発し，

実践を行った結果について報告する。なお，IoT

型プログラミングツールの特性やそれを活用す

る理由については，第 3 章で論じる。 

２ 研究の方法 

（１）調査対象および調査時期

 X 小学校 5 年生 1 学級(34 名)を対象に，2019

年 4 月～7 月の総合的な学習の時間のカリキュ

ラムの開発・実践を行う。授業者は第一著者で

ある。 

ここで調査対象となる児童の実態を述べる。
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本児童は 4 年生までに，プログラミングを体験

する学習を行っている。所属学級によって学習

内容や時間は前後するが，例えばブロック型プ

ログラミング言語を使って，micro:bit の LED

を制御するなどの活動を行った。よって，地域

の課題をプログラミングで実際に解決する学習

は，全ての児童が初めて経験していく。また，

公共交通機関を利用して通学する児童が多いた

め，学校周辺の地域について馴染みが薄い児童

が多い。そして，総合的な学習の時間で地域学

習を行うことも初めてである。 

（２）分析方法

まず，カリキュラムのねらいとそれを踏まえ

たデザインの工夫を記述した上で，カリキュラ

ムを開発する。次に，授業者による観察とメモ，

映像記録を元に，ねらいに関する授業の実際を

記述する。全ての授業の実践後，授業全体に対

する児童の意識調査を行う。 

（３）カリキュラムの開発

文部科学省(2017b)の新学習指導要領解説の

総合的な学習の時間編や文部科学省（2018）「小

学校プログラミング教育の手引（第二版）」の内

容，児童の実態を踏まえて，次の 3 点をカリキ

ュラムのねらいとする。 

①飲食店の課題を自ら発見できる

②客や店員など複数の立場での潜在需要を

満たすような，IoT 型プログラミングツー

ルを活用した解決策を思考し実行できる

③学習したことが地域のお店の役に立った

という実感をもつことができる

このねらいを踏まえて，次の 3 つのカリキュ

ラムのデザインの工夫をした。

1 点目は，IoT 型プログラミングツール「MESH」

を学習で活用したことである。MESH とは，ソニ

ー株式会社により開発された，ブロック形状の

無線電子ブロックである。例えば「人感ブロッ

ク」を店の入口に置き，人が通ったら音を鳴ら

すプログラムをすることで，入店音を流すこと

ができる。プログラミングの学習用に設計され

た教材よりも，MESH のようなツールとして開発

されたものを用いることで，より多様な課題解

決に向けて児童が考えることができると考えた。 

2 点目は，「探究的な学習における児童の学習

の姿」（文部科学省 2017b，p.9）を想定して単元

を構成したことである。プログラミングを通し

て課題を解決する際，使用するツールの特性に

とらわれ，結果的に課題解決の方向性を狭めて

しまう懸念が考えられる。そこで，平成 20 年と

新学習指導要領解説の総合的な学習の時間編で

示されている「探究的な学習における児童の学

習の姿」を踏まえ，「探究の過程」を発展して繰

り返す児童の姿を，図１のように想定した。 

3 点目は，実際に解決する地域の飲食店を，X

小学校近くで商店街の活性化に取り組む飲食店

へ依頼したことである。この店舗は，泉・中里

（2013）などで論じられているように，2000 年

からこの商店街で開始された地域通貨を導入し

ている。このような店舗であれば，本研究で開

発する授業の趣旨を理解して頂けると考えた。

また，児童が地域学習を行っていく上で，こう

した商店街の活性化について学ぶことも重要な

機会であると考えた。なお，授業づくりの過程

で学校とお店との連携体制を整えたり，ねらい

を達成したりするために，同商店街で定期市の

主催などを行う地域支援コーディネータの方に

も，一連の授業について協力頂いた。 

 以上を踏まえて開発した 19時間(1時間 40分

扱い)のカリキュラムを表１に示す。 

図１ 探究する児童の姿の想定（一部） 
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（４）授業の実際

①飲食店の課題を発見する場面(2次 5～11時)

5 時間目には，次のように授業者が話して導

入を行った所，飲食店の課題を自分たちで解決

したいという児童の姿が多く見られた。 

学校近くにある飲食店で食事をしていた際，お店
の人と話をする機会がありました。そこで 5 年生
のみんなが教室の IoT 化の学習をしている話をし
ました。実際にお店の方にも MESH を触ってもらい
ました。すると「これをぜひお店でもやってほし
い」と言われました。みなさん，どうしますか？ 

このように店員から児童へ向け，正式な依頼を

行うような手立てを行った。これにより，児童

が店員の都合で利用されるのではなく，地域の

当事者として実際に貢献する学習が行えるよう

にした。その結果，授業者の話に対し「やりた

い」などと声を挙げる児童の姿が多く見られた。 

 9 時間目には，課題解決を目指した以下の 12

のアイディアを学級全体で挙げることができた。 

【主にお客に関して】 
①間もなく料理が提供されることを伝える音と光
②入店時に地域通貨の取引後の音を流すセンサー
③入店時にその日の気温に応じた，おすすめメニ
ューの音声を自動で流すセンサー

④メニューのボタンを押すと，おすすめメニュー
を音声で流す仕組み

⑤卓上の気温を確認して自動で動く扇風機
⑥トイレにあるカレンダー記載の名言を音声紹介
【主に店員に関して】
⑦お客が呼び出していることがわかるランプ
⑧調理場の気温を確認し自動で動く扇風機
【主にお店全体に関して】
⑨店の前の植木鉢への自動水やり機
【主に飲食店の広報に関して】
⑩店の前を人が通ったら宣伝するまねき猫
⑪店掲示の千葉市の地図の音声紹介
【主に商店街の広報に関して】
⑫店掲示の商店街の広告の音声紹介

このうち，自分が解決したい課題を選ばせたと

ころ，⑧と⑫以外のアイディアが残った。そし

て，各班 2～6 人の計 10 班を編成した。 

②複数の立場での潜在需要を満たすような解決

策を思考し実行する場面(2次 12～18時)

例えば「⑩店の前を人が通ったら宣伝するま

ねき猫」の班（以下 10 班）は，お店の入り口に

自作のまねき猫を置き，人が通ると「いらっし

ゃいませ」と録音した音声で呼び掛けることで

お客を呼び込む仕組みを作った。夜になるとま

ねき猫が自動で光る工夫もした。使用したプロ

グラムは，人感ブロック・LED ブロック・明るさ

ブロック・スピーカーブロックである（図２）。 

10 班は，12 時間目の中間報告会で「お店へ呼び

込むだけでなくお店が地域に愛されるための仕

組みを考えて」というアドバイスを地域支援コ

ーディネータから頂いた。そこで，実際にお店

で実行する前に，録音した音声を「ゆりの木商

店街はみんなから愛される商店街です。楽しい

ですよ」という音声変えて，商店街の課題につ

いても解決するアイディアに修正していた。 

 そして 16～18 時間目は，10 班全てのアイデ

ィアを飲食店で実行することができた（図３）。 

表１ 開発した 19 時間(1時間 40 分扱い)のカリキュラム 

次 時 学習活動のねらい 学習活動 

1 

1 
産業の変化を知り，IoT 技術が生活に
及ぼす影響を考えることができる 

・政府広報「Society5.0」の映像を視聴する
・IoT 技術が進む社会をどう思うか発表する

2～4 
IoT 技術を活用することで，自分たち
がよりよい生活を送る可能性があると
いうことに気付くことできる 

・「MESH レシピ」を参照して，実装例を知る 
・教室の何を IoT 化したいかを班で話し合う
・アイディアをプログラミングで表現し発表する

2 

5～11 
学校周辺の地域を知り，飲食店の課題
を自ら発見し，プログラミングによる
解決の方向性を考えることができる 

・飲食店の店主から児童への依頼を聞く
・フィールドワークでヒアリングや試食をする
・自分が解決したいことをプログラミングする

12～15 
地域支援コーディネータの方へ中間報
告をし，複数の立場での潜在需要を満
たす修正案を考えて表現できる 

・中間報告会で途中までできた解決策を発表する
・地域支援コーディネータのアドバイスを聞く
・よりよい解決策を目指して最終準備をする

16～19 
解決策を飲食店で実行し，地域の役に
立ったという実感をもてる 

・営業開始から 30 分間，MESH を飲食店に置く
・お客さんに使ってもらい，お店の人へ発表する

図２ 10 班が考えたプログラム 
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３ 結果 

 まず「学習を通してお店のためになれた」「西

千葉の地域を知れた」と 4 件法で尋ねた結果を

表２，表３に示す（1 名の児童は回答時欠席）。 

次に，学習を振り返った自由記述の出現語数

を確認した。多く見られたのは，「準備」や「（MESH

などの）置く（位置・場所）」，「計画」などのよ

うな準備不足だったという内容であった。 

４ 考察 

 まず，開発したカリキュラムのねらいを達成

できたかどうかを考察する。実践と意識調査の

結果，自ら発見した課題解決の 10 のアイディ

アを実行できたり，「学習を通してお店のために

なれたと思う」という設問に全員が肯定的な回

答をしていたりしたことなどからも，おおむね

達成できたといえる。 

次に，「はじめに」で論じたようなカリキュラ

ムが開発可能なものであったかどうかを考察す

る。意識調査で児童が準備不足だったと課題に

感じていたことなどから，実行する前に予行演

習する時間を設けるなどの多少のカリキュラム

の修正が必要であったと考えられる。しかし，

上記のようにねらいをおおむね達成できたとい

えることからも，開発可能なカリキュラムであ

ることが示唆されたといえる。 

５ 結論と今後の課題 

本研究により，地域の課題を実際に解決して

いくことを目標とし，その上で，プログラミン

グを体験することが，探究的な学習の過程に適

切に位置付いた授業が開発可能であることが示

唆された。今後の課題は，本カリキュラムにつ

いて詳細かつ多様な分析を行っていくことであ

る。また，成果の一般化に向けて，本研究で開

発したような授業の実践研究を，より多くの地

域で行っていく必要がある。 
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表２ お店のためになれた（N=33） 
とても まあまあ あまり まったく 無回答 

20 13 0 0 0 

表３ 西千葉の地域を知れた（N=33） 
とても まあまあ あまり まったく 無回答 

20 11 2 0 0 

図３ 10 班がアイディアを実行する様子 
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福祉をテーマとした探究的な学習でのプログラミング体験に関する考察 

小林翼（高森町立高森中央小学校）・山本朋弘（鹿児島大学大学院） 

概要：本研究では，福祉をテーマとした探究的な学習において，施設での情報活用の観察や情報収集

の活動からプログラミング体験に発展させ，探究的な学習を深める授業を実施した。福祉施設で役立

つプログラムを考えさせることで，相手意識や目的意識を明確にした授業を展開するようにした。児

童への意識調査や作成したプログラムを分析した結果，福祉をテーマに設定して自ら探究する学習に

プログラミング体験を位置付けたことで，児童のプログラムや情報社会に関する気づき,態度に効果

があるとともに，児童がプログラミングに対する課題価値を感じていることが分かった。 

キーワード：福祉，総合的な学習の時間，プログラミング，探究的な学習，IoT ブロック

１ はじめに 

学習指導要領（2017）では，小学校段階でプロ

グラミングを学習することが示され，小・中・高

等学校を通じたプログラミング教育充実の必要性

について述べられている。 

総合的な学習の時間については，「プログラミン

グを体験しながら論理的思考力を身に付けるため

の学習活動を行う場合には，プログラミングを体

験することが，探究的な学習の過程に適切に位置

付くようにすること。」（文部科学省，2017）とあ

り，探究課題の設定とその過程にプログラミング

を位置付けることを明記している。しかし,小学校

プログラミング教育の手引（第二版）（文部科学省，

2018）で例示されている探究課題は一部（情報，

科学技術，ものづくりの３つ）に限られている。

その他の探究課題に関しては，実践や事例がない

現状にあり，様々な探究課題での実践が求められ

ている。 

Scratch をはじめ，ビジュアルプログラミング言

語を活用した実践が数多く報告されている中，三

井らの研究（2018）では，IoT ブロックを活用した

プログラミングを児童が好意的に捉えていること

を述べている。IoT ブロックである MESH はセン

サーやライトなど機能ごとに用意されたブロック

を用いて直感的にプログラミングを体験でき，ア

イディア次第で様々なプログラムを作成できる。 

そこで本研究では，新たな探究課題として福祉

を設定し，IoT ブロックを活用したプログラミン

グ体験を位置付けた授業実践を展開することとし

た。 

２ 研究の方法 

（１）調査対象 

 小学校第４学年 21 人を対象とし，2019 年４月

〜７月の期間に実施した。単元の指導計画を作成

し，総合的な学習の時間における探究的な学習の

中にプログラミング体験を位置付けて計画的に実

践することとした。 

（２）実施環境 

IoTブロックであるMESHと一人一台の iPadを
活用することとした。今回使用した MESH の IoT
ブロックは，人感センサー，温度湿度センサー，

明るさセンサー，動きセンサー，スイッチとLED
である。 

（３）児童向け意識調査 

単元の前後に児童向け質問紙調査を実施し，プ

ログラミング学習に関する意識の変容を分析する

こととした。評価項目としては，岡崎らの研究

（2017）で用いられたプログラミングに関する意

識調査の質問項目（16項目）を活用した。評価尺

度は４：とてもそう思う，３：そう思う，２：あ

まり思わない，１：思わないの４段階で回答させ

ることとした。 

（４）指導計画の作成 

本研究の単元の指導計画を表１に示す。探究的

な学習を展開するために課題設定，情報の収集，

整理・分析，まとめ・表現の４つの過程を位置付

けた指導計画を作成した。一次では自分たちが住

んでいる町の施設の学習から，福祉施設に目を向

け，課題を設定する。二次では施設訪問を行う。

人々との交流や施設見学の中で得た情報の整理を

行うことで，プログラムで動いているものやセン
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サーの活用について知る。三次ではセンサーの利

用について考え，プログラミングを通して，より

よい社会や町について考える。四次では学習した

ことを新聞としてまとめて，発信する。 

三次のプログラミング体験では山本・薮田（2016）

の実践研究をもとに，練習課題型と相手設定型の

二つの課題で能動的に学習を展開できるようにす

る。相手設定型としては訪問をした施設の人々を

想定し，相手意識をもってプログラミング体験が

できるようにする。 

３ 研究の実際 

（１）課題設定 

１時間目に児童の生活経験から町にある公共施

設についての情報を共有し，付箋を用いて観光や

商業，福祉など分野ごとに整理を行った。共有し

た施設について尋ねると，利用している施設につ

いては施設の目的等を理解していたが，福祉施設

については詳しく知らない様子だった。そこで，

２時間目はパンフレットをもとに，福祉施設につ

いて調べることで施設の概要について理解をさせ

た。福祉という言葉について確認をし，児童は「福

祉施設ではどんな工夫をしているのか。」などの個

人の課題を設定した。それらの個人の課題を共有

することで「人にやさしい町にするにはどうすれ

ばいいか。」という全体の課題を設定した。 

（２）情報の収集 

二次では福祉施設訪問を通して，課題に対して

の情報収集を行った。施設の方の説明を聞いたり，

疑問点を質問したりしながら主体的に情報を収集

する姿が見られた。写真１は施設でセンサーライ

トを発見した児童の様子である。利用者を運ぶ移

乗用具や玄関の自動ドアなど，プログラムで動い

ているものやセンサーの活用について，学校の設

備と比較をしながら発見する様子が見られた。学

習後の感想では，「利用する人のためにたくさんの

工夫があることが分かりました。」，「どうして自動

で電気がつくのか不思議に思いました。」など人々

の工夫や思いだけでなく，設備面での工夫にも気

付き，学んだことからさらに疑問をもつことがで

きた。 

施設訪問後はセンサーライトや自動ドアに活用

されているセンサーについて確認をして，身の回

りでの活用について考えさせた。探究的な学習の

中で，情報技術の活用について発見したことで，

冷蔵庫のライトやトイレの自動洗浄など身近にあ 

表１ 単元の指導計画 

次 時 学習活動 

プログラミング意識調査（１回目） 

一次 

課題 

設定 

１ ・町にある公共施設についての情報を共

有し,福祉施設について知る。 

２ ・福祉について知り,課題を設定する。

二次 

情報 

の 

収集 

３ 

４ 

施設訪問（体験学習） 

・施設訪問を通して情報を収集する。

５ ・福祉施設での工夫を共有し，センサー

の利用について考える。 

６，

７ 

・MESH の基本的な操作方法について知

る。 

三次 

整理 

・ 

分析 

８ プログラミング体験（練習課題型１） 

・教師が作成した防犯カメラのプログラ

ムを提示し,動きや働きを考える。 

９ プログラミング体験（練習課題型２） 

・教師が提示した地震通知のプログラム

を児童が作成し,動きや働きを考える。 

10 プログラミング体験（相手設定型１） 

・一つのセンサーを活用し,福祉施設の

人々の役に立つものを作成する。

11 プログラミング学習（相手設定型２） 

・二つのセンサーを活用し,福祉施設の

人々の役に立つものを作成する。

四次 

まとめ 

表現 

12 

13 

14 

・学習したことを新聞としてまとめ，発

信する。 

プログラミング意識調査（２回目） 

写真１ センサーライトを発見した児童の様子 

るセンサーの活用について考えることができてい

た。 

（３）整理・分析（プログラミング体験） 

①練習課題型 

整理・分析の段階では，練習課題型，相手設定

型の段階的なプログラム体験を位置付けた。 

練習課題型では，教師が作成したプログラムの

読み取りを行った。練習課題型１では，教師が提

示したプログラムを見て動きを読み取らせた。練

習課題型２では，提示したプログラムを児童に作
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成させた上で動きを読み取らせた。福祉施設の

人々の安全な生活を想定し，練習課題型１で防犯

カメラ，練習課題型２で地震通知のプログラムを

それぞれ提示した。 

練習課題型１では，写真２のような人感センサ

ー，タイマー，スピーカー，カメラの４つのブロ

ックを活用した防犯カメラのプログラムの動きを

読み取らせ，どのような場面で活用できそうかを

シートにまとめさせた。その後，シートを基にグ

ループで話し合いを行わせた。 

練習課題型２では，動きセンサー，スピーカー，

タイマー，通知の４つのブロックを活用した。児

童は提示されたプログラムを作成し，実際に動き

センサーを振りながら動きや働きについて考えて

いた。その後は，練習課題型１と同様の流れで学

習を行った。「音を鳴らす前に写真を撮った方がい

い。」や「別の音にした方がいいのでは。」などプ

ログラムの順番や内容を検討する姿が見られた。 

②相手設定型 

相手設定型１の課題は，５つのセンサーから一

つを選択し，福祉施設の人に役立つプログラムに

ついて考えた。考えたプログラムをグループで発

表し，アドバイスや質問をした後，修正を行わせ

た。相手設定型２ではセンサーの数を２つに増や

し,相手設定型１と同様の流れで学習を行った。話

し合いの中では，順番やブロックの設定の変更（時

間や音の種類を変える）などプログラムの改善点

を検討していた。写真３のように，実際にセンサ

ーに触れ，タブレット端末上のプログラムを示し

ながら活発に話し合う姿が見られた。 

不審者を感知したら音で知らせるプログラムや

室温が高くなったら通知をするプログラム，家族

と一緒に集合写真をとるプログラムなど，施設の

人々の安全や健康，娯楽など様々な視点で目的意

識と相手意識をもって考えることができていた。 

（４）まとめ・表現 

まとめ・表現では「やさしい町づくり」につい

て学んだことを，グループで新聞としてまとめさ

せた。福祉施設での工夫や人々の思い，そして，

福祉施設の人々のために考えたプログラムについ

て３人で分担しながらまとめることができた。 

４ 分析結果 

表２は相手設定型１，２で使われたセンサーの

個数一覧である。人感センサーの活用が最も多く，

温度湿度センサーの活用が最も少ないことが分か 

写真２ 課題設定１で読み取ったプログラム例 

写真３ 考えたプログラムをもとに話し合う様子 

表２ 相手設定型で児童が活用したセンサー 

った。福祉施設で見たセンサーライトや自動ドア

が人の動きに反応するものだったため,人感セン

サーの活用が児童にとってはイメージしやすかっ

たためと考えられる。温度湿度センサーに関して

は，温度や湿度の変化が視覚的に分かりにくく，

活用のイメージが持てなかったためと考えられる。 

表３にプログラミングに関する意識調査の結果

の一部を示す。意識調査の結果から,プログラミン

グ教育の目標に関する４項目全てで単元後が単元

前に比べて有意に高い結果となった。探究的な学

習の中で，自分で考えてプログラムの作成を行っ

たことで，プログラムだけでなく,情報社会での活

用や問題解決まで目を向けられたことが分かる。 

成功期待では,「（７）プログラミングの授業を

理解できる自信はある。」，「（９）プログラミング

が不得意になってしまうと思う。」の２つの項目で

単元後が１％水準で有意に高い結果となった。残

りの３つの項目では有意な差が見られなかった。

段階的な課題設定により,内容の理解はできたが,

得意になるまでには至っていないことが分かった。 

センサーの種類 相手設定型１ 相手設定型２ 

明るさ ２(9.5%) ７(33.3%) 

人感 ８(38.0%) 14(66.7%) 

ボタン ５(23.8%) 11(52.4%) 

動き ４(19.0%) ７(33.3%) 

温湿度 ２(9.5%) ３(14.3%) 
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 課題価値では,「(13)プログラミングの問題を解

くのは楽しいと思う。」，「(15)プログラミングの授

業で習ったことは，他の教科の役に立つと思う。」

の２項目で単元後が１％水準で有意に高い結果と

なった。「（11）プログラミングの授業が楽しいと

思う。」, 「(14)プログラミングができるというこ

とは大切か。」，「(16)プログラミングで習ったこと

は，普段の生活でも役に立つと思う。」の３項目で

単元後が５％水準で有意に高い結果となった。残

りの２つの項目では有意な差が見られなかった。 

福祉に関する探究的な学習の中に,相手意識を

持ってプログラムを考える活動を位置付けたこと

で,問題解決や有用性についての項目が高まった

と考えられる。また,体験を通して動きや明るさな

どのセンサーの活用を考えたことで，理科（電気）

や社会（防災）など他教科の学習と関連させるこ

とができたと考えられる。 

表３ 児童向け意識調査の結果 

単元前 単元後 t 値
P

成功期待 

(５)プログラミングが得意に
なる⾃信がある。

2.76 2.95 0.61 

(0.94) (1.07) n.s

(６)プログラミングの授業に
ついていけなくなると思う。

2.10 1.62 1.88 

(0.76) (0.86) n.s

(７)プログラミングの授業を
理解できる⾃信はある。

2.48 3.00 1.67 

(1.03) (1.00) ** 

(８)プログラミングが分から
ないようになると思う。

1.67 1.71 0.18 

(0.79) (0.84) n.s.

(９)プログラミングが不得意
になってしまうと思う。

2.14 1.43 3.00 

(0.91) (0.59) ** 

課題価値 

(10)プログラミングが⾯⽩い
と思う。

3.10 3.43 1.22 

(0.88) (0.87) n.s

(11)プログラミングの授業が
楽しいと思う。

2.71 3.38 2.52 

(0.84) (0.86) * 

(12)プログラミングはつまら
ないと思う。

1.76 1.71 0.19 

(0.76) (0.84) n.s

(13)プログラミングの問題を
解くのは楽しいと思う。

2.24 3.19 3.39 

(0.99) (0.81) ** 

(14)プログラミングができる
ということは⼤切か。

2.29 3.10 2.49 

(1.05) (1.04) * 

(15)習ったことは,他の教科
の役に⽴つと思う。

1.95 3.05 3.31 

(1.07) (1.07) ** 

(16)習ったことは,普段の⽣
活でも役に⽴つと思う。

2.10 2.95 2.32 

(1.26) (1.11) * 

※（）内は標準偏差，**p<0.01,*p<0.05

５ まとめ 

本研究の成果と課題を以下に示す。 

・福祉に関する探究的な学習の中にプログラミン

グ体験を位置付けることで，プログラミング教育

のねらいに迫ることができた。

・探究的な学習の中で相手意識を持たせてプログ

ラミング体験させることで,児童は課題に対して

の価値を感じ，プログラミングの有用性や生活と

の関連について考えることができた。

・プログラミングの授業の楽しさだけでなく,プ

ログラミング自体の楽しさを実感させ,自信を

持って活動できるような学習展開や課題の設定

について検討が必要である。
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興味関心を引き出し試行錯誤で夢中にさせるプログラミング学習 
―車型ロボットとドローンを活用した実践事例― 

 森 仁市・三枝 勲（株式会社夢デザイン総合研究所） 山西潤一（富山大学名誉教授） 

概要：学習は夢中になって行った時に教育効果を発揮する。本実践では，プログラミング学習においても

子どもたちが「面白い」と感じるように，プログラミングの基本を簡単に教えた後，ステップアップ形式

で課題をクリアさせ達成感を味わわせようとした。また，学習の成果を地域の人々に発表する場を設け，

教材となるドローンをどう動かせば参観者が驚いてくれるかをクラス全員で話し合わせた。試行錯誤の中

で，動かすイメージもそれに伴うプログラムも練り上げさせたことで，子供もそれを見守る教師も夢中に

なって取り組んだプログラミング学習を紹介する。 

キーワード：ステップアップ形式の学習 総合的な時間の活用 成果発表の場との連携

１ はじめに 

飯館村立の３小学校（草野・飯樋・臼石）は福

島県相馬郡にあり，東日本大震災時の福島第１原

発事故により全村避難していた学校である。平成

30年４月から以前中学校だった校舎を改築し，

小・中学校の子どもたちが同じ校舎で学んでい

る。今年度は小学生 33名，中学生 42名である。 

３小学校の子どもたちは，平成30年 11 月から

全学年でプログラミング学習を行った。今回紹介

する実践は６学年の出前授業の様子である。尚，

担任教師には子どもたちと同様の経験をしてもら

い，プログラミング教育のイメージを持った後は

主体的に同学習が進められるようにした。 

２ 利用した学校の ICT 環境 

今回行った授業での ICT 環境は以下の通り 

・ 13 名に一人１台のタブレット端末

(第５世代 iPad Wi-Fi モデル)

・ Wi-Fi によるインターネット接続

・ 短焦点プロジェクター

・ 使用機器およびソフトは

車型ロボット（ビュートローバー）

使用ソフト（ビュートビルダー２） 

ドローン    （DJI トイドローン TELLO）

使用ソフト（TELLO EDU）

３ 研究実践内容 

（１）車型ロボットを活用した実践

子どもたちは車型ロボットのプログラミング学

習を行う前に，スクラッチを使ったプログラミン

グをひと通り経験しており，正しくプログラミン

グすれば自分の思い描いた通りにキャラクターを

動かすことができる面白さを経験済みである。 

車型ロボットはビュートローバーを使用した。

この車型ロボットは左右の車輪を動かす２個の

DC モーター・２個の赤外線センサー・LED ラン

プ・ブザーを備えている。この機能を活かし，本

実践では，はじめに「車輪の制御」を行わせ，次

第に「LED ランプ」「ブザー」「赤外線センサー」

の制御へとステップアップさせた。課題に挑戦さ

せることで夢中にさせようと考えた。 

ステップアップ形式の学習では子どもたちの課

題達成進度はバラバラになる。しかし，自分が意

図した制御を行うために個々が試行錯誤すること

は，諦めずに自力で取り組む力がつくとともに，

「物事を整理して考える力」すなわち“論理的思

考”が身につくだろうと考えた。友達に聞いたり

しながら達成しようとする過程においては，協調

性や表現力が身につくと考えた。 

表１「車型ロボットを動かそう」の指導計画 

段階 学習活動・活用 (指導者：森 仁市) 

導 

入 

(15) 

・ビュートビルダー２を使った基本的な

プログラミングの練習

・車型ロボットの機能紹介(ビデオ)

展 

開 

(50) 

・課題１「前後左右に動かそう」 20 分

・課題２「ランプを点灯させよう」10分

・課題３「ブザーを鳴らそう」  10 分 

・課題４「赤外線センサーを使ったライ

ントレース」10分（ステップアップ）

・友達からアドバイスをもらう協働学習

応 

用 

(20) 

課題４「ライントレースに再挑戦」 

・赤外線センサーの数値設定

・センサー感度と測定方法
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課題５「滑らかな８の字に走らせる」 

ま 

と 

め 

(5) 

・プログラミング学習後の感想発表

うまくいった点と苦労した点の発表

・次回予告を聞く

（ドローンのプログラミング） 

① 導入の段階

子どもたちに「できそうだ」とう自信から意

欲を持たせるため，今回使うビュートビルダー

２もスクラッチと考え方は同じだということを

はじめに伝えた。その後車型ロボットの機能を

ビデオで紹介したため，子どもたちの意欲は一

気に高まった。担任教師にも iPad を渡した。

② 展開の段階

最初の課題は車輪制御を行わせた。時間内で

あればプログラミング内容をどんどん変え，自

分のイメージ通りに動かしていいこととした。 

子どもたちは，はじめは前後に車型ロボット

を動かすことで喜んでいた。しかし慣れてくる

と，前後に動く時間を変えたり左右に向きを変

えたり回転させたりして楽しむようになった。

中には試走させていた廊下にコースを作り，そ

の通り動かそうとする子供も出てきた。 

途中なかなかうまくプログラミングできない

子供に対し、それを見ていた教師が手を加えよ

うとする場面があった。しかし，身に付けさせ

たい力を再確認し，自ら友達に聞いたりそれで

もわからない場合は教師に助言を求めたりでき

るようにしていった。 

写真 1 プログラミングと教え合い活動 

ランプを点灯させたりブザーを鳴らしたりす

るプログラムは，車輪制御のプログラムに加え

るだけなので，学習の途中に全体の活動を止め

て補足する形で十分だった。しかし，赤外線セ

ンサーを使ったライントレースは，照度に応じ

た数値設定をしなければならないので案の定う

まくいかなかった。 

③ 応用の段階

赤外線センサーの設定は実験をしながら調整

すべきことを伝えた。また，プログラミングソ

フト上での感度測定の方法も指導した。この

時，子どもたちが作業している机上と実際に走

らせるコース上の明るさが違っていたので、う

まく感度を合せられない子供が多数いた。コー

ス上で計測すべきだったと後で気が付いた。

課題を早く達成した子どもたちには車輪の調

整をさらに複雑にする「滑らかな８の字走行」

に挑戦させたが達成に十分な時間がなかった。 

写真 2 車型ロボットの動作を眺める子どもたち 

④ まとめの段階

ここでは子どもたちそれぞれに感想を述べさ

せ，「難しかったけれどうまくいった点」を全体

の場で発表させ称賛するようにした。 

次時の予告では，平面で動く車型ロボットか

ら空間移動のドローンプログラミング（ステッ

プアップ）であることを強調し意欲を高めた。 

（２）ドローンを活用した実践

子どもたちはドローンの存在と魅力を知ってい

る。しかし扱った経験はない。このため学習に始

まる前から興味津々であった。 

この時間で使用するドローンは４機。本来なら

13機欲しいところだが予算の関係もあって 13人

を４グループに分けて学習することにした。  

結論から言うと車型ロボットのプログラムより

今回のドローンのプログラムの方が簡単であるが

空中を移動するので子どもたちの興味関心はより

高くなった。しかし，使用するのはあくまで小型

のトイドローン（玩具）なので，プログラムに間
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違いがなくても正確に飛ばすことは難しい。その

誤差も考慮に入れながら学習を進めた。 

さらに，今回の学習成果は村の行事（新春のつ

どい）での発表につなげる計画を立てた。その際

学級全体の話し合いによりプログラミングを仕上

げるようになるため，意欲向上とその持続，およ

び学級の意識の一体感を作り上げようとした。 

表２「ドローンを飛ばそう」指導計画 

段階 学習活動・活用 (指導者：三枝 勲) 

導 

入 

(15) 

・TELLO ED を使った基本的なプログラ

ミングの練習

・ドローンと iPad の接続

展 

開 

(40) 

課題１ 離陸と着陸    10 分 

課題２ 前後左右への飛行   10 分 

課題３ 方向転換をしての飛行 20 分 

四角形の飛行 

五角形の飛行（外角の考え） 

応 

用 

(30) 

課題４ 障害物飛行１ 

高低差を設けない障害物 

課題５ 障害物飛行２ 

高低差もある障害物 

ま 

と 

め 

(5) 

・プログラミング学習を経験しての感想

発表

・次回予告を聞く

（ドローンを使った村行事での発表） 

① 導入の段階

導入では車型ロボットのプログラミングソフト

と今回使用するソフト(TELLO ED)との違い（離

陸と着陸の命令がある）や機体と iPad を Wi-Fi 接
続する方法を中心に指導した。使用ソフトは平成

30年度までは日本語表記があったので問題はなか

ったが，現在は中国語や英語のみとなった。

さらに Wi-Fi 接続では，「他のグループで使用す

る機体に間違って接続しないこと」「グループ内で

同じ機体を使用するので，自分が飛ばした後は接

続を解除すること」を繰り返し指導した。 

② 展開の段階

課題１では離陸と着陸のみを行った。子どもた

ちは難なく課題を達成したが，この単純な離陸と

着陸だけでも大きな歓声が上がった。 

課題２は前後左右への移動を行った。この課題

も難なく達成することができたが，プロペラの回

転にムラがあるのか，正確に元の位置に戻るのが

難しかった。また，プログラミングソフトのバグ

なのか，プログラムの命令伝達にタイムラグが出

ることがあった。 

課題３では，方向転換の方法を学ばせた。子ど

もたちは 90度変えるプログラミングを簡単に行え

た。しかし，ステップアップとして行わせた五角

形の飛行プログラムは，命令する角度への理解

（外角と内角）不足からなかなかうまくいかなか

った。この時，グループ内のドローンは１機しか

ないため，プログラミングソフト内の飛行シミュ

レーション機能を使わせ機体不足を補った。

時間内に課題を達成できなかった子どもたちに

は，自分自身がドローンなったつもりで考えさ

せ，進行方向に対する角度（五角形の外角）を入

力させた。また，命令を簡単にする「繰り返しの

命令」を使った子供の事例も紹介し，他の子ども

たちには積極的に真似するように伝えた。 

写真３シミュレーションを活用したプログラム 

③ 応用の段階

基本的なドローンのプログラミングに慣れた後

に「障害物飛行（高低差無し）」を行った。この場

面では協働学習を取り入れ，試行錯誤する学習の

中で協調性や表現力の向上を図りたいと考えた。 

この障害物飛行はグループ対抗にしたところ大

変な盛り上がりとなった。子どもたちは障害物の

場所を実測するためにものさしを持ってきたり，

プログラミングソフトのシミュレーションを確認

したりしながら，集中して課題達成を目指すこと

ができた。ステップアップとして用意した「障害

物飛行（高低差有り）」は制限時間の関係と，必ず

しもプログラミング通りには動いてくれないドロ

ーンの実態からどのグループも達成するまでには

至らなかった。 

④ まとめの段階

感想を発表させると、最後の課題が達成できな

かった悔しさと後でプログラミを見直してうまく
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飛行させたいという感想が多かった。 

担任と事前に計画していた村の行事への参加を

「ドローンの編隊飛行」と予告すると，子どもた

ちだけでなく担任の教師も意欲満々となった。 

（３）村行事におけるドローンの編隊飛行

① どんな編隊飛行にするかの相談

  この相談は担任教師の指導で学級活動や休み時

間に行われ，４機のドローンがステージ上に立つ

子どもたちの手から次々に離陸し観客の目の前の

上空で飛び回りまた手のひらまで戻ってくるとい

うものに決定された。 

② プログラミングの実際

 ドローンは必ずしもプログラミング通りには動

いてくれず，同じプログラムであっても機体によ

っては飛行距離にばらつきが出た。このため，教

師も子供たちの作業に手を貸しプログラム上の微

調整を行いながら完成させた。 

③ 村行事当日の発表

 ドローンの編隊飛行は村行事のオープニングの

際に行われた。４機のうち１機は途中で戻ってき

てしまうハプニングが起きたが（iPad の操作画面

に触れてしまいプログラムのブロックが離れてし

まった）概ね成功であった。 

４ 成果と課題 

本実践の成果と課題は以下のようにまとめた。 

成

果 

・プログラミング学習では，画面上だけで

はなく実際に動く教材を使用した方が子

供たちの反応が良い。

・試行錯誤の中で自然にプログラミング的

思考を育むことができる。

・制限時間内に課題のステップアップを図

る方法は，パソコンに触れる経験の差が

大きい集団であっても，個々の意欲を失

わせず意欲の持続を図ることができる。

・行事との連携を図ることで，学習の発展

の場面でも意欲の継続が図ることができ

る。発表中の驚きの声により達成感を味

わうことができた。

・IoT を経験の中で学ぶことができた。

・２時間続きで授業を行ったため時間にゆ

とりを持った実践を行うことができた。

・プログラミング的思考は，簡単な事から

経験させ，まずは興味を持たせることが

大切と感じた。そこからステップアップ

の経験をさせ「こんな動きにしたらもっ

と面白そうだ」と考えるようになれば，

発想力や想像力が高まるとわかった。 

課

題 

・物が動く教材を使用する場合，プログラ

ム上は問題がなくても機器の不具合など

の要素が加わるため，プログラム通りに

動かない場合がある。 

・特別に支援を要する子供は担任教師の手

を借りながらの指導になり，グループ内

での協働学習には無理があった。

・なかなか課題が達成できない子供には友

達に聞く方法をとったが，プログラムミ

ング内容が複雑になると難しかった。

・村行事との連携は失敗が許されないプレ

ッシャーから担任教師の負担があった。

飯館の小学６年生 13名の子どもたちは，ステッ

プアップ形式の授業に高い関心を持ち，意欲を持

続させながら学習することができた。また，動く

教材を使用したことにより，途中で飽きることな

く試行錯誤を繰り返す学習が行えた。ドローンを

用いた学習では協働学習を取り入れたところ活発

な話し合いがなされた。さらに，村行事での発表

に向け担任教師と子どもたちが一体となって編隊

飛行を完成させることができた。しかし，機体の

制御はプログラム通りにはならず，担任教師が子

供たちのプログラムを微調整することで補った。 

５ 終わりに 

来年度よりプログラミング教育が本格的にスタ

ートする。本実践は現場の教師が指導を行う際の

参考になればという思いで実践した。教科として

の時数が確保されてはいないこの学びは，どのよ

うに教科と関連付けるかなども重要な問題だが，

何れにせよ，次のような配慮が重要と考える。 

・ 子どもたちが「できそうだ」と思う内容から

取り組ませ，次第に発展的（個に応じたステ

ップアップ）にしていく。

・ 何かを真似したプログラムでもいいのでまず

は経験させ，次第に理想とするソリューショ

ンを考え出すための発想力や創造力を育む。

・ 協働学習の中で，効率的及び多様性のある解

決を生むための，統率力・協調性とも関連付

けられる表現力を育む。
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Pepperを用いたプログラミング的思考育成の試み 

－ICT機器の活用を基盤としたプログラミング教育の可能性を探る－ 

坂井 務（美郷町立大和小学校） 

概要：本校は島根県の山間地にある全校児童 65 名の小学校である。美郷町教育委員会の支援により，

日常的に ICT機器を活用した教育活動を実践している。昨年度には 2年生以上の全児童に iPadが一台

ずつ配置され，さらにソフトバンクグループ株式会社及びソフトバンクロボティクス株式会社の

「Pepper 社会貢献プログラム 2」で提供された人型ロボット「Pepper」の活用により，本校を含む町

内の 4 小･中学校に 2 台ずつ Pepper の配置がなされ，プログラミング教育実施に向けての環境が整っ

ている。本取組は，ICT 機器の活用を推進すると同時に，Pepper を用いたプログラミング的思考の育

成をめざした試みの実践報告である。 

キーワード：プログラミング教育，ICT 活用教育，タブレット端末，ICT 支援員

１ ICT機器に関する本校の実態 

 本校には美郷町教育委員会の方針により次の

ICT機器が整備されている。 

大型テレビ 各教室 1台 

ノート型パソコン 各教室 1台 

apple TV 各教室 1台 

iPad 2年生以上 （今年度 1年生導入予定） 

無線 LAN 校舎内配備 

デジタル教科書 国語，社会，算数，理科 

ラインズ e-ライブラリ 国語，社会，算数，理科 

Pepper 2台 

このように充実した ICT機器を活用した授業

を各教科で日常的に展開するとともに，総合的

な学習の時間の中でプログラミング教育を進め

ている。 

本稿では，Pepperを用いたプログラミング的

思考の育成をめざした実践とタブレットを活用

した日常の学習の実践を報告する。さらに，校

内で推進する ICT活用教育を支える ICT支援員

の実践についても併せて報告をする。 

２ 取組の実際 

⑴ 学習展開のモデル

本校においては，情報活用の実践力を育成す

るために，「みさとモデル」として示された「学

習の流れ」に沿って授業を展開している。 

その中で「ICT活用の７項目」を設け，プログ

ラミング教育を含め，平素の授業における ICT

機器の効果的な活用について研修を深めている。 

⑵ 第 5 学年 Pepper を活用したプログラミン

グ教育の実践 

本町におけるプログラミング教育で育む資

質・能力に倣い，本校の取組においても同様に

位置づけて実施した。 

特に，なぜ Pepperのプログラミングをするの

図 1 みさとモデル 

表 1 本校の ICT 機器設置状況 
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かという学びに向かう力・人間性に関わる部分

を大切にするとともに，児童が必要感をもって

学習に取り組めるように工夫をした。 

第 5学年の児童が，総合的な学習の時間にお

いて，Pepper をプログラミングした。次年度に

入学する予定の保育園年長児が 1日入学の日に

来校する時に，Pepper を使って学校案内をしよ

うというものである。 

Pepper を用いたプログラミングの学習は２

学期にセンサー機能，手を動かす，ディスプレ

イ表示等を学習している。3 学期にはその内容

を踏まえ，保育園児を連れて校内を案内して移

動できるように，自走するためのプログラミン

グを児童は考えた。 

単元の流れは次の通りである。 

時 主な学習活動 

1 ・新 1 年生の立場に立って，Pepper の動か

し方の視点を話し合い，整理する。

・学習計画を立てる。

2～

4 

・2 学期の学習を基に Pepper が話す，聞き

取る，手を動かす，ディスプレイ表示をす

る等のプログラミングを行う。

5～

7 

・Pepperをどのように移動させるか計画し，

移動するプログラミングを考え，実行す

る。 

8 ・一日入学で新 1 年生に学校案内をする。

・これまでの活動を振り返る。

本単元第２時に、３～４人グループを４班編

成した。そして、第６時において， 1グループ

に１台ずつの Pepper（２台を中学校から借用）

を使って，実際に Pepperを動かしながら修正を

繰り返し，学校案内ができるようにプログラム

の完成をめざした。 

学習の流れは，「みさとモデル」に沿う形で行

い，場所は体育館で実施した。 

Pepper を動かすプログラムを考える際には，

細分化した動きを付箋紙に書き出して A3 大の

ボードに貼り付け，グループ内で検討する中で，

動きの付け加え，削除，順序の入れ換えを行っ

た。児童は，「直進する」「回転する」「説明する」

などの動きを実際に動きながら記録している。

そして，それらを一連の動きとしてタブレット

端末の Robo Blocks に入力し，実際に Pepper

を動かしてみながら試行錯誤を繰り返した。 

プログラムには，移動距離，回転角度，身振

り，音声認識，タブレット表示，タッチセンサ

ーの反応等が含まれていた。音声認識のプログ

ラムの中には，園児に対して行きたい場所を

Pepperが選択肢で示し，その問いに対しての反

応をセンサーで認識して，案内先を変えていく

ものもあった。 

児童には，「保育園児を学校案内する」という

共通の大きな目的があり，音声プログラムやタ

ブレットへの表示などに相手を意識した工夫が

見られた。 

第８時において，実際に保育園児を迎えて学

校紹介を行った。校舎内の１階と２階にそれぞ

れ Pepper を配置して，Pepper と 5 年生がそれ

ぞれの階で園児と保護者を案内した。自分たち

がプログラムした Pepper が意図通りに校舎内

を案内できるかどうか，その様子を見守った。 

コンピュータを適切にプログラミングするこ

とが，園児をはじめとする多くの人々に学校の

楽しさを伝えることに役立つことについて，児

童は体験的に実感できた取組だった。 

3 プログラミング教育を支える日常の取組 

⑴ 活用の 7項目から見えること

Pepper を使ったプログラミング教育の事例

【知識・技能】 

身近な生活でコンピュータが活用されていることや，問

題の解決には必要な手順があることに気づく。 

【思考力・判断力・表現力】 

発達の段階に即してプログラミング的思考を育成する。 

【学びに向かう力・人間性等】 

コンピュータのはたらきを，よりよい人生や社会づくり

に生かそうとする態度を涵養すること。

表２ プログラミング教育で育む資質・能力 

表３ 単元の流れ 

図２ Pepper のプログラムを組む児童 
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での報告を支える取組として，本校における日

常的な ICT機器の活用がある。このことは，学

習指導要領総則編に示されているとおりである。 

本校においては「みさとモデル」で示された

ICT 活用７項目を念頭に置きながら，各教科等

の中での効果的な使い方について，実践を重ね

ている。 

令和元年度１学期に，全校児童を対象に「ICT

機器を用いた学習で，分かりやすかった，特に

印象に残っている学習について」の記述回答の

結果を ICT活用７項目に照らし合わせて分類を

したところ，次のような結果がみられた。「○」

印は該当項目に関する肯定的な記述があったこ

とを表している。 

以下，これらの結果から本校における日常的

な取組について概観する。 

⑵ 興味関心の創出について

授業ではほぼ毎時間教材提示として大型テレ

ビを活用している。今後も，問題発見場面での

有効な機器活用について実践を重ねる必要があ

る。また，実物等の具体物の提示が有効である

ことも考慮し，デジタルとアナログのそれぞれ

の特長を生かし，問題解決に向けた興味関心を

引き出す工夫をしていきたい。 

⑶ 思考力の深化について

特に算数科において，複合図形の面積の求積

の学習や，図形の仲間分けの学習場面で，タブ

レットを操作して自由に図形を変形したり動か

したりする学習が効果的であったことを示唆し

ていると考えられる。 

⑷ 表現力の向上について

児童自身がタブレットを操作して説明をする

といった学習展開が定着してきている。そのこ

とが児童の分かりやすさにつながる一つの要因

となり得ることが考えられる。 

⑸ 思考力・表現力の向上について

みさとモデルでは創作（制作）活動と位置づ

けている。Viscuit を使ったプログラミングや，

プレゼンテーションソフトを活用した資料・デ

ータの編集等の実践をしている。 

⑹ 情報共有，情報収集について

タブレットを見学先に持ち出して写真・動画

機能を活用する使い方が児童には印象に残り，

学習効果が上がっている。インターネットを用

いた情報収集にも活用している。 

 以上のように，ICT 機器を各教科等のどの場

面に位置づけて活用することが授業改善に結び

つくとともに，児童の情報活用能力につながっ

ていくかを検討しながら日々の教育活動に当た

っている。 

4 ICT活用教育を支える支援員の存在 

美郷町の ICT活用教育を推進するに当たり，

特筆すべき点として，2 名の ICT 支援員の存在

がある。 

タブレットをはじめとする ICT機器の点検・

整備をはじめ，ネット環境の不具合や要望など

についてすぐに対応する。 

また，ハード面に限らず，授業で活用するソ

フト，アプリについても精通しているので，授

業者は「○○の授業で，このような操作ができ

るようにしたい。」と目的やイメージを伝えるこ

とで，それに向けての提案をしてくれる。 

ICT 活用に関する授業の準備や相談ができる

表４ ICT 活用の 7 項目 

各学校において日常的に情報技術を活用できる環境

を整え，全ての教科等においてそれぞれの特質に応じ，

情報技術を適切に活用した学習活動の充実を図ること

が必要である。（学習指導要領総則編 p51）

①興味関心の創出 ②思考の深化

③表現力の向上 ④思考力・表現力の向上

⑤情報共有 ⑥情報収集

⑦知識の定着

表５ 児童の肯定的回答と活用 7 項目 

図３ ICT 機器を活用した説明の様子 
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存在であり，まさに，共に授業づくりを進める

仲間といえる。チーム学校の一員である。さら

に，今年度はクラブ活動についても T2 として

関わり，4 年生以上のメディアリテラシーのさ

らなる向上に寄与している。 

5 成果 

Pepper を使った学校案内の取組においては，

児童が明確な目的をもって学習に臨んだことが

大きな意欲づけとなった。 

Pepperを実際に廊下で動かす時には，距離や

回転角度のずれが生じ，自分たちが意図した動

きをさせるためにプログラムの微調整を繰り返

す作業が必要となった。 

その度に，意図通りに動かない原因をグルー

プで協働しながらプログラムから見つけ出し，

何度も挑戦をする姿が見られた。必然的に順次

思考で確認したり、条件分岐の確認をしたりす

る状況が生まれた。 

移動距離が長くなると僅かな角度のずれが大

きな誤差となり，その次の動きに支障が生じた。

プログラム上の正確さが重要であることも児童

は体験を通して理解できたようだ。 

なにより，「保育園児を迎えよう」とする意欲

が支えとなり，どのグループも調整に余念が無

かった。Pepper をプログラミング教材として考

えた場合，このようにダイナミックな学習計画

の実現性を含み，かつ，音センサーやディスプ

レイを活用したプログラミングが可能であるこ

とは，児童の様々な発想を生かす点において大

きな可能性を秘めている。 

事後の感想の中には，「新一年生に教室を案内

することができてよかった。」「Pepperを動かす

ことで，いろいろなことを勉強できてよかった。」

「もっと，自分が思うように動かしたい。」とい

う内容がみられた。 

児童は，今回の学習に取り組み，コンピュー

タを活用することの楽しさや面白さを味わうと

ともに，物事を成し遂げたという達成感を味わ

うことができたと考えられる。さらに，プログ

ラムを考えることが周囲の人を喜ばせたり，役

立てたりすることについて体験的に学ぶことが

できている。 

これらのプログラミング教育は，Pepperの存

在に加え，日常的にタブレットをはじめとする

ICT 機器を「活用 7 項目」に沿って授業に生か

してきたことも重要な要素であったと考えられ

る。児童一人一人がタブレットを他の文具同様

に自然に取り扱えること，大型テレビの活用，

安定したネット環境など，まさに，全般的な ICT

環境の整備と日常の機器の活用があってこその

取組であった。また，それらの全般を支える ICT

支援員の存在は極めて大きく，授業に向けての

アイディアや機器の調整をはじめとする重要な

役割を果たしている。 

6 今後の課題 

 今後もプログラミング的思考の育成を適切に

組み入れた情報活用能力の育成に向け，本稿で

報告した取組を発展継続していきたい。その際，

Pepper を活用したプログラミング教育につい

て，児童の発想を生かし社会に向けて発信がで

きるような取組を工夫するとともに，機器の効

果的な使用場面・使用法について実践を積み重

ねていくことが本校に課せられた役割と考えて

いる。 

参考文献 

文部科学省（2017）小学校学習指導要領 

文部科学省（2017）小学校学習指導要領総則 

文部科学省（2018）小学校プログラミング教育

の手引き（第二版） 

※「Pepper」は、ソフトバンクロボティクス株

式会社の商標です。 

図４ Pepper が学校案内をしている様子
r
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川崎市立上丸子小学校と NTTテクノクロスで取り組んだ 

ITエンジニアの職業体験を取り入れた 

「小学生向けプログラミングクラブ」 

神長貴博（NTT テクノクロス株式会社）・湯浅哲雄（川崎市立上丸子小学校） 

概要：今年度の川崎市立上丸子小学校のクラブ活動の一環として，NTT テクノクロス株式会社より， 

豊富なアプリ開発経験をもつエンジニアを講師に招き，IT エンジニアの職業体験を取り入れた

「小学生向けプログラミングクラブ」を川崎市立上丸子小学校の教職員と共同で発足した。 

今回の発表では，クラブ活動内で行なったプログラミング教育を通じて得た，情報活用能力， 

問題発見・解決能力等の学習基盤の育成を効果的に行うノウハウと知見。活動の過程で発見し 

た課題，将来的にプログラミング教育に携わる教職員が習得すべき知識・スキルを展開する。 

キーワード： IT エンジニアの職業体験，プログラミング教育，

ビジュアルプログラミングツール，Scratch 

１ はじめに 

（１）プログラミングクラブ発足の経緯

 川崎市立上丸子小学校では，クラブ活動を通

して「望ましい人間関係を形成し，集団の一員

として自主的，実践的な態度を育てる」ことを

目標としている。そのため，クラブを成立させ

るために，児童は自らがクラブの発起人となり、

異学年の仲間を集め，クラブを発足させる。プ

ログラミングクラブでは，昨年度パソコンクラ

ブだった児童が発起人となり，クラブを成立さ

せた。昨年度パソコンクラブでは，Scratch を使

った活動を１時間行った。その際にプログラミ

ングをもっとしてみたいという思いを児童がも

ったことがプログラミングクラブ成立の大きな

要因となった。本年度は児童の思いをもとに、

NTT テクノクロス株式会社のエンジニアを講

師として，クラブ活動をスタートさせた。 

（２）プログラミングクラブの目的

クラブ活動は，異年齢の児童同士で協力し，

共通の興味・関心を追求する活動である。その

ため，プログラミングクラブでは、プログラミ

ングを通して「望ましい人間関係を形成し，集

団の一員として自主的、実践的な態度を育てる」

ことを目標としている。 

また，情報活用能力を構成する資質・能力の育

成も目標の一つである。特別活動としてのめあ

てと，情報活用能力としてのめあてを，両輪と

して活動を進めていきたい。 

２ 研究の方法 

（１）調査対象および調査時期

①調査対象

川崎市立上丸子小学校 

・第四学年：15 名

・第五学年：7名

・第六学年：12 名

計 34 名 

② 調査時期

5/21 6/25 9/10 9/24 10/8
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③ アンケート

質問項目 で き

る 

ま あ

ま あ

で き

る 

ほぼ 

で き な

い 

できない 

マウスを使ってＰＣ

を動かすことができ

る 

28 3 1 1 

ＰＣのデータファイ

ルを開くことができ

る 

15 10 4 4 

ＰＣでデータを保存

することができる 
10 11 6 6 

キーボードを使っ

て、ローマ字入力で

文字を打つことがで

きる 

23 5 2 3 

フォルダを使ってデ

ータファイルを整理

することができる 

3 12 8 9 

スクラッチでのプロ

グラミングができる 
11 9 5 8 

質問項目 楽 し

い 

ま あ

ま あ

楽 し

い 

ほぼ 

できな

い 

あ ま り

楽 し く

ない 

プログラミングをす

るのは楽しい 
25 5 0 3 

（２）単元計画

今年度の川崎市立上丸子小学校『プログラミ

ングクラブ』では，IT エンジニアの職業体験(ゲ

ームアプリ開発)を通して，プログラミング的思

考の育成を行なった。 

図 1.ゲームアプリイメージ 

この職業体験では，IT エンジニアがアプリを

開発する時と同じ工程でアプリ開発を行うこと

とし，工程毎に以下の育成項目を設定した。 

また，開発に際し，プログラミングクラブに参

加した児童を 3 人 1組のチームに分け，実際の

開発プロジェクト同様，チームメンバーで分担

し，ゲームアプリを開発することにした。分担

は，児童間で話し合いを行い，決定する方針と

した。 

図 2.開発工程 

＜育成項目＞ 

■ 設計

・情報と情報技術を適切に活用するための知識

と技能の育成 

■ 製造

・情報と情報技術を適切に活用するための知識

と技能の育成 

・様々な事象を情報とその結びつきの視点から

捉える力 

■ テスト・デバック

・問題の発見・解決に向けて情報技術を適切か

つ効果的に活用する力 

■ リリース

・他者からのフィードバックと開発工程を体験

し，得た知識と技能を元にした発想力の育成 

単元計画は，この開発工程と育成項目をもとに，
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以下内容を策定した。 

表 1.単元計画 

月 工程 活動概要(予定も含む) 

5月 事前準備 

設計 

・PC，Scratch の基本操作の習得

・アプリの画面設計

6月 製造 ・設計の結果から，画面のプログラミング

・機能設計書※1 を使い，機能のプログラミング

7月 テスト

デバック 

・プログラミングの不具合改修

9月 

10月 

リリース ・開発したアプリをクラブ外の児童に公開

・公開したアプリの意見交換

※1 機能設計書は，以下のような html 形式のフ

ァイルを準備した。児童は，ブラウザ(Google 

Chrome)を使い,ファイルを表示・参照しながら，

プログラミングを行なった。 

図 3.機能設計書 

３ 結果 

 前期の活動では，機能設計書をもとに，ゲ

ームをつくり，つくったものに工夫を加えバー

ジョンアップさせる活動を行う予定である。初

回にとったアンケートでは，「スクラッチでのプ

ログラミングができる」に 33 人中 20人がポジ

ティブな評価（「できる」「まあまあできる」）を

している。しかし，実際に活動してみるとわか

らないことが多い印象であった。そのような中

で児童たちは，講師から提示された機能設計書

を参考に作業を進める様子が見られた。また、

講師に疑問点を質問する様子も見られた。この

二つが児童の安心感を生み，積極的に課題に取

り組む姿につながった。 

また，今回の活動では異学年を組み合わせ，

３人グループで活動するよう設定した。児童は

異なる３つのパーツをそれぞれが担当し，それ

らパーツを最後に合わせることで，ゲームが完

成する。そのため，必然的にグループ内での話

し合いが行われた。また、同じパーツを担当す

る異グループの児童同士が教え合う場面も見ら

れた。 

図 4.プログラミングクラブの様子 1 

図 5.プログラミングクラブの様子 2 
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４ 考察 

（１）成果

・1 つのアプリをチームメンバーで分担，作

成をしたことで，進捗の早い児童が進捗の遅い

児童をフォローする，プログラムの作成過程で

得た知見・ノウハウを生徒間で共有するといっ

た，プログラミングスキルの向上に加えて，児

童のコミュニケーション能力，チームワークも

向上できた。  

・PC と Scratch の基本操作を児童に教えた後，

アプリの開発を開始したことで，児童が PC・

Scratch アプリの操作に手間取ること無く，開発

に集中する環境を作り出せた。 

・PC と Scratch の基本操作を児童に教えた後，

アプリの開発を開始したことで，講師が児童に

プログラミングを教えることに注力できる環境

を作り出せた。 

・ゲームアプリの機能をプログラミングする

際に，画像をふんだんに使った機能設計書をイ

ンプットとして提供したことで，プログラミン

グの経験が浅い児童でも，当初よりスムーズに

プログラムを作成でき，プログラムが意図した

通りに動作しない問題が発生した場合も，機能

設計書を読み，プログラムに対する理解を深め，

問題を自己解決する場面も見ることができた。 

（２）課題

・プログラミングを取り入れた学習を行う前

段階として，学習時に利用する PC やその他デ

バイス(タブレット等)の操作方法を習得する機

会を別途設ける必要がある。 

・プログラミングを取り入れた授業を行う際

に，プログラム経験が浅い児童をサポートする

体制を構築する必要がある。 

５ 今後に向けて 

（１）教職員が事前に習得すべき知識・スキル

・PC 操作に加え，プログラミング学習に利

用するアプリケーション，ツールの操作方法，

仕組みに関しても，理解，習得する必要があ

る。 

・プログラミングの概念を理解した上で，プ

ログラミングを取り入れた授業を行う必要があ

る。 

（２）プログラミング教育を行なう上での注意

点 

・プログラミングを取り入れた学習時に，PC

やその他デバイス(タブレット等)を利用する場

合，児童の操作スキルにバラつきが生じる可能

性が高いと言える。プログラミングの学習同様，

習得の場を設ける必要がある。 

・授業に組み込むプログラミングの内容に応

じ，地域の NPO や IT 企業と連携して，プログ

ラム経験が浅い児童をサポートする体制の構築

を行うことで，より高い成果をあげることがで

きると考える。 

参考文献 

文部科学省「小学校プログラミング教育の手引

き」(第二版) 

日経 BP 社 Scratch で学ぶプログラミングとア

ルゴリズムの基本
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児童とデザインするプログラミング教育 

〜小学校のクラブ活動を起点として〜 

			山岡	正明（尼崎市立立花西小学校）・吉田幸太郎（尼崎市立南武庫之荘中学校）	

河合	翔紀（尼崎市立南武庫之荘中学校）・井上	幸治（尼崎市立塚口小学校）	

概要：本稿の目的は，小学校におけるプログラミング教育を実施する方法の 1 つの方向性として，児

童のプログラミング能力を活用した授業の可能性を示すことである。本稿ではまず，児童がイニ

シアティブをとって展開したクラブ活動の実践例から児童のプログラミング能力を示す。次に，

第６学年の特別活動と算数の授業実践において，教員と児童が協力して行った授業デザインを提

示する。プログラミング教育を進めるにあたっては，児童の能力を活用して，授業をデザインし

ていくことが効果的である。	

キーワード：プログラミング教育・クラブ活動・授業デザイン

１ 問題設定 

	 プログラミング教育が完全実施となる２０２

０年４月を目前にし，各学校でプログラミング教

育の研修を行うなど，対応が迫られている。一方，

プログラミング教育を行うための環境整備に至

っては，学校単位ではどうすることもできない現

状もある。そんな中，学校ではプログラミング教

育で，何を扱うか，また，何ができるかの議論が

中心となっているように思われる。さらに，何を

扱うかが決まったにせよ，プログラミング教育に

ついて取り組んだことのない教員が校内研修を

受けてすぐに授業で扱うことの難しさも指摘さ

れている。それに対して，民間では，プログラミ

ング教室が盛んに営まれはじめ，児童の習い事の

1つとして存在し始めている。つまり，プログラ

ミング教育は教員よりも児童の方が身近である

ことも考えられる。もしそうであるなら，プログ

ラミング教育における授業を教員が必死に研修

を重ね実現していくだけでなく，児童の能力を活

用した授業デザインを考えることがあってもよ

いのではないか，と考える。	

そこで本研究では，まずクラブ活動の中で，児

童が主体的に活動を牽引し，プログラミングを扱

った実践例を示す。ここでは児童が所有している

プログラミングに関する能力を明らかにする。さ

らに，教科で行うプログラミング教育について，

児童と共にデザインしていく可能性を示す。	

２ コンピュータクラブの実践例の検証 

第６学年の数名の児童が中心となり，月１回の

クラブ活動を計画的に行った。これらの児童は，

前年度から引き続き，コンピュータクラブに所属

している（以下，これらの児童を「リーダー児童」

と呼ぶ）。前年度，プログラミング教育に詳しい

教員の指導により，リーダー児童は Scratch を使

って遊んだ経験を持っている。今回取り上げる事

例は，Scratch を使って遊んだ「イライラ棒」作

りの活動である。リーダー児童がプレゼンテーシ

ョンソフトで資料を作成し，新しくクラブ活動に

入ってきた部員に丁寧に教えながら進めた。大ま
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かな進め方は次の通りである。	

① めあての提示

② ファイルを開く手順の説明

③ クリックする場所や手順の説明

④ 背景作成のための鉛筆の使用方法の確認

⑤ 背景の仕上がりのイメージとそのコースの

作り方の説明

⑥ 今回使用する Scratch のブロックの提示

これらの資料は，リーダー児童が話し合いなが

ら作成した。①の資料から，活動のゴールを明確

かしていることがうかがえる。自分たちですでに

見本を作成し，遊んだ経験があることはいうまで

もない。②の資料から，データ管理について一定

の知識があることがうかがえる。フォルダやアッ

プロード・ダウンロードなどの用語を理解し，学

校の機器の環境のもとで使いこなせる状態にあ

ると考えられる。③・④より，相手がわかりにく

いところについて考え，ペンで書き込むなど視覚

化するという手立てのもと，よりよい表現をしよ

うと努めていることがうかがえる。⑥の資料から

は，数あるブロック言語から，イライラ棒を作る

ために必要な最低限のブロックを考え，誰もが間

違えないようにわかりやすく工夫していること

が読み取れる。さらに，全体を通して，スクリー

ンショットで写真を撮り，説明するために簡単な

加工を施す技術も持ち得ていることも容易に推

察される。	

	 このように，リーダー児童は，Scratch をある

程度自由自在に扱える技術を有していることが

わかる。このことから，プログラミング教育に関

する重要な考え方を持ち得ているとは言えない。

ただ，プログラミング教育を進めるにあたり，

「Scratch」というプログラミング教材を扱う時

に前提となる，基本的な操作能力は確実に有して

いる。	

さらに，その操作方法を指導するための技術も

ある程度持ち得ていると推察される。学校の機器

の環境に関する知識は，コンピュータを使って指

導する際には必要である。教員の中では，機器の

扱いに慣れていない者もいるだろう。そういった

意味で，Scratch のような，使う際にある特定の

知識が必要な教材を扱うとき，知識を有したリー

ダー児童は教員の授業のサポーターとなりうる

ことが十分考えられる。	

３ 教員と児童との授業デザイン	

クラブ活動におけるリーダー児童の取り組み

は前節で述べた。次に，そのリーダー児童がクラ

ブ活動だけではなく，授業において関わることが

できないかを模索した。ここでは，第６学年の特

別活動と算数科の事例を取り上げる。	

	 プログラミング教育の実践として学習指導要

領に例示された，第５学年算数科の「正多角形と

円」について，第６学年算数科で復習として位置

付けた。全３時間で特別活動と絡めて計画した。	

１ １ 

１

２

３

４

５ 

６

リーダー児童がクラブ活動で使⽤した資料の⼀部
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全３時間の活動内容と目標	

第１時：学級活動	

Scratch を使ってアニメーションを作り，友達と交流しよう。	

基本的な Scratch の使用方法を知り，実際に作成したもの

を児童同士で交流することができる。	

第２時：算数科	

Scratch を使って線をかこう。	

Scratch を用いた作図の体験を通して，鉛筆，定規，コンパ

ス等を用いた作図と，コンピュータを使用した作図の違いに

ついて考えることができる。	

第３時：算数科	

Scratch を使って正多角形をかこう。	

Scratch を使って正多角形の意味を基に正多角形を作図す

ることができる。	

	 今回は，Scratch を取り扱った。リーダー児童

以外は，Scratch に触れたことのない児童ばかり

であった。３時間目の「正多角形と円」で深い学

びが実現するために，児童が Scratch を知ること

から始める必要があった。１時間目に特別活動と

して Scratch に慣れ親しみ，２時間目に算数科と

して Scratch を使用した授業（４年生の復習）を

体験させる。そうして，３時間目の「正多角形と

円」の学習が深い学びとなることをねらいとした。	

リーダー児童には，算数の復習をすることを伝

え，特別活動の授業の計画を立ててもらった。計

画は，あくまで初めて Scratch を使う児童が対象

であり，コンピュータクラブで楽しんでいる

Scratch というプログラムで遊ぶことを目的と

した。児童が考えた大まかな計画は次の通りであ

る。	

① スクラッチの使い方の説明

・スプライトとは？

・どのようにスプライトを動かすか？

② スクラッチで作ったゲームを紹介（遊ぶ）

③ 自由にプログラミング（スプライトを動かす）	

リーダー児童が提案してきた計画では，算数科の

作図には繋がらないので，次のことを取り入れて

もらうことをお願いした。1 つ目は書くための

「ペンを下ろす」「消す」のブロック，２つ目は

座標を指定して移動するブロックである。次の写

真は，特別活動で使用した資料の一部である。	

	

②では，初めて Scratch を使う児童を意識し，

スプライトの説明をしている。③では，スプライ

トの移動方法を説明しており，④では，第２時で

扱う座標について教員側から扱うことをお願い

した説明をしている。その後，さらに作図におけ

る「ペンを下ろす」「ペンを上げる」「消す」につ

いても扱った説明をしている。⑤と⑥より，順次・

反復の説明を取り入れ，効率よくプログラミング

ができることを伝えたのち，それぞれの遊びの活

動を取り入れた。	

第２時・第３時の算数の時間では，教員がイニ

シアティブを持って授業を進めた。まず，平行な

線と垂直な線の作図を行い，コンピュータで作図

する良さについて気づかせるようにした。リーダ

リーダー児童が学級活動で使⽤した資料の⼀部

１

２

４

５

６３
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ー児童は，Scratch の操作に慣れていない児童の

手助けを積極的に行った。次に正多角形の作図で

は，反復のブロックを理解させ、使用させた。そ

のことをよく理解しているリーダー児童がいた

ことで，算数科の学習がスムーズに進行した。下

の図は，反復のプログラムを説明するためにリー

ダー児童が資料として作ったものである。	

さらにリーダー児童は，正七角形等の作図にお

いて，外角が分数となるものについても，演算の

ブロックを使いこなすことで完成させていた。そ

れらを全体で共有することもできた。	

結語 

	 以上のように，児童と共に行う授業デザインの

実践に注目すると様々な可能性が広がる。	

1 つは児童目線での授業デザインが容易にで

きることである。プログラミング教育は，今まで

の学校教育の積み重ねがないため，何をどう学ば

せようかと教員が必死になりがちである。しかし，

学習者側がもともと知りえていることもあるだ

ろうし，意外な部分がわかっていないこともある

だろう。ファイルを開く作業 1つをとっても，リ

ーダー児童はスライドを用意したが，教員なら口

頭で済ませるかもしれない。予測不能な面が強い

分野であるからこそ，学習者側に委ねることが必

要となるのである。	

もう 1つは，児童と教員が一体となって学ぶ機

会が得られることである。Scratch を使ってどん

な遊びを作ることができるのかについて，教員が

知っていることと児童が知っていることには違

いが大きい。プログラミングによってどんな遊び

が展開できるのかを教員と児童で交流すること

は，お互いの学びへと繋がるのである。	

最後に，リーダー児童が活躍する取り組みは，

すぐにできるわけではない。そもそもリーダー児

童は，コンピュータに興味があり，４年生のクラ

ブ活動で楽しく学んだ経験がある。その経験がな

ければリーダー児童となり得なかっただろう。そ

ういった意味で，クラブ活動の時間を活用し，プ

ログラミングの体験活動を学校として継承して

いくことで，リーダー児童を排出し続けることが

できるかもしれない。そのリーダー児童と教員が

プログラミングについて共に考え，授業をデザイ

ンすることは意味のあることではないだろうか。	

参考資料（リーダー児童の卒業文集の一部） 

算数科で扱った資料の⼀部（児童作成） 
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IoT 教材を用いた小学校プログラミング授業における 

教員養成課程の大学生の目標理解と授業設計に関する一考察 

山本朋弘（鹿児島大学大学院）・堀田龍也（東北大学大学院） 

概要：本研究では，教員養成課程の大学生を対象として，IoT 教材のセンサー等を用いたプログラミン

グを体験させ，小学校プログラミング教育の目標や内容を大学生が理解できるかを検証した。授業後

の大学生向け意識調査や授業の感想を分析した結果，IoT 教材が高度な操作やプログラミング言語を必

要とせず，プログラミング教育の目標理解に有効であると大学生が感じていることを示した。また，プ

ログラミング体験と実際の生活との関連，対話的な学びや問題解決型の授業を意識しており，プログ

ラミング体験と授業設計を関連付けることが必要であることを示した。

キーワード：小学校プログラミング教育 IoT 教材 教員養成課程 情報教育 理科

１ はじめに 

 社会の構造が劇的に変化し，必要とする知識

が急激に変化することが予想される中で，社会

の変化に対応できる情報活用能力をすべての児

童生徒が修得することが求められる。また，小

学校プログラミング教育は，児童の情報活用能

力の育成として位置づけられており，教育課程

の中でプログラミング教育の授業が実施される

こととなる（文部科学省，2017a）。小学校の教

員を養成する大学では，児童の情報活用能力に

関連する基礎的指導力の育成が求められる。特

に，大学生に具体的な指導方法を理解させ，実

際に授業を展開できる実践的指導力を身に付け

るための取組が必要である。

文部科学省（2017b）が示した教職課程コアカ

リキュラムにおいては，「各教科の指導法」で，

授業の体験とその振り返りを通して，授業改善

の視点を身に付けていることを到達目標として

位置づけた。高橋ら（2018）や小清水ら（2012）

は，教員養成課程における ICT 活用について，

模擬授業形式を取り入れた実践での教育効果を

明らかにした。大学生にプログラミングを体験

させ，小学校プログラミング教育の目標や内容，

具体的な指導方法を理解させる授業に関する実

践研究による成果は今後期待される。一方で，

教員養成課程の学生は，プログラミングに関す

る専門知識を有するわけではなく，ICT 活用ス

キルも十分でない場合も見られる。板橋（2017）

は，大学生向けの実践結果から，PC の高度な操

作やプログラミング言語への不安・苦手意識の

解消が必要であることを示した。

小学校プログラミング教育の手引（文部科学

省，2018）では，第６学年理科の電気の性質や

働きを利用した道具があることを捉える学習で，

センサーを活用した授業事例を示した。提示さ

れた事例では，センサー機能を有する IoT 教材

の活用が期待される。IoT 教材は，理科でのプ

ログラミング体験に利用可能で，センサーや

IFTTT を用いたプログラミング体験によって，

容易にさまざまなサービスと連携させることが

できる（IFTTT，2017）。 

そこで，本研究では，教員養成課程の大学生

を対象として，IoT 教材のセンサー等を用いた

プログラミングを体験させ，大学生が小学校プ

ログラミング教育の目標や内容を理解できるか

を検証した。また，教員養成課程でのプログラ

ミング教育に関する授業をどのように展開すれ

ばよいかを検討した。 
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２ 研究の方法 

本研究では，教員養成課程の４年 10 名を対

象として，2019 年５月に選択科目でプログラミ

ング体験を実施した。IoT 教材として MESH

（SONY 製）を使用し，iPad を用いてプログラ

ミングを体験させた。MESH のセンサータグは，

人感センサー，動きセンサー，温度・湿度セン

サー，明るさセンサー，GPIOの５種類を用いた。

GPIO は，モーターの制御で使用する。

表１は，授業での検証計画を示す。事前に，

MESH のアプリのみを用いて，iPad の画面上で

操作させ，操作に慣れる場面を設けた。１次で

は，MESH アプリのみを用いた場合のプログラ

ミングを体験させる。ここでは，MESH を用い

た作成事例を数種類提示して実施した。その後，

小学校６年理科の授業を想定して，センサーに

よって扇風機に見立てたモーターの動きを制御

するプログラムを作成させた。２次では，１次

を発展させ，IFTTT 等の連携の特長について知

らせ，１次より高度な内容のプログラミングを

体験させた。人感センサーと Google スプレッド

を連携させ，訪問者数をカウントする作品例を

提示し，センサーと IFTTT を連携させたプログ

ラムを作成させた。

表２は，１次と２次の終了時に実施した，プ

ログラミング教育の目標に関する大学生向けの

意識調査の項目である。小学校プログラミング

教育の手引（文部科学省，2018）で示されたプ

ログラミング教育のねらいを参考にして作成し

た。９項目の質問項目について，4 段階尺度（４

点：とてもそう思う，３点：少しそう思う，２

点：あまり思わない，１点：全く思わない）で

回答させた。

また，２次終了時に，授業で実施した学習活

動に関する感想を 100 字から 150 字程度で大学

生に記述させた。感想の記述内容について，KH 

Coder（樋口，2014）を用いて分析し，共起ネッ

トワークとして図式化した。図式化した結果を

参考として，記述内容について類型化を試みた。 

表１ 授業実施と検証の計画 

段階 実施内容 

事前 MESH アプリ（マイクとスピーカを

用いた操作），作品例を提示

１次 IoT 教材（センサーのみ） 
温度センサーを用いて，扇風機を動

作させる作品例を提示

【大学生向け意識調査】

２次 IoT 教材（センサー＋IFTTT 活用） 
人感センサーと Google スプレッド

を連携させ，訪問者数をカウントす

る作品例を提示

【大学生向け意識調査】

表２ 大学生向けの意識調査の項目 

①プログラムの働きやよさに気づくことが

できる活動だったと思いますか。

②情報社会がコンピュータ等の情報技術に

よって支えられていることなどに気付くこ

とができると思いますか。

③コンピュータ等を活用して身近な問題を

解決する態度を育むことができると思いま

すか。

④コンピュータ等を活用してよりよい社会

を築こうとする態度を育むことができると

思いますか。

３ 結果 

参加した学生 10 名は，１次で 43 件，２次で

13 件の合計 56 件のプログラムを作成した。表

３では，作成したプログラムで用いたセンサー

タグ等を示す。センサーでは，明るさセンサー

が 28 件，人感センサーが 27 件，動きセンサー

が 21 件，温度湿度センサーが 9 件となり，温度

湿度センサーの使用が少ないことがわかる。こ

れは，作成時に，現象変化を起こしやすいかど

うかで，温度湿度がコントロールしにくかった

ことが考えられる。IFTTT 連携アプリ等では，

LINE や Gmail との連携が６件ずつ見られ，日

常で使用しているアプリと連携するプログラム

を考えることができたが，１次と比べて作成数

が少なく，プログラム作成に時間を要していた。 

表４は，大学生向け意識調査の結果である。 

第45回全日本教育工学協議会全国大会 島根大会（2019/10/18-19 島根県民会館）

94



表３ 作成したプログラムで用いたタグ 

タグ １次 ２次 合計

明るさ 23 5 28 
人感 22 5 27 
動き 16 5 21 
温度湿度 8 1 9 
LINE − 6 6 
Gmail − 6 6 
GoogleSheet − 1 1 

表４ 大学生向け意識調査の結果 

１次 ２次 ｔ，p 

①プログラムの働き

やよさに気付く 

4.20 
(0.79) 

4.60 
(0.52) 

1.81 
n.s.

②支えられているこ

とに気付く 

4.00 
(0.82) 

4.70 
(0.48) 

3.28
* 

③身近な問題を解決

する態度 

3.60 
(0.97) 

4.70 
(0.48) 

3.97 
** 

④よりよい社会を築

こうとする態度 

4.10 
(0.88) 

4.50 
(0.53) 

1.50 
n.s.

**：p<.01，*：p<.05 

１次２次ともに全体的に高く評価している。対

応のあるｔ検定を用いて分析した結果，②支え

られていることに気付く，③身近な問題を解決

する態度で，それぞれ５％，１％水準で有意な

差が見られた。①プログラムの働きやよさに気

づく，④よりよい社会を築こうとする態度では，

有意な差は見られなかった。 

図１は，KH Coder を用いて，大学生の授業後

の記述内容を分析し，共起ネットワークを用い

て図式化したものである。共起ネットワークは，

文章中に出現する単語の出現パターンが似たも

のを線で結んだ図である。 

「生活」，「実際」，「日常」，「センサー」の単語

が結びついており，「実際の生活との関連」を意

識していることがわかる。「Gmail にメールが送

られてきたとき，出力機能は簡単に日常生活に

いかせると考えた。」や，「いつも使っているSNS

とかに連携できると面白いし，身近に感じられ

ると思った。」，「自分が持っている端末に通知が

来ることでより身近なものになったと感じた。」

等の記述が見られた。

図１ 大学生の感想での共起ネットワーク 

次に，「思う」，「考える」，「対話」，「工夫」の

単語が結びついており，対話的な学びとの関係

性を意識していることがわかる。大学生の記述

には，「対話的な活動が子どもたちの中で生まれ

るといいと思う。」や「対話的な学びにするため

に，グループで問題解決ができるように工夫し

たい。」等の記述が見られた。 

「プログラム」，「難しい」，「楽しい」，「問題」，

「解決」，「授業」の単語が結びついており，「問

題解決型の授業」を意識していることがわかる。

「発想が出なかったので頭を柔らかくしたい。

楽しむだけの活動にならないように教師が気を

付けなければならないと思う。」「授業者の準備

がとても重要だと感じた。」「子どもから多様な

アイデアを引き出すことができると感じた。」

「社会問題となっている事への解決策について

も考えさせながら授業が展開できると考えた。」

等の記述が見られた。

４ 結論 

本研究では，教員養成課程の大学生を対象と

して，IoT 教材のセンサーや IFTTT アプリ連携

等を用いたプログラミングを体験させ，大学生
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がどのようなプログラムを作成するかを分析す

るとともに，小学校プログラミング教育の目標

や内容を大学生が理解できるかを検証した。

大学生向け意識調査を分析した結果，プログ

ラミング教育の目標に関する理解は全体的に高

く評価しているとともに，②支えられているこ

とに気付くや③身近な問題を解決する態度では，

２次の IFTTT 利用が，１次のセンサーのみより

有意に高い結果となった。１次のセンサーのみ

でも，プログラミング教育の目標理解は十分で

あるが，２次の高度な利用が大学生にとって身

近な生活との関連を考えることにつながりやす

いと考えられる。

授業後の大学生の感想を分析した結果，小学

校プログラミング教育の授業について，プログ

ラミング体験と，「実際の生活との関連」や「授

業での対話的な学び」，「問題解決型の授業」を

関連付けて意識していることが示された。

これらの結果から，IoT 教材が高度な操作や

プログラミング言語を必要とせず，プログラミ

ング教育の目標理解に有効であると大学生が感

じていることを示した。また，プログラミング

体験と実際の生活との関連，対話的な学びや問

題解決型の授業を大学生が意識しており，プロ

グラミング体験と授業設計を関連付けることが

必要であることを示唆した。教員養成課程の大

学において，技能や知識が習得しやすいプログ

ラミング体験を導入し，対話的な学びや問題解

決等の指導方法を大学生に考えさせることが必

要であることを示した。

今後は，IoT 教材を用いた模擬授業を大学生

に実際に実施させ，大学生の授業設計や教材活

用に関する知識や技能についての分析を進め，

小学校プログラミング教育における授業設計や

教材開発を取り扱う大学での授業内容について

検討したい。
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大学生・社会人を対象としたプログラミングに対する意識調査 

－性差に着目して－ 

今瀬 耕佑（東京学芸大学大学院教育学研究科）・北澤 武（東京学芸大学） 

AI 時代が進む現代において，プログラミングが必要とされる機会が増えている。本研究では，現代

の大学生・社会人の実態を把握するため，大学生と社会人（計 82 名）に対してプログラミングの意識

を調査し，プログラミングが得意不得意など全９項目を問うた。その結果，男性の方が女性に比べてプ

ログラミングに対して好意的であることが分かった。一方，相関分析を行った後，相関の差の検定を行

った結果，女性は「プログラミングを簡単だと思いますか」と「あなたはプログラミングを楽しいと思

いますか」の２つの項目に強い相関関係が認められた。以上から，女性に対して簡単な教材を用意する

などの授業改善が求められることが分かった。 

キーワード：プログラミング，大学生，社会人，意識調査，性差

１ はじめに 

 AI時代が進む現代において，プログラミング

が必要とされる機会が増えている。教育現場で

は，2020 年度から段階的に施行される小中高の

次期学習指導要領において，プログラミングに

関する教育内容が大幅に増加された。プログラ

ミングに関する内容は，小学校においては必修

事項に，中学校においては内容が倍増に，高等

学校においては選択から全員が履修することに

なった。 

本研究では，現代の大学生，社会人のプログ

ラミングに対する意識について把握することを

試みる。そして，高校まで現行の学習指導要領

でプログラミング教育を受けてきた者が，卒業

後にプログラミングの必要性などにどのような

意識を持っているのかを分析する。この知見か

ら，新学習指導要領に加わったプログラミング

教育の授業設計の示唆を得ることを目的とする。 

２ 研究の方法 

（１）調査対象および調査方法

 調査対象は大学生（34名），大学院生（20名），

社会人（35 名）で，この内「プログラミングと

いう言葉を知っている」と回答した計 82名（男

性 45 人，女性 37名）を分析対象とした。 

プログラミングに対する意識について，山本

ら（2017）を参考にプログラミングが得意，不

得意など全９項目を問うた（表１）[1]。回答は，

「５．あてはまる，４．ややあてはまる，３．

どちらともいえない，２．あまりあてはまらな

い，１．あてはまらない」の５件法とした。 

（２）分析方法

アンケートの各項目について，第一に，全体

の傾向を分析するために，中央値３を母平均と

する母平均の検定（t検定）を行った．第二に，

性別による差異を分析するために，t 検定（対応

なし）を行った。この理由として，高校生のプ

ログラミング教育に対する意識は性差が認めら

れているからである[2]。第三に，質問項目間の

関連を調べるために，北澤ら（2009）と同様に

男女別に各項目の相関分析を行った後，相関の

差の検定を行い，男女差異を分析した[3]。 

３ 結果と考察 

（１）プログラミングに対する意識の全体傾向

中央値３を母平均とする母平均の検定（ｔ検

定）を行った結果を表１に示す。９項目中７項

目に有意差が認められた．「Q6．プログラミン
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グは社会や生活に役立つものだと思いますか

（t (81) = 9.79, p < .01, d = .74（平均値：

4.16））」，「Q9．あなたはプログラミングを学

ぶ意味があると思いますか（t (81) = 7.22, p 

< .01, d = .63（平均値：3.93））」は，有意に

高い平均値であった。このことから，本調査

対象の大学生や社会人の多くは，プログラミ

ングは社会や生活に役立ち，学ぶ意味がある

と認識していることが分かった。また，「Q5．

あなたはプログラミングを学習してみたいと

思いますか（t (81) = 2.27, p < .05, d = .24（平

均値：3.35））」，「Q7．あなたはプログラミン

グに興味・関心がありますか（t (81) = 2.60, 

p < .05, d = .30（平均値：3.40））」も有意に

高い平均値であった．このことから，本研究

で対象とした大学生や社会人の多くは，プロ

グラミングに興味・関心があり学習してみた

いと感じていることが分かった。これらの認

識が高かった理由として，現代においてプロ

グラミングの技術を必要とする仕事が増えて

いることやプログラミングが用いられている

ものを使う機会が多いためと考えられる． 

一方で「Q1．プログラミングは簡単だと思

いますか（t (81) = -10.78, p < .01, d = .77（平

均値：1.87））」，「Q2．あなたはプログラミン

グが楽しいと思いますか（t (81) = -2.41, p 

< .05, d = .26（平均値：2.63））」，「Q3．あな

たはプログラミングが得意ですか（t (81) = 

-13.03, p < .01, d = .82（平均値：1.63））」は，

有意に低い平均値であった。このことから，

本研究で対象とした大学生や社会人の多くは，

プログラミングを簡単や得意と思わず，楽し

いものではないと認識していることが分かっ

た。以上より，プログラミングが役立ち，学

ぶ意味があるという認識とプログラミングは

簡単ではないという認識に乖離があり，この

課題を解決することが求められる。 

（２）プログラミングに対する意識（プログラ

ミング経験の有無と性差）

表２は，プログラミング経験の回答結果を示

す。これまでのプログラミング経験ありが 36 名

（男性：24名，女性：12名），経験なしが 46 名

（男性：21名，女性：25名）であった。 

表３は，プログラミング初体験の時期を示す。

プログラミング経験ありの内，83%は大学以降に

表２ プログラミングの経験 

人数(n ) 割合 人数(n ) 割合 全体

男性 24 29.3% 21 25.6% 45

女性 12 14.6% 25 30.5% 37

合計 36 43.9% 46 56.1% 82

経験あり 経験なし

表３ プログラミング初経験の時期 

度数 割合

経験あり 小学校 3 4% 8%

中学校 2 2% 6%

高校 1 1% 3%

大学以降 30 37% 83%

経験なし 46 56%

合計 82 100% 100%

経験ありの中での割合

―

表１ プログラミングに対する意識について（５件法，母平均の検定（t 検定）） 

質問項目 平均値(n =82) 効果量(d )

Q1．プログラミングは簡単だと思いますか。 1.87(0.95) -10.78 ** .77

Q2．あなたはプログラミングが楽しいと思いますか。 2.63(1.37) -2.41 * .26

Q3．あなたはプログラミングが得意ですか。 1.63(0.95) -13.03 ** .82

Q4．あなたはプログラミングがどのようなものか知っていますか。 2.74(1.21) .21

Q5．あなたはプログラミング学習をしてみたいと思いますか。 3.35(1.41) 2.27 * .24

Q6．プログラミングは社会や生活に役立つものだと思いますか。 4.16(1.07) 9.79 ** .74

Q7．あなたはプログラミングに興味・関心がありますか。 3.40(1.40) 2.60 * .30

Q8．もっとプログラミングの知識や技術を高めたいと思いますか。 3.27(1.62) .16

Q9．あなたはプログラミングを学ぶ意味があると思いますか。 3.93(1.16) 7.22 ** .63

数値は平均値、括弧内の数値は標準偏差を示す。

-1.92

1.50

t値

*p <.05 **p <.01
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プログラミングを経験したことが分かった。 

表４はプログラミングに対する意識について，

性差に着目し，t 検定を行った結果を示したも

のである。「Q2. あなたはプログラミングが

楽しいと思いますか（t (80) = 2.05, p < .05, d 

= .22（男性：2.91，女性：2.30)）」，「Q5．あ

なたはプログラミング学習をしてみたいと思

いますか（t (80) = 2.62, p < .05, d = .28（男

性：3.71，女性：2.92)）」,「Q6．プログラミ

ングは社会や生活に役立つものだと思います

か（t (80) = 3.26, p < .01, d = .34（男性：4.49，

女性：3.76)）」，「Q7．あなたはプログラミン

グに興味・関心がありますか（t (80) = 2.75, 

p < .01, d = .30（男性：3.78，女性：2.95)）」,

「Q8．もっとプログラミングの知識や技術を

高めたいと思いますか（t (80) = 2.69, p < .01, 

d = .29（男性：3.69，女性：2.76)）」，「Q9．あ

なたはプログラミングを学ぶ意味があると思

いますか（t (80) = 3.10, p < .01, d = .32（男

性：4.27，女性：3.51)）」の６項目において有

意差が認められた（数値は平均値）。平均値に

着目した結果，男性の方が女性よりも全て高い

ことが分かった。これは男性の方が女性に比べ

てプログラミングに対して好意的であるという

福井ら（2018）の知見を支持する結果であった

[2]。

以上より，プログラミング教育を行う際，女

性がプログラミングに対する興味や楽しさを感

じることのできるような内容を検討することが

求められる。例えば，活躍している女性プログ

ラマーの作品を紹介することや，単元の導入時

に身近なアプリやゲームのプログラミングを例

示することが考えられる。また，簡単なコード

で面白い動きをする様々な作品を作ることでプ

ログラミングの成功体験を増やして

いく方法もあろう。音楽や美術など

他の教科と関連させた作品作りや，

プログラミングがうまくできない時

のために，協働的な学習活動を取り

入れながら，常に他者から助言が得

られる環境を構築することなどが考

えられる。 

（３）各質問項目間での相関関係

 プログラミングに対する意識の質

問項目について，項目間の関連を性

別毎に分析した．表５は男性と女性

表５ 各項目の相関関係（性別毎の比較） 

Q1 Q2 Q3 Q4 Q5 Q6 Q7 Q8 Q9
男性 ― .27  .46**  .38**  .40** .15  .40**  .43** .25
女性 ―  .69**  .79**  .52** .29 .20  .55**  .57**  .39*
男性 ―  .62** .20  .66**  .38*  .58**  .56**  .43**
女性 ―  .70**  .43**  .53** .17  .69**  .75**  .42**
男性 ―  .51**  .39** .15  .37*  .40** .24
女性 ―  .35*  .37* .18  .49**  .52**  .34*
男性 ― .26 .17 .29  .31* .20
女性 ― .28  .34*  .37* .25 .04
男性 ―  .48**  .90**  .90**  .64**
女性 ―  .38*  .70**  .70**  .46**
男性 ―  .46**  .44**  .73**
女性 ― .24 .20  .55**
男性 ―  .92**  .69**
女性 ―  .84** .62
男性 ―  .68**
女性 ―  .68**
男性 ―
女性 ―

*は5%、**は1%水準未満で有意差が認められた相関係数を示す。
四角枠は男性と女性の間で相関の差が認められた項目を示す(p <.05)

Q7

Q8

Q9

Q1

Q2

Q3

Q4

Q5

Q6

表４ プログラミングに対する意識について（性差） 

質問項目 男性(n =45) 女性(n =37) t値 効果量(d )

Q1．プログラミングは簡単だと思いますか。 1.98(0.99) 1.73(0.90) 1.18 .13

Q2．あなたはプログラミングが楽しいと思いますか。 2.91(1.36) 2.30(1.31) 2.05* .22

Q3．あなたはプログラミングが得意ですか。 1.78(1.04) 1.46(0.80) 1.52 .17

Q4．あなたはプログラミングがどのようなものか知っていますか。 2.76(1.17) 2.73(1.26) 0.10 .01

Q5．あなたはプログラミング学習をしてみたいと思いますか。 3.71(1.31) 2.92(1.42) 2.62* .28

Q6．プログラミングは社会や生活に役立つものだと思いますか。 4.49(0.84) 3.76(1.19) 3.26** .34

Q7．あなたはプログラミングに興味・関心がありますか。 3.78(1.30) 2.95(1.41) 2.75** .30

Q8．もっとプログラミングの知識や技術を高めたいと思いますか。 3.69(1.52) 2.76(1.61) 2.69** .29

Q9．あなたはプログラミングを学ぶ意味があると思いますか。 4.27(0.96) 3.51(1.26) 3.10** .32

数値は平均値、括弧内の数値は標準偏差を示す。 *p <.05 **p <.01
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のそれぞれについて，各項目間の相関係数を示

し，かつ，相関の差の検定を行った結果を示し

た表である。結果，「Q1．プログラミングは簡

単だと思いますか」は，「Q2．あなたはプログ

ラミングが楽しいと思いますか(男性：ｒ = .27,

女性：r = .69)」と「Q3．あなたはプログラミ

ングが得意ですか(男性：ｒ = .46,女性：r

= .79)」の相関係数に性差が認められ，女性の

相関係数の方が有意に高いことが分かった。こ

のことから，本研究で対象となった女性の回答

者はプログラミングが簡単であることと，得意，

あるいは楽しいと思うこととは相伴うと言える。

そこで，プログラミングが簡単と思える教材を

準備し，プログラミングは楽しくて得意である

と感じられるような体験をさせることが女性に

とって重要と考える。 

一方，「Q5．あなたはプログラミング学習を

してみたいと思いますか」は，「Q7．あなたは

プログラミングに興味・関心がありますか(男

性：ｒ = .90, 女性：r = .70)」と「Q8．もっ

とプログラミングの知識や技術を高めたいと思

いますか(男性：ｒ = .90,女性：r = .70)」の

相関係数に性差が認められ，男性の相関係数の

方が有意に高いことが分かった。このことから，

本研究の男性の回答者はプログラミングを学習

してみたいこととプログラミングに対する知

識・技能を高めたいこと，あるいは，興味・関

心が高まることと相伴うと言える。そこで，興

味・関心が伴うようなプログラミングの高度な

知識・技能を使う教育内容を実践することが，

男性のプログラミングを学習してみたいという

意識を高める上で重要な要因となる可能性があ

る。 

４ まとめ 

本研究は，大学生・社会人を対象に，プログ

ラミングに対する意識調査を実施した。その結

果，以下のことが明らかとなった。 

・本研究で対象とした大学生・社会人の全体的

な傾向として，プログラミングは社会や生

活に役立ち，学ぶ意味があると認識してい

ること。 

・本研究で対象とした大学生や社会人の多く

は，プログラムは簡単や得意と思わず，楽

しいものではないと認識していること。

・男性の方が女性に比べてプログラミングに対

して好意的であり，福井ら（2018）の知見を

支持する結果であったこと[2]。

・相関の差の検定の結果から，女性は男性より

もプログラミングが簡単であることは，プロ

グラミングが得意，あるいは楽しいと思うこ

とと関連していること。

・相関の差の検定の結果から，男性は女性より

もプログラミングを学習してみたいと思うこ

とと，プログラミングに対する知識や技能を

高めたい，あるいは，興味・関心があること

と関連していること。

今後の課題として，小学校段階から実施され

るプログラミング教育について，発達段階や性

差を意識した教材や授業デザインを検討するこ

とが挙げられる。具体的には，単元の導入時に

身近なアプリやゲームのプログラミングを例示

したり，簡単なコードで作ることができるプロ

グラミングを多く経験し，成功体験を増やした

りすることなどが考えられる。そして，開発し

た教材や授業デザインを各学校種で実践し，

プログラミングに対する意識の変化やプログ

ラミングの知識・技能の習得の観点から評価

することが課題である。 
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他者と協働して情報を整理・発信・伝達できる生徒の育成を目指して 

郡司直孝（北海道教育大学附属函館中学校） 

概要：本研究では，「受け手の状況に応じて情報発信する」資質・能力を育成するために，ＩＣＴを

活用した具体的な授業構築の在り方を示すことを目指した。そのためにまず，情報の受け手としての

他者や，他者と協働することのパターンを整理した。次に，この整理に基づいた授業実践を蓄積し，

「受け手の状況に応じて情報発信する」資質・能力を育成する授業に必要な要素を整理した。以上を

通じて，情報の受け手としての「他者」を３つの段階に設定するとともに，協働する「他者」を３つ

のパターンに整理することができた。また，「受け手の状況に応じて情報発信する」授業を構築する

際に活用できるモデル図を作成することができた。 

キーワード：情報活用能力，他者，協働，モデル図，Chromebook

１ はじめに 

文部科学省が 2013・2014 年に実施した情報活

用能力調査（小・中学校）では，我が国の情報

活用能力に関わる課題の一つとして，「受け手の

状況に応じて情報発信すること」を指摘してい

る。 

しかし，課題として指摘された資質・能力を

含む情報活用能力は，教科等横断的な育成が目

指されるものである。そのため，特定の教科に

偏ることなく，いかなる教科等においても「受

け手の状況に応じて情報発信する」資質・能力

を育成する取組を推進するためには，それを実

現する授業構築に資するモデル図の作成が必要

であると考えた。 

そこで，様々な教科で実践されてきた他者へ

の情報発信や，他者との協働に関する取組を抽

出・整理して，情報の受け手としての「他者」

を明らかにするとともに，他者と協働すること

の方向性を明らかにした。 

そしてこれらを踏まえて，「他者と協働して情

報を整理・発信・伝達できる生徒の育成」を目

指す授業構築に資するモデル図の作成に取り組

んだ。 

２ 研究の方法 

本研究において，他者への情報発信や他者と

の協働に関する取組について，抽出を行う対象

とした主な授業実践は，以下の通りである（表

１）。 

表１ 抽出を行う対象とした主な授業実践 

（１）情報の受け手としての「他者」の整理

教科に関する学習成果等を発表する際，多く

は当該の教科や学級内で行われる。このとき情

報の受け手となる「他者」は，学校生活を共に

するクラスメイトであることがほとんどである。

彼らは日常的な関わりを有するがゆえに，発信

された情報に不足があったとしても，それを補

い理解し合うことが比較的容易に行われる（親

密圏コミュニケーション）。しかし，情報の受け

手は，普段は関わりのない（少ない）「他者」と

なる場合もある（公共圏コミュニケーション）。

そこで，これらを明確に分離した授業構築のた

めに，情報の受け手となる「他者」として，前

者を「身近な他者」，後者を「公共の他者」とし
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て設定することとした。 

しかし，学校教育では，情報の発信先として，

「身近な他者」に比べて「公共の他者」の設定

が難しいという課題がある。 

そこで，「普段はなかなか関わる機会が多く

はないものの，まったく知らない関係ではない

他者」として，「中間の他者」を設定した。 

また，「公共の他者」を授業で設定する際の

工夫として，国語科では，書いた作文をコンク

ールへ応募し，最終的な発表相手としてコンク

ールの審査員を設定することで，資料中に含ま

れる情報に関して「公共の他者」を意識した整

理や構成を行うことができるという実践を行な

った。 

（２）他者と協働することの方向性の整理

情報を発信する以前に行われる他者との協働

について，次の２つの方向性に整理した。 

１つ目は，他者との協働によって，新たな考

えや成果物を「生み出す」という方向性である。

これは，一人では考えついたり，整えたりする

ことのできなかった成果物を生み出すことを意

味している。 

２つ目は，他者と協働することで「振り返る」

や「見直す」という方向性である。これは，す

でに個人や集団が導き出している考えや成果物

に対して，その成否や妥当性等を吟味すること

を意味している。 

当然この２つは個別独立したものではない。

しかし，方向性として位置付けることによって，

授業構築の際，当該授業の展開がどちらを志向

するものであるかを意図することは，他者との

協働において重要であると考えた。 

そして，これらの方向性は「学習したことを

組み合わせる」，「学習したことを批判的に捉え

る」，「学習したことを再構成する」という３つ

学習活動によって支えられていることを整理し

た。このとき，他者との協働以前に生徒個人（自

分）の取組が不可欠であり，「自分」と「他者」

との関わりの中に，これらの学習活動を位置付

けることが重要だと考えた。 

（３）授業構築に資するモデル図の作成

 以上の整理を踏まえて，「他者と協働して情報

を整理・発信・伝達できる生徒の育成」を目指

す授業構築に資するモデル図を作成した（図１）。

本モデルでは，先述したように，他者との協働

によって整理された情報を，他者に向かって発

信していく様子を示している。また，他者との

協働に関しては，「生み出す」と「振り返る／見

直す」の２つの方向性を示すとともに，それら

を支える３つの学習活動を，自分と他者との間

で相互に行われるものとして示している。さら

に，発信先である情報の受け手としての他者と

して，「身近な他者」，「中間の他者」，「公共の他

者」の３つを設定している。 

図１ 授業構築に資するモデル図 

３ 代表的な授業実践 

（１）第２学年社会科・地理的分野「日本の様々

な地域・地域間の結び付き」 

学習内容は，輸送（交通）手段のうち，とく

に海上輸送に特化してその役割や可能性をテー

マにしたプレゼンテーション資料を Google ス

ライドを活用して共同編集で作成し，学年で最

も優れた資料を作成したグループが東京で開催

される全国海洋教育サミットで発表する，とい

うものである。 

本実践では，情報の受け手としての「他者」

として「公共の他者」を設定している。具体的

には，全国海洋教育サミットの参会者である。 
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他者との協働に関わっては，４人１組で協働

してプレゼンテーション資料を作成することで，

それぞれの学びや経験を持ち寄り，新たな問い

や考えを生み出すこととした。すなわち，モデ

ル図における学習活動「学習したことを組み合

わせる」ことによって，「生み出す」という方向

性を志向する授業構築を行った。 

本実践を行う上では，本校生徒が一人一台有

し て い る Chromebook で の G Suite for 

EducationにおけるGoogleスライドの共同編集

機能を活用した。すなわち，クラウド上で

Google スライドを共有して共同で編集を行う

ことによって，グループ内の他者が行なってい

る情報の整理をすべての構成員が把握すること

ができることで，これまでに学習したことの組

み合わせや批判的な捉え直し，再構成が展開さ

れた。そのため本授業は，共同編集機能によっ

て，相互の情報の整理を共有することができる

ことを基盤として成り立つものであった。 

（２）第２学年数学科「１年間のまとめ」

学習内容は，生徒個人が冬季休業中に作成し

た「中学校２年数学科での学習内容に関するレ

ポート」に基づいてグループを構成し，互いの

レポートへの評価・検討を行った。その後，グ

ループとしての課題を設定し，課題を解決する

ための過程を検討するとともに，Google スライ

ドを共同編集して発表資料を作成し，第１学年

生徒を対象にした発表会を実施する，というも

のである。 

本実践では，情報の受け手としての「他者」

として「中間の他者」を設定している。具体的

には，第１学年生徒である。「中間の他者」に

関しては，本実践を通して「身近な他者」から

「公共の他者」への架橋としての役割が明らか

となり，より意図的・計画的に「相手意識ある

発信」を実現する教育活動の展開が可能である

という成果が得られた。 

他者との協働に関わって，本実践では「学習

したことを組み合わせる」「学習したことを批

判的に捉える」「学習したことを再構成する」

という３つの学習活動を，単元の指導計画を作

成する段階で効果的に配置することが意図され，

「受け手の状況に応じて情報発信する」授業を

構築する際に活用できるモデル図として一定の

役割を果たせることが明らかとなった。 

４ 研究の成果 

本研究の主な対象とした 2018 年度第２学年

生徒に対する「相手意識ある発信ができている

か」という質問項目に対する肯定的な回答が，

2017 年度末の 45％（47名）から 2018 年度末で

は 90％（90 名）に上昇した。また，2018 年度

末のみに実施した「他者との協働の良さを実感

しているか」という質問項目に対する肯定的な

回答は，89％（89 名）という数値が得られた。 

また，「他者への情報の発信」について，情

報を発信する主体との関わりに強さによって，

「公共の他者」「中間の他者」「身近な他者」と

いう３つの段階の設定ができた。また，最終的

には「公共の他者」に対する「相手意識ある発

信」をすることのできる生徒を育成するために，

学校教育において比較的設定することの容易な

「身近な他者」と「中間の他者」という段階を

意図的に設定することの意義を明らかにするこ

とができた。さらに，「他者との協働」について， 

「学習したことを組み合わせる」「学習したこと

を批判的に捉える」「学習したことを再構成する」

という３つのパターンを明らかにするとともに，

学習の方向性として「振り返る／見直す」「生み

出す」という２つのパターンを明らかにするこ

とができた。またこれらの点について，本研究

課題を解決するための授業構築の際に参考にす

ることができるモデル図を作成し，検証を行う

ことができた。 

５ 今後の課題 

今後の課題として，以下の３点を述べる。 

１点目は，本研究で作成した「受け手の状況

に応じて情報発信する」授業を構築する際に活
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用できるモデル図が，実際の授業構築における

活用に関してどの程度汎用性を有するものであ

るかを，さらに検証を進める必要があるという

点である。そのためには，本校での活用に留ま

ることなく，地域の公立学校を含めた多くの授

業構築の場面において，本モデル図を活用いた

だき，その効果検証を継続していくことが肝要

であると考えている。 

２点目は，本校が育成を目指す資質・能力の

一つである「市民として求められる資質・能力

（市民性）」に関わって，本研究の成果を関連さ

せた整理を行う必要があるという点である。と

くに，「他者との協働」については，市民性を育

成するための取組に資するモデル図へと改善し

ていく必要がある。 

３点目は，本校がこれまで北海道教育大学附

属函館幼稚園及び北海道教育大学附属函館小学

校とともに作成に取り組んできた，情報活用能

力の育成のための 12 年間のカリキュラムに関

して，本研究の成果を踏まえて改善を行う必要

があるという点である。さらには，附属特別支

援学校との協議を行い，特別支援教育における

情報活用能力育成のための方策等についても検

討したい。 
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PBL 型学習を基盤としたキャリア教育と 21 世紀型スキルの育成 

山本	 昌平（大阪市立新巽中学校）	

概要：「調べ、まとめ、発信する」情報活用能力の育成のために、また、合意形成力やコミュニケーシ

ョン力、多様性受容といった非認知的能力の育成のために総合的な学習の時間を基盤として PBL 型学

習を実践した。「しんたつ、みらいプロジェクト」と題し、「職業の魅力ってなんだろう？」という問い

から仕事について探究し、未来の働き方や、必要な力、持続可能な社会の開発の取り組みについて学

び、目的意識と他者意識を持って発信を行った。本研究では、年間を通じて行った生徒たちの学習実践

の流れと、学びを支える ICT 機器の活用事例、実践が生徒にどのような変容をもたらしたのかについ

て報告し、一つのカリキュラムモデルとして提案する。	 	

キーワード：情報活用能力，PBL 型学習，21世紀スキル，SDGs

１ はじめに 

	 世界は今、グローバル化と情報通信技術の発

達により、多様な文化や価値観が距離という垣

根を越えて飛び交っている。また超高齢化の波

も押し寄せ、そう遠くない未来に Society5.0 の

生活を求めなければ、社会・経済・環境のバラ

ンスを保つことができない時代が到来するだろ

う。さらに、紛争や差別、宗教や貧困の問題、

食品ロスや環境問題、ジェンダー、マイノリテ

ィ、エネルギー、災害問題といった様々な課題

も解決し、持続可能な社会を形成することも求

められている。行き先不透明な未来を切り開く

「解決」と「創造」の力を持った次世代の担い

手を育成することが学校に課せられた使命であ

ると言えるだろう。ゆえに、学校はより多くの

情報や変化を受容しながら、学校本来の目的で

ある「未来の社会で活躍できる人材の育成」に

焦点をあて、一斉画一的で形骸化した学習形態

からの脱却を図ることに向き合わなければなら

ない。	

	 そのような局面を迎えているにも関わらず、

学校は依然、前年度踏襲を繰り返し、過去の成

功体験から導かれる学習方法や指導方法にばか

り着目してはいないだろうか。経験則にのみ価

値づけし、根拠を明確にすることや言語化する

といった改善を進めてきただろうか。前述した

とおり、子供たちが生きていく未来で必要な力

は、我々大人が経験した過去だけで教授できる

ものではない。	

とすれば、学校の当たり前や常識を疑い、行

なっている教育活動が時代に左右されない普遍

的なものなのか、それとも目的を見失った慣例

的なものなのかを見極めながら、答えのない時

代で逞しく生きるための力の育成について、整

理していくことが必要だと考えたのである。	

今回、初めて１年間を通じてプロジェクト型

学習の実践を行った。生徒も教師も戸惑う面が

多くあったものの、一斉画一的な学習でない「協

働的な学び」につながったと感じている。また、

教師も生徒たちを導くために「コーチング」、「テ

ィーチング」、「カウンセリング」の視点にわけ、

ファシリテーションを行なった。本校はタテ持

ち型編成と複数担任制を敷いており、これによ

って教師は協働せざるを得ない環境の中に身を

置いている。新しい変化に対応する学校にする

ためには、今、教師たちも協働的に働く仕組み

の中に身を置き、自己研鑽をし、集団として磨

きあうことが必要だと考えている。働き方改革

やブラック学校といった課題も多いが、一枚岩

となり、社会の「未来」と「今」を感じること
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【図１】意見交流の様子 

【図２】情報共有の様子 

ができる学校づくりを、生徒、保護者、地域、

企業、教員、委員会とパートナーシップを大切

にしながら創りあげたいと考えている。これか

らの時代を背負う生徒のため、ひいては彼らを

育てるこれからの教員のために価値ある実践と

したい。	

２ 研究の方法 

（１）調査対象および調査時期

・大阪市立新巽中学校２年生73名

・平成 30年 4月〜平成 31年 3月

・調査対象の学年は、1 年生の時にも地域の

魅力探究型の PBL 型学習実践を行なってい

る。

（２）実施カリキュラム

	 情報活用能力や 21 世紀スキルの育成として

＜表１＞の計画に基づき、実施した。	

＜表１＞２年	PBL 型学習	年間計画	

プロローグ：「しんたつ、みらいプロジェクトの開幕」	

第１節：「びゅーてぃ大使の次なる使命、仕事の魅力は？」	

第２節：「なかなか会うことのできない企業の話を聞こう」	

第３節：「自分がなりたい仕事について考えよう①」	

第４節：「実際に体験しに行こう」＊職場体験	

第５節：「感謝の気持ちと学んだ成果を送ろう」	

第６節：「仕事のびゅーてぃを『むーびぃ』で伝えよう」	

第７節：「自分がなりたい仕事について考えよう②」	

第８節：「大阪万博誘致の結果を知ろう」	

第９節：「実際に訪問しよう」＊企業訪問	

第１０節：「プレゼンを完成させよう」	

第１１節「プレ・プレ」＊学年発表会	

第１２節：「なりたい仕事とその未来」＊研究発表会	

エピローグ：「活動を通じて学んだこと」

（３）分析方法

	 ＜表２＞のようなコンピテンシーを評価基準

として設定した。協働的な場面や学習が進んで

いく中で２１世紀スキルの中でもどんな力が育

まれているかを明確にするためである。これを

生徒、教師双方向にとって共通のものさしとし

て活用し、このような視点で PBL型学習、教科
の授業を実践した。	

＜表２＞	

内発的動機 取り組んでみようとする意識の源

自己管理力 自身の感情や行動をコントロールする力

自己有用感 自分の価値を知り、自信に変える

持続的探究 粘り強く、追い求める芯の強さ

問題解決力 道筋を立てて、物事に取り組む力

批判的思考 物事を冷静に見つめ、判断する考え

社会的責任 集団の中で自分が出来る振る舞いや貢献

合意形成力 納得しながら気持ちをすり合わせる力

多様的受容 考えや価値観等の違いを受け入れる広さ

情報活用力 情報を選び、活かし、正しく発信する力

３ 実践の内容と結果 

	 ＜表１＞に記載したカリキュラムの中で、特

記すべき取り組みに焦点を当て、その活動の流

れを示す。	

① 福井大学義務教育学校 round table（６月） 

探究を進めるもの

の、なかなかうまく

いかない時期があっ

た。福井大学義務教

育学校の２年生も

「職業」をテーマに

探究をしていたので、【図１】のように

FaceTime で交流を持つことにした。学び方や
探究方法、インタビューの方法など、自分たち

だけでは気付くことのできなかった学びを得る

ことができた。

② 職場体験学習後の学習報告会（７月）

２３の事業所で職

場体験を実施した。

文化発表会で仕事

の魅力を発信する

というミッション

を持って体験した。
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【図３】合意形成を図る様子 

【図５】企業訪問の様子 

【図６】研究発表の様子 

【図４】文化発表会の様子 

似た業種で６つのチームを編成し、【図２】のよ

うにポスターセッション形式で全体の情報共有

を行った。個別で体験した縦の学びが横につな

がった。	

③ 全員での合意形成（１０月）

文化発表会での発表

内容を６つのチーム

に分けて運営してい

たが、一週間前になっ

てもうまくまとまら

なかった。３人の生徒

がこれまでのストーリーを一新して再提案した。

【図３】のように全員で対案を確認し、合意形

成を図った。

④ 他者意識を持った発信（１１月）

職場体験でお世話

になった方々に、体

験を通じて学んだ

仕事の今や魅力を

発信すると約束を

していた。【図４】の

ように AI やドローンといったテクノロジーが
今後自分たちの働き方をどう変えるのか、また、

いつの時代になっても変わらない人とのつなが

りなど、学んだことをまとめ、発信した。

⑤ 企業訪問（１月） 

仕事の魅力を探究

していく中で、生徒

たちは SDGs に出
会うことになった。

そこで【図５】のよ

うに SDGs に取り組む大阪市の企業に訪問し、
どのように世界に貢献しているのかを学びにい

った。読売新聞、クボタ、住友製薬など１７の

企業に訪問した。よき社会のロールモデルと出

会うことができた。

⑥ ＃しんたつばんぱく（２月）

「100 人のリスナ
ーに SDGs を発信
する」を目的に大阪

万博とかけた学習

発表会を実施した。

【図６】のようにプ

レゼンや、アート・アクティビティ・モニュメ

ントなど計 14ブースに分かれて発信を行った。
来校者約 50 名と在校生・PTA 約 70 名に対し
て発信することができた。１年・３年も含め、

学校全体で発信した。

４ 結果 

	 年間を通じた協働的な活動の中で「みんな違

っていい」の多様性を受容する視点を育むこと

や、「だからこそ対立は起こるものだ」と理解し

受け入れた上で、人との関わりの中で起こる感

情の起伏をコントロールする力を育むことがで

きた。＜表３＞に示すように、自己有用感や多

様性受容、達成感などに通じるアンケート項目

をが１年間で飛躍的に向上した。	

＜表３＞	

５ 考察 

	 実践を進める中で「勉強できる生徒の意見の

方が正しい」という風潮の中で進むことも予想

していた。受験の仕組みから、学校における優

秀であることのものさしとして、ペーパーテス

トの結果が重視される風潮が学校には未だ存在

するからである。しかしながらこの実践におけ

る議論では、一般的に学習能力の高い生徒の意

見が全体の合意とならず、気持ちをすり合わせ

る活動ではむしろ、それらの意見が取り入れら

れないことが多かった。その中で、プロジェク
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トを牽引した生徒の多くは、「人は簡単に自分の

思う通りに動いてはくれない」や、「自分の意見

は当たり前ではない」という価値観が生まれ、

自分の感情と向き合いながら合意形成を図る方

法を体験的に学習した。一方、反論する生徒た

ちも自身の意見の中に「なぜ違うと思うのか」

を明確に伝えることの大切さに気づくことがで

きた。対案なき反論はただの文句であることを

学んだからである。伝え方や言葉、情報のやり

取りの中に、生徒同士でありながらも尊敬の念

を持ち、共通の課題意識の中で協働したからこ

その結果であると考える。	

６ 結論 

	 PBL 型の学習実践は多くの非認知的スキルや

21 世紀型スキルの向上に効果的であるといえ

る。その理由を以下に４つ挙げる。	

①対話を通じて問題解決を図る学習過程で、

多様性受容や合意形成、達成感を得ること

ができるから

②PBL 型の学習実践を推進する上で、自己管理

力やスケジュール調整、行事との調整、さら

には時間割などの調整力が必要となるから

③有限である時間の中で課題解決を図ること

や、成し遂げたい合意形成を図るには、資料

作成力や、プレゼンテーションスキルが必

須となるから

④時間内に効果的な表現で物事を円滑に進め

るためには、年齢に関係なく ICT 機器の活

用能力が必要であるから

これらの点で総括すると、大人になっても経

験として残る汎用的なスキルを育成することが

できるのが PBL 型学習の良さであり、実践する

意義であるといえる。ICT 機器やアプリも多数

利用したが、それらも目的を達成するための手

段に過ぎなかった。アナログとデジタルを他者

とコミュニケーションを図るための手段として

目的に応じて選択する力もまた、これからの未

来を創る子どもたちに備わってほしいスキルで

ある。	

７ 今後の課題 

	 全生徒、全教員で協働的な学習の授業実践を

推進することができた。しかしながら以下のよ

うな課題も生まれてきた。	

・PBL 型の学習を初めて全体で実施したため、

時間の調整や生徒たちの進度が予測できず、

放課後の時間や朝の時間を圧迫することとな

った。

・生徒たちの学ぶ意欲を継続させることの難し

さがあった。実際、働く魅力とは何だろうと

問いかけるだけで、１年間継続して学習する

ことはできない。そこには、集会時での報告

や、終学活でそれぞれの代表者が報告をする

といった小報告会を実施することや、自分た

ちを対象にした情報共有会（７月）や思考ツ

ールを用いた情報共有会が必要（10月）であ

った。学びを継続する仕組みと仕掛けを全教

職員で共有することが必要である。

上記の点を踏まえ、全体のカリキュラム・マ

ネジメントの実践や、教科横断的な学びも推進

する必要性を感じた。これからの教育現場に必

要なのは時間とアイデア、そしてより良いもの

を自ら創る学校としてのチャレンジ力である。

どの学校でもチャレンジしてみようと思うこと

ができる実践とするために、今回出てきた課題

も協働し、解決していきたい。	

参考文献 

・国立大学法人福井大学教育学部附属義務教育

学校平成（2018）『自律的な学びへのイノベーシ

ョン探究するコミュニティを培う』（2−15）	

・工藤勇一（2018）『学校の「当たり前」をやめ

た』時事通信社	

第45回全日本教育工学協議会全国大会 島根大会（2019/10/18-19 島根県民会館）

108



中学校社会科における情報活用能力の育成を意識した授業設計と実践 

中西奈菜（高松市立勝賀中学校）・土井国春（東みよし町立昼間小学校）・泰山裕（鳴門教育大学） 

概要：本研究は，中学校社会科において情報活用能力の育成を目指した実践の留意点を明らかにする

ことが目的である。中学校社会科において育成が求められる情報活用能力を明らかにするために，中

学校学習指導要領とIE-school事業において整理された情報活用能力の体系表との対応づけを行った。

その結果，中学校社会科で育成を目指す資質・能力は，情報活用能力の中の「問題解決・探究における

情報活用」に多く対応していることが明らかになった。これらの結果を基に授業を設計し実施した結

果，前提となる情報活用能力の習得を行い，その上で問題解決・探究における情報活用に取り組むこと

が必要であることが明らかになった。 

キーワード：情報活用能力，授業設計，中学校社会科

１ はじめに 

新学習指導要領では，情報活用能力が「学習

の基盤となる資質・能力」として例示され，言

語能力等とならび，学習の基礎・基本としての

育成が求められている。堀田（2019）は「情報

活用能力とは，ICT などをうまく使って情報を

収集しその情報を整理・分析して自分の考えを

形成し表現・配信する力」と示している。さら

に，泰山（2017）は，「各教科の学習を『頭の中

にある情報とその処理』の方法の指導という視

点で捉えれば，情報活用能力は，まさに全ての

学習の基盤となり，全ての教科等で育成を目指

す資質・能力」としており，これからの学習に

おいて不可欠な力として位置付けられている。

また，泰山（2019）は，「情報活用能力と各教科

等の授業における目標との関係を十分に検討し

た上で，情報活用能力の育成を各教科等の学習

に結びつけて考えることが大切である。」として

いる。つまり各教科で，どのような情報活用能

力の育成が必要なのか具体的に明らかにする必

要があると考える。 

本研究では，中学校社会科の情報活用能力の

育成に着目する。社会科は，「学習対象となる社

会的事象をより良く捉えることを目標」（山田 

2018）としており，その手段として「社会的な

見方・考え方」の育成が求められている。社会

的な見方・考え方について，北（1996）は，社

会的な見方や考え方を 10項目に整理している。

その中に，「社会的事象を多面的に見たり考えた

りする。」や「社会的事象を比較・関連・総合し

て見たり考えたりする」の項目がある。これら

の見方や考え方には，情報活用能力と重なる部

分が多く，社会的事象をよりよく捉える手段と

して，情報活用能力が有効だと考えられる。ま

た，小原（1994）は「いずれの授業論も，児童・

生徒が『理解する』『説明する』『問題解決する』

『意思決定する』ことによって得られる社会的

事象に関する内容的な見方・考え方の育成が中

心となっており，『理解の仕方を学ぶ』『説明の

仕方を学ぶ』『問題解決の仕方を学ぶ』『意思決

定の仕方を学ぶ』という方法的な見方・考え方

の育成が十分に考慮されていない。」という課題

を指摘している。このことから社会科授業づく

りの課題を解決するためには情報活用能力を育

成し，方法的な学習活動を行うことが有効であ

るといえる。 

 以上から本研究では中学校社会科の授業にお

いて情報活用能力の育成を目指した授業設計の

留意点を明らかにすることを目的とする。具体

的には，社会科の内容や社会科で育成しうる資
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質・能力と情報活用能力の関係を明らかにし，

情報活用能力の育成を意識した社会科の授業設

計の留意点について検討する。授業前後で，社

会科の授業に対するイメージについてアンケー

トを行い，情報活用能力を意識した授業によっ

て生徒の授業イメージが変化するかについても

調査し，生徒の意識変容から授業設計の妥当性

も検討する。 

２ 研究の方法 

（１）情報活用能力の体系表（IE-school）と社

会科の学習指導要領を対応づけ 

情報活用能力の体系表と社会科の中学校学習

指導要領の指導内容を次の手順で対応づけた。 

1) 中学校学習指導要領解説社会編の内容の

範囲から一文全体を抽出する。

2) 抽出した一文から，意味のわかる単位で

文節に区切り，抜き出す。

抜き出した文節は，次の 3つに分類した。 

「1」 社会科の力を育成するために前提と

なっている情報活用能力 

「2」 社会科で育成・発揮が想定される情

報活用能力 

「3」 社会科固有の資質・能力 

対応づけの原則を次のように決めた。文節に

「〜基に」が書かれている場合は「1」で分類す

る。「〜を踏まえて…を理解する」が書かれてい

ると「2」に分類する。「多面的・多角的に考察

し」が書かれている場合は，学びに向かう力・

人間性等の項目で「2」で対応づける。 

3) 抜き出した文節を IE-school 体系表の各

ステップの具体的項目に当てはめる。

（２）情報活用能力の育成を意識した授業

2-1 授業設計

単元は地理的分野の第 2章「世界と比べた日

本の地域的特色」を対象とした。 

（１）で明らかになった社会科の資質・能力

と対応する情報活用能力の育成を意識して授業

設計を行った。社会的事象の把握を中心とした

授業づくりとの違いを意識して，情報活用能力

の習得と活用を毎時間，意識的に取り入れるこ

ととした。 

2-2 評価

情報活用能力の育成を目指した授業設計の成

果を明らかにするために，授業の前後に社会科

の授業に対するアンケートを実施し，比較した。 

３ 結果と考察 

（１）情報活用能力の体系表（IE-school）と社

会科の学習指導要領を対応づけ 

 分析の結果を見ると，体系表で示された要素

の中で，「問題解決・探究における情報活用」が

一番多く対応づけられた。社会科の目標を達成

するために，前提となる情報活用能力は，「A-2①

ｆ情報の大体を捉える力」と「A-2①ｄ情報の整

理する力」が多く想定できた。中学校社会科の

学習をより効果的に進めるためには，A 知識お

よび技能を習得しておく必要があることが明ら

かになった。情報の収集や整理，分析，表現の

理解を進めてくことで中学校での学習をスムー

ズに行うことができる。地図の情報を読み取っ

たり，特徴別に整理したりする活動を小学校の

学習に意識的に取り入れることが必要であると

考える。

また，中学校社会科で育成・発揮が求められ

る情報活用能力として「B-①必要な情報を収集，

整理，分析，表現する力」や「B-②新たな意味

や価値を創造する力」が多くの文節と対応して

いた。思考力，判断力，表現力の育成において，

情報を活用する場面が多いと言える。社会的事

象と学習した情報の結びつきを捉え，自分の言

葉で表現したり，要点を捉え，新たな意味を見

出したりする活動での情報の活用の場面が必要

となる。その活用の場面を通して学びに向かう

力・人間性等の育成が想定されている。例えば

「C-1①a 多面的に情報を検討しようとする態

度」や「C-1①b情報を複数の視点から捉えよう

とする態度」である。特に，公民的分野では，

多面的に情報を検討し，問題に対する解決策を

考察する文脈が多く見られた。情報活用の活動

を取り入れ，問題解決・探究のための態度の育

成が必要であると言える。
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（２）情報活用能力の育成を意識した授業

2-1 授業設計

本単元の目標は「日本は様々な特色のある地

域の集合体であることを理解する」と「『地域区

分』の意味を理解する」（文部科学省 2017）と

されている。その目標を達成するための技能と

して「地域を区分する技能については，各種の

主題図や資料に基づき地域区分する技能を身に

つけ，用いることができるようにする。」（文部

科学省 2017）と示されている。この技能を習得

する際に必要とされる情報活用能力は，体系表

との対応づけから「A-2①f情報の大体を捉える

力」と「A-2①d 情報を整理する力」。であるこ

とが明らかになった。同じ様に，思考力・判断

力・表現力の情報活用能力は「B 必要な情報を

収集，整理，分析，表現する力」である。これ

らを基に単元構想図を作成したことにより、方

法的な見方・考え方が具体的になったと言える。

単元の 2 時間目の授業に当たる「日本の気候」

の知識・技能の目標は，「日本の気候区分は気温，

降水量などによって区分されていることを理解

する」と「日本の気候は海流や季節風の影響を

受けていることに気がつく」，思考力・判断力・

表現力は「気候や降水量の違いが人々の暮らし

に影響していることに気がつく」とした。社会

的事象を情報活用を通して学習できる目標を立

てることができた。学習指導過程の作成では，

情報活用能力の欄を設けたり，「教師の指導・支

援および評価」の欄に生徒主体の情報活用の活

動を記述したりした。従来の指導案より，情報

活用能力を意識して，授業設計を行うと授業中

の学習活動が具体化され設計が行いやすく，目

標も立てやすくなった。

また，従来のワークシートを活用した指導で

は知識の一方的な教授に終始してしまうことが

多いと感じていた。しかし，今回は情報活用の

どの力を習得させたいかが具体的に把握できる

ので，思考ツールを活用し生徒の活動の補助を

意識し思考の流れと情報活用を視覚的分かりや

すく作成することができた 

2-2 実践

授業の前半は体系表との対応づけによって

明らかになった「A-2①f情報の大体を捉える力」

と「A-2①d情報を整理する力」の習得を意識し

て学習活動を行なった。導入として，自然地理

の小学校までの既習事項の内容を含めた情報を

提示し，日本の自然環境についての整理ができ

るかを観察した。生徒らは，ワークシート上の

情報を読み取り，関係性について考え整理する

ことができた。「A-2①f情報の大体を捉える力」

と「A-2①d情報を整理する力」もについては多

くの生徒が習得している姿を確認することがで

きた。情報の整理する場面でも思考ツールを活

用し事象と原因を関係づけ整理して記述するこ

とができた。このように多くの生徒は日常生活

の中で「A-1③図示による単純な手順の表現方法」

は身につけているのではないかと思われる。 

授業で学習した内容を，授業の終わりに自分

の言葉でまとめを書く作業の場面では書くこと

ができない生徒が多く見られた。学習内容を振

り返り，自分の言葉で表現することができてい

ない。情報の大体を捉えたり，整理したりする

ことはできるが，自分の考えとして表現するた

めの情報を活用する知識や技能が十分に習得で

きていないと考えられる。今回の授業設計の際

に想定した情報を活用するまでの力の習得が不

十分であると推測できる。このことから問題解

決・探究における場面を想定し，思考スキルの

「多面的に見る」や「関係づける」などのスキ

ルの習得の必要性を感じた。さらに，体系表の

思考力・判断力・表現力のステップ 1 に当たる

「体験や活動に疑問を持ち，解決の手順を見通

して分解して，どのような手順の組み合わせが

必要かを考えて実行する」やステップ 2 の「情

報の大体を捉え，分解・整理し自分の言葉でま

とめる」などの情報活用を中学校までに行うこ

とが重要である。 

2-3 評価

授業前後に行った「社会科は何を学習する教

科ですか？」というアンケートの回答では，授

第45回全日本教育工学協議会全国大会 島根大会（2019/10/18-19 島根県民会館）

111



業の前後とも，内容知のワードを記述する生徒

が多く見られた。今回の授業実践では，情報活

用の方法について学習したと実感できている子

が少なかったといえる。しかし，一部の生徒は

社会科が内容の暗記だけでないことに気がつく

ことができていた。その生徒らのアンケートの

回答には，背景や関係性を整理することが面白

いという内容が見られた。社会科の授業の改善

に社会的事象を学習する方法として情報活用能

力を意識して授業を行うことが有効であるとい

う可能性が考えられる。しかし今回の実践では

情報活用能力の「知識および技能」の習得が中

心となっており，社会的事象を捉える方法とし

て情報活用能力を活用する場面が乏しくなって

しまった。今後の授業では，活用場面に十分な

時間を設け，習得と分けて実践を行うことで，

より多くの生徒が情報の活用について実感でき

るようになると考える。

５ 結論 

情報活用能力の体系表と社会科の中学校学習

指導要領の指導内容を対応づけた結果，中学校

社会科で育成・発揮が期待される情報活用能力

が「問題解決・探究における情報活用」に多く

対応していることが明らかになった。  

情報活用能力を，単元を通して育成すること

ができるもの，1 単位時間の授業で習得させる

もの等社会科の内容に関係付けて把握し，単元

指導計画，指導案に記載して授業を実践した。

情報活用能力の欄を設けたり，「教師の指導・支

援および評価」の欄に生徒主体の情報活用の活

動を記述したりすることで，従来の指導案より

情報活用能力を意識して授業設計を行うことが

できた。授業中の学習活動が具体化され設計が

行いやすく，知識・技能の目標も立てやすくな

った。

今回の授業実践を通して，中学校社会科の目

標を達成する授業にするためには，小学校段階

まで情報を活用する場面をきちんと設定し，情

報活用能力の知識と技能を習得させること，情

報活用の習得と活用を分けて授業を行うことが

重要である。IE-school の体系表の情報活用の

知識や技術に分類されているタイピングや検索

方法については日常生活で習得していることが

考えられるため，活用の場面を想定して授業設

計をしていくことができると考える。 

６ 今後の課題 

 社会科の授業に対して生徒のイメージに変化

が現れた部分はあるが，想定していた情報活用

能力による方法知の自覚については乏しいもの

であった。今後の授業では，学習課題を「問題

解決・探究における情報活用」に相応しいもの

にする必要があると考える。情報活用能力の習

得と活用をさらに具体化し，授業時間を分けて

実施し，事前に習得が必要な情報活用能力と想

定できるものには手立てを準備することを意識

して実践を行うようにする。校内で情報活用能

力育成の共通理解をはかり，各教科で育成する

情報活用能力をさらに具体化し，全校体制で情

報活用能力の育成を推進できるような実践事例

を実施・発信していけるようにする。 
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主体的な情報発信スキル習得を目指す国際協働学習の実践 

池田明（大阪市立東高等学校）・影戸誠（日本福祉大学） 

概要：情報伝達力、交渉力、合意形成力など、高等学校段階において求められる「グローバル人材」の

基礎力と、ICT活用能力について実践事例を報告する。 

 日本の生徒が国際舞台で情報発信するには、現状では教師の積極的な体験場面設定が不可欠である。

継続的な国際協働学習を通じ、アウトカム・デザイン、事前事後のインターネット活用モデルの構築・

活用の実践例を紹介し、その成果と課題をファシリテーションとコーディネートの視座から考察する。 

キーワード：情報活用能力・国際協働学習・多文化理解・アクティブラーニング・探究学習

１ 国際協働学習に関する実践の経緯 

 昨今の教育現場における重要な課題の一つと

して、国際的な視野を持ち、競争力・発信力を

身につけた学生・生徒を育成するメソッドを確

立することがあげられる。近年、学校現場では、

国際交流を取りいれた実践例も多くみられるよ

うになった。自身でも、国際協働学習の場面を

含む国際連携課題解決学習の実践に取り組み、

継続的な国際交流活動、協議、プレゼンテーシ

ョンという一連の流れを含む国際交流イベント

の運営や、参加生徒への指導を行ってきた。ま

た、実践研究として、ICT 活用による焦点化

（Cognitive Presence）や、対面での Social 

Presence（Garrison, 2001）などの先行研究に

学び、課題解決型学習の基準の考察を行ってい

る。本実践研究では、国際連携アクティブラー

ニングで得られる学びや育ちの実践方法の立

案・実施とその成果研究と、参加者の追跡調査

と分析により、参加者が得た成果が、その後の

ライフプランにどのように活かされているのか

を明らかにするための考察の方向性を検討する

ための研究を進めている。 

２ 現状の課題 

各種の国際交流活動において、ＩＣＴ活用の

場面では、操作スキルの習得に関して、あるい

は、マシンやネットワークの環境整備に関して

の課題が発生する。 

操作スキル面で考えると、国際交流に携わる

のであれば、指導者の立場でも参加者において

も、コンピュータ操作の基本的なスキルは、そ

の時代に即応したものを身につける必要がある

と考えられる。ただし、情報教育の視座から見

れば、ただコンピュータ操作スキルを習得し上

達させるということだけが目的なのではなく、

そのスキルを活かして何を成すのか、何ができ

るようになるのかというビジョンが必要である

といえる。ネットワーク設定に関しても、イン

ターネットを活用した交流が重用される中で、

その環境設定や整備という面は常に課題として

あがる。 

また、マシンやネットワークの整備という面

では、まずコストの問題がある。導入コストは

何とか確保しても、その後のランニングコスト

や更新にかかる諸費用の捻出が難しいケースが

よく見られる。さらに、国際交流でのＩＣＴ活

用にでは、交流する双方のディジタルデバイド

への配慮も必要である。双方がよどみなく利用

できるシステムの利用が必須である。 

ＩＣＴ環境以外の部分での大きな課題は、国

際的な協働学習の実践を遂行する上で、対面経

験を確保するために必要な調査や、準備、引率、

打ち合わせ等の活動にかかわる費用の捻出が難

しい点である。外部からの助成などによって、

主にこれらの予算措置的課題の解決を図りたい

と考えている。 
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３ 国際協働学習のめあて 

国際協働学習での生徒による活動は一過性の

イベントだけに重点が置かれたモノになりがち

である。しかし、対面またはネット上での交流

場面はあくまで通過点であると参加者が認識で

きて、事前・事後の交流も継続的・効果的に実

施されねばならない。この点を踏まえたうえで、

めあてとなる３つのポイントをあげる。 

①主体的な情報活用能力の実践的・体験的習得

さまざまな交流活動を行ったり、イベントに

参加､また運営に参画したりすることで、単なる

コンピュータ操作スキルやネットワークの知識

習得だけでなく、情報の収集・加工・発信を総

合的に行わせて、主体的な情報活用能力を身に

つけさせる。 

②生徒の視線での多文化理解

海外との国際交流活動の重要な目的のひとつ

は、多文化理解である。しかし、現状の実践で

は歴史的な民族文化や観光資源や環境問題など

の国際問題に関するテーマで行われているもの

が多い。高校生が自身の普段の生活についての

情報交換を行い、より身近な話題を通じて外国

との文化の違いや共通点を考察させ、自分自身

の実体験を情報として共有することで、交流相

手との共感的な国際理解を目指す。 

③交流に必要なコミュニケーション力の習得

インターネットを活用した交流活動を継続的

に実施していくことで、ネットワークの活用ス

キルと、共通語としての英語の表現力を身につ

けさせる。 

写真 海外の滞在先学校での協働作業 

４ 教員の立場という視座から 

 指導する教員の立場から考えると、このよう

な実践研究を通して、教員が単に交流諸活動の

指導や引率にあたるだけでなく、国際交流コー

ディネータとしての役割を担わなければならな

い場面に多く遭遇する。教員がコーディネータ

の役割を担い、円滑な活動をサポートしなけれ

ばならない。一般的な多くの交流活動において、

時には学生やＯＢＯＧ、保護者などのボランテ

ィアスタッフがこれにあたったり、旅行社に依

頼してさまざまな手配や添乗とともにサポート

してもらったりする方法もみられる。しかし、

最終的なコーディネートの責任者は学校の事情

や教育的意義をよく理解している教員が担うの

が最も適していると考えられる。 

従前の国際交流活動では多くの場合、各国か

らの参加チーム全体が 1つの団体として行動し、

費用や日程など、厳密な共通の事前プランに基

づき実施している。しかし、この研究対象の実

践では、長きにわたり参加者の行動については、

プレゼンテーション大会の日程など基本的なイ

ベントを除いては、各自の責任でもって決定し

遂行している。参加者が必ずしなければならな

い事として規定されているスケジュールが圧倒

的に少ない。この点からも、コーディネータの

必要性が高いといえる。これにより、参加する

教員にとっても学生･生徒たちにとっても、学び

や気付きの多い実践を実現できている。この特

徴は、柔軟性と継続性にあるといえる。 

＜参考＞ 

｢コンピュータ教育のバグ」 

池田明 著 日本文教出版 

“World Youth Meeting 2019” 

http://www.japannet.gr.jp/w2019/ 

“Asian Students Exchange Program 2018” 

http://www.kageto.jp/asep/2018/ 

この研究は、パナソニック教育財団「2019

年度 （第 45回） 実践研究助成 特別研究

指定」を受けています。 
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探究学習の基盤となる情報活用スキルの検討 

稲垣忠（東北学院大学）・後藤康志（新潟大学）・豊田充崇（和歌山大学） 

松本章代（東北学院大学）・泰山裕（鳴門教育大学） 

概要：「学習の基盤となる資質・能力」の１つに挙げられた情報活用能力には，情報の収集，編集，発

信といった情報活用のスキルが含まれる。これらのスキルは，課題の設定，情報の収集，整理・分析，

まとめ・表現のプロセスで示される探究学習を進める基盤となると考えられる。高等学校学習指導要

領に新たに設置された「探究」を含む科目の記述を対象に，探究学習がどのように位置付けられている

のか検討した。その結果，科目によって記述の位置付けは異なるものの共通の探究プロセスが確認さ

れるとともに，発信や振り返りに関する言及が見られたこと，情報活用能力のプロセスや学習事項

が探究を支える力として記載されていることを確認できた。 

キーワード：探究・学習指導要領・情報活用能力・カリキュラムマネジメント

１ はじめに 

 学習者が自ら課題を設定し，その解決のため

に情報を収集し，整理・分析し，得られた結果

をまとめ・表現する一連の過程は，探究学習の

プロセスとして，平成 20・21 年に改訂された学

習指導要領において概念化された。平成 29・30

年改訂の学習指導要領（以下，新指導要領）で

は，特に高等学校において「総合的な学習の時

間」が「総合的な探究の時間」と名称変更され

るとともに，「古典探究」「日本史探究」「地理探

究」「理数探究」と言った「探究」を名称に含む

科目が新たに設けられることとなった。 

一方，「学習の基盤となる資質・能力」の１つ

として新指導要領に示された情報活用能力は，

教科を横断して育成することとされた。「次世代

の教育の情報化推進事業(IE-School)」の成果の

１つとして情報活用能力の体系表例（以下，体

系表例）が公表された（文部科学省 2019）。小

学校から高校までの情報活用能力に関する学習

内容が資質・能力の３つの柱に沿って整理され

るとともに，「想定される学習内容」として，「基

本的な操作等」「問題解決・探究における情報活

用」「プログラミング」「情報モラル・情報セキ

ュリティ」の４つが示された。これらは体系の

例示であり，実際には各学校あるいは自治体で

児童・生徒の実態や ICT 環境に即した体系を作

り，カリキュラムマネジメントを行っていくこ

とが求められる。例えば，仙台市教育センター

(2019)は，「活動スキル」「探究スキル」「プログ

ラミング」「情報モラル」の４領域に整理し，特

に関連性の高い教科・単元を横断的に示すモデ

ルを公表している。

高等学校では探究が様々な教科に位置付けら

れ，学習の基盤となる資質・能力である情報活

用能力には「問題解決・探究における情報活用」

が含まれる。高校での様々な探究的な学習活動

を想定した時に，そこで必要となる情報活用能

力とはどのようなものなのか明確化することに

より，小学校，中学校段階で育む情報活用につ

いて何らかの指針が得られると考えられる。そ

こで本研究では，平成 30 年改訂の高等学校学

習指導要領において新設・改称された「探究」

を含む諸科目・領域を対象に，探究の基盤とな

る情報活用スキルを検討した結果を報告する。 

２ 方法 

 分析対象としたのは，平成 30 年改訂高等学

校学習指導要領に新設・改称された「古典探究」

「地理探究」「日本史探究」「世界史探究」「理数

探究基礎」「理数探究」「総合的な探究の時間」
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の記述である。これら以外の教科や，学習指導

要領の「解説」は含めていない。次の手続きに

従って分析した。 

① 各科目等の記述を質的データ分析ソフト

ウェア「MAXQDA2018」に読み込み，特

に探究に関連が高い要素についてコード

を付与した。科目ごと，記述構成ごとにコ

ード数を集計し，探究に関する記述内容

の位置付けの差異を検討した。

② 付与したコードを探究プロセス，探究に

関わる資質・能力，情報活用の親カテゴリ

と子カテゴリに分類した。

③ 科目ごとにカテゴリが占める割合を算出

し，科目間の特性の違いについて検討し

た。

3 結果・考察 

（１）科目ごとの探究に関する記述の位置付け

科目ごとの記述の行数および付与したコー

ドの数を集計した結果を表１に示す。なお，

「第３款各科目にわたる指導計画の作成と内

容の取扱い」は教科ごとに記載されているた

め，理数探究は行数から除き，総合的な探究

の時間では行数に含めた。科目ごとに行数が

大幅に異なるため，科目間でコード数を比較

することは適切ではない。また，科目ごとに

記述の構成は異なる。 

表１ 科目ごとの行数及び付与したコード数 

 古典探究では，目標には探究に関連する記

述は認められなかった。内容の［思考力・判

断力・表現力等］の A読むことの(2)に記載さ

れた「言語活動の例」に集中していた。例え

ば「ア古典の作品や文章を読み，その内容や

形式などに関して興味をもったことや疑問に

感じたことについて，調べて発表したり議論

したりする活動」では，コード「調べる」「発

表する」「議論する」を付与した。第 3款では 

「コンピュータや情報通信ネットワークの積

極的な活用」「学校図書館の計画的な活用」が

記載されているが，これは探究科目に限らず，

すべての教科で記載されている。 

 地理・歴史では「目標」「内容」「取扱」全

てに探究に関連する記述が見られた。内容面

では例えば「(ア)地形，気候，生態系などに

関わる諸事象について，場所の特徴や自然及

び社会的条件との関わりなどに着目して，主

題を設定し，それらの事象の空間的な規則性，

傾向性や，関連する地球的課題の要因や動向

などを多面的・多角的に考察し，表現するこ

と」では，コード「主題の設定」「多面的・多

角的な考察」「表現」を付与した。第 3款にお

いても，「社会的事象に関する様々な情報を効

果的に収集し，読み取り，まとめる技能を身

につける学習活動」など，情報活用に関する

記述が確認された。 

 理数探究では，目標に「探究するために必

要な知識及び技能」（コード「探究の知識・技

能」）や「探究の過程を振り返って評価・改善

しようとする態度」（コード「探究の過程」「評

価・改善」）等の記載がある。探究的な資質・

能力を身につけること自体が目標とされてい

ることが読み取れる。なお，理数に関する学

科では，原則として「理数探究」を履修させ

るとあり，かつ総合的な探究の時間の履修と

同様の成果が期待できる場合，総合的な探究

の一部または全部を理数探究に代替できる。 

古
典
探
究 

地
理
探
究 

日
本
史
探
究 

世
界
史
探
究 

䥹
基
礎
含
む
䥺

理
数
探
究 

総
合
的
な 

探
究
の
時
間 

行数 48 79 127 156 64 43 

目標 0 6 8 10 23 13 

内容 13 39 110 128 18 10 

取扱 0 8 10 11 7 
25 

第 3 款 2 19 11 

合計 15 72 147 168 59 48 
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 総合的な探究の時間は，目標，内容とも学

校で独自に定めることから記述量は少ないも 

のの，その取扱では「探究の過程においては， 

コンピュータや情報通信ネットワークなどを

適切かつ効果的に活用して，情報を収集・整

理・発信するなどの学習活動が行われるよう

工夫すること。その際，情報や情報手段を主

体的に選択し活用できるよう配慮する」とあ

り，ICT の活用を情報活用のプロセスや，そ

の選択と結びつけて記載している。 

（２）カテゴリの生成

付与したコードは 55 種類確認された。これら

を体系表，稲垣ら(2016)の文献調査を基にした

情報活用の学習活動，泰山ら(2014)の教科共通

の「思考スキル」等を参照し，カテゴリ化を試

みた。その結果，探究プロセス，探究の資質・

能力，情報活用の３つの親カテゴリに集約した。

親カテゴリはそれぞれ子カテゴリを持つ。表２

にカテゴリとそれぞれの代表的なコードを示す。 

探究プロセスでは，課題設定，情報の収集，

整理・分析，まとめ・表現は従来の総合的な学

習の時間における探究プロセスである。このプ

ロセスに加えて，表現した考えや成果物をもと

に発表や議論をする「発信」と，探究のプロセ

ス全体の見通しを持つことや，振り返り，評価・

改善するといった「学習過程」を追加した。 

探究の資質・能力は，「知識・技能」「思考力・

判断力・表現力等」「学びに向かう力」に整理し

た。各科目の目標とされたもの以外に，学習内

容や学習活動として表現されたものを含む。 

情報活用は，探究プロセス自体とは別に情報

活用に関する配慮点や例示された情報手段を示

した。配慮点には情報手段を活用する際に選択

できるようにすることや情報モラルが，情報手

段には情報通信ネットワーク，デジタル化され

た資料，地理情報システムなどの ICT，図書館

等が挙げられた。 

（３）科目間の比較検討

 最後に，科目間でカテゴリの占める割合を

比較した（図１）。探究プロセスについては子

カテゴリを，探究の資質・能力，情報活用は

子カテゴリが少ないため，親カテゴリを使用 

親カテゴリ 子カテゴリ コード例

探究プロセス 

課題設定 
課題の設定／主題の設定／課題の発見／探究課題／問いを見
出す 

情報収集 
調べる／情報の読み取り／読み比べる／資料の活用／体験活
動 

整理・分析 
課題の解決／共通点や相違点／多面的・多角的／比較・関連
づけ／構造的に理解／多角的・複合的／集計・処理／構想す
る／モデルをつくる／新たな価値の創造／考えるための技法 

まとめ・表現 
探究の結果／報告書／論文／論述／随筆／問いを表現／仮説
を表現 

発表・発信 
発表・発信／説明や議論 

学習過程 
探究の過程／情報の収集・整理・発信／学習の見通し／振り
返り／評価・改善 

探究の 

資質・能力 

知識・技能 
探究の知識・技能／探究する技法／探究の意義 

思考力・判断力・ 
表現力等 

探究の見方・考え方／探究の質 

学びに向かう力・ 
人間性 

主体的に探究／主体的・協働的に取り組む／他者と協働／粘
り強く考える 

情報活用 
配慮点 情報手段の活用／情報や情報手段の選択／情報モラル 

情報手段 ICT／図書館 

表２ 付与したコードと生成したカテゴリ 
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 した。また，地理・歴史で第 3款が共通する

ため，３つを合算した「地歴系探究」と表記

した。 

 古典探究では，情報収集とまとめ・表現，

発信の割合が高い。情報収集では古典作品を

調べる，読み比べる活動が，まとめ・表現に

は，報告書，論文，随筆にまとめる活動が，

発信には発表し，議論する活動が含まれた。 

 地歴系探究では，整理・分析が半数を占め

た。多面的・多角的に考察する，課題を追究・

解決するなどである。世界史探究では「構造

的に捉える」「比較・関連づけ」が目立った。 

 理数探究では，学習過程に「振り返り」「評

価・改善」が，整理・分析には「課題の解決」，

資質・能力として「探究の意義」「粘り強く考

える」が挙げられる。 

 総合的な探究の時間では，課題設定に「課

題の発見」や「自ら課題を設定する」場面が，

整理・分析には「課題の解決」が見られた。 

４．おわりに 

高等学校学習指導要領で新設・改称された

「探究」を含む科目に対し，その記述の中か

ら学習活動や情報活用と関連する記述を抽出

し，その傾向を検討した。科目ごとに記述の

位置付けは異なるものの，探究プロセスの存

在が確認された。従来のプロセスに加えて，

発信や振り返りに関する言及が見られたこと，

情報活用，情報手段の選択や情報モラル等，

情報活用能力のプロセスや学習事項が探究を

支える力として記載されていることを確認で

きた。他の科目，情報科等との関連を検討し，

情報活用スキルの明確化を今後の課題とする。 

付記 

本研究は JSPS 科研費 16K01123 の助成による． 
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小学校段階の情報教育を目的とした情報テキスト改訂に対する調査結果 

木島麻子（株式会社学研ホールディングス）・高橋純（東京学芸大学）・佐藤和紀（常葉大学） 

渡邉光浩（鹿児島女子短期大学）・佐藤正寿（東北学院大学）・堀田龍也（東北大学） 

概要：2020 年から全面実施となる新学習指導要領では，言語能力と同様に情報活用能力が「学習の基

盤となる資質・能力」と位置づけられた。一方，小学校段階での情報教育を目的とし堀田・高橋（2005）

が研究開発したテキスト「わたしたちとじょうほう」（3･4 年），「私たちと情報」（5･6 年）（以下まと

めて「情報テキスト」と呼ぶ）は 2006 年初版発行，2011 年一部改訂，全国学校現場に約 8 万部が流

通。この情報テキストについて小学校教員経験者 25 名に掲載単元の授業経験や改訂に関する質問紙調

査を実施した。調査の結果，小学生にも身近になった SNS やスマートフォン等の知識，教科横断スキ

ルを育成する改訂が求められていた。

キーワード：小学校，教材，情報活用能力，情報教育，新学習指導要領

１ はじめに 

堀田・高橋（2005）により研究開発された情報

テキストは，3・4 年生向けと 5・6 年生向けの 2

分冊，3・4 年生向けは全 13 単元，5・6 年生向け

は全 16 単元の計 29 単元で構成されている。 

29 単元は，「情報手段」「情報の活用」「情報と

のつきあい方」「情報社会」の 4 単元群に分類され，

「情報手段」および「情報の活用」については，

さらに細かい単元群に分け，体系的に学習ができ

るように構成されている。本調査は，2020 年に全

面実施となる新学習指導要領において，小学生に

「学習の基盤となる資質・能力」として情報活用

能力を育成するためには，情報テキストに対して，

1）小学校現場での活用実態を把握すること，2）

今後どのような改訂が期待されているのかについ

て調査するものである。 

２ 研究の方法 

（１）調査対象および調査時期

 2019 年 6 月に，小学校教員，管理職，研究者等

25 名に質問紙によるアンケート調査を実施した。

回答者の役職は，小学校教員経験者を対象とした

（具体的な内訳は，小学校教諭 11 名，教頭・副校

長 4 名，校長 3 名，大学専任講師 2 名，大学教授，

教育委員会課長，教育研究専門アドバイザー，指

導主事，社会教育主事各 1 名）。 

（２）調査項目 

調査では，全 29 単元に対して，単元ごとに，「授

業経験」「必要度」「改訂必要度」の 3 点の回答を

求めた。 

「授業経験」は，情報テキストの各単元につい

て，授業をした経験を，「1.この単元を情報テキス

トを使って授業したことがある」「2.この単元に似

た内容を授業したことがある」「3.この単元の内容

を授業したことはない」の 3 つを選択肢とした。 

「必要度」は，新学習指導要領の実施と同時期

に情報テキストが改訂されると仮定し，単元の必

要度を，「1.この単元はとても必要だと思う」「2.

この単元はまあ必要だと思う」「3.この単元はあま

り必要だと思わない」「4.この単元は不要だと思う」

の 4 つを選択肢とし，その理由も尋ねた。 

「改訂修正度」は，情報テキストを改訂する場

合に，どの程度修正が必要かについて，「1.この単

元は修正しなくてよいと思う」「2.この単元は一部

修正が必要だと思う」「3.この単元は大幅な修正が

必要だと思う」の 3 つを選択肢とし，「修正」の理

由と内容について自由記述で回答を求めた。 

３ 調査結果 

（１）授業経験
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中学年単元1 デジタルカメラの使い方 

中学年単元2 コンピュータに親しむ 

中学年単元3 身の回りからの情報の集め方 

中学年単元4 表やグラフの表し方 

中学年単元5 プレゼンテーションの基本 

中学年単元6 調査・報告の仕方の工夫 

中学年単元7 ファイルの操作 

中学年単元8 情報の選び方 

中学年単元9 付せん紙を使ったまとめ方 

中学年単元10 ポスターで伝える 

中学年単元11 ちらし広告の工夫と利用 

中学年単元12 写真を使った伝え方の工夫 

中学年単元13 情報の安全で正しい使い方 

高学年単元1 情報社会と私たちの暮らし 

高学年単元2 情報の単位 

高学年単元3 情報手段の適切な選択 

高学年単元4 比較調査の条件設定 

高学年単元5 ポスターを使った発表の工夫 

高学年単元6 雑誌・新聞の特徴 

高学年単元7 情報社会と情報モラル 

高学年単元8 情報社会とコンピュータ 

高学年単元9 デジタルの特徴 

高学年単元10 情報の編集 

高学年単元11 変わり方の予想 

高学年単元12 情報の構造化 

高学年単元13 主張を伝えるプレゼンテー… 
高学年単元14 Webページで伝える 

高学年単元15 コマーシャルの仕組み 

高学年単元16 身の回りの知的財産権 

1.この単元を情報テキストを使って授業したことがある

2.この単元に似た内容を授業したことがある

3.この単元の内容を授業したことはない

 図 1は，授業をしたことがある単元を聞いた結

果である。これによると，回答者のうち 95％以上

が実施した単元は，中学年「1 デジタルカメラの

使い方」「2 コンピュータに親しむ」「3 身の回り

からの情報の集め方」「5 プレゼンテーションの基

本」，高学年「7 情報社会と情報モラル」であった。

一方，50%以上が授業をしていない単元は，高学

年「2 情報の単位」「9 デジタルの特徴」「14 Web

ページで伝える」であった。 

このうち，中学年「1 デジタルカメラの使い方」

「2 コンピュータに親しむ」は，情報手段につい

ての単元群，中学年「3 身の回りからの情報の集

め方」「5 プレゼンテーションの基本」は，情報の

活用についての単元群，「7 情報社会と情報モラル」

は，情報社会についての単元群であった。 

（２）必要度

図 2は，各単元について，新学習指導要領実施

後も必要な内容かどうかを４件法で聞いたもので

ある。これによると，回答者のうち 90％以上が「と

ても必要」と答えた

単元は，中学年「5 プ

レゼンテーションの

基本」「13 情報の安

全で正しい使い方」，

高学年「7 情報誌社

会と情報モラル」「13 

主張を伝えるプレゼ

ンテーション」であ

った。このうち，中

学年「5 プレゼンテ

ーションの基本」，高

学年「13 主張を伝え

るプレゼンテーショ

ン」は情報の活用に

ついての単元群，中

学年「13 情報の安全

で正しい使い方」は

情報とのつきあい方，

高学年「7  情報社

会と情報モラル」は情報社会についての単元群

であった。一方，20％以上が「不要」と答えた単

元は，高学年「4 比較調査の条件設定」であった。 

必要度に関する自由記述には，「社会科，国語等

でも教科横断的に，プレゼンテーションする機会

は多く，その基礎を学ぶのにとても大事な内容で

ある。」（中学年「5 プレゼンテーションの基本」

について），「プレゼンテーションを活動として紹

介する教科はあってもプレゼンテーションそのも

のを学習する教科は他にないので。」（高学年「13 

主張を伝えるプレゼンテーション」について），「フ

ェイクニュースや IoT 等，ますます情報の安全性

については学ぶ機会が必要と考える。批判的な思

考を育てていくための基盤となるページと考え

る。」（中学年「13 情報の安全で正しい使い方」に

ついて），「他の教科等で触れられている情報モラ

ルは心理的な部分に訴えかける側面があるが，本

単元のようにシステムや権利等，理論的な部分も

知っておく必要があるから。」（高学年「7 情報社

会と情報モラル」について）等があった。 

図 1 単元ごとの授業経験 
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中学年単元1 デジタルカメラの使い方 

中学年単元2 コンピュータに親しむ 

中学年単元3 身の回りからの情報の集め方 

中学年単元4 表やグラフの表し方 

中学年単元5 プレゼンテーションの基本 

中学年単元6 調査・報告の仕方の工夫 

中学年単元7 ファイルの操作 

中学年単元8 情報の選び方 

中学年単元9 付せん紙を使ったまとめ方 

中学年単元10 ポスターで伝える 

中学年単元11 ちらし広告の工夫と利用 

中学年単元12 写真を使った伝え方の工夫 

中学年単元13 情報の安全で正しい使い方 

高学年単元1 情報社会と私たちの暮らし 

高学年単元2 情報の単位 

高学年単元3 情報手段の適切な選択 

高学年単元4 比較調査の条件設定 

高学年単元5 ポスターを使った発表の工夫 

高学年単元6 雑誌・新聞の特徴 

高学年単元7 情報社会と情報モラル 

高学年単元8 情報社会とコンピュータ 

高学年単元9 デジタルの特徴 

高学年単元10 情報の編集 

高学年単元11 変わり方の予想 

高学年単元12 情報の構造化 

高学年単元13 主張を伝えるプレゼンテーション 

高学年単元14 Webページで伝える 

高学年単元15 コマーシャルの仕組み 

高学年単元16 身の回りの知的財産権 

1.この単元はとても必要だと思う 2.この単元はまあ必要だと思う 

3.この単元はあまり必要だと思わない 4.この単元は不要だと思う 

（３）改訂修正度 

情報テキストを改訂する際にどの程度の修正が

必要だと思うか，各単元について回答した結果を

図 3に示す。回答者のうち 80％以上が「このまま

でよい」と答えた単元は，高学年「13 主張を伝え

るプレゼンテーション」「15 コマーシャルの仕組

み」「16 身の回りの知的財産権」であった。一方，

40%以上が「大幅な修正が必要」と答えた単元は，

中学年「1 デジタルカメラの使い方」「3 身の回り

からの情報の集め方」高学年「8 情報社会とコン

ピュータ」「14 Web ページで伝える」であった。 

理由に関する自由記述には，「デジカメだけでは

なく，スマホ・タブレットを扱ってはどうか。」（中

学年「1 デジタルカメラの使い方」について），「イ

ンターネットを活用した検索の方法に関する内容

を追加したい。」（中学年「3 身の回りからの情報

の集め方」について），「どの家庭でもデジタルカ

メラ（SD カードへ保存）やタブレット等への保存

が一般化しているので，そのページの必要性の検

討。」（高学年「8 情

報社会とコンピュ

ータ」について），

「児童による web

ページ制作や更新

は現実的な活動で

はないように感じ

る。SNS を活用し

た情報発信や電子

パンフレット作り

に活動を変更して

はどうか。」（高学

年 14 「Web ページ

で伝える」につい

て）等があった。 

４ 考察 

（１） 学習指導

要領との関連性 

2020 年に全面

実施となる小学校学習指導要領の第 1 章総則で

は，「第 3 教育課程の実施と学習評価」に「各教

科等の指導に当たっては，次の事項に配慮するも

のとする。」として，「ア 児童がコンピュータで

文字を入力するなどの学習の基盤として必要とな

る情報手段の基本的な操作を習得するための学習

活動」（第 3 の 1（3））が明記された。情報テキス

トで「情報手段の基本的な操作」に該当する単元

は，中学年「1 デジタルカメラの使い方」「2 コン

ピュータに親しむ」「7 情報社会と情報モラル」で

ある。今回の調査で，この 3 単元はいずれも授業

経験 85%以上，必要度も「とても必要」と答えた

率が 50％以上だった。一方で，50％以上が授業を

していない単元の高学年「2 情報の単位」「9 デジ

タルの特徴」は，いずれも「情報手段の知識」で

ある。このことから，中学年のうちに基礎的な操

作スキルを指導することが，学校現場にとって取

り入れやすい現状だということが考えられる。 

（２）教科との関連性 

 小学校学習指導要領の第 1 章総則では，「各学校

図 2 単元ごとの必要度 

第45回全日本教育工学協議会全国大会 島根大会（2019/10/18-19 島根県民会館）

121



0 

1 

2 

2 

6 

8 

2 

6 

11 

11 

4 

6 

1 

0 

1 

0 

7 

12 

9 

0 

0 

7 

11 

4 

13 

7 

4 

6 

12 

11 

16 

13 

16 

19 

13 

20 

13 

10 

12 

15 

19 

19 

17 

17 

21 

10 

11 

11 

16 

14 

13 

9 

17 

8 

18 

11 

16 

12 

14 

8 

10 

7 

0 

4 

3 

6 

4 

2 

6 

0 

5 

8 

7 

4 

8 

2 

4 

9 

11 

5 

5 

4 

3 

0 

10 

3 

1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学年単元1 デジタルカメラの使い方 

中学年単元2 コンピュータに親しむ 

中学年単元3 身の回りからの情報の集め方 

中学年単元4 表やグラフの表し方 

中学年単元5 プレゼンテーションの基本 

中学年単元6 調査・報告の仕方の工夫 

中学年単元7 ファイルの操作 

中学年単元8 情報の選び方 

中学年単元9 付せん紙を使ったまとめ方 

中学年単元10 ポスターで伝える 

中学年単元11 ちらし広告の工夫と利用 

中学年単元12 写真を使った伝え方の工夫 

中学年単元13 情報の安全で正しい使い方 

高学年単元1 情報社会と私たちの暮らし 

高学年単元2 情報の単位 

高学年単元3 情報手段の適切な選択 

高学年単元4 比較調査の条件設定 

高学年単元5 ポスターを使った発表の工夫 

高学年単元6 雑誌・新聞の特徴 

高学年単元7 情報社会と情報モラル 

高学年単元8 情報社会とコンピュータ 

高学年単元9 デジタルの特徴 

高学年単元10 情報の編集 

高学年単元11 変わり方の予想 

高学年単元12 情報の構造化 

高学年単元13 主張を伝えるプレゼンテーション 

高学年単元14 Webページで伝える 

高学年単元15 コマーシャルの仕組み 

高学年単元16 身の回りの知的財産権 

1.この単元は修正しなくてよいと思う 2.この単元は一部修正が必要だと思う

3.この単元は大幅な修正が必要だと思う

においては，児童の発達の段階を考慮し，言語能

力，情報活用能力 （情報モラルを含む。），問題発

見・解決能力等の学習の基盤となる資質・能力を

育成していくことができるよう，各教科等の特質

を生かし，教科等横断的な視点から教育課程の編

成を図るものとする。」（第 2 の 2（1））と明記さ

れた。今回の調査で教科横断的な単元として必要

度が 90%以上だったのは，中学年「5 プレゼンテ

ーションの基本」高学年「7 情報社会と情報モラ

ル」「13 主張を伝えるプレゼンテーション」であ

った。一方，20％以上が「不要」と答えた高学年

「4 比較調査の条件設定」と，この単元の事前単

元として設定している中学年「6 調査・報告の仕

方の工夫」は理科との関連性が高く，「理科の教科

書と同じ内容なので，特に取り上げる必要がない。」

（高学年「4 比較調査の条件設定」について），「理

科の教科書に同様の内容もあると思うので必要は

ないと考える。」（中学年「6 調査・報告の仕方の

工夫」について）との意見があった。 

５ 結論 

これらの調査か

ら結論として言え

ることは以下の通

りである。 

（１） 授業実施

経験の調査より，

情報手段の基礎的

な操作スキルは，

中学年で指導する

のが適当である。 

（２） 必要度の

調査より，教科横

断的な観点で単元

とその構成を見直

す必要がある。 

（３） 改訂修正

度の調査より，改

訂では，SNS やス

マートフォン，タブレット端末や電子決

済など，現実で子どもたちがふれるメデ

ィアや端末について扱う。 

 以上のことを，今後の改訂に生かし，追って報

告する予定である。 
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小学校における「情報科」の設定の提案 

〜実現可能性を重視したカリキュラム設計〜 

井上	幸治（尼崎市立塚口小学校）・山岡	正明（尼崎市立立花西小学校）	

概要：本稿の目的は，小学校において情報教育を推進するために，「情報科」を設定したカリキュラム

設計の提案を示すことである。（ここで言う「情報科」とは，既存の教科の枠で行わない情報教育

に特化した学習を行う時間を意味する。）まず，２０２０年度完全実施の学習指導要領における

情報教育の位置付けについて，先進的に取り組むイギリスのナショナルカリキュラムと比べなが

ら確かめる。ついで，尼崎市立立花西小学校の「情報科」のカリキュラムを示し，実現に向けた

具体的な方略について述べる。情報教育を推進するためには，「情報科」を設定し，実現可能性を

重視したカリキュラム設計が重要である。	

キーワード：情報教育・プログラミング・情報科・カリキュラム・イギリス

１ 問題設定 

 ２０２０年４月の新学習指導要領の完全実施

に向けて，各学校では次年度のカリキュラムを決

定しなければならない。教科書採択に伴い，各教

科の年間カリキュラムの見直し・変更を行わなけ

ればならない。さらに，学習の基盤として情報活

用能力が位置付けられたことで，情報活用能力の

育成をどのように行っていくのかを明らかにし

ていく必要がある。	

	 しかし，最近では，プログラミング教育に注目

が集まり過ぎている。市町村や学校における情報

教育の研修において，プログラミングに関するも

のが圧倒的に多い。確かに，今回の指導要領の改

訂で初めてプログラミング教育を行うことが明

記されたため，新たな教育として研修を行う必要

がある。しかし，それだけでは学習の基盤として

位置付けられた情報活用能力の育成という視点

を欠く可能性がある。	

	 さらに，危惧するのは，①一部の得意な教員に

よる実践で止まること，②教科等に位置付ける情

報教育カリキュラムが形骸化することである。①

については，学級担任による大きな格差が生じる

問題，②については，教科等の目標達成に隠れ，

情報活用能力の育成が実際に行われないという

問題を孕んでいる。	

	 そこで，本研究では，まず，プログラミング教

育を含めた情報教育の位置付けについて先進的

に取り組むイギリスと比べながら確かめる。次に，

尼崎市立立花西小学校の「情報科」を設定したカ

リキュラムを提案する。ここで言う「情報科」と

は，既存の教科の枠で行わない情報教育に特化し

た学習を行う時間を意味する。２つの問題に挑む

ために，①学校全体で取り組むこと，②情報教育

に焦点化できる環境とすること，この 2つを意識

した「情報科」の設定を示す。情報教育を推進す

るにあたっては，児童の情報活用能力の育成をど

のように実現していくのかを明らかにする必要

がある。	

２ 情報教育の位置付け	
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	 日本の情報教育は，情報活用の実践力，情報の	

科学的な理解，情報社会に参画する態度の 3つの

観点で整理されている（教育の情報科に関する手

引きより）。２０２０年改訂の学習指導要領では，

知識・技能，思考力・判断力・表現力等，学びに

向かう力・人間性等を資質・能力の３つの柱とし

ている。そのことを受け，情報活用能力について

も３つの柱で再整理が試みられている。	

さらに，特筆すべき点は，情報活用能力を学習

の基盤となる資質・能力の 1つとして位置づけら

れたこと，そして文字入力などの基本的な操作の

習得とプログラミングの体験を通して論理的思

考を育成することが総則において具体的に示さ

れていることである。	

一方，イギリスのナショナルカリキュラムでは，	

Computer	Science(CS),Information	Technology	

(IT),Digital	Literacy(DL)の３つに整理されて

いる。２０１５年実施のナショナルカリキュラム

では，従来の「情報通信技術」から「コンピュー

タ（computing）」へと教科名が変更され，情報機

器の活用から，コンピュータ科学の基本を学ぶ内

容となっている。その背景として，イギリスの学

校教育における ICT 教育が，コンピュータ科学や

プログラミングスキルよりもオフィス仕事に必

要なスキルに偏ったためであるとし，世界におけ

る競争に勝つにはこうした教育を充実させるべ

きであるという考えが存在する。	

先ほど述べた日本における 3 つの整理とイギ

リスの 3つの整理は類似している。情報活用の実

践力が IT，情報の科学的理解が CS，情報社会に

参画する態度が DL に対応していると言える。た

だ，重要な相違点もある。	

1つ目は，イギリスでは，CSの中に，プログラ

ミング作りを明確に位置付けていることである。

「コンピュータ」という教科の中で，「CS」とい

うカテゴリーの中で，「プログラム作り」を行う

ということが示されている。しかも，「KS1」「KS2」

と系統的に示されている（KS1 は 1〜2学年，KS2

は 3〜6学年を表している。）。	

上の表は，KS1 と KS2 段階の CS カテゴリーの

評価項目の一部である。KS1 では，簡単なプログ

ラムの作成・修正ができること，KS2 では，順次・

選択・反復の使用及び変数・様々な入出力形態を

扱うプログラム作成ができることが明確に示さ

れている。日本においてはプログラミング的思考

に注目して各教科の学習に位置付けようとする

方向性が強い。イギリスでは教科の枠があるため，

そこでプログラムの仕組みを知り，その仕組みを

Turvey『Primary Computing and Digital Technology』P.93

⽂部科学省『情報活用能力を育成するためのカリキュラム・
マネジメントの在り方と授業デザイン』P.12

KS１と KS２における CS の評価項⽬の⼀部（下線は筆者が記⼊） 

Turvey『Primary Computing and Digital Technology』P.107
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使って実際に動かしてみるなどの活動をきちん

と保障できる。日本において充実したプログラミ

ング教育を展開するには，かなりの努力を要する

ことは否定できないだろう。	

2 つ目は，イギリスでは ICT 活用が十分に行

われていると主張できている点である。オフィス

仕事のスキルに偏ったとあるように，イギリスで

は IT については十分な成果を挙げているのであ

る。日本も ICT活用については以前から行ってい

るが，イギリスのように教科として存在していな

い点において弱いと言わざるを得ない。ICT 活用

だけではいけないプログラミング教育と ICT 活

用もままならないプログラミング教育とでは，ス

タート地点も異なると言えよう。

さらに，根本的な相違点として，ナショナルカ

リキュラムと学校カリキュラムの位置関係が日

本と違う。イギリスでは，常に授業時数が問題と

なる日本と異なり，ナショナルカリキュラムから

の制約が約５０％である。残り半分は各学校の裁

量で決定できるのである。つまり，コンピュータ

科をどのように進めていくのかを学校が考える

機会が十分に与えられているのである。	

３ 立花西小学校の情報教育カリキュラム	

２０２０年度完全実施の学習指導要領に示さ

れているように，学習の基盤となる情報活用能力

の育成を早急に行わなければならないと考えた。

しかし，プログラミング教育や文字入力などの基

本的な操作スキルは，従来の教科の中で行うのは

難しい。そこで，従来の教科で扱い切れない情報

活用能力について，「情報科」という枠組みで行

うことを提案した。具体的には次の通りである。	

・各学年各学期に 1回（年 3回）「情報科」を

設定する。

・３回の内訳は，基本的な操作スキル・プログ

ラミング遊び・情報モラル教育とする。

・下の表に示す指導内容をもとに各学年で検

討する。（第５学年・第６学年で学習指導要

領に例示されているプログラミング学習は

それぞれの教科の中で行う。）

・基本的な操作スキルの文字入力については，

３学期末にタイピングスピードを評価する。	

・プログラミング遊びと情報モラル教育につ

いては，授業後に振り返りをし，自己評価と

する。

尼崎市立立花西小学校「情報科」の系統表	

基本的な操作ス
キル

プログラミング
遊び 

情報モラル教育 

１

年

タブレットの基本

操作 

イモムシ型ロボッ

ト 

ゲーム依存(ゲー

ムミクシ)紙芝居

２

年

画像取り込み・保

存・編集

ビスケット ゲーム依存(ゲー

ムミクシ)紙芝居

３

年

キーボードによる

⽂字⼊⼒

ビスケット ゲーム依存(ゲー

ムミクシ)スライド

４

年

ワープロソフトの

使⽤ 

ブロックリー

（迷路）

ホームページ閲覧

（はむはむ）

５

年

プレゼンテーショ

ンソフトの使⽤

ブロックリー

(Scratch)→算数

SNS 体験（とり

りんチャット）

６

年

プレゼンテーショ

ンソフトの使⽤

マイクロビット→

理科 

SNS 体験（とり

りんチャット）

※これらのカリキュラムは，２０１８年度末の提案であり，

２０１９年度より実施。

	 このカリキュラムの提案は，校内の情報教育部

において話し合いにより決定した。誰でもできる

こと，無理なくできることをポイントとして決定

に至った。職員会議では，すでにワープロソフト

やプレゼンテーションソフトを使用したり，情報

モラル教育を進めたりしているという声もあっ

た。しかし，全員が取り組めておらず，また学校
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として何をどう扱うのかは明らかでなかった。そ

こで情報科の提案を共有し，児童すべてに学校と

して決定した学習を保障できるようにすること

をねらいとした。その後，情報教育部が研修を行

い，プログラミング遊びに関する学習は年度中に

各クラス１度行った。情報モラル教育に関しては，

ICT 機器を実際に活用して考えさせる教材を選

んでいる。	

	 基本的な操作スキルの文字入力については，数

値化して評価することは可能である。したがって，

２０１８年度末において，３年生〜６年生のタイ

ピングスピードを測定し，記録した。下の表が各

学年の平均の結果である。	

１分間あたりのタイピング文字数の平均（文字）	

２０１８年度	 ２０１７年度	

３年生	 12	

４年生	 9	

５年生	 18	 16	

６年生	 27	 26	

尼崎市立立花西小学校

２０１８年度の４年生は過去にタイピング指

導を受けていない学年であり，３年生はタイピン

グの指導を行った学年である。結果を見ると３年

生が４年生に優っていることがわかる。５年生と

６年生については，どちらも３年生の時にタイピ

ング指導を受けた児童である。さらに，総合的な

学習の時間において，パソコンを使ってパンフレ

ット作りを行ったり，国語科の作文でワープロソ

フトを使用して提出したりするなどの経験を有

している。２０１７年度と２０１８年度の６年生

の記録とを見ると，目安のタイピングスピードが

明らかであり，今後のタイピング能力への指導に

向けた改善を図ることが可能である。加えて，個

人の記録の変容から課題を見出すこともできる。	

４ 結語	

	 以上のように，情報教育を推進するために，「情

報科」を設定して取り組む 1 つの実践例を示し

た。余剰時間を各学年で年間３時間を使用して計

画した。無論，これで情報教育が完結するわけで

はない。むしろ，ここを起点とし，他の教科や家

庭教育の場面において繋がっていくことを切に

願う次第である。方法としてこれがすべてでもな

い。教科に関連させて相乗的な授業を研究したり，

総合的な学習の時間を使って，プロジェクト的に

進めたりすることも考えられる。しかし，はじめ

にも述べたように，得意な教員の一部の取り組み

に終わってはいけないし，教科等の目標達成のた

めに，児童の情報活用能力の育成が見えなくなっ

てはいけない。今回のこの提案の発端は，情報教

育の必要性を共有し，とにかく学校全体で進める

ことにほかならない。イギリスのようにコンピュ

ータ科がないが，情報活用能力の育成を学校レベ

ルで小さな教科として扱い，必要な学習を考えて

実施しようという試みである。カリキュラム・マ

ネジメントが喫緊の課題となっている今日にお

いて，「情報科」の設定は 1 つの方法である。児

童の情報活用能力を育成するために，ゴールを考

え，実践し，改善していくプロセスを見えやすく

する，この営みは重要なことではないだろうか。	
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コミュニケーションルーツを使った，他校との小グループ構成活動

中川斉史・齋藤 剛（東みよし町立足代小学校）・逸見香織（東みよし町立昼間小学校）・谷藤裕美

（東みよし町教育委員会） 

概要：野外活動にて一緒に活動する予定の学校同士で，活動前に学校間，グループ間の親密性を高める

ために様々なコミュニケーションツールを使い実践を行った。特に，小グループ間で同時に行う TV 会

議では，まだ実際には顔を合わせていない子供同士のコミュニケーションが促進され，互いの名前を

全て覚えていたり，実際に会うことを楽しみにしたりするなど，対面の前の不安感を和らげるために

効果があることが分かった。また，情報が不足する不完全な状態でのコミュニケーションの体験を通

して，情報モラルや情報セキュリティにつなげる体験を積むことができた。  

キーワード：情報活用能力，TV 会議システム，タブレット端末，メディア活用

１ はじめに 

 子供達が，教室外の第 3 者と授業中に TV 会

議システムを使った交流を行う活動は，システ

ムの普及や準備の簡易さにより，その気になれ

ばいつでも活動ができる状況となってきた。 

 これらの TV 会議システムを利用した協働学

習の歴史は古く， ISDN 回線を利用した Phoenix

による交流を皮切りに，高速インターネット回

線の普及と共に，CU-SeeMe，Skype，FaceTime，

Hangouts Meet などを利用した学校間交流が盛

んに行われてきた(中川 2015)。これらは，学校

間やクラス間の交流を目的とした実践や，児童

生徒と専門家を結んでの交流など，ある単元で

の一時的な利用が多かったといえる。 

 中川ら（2016）による，他校の子供達とグル

ープを作り，TV 会議システム等のオンライン上

で協働学習をする実践は，小規模校同士の遠隔

協働授業の一つのスタイルとして，有効である

ことが明らかとなっている。 

 そこで，一般的な学校において，野外活動で

一緒に活動する予定の学校同士で，活動前に学

校間，グループ間の親密性を高めるために様々

なコミュニケーションツールを使い交流を行う

ことで，子供達にどのような意識が生ずるのか

について，実際の状況をふり返りながら記述す

る。 

２ 研究の方法 

（１）実施対象

A 校 19 名（男子 9 名 女子 10 名） 

B 校 22 名（男子 10 名 女子 12 名） 

同じ中学校区にある２校で，いずれも 5 年生。

同一日程で活動する野外活動に連合小学校とし

て後日参加するための事前指導として実施した。 

（２）実施カリキュラム

 掲示板での交流と TV 会議システムを使った

交流など，実際に利用したメディアの状況と活

掲
示
板

タ
ブ
レ
ッ

ト
（

各
自
１
台
）

教
室
カ
メ
ラ
（

１
台
）

タ
ブ
レ
ッ

ト
（

８
台
）

5/29
（プレ活動)

○ 教室 給食時間に，互いの教室の様子を映す

5/30

（活動①）
○ 教室 全体対全体で簡単に自己紹介（順番に）

6/13

（活動②）
○ ○ 教室 野外活動の内容について，自由に記述

6/20
（学校別活動）

○ 教室 各校で詳しい自己紹介ページを作成

6/27

（活動③）
○ ○ ○

教室・
校舎内

グループ毎の係決め相談を，TV会議システムや
掲示板の自己紹介を使って行う

7/18

（活動④）
○ ○ 教室 グループ毎の掲示板で，活動に関する会話を行う

TV会議

システム

の利用

実施日 場所 実施内容

表 1 活動カリキュラム 
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動内容については，表 1 のようになる。また，

実際の様子は図 1～4 の通りである。 

（３）システム図

使用した機器は，図 2 の通りである。それぞ

れの学校とも同じ構成である。 

○掲示板（コラボノート：JR 四国コミュニケ

ーションウエア） 

○TV 会議システム

（教室間：Skype：Microsoft グループ間：

Hangouts Meet:Google） 

（４）調査事項

これらの活動において次のような調査を行う。 

① 各活動で①～④のうち，楽しかった活動

回とその理由

② グループ内の名前の認識についてとその

理由

③ 実際の掲示板の書き込みについての分析

３ 実践の内容と結果 

（１）最も楽しかった活動について

 ４回の活動のうち，どの活動が一番楽しかっ

たかについて質問すると，表２のようになった。 

これによると，第３回目と第４回目の活動が

楽しかったと答えた児童が多いという結果にな

図 5 システム構成図 

図 1 【活動①】全体対全体で簡単に自己紹介 

図 3 【活動③】グループ毎の係決め相談を，

TV 会議システム使って班ごとに行う 

図 2 【活動②】野外活動の内容について，個々

に自由に記述 

図 4 【活動④】グループ毎の掲示板で，活動

に関する会話を中心に行う 

グループ毎の
TV 会議用タブ
レット

互いの教室を
つないだまま
掲示板交流 

カメラの前に
来て，代表が話
す

自己紹介の掲
示板を横に置
いている 

グループ毎の掲
示板のみで会話

掲示板用

グループ間
TV 会議用 

教室間 TV
会議用 
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った。 

また，その理由について，自由記述から動詞

を含む単語の出現傾向を見てみると表 3 のよう

になった。 

これによると，相手の顔がよく見えたことや，

雑音がなく，グループ毎で話ができたことを挙

げた子が多い。 

そして，活動④が一番楽しかったと答えた

児童の理由は表 4 にあるように，質問と返事

がすぐに返ってくることで，話が続く感じが

良いとしている。

（２）グループ内のメンバーの名前について

 実際にはまだ会っていないメンバーとのグル

ープのため，どのくらい顔と名前が一致するか

について質問すると表 5 のようになった。なお，

グループは，５から６人で構成され，約半分は

別の学校の子供達である。 

グループでの活動は実質２回であるが，７割

の児童が，グループ内全員の名前が分かると答

えた。 

（３）掲示板の書き込みの内容について

第２回と第４回では，掲示板を利用した活動

になっている。第２回は，まだグループが構成

されておらず，自己紹介ばかりの交流なので，

第４回時点の掲示板の書き込みについて分析す

る。 

① 書き込み数の男女比較

同一時間内の書き込みの回数を男女で比較す

ると図 6 のようになった。どのグループにおい

ても，男子より女子の方の発言回数が多いこと

が分かる。 

② 頻出の言葉の男女比較

テキストマイニングにより，記述された言

葉の中から，頻出の単語をみてみると，表 6 の

表 2 最も楽しかった活動について 

（人）

第１回（５／３０）教室のTVだけを使って，初めて

行った時
6

第２回（６／１２）パソコンのけいじばんを使って

自己紹介をした時
4

第３回（６／２７）グループごとにTV会議をして，

係を決めた時
14

第４回（７／１８）けいじばんを使って，グループ

ごとに質問や会話をした時
16

（人）

相手の顔 4

班の人 3

雑音なく落ち着いて 3

表 3 活動③が一番楽しかったと答えた児童の理由 

（人）

質問と返事ができる 7

書き込みが続く 5

盛り上がりや賑わい 3

表 4 活動④が一番楽しかったと答えた児童の理由 

全員の名前が分かる 69.4%

１人だけ分からない 22.2%

２人だけ分からない 8.3%

表 5 グループ全員の名前がわかるかどうか 

図 6 掲示板への書き込み数の比較 
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ようになる。これによると，共通の言葉として

顕れるのは，活動に関する内容がほとんどであ

るが，感情や同意などの言葉に関しては，その

使い方に男女差がみられた。 

４ 考察 

（１）最も楽しかった活動について

 交流の回数が増える毎に楽しくなってくるこ

とは一般的に予想されることである。活動③で

はグループ毎に TV 会議システムを利用し，各

グループ内の係を決める活動をしたことで，相

手の顔をしっかりと確認できたり，活動①の時

のような周りの雑音もなかったりして，活動に

集中できたことが分かる。特にグループメンバ

ーとしての相手をしっかり意識しているものと

思われる。 

 また，活動④では，活動③で顔が分かる状態

となった後の活動であったことが次の活動につ

ながっている。グループ内だけでの文字だけの

会話により，質問と返事がスムーズに繰り返さ

れたことと，一つの書き込みから複数の会話へ

と発展していったことが，賑わった感じをもた

らせ，楽しかったという感想につながったと思

われる。 

（２）グループ内のメンバーの名前について

 まだ会ったこともない子供同士で構成される

グループで，約 7 割の子供達が，全員の名前が

分かると答えたことは，よい結果であると考え

る。今回のように，野外活動にて実際に会う前

に，名前と顔が一致する状態であることは子供

達の不安解消につながるといえる。 

また，名前の呼び方を交換したり，好きなも

のなどの情報を書き込んだりして，先に知って

おく情報をある程度持っていることで，出会っ

た瞬間に，互いを友達として意識できるのでは

ないかと思われる。 

（３）掲示板の書き込みの内容について

オンライン上での書き込みの男女差について

はこれまで多く議論されてきたが，コミュニケ

ーションに関する頻度はやはり女子が多くなっ

た。テキスト入力のため，その速度やスキルに

関しての差を考慮しても，やりとりの回数は女

子の方が多い。 

 書き込まれる内容についても，男子は典型的

なあいさつが中心で，女子は，話と話をつなぐ

言葉が多いことがわかる。これらはコミュニケ

ーションの捉え方に差があるからかも知れない

が，女子の会話の進め方は，自己開示のあと，

他の人はどうかという質問形式で終わり，次の

会話をつなげるようにしていることが分かる。 

 また，書き込みの中で，会話の語尾をどうす

るかという意見があったり，自分の名前をどの

ように書くべきかといった会話がなされたりし

ていた。さらに同じ学校側の子供達の会話の中

で，書き方のまずさを指摘する場面も見られた。 

これらのことは，ＳＮＳ等の情報モラル指導

の共通体験として，この体験を活かした学習へ

とつなげることができると思われる。 

また，少人数でのグループ活動にＴＶ会議シ

ステムを使い，それらを補完するためのオンラ

イン掲示板を利用するというスタイルは，情報

化社会の仕組みの体験としても，意味のあるこ

とであると考えられる。 

参考文献 

中川斉史（2015）小学校における遠隔協働授業

の研究要件. JSET 16-1.p269-274 
中川斉史・中川 博史・松丸 忠仁(2016)人口減

少地域における遠隔協働授業～3 拠点での

協働授業実践～.JAET 全国大会佐賀大会研

究論文集.pp133-136 

表 6 頻出する単語の男女比較 

男子にだけ

出現

男子によく

出る

両方によく

出る

女子によく

出る

女子にだけ

出現

かなしい がんばる 楽しみ ありがとう そうですね
さようなら ほしい キャンドル みなさん ヤッター
うまい 魚つり こわい
元気 ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ うれしい
こんにちは ご飯 すごい

出し物
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小学校社会科における児童が主体的・対話的で深い学びを実現させる 

学習過程の検討 

－情報活用能力の育成を基盤に据えた授業実践を通して－ 

木村明憲（京都教育大学附属桃山小学校・関西大学大学院）・黒上晴夫（関西大学大学院） 

概要：本研究では，小学校社会科の６年生の歴史学習で，児童が主体的・対話的で深い学びを実現さ

せることにつながると考えられる学習過程を作成し検討した。検討した学習過程は，問題解決的な学

習過程を軸に，児童の情報活用能力の育成を基盤に据え作成した。本研究では，作成した学習過程で

５単元の授業実践に取り組んだことよる効果を検証するために，単元の導入時に示された重要語句を

児童が単元のまとめの段階で作成する資料でどの程度説明することができたかを調べた。その結果，

作成した学習過程で学習を続けることにより，重要語句を説明している資料を作成することができた

児童の割合が増加した。 

キーワード：情報活用能力，小学校，社会科，タブレット端末，学習過程

１ はじめに 

平成 29 年告示の小学校学習指導要領では，

児童が「主体的・対話的で深い学びの実現に向

けた授業改善」が示されている。ここで示され

た「主体的・対話的で深い学び」を実現するた

めには，「知識を関連付け理解する」「情報を精

査して考えを形成する」「問題を見出して解決策

を考える」「思いや考えを基に創造する」といっ

た過程を重視した学習を充実させる必要がある

ことが示されている（文部科学省 2018a）。児童

がこれらの過程で学習を深める上で，学習の基

盤となる資質・能力として示された情報活用能

力を児童が発揮しながら学習を進めていくこと

が，活動を円滑に進めていく上で重要である。

情報活用能力は，コンピュータや情報通信ネッ

トワークを活用する力だけでなく，情報を収集

したり整理したり，表現したりする力でもある。

これらの力を発揮することで，児童がそれぞれ

の過程で主体的に学習を進め，対話を通して学

習を深めていくことができるようになると考え

られる（文部科学省 2018a）。 

本研究では，児童の主体的・対話的で深い学

びの実現に向け，小学校社会科の学習における

学習過程を作成し検討した。小学校社会科の学

習では，学習指導要領の改訂の趣旨として「学

習の問題を追究・解決する学習の充実を図り，

学習過程において「主体的・対話的で深い学び」

が実現するような指導方法の不断の見直し，改

善を図る」（文部科学省 2018b）ことが重要であ

ると示されている。また，小学校学習指導要領

解説社会科編では，「児童生徒が課題を追究した

り解決したりする活動の一層の充実が求められ

る」と示された後に，学習の問題を追究・解決

する活動である問題解決的な学習過程として，

「学習問題の設定」「諸資料や調査活動などで調

べる」「相互の関連，意味を考える」「社会への

関わり方を選択・判断し表現する」などの学習

活動が示され，これらの活動を通して，社会生

活について理解したり，社会への関心を高めた

りすることが重要とされている。また，問題解

決的な学習過程を充実させるために「児童が社

会事象から学習問題を見出すこと」「問題解決の
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見通しをもつこと」「他者と協働的に追究するこ

と」「追究結果を振り返りまとめること」が示さ

れている（文部科学省 2018b）。本研究では，こ

のような方向性を受けて，児童が情報活用能力

を発揮し，主体的に学習の問題を追究・学習す

る学習過程を取り入れた。すなわち，歴史の学

習において，単元ごと（時代ごと）の学習内容

について，児童が自ら情報を集め，関連付け，

まとめる活動を重視した。しかし，それだけで

は指導事項についての抜け・漏れの恐れがある。

これを防ぐために，単元のはじめに本単元の指

導事項を重要語句として示した。しかし，これ

らの学習過程だけでは，児童がどの場面でどの

ような情報活用能力を発揮して学習を深めてい

けばよいのかが想像しにくい。そこで，本研究

では，社会科における指導方法の見直し，改善

を図るために，児童が情報活用能力を発揮し，

主体的に学習の問題を追究・解決する学習過程

を作成し，作成した学習過程で授業を実施した

ことによる効果を検証した。 

２ 研究の目的 

 小学校社会科において「主体的・対話的で深

い学び」を実現するために作成した学習過程で

繰り返し学習を進めたことによる効果を，単元

のはじめに示される重要語句が，単元のまとめ

の段階で児童が作成する資料（授業では，全て

の単元で資料を作成するため連続資料と命名し

た。以下，連続資料と表記する）で説明された

割合を基に考察する。 

３ 研究の方法 

（１）「主体的・対話的で深い学び」を実現する

ための学習過程 

 図１が本研究で作成した主体的・対話的で深

い学びを実現するための学習過程である。この

学習過程では，小学校学習指導要領に示された

「主体的・対話的で深い学び」を実現させる過

程を上段に示した。また，小学校学習指導要領

解説社会科編に示された問題解決的な学習過程

（文部科学省 2018b）を基に，①から⑤の過程

を設定した。次に，①から⑤の学習過程ととも

に，それぞれの過程で児童が主体的・対話的で

深く学ぶために，その過程で発揮する・身につ

ける情報活用能力を，次世代の教育情報化推進

事業成果報告書で示された体系表の問題解決・

探究における情報を活用する方法・力・態度の

文言と紐付けて明記した（文部科学省 2018c）。 

（２）調査の概要

 本研究では，作成した学習過程の効果を検証

するにあたり，国立大学附属小学校の 6 年生 1

学級（36 名）で， 5 単元に渡って授業実践を行

った。本学級は，年度当初から情報活用能力を

育成するための指導が行われており，図 1の学

習活動に必要な情報活用能力は，シンキングツ

ール等を使って可視化する訓練がなされており，

情報活用能力を充分に発揮できる素地がある学

級であった。また，本学級では，一人に一台の

タブレット PC（iPad）が配付され，全ての教科・

領域の学習で活用していた。本学級が主に活用

していたアプリケーションは，情報を整理する

活動でロイロノート，情報をまとめる・伝える

活動で Pages，Numbers,keynote であった。 

本研究では，作成した学習過程の効果を検証

するために，「②学習計画の作成（解決策を考え

る）」過程で提示した重要語句が「⑤社会への関

わりを選択・判断し表現する（思いや考えを基

に創造）」過程で作成された連続資料でどの程度

図 1 小学校社会科の学習過程案
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の割合で説明されたのかを調べる。⑤の過程で

重要語句についての説明が明記されているとい

うことは，児童が単元を通して，説明が明記さ

れた語句についての理解を深めるために，その

語句についての情報を様々な資料から集めたり，

説明する上で必要な情報を選択したり，それら

の情報の関係を整理してまとめたりするといっ

た情報活用を行ってきたと考えられる。したが

って，本研究では，②の過程で提示された重要

語句の数と，連続資料で説明された重要語句の

数の関係を基に，作成した学習過程の効果を検

証することとする。 

（４）分析の方法

本研究では，連続資料で説明された重要語句

の割合を基に，学習過程の効果を検証する。割

合は，重要語句として示された語句の数と連続

資料で説明されている語句の数を基に算出する。

また，連続資料で説明されている語句の数をカ

ウントする際は，一つの語句に対して一つの事

象で説明されている場合も複数の事象で説明さ

れている場合も，1件としてカウントする。 

４ 授業実践 

（１）学習過程を基に行った実践

 「①学習問題の設定（問題を見出す）」過程で

は，教科書や資料集に掲載されている挿絵や図

から当時の文化や生活，出来事等が想像しやす

い資料を選択し提示した。児童はその資料を参

照しながら，問題を見出す活動として，気づい

たことや疑問に思ったこと，調べていきたいこ

とを書き出していった。次に，書き出した情報

を比較・分類・総合し，今後の学習で追究して

いきたい問題を選択した。そして，選択した問

題を，グループ又は学級全体で交流し，他者の

意見も参考にしながら自分が本単元で追究して

いきたい学習問題を明確にすることができた。 

 「②学習計画の作成（解決策を考える）」過程

では，小学校学習指導要領解説社会科編で示さ

れた指導事項（出来事や人物名）を重要語句と

して提示した。本研究ではここで示された重要

語句が，連続資料でどの程度説明されるかにつ

いて検討する。児童は，前時に導き出した学習

問題と重要語句を基にどのように学習を進めて

行くのかについて考え，単元の学習計画を立て

ることができた。 

 「③諸資料から情報を収集（情報を精査）」過

程では，教科書・資料集とともに，タブレット

PC でインターネットに接続し，情報収集を行っ

た。児童は，教科書や資料集に掲載されている

情報から必要な情報を選択し，タブレット PC の

ロイロノートに蓄積していく姿が見られた。ま

た，児童は情報を蓄積する際に，学習問題や重

要語句との関連を明確にするために，必要に応

じて思考ツールを使いながら情報を収集してい

く姿が見られた。 

「④相互の関連，意味を整理（考えの形成）」

過程では，情報と情報を関連付け，用語などの

意味を整理する。情報と情報の関連を考える活

動は，3つに分類される。1つ目は「収集した情

報同士」の関連である。2 つ目は「収集した情

報と歴史の学習を通して着目する 3点は（世の

中の様子，人物の働き，文化遺産）」との関連で

ある。歴史の学習を通して着目する 3つの視点

については小学校学習指導要領解説社会科編に

おいて「我が国の歴史上の主な事象（本研究の

場合，重要語句として示された内容）と世の中

の様子，人物の働きや代表的な文化遺産などと

関連付けて指導する必要がある」を基に設定し

た視点である（文部科学省 2018）。3つ目は，収

集した情報を基に学習者が思ったことや感じた

こととの関連である。この過程では，児童が情

報と情報を関連付け，意味を整理する活動を児

童が主体的に行うことができるよう「A,収集し

た情報同士を矢印でつなぐ活動」と，「B,収集し

た情報を歴史の学習を通して着目する 3点が示

された Xチャートに分類する活動」，「C,収集し

た情報（事実）に関連する考察を記述する活動」

を行った。B の活動では，児童が分類しやすい

ように「世の中の様子」を「くらし」「願い」，

「人物の働き」を「政治」「出来事」，「文化遺産」
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を「文化」として示した。また，Cの活動では，

収集した情報（事実）に関連付けて考察がかけ

るように事実と考察を並べて記述することがで

きるように Xチャートを工夫した。これらの活

動を通して，児童は収集した情報と情報の関連

を考えたり，収集した情報が歴史の学習を通し

て着目する 3点とどのように関連するのかを考

えたりして，情報を精査する姿がみられた。ま

た，情報を整理した Xチャートを基に，事実や

考察を交流することで，他者からの新しい情報

を収集し，理解を深めることができた。 

 「⑤社会への関わりを選択・判断し表現する

（思いや考えを基に創造）」過程では，関連付け

た情報を基に，連続資料に表現する活動を行っ

た。連続資料に表現する際は，④の過程で整理

した Xチャートから，児童が心に残ったことや

本単元で重要であると考えた情報を選択し，

Pages を使ってまとめていった。この過程では

④の過程で，情報が関連付けていたことから，

児童はタブレット PC の画面にロイロノートの

X チャートと Pages のドキュメントを並べて表

示させ，X チャートの情報から必要な情報を選

択し，Pages のドキュメントへ移動させて連続

資料を作成していく姿が見られた。本研究では，

ここで作成した連続資料で重要語句がどれだけ

説明されたかを検討する。また，連続資料が完

成した後は，資料を他者に見せながら，学習し

た単元についての事実と考察を交流し，本単元

に対する理解を深めることができた。 

３ 結果 

 表 1 は，連続資料で説明された重要語句の割

合である。はじめの実践である「天皇中心の国

づくり」では，重要語句が説明された割合が

40％であった。2回目の「貴族のくらし」では，

重要語句が説明された割合が 48％であった。3

回目の「武士の世の中」では 62％であった。4

回目の「今に伝わる室町文化」では 65％であっ

た。5回目の「3人の武将と天下統一」では 83％

であった。 

４ 考察 

  連続資料で説明された重要語句の割合を見る

と，重要語句が説明されている割合が単元を重

ねるごとに増加していることがわかる。このこ

とから作成した学習過程で繰り返し学習を進め

ることで，児童が重要語句に対する情報を集め

たり，集めた情報の関連を考え，連続資料にま

とめ・表現したりすることができるようになっ

たと考えられる。特に最後の実践である「3 人

の武将と天下統一」の単元では，説明された重

要語句が 83％と高い値であった。また，この単

元で示された重要語句を全て説明することがで

きていた児童が 34 名中 17 名であった。これら

のことから授業を受けた多くの児童が単元を通

して重要語句に対する情報活用を行い，理解を

深めることができたと考えられる。 

５ 結論 

本研究では，作成した学習過程で繰り返し授

業を実施することで，授業を受けた多くの児童

が重要語句に対する情報を主体的・対話的に収

集，整理して，表現することができるようにな

ることがわかり，作成された学習過程の効果が

示された。今後は，作成された学習過程で一人

一人の児童がどのように学習を進めたのかにつ

いて明らかにしていきたい。 

参考文献 

文部科学省（2018a）小学校学習指導要領.p22 

文部科学省（2018b）小学校学習指導要領解説, 

社会科編.p9,108 

文部科学省（2018c）次世代の教育情報化推進事

業（情報教育の推進等に関する調査研究）

成果報告書.pp16-22 

4.3%#�' ���
� %���� %���� 	�
� 	��%�

���
 +�"


����

2&
��

�

)�
�


�

�	��

!*$�

����
� �-�

#,���5/0

��4.3%�1

(�����

��� �
� %�� %�� 
��

表 1 連続資料で説明された重要語句の割合

第45回全日本教育工学協議会全国大会 島根大会（2019/10/18-19 島根県民会館）

134



学校情報化の取組を通じた学習意欲向上へのアプローチ 

 斉田俊平（大阪市立城北小学校）・木原俊行（大阪教育大学）・寺嶋浩介（大阪教育大学）・ 

尾崎拓郎（大阪教育大学）・島田武（大阪市教育センター）・竹本弥生（大阪市立城北小学校） 

概要：学習意欲向上に資する ICT 活用を推進するために，大阪市 ICT モデル校の先行事例に習い，活

性化を図った。2 年計画の初年度は，基盤整備と情報活用能力に関わるカリキュラム作成，ICT を活用

した授業の取り組みの活性化による情報教育実践の蓄積について重点的に取り組み，大幅に ICT 機器

の活用回数が増加した。その一方で，教員による活用が主で，児童が活用する場面については課題が見

られた。次年度は，児童による ICT 活用を意図し，ミドルリーダーを中心とした主体的・対話的で深い

学びの実現に向けた授業改善について，学校全体への普及を図った。 

キーワード：情報活用能力，ICT活用，教育の情報化，ICT活用指導力，タブレット端末

１ はじめに 

 大阪市教育委員会は，教育行政基本条例の前

文に基づき，平成 25 年 3 月に改訂した大阪市

教育振興基本計画において掲げた，「めざすべき

目標像」と，その達成に向けて教育に携わるす

べての人々が共有すべき「基本となる考え方」

を継続し，学校園現場への教育改革の浸透を図

り，学校園現場との「議論」と「対話」を通じ

て新たな価値を生み出す「改革の第 2 ステージ」

と位置づけている。そして，第 2 ステージに向

けた改訂に当たって重点的に取り組むべき施策

の１つとして，「ICT を活用した教育の推進」を

掲げ，学校教育 ICT 活用事業等を推進してきた。

市内で先行して取り組むモデル校を対象とした

各種調査の結果では，「学習意欲の向上」，「学び

の活性化」，「学習理解の促進」が見られた。し

かし，その一方で，「教員の ICT 活用指導力チェ

ックリスト」の分析から，ICT 活用指導力に関

する教員間格差が見られたことから，効果的な

ICT 活用の実践事例紹介や ICT 活用実践のため

の教員研修の実施や，ICT 支援員によるサポー

ト体制の充実を図る必要があると，大阪市教育

センター(2017)，大阪市学校教育 ICT 活用事業

「中間まとめ」では述べられている。 

こうした報告で示唆されている事項に加えて，

モデル校以上に学習意欲向上に課題を抱える学

校において，「ICT を活用した教育の推進」によ

る教育効果を上げていくためには，一層の工夫

と努力が必要だと考えられる。しかしながら，

そうした状況にある学校における ICT 活用の活

性化や効果検証についての知見は，必ずしも蓄

積されていない。 

２ 目的 

 本研究では，大阪市の A 小学校を対象として，

学習意欲向上に課題を抱えている学校において，

学校情報化の取り組みを通して ICT 活用を活性

化するためのアクションリサーチを展開し，そ

の評価を行う。 

３ 方法 

（１）対象および時期

 本研究は，大阪市立 A 小学校の教員を対象と

した。A 小学校は，近年，教員の急激な入れ替

わりがあり，現在，教員経験年数 10 年未満の教

員が全体の 80％を占めるなど，若手教員が大半

を占めている。同様の状況にある小学校は，同

市において決して珍しいわけではなく，若手教

員が抱える指導力・授業力向上に関わる課題の

大きな要因の一つとも言える。このような見地
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からも同市において，本研究による効果的な

ICT 活用の蓄積により，主体的・対話的で深い

学びの視点からの授業改善を図り，授業力の向

上へとつながる有効性のある成果が求められる。 

調査時期は，平成 30 年から令和元年度の 2 年

間とし，本研究ではその途中経過を報告する。 

（２）取り組みの評価方法

 授業における ICT 活用指導力や教育の情報化

に関する実態把握として，教員向けの ICT 活用

指導力チェックリストや自由記述を含む質問紙，

または学校情報化認定チェックリストによって

年度当初と年度末を比較して，ICT を効果的に

活用した授業が日常的に実践できたのかをもと

に評価する。また，本市における「ICT を活用し

た教育の推進」の施策によって，平成 29 年度よ

り全市導入された各校 40 台のタブレット端末

における活用回数の数値についても，効果検証

の指標とする。そして，校内で年間 2 回実施さ

れる「小学校児童アンケート」による質問項目

から評価した。 

４ 実践内容 

 A 小学校では，授業における ICT 活用を推進

しているものの，さらに発展させるべく，その

充実，とりわけ「ICT 活用による学習意欲の向

上」を学校運営計画の取組の 1 つとして掲げて

いる。そこでまず，研究の初年度である平成 30

年度は，学校の組織的成長を中心に添え，大阪

市学校教育 ICT 活用推進事業を専攻して取り組

むモデル校を参考に 6 点の重点的取組によるア

クションリサーチを実施した。

1 つ目は，「ICT 活用に関わる校内組織やアド

バイザー体制の構築」である。トップである学

校長のもと，各学年主任の教員による研究推進

部会を立ち上げ，学校長と学年の間をマネジメ

ントする学校教育 ICT 推進リーダーをミドルリ

ーダーに据え，ミドル・アップ・ダウン型のマ

ネジメントによって校内組織を構築した。また，

共著者らや，研究協力者との WEB 会議を含む定

期的な打ち合わせによる進捗状況の確認，アド

バイス等のアドバイザー体制の構築である。 

 2 つ目は，「タブレット端末等の ICT 環境のい

っそうの整備」である。全市に関わる大阪市ス

タンダードモデルの拡充，校内 LAN の再構築，

新タブレット端末の導入をはじめ，校内での

ICT 機器の利便性向上のため，教員の活用に関

わる悩み解消のための様々な工夫を取り入れた。

具体的には，タブレット端末の設置場所，運搬

車の導入，トラブル時のマニュアル作成，投影

用有線コードの購入等，多岐にわたる。 

 3 つ目は，「タブレット端末等の ICT 活用に関

するルールの策定やその徹底のための仕組みづ

くり」である。活用の際には，活用時間の重な

りによる使用不可を避けるため，事前に周知で

きるタブレットカレンダーにより活用の時間や

台数を記入した。ICT 活用の格差ができぬよう，

各学年にタブレット端末等による活用の月間目

標値を掲げ，そのための年間活用計画を年度当

初に作成した。また，教員が一日中教室に配置

できるタブレット端末を決め，活用したいとき

にいつでも手元に用意できるよう環境を整えた。 

4 つ目は，「ICT 支援員によるサポートの強化」

である。大阪市 ICT 支援員と同様の役割を担う

ICT サポータを位置づけ，週に 1 回以上の訪問

支援を実施した。支援内容は教材作成や教材の

資料づくり，機器の準備や入り込みによる支援

など，幅広い支援体制を築いた。 

5 つ目は，「授業における ICT 活用案の提供，

そのための校内研修の企画・運営」である。月

に 1 回以上の校内研修会を実施し，実践紹介や

実践研修，授業案づくり，検討会などである。

また，研究初期である平成 30 年 7 月には，共著

者（寺嶋）による校内 ICT 研修会を実施した。

新学習指導要領全面実施に向けて，ICT 活用の

推進やプログラミング教育推進に向けて，全教

員対象に教授いただく。その他にも，共著者（尾

崎）による情報モラル教育の師範授業を 5 年生

対象に実施し，校内教員が参観した。 

 6 つ目に，基盤整備により活用が広がり，蓄

積された実践をもとに，A 小学校の「ICT 活用に
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よる授業のカリキュラム表の作成」を行った。

学年の実態に応じて計画し，学校全体で系統性

を持つことによって，児童に身につけさせる情

報活用能力が明確化された。 

５ 実践の評価と改善 

 研究以前である平成 29 年度と研究後の平成

30 年度のタブレット端末の活用回数を比較し

たデータは図１の通りである。 

 この結果から，授業における ICT 活用を推進

させることができたと言える。結果の要因とし

ては，重点的取組「ICT 支援員によるサポート

の強化」によって，トラブル時の対応や授業支

援・準備支援などの支援体制の充実による成果

が大きいと考える。また，「授業における ICT 活

用の提供，そのための校内研修の企画・運営」

の取組により，授業の中で ICT を活用する幅が 

広がったと考える。 

 さらに，児童アンケートの結果では，図 2 の

ようになった。 

図２ A 小学校 児童アンケート結果 

 ICT を活用することで，児童は「授業がわか

りやすい」という感想を持つようになった。ま

た，学習理解についても肯定的な結果を示して

いる。重点的取組による「タブレット端末等の

ICT 環境のいっそうの整備」，「ICT 活用に関す

るルールの策定やその徹底のための仕組みづく

り」により，教員や児童の ICT 活用の利便性が

高まったことによるものが大きいと考える。 

 そして，重点的取組「ICT 活用に関わる校内

組織やアドバイザー体制の構築」によって，ICT

を活用した教育のいっそうの充実に向け，ICT

活用が活性化されたと考える。 

続いて，教員による ICT 活用の意識の変化に

ついて，「教員の ICT 活用指導力チェックリス

ト」の結果を図３に示す。

 図３ 教員の ICT 活用指導力チェックリスト 

図１ タブレット端末活用回数 
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B-3・C-3 の「調べたことや自分の考えを整理

したり，分かりやすくまとめたりすることがで

きる」や，B-4「グループで話し合って考えをま

とめたり，協働して取り組んでいる」，C-4「互

いの考えを交換し共有して話合いなどができる

ように指導する」という「授業に ICT を活用し

て指導する能力」と「児童の ICT 活用を指導す

る能力」について，教員は，他者と連携・協働

して課題解決するための活動に課題を感じてい

ることがわかる。 

６ 今後の課題 

 本研究の結果から，新たに 2 つの課題が明確

化された。 

1 つ目は，「児童による ICT活用の在り方」で

ある。初年度の取組では，ICT 活用の機会は増

幅したが，教員による活用が主であった。今後

は，学習の基盤となる資質・能力を育むため，

言語能力・情報活用能力・問題発見，解決能力

の育成を図るための授業づくりの蓄積をねらい

とする。また，新学習指導要領に対応したプロ

グラミング教育の推進も含む。そして，個々の

教員による活用が突出するのではなく，全教員

が同様に活用の増加が図られるシステムの構築，

実践の蓄積をねらいとした校内研修の充実，目

標への全教員のビジョンの共有が求められる。 

 2 つ目は，「対話的な学びを重視した授業づく

り」である。対話的な学びを実現することで，

児童は，他者と連携・協働して課題解決できる

ようになり，意見交換や議論することを通して

自らの考えを深められ，学習の定着へとつなが

る。そのためには，授業時間の中に対話的な活

動を取り入れるための十分な時間を確保する必

要がある。対話的な学びを実現するために，ICT

を効果的に活用した授業づくりが求められる。 
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小学生を対象とした 3Dプリンタによる 

ものづくり教育についての一考察 

奥村英樹（四国大学） 

概要：小学生を対象に 3D モデルの制作と 3D プリンタによる印刷を題材とした「ものづくり教育」

の提案を行う。政府の未来投資戦略やものづくり白書に見られる通り、日本の「ものづくり」

は単に製造業に携わる人材だけでなく、AI や IoT も含めた新たな技術の応用によるイノベー

ションを担う人材の育成が求められている。本稿では、小学校におけるプログラミング教育と

も関連させて「ものづくり教育」を検討するとともに、具体例として考案した 3D モデルの制

作と 3D プリンタによる印刷による小学生向けの講座の学習目標や実施にあたっての留意点を

報告する。 

キーワード：ものづくり教育，3Dプリンタ，初等教育，カリキュラム開発

１ はじめに 

2019年 6 月に経済産業省、厚生労働省、文部

科学省から発表された「ものづくり白書」では、

製造業の深刻な人手不足とともに、Society5.0

に向け、初等中等教育段階での学びの基盤固め

と、高等教育段階での技術革新等に対応した、

新たな社会をけん引する人材の育成の必要性が

指摘されている１）。しかしこれは、製造業や ICT

関連事業の深刻な人材不足を直接補うために、

初等中等教育段階からこれらの業界に必要な知

識や技能を身に付けさせるものではない。この

点は、プログラミング教育も同じであり、「プロ

グラミング教育の手引き」に明記されている通

り、プログラミング言語を覚えたり技能を習得

したりすること自体がねらいとされないのと同

様である。しかし、初等中等教育において「も

のづくり」に興味を持たせ、Society5.0 に向け

て何らかのイノベーションが起こせる人材育成

の必要性は、議論の余地が無いと思われる。 

本稿では、3D モデルの制作と 3D プリンタに

よる印刷を題材に、初等教育段階における「も

のづくり教育」の位置づけと、指導方法につい

ての留意点に言及する。 

２ 対象とするものづくりの行動形態 

吉川は、ものづくり教育を行動形態として次

の３つにまとめており、いずれを対象とするか

で手法に大きな差異が生じるとしている２）。 

(1) 同じものをつくる（刃剣、焼物など）

(2) より良いものをつくる（自動車、パソコン

など）

(3) 無いものをつくる（発明時のウォークマン、

携帯電話など）

このうち(1)は制作方法の理解や技能の習熟

が中心となるため、本研究では(2)と(3)に焦点

をあてる。 

３ 初等教育段階での「ものづくり教育」の目

的 

先に述べた通り、初等教育段階での「ものづ

くり教育」は、決して製造業への就職につなが

る直接的な知識・技能の伝達が中心とはなりえ

ない。 

初等教育段階で「ものづくり」が最も関係す

る教科は「図画工作」である。同教科の学習目

標では、「造形的な見方・考え方を働かせ，生活
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や社会の中の形や色などと豊かに関わる資質・

能力」を育成するうえで、「創造的につくったり

表したりする」「創造的に発想や構想」を行い、

「つくりだす喜びを味わう」とともに「楽しく

豊かな生活を創造しようとする態度」を養うと

している。更に、新学習指導要領では、基礎と

して情報活用能力が位置付けられている点も踏

まえると、3D モデルの制作と 3D プリンタによ

る印刷は、教科としての教育目標の達成に十分

貢献できると思われる。 

一方、造形的でない「ものづくり」としては、

プログラミングによるアプリケーションの制作

も十分に含むことができる。なお、プログラミ

ング教育では、「身近な生活に活用されているこ

と」や「よりよい人生や社会づくりに生かそう

とする態度の育成」が求められており、ICT な

ど将来にわたって社会の基盤となる技術をブラ

ックボックス化せず、本質を正しく理解して、

自身の生活に活かすことが求められている。更

に、「プログラミング的思考」といった論理的に

考える力を育成すること、「問題の解決には必要

な手順があることに気付く」など、問題を解決

する力の育成にも言及されている。 

更に、「ものづくり」を教育の手段として捉え

ると、パパートの構築主義等を挙げることがで

きる。これは、子ども自身が知的な枠組みを持

っており、ものづくりを通して学習を発展でき

る支援環境（Logo）を用意することで、子ども

達自身が科学概念を構築できるとしたものであ

る。 

この考え方は、ピアジェの構成主義、キルパ

トリックのプロジェクト・メソッドに源流をみ

ることができ、「総合的な学習の時間」において

も、社会的に意味のあるプロジェクトを子ども

達に担当させることを通して、既存教科の内容

を学習する意味付けを与えるなどの効果がある。 

また、峯村らは、STEM 教育の考え方を取り入

れたものづくり活動の効果を検討している３）。

具体的には、LEGO等の教材を利用したロボット

等のものづくり活動を通して、「学習方略」を学

び、学ぶことへの「内発的動機づけ」を与える

ことに、一定程度の効果があると報告されてお

り、メタ認知の学習になりうることを示してい

る。 

別の視点として、内閣府は、Society5.0 を提

唱し、経済発展と社会的課題の解決を両立させ

るために、AIや IoT、ロボット技術、バイオテ

クノロジー等による統合イノベーション戦略を

立てており、これらに対応した人材育成が急務

であるとしている。 

また、新学習指導要領では、解説の「改訂の

経緯」において、「予測が困難な時代」にあって

「他者と協働して課題を解決していくこと」

「様々な情報を見極め･･･新たな価値につなげ

ていくこと」「複雑な状況変化の中で目的を再構

築することができるようにすること」と書かれ

ており、現代的な問題解決能力を持つ人材の育

成が求められていると考える。 

以上から、本研究での「3Dプリンタによるも

のづくり教育」の目的は、造形的な学習指導も

さることながら、その奥には「ものづくり」を

通しての既存教科の学び、メタ認知的な学習を

想定し、最終的には「予測が困難な時代

（Society5.0の時代、AI時代）に活きる人材の

育成を目指すものと考えたい。 

４ ものづくりに関する児童の状況 

小林らは、ものづくりに関する意識調査を行

い、概ね次のような状況であることを報告して

いる４）。 

(1) 小 1～小 5 ではおよそ 8 割強がものづくり

を「好き」としているが、小 6～中 3は 6割

前後に落ちている

(2) 「好き」とした児童生徒の約 6 割は自身を

「器用」としているが、「嫌い」と回答した

児童生徒の 8割は自身を「不器用」としてい

る
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(3) ものづくりから連想するキーワードの多く

は木工関係であり、男子はプラモデルやロボ

ット、女子は料理や裁縫が多い

特筆すべきは、「器用さ」と「ものづくりへの

好き嫌い」に相関関係があることが示唆されて

いる点である。川端らは、手指の巧緻性が年代

とともに低下していること、更に遊びや学習、

ものづくりへの意識と関連していることを指摘

している５）。 

木工工作や裁縫等によるものづくりは、器用

さ（手指の巧緻性）によって制作時間や作品の

出来・不出来が決まると言える。そのため、作

品の評価は結果として、児童生徒の器用さを測

定することと同義となる。 

これに対して、3Dモデルの制作はマウスのク

リックやキーボードの打鍵程度であり、手指の

巧緻性による差異は大きくない。ICT の進歩は

人間の不得意な部分をカバーするために作られ

ていると言える点からも、「ものづくり教育」へ

の科学技術の活用は適していると考えられる。 

５ 3Dプリンタによる「ものづくり教育」の学

習目標 

「ものづくり教育」そのものについては、前

述の通りであるが、ここでは 3D モデルの制作

や 3D プリンタによる印刷の未経験者が 4 時間

程度で学習しうる範囲での学習目標を記述する。

なお、この内容は、鳴門教育大学が主催する小

中学生向けの科学技術教育プログラム「ジュニ

アドクター発掘・養成講座」での実践を想定し

たものである。 

(1) 3D プリンタによる「ものづくり」の特徴を

説明できる。

(2) 簡単な 3D モデルを、複数種類の方法を利

用して制作できる。

(3) 自身が制作した 3D モデルの印刷を体験す

る。

(4) 3D プリンタの利用が、身近な問題解決の手

段となりうることを実感する 

(5) 3Dプリンタによる制作アイデアを思いつく

６ 3Dプリンタによる「ものづくり教育」の学

習方法に関する留意点 

単なる造形的な制作であれば、決められた題

材を設計図通りに作成するだけであるが、ICT

関連の操作方法（特にアプリケーション）は、

変化が速く、更に小学生向けに用意したものは

進学によって使えなくなる可能性が高い。 

年代を超えて「ものづくり」に共通した能力

としては、問題解決能力や創造性、独創性の育

成となる。しかし、単に「ものづくり」を体験

させれば、それらの能力が自動的に育まれると

いうわけではない。 

例えば、宮田らは、プログラミングの教育と

問題解決能力の育成との関連について、(1)プロ

グラミングの文法とできあがったプログラムの

内容・結果を重視する方法と、(2)文法や内容だ

けでなく、問題解決の課程を重視する方法とで

比較を行った。その結果、(2)の方が問題解決能

力の育成に効果があったことを報告している６）。 

また、構築主義においては、Imagine-Create-

Experiment-Share-Reflect というクリエイテ

ィブラーニングスパイラルが考えられており、

単にマニュアル通りに 3D モデルを制作し、3D

プリンタで印刷するのではなく、①何を作るか

想像して②制作し、③製作物で遊び、④他の友

達と共有した後、⑤友達の意見を元に発展させ

る経験を持たせることが良いとされている。 

更に、筆者が開発し免許更新講習で実践した

教員向けのプリンタによる教材作成カリキュラ

ムでは、教育の専門家である教員が対象であっ

たため、様々な教材のヒントを提供し、各自の

校種やクラスに合った教材を検討してもらう方

法をとった７）８）。しかし、初等中等教育段階の

子供たちを対象とした場合、身の回りの問題解

決を広く検討させることは難しいため、直感的

に課題を理解し、かつ簡単に制作できて工夫の

余地のある題材を用意しなければならない。 
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これらを踏まえて、前述の学習目標を達成す

るカリキュラムの制作において、次の事項を留

意点としている。 

(1) ものづくりに集中させるため、課題は児童

にとって明白なものとする

(2) 課題に取り組む際には、メタ認知のプロセ

スに気付かせる配慮をする

(3) 想像－制作－(制作物での)遊び－（他の友

達との）共有－（友達の意見を元にした）発

展のプロセスを踏ませる

(4) 扱う課題や制作物のデザインにはできる限

り自由度を持たせる

(5) 手指の巧緻性を、作品の質にできるだけ影

響させない

(6) 制作の時間をできるだけ少なくする

７ まとめ 

本稿では、3D プリンタによる「ものづくり教

育」の在り方について検討を行い、Society5.0

で活躍するための能力の育成も含めた目的の設

定と、これに基づく４時間分の講座での学習目

標と学習方法の留意点について検討を行った。 

今後は、具体的なカリキュラムを開発して実

践を行い、学習目標や方法の妥当性を検討する

とともに、当初定めた「ものづくり教育」の目

的に資するものとなるか、評価を行う必要があ

る。孕石らは、大学生向けにルーブリックによ

るものづくり能力の評価を試みている９）。ただ

し、問題解決の能力や創造性は、数時間の講座

で目に見えて育まれる類のものではない。特に

初等教育では、長期的な視野に立ち、プログラ

ミング教育など他の学習場面も含めた取り組み

と共同する必要がある。また、ものづくり教育

の枠を超えて、更に大きな枠組み（Society5.0

で活躍できる人材の育成等）で整理する必要も

あると考える。 
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タブレット端末入門期の指導実践

坂野光俊（島根県江津市立高角小学校） 

概要：江津市では，児童用パソコンの更新を機に，タブレット端末が導入されることになった。本校で 

も，昨年度末より 1 学年全員が持てるだけのタブレット端末が整備された。また，教員にもタブレッ

ト端末が貸与され，各教室からネットワークに接続できる環境も整えられ，教員がタブレット端末を

使って指導する場面が増えた。そして，児童にもタブレット端末を利用させたいという雰囲気が高ま

ってきた。 

  本発表では，児童がタブレット端末を日常的に利用できるようになるための，最初の取組について

報告する。 

キーワード：情報活用能力，タブレット端末，授業実践

１ はじめに 

 島根県江津市では昨年度，児童用パソコンを

更新のタイミングに合わせて，タブレット端末

にしていくことになった。本校はちょうど更新

時期に当たったので，昨年度末にタブレット端

末が整備された。それに併せて，校内のネット

ワーク環境も整備された。

写真１ 昨年度のパソコンルームの様子 

 本校のパソコンルームは，校舎３階の一番端

にあり，設置された PC は 12 台しかなく，1 台

の PC を２・３人で使っていた。また，空調が無

いため，夏は暑さに冬は寒さに耐えながら学習

しなければならなかった。そのため，教員の中

に「パソコンを活用した学習は効率が悪く大変」

という意識があり，ほとんど使われていなかっ

た。児童も，パソコンに触れる機会が少ないた

め，うまく操作ができない。たまにパソコンを

使うと，一部の操作に慣れた児童が活躍し，他

の児童は見ているだけの学習に陥りやすい。「や

っぱりパソコンを活用した学習は効率が悪く大

変」の悪循環だった。 

 一方で，市内の小中学校は，10 年前に普通教

室に 50 インチの大型テレビが設置された。そ

れに加えて，本校では実物投影機が各学級に備

えられてきた。それらを使って教科書やノート

を大きく映し出すことは日常化しており，ICT

活用の意識は決して低くない。 

ネットワーク環境が整備され，教員用のタブ

レット端末も貸与されたこともあり，デジタル

教科書やインターネット上のコンテンツを利用

した授業が展開されるようになった。そして，

「児童にもタブレット端末を使わせたい」とい

う声が上がってきた。 

 児童が楽しみながらタブレット端末を扱える

ようになるために，ICT 活用のリーダーとして

取り組んでいることについてまとめる。 

２ 研究の方法 

 ４月から授業の様子が様変わりした。各教室

からネットワークにつながることができるよう

になり，担任がタブレット端末を使った指導を

行うようになった。授業の中で，デジタル教科

書の図表を提示したり，NHK for Schoolの動画
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を利用したりするようになった。これまでの実

物投影機の利用と併せて，ICT 活用の幅が広が

った。同時に，「テレビに表示されない」「音が

出ない」「画面が変わらない」といった SOSを受

けることが多くなった。 

 一方で，児童用タブレット端末はパソコンル

ームに置かれたまま。この落差はどうして生ま

れるのか。 

 毎年行われる「学校における教育の情報化の

実態等に関する調査」に「教員の ICT活用指導

力等の実態」の項目がある。その中の「児童の

ICT 活用を指導する能力」について，昨年度の

結果である。 

図１ 「児童の ICT活用を指導する能力」につ 

いての結果 

教員の入れ替わりがあるものの，ここ数年は

同様の傾向が続いている。「ややできる」の占め

る割合が多いが，その定義は「実践事例集や手

引き等を参考にすれば，指導することができる」

である。そして，担任が児童に指導しようとす

れば，具体的な資料が必要と考えられる。 

自分たちがタブレット端末を使い始めたばか

りの上に，マニュアルも無い。新学期が始まっ

た忙しいときに，使い方の指導を考える余裕が

あるはずもない。しかし，潜在的なニーズはあ

るはずである。ニーズに応えるには，指導用の

資料と指導者のセットが必要と考えた。指導者

は ICT活用リーダーがあたり，資料は担任の要

望に合わせることとし，児童にタブレット端末

を使わせたいと考えているなら声をかけてほし

いと呼びかけた。 

３ 実際の取組 

タブレット端末スタートカリキュラム

 ４年生から指導の依頼があった。内容は，タ

ブレット端末でインターネットを使って調べ学

習をさせたいので，タブレット端末の使い方と

インターネットの使い方を指導してほしいとい

うものだった。そして，タブレット端末の基本

的な操作法（起動，終了。アプリの起動終了。）

とインターネットの使い方（キーワード検索の

方法，情報モラル。）を，「タブレット端末スタ

ートカリキュラム」として２時間に分けて指導

することになった。 

 実践１「タブレット端末の使い方」 

学習のねらい 

・タブレット端末を使うときの約束を理解する。 

・操作と用語を理解する。

・タブレット端末の起動，終了の手順を理解す

る。

・アプリの起動，終了の手順を理解する。

初めてタブレット端末に触れるという想定で

内容を考えた。特に大事にしたかったのは，用

語に関することである。親のスマホやタブレッ

ト端末を使ったことがある児童はたくさんいる。

しかし，タップやスワイプという言葉を知って

いる児童はほとんどいない。これから利用して

いくためには，これでは困る。「画面をトントン

して。」や「指でシュッとするよ。」というよう

な指示では伝わりにくい。スムーズな活動のた

めには，児童，教員両方が正しい用語が使える

必要がある。逆に児童向けに，イメージを優先

させた言葉もある。起動時に出てくる Windows

のマークを「窓マーク」，電源のアイコンは「リ

ンゴマーク」として，児童の印象に残りやすく

した。「窓マーク」は，電源の切り方を指導する

ときにも有効だった。 

操作するアプリは，カメラアプリにした。本

校のタブレット端末にはＳky 株式会社のスカ

イメニューがインストールされており，その中

のカメラ機能を利用した。スカイメニューを紹 

介するとともに，タップやピンチといった操作 

を自然に行えることと，児童が楽しく使えるこ

とが予想されるからである。 

わりに

できる

やや

できる

あまり

できない

ほとんど

できない

Ｃ－４　児童が学習用ソフトやインターネットなどを活用して、繰り返し

 学習したり練習したりして、知識の定着や技能の習熟を図れるよう

 に指導する。
0 6 7 2

Ｃ－２　児童が自分の考えをワープロソフトで文章にまとめたり、調べ

 たことを表計算ソフトで表や図などにまとめたりすることを指導する。
5 8 3 1

Ｃ－３　児童がコンピュータやプレゼンテーションソフトなどを活用し

 て、わかりやすく発表したり表現したりできるように指導する。
2 5 8 2

Ｃ　児童のＩＣＴ活用を指導する能力

Ｃ－１　児童がコンピュータやインターネットなどを活用して、情報を収

 集したり選択したりできるように指導する。
3 10 3 1
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図２ 指導用スライドの一部 

写真２ 授業の様子 

２学級 38名を集めての授業だったが，全員が

１台ずつタブレット端末を持って活動したので，

スムーズに指導できた。隣同士で教え合ったり

確認し合ったり，自然にコミュニケーションを

とる姿が見られた。また，タップやスワイプと

いう言葉の専門的なところが気に入ったようで，

しきりに繰り返していた。なにより，児童がタ

ブレット端末を使うことが楽しいと感じたこと

で，ねらいを達成できた。 

 実践２「インターネットの使い方」 

学習のねらい 

・インターネットの長所，短所を理解する。

・キーワード検索，カテゴリ検索について知る。 

・キーワード検索の方法を理解する。

・インターネットの危険性を理解する。

・キーワード検索を体験する。

４年生の２時間目はインターネットの利用に

ついての指導を行った。1 時間目と同じく２学

級 38 名の合同授業である。この授業で大事に

したかったのは，⒈インターネット上の情報の

長所と短所を，主に図書資料との比較で考える

こと。⒉情報モラルや著作権に関すること。⒊

複数のキーワードで，情報を絞り込むことの３

つである。 

複数のキーワードで情報を絞ることができる

実例として，３段階でキーワードを増やして検

索結果の数が変化する様子を示した。「ごみ」と

いうキーワードで検索すると約１億６千万件が

ヒットする。児童からは，驚きの声が上がる。

「ごみ 分別」とすると約７百万件がヒット。

さらに「ごみ 分別 江津市」とすると件数が

30 件となり，児童から先程とは別の驚きの声が

上がり，児童が納得する事例となった。 

図３ 指導用スライドの一部 

写真３ 授業の様子 

また，検索の練習は，キーワードを指定して

全員が同じキーワードで検索をした。この授業

の目的は，検索窓に，ローマ字入力で，複数の

キーワードを入力することの体験である。各自

がバラバラのキーワードを入力すると，キーワ

ードを考える時間が必要になる。入力のための

支援も大変になる。実際，ローマ字の綴りがわ

からない児童が多く，担任がホワイトボードに

綴り提示したり，児童同士で助け合ったりしな

がら入力した。45分の授業時間の中では，ポイ
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ントを絞って活動を組み立てことが重要である。 

実践３ タブレット端末利用の提案

児童にタブレット端末の使い方を指導するだ

けでなく，先生方にも利用法の提案をする必要

を感じた。そこで，体育の授業でスカイメニュ

ーの遅延再生アプリを使った指導を行った。高

跳びの練習を撮影し，フォームを自分でチェッ

クできる場を設定した。児童は，自分の姿だけ

でなく友だちの跳ぶ様子も熱心に見入っていた。

そして，画面を見ながら，良いところや直すと

ころについて話合っていた。 

この授業のために，タブレット端末を立てる

スタンドを自作した。タブレット端末付属のス

タンドでは，カメラが上を向いてしまい，児童

の姿を撮影することができなかった。自作スタ

ンドに固定することで児童は，活動に集中する

ことができた。 

写真４ 自作スタンド 

写真５ 授業の様子 

４ 結果と考察 

「タブレット端末スタートカリキュラム」と

して取り組んだ「タブレット端末の使い方」「イ

ンターネットの使い方」の２つの実践は，３，

５，６年の学級でも実施した。また２年生でも

「タブレット端末の使い方」の授業を行った。

いずれも，担任からの要望を受けてのことであ

る。この指導を終えてから，教室で，タブレッ

ト端末を使ってインターネットで調べ学習をし

たり，見学に持ち出して写真を撮ったりと，積

極的に学習に利用することが増えてきた。体育

でも，自作スタンドと組み合わせて指導に使わ

れた。プレゼン用アプリの使い方を指導してほ

しいという要望も出ている。 

このことから，学級担任が積極的にタブレッ

ト端末を活用する意識が高まったといえる。ま

た，カリキュラムとして，指導内容を考えるに

あたって，①経験の少ない児童を中心に考える。

②指導内容は少なく。③活動は，基本的に全員

が同じことをする。④できるだけ，正しい用語

を教える。⑤楽しみながらできる活動を取り入

れる。という５つのポイントが見えた。 

写真６ それぞれの学級での授業の様子 

５ 今後の課題 

タブレット端末の導入初年度に，学級担任や

児童に適切な指導を行うことで，スムーズに活

用されるようになった。この取組を継続的に行

うための組織づくりや校内研修のあり方を整え

る必要がある。 

６ 参考文献 

・堀田龍也，塩谷京子(2007) 学校図書館で育

む情報リテラシー

・北海道図書館協会(2008) 実践資料集 学校

図書館☆学びかたの指導 ワークシート集

・塩谷京子(2016) すぐ実践できる情報スキル
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創造性の育成を目指した 

「関西大学初等部情報活用能力スタンダード」の提案 

堀 力斗（関西大学初等部） 

概要：「Society 5.0」に向けては，「新たな価値を創造できる人材」が求められ，「新しいものを創り

出す力」，いわゆる「創造性」が必要になるとされている。本研究は，その創造性を育成するために必

要なスキルを，「クリエイティブスキル」と捉え，それを「思考・判断・表現」の資質・能力の観点の

中に組み込んだ新しい情報活用能力の基準を作り，それを「関西大学初等部情報活用能力スタンダー

ド」として提案する。 

キーワード：創造性，情報教育，情報活用能力，思考力，Society5.0

１ はじめに 

新学習指導要領総則において，「各学校におい

ては，児童の発達の段階を考慮し，言語能力，

情報活用能力(情報モラルを含む。)，問題発見・

解決能力等の学習の基盤となる資質・能力を育

成していくことができるよう，各教科等の特質

を生かし，教科等横断的な視点から教育課程の

編成を図るものとする。」と述べられている。

情報活用能力は学習の基盤となる資質・能力で

あり，これを教科横断的な文脈の中で育成して

いくことが求められている。 

そもそも情報活用能力は，「情報活用の実践

力」，「情報の科学的な理解」，「情報社会に

参画する態度」の３観点から定義され，情報教

育はこれらをバランス良く育成することが重視

されている。 

新学習指導要領においては，資質・能力の重

視，さらに教科横断的な観点からの教育課程の

編成が求められていることを鑑みると，情報活

用能力は，資質・能力の３観点から整理を行い，

表記する方が良いと考えられる。さらにその情

報活用能力の体系表・基準の作成においては，

資質・能力の中でもとりわけ，「思考・判断・

表現」の観点をしっかりと充実させることを目

指したい。 

本校では開校以来，「思考力育成」を掲げて

いる。「思考力」を具体的に育成する手段とし

て，「思考スキル」に着目し，６つのわざに限

定し，ひとつひとつにシンキングツールを対応

させ，習得・活用させる「ミューズ学習」を体

系化し，実践してきた。「考える」という抽象

的な行為を，「比較する」「分類する」などの

具体的な動詞に落とし込み，一つ一つ教えるこ

とで，意図的に「考える」ことができるように

なることを目標としている。この「思考スキル

の習得と活用」を，情報活用能力の一つとして

捉え，体系表の中に組み込みたい。 

また，「Society 5.0 に向けた人材育成 〜社会

が変わる，学びが変わる〜」において，「Society 

5.0 を牽引するための鍵は，技術革新や価値創

造の源となる飛躍知を発見・創造する人材と，

それらの成果と社会課題をつなげ，プラットフ

ォーム をはじめとした新たなビジネスを創造

する人材であると考えられる」と述べられてい

る。この，「Society5.0」において重視されて

いる人材観から，「創造」をキーワードとして

捉え，育てたい情報活用能力の一つとして「創

造性」を取りあげたい。  

今後の研究としては，これまで本校が大切に

してきた「思考力」と，この「創造性」をいか

に情報教育の中で育成していくのかを情報教育

カリキュラムとして落とし込むことを最終的な
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目的とする。本稿では，まずこれまで研究され

てきた「情報活用能力」を「創造性」という視

点を加えた上で捉え直し，本校が大切にしてき

た「思考スキルの習得と活用」を「思考・判断・

表現」という資質・能力ベースの体系表の中に

整理し直すことで，これからの体系的な情報教

育のカリキュラム作成のための足がかりとして

「情報活用能力スタンダード」を提案したい。 

２ 研究の概要 

（１）研究の視点

本研究は２つの視点から構成される。 

１つ目は，「創造性」に関わるスキルを「クリ

エイティブスキル」とし，「写真」「ビデオ」

「スケッチ」「音楽」という４つの観点に限定

し，より具体的な能力の定義とその基準をつく

ること，２つ目は，「クリエイティブスキル」

と「思考スキル」のつながりについて社会構成

主義的な視点から捉えることである。 

（２）方法・結果

 情報活用能力の基準作成にあたって，授業実

践と文献研究を行った。 

① 6年生国語科「詩を楽しもう」

6年生国語「詩を楽しもう」の単元において，

「せんねんまんねん」（光村6年）の詩を取り上

げた。この授業では，詩の音読に，「GarageBand」

というアプリケーションを用いて「BGM」をiPad

で作成し，自分が詩から感じ取ったイメージを

音楽で表現する活動を行った。子どもたちは，

思い思いに音楽を作成し，自分の音声データと

組み合わせ，作品を作っていた。

上手に作成できた友だちの作品を聞いた後，

ふりかえりの中で「一番直したいのは音楽では

なく，音読である」という発言があった。言語

力を高めることが目的である国語において，音

楽という創造性を発揮する場面があったからこ

そ，逆に自分の言語力について意識することが

できた好例である。 

 この授業実践では「音」を具体的な表現方法

として選択した。したがって，「音楽」のクリ

エイティブスキルを発揮し，自分の感じたこと

を「音」で表現していると捉える。基準として

は「自分の思いや感情を表現できる音楽を作る

ことができる」と定義することができると考え

た。 

 この授業にあたっては，Appleの「Everyone 

Can Create教師用ガイド」を参照した。 

「Everyone Can Create」では，創造性を発揮す

るための具体的な表現として「写真」「ビデオ」

「スケッチ」「音楽」の４つが提案されている。

さらに，どの程度のパフォーマンスが求められ

ているのかルーブリックも決められており，ク

リエイティブスキルの基準においても参考にし

た。 

この授業実践とEveryone Can Createの定義・

ルーブリックから，「音楽」，「写真」，「ビ

デオ」，「スケッチ」とし，クリエイティブス

キルとして４つを定義した。
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 情報活用能力を資質・能力の３つの柱から観

ると，クリエイティブスキルは，「思考・判断・

表現」に分類される。さらに本校では以前から

思考力育成として「ミューズ学習」に取り組ん

できた。情報活用能力において「思考スキル」

も，「思考・判断・表現」に分類される。情報

活用能力として「思考・判断・表現」を統合し

て考えた時に，クリエイティブスキルと思考ス

キルにどのようなつながりがあるのかについて，

さらに授業実践を行った。 

② 1年生生活科「あさがお観察日記の表紙を作

ろう」

1年生の生活科ではあさがおを育てる単元が

ある。5月から種まきをし，7月には花が咲き，

その過程を観察し，日記にしていく。最終的に

日記を一冊の冊子にしようとした時に，表紙が

必要になる。生活科の学習目標は「思いや願い

に気づくこと」である。この場合，「これまで

お世話してきたあさがおを大切に想う気持ちや，

あさがおと自分の関わりに気づくこと」が目標

となる。この授業では，その表紙を「Keynote」

というアプリケーションを使い，iPadで手描き

するという活動を行った。この活動で必要とさ

れるクリエイティブスキルは「スケッチ」であ

る。スケッチによって「思いや考えを表現でき

る」という力が求められる。 

 この授業の中で，さらによりよい創造性を発

揮させて表現させようと考え，「思考スキル」

を活用することを試みた。「スケッチ」のクリ

エイティブスキルを使って表紙を描く前に，「自

分とあさがお」をベン図で「比較する」ミュー

ズ学習を行った。

 すると子どもたちは，より深い部分で「自分

とあさがお」との関係に気づくことができた。

共通点を示すベン図の真ん中には，「かぞくが

いる」という表現があり，自分たちにとっては

親が家族，あさがおにとっては世話をしている

自分が家族であることを理解できた。 
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 「思考スキル」

の活用によって

表現しようとす

る対象との相互

作用をより強化

し，意識化する

ことができ，「ク

リエイティブス

キル」の活用に

よってその思い

や願いをより深く表現することができる。まだ

まだ研究する余地はあるが，思考と表現におい

て，対象への構成主義的なつながりの認識に意

味があることが示唆される実践であった。 

（３）結果と課題

 本校が思考力育成において，思考スキルを６

つに限定し，具体的に指導してきたように，創

造性に関係するクリエイティブスキルを４つの

表現方法に限定し，具体的に指導することを意

図して，情報活用能力の基準を作成することが

できた。また，思考スキルを併記することによ

って，思考力，創造性がそれぞれ単独であるも

のではなく，それぞれが関わり合っていること

を示すことができた。

 しかしながら，情報活用能力の基準は作成で

きたものの，それを育成する具体的なカリキュ

ラムに関しては，まだ作成することができてい

ない。また，クリエイティブスキルが教科の中

でどのように習得，活用されていくのかについ

てパフォーマンス評価できる，具体的なルーブ

リックの作成も途上である。

以上のことを踏まえ，情報教育カリキュラム

として完成させることを目指し，これからも実

践を積み重ねていきたい。

「関西大学初等部情報活用能力スタンダード」

完全版は上記QRコードよりダウンロードできる 
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久保田賢一(2000)『構成主義パラダイムと学習

環境デザイン』，関西大学出版部 

ケネス・J・ガーゲン（2018）『現実はいつも対

話から生まれる』，ディスカヴァー・トゥエンテ

ィワン 
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NHK for School を活用した「多様性を認め合う学級づくり」 

堤啓祐（堺市立三国丘小学校）・三宅貴久子（東京学芸大学） 

坂口真（NHK 厚生文化事業団）・大本秀一（日本放送協会） 

概要：本研究の目的は，児童相互のよりよい人間関係を育てる指導法を得ること，そのために NHK for 

School の番組『u&i』を活用した授業による，児童の多様性への理解の深まりを検討することである。

教室内で個別の問題を抱えている人物（以下「教室内マイノリティー」）とその周りの児童が，それぞ

れの課題を認識するきっかけを得る授業を,複数回の番組視聴を軸に構想し実施した。授業前後のアン

ケートや発言を分析した結果，番組中の教室内マイノリティーの課題に対して，視聴した児童が相手

意識をもって考えられたことが確認され，この実践を継続していくことによって,児童が多様性への理

解を深められるという可能性が示唆された。 

キーワード：多様性，教室内マイノリティー，学級づくり，番組活用，NHK for School『u&i』

１ はじめに 

 新学習指導要領では，学校が児童にとって伸

び伸びと過ごせる楽しい場であるために，児童

相互の好ましい人間関係を育てていくことの大

切さが明記されている。一方で，学級内のより

良い人間関係構築へ向けて，教師が苦慮してい

る現状もある。それは，家庭環境が異なったり

発達差があったりする児童が在籍する通常学級

において，児童同士が内面・外見の「違い」を

認め合うことは容易なことではないからである。 

井澤ほか(2018)は，互いの「違い」がマイナ

スではないということが位置づけられれば，児

童が多様性を認めることができると述べている。

しかし，実際の在籍児童の「違い」を取り上げ

て学級で考えることは，互いを攻撃し合う材料

にもなりかねることになり，逆効果となってし

まうおそれがある。 

 そこで本研究では，学級に在籍する全ての児

童が自分の意見を発表し，認め合い，気持ちよ

く教室で過ごすことができる学級づくりをする

ための教材として，NHK for School の番組を活

用した授業を行い，児童が多様性への理解を深

めることができたかどうかを検討する。 

２ 研究の目的と方法 

（１）研究の目的

 本研究の目的は，児童相互のよりよい人間関

係を育てる指導法を得ることであり，そのため

に，小学校 5 年生の学級活動や道徳科で NHK 

for School『u&i』を活用した授業を実践し，児童

の多様性への理解が深まっていくかを検討する

ことである。 

（２）研究の方法

①調査対象および時期

対象学級は，大阪府堺市立三国丘小学校の第

5学年(36名)である。2019年 7月に，特別活動，

道徳科の時間を使って授業を実践した。  

②実践の概要

本研究では NHK for School の特別支援教育番

組『u&i』を活用する。これは，身体障害や発達

障害のある子どもなどマイノリティーの特性を

知り，理解を深める番組である。妖精と人間と

の対話劇で構成されており，児童にとっては親

しみを感じやすい。また，架空のある教室内の

日常の人間関係に焦点を当ててストーリーが展

開されるため，児童は客観的に状況を捉え，登

場人物の抱える悩みについて考えることができ

る，という利点がある。 

まず初めに，事前アンケートとして「マイノ

リティーに対する児童の意識」を把握するため
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に，「自分ならどうするか」という判断を問うア

ンケートを実施した。内容は，「クラスに，言葉

が通じない外国人が転入してきたとして，仲間

に入れようと『おいでおいで』とジェスチャー

したら，逆にどこかへ行ってしまった。では，

自分はどうするか。その理由は何か」というも

のである。この内容にした理由は，児童全員に

とって，具体的な場面が想像しやすく，自分の

考えももちやすいと考えたからである。 

次に，同じく具体的な場面が想像しやすい「身

体障害者とのかかわり」をテーマに，『u&i』の

中から「声をかければよかったのに…」の回を

視聴させた。視聴後は，悩みを抱えた登場人物

に対して「自分はどうするか。その理由は何か」

について考えを書かせた。限られた授業時数内

で複数回の番組視聴を行うために，この放送回

は意見交流を行わなかった。

そして最後に，聞こえ方の違いを扱った放送

回「ちゃんとやって！」を視聴させた。これは，

外国人転入生とは違い，教室内マイノリティー

の存在自体が周りから理解しにくい事例である。

音が大きく聞こえるなどの感覚過敏の特性を知

り，その登場人物に対して自分ならどのような

理由でどう対応するかについて，まずはじっく

り自分で考えさせた。さらに，個々の意見を出

し合い，学級の中でも一人ひとりの感じ方や考

え方が多様であることを共有した。その上で，

これまでと同様に質問に対して自分の考えを記

述させるアンケートを実施した。この回の授業

展開は図１の通りである。 

（３）分析方法

収集したデータは，全 3回のアンケートと授

業での児童の発話を記録したビデオである。 

本論文の主なデータとしては，「事前」と

「感覚過敏」をテーマにした放送回を活用した

授業後のアンケートを用いる。 

アンケート分析には，4 象限マトリクスを使

用する。その理由は，学級全体と個々の意識変

容を関連付けて考察できると考えたからである。

児童の記述内容を受容度という視点から，相手

意識，行動の２軸で構成されたマトリクスのど

こに位置するかを分類していく。その際，共同

研究者と協議しながら分類していく。 

３ 結果と考察 

（１）学級全体の意識の変容

事前アンケートの分析結果は図２，各象限に

位置付けた児童の記述例は表 1の通りである。 

図 2 4 象限マトリクス(事前アンケート) 

表 1 児童の記述例(事前アンケート) 

象限 記述例 

1 肩をトントンして一緒に遊ぼうというジ
ェスチャーをする。一人で寂しそうだか

ら。 

2 そっとしておく。相手がまだ違う空間に慣
れていないので慣れるまでそっとするの

が適切だと思うから。 

3 自分からは話しかけない。友だちになって

も言葉が通じないのでストレスがたまっ
たり，あまり遊べなかったりするので楽し
くなさそうだから。 

4 少し様子を見て近づいてジェスチャーで
話す。どういう子かわからないし，みんな
がどうするかも気になるから。 
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教師の想像以上に相手の立場に立って行動し

ようという意識をもった児童が多かった。ただ

し，番組視聴の経験がないことや学級内に外国

籍の児童がいないことからどこまで外国籍の児

童の思いに寄り添えたかについては疑問が残る。

一方，第４象限に位置付けた児童の記述内容か

ら，子どもの本音の部分を感じることもできる。 

次に，感覚過敏をテーマにした放送回を視聴

した後のアンケートの分析結果が図 3，各象限

に位置付けた児童の記述例が表 2である。 

番組を視聴後，「自分ならどう行動するか，そ

の理由は何か」を考える時間を設け，個々にじ

っくりと考えさえた。その後，全体で意見を交

流した。 

4 象限マトリクスから，行動までは結びつか

なくても，相手の立場に立って考えようとして

いる意識が見られた。 

図 3 4 象限マトリクス(「感覚過敏」視聴後) 

（２）個人の変容

 事前アンケートによる分析結果から，３名の

児童を抽出し，日常生活での人間関係の様子を

関連付けながら個々の意識の変容について分析

した。具体的には，「相手意識も行動しようとす

る気持ちも低い」「相手意識は高いが行動しよう

とする気持ちは低い」「相手意識も行動しようと

する気持ちも高い」の 3つの傾向の児童である。 

＜児童 A の事例＞ 

 児童 A は『u&i』が扱うような学級内での揉め

事の当事者となったり，周りの児童が対応に困

り事を抱えたりする場面があった。自分の主張

が通らないと，友だちの輪に入れなくなること

があり，事前アンケートでは正直に「喋りかけ

ない，近寄らない，ほっておく。転校生には話

しかけようとは思わない」と記述していた。ま

た，「感覚過敏」回を視聴する授業の冒頭で「話

し合いや友だちとの活動で嫌だなと感じたこと

はあるか」という教師の問いかけに対して「グ

ループでの話し合いで何も話をしてくれずにど

んどん（内容が）決まっていった」と発言した。

この発言から，ほっておかれる自分に対して，

周囲の児童からは見えにくい不安や怒りを感じ

ていたことがうかがえた。その後，一斉に番組

視聴をし，自分はどう行動するか個々に考える

時間を与え，友だちと意見を交流する場を設定

した。その際，「ゆっくり話す。耳が痛くなるか

らゆっくり丁寧に話してあげる。相手も話しや

すくなると思うから。」と相手の立場に立って考

えた発表をしていた。自分自身もほっておかれ

る不安や怒りを実感しているだけに，番組の悩

みを抱えている児童に自分を重ねて考えること

ができている様子が見て取れた。 

＜児童 B の事例＞ 

 児童 B は事前アンケートで言葉の通じない外

国人の転入生に対して「そっとしておく」と記

述していた。そして，聴覚過敏回を視聴した際

には，聴覚が過敏の友だちに対して「相手が自

分から意見を言うまでそっとしておく」と記述

していた。その理由として，「その人は一人がい

表 2 児童の記述例（「感覚過敏」視聴後） 

象限 記述例 

1 一人ずつ話す。相手が少し楽になると思うか

ら。 

2 一回静かにして意見を待つ。いろんな音が騒

音に聞こえるから。 

3 該当者なし。 

4 該当者なし。 
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いかもしれないから」「話を余計にしてくれなく

なるから，でも相手の意見を聞いてみたいから」

と記述していた。受容性という視点から考える

と，積極的に行動することが良いという判断で

はなく，まず相手のことを考える，相手を受け

止めようとする児童の意識がわかる。  

 またこの児童は授業後の感想で「見た目だけ

じゃなくて，その人がどう思っているのかを分

かれば，みんなが一人ひとりと仲良くしていけ

ると思いました。」と書いており，一つのマイノ

リティーの事例から，様々な多様性に気づく目

をもち始めているのではないかと考えられる。 

＜児童 C の事例＞ 

 児童 C は，番組を視聴する前から受容度が高

かったが，番組視聴を通して，その受容度に対

する深い認識が見られた。この児童が番組を視

聴した授業での感想において「登場人物とはち

がう理由で話しづらい・聞きづらい人と関わる

には，人によって相手に分かりやすい行動はち

がうのかなと思いました。」と記述していた。番

組に出てきたマイノリティーの特性だけではな

く，自分の周りには様々な特性の人がいるとい

うことまで考えることができていたのではない

かと考えられる。  

４ 総合考察 

本研究では，児童相互のよりよい人間関係を

育てること，そのために，NHK for School『u&i』

を活用した授業を通して，多様性への理解が深

まっていくかどうかを検討することを目的とし

た。 

 学級全体の変容や，抽出児童の変容から，番

組が扱った教室内マイノリティーの存在を通し

て，様々な登場人物の悩みについて考え理解し，

相手意識をもって接しようとする気持ちをもて

たことが確認できた。 

 これは，番組内における「ココロのでんわ」

という，悩みを抱えた登場人物の心の中とつな

がって何でも本当のことを答えてもらえる，と

いう設定を通して，見た目やその人の行動から

だけでは分からない本当の悩みや苦しみを理解

することができたからであると考えられる。 

 また，感覚過敏を扱う「ちゃんとやって！」

の視聴では，友だちとの意見交流の場を設定し

た。それによって，多様な考え方や感じ方に気

づくことができたことも要因の一つとして考え

られる。 

 さらに，複数回視聴したことで，身の周りに

いるマイノリティーの課題は一つではないとい

うことに気づく児童もいた。そのことから，周

りで困っている人がいたら，その理由があるの

ではないかということにまで考えを巡らせてお

り，多様性が深まったのではないかとも考えら

れる。 

 みんなが気持ちよく過ごす学級にするために

は，まず相手を知って，相手の立場にたって考

えていく必要があるということに気づくことが

重要である。そのきっかけとして，『u&i』の番

組活用が効果的であるということが示唆された。 

５ 今後の課題 

「多様性を認め合う学級づくり」という課題

は，学校全体で共有すべきテーマであり，今年

度から全学年で『u&i』を活用した実践に取り組

んでいる。次年度は，本論文で得た知見を土台

に，複数回視聴による実践を実施し，児童が多

様性についての理解をより深めていくことがで

きる指導法を開発していきたい。 

参考文献 

文部科学省(2018) 学習指導要領解説総則編 

井澤光子，司城紀代美（2018）子どもの多様性

を生かした学級経営 
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キャリア教育の授業に初めて取り組む初任教師が直面する課題

－対話リフレクションによる授業設計の力を育成する事例をとおして－ 

佐藤充幸（明星大学通信制大学院）・今野貴之（明星大学） 

概要：本研究の目的は，高等学校の初任教師がキャリア教育の授業に取り組む過程において直面する

問題を明らかにすることである。本研究では，生徒の進路意識や学習意欲などに差があり指導が難し

いとされる高等学校に勤務する初任教師を対象とした。初任教師は４月から６回のキャリア教育の授

業に取り組んだ。授業はビデオカメラで録画し，授業終了後に初任教師と観察者による対話リフレク

ションを行い，授業記録やカテゴリーを作成し分析を行った。その結果，初任教師が直面する問題が，

適切な授業実践への不安と，理解力に差があるクラスにおける分かり易い授業の２つであることが分

かった。

キーワード：キャリア教育，初任教師，観察者，対話リフレクション，授業設計

１ 研究背景と目的 

高等学校（以下，高校）におけるキャリア教

育の授業は，その特質上ある程度の教職経験が

必要とされることから，多くの教師にとって取

組が難しい校務の一つとされる。特に初任教師

にとっては周囲の教師による支援が必要である。 
浅田ほか（1998）は，初任教師の授業設計段

階の発達課題として「１時間の授業の流れにつ

いてのイメージがわく」「主要な発問や説明に対

する子どもの反応を予想する」など６項目を挙

げている。さらに，それらの発達課題を乗り越

えるためには，最初に勤務した学校における校

内での初任研修，先輩教師からの指導・助言な

どの諸条件が初任教師の成長に及ぼす影響が大

きいと指摘している。

したがって，高校において初任教師がキャリ

ア教育の授業を行うにも，授業設計に関する支

援が必要であるといえる。

本研究の目的は，高校の初任教師がキャリア

教育の授業に取り組む過程において直面する問

題を明らかにすることである。

２ 研究の方法 

（１）調査対象および調査時期

 本研究の対象は，宮城県立高校の職業専門学

科を担当するＡ教師（農業科）である。１年生

Ａ組 40 人に対して 2019 年４月から６回の授業

を実施し，そのうち１回目の４月 22 日，２回目

の５月27日と６回目の7月１日の授業を対象と

した。なお，第一著者は就職支援教員として日

常，Ａ教師をはじめとした教師へのキャリア教

育の助言や，生徒への就職相談を行っている。

４月当初から，観察者としてＡ教師の授業観察

をしたり，授業設計の助言を行ったりして本研

究に関わった。 

（２）分析データ

 Ａ教師と第一著者は授業後に，授業を録画し

たビデオを再生しながら（重要な箇所では停止

したりして）対話リフレクション（澤本ほか

2016）を行い，第一著者がプロトコルを作成し

た。録画映像も文字に起こし授業記録を作成し

た。記録した内容は，毎回初任教師に書面で渡

して正確を期した。 

（３）分析手順

３つの授業を比較・分析しやすくするために

授業の全体的な傾向を知る必要性から，対話リ

フレクションを基にカテゴリーを作成し分析し

た。また，Ａ教師と生徒とのやりとりの具体的
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な内容を把握するために授業を参与観察し，そ

れを記録した。 

カテゴリーの作成では，芥川・澤本（2003）

及び村松・渡辺（2008）のカテゴリー化の手法

を参考にした。サブカテゴリーは６つ（Ａ教師

の心的状態，授業の導入，授業展開，授業のま

とめ，教材・ＩＣＴ，授業中の生徒の態度）で

ある。そしてこれらを４つのカテゴリー（授業

者，指導方法，事前準備，学習者）にまとめた。 

３ 結果と考察 

 分析の結果，Ａ教師が直面した問題として，

適切な授業実践への不安と，理解力に差がある

クラスにおける分かり易い授業の２つであるこ

とが分かった。 

前者の問題は，Ａ教師が授業構想や学習目標

の設定について指導を受けずに単独で行う状況

に原因があった。それは１回目の授業のＡ教師

の様子に表れた。与えられた資料に基づき，生

徒に質問しては答えさせるだけの単調な授業で

あり，本時の目標に迫るという場面は見られな

かった。これは生徒からの質問に自信を持って

答えられないという不安感に起因する。授業後

にＡ教師が「きょうは生徒に何を理解させれば

よいのか分かりませんでした」と述べているこ

とからもいえる。第一著者はＡ教師とともに，

生徒の実態を踏まえた授業構想や学習目標の設

定の仕方を検討した。例えば，第一著者が基本

となる授業案や資料などを提示し，Ａ教師の考

えを取り入れながら作成した。その過程でＡ教

師の授業への不安はある程度解消し，その後の

授業設計に取り組めるようになった。６回目の

授業前には，Ａ教師が「次回の授業ではこうい

う方法で，このような教材・資料を作成して指

導したい」と述べるまでに変化が見られた。 

後者の問題は，教材活用の視点が不足してい

たことに原因があった。そこでＡ教師に対して

第一著者からビデオ教材の活用を提案し，その

活用方法について話し合った。なお，ビデオ教

材の検討・選択に時間を要したため，1 回目の

授業では実現できなかったが，２回目の授業で

は初めてビデオ教材を取り入れた。そのときの

Ａ教師の授業展開は，ビデオ教材を流し終わっ

た後で発問をする指導が中心であった。そのた

め，指導上の要所を見逃し，生徒の理解が不十

分なまま授業が終了するという短所も見られた。

しかし６回目の授業では，生徒の理解を深める

ために映像を途中で止めたり，重要な箇所まで

戻したりしながら，本時の学習目標に沿う授業

展開ができるようになった。このような取組を

とおして，Ａ教師はキャリア教育の授業に対す

る不安や悩みを解消していった。 

４ 今後の課題 

 今後の研究課題は，対話リフレクションの時

間を十分に確保し，Ａ教師が直面する問題解決

をどのように行うかである。実践課題は，キャ

リア能力の育成のための具体的事例や教材の検

討である。 
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ICT 活用指導力の向上に必要な要件の検討 

～段階的に整備を進めた小学校の事例をもとに～ 

久我真央(雲南市立木次小学校)・大久保紀一朗(雲南市立木次小学校)・大島悟(雲南市立木次小学校) 

概要：ICT 環境が段階的に整備されてきた小学校において，教員の ICT 活用指導力が整備状況と共に

どのように変化してきたのか検討した。あわせて，整備開始当初より調査対象校に在籍する教員に ICT
活用に関して半構造化インタビューを行った。その結果，「B 授業中に ICT を活用して指導する能力」

については ICT が整備され，基本的な使用方法に関する研修が行われれば向上することが示唆された。

一方，「C 児童の ICT 活用を指導する能力」に関しては，機器がある程度整備された環境であっても，

教師の ICT 活用のようには向上しないことが示唆された。教師へのインタビューも踏まえると，児童

の ICT 活用を指導する能力を向上させるには，ICT の整備に加え，実践的な研修が十分に行われるこ

とが必要であることが示唆された。

キーワード：ICT 活用指導力，児童の ICT 活用を指導する能力，整備状況，校内研修

１ はじめに 

2020 年度より全面実施される小学校学習指

導要領(文部科学省，2017)では，総則において，

児童が文字入力など基本的な操作を習得するこ

とに加え，新たにプログラミングを体験しなが

らコンピュータに意図した処理を行わせるため

に必要な論理的思考力を身に付けるための学習

活動を計画的に実施することなどが明記されて

いる。これまで以上に学習者である児童が，ICT
を活用して学習することが求められていると考

えられる。

文部科学省は，教員の ICT を活用した指導力

を向上させるために，教員の ICT 活用指導力チ

ェックリストを平成 19 年に策定し，調査を行

ってきた。調査は「A:教材研究・指導の準備・

評価などに ICT を活用する能力」「B:授業中に

ICT を活用して指導する能力」「C:児童の ICT
活用を指導する能力」「D：情報モラルなどを指

導する能力」「E：校務に ICT を活用する能力」

の５つのカテゴリーについて，それぞれ４つま

たは２つのチェック項目があり，合計で 18 の

チェック項目を自己評価するようになっている。

これまでの調査結果によると，「C：児童の ICT

活用を指導する能力」の項目の数値がどの年に

おいても低く，教師の ICT 活用指導能力の課題

の一つとして，児童に ICT 活用を指導する能力

をあげることができる。学習指導要領に記載さ

れた学習内容を適切に実施するには，児童に

ICT活用を指導する教師の能力を向上させるこ

とは喫緊の課題と言える。

清水ら(2008)は，ICT 活用指導力の調査結果

と，教員の属性との関係性を分析した結果，児

童の ICT 活用を指導する能力は５回以上の教

員研修を受けると特に高くなることを見出して

いる。皆川ら(2009)は，授業中に ICT 活用して

指導する能力を向上させるには，模擬授業・研

究授業・ワークショップ型事後検討会の３つの

活動を組み合わせた校内研修が有効であること

を明らかにしている。以上のことより，教師の

ICT 活用指導力を向上させるためには，十分な

回数と内容の研修が重要であることが分かる。

本研究では，ICT 環境の整備を段階的に進め

てきた小学校において，整備状況と教員の ICT
活用指導力との関連及び，教師の ICT 活用に対

する意識を調査することを通して，教師の ICT
活用指導力を伸ばすための方策を検討すること
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を目的とする。

２ 研究の方法 

（１）調査対象

・ICT の活用指導力調査

調査対象は対象島根県雲南市立 X 小学校であ

る。X 小学校は 2015 年より段階的に ICT 環境

を整備してきている学校である。本研究では，

X 小学校が ICT 環境の整備を始めた 2015 年度

から，結果が公表されている 2017 年度まで

の３年間の調査結果のうち，授業に ICT を活

用する能力に関係する「B:授業中に ICT を活用

して指導する能力」「C:児童の ICT 活用を指導

する能力」に関する結果を調査対象とする。

・教員の ICT 活用に対する意識に関する調査

X 小学校が ICT 環境の整備を始めた 2015 年

度よりX小学校に勤務している教員２名に対し

て半構造化インタビューを行った。調査時期は

2019 年８月で，１人あたりのインタビュー時間

は 30 分程度であった。インタビュー実施場所

は各調査協力者との合意によって決定した。イ

ンタビュー過程は IC レコーダーに録音した。

調査の実施にあたり，各協力者には研究の趣旨，

インタビュー過程を録音すること，得られたデ

ータは研究のためだけに使用することを説明し，

了解を得た。質問内容を表１に示す。

表１ 質問項目
番号

質問内容

① X 小学校赴任前の ICT 活用経験 
② ICT 活用に対する意欲 

Ｂ
項
目

③ ICT を授業で教師が活用しているか 
④ ③の理由，契機

⑤ 使ったことによる授業への影響

⑥ 必要だと感じている研修

Ｃ
項
目

⑦ ICT を授業で子どもに活用させているか 
⑧ ⑦の理由，契機

⑨ 使わせたことによる授業への影響

⑩ 必要だと感じている研修

（２）分析方法

教員の ICT 活用指導力の３年間について X
小学校と全国を比較して，肯定的な回答率の比

率に差が見られるかどうかを検討する。また，

その結果と，X 小学校の ICT 整備状況及び X 小

学校に整備開始当初より勤務している教師に対

する半構造化インタビューの結果を合わせて考

察を行う。

３ 結果 

（１）X小学校の ICT 整備状況

X 小学校では，2015 年度より ICT 環境の整備

を段階的に進めてきた。整備状況を表１に示す。 
表２ X 小学校の ICT 整備状況 

年度 整備内容

2015 年度 教師用タブレット(９台) 
2016 年度 児童用タブレット(10 台) 

全普通教室に実物投影機，

プロジェクター，スクリー

ンを設置

2017 年度 教師用タブレット(３台) 
児童用タブレット(17 台) 

2018 年度 児童用タブレット(６台) 

（２）X小学校の ICT 活用指導力の変化

X 小学校の ICT 活用指導力及び，比較対象と

して全国ならびに島根県の ICT 活用指導力の

調査結果の 2015年〜2017年の間の各項目に対

する肯定的な回答率の平均値の変化を大項目 B
について図１に，大項目Cについて図２に示す。 

図１ 大項目 B の肯定的回答率の推移 
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（３）X 小学校と全国の B 項目及び C 項目の肯

定的な回答率の比較 

X小学校と全国島根県との ICT活用指導力の

伸び率に差が見られるかどうか確認するために，

各年度の調査結果について，肯定的な回答をし

た比率の差に有意差が認められるかどうか分析

した。その結果を表３に示す。図１と合わせて

見ると，B 項目に対する肯定的な回答率は，

2015 年度では X 小学校の方が２項目において

有意に低く，2016 年度は差が無く，2017 年度

は１項目においては１項目において有意傾向で

はあるが X 小学校の方が高いことが示された。

C 項目に対する肯定的な回答率は，2015 年度で

は有意傾向ではあるがX小学校の方が２項目に

おいて低く，2016 年度，2017 年度は差がない

ことが示された。

４ 考察

（１）「B授業中にICTを活用して指導する能力」

の肯定的な回答率推移について 

X 小学校の項目Bに関する肯定的回答率の推

移について図１，図２を見ると，毎年肯定的な

回答の比率が上昇している傾向が見てとれる。

表３を見ると，2015 年度には全国と比較して比

率の差に，２項目においてその比率が有意（１

項目は有意傾向）に低いことが示された。2016
年度には比率の差に有意な差が認められなくな

り，2017 年度には１項目において全国と比較し

て，有意傾向ではあるが X 小学校の方が高いこ

とが示された。つまり，全国の伸び率と比較し

て，X 小学校の伸び率の方が高いと考えられる。

項目Ａについては，2016 年度に全普通教室に実

物投影機，プロジェクター，スクリーンが整備

されたことが，授業の中で教師が ICT を活用す

ることにつながったと考えられる。教師に対す

るインタビューでは，「以前の学校で整備されて

いて，便利だったので活用していた。」「以前は

学校に１台しかなく，準備に時間がかかるので，

便利だとは思いながらも使おうとは思わなかっ

た。教室に常設されたことで，日常的に活用す

るようになった。」といった回答が得られており，

日常的に活用できる状態の ICT 環境の整備が

教師の ICT 活用につながることが伺える。一方

で，必要な研修について尋ねた際には，「研修で

色々な使い方を聞いて，実際に活用してみたい

けど，いざ使う段階になると忘れてしまう。授

業での使い方など気軽に聞ける人がいてほし

い。」という回答が得られた。ICT 支援員が設置

されることにより，より活用が進むと考えられ

る。

（２）「C児童の ICT 活用を指導する能力」の肯

定的な回答率推移について 

X 小学校の項目Cに関する肯定的回答率の推

移について図１，図２を見ると，毎年肯定的な

回答の比率が上昇している傾向が見てとれる。

表３を見ると，2015 年度には全国と比較して比

率の差に，２項目においてその比率が有意傾向

図２ 大項目 C の肯定的回答率の推移 
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表３ X 小学校と全国の肯定的な回答の

比率の差の有意性

* p < .05, + p < .10
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ではあるが，低いことが示された。2016 年度，

2017 年度には比率の差に有意な差が認められ

なかった。つまり，全国の伸び率と比較して，

2015 年度から 2016 年度にかけては X 小学校

の伸び率の方が高いと考えられるが，2016 年度

から 2017 年度にかけては伸び率に差がなくな

ったと考えられる。ICT 整備に関しては，2016
年度から 2017 年度にかけて児童用タブレット

の導入数を増やしている。これらのことより，

項目 C については，ICT 機器をある程度整備し

ただけでは指導力が向上したと教師は感じてお

らず，児童の ICT 活用が十分には推進されない

可能性が示唆された。教師に対するインタビュ

ーでは，必要な研修について，教職経験６年目

となる一人目の教師は「操作は簡単なので，研

修はあまり必要だとは思わない。子どもがちゃ

んと使えるように目的意識をもたせることが大

切だと思う。」と回答した。一方で，教職経験が

豊富な教師は「研修は必要。どの教科でどのよ

うに使ったら良いかなど，実践例の紹介などが

あるとよい。先進校を見に行って勉強すること

も必要だと思う。」と回答した。教職経験６年目

となる一人目の教師は，児童に ICT を活用させ

る経験について「高学年を担当していた時には

日常的に ICT を活用させていた。」と回答して

いる。教職経験豊富な教師は，「低学年を担当す

ることが多いので，写真を撮るなど活用する場

面を限定して使わせることが多い。」と回答して

いる。以上のことから，ある程度児童に活用さ

せる経験を積むまでは，ICT機器の整備に加え，

実践的な内容の研修を必要だと考えられる。

５ 結論 

本研究の結果より，教師が授業の中で ICT を

活用する「授業中に ICT を活用して指導する能

力」については，日常的に活用が可能な状態に

まで ICT 整備が進むことによって向上すると

考えられる。ただし，より活用を進めるために

は ICT 支援員を設置するなど，体制を充実させ

る必要がある。「児童の ICT 活用を指導する能

力」を向上させるためには，児童が活用するの

に十分な ICT 機器の整備に加え，児童にどのよ

うに ICT 活用をさせるか，どの教科のどういっ

た場面でどのように活用させると有効なのかと

いった，実践的な内容に関する研修が必要であ

ることが示唆された。活用に十分な整備状況に

なるよう，計画的に ICT 整備を進めるとともに，

研修体制の充実が求められる。

６ 今後の課題

本研究は，段階的な ICT 整備状況と教師の

ICT 活用指導力と，教師の ICT 活用に対する意

識について調査を行った。教師の ICT 活用に対

する意識については，２名の教師を対象として

おり，調査対象数として十分とは言えない。今

後調査内容を修正し，調査対象数を増やして，

ICT の整備状況と研修の経験によって教師の

ICT活用への意識がどのように変容するか明ら

かにし，研修の系統性について検討することが

今後の課題である。また，授業中の児童の ICT
活用方法は多岐にわたる。どのような研修内容

をどのような順番で取り扱うことが効果的であ

るかについては検討する必要がある。また，教

師の多忙化やそれに伴い働き方改革の必要性が

叫ばれる中で，基本的な内容については，動画

で個別に研修を進めるなど，今後の研修のあり

かたについて検討することを課題とする。

参考文献

皆川寛，高橋純，堀田龍也（2009）「授業中に ICT
を活用して指導する能力」向上のための校

内研修プログラム．日本教育工学会論文誌，

33：141-144 
文部科学省（2017）小学校学習指導要領 総

則編

清水康敬，山本朋弘，横山隆光，小泉力一，堀

田龍也（2008）教員の ICT 活用指導力の

能力分類と回答者属性との関連．日本教育

工学会論文誌，32(1)：79-87 
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授業アイデアを具現化するための教師支援のあり方 

〜１人１台環境における授業改善から〜 

宮城渉（沖縄県金武町立金武中学校）	

概要：本校では、NTT ドコモ・沖縄県マルチメディア教育研究会と連携して、iPad を活用した授業改善

について取り組んできました。導入前と後で授業がどのように変わってきたかを紹介していきたいと

思います。	

キーワード：授業改善，授業設計，一人一台環境，iPad

１ はじめに 

沖縄県マルチメディア研究会は平成 6年から

「ICT を活用した授業づくり」について、理論

研究と授業実践を重ねてきました。その成果を

研究紀要としてまとめることで、県内小中学校

に普及促進をしてきました。他にも教職員を対

象に「Teacher’s	Night	in	Okinawa」を随時開

催し、研修を実施してきました。	

そこで、今回は教職員対象の研修に参加した

教師の学校に iPad を６０台貸与した時の授業

への向き合い方の変容について紹介していきた

いと思います。	

２ 一人一台の環境を目指して 

（１）現状把握と関係機関との連携

	 今回は、金武町立金武中学校に貸与すること

にした。その理由として次の４つがある。	

①貸与するための前段階として、校区内の小

学校で既に iPad の利活用が推進されていた。	

②教育委員会と当該校との間にタブレット端

末の利活用についての共通理解ができていた。	

③生徒のスマートフォンや携帯電話の所有率

が 90％を超えていたので、操作についての指導

が少なくて済むことが考えられる。	

④沖縄県マルチメディア教育研究会を通して、

（NTT	ドコモ）との連携がスムーズに行われた。	

（２）学校内での準備

各教科から必要なアプリについて、事前に聞き

取り調査を行い、使い方について教科部会や放

課後に研修を行った。	

活用することになったアプリをまとめておく。	

① 標準アプリ（カメラ・Safari）

② ロイロノート・スクール（全教科）

③ Quizlet（英語）

④ 学研ランク順シリーズ（英語・国語・社会）	

⑤ Google	music	lab（特別支援・音楽）

３ iPad を活用する目的の変容 

	 導入当初は、教師が電子黒板に接続して生徒

のノートや資料を大きく見せることが多かった。	

そこで、「Bloom’s	 Digital	 Taxonomy	 Verbs	

日本語訳」を共有することによって、目的が明

確になってきた。	

図１Bloom’s	Digital	Taxonomy	Verbs 日本語	
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また、学校での学習形態について考えてもらう

ために、「個別・協働・一斉」×「教科学習・探

究学習」のどの場面で活用したらいいのかにつ

いて検討を重ねた。	

図２	 学習の形態の分類表	

	 その結果、学習の主語が「生徒」であること

を意識した授業実践が日常的に行われるように

なった。	

図３	 体育の授業の様子（空手演武）	

４ 結果 

（１） 教師側の意識の変化

導入当初は、「生徒が余計なことをして授業に

参加せず、遊び出したらどうするのか？」「壊し

てしまって、次の授業に使えなくなったらどう

するのか？」「インターネットで教育上よろしく

ないところにアクセスしたら、どのように対応

するのか？」など多くの不安を抱えていたが、

活用頻度を上げていくとそのような不安はなく

なっていった。	

また、「Bloom’s	Digital	Taxonomy	Verbs	日

本語訳」を意識した授業をすることによって、

今回の授業では生徒にどのような力をつけさせ

たいのかを考えるようになった。授業形態につ

いても教師側の目的に応じて変化させることが

できるようになった。	

（２） 生徒側の意識の変化

① 自分の考えをまとめたり、他者へ伝えた

りする発表が前よりできるようになった。	

② スマホで勉強するのが面白い。

③ わからないことを聞くようになった。

④ Quizlet を使った英語の学習が楽しい。

⑤ 友達の考えが見えるのがクイズ番組のよ

うで面白い。これからもこのような授業

だったらいいのに…

５ 結論 

	 今回、タブレット端末を生かした授業を普及

させるために必要な要素は以下の４点である。	

（１） タブレット端末の確保（１人１台環境）	

（２） モチベーションの高い教員への支援

（３） 生徒が習慣化できるような継続でき

るコンテンツの提供

（４） 生徒の進捗状況を把握し、認める

６ 今後の課題 

（１） 導入している自治体および先進校の

事例の情報共有（行政）

（２） プログラミングに関する研修（行政・

現場）

（３） 理論研究と授業実践（行政・現場）

（４） 授業者支援のための環境構築（行政・

企業）

参考文献 

遠藤洋路（2019）「九州ICT教育支援協議会2019」
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「通常学級の児童が多様性への理解を深める」ための教員研修の構築 

－放送番組を活用した授業実践プランの作成－ 

濱本大輔（大阪市立吉野小学校）・荒木聖（大阪市立波除小学校） 

三宅貴久子（東京学芸大学）・坂口真（ＮＨＫ厚生文化事業団） 

概要：本研究の目的は，NHK for School の番組「u&i」の活用により，教員自身が多様性への理解を

深め，円滑な学級経営を実践するための研修プログラムを開発することである。近年，学級には外国

籍の児童や車椅子の児童だけでなく，表面には見えにくい発達障害を抱えている児童など，様々な児

童が在籍するケースが増えている。教員は状況に応じて対応策を考えるが，児童同士の人間関係作り

には葛藤や不安を抱いている。そこで，教員の葛藤や不安を解消するために，困難を抱えた児童の問

題場面を描いた「u&i」を活用した授業実践プランを作成するワークショップを考案し，大阪市内の

２校の小学校で実施。その研修計画を報告する。 

キーワード：番組活用，多様性理解，学級経営，教員研修，NHK for School

１ はじめに 

国際化が進む中，近年日本では多様性教育

（ダイバーシティ教育）について注目されるよ

うになってきた。しかし，ポーター（2012）

は，日本の学校教育や保育現場の中では，ダイ

バーシティの概念は未だ新しく，外国籍をもつ

子どもの受け入れや英語教育に論議がとどまっ

ていると述べている。本来のダイバーシティ教

育のあり方については一層考えていく必要性が

ある。小学校の通常学級では外国籍の児童や車

椅子の児童だけでなく，表面には見えにくい発

達障害や感覚過敏を抱えている児童など，様々

な特性を持つ児童の在籍が増えている。彼らマ

イノリティの特性は，教室の中で理解されてい

るとは言い難く，息苦しさを感じながら学級で

過ごしている状況が推察される。その中で，教

員は，状況に応じて対応策を考えることは行う

が，個々の学級の多様性理解の現実に即して，

長期的な学級経営の視点をもってトラブルに対

応する方法を学ぶ機会は少なく，苦慮すること

が多い。子ども同士の人間関係作りには葛藤や

不安を抱いている状況が多くあると言える。  

そこで，本研究では，通常学級において児童

が多様性への理解を深め，認め合える関係作り

ができるようになるためのワークショップ型の

教員研修プログラムの開発を行った。個々の学

級経営上の課題に対し，教員が放送番組を活用

した授業実践プランの作成ができるようにな

り，適切な実践につながる一助となることを目

指したものである。 

２ 研究の目的 

 教員の葛藤や不安を解消するために，発達障

害等の困難がある子どもたちの問題場面を描い

た NHK for School の番組「u&i」の活用によ

り，教員が多様性への理解を深め，円滑な学級

経営を実践するための研修プログラムを開発す

ることである。  

３ 放送番組の活用 

特別支援教育番組「u&i」は，通常学級の子

どもが，発達障害などの困難がある子どもたち

の特性を知ることで，多様性への理解を深める

ことを狙った学校放送番組である。取り上げて

いる教室内マイノリティは，児童にとって目に

見える問題と目には見えない問題の２つに大別

される。前者は，車椅子の児童や外国籍児童の
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抱える問題，後者は発達障害や協調運動，アン

ガーコントロール等で困り感を覚えている児童

の問題である。番組は主に「子どもと妖精の対

話劇」と「困難のある友達の“ココロの声”」

の２つで構成されており，当事者として困難を

抱えている子どもと，その周りの児童の２つの

立場で考えられる。マイノリティの児童の悩み

や特性を知り，どのように解決したらいいかを

自分事として考えることができる番組である。

特に「発達障害」や「感覚過敏」など言葉だけ

ではわかりにくい特性が，子どもたちが共感し

やすい教室を舞台にしたストーリーの中で展開

するため，多様性に対する理解が深まりやす

く，当番組を活用する意義は高いと考える。 

４ 分析方法 

（１）対象校及び実施時期

 対象校は，大阪市内の第一筆者及び第二筆者

が所属する学校で実施する。実施時期は，２学

期開始前後の８月下旬と９月上旬を設定した。

学級の課題について各教員が見つめ直す好機と

なるよう，２校のそれぞれの管理職との相談の

上で決定した。 

（２）収集するデータ

収集するデータは，教員のアンケートとイン

タビューである。アンケートは実施前の教師の

問題認識が，研修後にはどのような認識になっ

たか，記述内容をカテゴリー化し，検討する。

また，インタビューデータは，文字化し分析す

る。その際の視点として，番組を使うことがど

のような効果があると捉えているのか，授業プ

ランを作成したことは何か気づきを促したのか

について分析する。 

５ 研修計画の概要 

（１）研修の目的と展開

研修の目的は，番組を使って２学期以降の学

級経営の円滑な運営のための方法を探ることで

ある。研修の流れは図１の通りで，実際に番組

を一斉視聴したり，グループごとに異なる番組 

を視聴したりして，子どもが自分事として問題

を認識し多様性への理解につながるよう，教員

が授業展開を模索できるような流れを考えた。 

（２）研修で使用する番組の分析と選定

 「u&i」全 11 話の内容を，個々の特性が児童

に捉えやすいものから，捉えにくいものまで３

つに分類し，タイプ A，B，Cとした。タイプ A

は，「身体障害者との関わり」「外国人児童」

をテーマにした２話である。タイプ Bは，「ア

レルギー」「協調運動」「先入観と思い込み」

をテーマにした３話で，Aに比べ，特性が捉え

にくい。タイプ Cは「感じ方の違い」「おさえ

られない怒り」などをテーマにした６話であ

り，特性が極めて捉えにくい。 

研修では，まず児童が特性を捉えるのが難し

いタイプ C「聞こえ方のちがい」を一斉視聴

し，意見交流をする。次に， A「外国人児

童」，B「協調運動」，C「おさえられない怒

り」の３つのタイプ別にグループを編成し授業

案を考える。番組内容は，実施校の教員が切実

感を持てるテーマを選択した。 

６ 終わりに 

 本論文では，データ収集の方法と研修の概要

について報告した。研究結果については，大会

当日に詳細を発表したい。  

参考文献 
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管理職が監督を務める短時間の e ラーニングの効果の検討 

―学校情報セキュリティに関する e ラーニングを事例としてー 

村上唯斗（東京学芸大学大学院）・西田光昭（柏市教育委員会） 

西浦友章（広島県教科用図書販売株式会社）・高橋純（東京学芸大学）・堀田龍也（東北大学大学院） 

概要：管理職が監督を務める短時間の e ラーニングの効果を検討するために，公立小学校の校長の監

督のもと，学校情報セキュリティに関する e ラーニングを実施した。事前・事後アンケートを分析し

た結果，１）管理職が監督を務めることについては，気軽に質問ができる点が肯定的に捉えられたこ

と，２）短時間の研修を繰り返し受けることについては，隙間時間に受けることができる点が肯定的

に捉えられたこと，３）これらの研修は，e ラーニングに対する単調なイメージを軽減するのに効果

的である可能性があること，が明らかとなった。

キーワード：eラーニング，教員研修，校内研修

１ はじめに

我が国の教員は，職能開発に対する意欲が高

い。2018 年の TALIS 調査によれば，日本の中

学校教員の職能開発のニーズの高さは，「担当

教科等の分野に関する知識と理解」，「個に応じ

た学習手法」など，全 14 項目のうち 11 項目

で，調査参加国 48 ヶ国中上位３位に入ってい

る。一方で，過密な業務が教員の職能開発の参

加の障壁となっている。同調査によれば，職能

開発の参加の障壁のうち「職能開発の日程が自

分の仕事のスケジュールと合わない」ことを挙

げている教員は 87.0％であり，日本の教員の参

加障壁の中で最も多く，参加国平均(52.5％)よ

り 30%以上高い（国立教育政策研究所 2019）。 

教員の職能開発への参加の障壁を軽減するた

めの手段の一つとして，e ラーニングを利用す

ることにより，教員が受講時間・場所を自由に

選択できる形態での研修が考えられる（佐々木

2004）。e ラーニングは，主に知識の伝達を目

的とした講義について，オフラインでの講義と

同様の効果が得られるなど，一定の成果が確認

されている（堀田ほか 2003，佐々木 2004）。 

一方で，e ラーニングは，学習者が学習を自

己管理する必要があることなどから学習が継続

されにくいという課題が指摘されている（石川

ほか 2018）。本研究では，教員にとって取り組

みやすい e ラーニングの研修として，次の２点

を考慮した研修を開発した。

①管理職が監督を務める校内研修として実施す

ること

澤山（2014）は，学習者同士がインターネッ

ト上で繋がるシステムを開発し，学習者同士の

繋がりが，単純な知識獲得を目的とした e ラー

ニングにおいて学習量の減少を抑える効果があ

ることを明らかにした。そこで，校内研修にお

いて，管理職が e ラーニングの監督を務め，見

知った同僚と共に取り組むことで，研修に取り

組みやすくなると考えた。

②短い時間の研修を繰り返し行うこと

上述したように，2018 年の TALIS 調査によ

れば，我が国の教員が職能開発の参加の障壁と

しているのは，職能開発の日程が仕事のスケジ

ュールと合わないことである。このことから，

e ラーニングといえども，長時間の研修は研修

参加の障壁となる可能性があると考えられる。

一度の研修時間を短くし，これを繰り返し実施

することで，教員にとって取り組みやすい研修

になると考えた。
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２ 目的 

本研究の目的は，管理職が監督を務める短時

間の e ラーニングの効果を検討することであ

る。なお，学校情報セキュリティに関する e ラ

ーニングを事例とした。

３ 方法 

（１）調査時期および調査対象

調査対象は，X 市立 Y 小学校の校長と教諭

および校長をよく見知った近隣学校の教諭であ

った。校長から，43 名の教諭に依頼をし，33

名の教員から協力を得た。調査は，令和元年８

月５日から，８月 10 日の間で行った。 

（２）研修の流れ

研修は，１）事前アンケートへの回答，２）

e ラーニングの受講（全２回），３）事後アン

ケートへの回答から構成した。研修を始める前

に，アンケートへの回答の仕方および e ラーニ

ングの受講の仕方について記載した手順書を配

布した。手順書には，「事前/事後アンケートの

QR コード」，「e ラーニングのサイトへの QR

コード」，「e ラーニングのログイン ID とパス

ワード」，「受講する e ラーニングの説明」に加

えて，「教員の好きな時間と場所で受講でき

る」旨を記載した。

（３）使用した e ラーニング教材

e ラーニングには，広島県教科用図書株式会

社の「事例で学ぶ学校情報セキュリティ」を使

用した（図１）。本教材は，１回が，動画（５

分程度）と，確認問題から構成されている。動

画は，学校情報セキュリティに関するトラブル

が発生し，葛藤する登場人物の事例が紹介され

図１ 使用した e ラーニング教材 

た後，原因や解決方法などの説明がなされると

いう構成である。確認問題は，動画の視聴が確

実に行われているかを判別することを目的とし

ており，複数の選択肢の中から，動画の内容に

合っているものを全て選択するものであった。 

（４）アンケートの概要

１）フェイスシートとして，事前では，教職

経験年数，e ラーニングの受講経験（公私問わ

ず）を尋ねた。事後では，e ラーニングを受講

した場所（自宅，通勤中，学校），使用したデ

バイス（スマートフォン，PC，タブレット）

を尋ねた。

２）渡邉ほか（2016）の作成した「e ラーニ

ング指向性質問紙短縮版」を参考に，５つの質

問項目を作成した。

３）市川（1995）を参考に，見知った管理職

が監督を務める，見知った同僚と一緒に受ける

研修に対するイメージを尋ねる質問項目を４項

目作成した（５件法）。事後アンケートでは，

メリット・デメリット等について，自由記述で

意見を求めた。

４）短い時間で繰り返し学習することができ

る研修の効果を検討するための質問項目を追加

した。一般的な e ラーニングは数十分かかるこ

とを踏まえて，短い学習を繰り返し行うことに

ついて，５項目の質問項目を追加した（５件

法）。事後アンケートでは，メリット・デメリ

ット等について，自由記述で意見を求めた。

（５）分析方法

①事前アンケートと事後アンケートについて，

一要因参加者間の分散分析を行なった。

②事後アンケートの自由記述について，肯定的

な記述，否定的な記述の件数をそれぞれ数え

た。

４ 結果

e ラーニング教材の学習ログから，33 名のう

ち，２回ともの確認問題で満点だったのは 23 名，

どちらか一方の確認問題で満点だったのは８名

であった。アンケートは，事前は 33 名，事後は 
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表１ 事前・事後アンケートの結果（５件法）

31 名から回答を得た。よって，事前・事後の両

方に回答をした 31 名を分析の対象とした。対

象の教職経験年数は 12.9 年であった（SD＝8.2

年）。e ラーニングの経験（公私問わず）があっ

た教員が 24 名，経験がない教員が 7 名であっ

た。研修を学校で受講した教員が 21 名，自宅事

前・事後アンケートの結果（５件法）で受講し

た教員が 10 名であった。使用したデバイスは，

スマートフォンが 10 名，PC が 10 名，タブレッ

トが 0 名であった。

（１）事前・事後アンケート

事前・事後アンケートの結果を表１に示す。

「2.e ラーニングは時間や場所に拘束されない

ので，自分の都合に合わせて学習できるところ

がよい」，「4.e ラーニングは，計画的に一人で

じっくり学習できるところがよい」について

は，天上効果が見られたため，分析から除外し

た。その他の質問項目について，分散分析の結

果，「1.e ラーニングは単調な感じがするので物

足りない」のみ，事前とも事後で平均が有意に

低下した(F (1,30) = 9.53, p <.01）。 

（２）自由記述

「14.見知った管理職の先生が e ラーニング

の監督を務める研修について，意見（メリッ

ト・デメリット）や感想を自由にお答えくださ

い」については，21 件の記述が見られた。9 件

の肯定的な記述，6 件の否定的な記述，そのど

ちらにも含まれない記述が 6 件確認された。肯

定的な記述は，「質問などを気軽にできる点で

いい」（５件），「いい意味での緊張感がある」，

「期限を守るのでいいと思います」（各１件）

などの記述が見られた。否定的な記述は「監視

されている気がする」，「管理職の多忙化につな

がるのではないか」，「緊張感の欠如」などの記

述が見られた。その他の記述は，「内容が充実

していれば，見知った管理職でも，知らない専

門家でも意識はしない」などの肯定否定どちら

にもよらない記述および，特にないといったも

のであった。

「15.一般的な e ラーニングは数十分かかり

ます。このことを踏まえて，本研修のように，

10 分程度の短い e ラーニングによる研修を繰

り返し受けることについて，意見（メリット・

デメリット）や感想を自由にお答えください」

については，25 件の記述が確認され，肯定的

な記述が 23 件確認された。肯定的な記述は，

「隙間時間に気軽にできる」（８件），「数十分

かかる e ラーニングよりは，理解が深まる気が

する」（４件），「短い時間の方が集中できる」

（４件），「取り組むハードルが下がる」（３

件）などの記述が確認された。その他には，

「10 分程度でもこれをためてしまったら大変

になると思うので，計画的に受講できる仕組み

や仕掛けがあるとよい」，「研修の内容によると

思うので，これだけではなんともいえない」と

いう記述が確認された。
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４ 考察

事前・事後アンケートの分析の結果，「1.e ラ

ーニングは単調な感じがするので物足りない」

が，事前と事後で有意に平均が低下した。この

ことから，本研修の形態は，e ラーニングに対

する単調なイメージを軽減するのに効果的であ

る可能性がある。

自由記述の分析の結果，見知った管理職が監

督を務めることについては，21 件中 9 件の記

述が肯定的であり，最も多かった記述は「気軽

に質問ができるのがよい」というものであった

（５件）。このことから，管理職が e ラーニン

グの監督を務めることは，気軽に質問ができる

ようになる点で肯定的に捉えられたことが示唆

された。

短い時間の研修については，25 件中 23 件の

記述が肯定的であり， 最も多かった記述は

「隙間時間にできる」（８件）というものであ

った。このことから，短時間の教員研修は，教

員が仕事等の隙間時間にできる点で肯定的に捉

えられていたことが示唆された。

５ 結論

本研究では，管理職が監督を務める短時間の

e ラーニングの効果を検討するために，公立小

学校の校長の監督のもと，学校情報セキュリテ

ィに関する e ラーニングを実施した。事前・事

後アンケートを分析した結果，１）管理職が監

督を務めることについては，気軽に質問ができ

る点が肯定的に捉えられたこと，２）短時間の

研修を繰り返し受けることについては，隙間時

間に受けることができる点が肯定的に捉えられ

たこと，３）これらの研修は，e ラーニングに

対する単調なイメージを軽減するのに効果的で

ある可能性があること,が，明らかとなった。

今回の e ラーニングは１週間で 2 つの事例と確

認問題を実施した。今後，期間を長くし，回数

を増やして実施することが課題である。また，

今回のアンケートの結果および，自由記述の内

容を踏まえて，今後のアンケートの質問項目を

再検討し，実証を進めることが今後の課題であ

る。

付記

本研究にご協力くださった，春日井市立出川

小学校の水谷年孝校長先生，研修に参加をして

くださった皆様に感謝申し上げます。
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川崎市の情報教育担当者が感じている 

小学校プログラミング教育に関する不安の分析 

福山創（川崎市立下平間小学校）・草柳譲治（川崎市総合教育センター）・野中陽一（横浜国立大学） 

概要：川崎市立小学校の情報教育担当者を対象に，小学校プログラミング教育の実施状況について調

査を行った。自由記述から得られた文を分析した結果，情報教育担当者が感じている小学校プログラ

ミング教育に関する不安を，①「モデルとなる実践例を知らないので具体的な授業のイメージがもて

ない」，②「機材・プログラミングツール・カリキュラムが無い」，③「校内で理解を広げるための研

修ができていない」の３点に関するものに大別することができた。校内での普及のための研修につい

て内容や方法を開発して各学校の実践を支援していくことが今後の課題である。 

キーワード：小学校プログラミング教育，不安，計量テキスト分析

１ はじめに 

平成 29 年３月に告示された小学校学習指導

要領（以下，新学習指導要領）が全面実施とな

る令和２年度からプログラミング教育は必修化

される。既に必修化されている外国語教育と同

様に，専科教員が担当したり支援員が助力した

りすることも考えられるが，原則として各学級

担任にプログラミング教育を実践できる指導力

が求められることになったといえる。しかし，

小学校学習指導要領に初めて記載されたという

点，多くの教員が義務教育を受けていた時期に

プログラミング教育を受けた体験が無いと推測

できる点，また，様々な分野から多様な解釈で

のプログラミング教育への取組がされている点

などから，一般的な公立小学校で教育課程に沿

った学習活動として成立する小学校プログラミ

ング教育を実施するための準備が必要だと考え

る。このような背景をもち新学習指導要領の実

施に向けた２年間の移行期間の初年度である平

成 30 年度に，川崎市立小学校における小学校

プログラミング教育の実施状況についての実態

把握を行なった。本稿では，新学習指導要領の

移行期間の実態を考察し，各学校の実践を支援

していく際に配慮すべきことを見出すために，

情報教育学校担当者が感じている小学校プログ

ラミング教育に関する不安について分析する。

２ 研究の方法 

（１）調査対象および調査時期

平成 30 年度に３回行われた全市情報教育学校

担当者会（平成 30 年４月 27 日，９月 28 日，

平成 31 年１月 31 日に実施）の参加者である市

立小学校の代表者 113 名を調査対象とした。 

（２）調査内容

 質問紙を用いて行った調査の質問項目は複数

あるが，本稿では次の２点について扱う。 

l 教職経験年数

l 自由記述（小学校プログラミング教育に

関する不安について）

「プログラミング教育は，平成 30・31 年

度は先行実施期間，32 年度からは全面実

施となります。実際にプログラミング教
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育に取り組むにあたって，困っているこ

とや気になっていること等がありました

ら教えてください。」 

３ 結果と考察 

（１）教職経験年数

回答者の教職経験年数について，データ区間

を５年ごとに区切り集計した（図１）。各回共

に教職経験５年目までが最も多く，30％を超え

ており，初任者４名が含まれていた。6年目か

ら 10 年目までと 11 年目から 15 年目までの各

区間は 20％を超えている。しかし 16 年目以降

の区間からは各区間ともに 10％に満たない。 

教職経験年数の割合を比較して考察するため

に，全市における構成（平成 30 年度）を図１

の最上段に配した。この数値は川崎市教育委員

会事務局の調べによるもので，小学校と中学校

の正規採用教員数を合わせた総数 5680 人につ

いて本調査と同様のデータ区間ごとに百分率で

表したものである。本調査の回答者は全て小学

校教員であるのに対して，全市の数値は小中学

校を合わせたものであるが，教職経験年数の構

成についておおよその傾向を表すものとして用

いることとした。 

図１ 教職経験年数の割合 

全市の割合と各回を比較すると，第 1回目で

は各区間ともに似た構成であるが，第２回以降

は 11 年から 15 年目の区間で２倍前後の増加が

見られる。特に第２回と第３回の構成を見てみ

ると，１年から 15 年までの区間が 85％以上を

占めている。全市では 69％である。教職経験

年数の構成という視点で見ると，情報教育学校

担当者は教職経験年数 15 年までの教員の割合

が全市の構成と比較して高いと推察される。 

（２） 自由記述

① 頻出語

情報教育学校担当者が感じている小学校プロ

グラミング教育の実施に関する不安（困ってい

ることや気になっていること）について，自由

記述による回答を求めた。全３回で得られた文

について集計した結果，第１回から順に 177・

173・174 の文が確認された。語の延べ数であ

る総抽出語数は 2989・3132・2985 語，含まれ

ていた語の種類である異なり語数は 547・

589・615 語である。そのうち助詞や助動詞が

除かれ分析に使用される語として 928・1016・

960 語（異なり語数 387・422・435 語）が抽出

された。得られた文を計量テキスト分析し上位

10 位までの頻出語を表１にまとめた。 

頻出語の内容を見てみると，年間を通して

「研修」「授業」「プログラミング」「プログ

ラミング教育」等が多く出現している。また，

第１回と第２回では「指導」が頻出であるが，

第３回では「指導」の内容を示すと考えられる

「教科」「教材」「指導」「実践」といった語

が多く出現している。 
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表１ 頻出語（上位 10 位まで）

順

位 

第１回 第２回 第３回 

頻出語 数 頻出語 数 頻出語 数 

1 研修 14 プログラミング教育 29 プログラミング 12 

2 授業 14 研修 16 研修 12 

3 プログラミング 13 学校 11 授業 12 

4 プログラミング教育 11 ソフト 10 プログラミング教育 11 

5 イメージ 9 指導 10 教科 11 

6 カリキュラム 9 授業 10 教材 9 

7 具体 9 情報 10 理科 9 

8 指導 9 カリキュラム 9 校内 8 

9 実施 9 プログラミング 9 実践 8 

10 学校 6 校内 9 学校 7 
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② 抽出語が用いられている文脈

頻出語が分析対象となった記述の中でどのよ

うに用いられたのか文脈を探るため，主な語を

抽出・検索して典型的な文脈を確認した（表

２）。抽出語の用いられている典型的な文脈を

確認すると，第１回では教員自身が「プログラ

ミング」を体験したことが無いために「具体」

的な「指導」内容や実際の「授業」「イメー

ジ」について，「プログラミング教育」をどの

ように進めていけばよいのか「具体」的な方向

性をもてないでいる実態が推察された。 

第２回では，「校内」等で「研修」を受け，

ビスケット等の具体的なアプリケーションを知

って，ある程度の活動イメージをもつことがで

きたが，教科等の学習との関連のさせ方につい

てイメージをもつまでには至らず，「授業」で

の「指導」については不安を感じている実態が

推察された。また「プログラミング教育」の実

施について「カリキュラム」の作成や「授業」

時間の確保，全教員への周知の面で具体的に考

えていく必要性を感じていることもわかった。 

第３回では，算数や「理科」，総合的な学習

の時間といった具体的な「教科」で「プログラ

ミング」を伴う学習活動が新学習指導要領によ

って必修化されることを知り，「実践」の具体

について「研修」することや，機材やカリキュ

ラム等の準備について具体的に取り組むことを

考えている実態が推察された。 

③ 回答内容の変容

第１回から第３回まで同一人物が回答したも

のから典型的な記述内容である３例を抽出し，

回答内容の変容を確認した（表３・４・５）。 

３例ともに，第１回の回答からは，カリキュ

ラムが無いためにどのようにプログラミング教

育を進めればよいかわからず困っている状況が

うかがえる。特に回答例３では新学習指導要領

の実施に向けて様々な課題に取り組んでいる中

でプログラミンング教育だけに集中できない事

情が推察される。 

第２回では，回答例１において教科外での簡

単な試行が見られるが，回答例２と共に教科等

での学習活動にどのように関連させていくか，

実際の授業イメージが充分にもてないでいる状

況がうかがえる。回答例３では学校全体に理解

を広げるための研修の必要性に言及している。 

第３回では，学校によって理解の差が大きく

なっている現状が浮かび上がってきた。回答例

１においては，実施場所や使用する機器，教科

等について具体的な記述が見られる。回答例２

においては第２回の内容と比較してほとんど進

捗状況に変化が見られない。回答例３では新学

習指導要領の記述に沿って優先的に取り組むべ

きことを見定めているものの具体的な準備が進

んでいないことがわかる。全３回の回答内容の

分析を通して，回答内容の量・具体性ともに，

教職経験年数の差よりも，個人間の差が顕著で

あった。 

表２ 抽出語の用いられている典型的な文脈 

主な抽出語 主な文脈（太字は各回で 10 位以内の頻出語） 

研修 × 具体的な指導内容等，研修の必要性を感じる。（第１回） 

× 不安が大きかったが，研修をいくつか受けることにより，イ

メージできるようになってきた。職員研修などを通して，み
んなが不安なく実施できるようにしていきたい。（第２回） 

× まずは校内で希望研修を行っていこうと思う。算数と理科

はカリキュラムに入れると共に，共生＊共育プログラムは
特別活動の研修等にも周知していったほうがいいと思う。

（第３回） 

授業 × 実際の授業のイメージがわかないので，何からはじめたら

良いか分からないというところが本音である。（第１回） 

× 校内研修をしてみたが，わりと受け入れてもらえたが，そ
れでも授業となるとハードルの高さを感じる人が多かっ

た。（第２回） 

× 実際にやってみることでより理解できると思うので，授業

案等を多く紹介していただけたらと思う。（第３回） 

プログラ 
ミング 

× 自分自身プログラミングをやったことがないのでよく分か

らない。（第１回） 

× ビスケットのような簡単なプログラミングは，クラブ活動や
ちょっとした空き時間を使って試しているが，教科等の学

習との関連のさせ方が，まだあまりイメージできていない。

（第２回） 
× 理科（６年電気の単元）で，プログラミングに取り組みたい

が，ツールが高額でそろえるのにとても時間がかかってし

まう。（第３回） 

プログラ 
ミング教育  

× まだプログラミング教育をどのように進めていけば良いの

か具体的なビジョンがない。（第１回） 

× プログラミング教育の実施について，カリキュラムの作成，
授業時間の確保，全教員への周知の面で気になってい

る。（第２回） 

× 総合的な学習の時間と関連したプログラミング教育の実

践について，知りたい。（第３回） 
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４ まとめ 

川崎市立小学校の情報教育担当者が感じてい

る小学校プログラミング教育に関する不安は，

次の３点に関するものに大別できた。 

① 「モデルとなる実践例を知らないので具

体的な授業のイメージがもてない」

② 「機材・プログラミングツール・カリキ

ュラムが無い」

③ 「校内で理解を広げるための研修ができ

ていない」

新学習指導要領で例示された算数と理科の単

元については，既に報告されている事例を知る

ことと新学習指導要領に対応した教科書を用い

ることで，具体的な授業のイメージを持つこと

ができると考えられる。しかし，①の不安の背

景には，他の教科や単元においては教科等の学

習との関連のさせ方をイメージできない実態が

あると考えられる。第３回で頻出語の上位に入

っている理科については，機材の選定に際して

高額な価格や選択肢の多さから購入を躊躇して

いる実態があり，全校で実践を進めるために具

体的な実践例を組み込んだカリキュラムを必要

としていることと共に，②の不安の大きな要因

になっていると考えられる。また，回答者であ

る情報教育担当者は担当者会で複数回の研修を

受けて理解が進んだが，学校では「ほとんどの

教員にはプログラミング教育の実施がわかって

いない」「管理職を含む職員の理解がない」

「まだ校内でプログラミング教育について話が

全く進んでいない」という実態があるものの，

校内での普及のための研修を実施できていない

ことが③の不安となっていると考えられる。 

５ 今後の課題 

既に文部科学省からは小学校プログラミング

教育の手引等の資料が具体的に提示されてい

る。また，川崎市教育委員会はモデルカリキュ

ラムの開発に取り組んでいる。しかし，それら

の資料をもとに各学校が具体的な授業の実践を

進めるには至っていない。今後の課題は，教育

委員会や各教科等の教育研究会が情報教育担当

者が感じている不安に配慮しながら，校内での

普及のための研修について内容や方法を開発し

各学校の実践を支援していくことだと考える。 

参考文献 

川崎市教育委員会（2019）教職員の働き方・仕

事の進め方改革の方針. 

樋口耕一(2014)社会調査のための計量テキスト

分析— 内容分析の継承と発展を目指して.

ナカニシヤ出版

文部科学省（2017）小学校学習指導要領. 

文部科学省（2018）小学校プログラミング教育

の手引（第２版）. 

表３ 回答内容の変容１ 

回答例１（教職経験年数３年目） 
第１回 情報担当を引き受けたが，校内のカリキュラムも無い，どの

ような ICT を用いてどのような指導方法をとればよいのか

わからないという現状。手引を読んで一歩一歩進めていき
たい。 

第２回 ビスケットのような簡単なプログラミングは，クラブ活動やち
ょっとした空き時間を使って試しているが，教科等の学習と

の関連のさせ方が，まだあまりイメージできていない。算数

は授業を見たことがあるので，他の教科でも見てみたい。 

第３回 現状，教科とのからめ方が想像できず，調べたことをプレゼ

ンする時にスライドを使うくらいしかできていない。本日，別

のツールを知ることができたので，それが高学年になる前
に使いやすくなっているように，できるツールを触らせてお

こうと思う。 

表４ 回答内容の変容２ 

回答例２（教職経験年数５年目） 
第１回 どのようにカリキュラムを組んでいったらいいか分からず困

っている。 

第２回 学習の中でどのようにプログラミング教育を組み込んでいく
といいか気になっている。 

校内では，まだ，ほとんどプログラミング教育についての話

がでていない。 

第３回 まだ校内でプログラミング教育について話が全く進んでい

ないため，どのように進めていったらいいか分からず困って

いる。 

表５ 回答内容の変容３ 

回答例３（教職経験年数 15 年目） 
第１回 英語，道徳，キャリアや習熟度など新しくやることがある中

で，プログラミングをやるのはとても難しい。カリキュラムの

中に位置づけられる例や実践を示していかないと形だけの

全面実施になってしまう。 

第２回 プログラミング教育について，管理職を含む職員の理解が

無い。やる気はあっても，外国語や道徳など他の仕事に追

われ，プログラミング教育まで手が回らないという現状。研
修の機会を増やしてもらえると嬉しい。 

第３回 ほとんどの教員には，プログラミング教育の実施がわかって

いない。道具（理科）をそろえることが必要だと思う。「学校
にお任せ」では，差が出ると思う。 
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県内全ての公立小学校におけるプログラミング教育の教員研修の効果と
課題 

鶴本正道・濱口和弥（徳島県立総合教育センター） 

概要：平成２９年度は，本センターの希望研修におけるビジュアル型プログラミング言語の活用とそ

の有効性について，平成３０年度は，県内全ての公立小学校の研修担当者を対象とした研修の在り方

について研究を行い報告した。本研究では，平成３０年度の研修会終了後に各校で実施したカスケー

ド研修の効果と課題について検証するとともに，それを踏まえた令和元年度の悉皆研修の在り方につ

いて考察する。 

キーワード：プログラミング教育，教員研修，悉皆研修

１ はじめに 

 本県では平成３０年度から全公立小学校の代表者に

対するプログラミング教育研修を本格化させた。平成

３０年度の研究から，プログラミング教育に対する不

安要因は，次の２つであることが明確になった。 

・知識・技能が身についたが，いざ自分が授業を組み立

て実践するとなると，果たしてできるのかという不安

が生じる。 

・プログラミング教育研修の有用性は，実施前からあ

る程度想定していた。研修を行うことでそのことが確

信に変わった。しかし，自らの ICT の操作スキル不足

からくる不安は簡単にはぬぐい去れない。 

さらに，プログラミング教育を進める上での阻害要

因は，「年間指導計画が作成できないこと」「ICT環境の

未整備」「授業実践」だと想定していたが，「ICT環境の

未整備」のみが阻害要因となることがわかった。 

 平成３０年度は，プログラミング教育に関する指導

力を全県的に向上させるために，県下すべての公立小

学校（166校うち分校1校）の研修担当者への「プログ

ラミング教育推進者研修」（これ以降，悉皆研修と呼ぶ），

その後，研修担当者が９月から１１月にかけて「研修担

当者による各校での研修」の２段階によるカスケード

研修を実施し，その効果について検証した。 

今回の研究では，カスケード研修の効果と課題につ

いて述べることとする。また，その研究を踏まえ，令和

元年度の悉皆研修の内容を検討し，来年度の必修化に

向けて全県的な指導力向上に向けた研修の在り方につ

いて研究を行い，小学校におけるプログラミング教育

の指導体系確立のための研究を行うこととした。 

２ 研究方法 

（１）カスケード研修の実施 

悉皆研修後のアンケートの中で，所属の学校に研修

内容をきちんと伝えられるか不安に感じている受講者

が，48.8％いた。カスケード研修の効果を上げるため，

悉皆研修の内容を編集して動画配信し，学校の要請に

応じて指導主事が直接学校訪問を行った。カスケード

研修の内容は次の通りである。 

①プログラミング教育について 

②「小学校プログラミング教育の手引（第一版）」に 

ついて 

③ビジュアル型プログラミング言語の基本操作 

④各単元等におけるプログラミングの活用例の作成 

⑤各単元等におけるプログラミングの活用例の発表 

（２）カスケード研修におけるアンケートの実施 

悉皆研修の資料や指導内容を元にして，所属の教員

に対して受講者が研修を行うこととした。その際に，本

センターで作成した事前・事後アンケート（Webアンケ

ート）を全ての公立小学校全教員に実施し，プログラミ

ング教育に関するカスケード研修の効果について検証

した。 

３ 結果と考察 

  カスケード研修における事前・事後のアンケート結 

果を表１～３に示す。 

※有効回答数（公立小学校教員 2,426名 80.8％） 

（１）プログラミングに関する知識・技能等の習得につ

いて 

  表１は，参加者のプログラミングに関する，知識・

技能（スキル），興味・関心の変化について示したも

のである。この表から，研修前にはほとんどの参加者

がプログラミングに関する知識・技能ともに身に付

いていなかったが，研修後には，知識・技能ともにか
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なり向上したことが分かる。また，興味・関心につい

ても，多くの教員から興味・関心が高まったとの回答

を得ることができた。 

表１ プログラミングに関する知識・技能等の習得 

（２）教員の意識について 

   表２は，研修により参加者の意識がどのように変

化したのかについて示したものである。プログラミ

ング教育に対する不安については，研修前には「かな

り不安がある」，「少しは不安がある」の合計が93.6％

とかなり高く，多くの参加者がこれからのプログラ

ミング教育について不安を抱えていたが，今回の研

修により，「かなり不安がある」教員が 59.7％から

34.3％に大きく減少した。しかし，「少し不安がある」

と答えた教員が57.9％と依然として高い状態にある。

そこで，不安要因を検証し，その不安解消のための研

修が課題となった。授業でプログラミングを活用し

て指導する自信や，プログラミングの教科等での活

用に対する意欲はともに肯定的な回答の割合が増加

し，教員の意識の向上を図ることができた。 

表２ プログラミングに関する教員の意識 

（３）プログラミングの教科等での活用に関する内容 

 表３は，プログラミングの教科等での活用，有用性，

学習効果についての調査結果を示したものである。

プログラミングの教科等での活用並びに学習効果に

ついても向上しており，研修によりプログラミング

を教科等で活用することで学習効果が高まると期待

をもつ教員を増加させることができた。 

表３ プログラミングの教科等での活用 

（４）プログラミング教育における阻害要因と想定さ

れる項目と不安要因との関連 

 平成３０年度の悉皆研修では，プログラミング教

育への不安について完全な払拭ができなかった。そ

のため，カスケード研修においても不安要因に関す

る調査を行った。研修後に不安が残った教員から，そ

の具体的内容を自由に記述し，分析した。その結果，

不安要因としては「授業の中で効果的に活用する」，

「ICT機器の操作スキル」，「校内での伝達研修」の順

に多く，その３つで全体の約７割を占めた。その結果

を図１に示す。 

図１ 不安要因 

 次に，図１の不安要因のうち阻害要因と想定される3
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つの項目について「できると思う」かとその不安の有無

の関連性について調査した。その結果を，図２～４に示

す。これらの図では，図１の不安要因のいずれかに該当

していれば「不安あり」とした。まず，図２からは，研

修後，年間指導計画がある程度立案できる自信がつい

たからといって，不安が解消されるわけではないこと

が分かる。また，図３からは，学校の ICT 環境がプロ

グラミング教育に影響すると考える教員ほど不安を抱

えていることが分かる。さらに，図４は，児童がプログ

ラミングを体験できる授業を実践できるとしても，不

安が解消されるわけではないことを示している。これ

らの結果を比較すると，阻害要因と想定される３つの

項目のうち，校内 ICT 環境が教員の不安と関連性が最

も大きいことが分かった。 

カスケード研修と悉皆研修のアンケート結果を比較

してみると。カスケード研修の方がプログラミングに

関するスキルやプログラミングを活用して指導する自

信があるという割合が少し低いが，他の項目は，ほぼ同

じであった。また，阻害要因と想定される項目と不安要

因との関連についても同様の結果であった。 

図２ 年間指導計画の立案と不安要因の関連 

図３ 校内のICT環境と不安要因の関連 

図４ 授業実践と不安要因の関連 

４ 令和元年度の取組 

 平成３０年度悉皆研修やカスケード研修で得られた

知見を基にして，今年度は，次のような取り組みを行っ

た。 

（１）e－learningの実施 

公立小学校の全教員を対象にして，プログラミング

教育の目的や必要性の理解を深めるため，e－learning

を作成し，実施した。その得点分布を図５に示す。全教

員の約 75％が満点であり，1 問のみ不正解を含めると

96％の教員がプログラミング教育について正確に理解

している（図５）。 
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図５ e-learning得点分布表 

（２）徳島県プログラミング教育コアカリキュラムの

作成 

本センターの次長を座長とし，本センター指導主

事等で検討作業を行った。平成２９年１０月から平

成３０年３月まで本センター指導主事によるプログ

ラミング教育プロジェクト会議を行い，１１７種類

の年間指導計画例を作成し，さらにそ「平成３０年

度第４次産業革命時代に活躍するためのプログラミ

ング教育事業」の指定校において，研究を進めた。そ

の研究を踏まえ，プロジェクト会議で検討し，徳島

県プログラミング教育コアカリキュラムを完成させ

（表４），悉皆研修で提示し，各校における年間指導

計画を作成することとした。 

表４ 徳島県プログラミング教育コアカリキュラム

（一部抜粋） 

（３）悉皆研修の内容の検討 

 今年度の悉皆研修では，「授業づくり」「具体的な事例

の提供」「指導事例の創出」「年間指導計画の立案」を柱

にして研修内容を再構築した。特に「授業づくり」に関

しては，多くの時間を費やすこととした。研修内容は次

の通りである。 

①プログラミング教育の本格実施に向けて 

②文部科学省「プログラミング教育研修資料」 

③機械制御 

④授業づくりと指導事例の創出 

⑤プログラミング教育年間指導計画の作成 

（４）悉皆研修後のアンケートの実施 

 今年度は，「プログラミング教育に関する知識・技能

の習得」「プログラミング教育に関する意識」「プログラ

ミングの教科等への活用」に加え，徳島教員育成指標で

示されている，「授業構想力の向上」「授業実践力の向

上」「授業省察力・改善力の向上」「組織マネジメントの

向上」についても検証した。残念ながら，プログラミン

グ教育についての不安については完全に払拭すること

はできなかったが，教科等の学習で活用できると答え

た割合が増加した。徳島教員育成指標で示された４項

目の内容についても，全ての項目で95％を越える満足

度を得ることができた。 

５ まとめ 

 本研究により，プログラミング教育の阻害要因は，

「ICT環境の未整備」が教員の不安と関連性が最も大き

いということが，わかった。また，悉皆研修とカスケー

ド研修におけるアンケートの傾向は，ほぼ同じであり，

研修は，効果的であったといえる。このことは，今年度

のe-learningにおいて，高い割合でプログラミング教

育を理解したことでも裏付けられている。また，昨年度

の研究を元に，「授業づくり」を中心に据えた研修を実

施することで，プログラミング教育に自信を持って取

り組むことができる割合を増加させることもできた。

今後は，令和２年２月までに各学校における年間指導

計画の作成することとしている。また，各学校において

研究授業もしくは模擬授業を実施し，その授業におけ

る授業内容，成果，課題等を全ての公立小学校における

全教員から収集する予定である。その結果を踏まえ，来

年度の研修方法のあり方について検討していきたい。 

「令和元年度第４次産業革命時代に活躍するための

プログラミング教育事業」では，新たに３校の研究指定

校を選定し，新たな指導事例の創出，大学や企業と連携

した取組や，昨年度の事例検証等を行っている。 

来年度の全面実施に向けて，本県の小学校の全教員

が自信を持ってプログラミング教育を行えるよう，授

業が展開できるよう，今後も学校へ支援を続けていき

たい。 
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尼崎市における小学校プログラミング教育の必修化に向けた取組 

瀧本 晋作（尼崎市立教育総合センター）・森井 崇（尼崎市立教育総合センター）・小谷 隆宏（尼崎市教育委員会 学校教育部） 

概要：小学校でのプログラミング教育の導入が明示された新学習指導要領の公示を受けて，尼崎市で

は平成 29 年度より様々な教員研修を行ってきた。来年度からの本格実施を控えた今年度は，すでにプ

ログラミング教育についての知識・技能を有する教員（情報教育担当者など）を対象とした研修に加

え，プログラミング教育について初心者の教員を対象とした研修の充実を図っている。この際，企業・

団体や地域の大学と積極的に連携し，個々の教員のニーズに合った研修となるように，企画・運営に努

めている。 

キーワード：小学校プログラミング教育，学習指導要領，教員研修，情報活用能力

１ はじめに 

 尼崎市では，小学校でのプログラミング教育の導

入に向けて平成 29 年度より教員研修を行ってきた。

「小学校プログラミング教育の手引（第二版）」（以

下，「手引」と略す）の【プログラミング教育の円滑

な実施に向けて】（p.4）では，教育委員会が「教育課

程編成や学習指導等の側面」と「ICT環境整備の側面」

の両面から準備を進めることが必要としている。ま

た，「そのために必要な企業・団体や地域、教員養成

系大学・学部等との連携」にも積極的に取り組むよ

うに述べている。そこで，本年度は，これらの示唆に

基づき，改めて研修内容等を検討し，次節に示すよ

うな観点から必修化に向けた取組を実施している。 

２ 取組の内容 

（１）教育課程編成や学習指導等への支援 

 上述の「手引」では，「教師が自らプログラミング

を体験することが重要」と強調されている。そこで，

これまで情報教育担当者や興味・関心の高い教員な

どに受講者が限定されていた研修体系に，初心者や

興味・関心が低い一般教員も参加できるような研修

を意図的に組み合わせることにした。今年度の研修

は，具体的には以下のような内容である。（図１参照） 

① 実践研修（全３回）【情報教育担当教員向け】

◆NPO法人「みんなのコード」より専任講師を招き，

授業のプラン作りから実践，交流までの連続研修

（「プログラミング指導教員養成塾」）を行う。

② 地区研修（全６回）【情報教育担当教員／一般教員向け】 

◆関西国際大学より講師を招き，学習指導要領に指

導例として記載されている算数・理科における活

用を想定した操作研修を行う。 

③ 初級講座（全２回）【一般教員向け】

◆園田学園女子大学のコンピュータ室で，小学校プ

ログラミング教育の基礎的な知識やスキルに関す

る初心者向けの演習を行う。

④ その他

・自主研究グループによる公開授業

・小学校情報教育研究会による公開授業及びカリキ

ュラム作成

・各学校裁量による研修（機器の貸し出し・出前講座

の案内・指導主事派遣 等のサポート） 等 

（２）ICT環境整備による準備 

 現在，尼崎市の教育用コンピュータの整備状況は，

児童生徒約１０人に１台と県内でもかなり低い。教

育長のリーダーシップのもと，産業界との連携など

も積極的に図りながら，来年度からの校務・学習系

システムの全面リニューアルに向けて準備している。 

（３）外部団体との連携 

尼崎市では昨年度に企業や団体と連携協定を結び，

各種の ICT を活用した教育活動の推進を図っている。

また，関西国際大・園田学園女子大など，市内の大学

と協力した教員研修（２（１）参照）も行い，プログ

ラミング教育や ICT 環境整備の充実を促進している。 

３ 経過と展望 

（１）学校への資料提供 

 今年度は２（１）①で示した「実践研修」で作成さ

れる指導案やレポート等の成果物を，小冊子にして 
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全小学校に配布する。また，小学校情報活用研究部

会でも各小学校で「年間カリキュラム案」を作成す

るプロジェクトが進行しており，これらを合わせて

各校での実践をサポートしていく。 

（２）検定教科書の分析 

新学習指導要領に対応した教科書採択が完了次第，

「手引」の「Ａ分類：学習指導要領に例示されている

単元等で実施するもの」をはじめ，各教科の教科書

でプログラミング教育に関してどのような記載があ

るのか分析し，実践モデル等を提示していきたい。 

４ 今後の課題 

（１）実施時間の創出 

 中川（2019）は小学校でのプログラミング教育の

導入にあたっては，手引き「Ａ分類」や「Ｂ分類：各

教科等の内容を指導する中で実施するもの」の前に，

「Ｃ分類：教育課程内で各教科等とは別に実施する

もの」や教科学習の単元前後に行う特別な「教科拡

張」から始めることが有効であると述べている。ま

ずは体験から始めてプログラミングの「楽しさ」を

実感すべきだという考え方であり，本市でも教員が

理論より先に体験する研修を第一義的に考えてきた。 

 一方で，「Ｃ分類」は「手引」の第二版より「各教

科等とは別に実施する」と明記されたように，教科

学習や道徳・特別活動・総合的な学習の時間では実

施できない，つまり学校裁量の時間枠を設けて行う 

ことが前提となる。各学校が裁量の範囲で「Ｃ分類」

の時間をいかに創出できるかは難しい問題である。 

（２）情報活用能力との関連付け 

 新しい学習指導要領では，「学習の基盤となる資

質・能力」の一つとして「情報活用能力」が明示され

た。その中で「プログラミング的思考」を育てる学習

活動を行うように示されたことが，小学校において

プログラミング教育が必修化とされる根拠である。 

もちろん，プログラミング教育をどう実践するの

かは喫緊の課題である一方，もっと広い「資質・能

力」である「情報活用能力」をどう育成するのかも前

提条件として考える必要がある。さらに広く学習指

導要領を見ると，「資質・能力」の育成のためには「主

体的・対話的で深い学び」や「カリキュラム・マネジ

メント」が求められている。これからの社会に生き

る子どもたちには「プログラミング教育」が必要だ

という信念と専門知識とともに，子どもたちには必

要な「資質・能力」を問い続ける広い目をもって，学

校現場での取組を支援していきたい。 

参考文献 

文部科学省（2018）小学校プログラミング教育の手引 

（第二版） 

中川一史（2019）プログラミング教育を実践するために今、

知っておきたいこと．中川一史（監修）プログラミン

グ教育支援ハンドブック2019．ICT CONNECT 2I，東京 

図１ 令和元年度 尼崎市 小学校プログラミング教育に関する研修体系図 
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次代を見据えた「熊本モデル」の実現に向けた取組 

熊本市教育委員会 塩津 昭弘 

概要： 熊本市は，令和 2 年(2020)年度までに，全普通教室に 65 型電子黒板と実物投影機，3 クラス

に１クラス分の LTE タブレット端末計 23,467 台を全小中学校 134 校に整備する。各教科の学習

に ICT の活用を組み込み，対話・協働，個別等の学習を意識して授業の改善を図り，時代の変化

に対応したより深い学びの実現を目指す。このため，導入，管理職研修等の各種研修を充実させ

るとともに，ICT 支援員の拡充と産官学の連携を図るなどして支援体制を確立して，「熊本モデ

ル」の実現に積極的に取り組んでいる。モデル校施行 1 年，小学校全校導入 4 ヶ月間の研修等

の取組と子供達と教員等の変化と課題について報告する。 

キーワード：LTE タブレット,情報活用能力,探求・個別最適な学び,OECD,Agency,教育エコシステム

１ はじめに 

 熊本市は，平成28年熊本地震により大きな被害を

受け，調査では現在も，精神的なケアを要する子供

達が 900人弱いる。また，校舎等の建替も 4校にお

いて進行中で，未だ復興の途上にある。一方，ICT教

育環境整備は，「未来への礎づくり」として不可欠で

あり，極めて重要な課題であると認識する。 

 そのような中であるが，本市の平成29年度におけ

る学習者用コンピュータ整備は 12.3 人/1 台で，全

国平均の5.6人/1台と大きな差があり，政令市だけ

の整備率で比較しても，19 位/20 市と出遅れは否め

ず，厳しい現状にあった。 

今後の変化の激しい時代を生きる子供達にとって，

社会の中で活躍できる資質・能力を育成することは

不可欠である。新要領においても，知識や技術の習

得に留まらず,「自分で考え,表現し,判断し,実際の

社会で役立てる」まで力を高めることを求めている。

この育成は，学校内で完結するものではなく，地域

コミュニティや産業界等とともに学習支援や適切な

学習環境づくりを行うことが重要であると認識する。 

 これに対し,方法としてのアクティブラーニング

や ICT の導入のみによる授業改善が試みられてきた。

しかし，目標や学びの個別化の取組は十分とは言え

ず，教員が一方的に話すことを中心にした一斉教授

型授業と大差ない状況が，未だ散見される。 

個別最適化の保障は学びの必要条件であり，学習

者を主体とし，自分の考えをアウトプットし，お互

いの考えをもとに学び，そこで得たことをもとに振

り返りって，個別化することにより成立する。この

ような学びへの変革が求められており，ここにこそ

ICT教育環境の活用の最大の利点があると認識する。 

 また一方において，増え続ける不登校やいじめの

問題もあり，この点においても ICT 環境活用の可能

性は，小さくないと認識している。 

２ 熊本市の取組（特徴と方向性） 

(1) 本市の教職員等の特徴

本市の教員の平均年齢は 47.2 歳で，50 代の年齢

層が最も多い｡大量退職が続き若年層が増えおり,二

極化の様相を呈している｡高齢の教員は,若年層に比

べ授業力に安定感があるが，ICT教育へは，明確な方

針が示されなければ,進んで対応しない傾向が強い。 

 本市では，これまで情報活用能力の育成に関する

カリキュラムがなかったわけではないが，具体的に

どの教科のどの単元で ICT を活用するのか等を明確

に示したものは存在しない。そのため，学校や教員

間で取組にバラつきがある状況にあった。 

(2) 熊本市の強み

①市長・教育長の理解とリーダーシップ 

 本市においては，まず大西一史市長のリーダーと

しての存在が大きい。ICT 教育環境整備は莫大な予

算がかかり，財政上の制約は少なくない。これを「未

来への投資」と考え，一気に投資することで，多くの

子供達にいち早く成果が現れ，変化をもたらすとい

いう市長の考えが，整備を大いに促進している。 

 また，ICT 教育の方向性の明示から具体的なタブ

レット端末に係る方針の決定に至るまで，遠藤洋路

教育長のリーダーシップが大きい。使い勝手のいい

端末を，現場サイドに立って制限を最大限せず，自

分の端末のように使えるようにするという明確な方

針が，教員や子供達の自由な発想を生み，ストレス

を感じさせない環境構築に結びついている。 
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②教育委員会等の支援 

〇授業づくりを支援する学校訪問 

 本市教育員会は，これまで学校訪問を通して授業

づくり支援を行ってきたという自負がある。初任校

研修や３年に 1 回行う学校訪問では，指導主事が授

業者に付き，マンツーマンで1時間の授業を観察し，

指導する形をとってきた。この強みを活かし，ICTを

活用した授業についても，個々の教員に応じた支援

を行っていくことがポイントになると考える。 

〇ICT支援員による授業に即した支援 

 本市では，平成14年度から他都市に先駆けてICT

支援員を雇用し，授業支援や自前の教材開発を行い，

実践を重ねている。 

このICT支援員を令

和3年度までに21名

に増員し,少なくと

も週１日は学校常駐

とし，授業支援がで

きる体制を整えるよ

う拡充を行う｡ 

(3) 取組の方向性

①LTEタブレットを中心にしたハード整備 

 ハードの整備については,LTEの iPad を 3 クラス

に 1 クラス分導入することを基本とした(併せて充

電保管庫,キーボード,タッチペンを導入）。LTE対応

のiPadタブレットを選定した理由は,以下による。 

・Wi-Fi 環境では使用範囲が教室に限定されるが，

LTE だと郊外での活動や修学旅行等いつでもどこ

でも使える。

・充電が長持ちし，機動性が高く，操作性がシンプル

である。また，通信トラブルが少なく，新しいクリ

エイティブな学びを創造することができる。 

・Wi-Fiは設計・整備に時間を要し，既存のネットワ

ークへの負荷が大きい。 

・回線やセキュリティ設定等に係る全てをキャリア

NTTdocomoにアウトソースできる。

また，運用に係る本市の最大の特徴は，制限を設

けないことにある。教員のタブレットほぼ無制限で，

加えて1人1人にappleIDを付与することで，200GB

のicloudが使用できる。子供達のタブレットも有害

サイトへのフィルタリングのみの制限としている。 

②探求・個別最適な学びを実現するソフト整備 

 一斉教授型の授業から脱却し，課題発見・解決力

を身につけさせるためには，子供達がめあてに向か

って主体的に考え，自らの考えをアウトプットし，

学び合い，振り返る学びを重ねることが大切である。

そのためのアプリケーションとしてロイロノートと

MetaMojiの双方を導入した。ロイロノートは写真や

動画，テキスト等をカードにアウトプットし一度に

情報共有し学び合いができる。またMetaMojiは配布

されたノートに書き込んだり協働作業をしたりする

ことができる。このように２つのアプリの長所を活

かした学び合いを可能にしたことが，本市のこだわ

りである。 

 また，学びの自立・個別最適化を図るためには，理

解度に応じた個別学習を可能にするシステムが必要

である。そのためのアプリとして Benesse の学習ソ

フトドリルパークを導入した。 

このようにして組み合わせることで，探求型の学

びと個別最適な学びの両立を目指している。 

３ 取組の実際 

(1) 整備の工程

表１ 整備工程表 

平成30 令和元 令和2 

電子黒板 

実物投影機 
全校設置 

タブレット

端末 

小学校16

校 中学

校8校 

運用開始 

4,335台 

全小学校 

92校運用 

開始 

12,176台 

全中学校 

42校運用 

開始 

6,956台 

※平成30年度は先行導入校

〇タブレット端末 

 3クラスに1クラス分程度（約23,467台） 

〇65型電子黒板 

 普通教室に1台ずつ常設（約2,400台） 

〇実物投影機 

普通教室に1台ずつ常設（約2,400台） 

(2) ICT研修等による学校の活性化

➀全員参加の導入研修の実施

教員が初めて授業を意識する研修については，以

下のようにチームを組み，導入する全校において，

午後半日の研修を位置付けている。 

チーム構成：iPad研修講師１名・ロイロノート講

師１名・MetaMoji講師１名・指導主事１名・通信環

境サポーター2名・ICT支援員等,計10名程度で構成 

図１ ICT支援員の役割 
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②意識を変える管理職研修の実施 

  学校における ICT 教育の推進には，管理職のリー

ダーシップが不可欠である。そのため，各学校の校

長，教頭を対象にした事前研修の充実が重要である。

そこで，ICT 活用教育アドバイザーの平井総一郎氏

を講師として招聘し，学校改革に伴う次代になぜICT

教育が必要なのか，それを管理職としてどのように

推進していくか等について学ぶ研修を行っている。 

③推進チーム研修による学校の情報化の推進 

 各学校における ICT 教育を推進するために，各学

校３名程度の推進リーダーを校務分掌として位置づ

け，チームでの推進を基本とした。そして教育委員

会では，全校の推進リーダーを対象に年２回の研修

を大学等とも連携しながら進めている。 

 図2 推進チームの構成 

④SDトワイライト研修による個々のスキル向上 

 教員の要望を受け,タブレット活用（ロイロノー

ト,MetaMoji）やプログラミングに係る研修を教育セ

ンターで課業外の 18:00〜19:30に,年間 18回行う。

既に1学期に15回実施したが，毎回50〜100人の参

加があり,意欲も高い状況にあった。講師は,指導主

事及びICT支援員が協力・連携しながら行っている。 

(3) 学校を取り巻く支援体制の構築

➀産学官連携によるICT教育の推進

平成30年 10月に熊本市，熊本大学，熊本県立

大学，NTTdocomoの４者で本市の教育 ICT化推進

に係る連携協定を締結した。図3のようにそれぞ

れの強みを活かした具体的な展開に当たることを

前提としている。また，推進にあたり，毎月４者

による産学官連携会議と利活用推進会議を行い，

具体的データを基にして方策を検討したりして，

機器の導入や運用に関して検討を積み重ねている。 

協定に基づく連携事項は次のとおりである。 

・ICT活用のための知識習得，ノウハウの共有

・ICT活用モデルカリキュラムの開発

・プログラミング教育普及のための取組の実施

・教育ICT活用推進書の策定

②Benesseとの包括連携協定による学力向上 

ICT,AIを活用した個別最適学習の効率性について

は，これまで全国においてエビデンスを伴った実証

も進められてきたが，ICT 活用による学力向上に係

る定量的なエビデンスが不足している現状がある。

そこで，本市においては市を挙げ，ICTを活用した指

導・学習の効果・効率について，学力向上を定量的な

エビデンスとして検証するため,Benesseと包括連携

協定を結び，取り組むこととした。 

図4  Benesseとの連携協定 

(4) モデル校によるカリキュラムの試行

令和元年度は研究指定校及びモデル校を７校指定

し授業研究を推進するとともに，熊本大学との連携

によりモデルカリキュラムの作成に取り組んでいる。

モデルカリキュラムについては熊本大学に中心とな

って作成いただき，モデル校で実際に検証しながら

カリキュラムの修正を行い，より実践的なカリキュ

ラムとし，令和 2 年度初めには全小学校に示す計画

である。 

４ 具体的な取組の成果 

(1) 利活用率の向上

NTTdocomo との連携により，毎月各学校のタブレ

ット端末の各アプリ別の稼働率（ログイン率），デー

タ利用量等をデータ化して利活用会議において報告,

共有している。図5はある学校の5月,6月における

アプリ毎のタブレット端末からのログイン率を示し

たものである。これまでは，感覚的にしかわからな

かった学校の実態を可視化することで，稼働率の低

い学校を重点的に指導主事や ICT 支援員が出向いて

研修を行ったり，活用が進まない問題点を洗い出し

指導助言を行ったりすることで，確実な稼働率の向

上に結び付けることが可能になった。 

図3 産学官連携体制 
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また，指導主事と ICT 支援員が連携して学校をサ

ポートできる体制を整えるとともに，ICT 支援員の

授業支援回数等についても図 6 のように月別にデー

タ化し，指導・支援に活用している。 

(2) 子供，教員の変容

昨年度からの先行導入校の教員からは次のよう

な感想が寄せられた。 

＜効果＞ 

・授業に対する子供の意欲は段違いである。

・発表しようとする子供が増えている。

・タブレットは課題解決に向けた情報の収集,共有

の方法のためのツールとして本当に便利である。

・子供達が問題を解いていく過程が見える。

・子供達に考えをまとめさせ，発表させ，クラスで共

有するツールとして有効である。 

＜課題＞ 

・タブレットを使うことにこだわりすぎた。

・タブレットを使うことが目的化することもあった。 

・映像だけを記録し,何が身についたかを可視化で

きなかった。

本年度 5 月,小学校において全校導入を行った後,

図 7 のように，授業での探求的な学びに関する取組

状況（目標設定や学び合い，振り返り等）に係るアン

ケートを本市 3 年生以上の全児童と全教員を対象に

行った。今後は各学校のタブレット端末の活用率と

この項目の変容について検証を進めたいと考える。 

５ 課題と志向 

本年度から熊本市は，本格的にタブレットの運用

を始めた。当初，活用が進まなかったが，学校に合わ

せた支援や研修により 1 学期後半,活用率が大きく

伸びた。子供が｢先生方が自由な授業をするようにな

った｣と評するように活性化が見られる。しかし,学

校・教員間で活用率に差があり,教授型から抜けきら

ない授業も見られ,パラダイムシフトが必要である｡ 

この改善に向け,遠藤教育長の尽力で,9 月にシュ

ライヒャーOECD局長の講演を聞き,学ぶ機会を得た。

OECD はEducation2030として，複雑で不確かな世界

を歩んでいくため，自ら考え，主体的に行動して，責

任をもって社会変革を実現していく力 Agency の育

成を提言し,教育エコシステムの構築を求めている。

そのためのツールとして,ICTを用い他者と協働しな

がら自分自身で課題を解決していく力が身につくよ

うにし,共に幸福に生きるための改革力の育成を目

指し,環境の構築を学校と共にあたりたいと考える｡ 

今後は利活用データに基づく地道な支援を連携し

て行い，授業内容まで踏み込み教員と子供の発話の

割合等，授業改善に係るデータを取りつつ，授業の

質を可視化できるように進めたい。さらに，子供達

の学びに向かう力や学ぼうとする力に関する変容に

ついて,個別最適化に係るデータを蓄積し，学力との

相関関係についても産官学の連携により分析を行い,

｢熊本モデル｣の確立に向け，取組を進めていきたい。 

図7 児童の授業での取組状況 

図6 ICT支援員の学校訪問サポート回数（一部） 

図5 アプリごとの月別ログイン率（学校例） 

定期的常駐回数 要請訪問回数 授業支援時数

160:A小 6 8 16

161:B小 9 14 9

162:C小 10 9 13

163:D小 9 10 8

164:E小 10 2 9

165:F小 11 18 22

1学期
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知的障害クラスにおけるプログラミング授業の設計と成果の検証 

－Small Basic とドローン制御の実践を通して－ 

中筋 千晶（和歌山大学教育学部附属特別支援） 

概要：特別支援学校の知的障害クラスでプログラミング教育の実践をおこなうため，その授業設計時

における留意点・配慮事項について検討した。生徒の実態や興味・関心，指導者側の意図等から Small 

Basic やプログラミング制御キット（トイドローン）を使い，視覚支援等の指導の工夫をおこなうこと

で，「小学校プログラミング教育の手引き」（文部科学省 2018）に記述された目的を叶えることができ

たと考えられる。生徒らの振り返り記述からは「試行錯誤して目的を達成する喜び」や「プログラミン

グは自分にもできることであるとの実感」，「更に高度な取り組みへの興味」を示すことがわかった。 

キーワード：特別支援教育，プログラミング教育，授業設計，Microsoft Small Basic, ドローン

１ はじめに 

 一般的には，特別支援学校知的障害クラスの

生徒達およびその指導にあたる教員ともに，プ

ログラミングはハードルの高いものと感じてい

る。特に生徒にとっては，世の中の高度な技術

の恩恵を受けてはいるが，自分でコントロール

できるものではなく，自分には無関係であると

考えている節が見受けられる。 

 また，本実践の対象生徒（以下，生徒）は，

課題の理解や実行に難しさがあり，プログラミ

ングの教材を選定する際に配慮が必要である。

しかし，世間では知的障害児に特化した教材は，

ほとんどないといえる(山崎 2018)。そこで，そ

んな生徒たちがもっとプログラミングを身近に

感じることができ，自己効力感が得られる教材

や授業設計の必要性を感じた。 

２ 目的 

知的障害児向けに配慮をしたプログラミング

の授業設計をし，その学習効果を検証すること

を目的とした。高等部といえども生徒にはプロ

グラミング経験の蓄積がないために，今回，特

別支援教育（高等部）向けの，はじめてのプロ

グラミング授業をどのような配慮をもって実践

するかについて考えてみたい。 

３ 研究の方法 

（１）調査対象および調査時期

 本実践は，３つの対象および時期にわたる。

グループ A は，高等部普通科総合産業コース 1

年生から 3 年生の 14 名を対象に，平成 29 年 6

月，グループ B は，高等部普通科総合産業コー

ス 1 年から 3 年，8 名を対象に平成 30 年 6 月，

グループ C は，高等部普通科総合産業コース 2

年生と高等部普通科 F コース 2 年生，10 名を対

象に平成 30 年 5 月に行った。 

（２）使用ツール／キットについて

大きく分けて２つの実践をおこなった。１つ

目はプログラミングツールを用いた実践，２つ

目はプログラミングで制御できるキットを用い

た実践である。 

まず，プログラミングのツールとして，

Microsoft 社の Small Basic を使用した。これは，

順次処理の理解の容易さもあるが，職業教育

の一環として，コード入力による本格的なプロ

グラミング作成に通じ，生徒の満足感を得えら

れると考えたためである。 
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また，無料で提供されていること，オフラ

インでも利用可能であることも実際の運用で

は考慮に入れた。 

次に，プログラミングキットについては，い

わゆるトイドローン（TELLO）を選定した。そ

の理由は，生徒の関心が高いこと，使用ルー

ルの習得等が社会で役立ち，授業としても「創

作的な活動」（映像制作）への発展性があるこ

とである。また，ドローンを制御することで，

試行錯誤して問題を解決していく能力と努力す

る姿勢を育むこと，自己効力感を育て，主体的

に進歩した技術にかかわり，その仕組みや恩恵

に目を向ける機会としたい。 

（３）検証のポイント 「小学校プログラミン

グ教育の手引き」にある，①「プログラミング

的思考」，②「気付き」や「態度」，③「各教科

等での学びをより確実なものとする」の３つの

プログラミング教育のねらいを達成し，楽しさ

や面白さ，達成感を味わい，コンピュータ等を

「もっと活用したい」「上手に活用したい」とい

う意欲を喚起できる授業を目指す。 

その効果を検証するため，生徒の授業中の発

言，4 つの観点（a 困難を感じているところ，b 

楽しみを感じているところ，c 強み（特性）が

発揮できているところ，d プログラミング的思

考・発言（トライ＆エラー／論理的））から見た

教師の観察記録，授業ビデオ，ワークシートの

生徒の感想，生徒の作品を使った。 

（４）授業設計上の留意点

知的障害クラスの生徒を対象に，以下の 3 点

に留意して授業をデザインした。 

第一に視覚支援である，図や絵を提示しなが

ら説明し，これからする活動の動画を見せ，見

通しを持たせる視覚支援をする。また，手順な

どのスライドは印刷して，手元に置いていつで

も確認できるようにした。 

第二に，ステップを細かく刻んで，活動をシ

ェイピングし，段階を追って次に進めるように

した。 

 最後に，文字を読むことに特に困難がある生

徒や，英語を学んでいない生徒もいるため，コ

マンドを文字よりはイメージとして喚起できる

ように事前に提示した。活動時には予測変換も

使えるので生徒の負担を減らすことができた。 

３ 授業実践事例について 

Small Basic では，2 つの授業を実践した。一

つ目は A グループで「Turtle」コードを使って，

亀を地図上のスタート地点から目的地まで移動

させるプログラムを組んで，実行し，修正を加

え目的を達成させた。（図１） 

二つ目は，B グループで，自分に関するゲー

ムを作成し，if 文を使用し，正解の場合，不正

解の場合はどこにつなげるのか，どういう反応

を返すのか，を考えた。また，出来上がったク

イズをお互いに試しながら，相手のことを知る

活動にもつながった。（図２） 

 

トイドローンの実践は，C グループで，まず，

トイドローンを操縦し，ミッションを遂行する

ことで，ドローンの動きを知る活動とした。発

展的な結果として，ドローンにはどんな活用の

図１ Turtle コードで使用した地図 

図２ Small Basic のプログラム編集画面 
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仕方があるのか，また，日常生活においてどん

な利点があるのかに気付くことができる生徒が

いた。（図３） 

また，ビジュアル型のプログラムを組んで，

ドローンを意図通りに動かすことで，試行錯誤

をし，目的を達成する活動となった。（図４） 

 

どの生徒も，プログラミングの学習には意欲的

に取り組んでいた。コンピュータを自分の思い

描いたように動かすことに，驚きや喜びを感じ

ているようだった。また，ドローンも身近に感

じることができ，生徒の満足感を高めることが

できた。 

４ 考察 

先述のねらい①「プログラミング的思考」に

ついては，Small Basic での「亀の移動」と「ク

イズ作成」，ドローンのプログラミング制御で，

目的を達成するために，どのコマンドをどのよ

うに使うか，いつ使うかなど思考をめぐらせ，

トライ＆エラーを繰り返す試行錯誤をした。そ

れは，生徒のワークシートにその修正の跡が見

られ，また，授業のビデオでも確認できた。 

 ねらい②「気付き」と「態度」については，

生徒のワークシートに，Small Basic の実践で「ロ

ボットの操縦ができたらいいな」「電卓やタイ

マーのプログラミングが気になりました」「い

つかどういう感じで機械はどういうプログラ

ムをくんでいるのか知りたいです」「ゲームを

作る人は大変だな」という記述が見られ，トイ

ドローンの実践で，「２かいの暗号をさつえい

出来たのが工夫した。下からは見えなかったけ

れどドローンが高く飛んで見えました」という

記述が見られたことから，達成できた生徒もい

たといえる。 

また，一人の生徒は，知人が満開の桜をドロ

ーンで撮影している姿を見ており，自分もその

ような活動をしてみたいという意欲を持ってい

た。その為，後日，学校敷地内で空撮し，学校

紹介ムービーを作成するに至った。その際，

iMovie を使用して，テロップや効果，音楽など

を巧みに使い，質の高いムービーが出来上がっ

た。本人だけでなく，保護者懇談でそのムービ

ーを見た保護者も非常に満足していた。 

 ねらい③「各教科等での学びをより確実なも

のとする」については，教科として扱わなかっ

たが，ドローンのプログラミング制御では，角

度，三角比についての取り掛かりになると考え

る。また，情報科として，Small Basic を使う際

には，コンピュータの基礎的な操作・知識につ

いて知る機会となった。 

「楽しさ」「面白さ」「達成感」については，

ワークシートの自由記述からキーワードをピッ

クアップし，カウントしたところ（同一人物が

同じ語を書いた場合はカウントしていない），以

下の結果となった。（表１） 

クイズについては，1 時間では時間が足りず，

同じ内容で 2 時間行ったため，数値は低くなっ

表１ 自由記述からのキーワード 

図４ TELLO EDUブロックプログラム 
作成画面 

図３ TELLO のドローン操縦画面 
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ているが，それ以外で，「楽しい・面白い」は自

由記述にも関わらず，50%を越えており，ドロ

ーンに至っては，90%となっている。 

 視覚支援をしながら，丁寧に説明・指示をし

たため，迷うことなく，全員が課題に取り組み，

目標を達成することができた。 

 また，ステップを細かくすることで，着実に

課題を遂行することができた。授業日の終わり

の会で，生徒から「ゴールが細かく設定されて

いて，そこを目指すのはより面白い」「自由にす

るより，ミッションがあるほうが燃える」など

という発言があったと担任から報告があった。 

文字のイメージ化の結果，授業中，プログラ

ムを組みながら，自分の手を使って，Left の L

（図５）を確認する様子が見られた。また，文

字予測変換についても，特に配慮を必要とする

生徒のワークシートに「前もそうだったけどさ

いしょの文字を入れたら単語がでてくるのでう

つのがとてもらくだった」という記述が見られ

た。 

５ 結論 

 以上のように，当研究の目的を達成すること

は比較的容易であったが，それには生徒のプロ

グラミングへの意欲が大きく関係していた。そ

の意欲をさらに伸ばし，情報社会における自己

効力感を高めていく必要があるということが分

かった。 

プログラミングを職業に生かすことは難しく

ても，本実践で「コンピュータはブラックボッ

クスで，何か不思議な力で世の中は動いている，

自分は動かされている」と考えるのではなく，

「自分たちの力で動かすことができる，操作す

ることができる」という気づきが，生徒の中に

芽生えたと考えている。 

６ 今後の課題 

 Small Basic の実践は情報科で，トイドローン

の実践は，小学校プログラミング教育の手引き

「第 3 章プログラミングに関する学習活動の分

類と指導の考え方」における「C 教育課程内で

各教科等とは別に実践するもの」にあたる実践

であった。後者は，本校の特色である「一日『生

活』」にあたり，丸一日を使って実践することが

できたが，通常の時間割の中にある授業の一コ

マでは難しい実践といえる。実際，情報科で行

った Small Basic の実践では時間が不足し，課題

解決の手段の幅が狭まった。 

 適切に時間を確保し，生徒が試行錯誤し，自

分で新たな発見ができるような授業設計ができ

る環境を整えていく必要があるといえよう。 

 また，今回の Small Basic とトイドローンの

２つの実践の融合として，今後，Small Basic

のコードでキットを動かす実践につなげたい。 
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知知的的障障害害生生徒徒ににおおけけるるネネッットト利利用用にに関関すするる諸諸状状況況  

－－ススママーートトフフォォンン等等のの利利用用ややネネッットトトトララブブルルのの状状況況ななららびびにに，，発発達達レレベベルルとと情情報報モモララルル習習得得ととのの関関係係－－		

爲川雄二（東北大学大学院教育学研究科）	

概要：特別支援学校の中学部と高等部に在籍する知的障害生徒を対象に，情報モラル習得の実態等を

調査した。学年別・男女別のスマートフォン所有率やネットトラブルの経験等を分析して，学年進行や

男女の違いによる特徴を明らかにした。また，日本教育工学振興会（JAPET）が体系化した「情報モラ

ル指導モデルカリキュラム表」の小学校から中学校段階の中目標に対する習得状況を調査した。各中

目標は実際の年齢ではなく，発達アセスメント「S-M 社会生活能力検査」で得られた社会生活年齢で

マッチング（比較）した。その結果，高学年向けの高度な指導内容になるにつれて，情報モラルの習得

が困難になっていくことが分かった。

キーワード：情報リテラシー，モデルカリキュラム，発達アセスメント，社会生活年齢

１ はじめに 

（１）特別支援学校の動向と情報モラル教育

情報通信技術（Information and Communication 

Technology；以下，ICT と表記）は，特別支援教

育の場においても多様な応用可能性を有する一

方で，障害のある子どもの日常に負の影響も危

惧されている。特に知的障害のある子どもは，

自他のプライバシーに対する意識が未熟で，コ

ミュニケーション能力に制限があることから，

情報化社会の中でも問題を生じやすい（江田, 

2015）。 

また近年，少子化により日本の学齢期児童の

人口が減少する一方で，特別支援学校に入学す

る児童生徒の数は逆に増加傾向にある（国立特

別支援教育総合研究所, 2010）。障害の程度が軽

度の児童生徒らの入学が顕著で，これらの児童

生徒は ICT 機器に触れる機会も多いことが想像

される。したがって情報モラル教育も，障害の

特性も考慮して課題の展開を検討したり，指導

の方法を工夫したりすることが必要であると指

摘されている（江田, 2012）。 

（２）情報モラル指導モデルカリキュラム

日本教育工学振興会（JAPET）は文部科学省

の委託を受け，「情報モラル等サポート事業」を

2005 年から 3 年間にわたって展開した。この事

業では，学校現場での先進的な情報モラルの指

導事例が収集され，「情報モラル指導モデルカリ

キュラム表」として体系化された（日本教育工

学振興会，2007）。このモデルカリキュラム表で

は，指導すべき情報モラルの内容を 5 分野に設

定し，学年進行に応じて 5 段階（小学校 3 段階，

中学校，高等学校）の指導内容が記載されてい

る（図１）。ここでの学年進行とは，いわゆる定

型発達の児童生徒が対象であり，知的障害の有

無は考慮されていない。

（３）特別支援教育における発達アセスメント

特別支援学校や特別支援学級では，個々の児

童生徒の実態把握と指導計画立案のために，知

能検査，心理検査，発達検査などのアセスメン

ト（以下，発達アセスメントと表記）が利用さ

れている。利用されている発達アセスメントは

学校や対象児によって異なるものの，これらの

発達アセスメントから生活年齢（暦年齢）とは

異なる精神年齢や発達年齢などを数値で得るこ

とができる。

（４）本報告の目的と位置付け

本報告では，特別支援学校に在籍する知的障

害生徒を対象に，情報モラル指導に求められる
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内容や，ネットトラブルと発達水準との関係，

そして「情報モラル指導モデルカリキュラム表」

と発達アセスメントで得られた発達レベルのマ

ッチングから，知的障害生徒の情報モラル習得

の特徴を明らかにすることを目的とした。

２ 研究の方法 

（１）予備調査（爲川，2018）

2017 年 10 月，全国の特別支援学校のうち知

的障害のある生徒が在籍する中学部及び高等部

796 校を対象に，情報モラル指導に関するアン

ケート調査を郵送で実施し，259 校から回答を

得た（回収率 32.6％）。この調査の中で，利用さ

れている発達アセスメントに関する回答も求め

た。

（２）個別調査

2018 年 11 月，知的障害特別支援学校 156 校

を対象に，質問紙によるアンケート調査を郵送

で実施した。これら 156 校は，予備調査で回答

が多くみられた発達アセスメント 4 種（S-M 社

会生活能力検査，田中ビネー知能検査，WISC-

IV，WISC-III）のいずれかを利用していた学校

である。個別調査では，個々の生徒における携

帯情報端末の所有状況，ネットトラブル経験の

有無，発達アセスメントの結果，そして「情報

モラル指導モデルカリキュラム表」の小学校か

ら中学校段階の中目標（45 項目）に対する習得

状況の回答を担任教員に求めた。

個別調査を依頼した 156 校のうち，50 校（回

収率 32.1%）から 2,221 名分の生徒に関する回

答が得られた。発達アセスメントは，「S-M 社会

生活能力検査」の利用データが最多であった

（981 名分）。「S-M 社会生活能力検査」は，対

象児の日常の様子から社会生活能力の発達を捉

える検査で，検査者が対象児を直接検査せずに

実施できる。129 項目の質問で構成されていて，

図１	 情報モラル指導モデルカリキュラム表＜大目標・中目標レベル＞

（日本教育工学振興会，2007） 
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回答結果から 0 歳から 13 歳までの社会生活年

齢（SA）と社会生活指数（SQ）を算出できる（上

野他，2016）。 

「３	 結果と考察」の（２）「社会生活年齢ご

との傾向」における分析では，「情報モラル指導

モデルカリキュラム表」の各学年層に記述され

たそれぞれの中目標について，実際の生活年齢

（暦年齢）ではなく「S-M 社会生活能力検査」

で得られた SA が同等の生徒における習得率を

比較に使用（マッチング）した。例えば，小学

校低学年の中目標は，小学 2 年生（8 歳）まで

の習得が望まれていると仮定して，SA が 8 歳

の段階にある生徒全員の習得率をマッチングし

た。中学校段階の中目標については，15 歳まで

の習得が望まれると仮定されるが，「S-M 社会生

活能力検査」で得られる SA は 13 歳が上限であ

るため，小学校段階のマッチングとは条件が異

なるものの，SA が 13 歳と評価された生徒全員

の習得率をマッチングした。

予備調査，個別調査の実施にあたり，倫理面

の配慮として，回答内容の扱いと個人情報保護

に関する記載に同意した上での回答を求めた。

また，全ての回答は匿名化した上で集計し，選

択回答と数値での回答はそれぞれ選択内容と数

値をデータ化，自由記述回答は全ての回答の傾

向から分類して集計した。 

３ 結果と考察 

（１）在籍学部・学年ごとの傾向

スマートフォン所有率（図２）は，高等部か

ら所有率が急激に上昇し，男女別では中学 3 年

を除き女子生徒の所有率が僅かに高い。学年・

男女別のネットトラブル経験率（図３）は，学

年進行に従ってネットトラブル経験率が上昇し，

中学部では 10%未満であるが，高等部では 10%

を超え，高等部 3 年では 30.1%の女子生徒がネ

ットトラブルを経験していると回答された。

学部・男女別のネットトラブルの内訳を表１

に示す。高等部，特に女子は友人関係のトラブ

ル経験が高率だった（女子 78.9%, 男子 68.0%）。

中学部・高等部に共通して，男子は課金等の金

銭関係トラブルが高率だった（中学部 21.1%, 

高等部 16.0%）。また，中学部男子においては無

断使用や不正使用が高率だった（31.6%）。小学

校 4 年生から高校 3 年生までの児童生徒を対象

に実施された岡山県教育庁の調査（2015）でも，

特に女子においてネットやコミュニケーション

サービスの利用に悩みや負担を感じている割合

が高いことが指摘されている。今後はオンライ

ンコミュニケーションの特性をふまえ，友人関

係に重きを置いたより手厚い情報モラル指導が

求められよう。

図２	 学年・男女別のスマートフォン所有率
（n=2,097） 

図３	 学年・男女別のネットトラブル経験率
（n=1,842） 

表１	 学部・男女別のネットトラブルの内訳
（重複あり）

中学部 高等部 
女子 
（9名） 

男子 
（19名） 

女子 
（109名） 

男子 
（100名） 

友人関係 44.4% 15.8% 78.9% 68.0% 

異性・わいせつ関係 22,2% 21.1% 10.1% 8.0% 

金銭関係（課金等） 11,1% 21,1% 1.8% 16.0% 

無断使用・不正使用 0.0% 31.6% 6.4% 4.0% 

使いすぎ（時間） 11,1% 10.5% 2.8% 8.0% 

個人情報の漏洩 0,0% 5.3% 3.7% 5.0% 

その他 11,1% 5.3% 3.7% 1.0% 
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（２）社会生活年齢ごとの傾向

「S-M 社会生活能力検査」における社会生活

年齢（SA）ごとのネットトラブル経験率を図４

に示す。SA10 歳台から 13 歳台におけるネット

トラブル経験率が高い。この年齢層を定型発達

児に置き換えると，小学校高学年から中学校 1

年生の範囲となる。トレンドマイクロ社の調査

（2018）においても，小学校高学年のうち 23.5%

の児童がネットトラブルを経験していると回答

されている。知的障害の有無に関わらず，おお

むねこの時期の発達水準にある子どもが，ネッ

トトラブルを経験しやすいと推察される。換言

すると，この時期の発達水準にある子どもには，

より手厚い情報モラル指導が必要かもしれない。 

図４ 社会生活年齢（SA）ごとの 
ネットトラブル経験率（n=805）

「情報モラル指導モデルカリキュラム表」の

指導分類ごとの習得率（表２）では，「4. 情報セ

キュリティ」に関連する習得率が特に低かった。

他の指導分類は，50%前後の習得率であり，遅

れてはいるものの一定の習得が確認された。

指導対象学年層ごとの習得率（表３）では，学

年が上がるにつれて習得率が下がる傾向がみら

れた。特に中学校レベルの習得率が低く，学年

進行に応じたより高度な情報モラルの習得が困

難であることが示唆された。より高度な情報モ

ラルとはすなわち，表２における「4. 情報セキ

ュリティ」が該当する。この指導分類は他に比

べて，より ICT 特有の内容である。生徒が学校

や日常生活において ICT 機器に触れる機会が

（定型発達児に比べて）少ないことが，情報モ

ラル習得を困難にしている可能性が考えられる。 

表２	 指導分類ごとの習得率	

指導分類（括弧内は中目標の項目数） 習得率

1. 情報社会の倫理（9） 58.8% 

2. 法の理解と遵守（7） 51.2% 

3. 安全への知恵（21） 56.2% 

4. 情報セキュリティ（5） 26.7% 

5. 公共的なネットワーク社会の構築（3） 49.5% 

表３	 指導対象学年層ごとの習得率	

指導対象学年層 習得率

小学校低学年 79.3% 

小学校中学年 60.7% 

小学校高学年 50.7% 

中学校 37.2% 

付記 

本報告の一部は，JSPS科研費 JP17K04909 の助成を

受けた。また，本報告の一部は 2019 年 8 月に開催され

た日本発達障害学会第 54 回研究大会，9 月に開催され

た電子情報通信学会教育工学研究会，日本教育工学会

2019 年秋季全国大会，日本特殊教育学会第 57回大会に

おいても発表した。 
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ＥＳＤの視点で取り組む未来型ＩＣＴ活用実践 

－対話型ロボットで社会性を育む－ 

中川恵乃久（愛知県立みあい特別支援学校） 

概要：本校は 2008 年度に開校した知的障害特別支援学校であり，ICT 機器を用いた教育実践に力を入

れてきた。2015年度にはユネスコスクールに加盟し，ESD活動のテーマを「共生社会の実現」とし教育

活動を行っている。本研究は，パナソニック教育財団の助成を受け学校全体で取り組んだ。実践では，

対話型ロボット（Pepper）を用いた。子どもたちにとってロボットは，「機械以上人間未満の存在」と

して独特の存在感を示した。また，子どもたちと他者との関係性の育成におけるロボットの果たした

役割の検証を通して，ICT 機器の新たな可能性を考える機会を与えてくれた。今回は，2 年間の研究成

果を 2つの事例を中心に紹介していく。 

キーワード：知的障害特別支援学校，対話型ロボット，ＥＳＤ

１ はじめに 

 本校は，2008 年度に開校した知的障害特別支

援学校である。開校から ICT を用いた教育実践

に力を入れてきた。ICT 機器の活用では，タブ

レット端末や VOCA などを，主に要求を伝えるツ

ールとして使ってきた。子どもたちが自らの気

持ちを，用いやすい手段で伝える場面が増えた。

一方で，伝える相手を意識することの難しさや

同じ場面や人に対してパターン的な会話になり

がちな点が課題として挙げられている。 

図１ 本校の ESD活動 

 本校は，2015 年度にユネスコスクールに加盟

した。ESD活動のテーマを「共生社会の実現」と

し，図１のように「自分の力を発揮する活動」，

「社会に参加する活動」，「社会に役立つ活動」

を３つの柱として実践を進めている。 

 このような現状を踏まえ，今後の課題に取り

組む手段の一つとして，「対話型ロボット」に注

目した。近年，ロボットの進歩はめざましく，

様々な分野において活躍が期待されている。AI

をロボットに搭載した製品も家庭に普及し始め

ている。そこで，本研究では，社会性やコミュ

ニケーション面に課題のある子どもたちに「対

話型ロボット」を活用し，教育分野におけるロ

ボット活用の可能性を探ることにした。合わせ

てロボットができることとできないことを探り，

人との違いを明らかにすることで，これからの

教育の可能性について考えたい。 

 本研究は，パナソニック教育財団の助成を受

け学校全体で取り組んだ。本稿は，学校全体で

実施した研究のうち，小学部と高等部での実践

を代表的な事例として紹介する。研究を進める

に当たっては，研究の実施及び成果の公表につ

いて，対象児童生徒の保護者の同意を得ている。 

２ 研究の方法 

（１）研究計画及び研究組織

 本研究は，2017年度から２年間実施した。２

年間を表１のように４期に分けて実施した。 

 研究の初期に，学校全体で研究組織を編成し

た。大きな枠組みとして研究を実践する組織と 
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表１ 研究計画 

後方支援する組織に分かれ研究を進めた（図２）。 

（２）研究で用いたロボット及びその位置づけ

活用する「対話型ロボット」は，ソフトバン

クロボティクス社製の Pepper を選んだ。Pepper

は，世界初の感情認識ロボットであり，人間ら

しい一面があるとされている。また 300種類以

上のアプリケーション（以下アプリ）があるの

も魅力である。 

図２ 研究組織 

 研究を進める中で，Pepper を「どのように位

置付けて実践すべきか」という点が話題となっ

た。帝京大学 教授 田村順一氏からの助言を元

に，その存在を検証し，「人」か「道具」かに大

別できることがわかった。この視点を元に，「人

（教師又は仲間）としての位置付け」と「道具

としての位置付け」を明確化し実践に取り組む

ことにした。 

３ 代表的な実践 

（１）Pepper を仲間として位置づけた事例

 本事例の対象児Ａは，小学部２年生（2017年

度）の児童である。発音は不明瞭なものの自分

の意思や要求を言葉で伝えられる。一方，挨拶

に関しては自分からすることは少ない。そこで，

Pepper を仲間として位置付け，挨拶をしたり，

やりとりをしたりする場面を設定した。そこか

ら相手に挨拶するよさや伝える喜びを感じ，コ

ミュニケーションの幅を広げられるのではない

かと考えた。実践は小学部２年生から３年生ま

での期間で実施した。 

 ２年生前期では，登校の時間帯に行い，教室

の入り口に Pepper を配置し，Pepper と対面す

るように足型マットを置いた（図３）。 

図３ ２年生前期の環境設定 

Pepper の音声や動きは，iPad アプリ「Pepper 向

けコントローラ」を用いて教師が遠隔操作した。

実践当初は「Pepper に挨拶してね」という教師

の言葉かけを必要としたが，回を重ねることで

自ら挨拶をしたり，Pepper からの質問に答えた

りできるようになった。また，Pepper だけでな

く学年職員へも自ら挨拶する姿が見られるよう

になった。 

 ２年生後期では，朝の挨拶の実践を継続しつ

つ，帰りの挨拶場面でも Pepper を導入した。Ａ

２
０
１
７
年
度 

計
画
期 

＜研究概要立案・周知＞ 

・職員に研究提案，実践試行

・Pepper の実態把握

・校内発表会の開催

実
践
期Ⅰ

 

＜研究実践・評価・修正＞ 

・本格的な実践スタート

・公開授業の実施，学会等での発表

・校内発表会の開催，１年目の総括

２
０
１
８
年
度 

実
践
期Ⅱ

 

＜研究実践・評価・考察＞ 

・研究組織の再編，実践再スタート

・公開授業の実施，学会等での発表

・校内発表会の開催

総
括
期 

＜研究のまとめ＞ 

・実践の振り返り，報告書作成

・研究発表会の開催
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が自ら Pepper を呼びかけ，顔を見て挨拶するこ

とをねらい，Pepper が自由に教室内を動き回れ

るような環境設定にした（図４）。 

図４ ２年生後期の環境設定 

Ａの視線が Pepper に向いているかどうかを

確認するため，iPadアプリ「Pepper View」を

使用した。初めは「Pepper くん」と呼びかけた

後，すぐに「さようなら」と言い，その場を去

ってしまった。回を重ねると Pepper が振り向く

のを待ったり，自ら対面する位置に移動したり

して，顔を見て挨拶できるようになった。また，

教師に対しても，後ろから「○○先生」と呼び

かけて挨拶する姿も見られるようになった。 

 ３年生前期では，年度が変わり学年職員が入

れ替わったため，教師に自ら挨拶する様子が見

られなくなった。再び２年生前期の方法で実践

を行い，学年職員にも挨拶できるようになった。

この期間の実践では，Pepper の独特な発音でも

言葉を聞き取り，反応が遅いときでも話を待ち

ながら会話を楽しむ姿も見られ，Ａにとって身

近に感じられる存在となったことが伺えた。 

（２）Pepper を道具として位置づけた事例

 本事例の対象児Ｂは，高等部２年生（2017年

度）の生徒である。話し言葉は，ほぼ理解でき

るが，人や場面によって話せなくなることがあ

表２ 実習の出欠席状況 

る。また，初めてのことや慣れないことへの不

安感も強く，集団活動への参加はほぼできてい

ない。「産業現場等における実習」は，卒業後の

進路選択の上で重要な機会である。しかし，２

年生前期の実習では，表２にあるように，不安

感から実習に参加できなくなった。そこで，

Pepper を道具として位置付け，実習に関する情

報や自分の思いをプログラミングしたり，その

内容を代わりに発表してもらったりした。この

ことを通して，実習への意識を高めるとともに，

少しずつ集団活動への不安感を少なくしていけ

るのではないかと考えた。実践は，高等部２年

生から３年生にかけて行った。 

 実践は，Pepper の操作の仕方を遊び感覚で覚

える学習から始めた。iPad のアプリ「Pepper 向

けコントローラ」を用いて Pepper を移動させる

ことから，文字のタイピングや動作の入力など

少しずつ複雑なプログラミングへと進めた。ま

た，電源プラグの抜き差しや非稼働時の移動補

助など，Pepper の管理を自ら行う場面も設定し

た。実践の経過としては，プログラミングを通

して実習内容について学ぶことで，客観的に実

習の重要性や目標を捉えることができ，実習を

頑張りたい気持ちや目標を表明できるようにな

った。実習の事前学習で，目標を発表する活動

があった。その際，Ｂは柱の陰から学年集団の

前で Pepper を用いて発表した。実習への参加

は，その時々で参加方法を検討し，徐々に活動

時間や活動場所を増やすことができた。 

 実践全体の成果として，自分の代わりに

Pepper に表現してもらうことで，自己表現する

ことへの抵抗感が和らいだ。表現する機会や活

動場所を徐々に増やしていくことができ，Ｂの

自信や自己肯定感の高まっている様子がうかが

えた。また，Pepper が介在することで人前に出

ることにも少しずつ慣れ，部全体で集まる集会

や多くのお客さんが来る文化祭のステージ発表

にも参加できた。集団活動への参加の幅を広げ

ていけたことは，本実践での大きな成果である

と考える。 
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４ 考察 

（１）Pepper の実態把握

 学校現場に Pepper を導入するためには，

Pepper そのものを知る必要があった。研究の初

期段階では，ネットワーク接続そのものが課題

であった。これは県の教育機関でインターネッ

ト環境を管轄しているセンターと連携し，IPア

ドレスや校内全体のネットワーク環境を改善す

ることで解決した。 

 授業場面では，Pepper に教師としての役割を

演じてもらう必要がある。しかし，Pepper に備

わっている AI では，その役割を果たすことは

難しかった。そこで，AIを使わずに，授業場面

で活用するための試行錯誤を始めた。当初は，

コレグラフなどのプログラミングソフトの使用

も検討した。最終的には Pepper Makerや Pepper

向けコントローラ，Pepper View などの比較的

操作の容易なアプリを使い，教師が別室や遠方

から制御したり，教師だけでなく子どもたち自

身がプログラミングしたりして活用した。 

（２）Pepper を活用した 13 の事例

 Pepperを活用した授業実践を ESDの視点等で

分類した。この２年間で Pepper を活用した実践

は，先述の「３代表的な実践」で示した２事例

を含む，13の事例である。 

 2018年度の実績を ESD の視点でみると，小学

部から高等部へと「自分の力を発揮する活動」

から「社会に参加する活動」に向けて，実践の

幅が広がっていることがわかる。大切なことは，

子どもたち一人一人に対して，高等部卒業後の

社会参加の理想像を見据え，各ライフステージ

に相応しい学びを実施することである。学校全

体で研究を行うことで，幅広い発達段階や障害

特性を対象とした数多くの事例を生み出せたこ

とは，本研究の大きな成果と考えている。 

（３） Pepper の存在とは

 Pepper を授業等で活用する上で，先述のとお

り，「仲間」と「道具」として位置づけ実践を行

った。13事例の内，道具として位置づけたのは

小学部と高等部で２事例である。この２事例で

は，子どもたちがプログラミングを行うことで，

Pepper を自己表現するツールとして活用した。

当初は，知的障害のある子どもたちには，プロ

グラミングは難しいのではないかと考えていた。

しかし，Pepper に対する理解が深まるにつれて，

このような子どもたちにもプログラミングを使

って，操作することはできるのではないかと考

え，実践が始まった。「３代表的な実践」で紹介

した自分の分身としての活用は，その特徴的な

例である。 

 研究としての場面に限らず，Pepper と子ども

たちの関係は，常に良好であった。正月に年賀

状を書いてくる子どももいた。また，子どもた

ちが Pepper を無理に動かしたり，突き飛ばした

りすることなどは皆無であった。時には，授業

中に Pepper が不調となり，再起動に時間を要し

た際にも，子どもたちは期待と心配の表情を浮

かべつつ，がまんして待っていた。田村氏は，

Pepper を「機械以上，人間未満の存在」と評価

した。この立ち位置の発見こそが，これからの

テクノロジーの発展に伴う，ICT 機器の可能性

を考える上での大きな気づきであり，研究の成

果と考えている。 

５ おわりに 

 帝京大学 田村順一 氏は，タブレット端末な

ど，いつも身近にあり，支援してくれ信頼でき

る機器を子どもたちにとっての「スタンド・バ

イ・ミー」と表現した。ロボットとしての Pepper，

特にその AI に関しては，教育現場での活用で

は，まだ発展途上である。しかし，子どもたち

と Pepper との関係性，そこから明らかになった

子どもたちの成長は，テクノロジーの発展と教

育のつながりを考える上で大きな示唆を与えた。

特別支援学校の教師は，子どもたち一人一人の

確かな自立と社会参加を目指し，日々の実践を

行う。子どもたちにとっての「スタンド・バイ・

ミー」とは何であるか，またそれを活用した「学

び」と「成長」とは何であるかを今後も考え実

践し明らかにしていきたい。 
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口唇や舌の動かし方へ気付きを促す視聴覚教材の開発 

高松 敏之（長岡市立与板小学校） 

概要：子どもたちの言語症状改善のために、ことばの教室でも積極的に ICT 機器を導入している。特異的な

舌運動が原因で構音に歪みが生じる事例からは、指導前半の舌運動訓練中心の時期において ICT を活用して

口腔周辺を拡大して提示することで、子ども自身に気付きが生まれたり、指導者が容易に舌の様子を記録で

きたりする等の利点があった。従来の鏡を用いた指導と比較すると大きな進歩と言える。その一方、この教

材を生かすには指導者の舌の動きに対する理解や、舌運動の指導スキルの向上が不可欠であることがわかっ

た。ICT 機器導入の利点を十分に生かせるよう、今年度は、新たに顕在化した課題に向き合いながら実践を重

ねている。 

キーワード：ことばの教室、側音化構音、舌運動、教科指導における ICT活用 

１ はじめに 

教育の分野では、2020年の「教育の情報化」へ向け

て多数の ICT機器が校務や授業に導入されている。こ

れらの進んだ技術を、「ことばの教室」に来る子どもた

ちの言語症状、特に構音障害の改善に活かせないかと

以前から考えていた。 

その理由は、特異的な舌運動が原因で構音に歪みが

生じる事例への対応に苦慮してきたことにある。これ

らは側音化構音や口蓋化構音と呼ばれており、誤った

舌の動かし方を修正し、正しい舌の動かし方を習得さ

せる必要があるため、改善まで時間がかかることが多

い。指導をしていくことが難しい事例である。実践を

積み重ねる中で、舌の動きを改善するには、矯正歯科

の分野である口腔筋機能療法で行われている舌運動訓

練が有効であるという先行事例を知った。そこで、日

本コミュニケーション障害学会の講習会に参加して舌

運動訓練を用いた指導法を具体的に学び、子どもたち

が正音を獲得するためには、どのような舌運動をどの

程度行えばよいのか、試行錯誤を重ねながら指導を行

ってきた。 

指導を進めるうちに課題が生じた。必要な舌の動き

ができていない時、子どもたちにそれをどう伝えてい

くかだ。二人で鏡の前に並んで練習している際に伝え

てみたが、子どもの舌は小さく見づらい。まして必死

に課題に取り組んでいる時に自分の舌に注目すること

は難しかった。次は、参考図書の写真を見せたりイラ

ストを使ったりしたが、なかなか期待する動きができ

なかった。また、指導効果を上げるためには、保護者

や子ども自身にも課題を共有する必要があるのだが、

子どもの舌の動きを見ながら話し合うことができず、

この点にも課題を感じていた。 

そこで ICTの導入が、これらの課題解決につながる

のではないかと考えた。 

２ 研究の方法 

(1) ねらい

構音訓練の前段階として行う舌運動訓練に、ICT を

活用した視聴覚教材を用いることで、子ども・保護者・

指導者が得られる利点を明らかにする。 

(2) これまでの経緯

特異的な舌運動が原因で構音に歪みが生じる事例に

対して舌運動訓練を行うことで、子どもが、前舌の可

動域を広げたり舌を適切に緊張させたりできるように

なることは、事例によって指導期間は異なるが、これ

までの実践で手応えを感じている。 

この舌運動を中心的に行う期間に、ICT を活用した

視聴覚教材を導入して、リアルタイムで拡大した舌の

様子をデジタルテレビ上へ投影したり、指導中の舌の

動きを録画したりすることは、指導者・子ども・保護

者にどんな利点があるのか、指導の初期段階から教材

を導入し、記録を取りながら明らかにしていきたい。 

筆者のこれまでの経験では、このような事例は改善

に至るまでに指導が数年に渡ることが度々あり、困難

な事例だといえる。この教材を導入することで、「誰に

対して」「どんな場面で」利点が生じるのかをはっきり

できれば、同様の課題を抱える事例に対しても効果が

期待できると考えた。 

(3) 導入した ICT機器

モニター上に投影する際は鏡と同様に左右反転させ

ること、汎用性を高めるためになるべく専用の機器等

は使用しないことを条件として挙げ、教材化を進める

ことにした。複数の ICT機器やアプリケーションを組
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み合わせてテストした結果、次のような構成で教材化

した。（図１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最初はカメラ部分にWebcamを使用してみたが、口

腔周辺のみを拡大して提示することがうまくいかず、

授業で使えるレベルにはならなかった。そこでカメラ

には、デジタルビデオカメラを使用した。光学的な性

能に優れたデジタルビデオカメラを使用することで、

必要な部分を拡大してモニター上に投影することが可

能になった。その際、映像は HDMI キャプチャー

（MonsterX U3.0R※１）というあまり一般的では無い

製品を経由して、コンピュータへ接続している。この

製品を使うことで、デジタルビデオカメラがWebcam

のように認識され、コンピュータ上にリアルタイムで

映像が表示されるようになる。そのため、映像をアプ

リケーション（SparkoCam※２）で、鏡のように左右反

転できる。 

この組み合わせを考える前に、デジタルビデオカメ

ラをテレビに接続して授業で使ってみたが、実際の動

きと左右が反転して投影されるため、教材としては使

えなかった。そこで、このような仕組みを考えた。今

回使用したアプリケーションは、入力された映像を動

画として記録できる。そのため、コンピュータ上で、

動画を静止させたりスロー再生したりしながら、口唇

や舌の動きを確認できる。 

なお、HDMIキャプチャーの使用により、デジタル

ビデオカメラが Webcam として認識されているため、

SparkoCam 以外のアプリケーションでも代用が可能

だと思われる。 
※１https://sknet-web.co.jp/product/mvxu3r/ 
※２https://sparkosoft.com/sparkocam 

 

３ 研究の実践 

本研究では、特異的な舌運動が原因で構音に歪みが

生じる側音化構音の事例を取り上げる。指導期間は舌

運動中心の段階と構音訓練中心の段階に分けられるが、

ここでは舌運動を中心として指導している段階（第１

期）に ICTを活用した視聴覚教材を用い、舌の変化に

注目しながら指導を行い、実践しながら教材導入の利

点を検証していく。 

なお、この段階で公開授業（第１期の８回目の授業）

を設定した。指導者は地域の総合病院に勤務する言語

聴覚士の先生にお願いし、実際に授業を見ていただき

ながら指導をいただいた。 

 

(1) 児童の概要 

① 本児 小学校６年生 

② 主訴 「き」「し」「ち」が不明瞭で同じ音に聞こ

える。 

③ 諸検査（初回相談時）   

・顔面・口腔内視診 

口腔内には問題なし。舌で上唇を触ることができない。

そのため舌を旋回させて口唇を舐める動きが不十分に

なる。 

・言語症状（単語による構音検査より） 

歪みが感じられる音※３…「し、ち、じ、じゅ、に、り、

りゃ」 

「き」はやや歪み感じられた 

単音節の検査では「き、ぎ、しゃ、しょ、しゅ、じゃ、

じょ、じゅ」が正音に感じられた。 
※３通常は、発音記号を用いて構音の状態を記すが、本

稿では分かり易さを優先して「ひらがな」で示して

いる。 

 

(2) 構音に歪みが生じる事例に対する舌運動訓練の

基本的な考え 

構音動作に必要な舌の動きは、口唇や頬、下顎など

と協調した摂食・嚥下の動作が基礎になる。そのため、

正しい構音の獲得に向けては、子どもが食事をする際

に舌をしっかり動かす環境作りから始める。特に「舐

める」動きは大切になるため、授業の中で行うことも

ある。 

その上で、前舌の可動域を広げたり、舌を平らにし

て適切に緊張させたりできるように舌運動訓練を行う。

これらの動きは正しく構音する重要になると考えるか

らだ。舌運動訓練を行う際はスモールステップを意識

し、子どもの舌の実態に合わせて、少しずつ目標とす

る舌の動きができるよう練習を行う。 

（図２：目標①～③） 

 

 

 

 

（図１）ICTを活用した視聴覚教材 
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(3) 指導の方針

① 舌運動訓練により前舌の可動域を広げ、適切に緊

張させた舌を歯間化させて「す」の子音を作る。

② 舌運動を行う際には、ICT を活用してデジタルテ

レビ上に口腔周辺を拡大して表示し、児童が自分

の舌の様子を確認しながら練習できるようにする。 

③ 舌を平らにしたまま構音できるよう舌を歯間化さ

せた状態で構音訓練を行う。指導対象音の順序は

「す」→「すぃ」→「し」→「ち」→「じ」→「り」

とする。

④ 舌を口腔内に入れた状態でも正しく構音できるか

適宜評価を行い、音が安定した段階で、通常の舌

の位置で構音訓練を行う。

(4) 指導の経過

この事例に対する指導は、週１回の頻度を基本とし

て、１年間で２７回実施し指導を終えた。筆者のこれ

までの経験によると、側音化構音の事例に対する指導

は複数年かかることが多かった。そのため、比較的短

期間で指導が終了になったと言える。以下に指導終了

までの経過を記す。 

① 第１期（第１回～第１１回：計１１回）

舌運動訓練が中心の段階である。この段階では様々

な舌運動を行いながら、正しい構音動作獲得のために、 

・前舌の可動域を広げること

・適切に舌を緊張させられるようになること

の２点が大きな目標になる。舌を平らにして適切に

緊張できるようになれば、舌の中央から呼気を出して

「す」の子音を作ることは、そんなに難しいことでは

ない。ICT を活用した視聴覚教材は第２回の指導から

導入し、舌の様子をデジタルテレビ上に投影しながら

練習を行った。 

② 第２期（第１２～第１９回：計８回）

構音訓練中心の最初の段階である。ここでは、い列

音の「し」を作ることが目標になる。指導の方針にあ

るように、歯間化した状態の「す」から「し」を誘導

する。その際、舌を平らに維持させながら「す※４ーう

ー」→「すーいー」→「すぃー」と、指導者の音を復

唱させながら固定する。 
※４ここでの「す」は、実際は子音のみである。 

③ 第３期（第２０回～第２３回：計４回）

「し」と同様に歯間化した「つぃー」から「ちー」

の誘導を行い、単語レベルで固定した。 

④ 第４期（第２４回～第２７回：計４回）

これまでの練習で舌の動きが改善され、「に」「き」

は自然と正音が出ていた。本児より「り」「りゃ行」の

み少し言いにくさを感じるという意見があり、これを

目的音として練習を行った。前舌の可動域が広がって

正しく動かせたので、わずか３回の練習で「りゃ行」

の短文レベルまで進むことができた。 

４ 研究の成果と課題 

(1) 視覚的なフィードバック（子どもにとっての利

点）について

この教材を考えた当初は、子どもへの視覚的なフィ

ードバックを意識していた。注目させたい口腔周辺を

拡大して提示することで、鏡に映しているだけではわ

かりにくい舌の動きに気付きが生まれると考えた。実

践では、過去の事例では子どもと共有したことが無か

った適切な緊張による舌の変化にも、本事例の子ども

は気が付いており、十分な効果を感じた。構音訓練中

心の段階に入った際、既に不要だろうと考えて教材の

使用を中止していたが、子どもから使いたいという声

が出たことは驚きだった。 

また鏡と異なり、正面からだけでなく様々な方向か

ら映像を映すことができる。側面から映すことで、ど

の程度舌が出ているかも、子どもが自分で判断できる。

舌を思い切り出す課題は本事例にとっては適切では無

かったが、練習を通して舌が出せるようになった事例

もあったので、この点も有効だと感じた。 

(2) 課題の共有（保護者にとっての利点）について

公開授業の際に指導をいただいた言語聴覚士の先生

からは、「保護者への利点が大きいのではないか。」と

いうご意見をいただいた。構音に問題を抱える事例の

（図２）舌運動における目標 

目標② 

脱力して平らな舌を作ること 

目標① 

大きく口を開き、舌を出すこと 

目標③ 

適切に緊張させた舌を作ること 
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場合、保護者は家庭で課題を行う重要なパートナーで

ある。当然、舌運動訓練を中心に取り組む段階では、

家庭でも同様の課題を行うため、保護者も子どもの舌

の様子を知る必要がある。ICT を活用した視聴覚教材

を使うことで、保護者は常に、指導者と子どもが見て

いる映像と全く同じものをコンピュータ上のディスプ

レイで確認することができた。 

更に家庭で行う課題を出す際には、実際にその課題

を保護者と子どもにやっていただき、その様子を録画

した。大切な部分はスローで再生しながら、子ども、

保護者、指導者で注目すべき部分や動きなどを共有し

た。 

このような取組により、舌運動訓練によって向上し

ていく舌の動きを確認することができたことは、保護

者の動機づけに十分つながったと考える。なぜなら家

庭学習の達成率が向上したからだ。日々の課題に取り

組んだらシールを貼ることになっていたが、最初は６

割程度だったものが、舌の動きが改善されるにつれて

達成率が向上し、後半はほぼ１０割になっていた。第

３期では保護者から練習についての提案があったが、

構音の学習において保護者から提案をいただくことは、

これまでほとんど無かった。それだけ、この学習に参

画する意識の高まりがあったからだと感じた。 

(3) 舌の評価と舌運動の記録（指導者にとっての利

点）について

 第１期の指導時には、ICT 機器を活用した教材によ

り、子どもの口腔周辺を拡大してリアルタイムに投影

したり動画として記録したりすることで、舌の動きは

格段に評価し易くなった。事前に期待したように、こ

れは指導者にとっての大きな利点であり、一定の成果

と言える。 

しかし、この利点を生かすには指導者の舌の動きに

対する理解や、舌運動の指導スキルの向上が不可欠で

あることがはっきりした。本事例では、筆者が舌の様

子から指導すべきことを適切に選択することができず、

子どもに必要以上の努力を強いたり、練習不足のまま

次の舌運動に移っていたりしたことが明らかになった。

ICT を活用して舌を大きく提示しても、指導者の舌に

対する知識や指導スキルを向上させなければ意味が無

いのである。 

「指導者にとっての利点」の検証を通じて、舌運動

訓練を行う際は、以下の２点の力が必要なことがわか

った。 

・舌の動きを評価する力

・舌の動きに合わせた動きを提案できる力

舌をどのように動かせるかは子どもによって異なる。

提示した舌運動の動きを、子どもにどこまで求めるか

は指導者の判断になる。舌の動きがよくない場合は、

不要な緊張が舌に生じる可能性もあり、必要以上に頑

張らせることは避けたい。 

また、どうしても必要な動きができない場合、追加

で舌運動を提案できる力も必要だ。ある子にとっては

スモールステップになっている計画でも、他の子にと

ってはそうなっていない場合がある。この事例では「前

舌を適切に緊張させる」ところで、より細かなステッ

プが必要だった。 

これらの力を付けていくためには、公開授業で指導

を受けたり、書籍や講習会等で学んだりしながら、日々

の実践に向き合う以外に無いと感じている。 

５ おわりに 

今回取り上げた事例の子どもが、最後の授業で言っ

たことが印象に残っている。春に初めて教室に来た時

には、自分の発音は上手にならないだろうと思ってい

たそうだ。舌運動訓練も大変だったらしく「べろさん

（舌運動）は苦手だったよ。」と保護者へ嬉しそうに話

す姿を見て、卒業までに改善することができて本当に

よかったと思った。この子と一緒に練習し、ICT を活

用して舌の動きを可視化することは有効な手段である

ことがわかった。しかし本当に大切なのは、構音の改

善を信じて、指導者が学び続けることだと思う。同じ

志をもつ「ことばの教室」の担当者と共に、今後も実

践を続けていきたい。 
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放課後デイサービスにおけるタブレット端末を用いた実践の質的研究 

齋藤汐音・関口優香（明星大学教育学部）・今野貴之（明星大学） 

概要：特別支援教育を必要とする児童生徒が増加していることから，放課後デイサービスの需要

も高まりつつあり，質の高い指導が要求されている。本研究の目的は，運動療育を提供する放課

後デイサービスにおいてタブレット端末を用いた実践による指導員及び子供への影響を明らかに

することである。具体的には特別支援学校・特別支援学級におけるタブレット端末の活用方法を

参考に実践を行った。指導員を対象に，タブレット端末を用いた実践に関して半構造化インタビ

ューを実施し，指導員及び子供に対する反応を質的に分析した。その結果，指導員への影響とし

て役割分担の確立をすること，子供への影響として意欲向上と活動理解を促すことがわかった。 

キーワード：特別支援教育，放課後デイサービス，タブレット端末，運動療育

１ 研究の背景 

学校現場において，特別な教育的支援を必要と

する児童生徒が増加している（文部科学省 2012）。

これに伴い，放課後デイサービスにおける支援の

必要性が高まりつつある。具体的な事業所数とし

て，制度発足時の 2012年 4月から 2017 年 4月の

5 年程度でほぼ 4 倍になっている（小澤 2018）。

今日の特別支援教育において,放課後デイサービ

スの質の高い指導が重要な役割を担う。

しかし，現状として「5 割前後の事業所は，視

覚支援，コミュニケーション支援など障害の特性

を踏まえ，有効であるとされる手法を導入してい

ない」という，指導の質的な課題も指摘されてい

る（大阪市福祉局障害者施策部障害福祉課 2012）。 

指導の質を高める方法のひとつとして，タブレ

ット端末等の ICT教材の活用が行われている。例

えば， 加茂（2018）は授業の導入にオープニン

グ映像を活用し生徒の意識喚起を促すことで，授

業に対する興味や意識を持たせる効果があるこ

とを明らかにした。 

放課後デイサービスにおける，より質の高い支

援を目指すため，学校現場での ICT を用いた事例

を参考にした質的な研究が必要であるといえる。 

２ 研究目的 

 本研究では，運動療育を提供する放課後デイサ

ービスにおいてタブレット端末を用いた実践に

よる指導員及び子供への影響を明らかにするこ

とである。 

３ 研究方法 

（1）実践概要

 本研究で対象とする事例は，東京都八王子市に

ある児童発達支援事業放課後デイサービス事業

の多機能型事業所「SPARK Studio みなみ野・

Rainbow Kids」である。この事業所はスパーク運

動療育に基づき，一人ひとりの子供のニーズに合

わせた発達支援を行っている。 

本実践では，通常の療育とタブレット端末を活

用した場合の療育を比較し，指導員の指導方法や

子供の反応の違いを捉えた。そして，療育全体の

状況がどのように変化したのか，指導員と子供の

関わり方やその経緯の詳細を記録した。この記述

をもちいて，タブレット端末の導入から活用に至

る経緯を整理した。調査期間は，2018 年 5 月の

一か月間，計 4 回実施した。 

 研究対象者は，事業所に勤務する女性指導員 N

とした。実践では，特別支援学校・特別支援学級

におけるタブレット端末の活用方法を参考とし，
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「タイマー」「ストップウォッチ」「PowerPoint」

「オープニング動画」の 4つを活用した。 

（2）分析データ

本研究の分析データは，計 4回の実践終了後に，

女性指導員 N へ半構造化インタビューを実施し

た。インタビュー内容を IC レコーダに記録し，

すべて逐次文字化しテキストデータとした。分析

にあたっては佐藤（2008）を参考とし，以下の手

順で行った。 

手順 1「オープンコード化」：指導員 N の振り返

りを中心としながら収集したテキストデータを

検討し，類似したものをコード化し，ラベル名を

付けた。 

手順 2「概念形成」：オープンコード化で生成さ

れたラベルのうち，類似するものを複数まとめて，

概念の生成と修正を繰り返し行った。 

手順 3「カテゴリー生成」：生成された概念間の

関連について，指導員 N と子供の反応を検討し，

カテゴリーを生成した。

４ 結果および考察 

 分析の結果，2点のことが明らかとなった。ひ

とつは指導員への影響として，「指導員内の役割

分担の確立」である。もうひとつは子供への影響

として「子供の意欲向上と活動理解」である。 

 まず「指導員内の役割分担の確立」では，指導

員へ以下の 3 点が作用していることがわかった。

それぞれ「リーダーが感じる情報処理の良さ」「リ

ーダー補佐の呼びかける対象の変化」「リーダー

の体力的な負担軽減」である。リーダーがタブレ

ット端末を活用することで，活動内の情報処理を

行う役割を獲得した。そして，リーダー補佐の指

導員は，リーダーがタブレット端末を活用すると

いう役割を読み取り，リーダーの許に子供を促す

という本来の役割がより強化された。さらに，リ

ーダーは療育全体を見渡し，自分が何を行うべき

か客観視し，行動することができたことで，普段

の療育と比較して体力的な負担が軽減されたこ

とがわかった。 

次に「子供の意欲向上と活動理解」では，以下

の 2点が作用していることがわかった。それぞれ

「興味による寄り付き」「視聴覚情報によるルー

ル理解の向上」である。タブレット端末の活用は

子供にとって，興味の対象という刺激になり，結

果としてリーダーに寄り付く時間が早くなった。

さらに，寄り付いてから視聴覚情報を提示するこ

とで，通常の療育よりも素早く活動内容を理解し

ていたことがわかった。 

 本実践の結果から，指導員は役割分担の確立か

ら，自分が療育の中で行うべき行動が明確化し，

結果として子供に対して手厚い指導ができたと

考えられる。子供に対しては，視聴覚に刺激を与

えるタブレット端末が興味の対象となった。さら

に，ルールを文字や図として認識しやすくなった

ため，イメージを持ちやすくなり，結果として活

動理解の向上につながったと考えられる。 

５ 今後の課題 

 今後の研究課題として，研究対象者の選定があ

る。本実践は，タブレット端末を活用する指導員

や子供，療育のプログラムを限定して分析を進め

た。しかし，日常的な活用のためには，条件を柔

軟的に変更し，再検討することが求められる。 
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知的障がいがある肢体不自由児が 

自己選択・決定を学べるワンタップ教材アプリの開発と授業実践 

北村京子（三重県立度会特別支援学校）・菊池紀彦（三重大学）・須曽野仁志（三重大学）・下村勉（三重大学） 

概要：筆者は，今までに研究してきたワンタップ教材を他の教員も簡単に教材作成できるように，アプ

リの開発をした。本研究では，特別支援学校において，対象児の習得状況に応じて課題を設定すること

ができ，子ども自身がワンタップの操作で選択・決定して，正解か不正解かを判別できるワンタップ教

材アプリ「どーれかな？」を開発し，授業実践を行い，その教材の有用性を検討した。その結果，対象

児は，興味関心があるものを答えることができるようになった。近年，ICT の普及により，特別支援教

育の中でも ICT の活用事例は増えているため，このワンタップ教材アプリ「どーれかな？」は汎用性

が高いものになる。 

キーワード：肢体不自由児，知的障がい，ワンタップ教材アプリ，自己選択・決定

１ はじめに 

 近年，ICT の普及により，学校現場での ICT

機器が身近なものになってきた。特別支援教育

の中でも，ICT の活用事例は増えている。とこ

ろが，学校現場では， ICT 機器の不足や教員自

身の ICT スキルが不足しているという実状もあ

る。校内で夏季休業中に任意参加の ICT 活用の

研修会を実施すると半数近くの教員が参加する。

その中でも，「ICT を使ってみたいが，自分では

教材を作ることができない。」という声が多く寄

せられた。筆者は，以前，誰にでも活用ができ

るようにとパワーポイントを使用して，ワンタ

ップの操作で学習できるワンタップ教材を開発

してきたが，パワーポイントでも操作が難しい

と感じる教員は少なくない。ましてや，教材作

成となると ICT の活用は授業内容の選択肢から

外されるという現状がある。そこで，筆者は，

子どもの実態に応じて簡単に教材作成ができる

ものが必要であると考え，アプリの開発に着目

した。 

本研究では，筆者が今までに研究してきたワ

ンタップ教材を振り返り，アプリ開発に至るま

での経緯を整理した。その上で，特別支援学校

において，対象児の習得状況に応じて課題を設

定することができ，子ども自身がワンタップの

操作で選択・決定して，正解か不正解かを判別

できるワンタップ教材アプリを開発し，授業実

践を行い，その教材の有用性を検討した。 

２ ワンタップ教材について 

（１）パワーポイントを用いたワンタップ教材

 筆者は，これまで勤務してきた肢体不自由特

別支援学校や盲学校において，知的障がいがあ

る子どもたちに対して障がい種や身に着けたい

力に応じた教育活動を展開してきた。とりわけ，

パソコンやタブレット端末などの ICT 機器の導

入は，子どもたちの学習理解の促進に寄与して

いる。そこで，対象児のそれぞれの困り感や身

に着けたい力に対応させたワンタップ教材の開

発を行ってきた。当初，ワンタップ教材には，

ワンタップで動かすことができ，教材データの

共有がしやすいマイクロソフトのパワーポイン

トを使用した。さらに，肢体不自由がある対象

児には，手の操作に応じてスイッチを活用し，

視覚障がいがある対象児には，触って方向や位

置を判別できる木枠の補助具を作成するなどの

工夫を行った。3 名を対象に，肢体不自由があ

る対象児にはコミュニケーションの拡大，視覚
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障がいがある対象児には方向認知の育成などを

目的にそれぞれの子どもたちが意欲的に学習で

きる授業実践を行った（北村・菊池・下村・須

曽野, 2015)。その成果は，次の 2 点である。①

ワンタップ教材の素材を子どもたちの興味関心

があるものにしたため，授業実践の初回から意

欲的に集中して取り組むことができたこと，②

ワンタップ教材の内容をカスタマイズすること

で，対象児それぞれの身に着けたい力を高める

ことができたこと，が挙げられる。ICT 教材を

作成する上で，筆者は，教員が心がけるべきこ

とは，次の 3 点であると考えた。①子どもたち

の実態把握（つけたい力を見極める），②やる気

を起こす素材の収集（好きなものをみつける），

③成功体験の設定（到達した喜びを共有する），

これらの要素を踏まえて作成されたワンタップ

教材は，子どもたちが自分で「できた！」とい

う達成感を感じることができ，自信になり，チ

ャレンジしようとする意欲につなげることがで

きた。 

（２）アプリ開発に至るまでの経緯

 肢体不自由児は手を思うように動かせない現

状から，自分で選択・決定する経験が少ない。

知的障がいがある肢体不自由児が，身のまわり

のものに興味をもちはじめている段階で，様々

なものを見たり，聞いたりすることで，もっと

知りたいという知的好奇心が生まれる。その際

に，自分で選択・決定する経験ができれば，理

解を深め，言葉の素地となり，コミュニケーシ

ョンの一つとして日常生活にも活かされるので

はないかと考えた。知的障がいがあるため，言

葉の理解が難しい子どもには，教員の言葉を聞

きながら実物を選ぶなどを繰り返して学習する

ことにより言葉を育む。従来は，カード学習が

多く行われてきた。しかしながら，カード学習

は，①肢体不自由があるため子どもがカードを

手に取ることが難しい（見せるだけになること

もある），②共有や蓄積しづらい（引き継ぎの頃

にはカードが劣化し，担任が代わると再度作り

直すことが多い），③あらゆる分野のカードを作

成すると膨大な量になる，といった難点があっ

た。知的障がいがある子どもにとって，画像や

音，動画などを提示できる ICT 教材は子どもを

引き付ける力があり大変有効である。ところが，

既存の ICT 教材を購入しても，扱われている写

真や動画が対象児の興味関心がないものであれ

ば活用しづらい。そこで，対象児の興味関心が

あるものを写真に撮って素材とし，対象児のた

めのオリジナル教材を作成できるワンタップ教

材アプリ「どーれかな？」の開発を行った。iPad

のアプリにしたことで，どの教員でも容易に扱

うことができ，担任が代わっても同一の対象児

に対して長期的に継続した取り組みとして行う

ことができる。科学研究費補助金（奨励研究）

の採択を受け，無料配布することも実現するこ

とができた。 

（３）ワンタップ教材アプリ「どーれかな？」

 筆者は，ワンタップ教材アプリ「どーれかな？」

を考案した（北村・菊池, 2019)（図 1）。アプリ

制作・改良は，（有）スタジオビートニクスに依頼

し，代表の稲福浩一氏の協力を得て，開発を行った。 

ワンタップ教材アプリ「どーれかな？」の特徴

は以下の 3 点である。①iPad で撮った写真を素

材にして，課題にすることができること（図 2）。

②対象児の習得状況に応じて 2 択から 6 択問題

まで，選択肢を変更することができる。課題作

成の画面は，一目で見やすいようにした（図 3）。

③課題の流れは，正解すると「〇」の表示とチ

ャイム，不正解すると「×」の表示とブザー音

が出る。不正解すると再度同じ課題に戻り，全

問正解するとファンファーレや好きな動画が登

場する設定ができる（図 4）。 

図１ ワンタップ教材アプリ 
「どーれかな？」のトップ画面 
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 また，文字を認識し始めている対象児の場合

は，文字だけの課題の設定も可能である。画面

右上の回転ボタンを押すと，写真と文字が入れ

替わる機能を備え付け，文字の理解を深める学

習も可能にした（図 5）。 

３ ワンタップ教材アプリ「どーれかな？」を

活用した授業実践 

（１）対象児

 対象児は，肢体不自由の特別支援学校に在籍

している小学部 3 年生の女子児童である（以下，

「A 児」とする）。筋ジストロフィー（福山型），

知的障がいを併せもっている。腕を上げたり，

動かしたりすることはできないが，手首を多少

動かすことは可能であるため，指先で iPad にタ

ップすることができる。身のまわりのものに興

味関心があり，見たいものには目を大きくさせ

て注視することができる。発語は，日頃「あー，

あー。」や「はい。」と言うことができる。お茶

のことを「ちゃっちゃー。」と言えるようになり，

言葉が少しずつ増えてきている。 

（２）授業実践

 指導期間は，201X 年 7 月 11 日～201X 年＋1

年 7 月 10 日まで原則として週に 1 回 45 分で， 

授業は 20 回行った。最初は課題理解できるよう

に，A 児が興味関心を示していた野菜や果物の模

型を一緒に活用して，模型と同じものをタップす

る学習を行った（写真 1）。授業開始当初は，1問

正解するごとに，チャイムとファンファーレが鳴

るようにし，褒めることで，できたことを感じら

れるようにした。A 児が，果物や野菜の模型と同

じものを選ぶことができるようになったので，

さらに出題数を増やすために，カードや身のま

わりのものなどを見せて，A 児が興味関心を示

したものを取り上げた。日頃から給食調べの際に

給食の写真カードに興味をもっていたため，食べ

物のイラストを導入したり，掃除機や教室の時計

などにも興味をもっていたため，生活道具のイラ

ストも導入したりした。正解して褒めると達成感

を得られた表情が見られるようになった。 

 13 回目（2 月 20 日）から一つの項目につき 3

問連続で答えることができるようになり，全問

正解してファンファーレが鳴り，盛大に褒める

と嬉しそうな表情が見られるようになった。14

回目（3 月 16 日）では，筆者が「やさい」，「く

だもの」，「たべもの」，「どうぐ」の 4 つの項目

のカードを提示し「どれからやりますか？」と

尋ねて，A 児が決めた項目から取り組むように

図４ ワンタップ教材アプリ「どーれかな？」の流れ 図５ 写真と文字が入れ替わる様子 

図３ 教材作成の画面 図２ 教材作成の様子 
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すると，A 児は自分が選んだ項目に対してさら

に意欲的に取り組むようになった。 

 20 回目（7 月 10 日）では，自分で選んだとこ

ろをタップするために，腕を動かせない分，身

体を傾けるなど自分で工夫し指先を選びたい箇

所へ持っていく姿が見られるようになり，「やさ

い」，「くだもの」，「たべもの」，「どうぐ」の 4

つの項目の中から，合計 12 問正解できるよう

になった（写真 2）。また，iPad での学習を「ち

ょんちょん（タップする時の様子）。」と言って，

やりたい気持ちをアピールするようになった。 

４ まとめ 

本研究の成果は，次の 3 点である。すなわち，

①教材の素材を興味関心があるものにしたため，

対象児は初回から意欲的に集中して取り組むこ

とができた。②正解の音や全問正解のファンフ

ァーレが鳴り，褒められることで対象児が達成

感を得て，さらに課題に取り組みたいという意

欲につながった。③対象児の習得状況に応じて

教材の内容をカスタマイズできるので，課題の

範囲を広げることができた。 

 子どもの学びにとって教材に重要な要素は，

子どもの状態を適切に評価した上で，かかわり

の中で得られた情報を蓄積し，さらに工夫を重

ねていくことである。ワンタップ教材アプリ「ど

ーれかな？」は，これを実現することができた。 

 ICT 教材は，画像や音，動画など様々なもの

を表示することができる。その特性を活かすこ

とで，子どもの興味関心を引き付け，集中力を

引き出すことができる。子どもが課題に取り組

み，自分で「できた！」という達成感を得て，

教員とその喜びを共有し，さらに次の課題に取

り組みたいという意欲につなげることができる

ので，子どもと教員の関わりの中で有効なツー

ルとして，汎用させていきたい。今回，ワンタ

ップ教材をアプリにしたことで，教員が手軽に

iPad を手にして，子どもたちの身のまわりのも

のを写真に撮り，その子どものオリジナル教材

を作成しやすくすることができた。 

５ 今後の課題 

校内でワンタップ教材アプリ「どーれかな？」

の演習をする研修会を実施したところ，「教材

作成が分かりやすかった。」，「担任している

子どもに使ってみたいと思った。」という感想

が寄せられた。これからも研修会などを実施し，

他の教員にも周知したい。他の教員の活用して

みた感想などを収集し，改良して教材の有効性

を高めていきたい。 

［付記］ 

 本研究は，日本学術振興会平成 30 年度・31 年度科

学研究費補助金奨励研究(課題番号:18H00190，

19H00185)の助成を受けて行われた。また，アプリ制

作・改良は，（有）スタジオビートニクスに依頼し，

代表の稲福浩一氏より貴重なアドバイスをいただいた。 
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写真２ 対象児の様子② 

写真１ 対象児の様子① 
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タブレットをはじめとするＩＣＴ機器を活用した「わかる」授業の創造

～深い学びを追求した考えを練り上げるためのグループ活動の仕掛け作り～

森山 結城（京都府長岡京市立長岡中学校）・浅井 和行（京都教育大学） 

概要：本校では２年間タブレットＰＣをはじめとした ICT 機器を活用したグループ活動を取り入れた

授業実践の研究を行った。「タブレットＰＣが 11 台ある」というだけの ICT 環境としては恵まれてい

るとは言い難い中スタートした研究であったが、学校にある全てのＩＣＴ機器を視野に入れ、４つの

授業の型を開発した。ねらいを明確にし、それを達成できる（子ども達が腑に落ちたと感じることが

できる）ことを追求し２年間で 9教科 50授業程度の実践が生まれた。教科の壁を越え、実践を重ねる

中で「必要だから使う」「対話になる仕掛け作りをする」「ICT の特性を理解して使う」ことにこだわ

りを持つことで、成果につながってきたと実感している。 

キーワード：「深い学び」「対話的な学び」「わかる」「できる」「協働」「ユニバーサルデザイン」

１ はじめに 

 生徒数が 500名を超える本校にタブレット PC

が 11 台。 ＩＣＴ環境が十分整ってるとは言い

難い中スタートした研究であったが、従来とは

違った「何か」ができるはずだという期待感と

目新しさから、本校の研究はスタートした。し

かし、手間のかかっていた何かが、タブレット

PC を使うことで簡単にクリアできる、といった

勘違いから「使わない方がうまくいく」「使わな

ければならないのか」という声が各教員からあ

がるのに時間はかからなかった。 

一方、本校では従来からいわゆるアクティブ

ラーニングの視点やパフォーマンス課題につい

て、日常的に取り入れられていた。その結果、

生徒もスピーチやプレゼンテーション等で高い

表現力、技能を示していた。本校の強みともい

えるグループ活動と ICT機器を掛け合わせ、対

話を促し、深い学び、協働的な学びを実現する

コミュニケーションツールとして、ICT 機器を

使って仕掛けをつくり、人間関係の在り方にま

で生徒を導こうというのが研究の源流である。 

２ 研究の経過 

〈研究 1 年目テクノロジープッシュからの脱

却〉 

「はじめに」で述べたように「便利な機器が

手に入ったから新しいことができる」という発

想から脱却するのに半年ほどかかり、本校の研

究はやっとスタートラインに立つことができた。

1 年目の後半に教科主任を中心とした「研究推

進チーム」を立ち上げ、その時点で存在した実

践を、教科の壁を超えて交流する中で、研究が

全校体制で進められるようになるとともに、「ね

らい」の大切さが確認され、「ICT機器を使うた

めにどんな授業をするのか」から「授業のねら

いを達成するために ICT機器をどう活用するの

か、あるいは使わない方がよいのか」に発想は

転換されていった。 

その結果、一年目の実践発表では、活用する

ICT 機器として、デジカメ、プロジェクター、

実物投影機、ノート型パソコンなど身近な機器

を使った実践が数多く紹介された。 

〈研究２年目グループ活動の 4つの型の完成と

「グループ活動で本当に学びは深まるのか」の

検証～対話の追求〉 

2 年目当初、全教員で ICT 機器を活用したグ

ループ活動をする美術科の授業を参観し、生徒

の一言一句を正確に記録・分析し、グループ活
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動で学びが深まる瞬間を確認することができた。 

また、1 年目の実践を「機器を使っている場

面」「使う人」で分類し、下記のようにグループ

活動の四つの型としてまとめた。この型は Aか

ら Dに向かってハイレベルな活動になるような

ものではない。 

型を設定することで、授業がイメージしやす

くなり、グループ活動の仕掛けもより有効なも

のになった。さらに、2 年目はグループ活動の

在り方についても議論した。答えを伝達してい

る、やり方を教え合っているだけでは「会話」

でしかない。問題解決に向けて活発に活動する

ことで、そこに議論が起こったり、考えが変わ

ったりするような深い学びにつながる「対話」

が生まれるグループ活動を仕掛けるべきだ。「対

話」を通してこそ、考えが練り上げられ、深ま

り、課題に応じた最適な答えが導き出される。

そこで、「対話を促す」コミュニケーションツー

ル、仕掛けとしての ICT 機器の活用を模索した。 

〈代表的な実践〉 

A の事例《数学科 2 年 図形の性質》折り紙

で作った三

角形が正三

角形である

と、根拠を

明らかにし

て説明する

ことをねらいとして行った実践である。難問だ

がグループでヒントを出し合いながら考えれば

解決できることがある。その助けとして①大型

モニターに実物投影機を使って実際の折り紙を

投影。②黒板にはプレゼンテーションソフトで

製作したヒントをプロジェクターを使って投影

する。③同時に紙媒体のヒントも掲示する。②

のプレゼンテーションソフトを用いたヒントは

アニメーションを利用しイメージ喚起に有効で

ある。また、黒板に投影していることで、チョ

ークを使って補助線を引くなどの作業も可能で

ある。③の紙媒体のヒントを掲示してあること

でヒントが常に確認できる状態で残すことがで

きる。生徒が考えたものを①の実物投影機で大

型モニターに投影することで、考えを共有し新

たなヒントとなる。身近な機器を組み合わせた

ことで図形の性質を記号化された知識から腑に

落ち理解できた物に進化させる「深い学び」を

実現できる実践と言える。 

B の事例《体育科 ミラー的利用》 

運動してい

る自分の姿を

撮影し、その

場で視聴する。

客観的・視覚

的に把握することで、改善するべき点が具体的

にわかり、そのことが「できる」につながる。

マット運動、ダンス、球技などで日常的に使わ

れ効果をあげている。ダンスの実践ではプロジ

ェクターと組み合わせて体育館の壁に投影する

ことで個人の動きだけでなく、グループの動き

やフォーメーション全体を把握するという効果

も得ることができた。 

C の事例《国語科 2 年 盆土産》 

三浦哲郎

の「盆土産」

について映

画化するこ

とで読みを

深めようと
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いう実践である。場面を選び、台詞やト書きを

考えて劇化し撮影する。撮影後、編集して映画

化し「どのような意図を持って作ったのか」「何

を伝えたいが為にどんな工夫をしたのか」を発

表させた。従来、くらい、古い、かわいそうな

どという感想が多いのだが、この仕掛けをした

ことでこの家族がお盆を非常に楽しんでいるこ

とを読み取り「おもしろかった」と真剣に感想

を書き始めた。 

D の事例 

《国語科 3 年 ことわざ、故事成語、慣用句》 

ことわざ、

故事成語、慣

用句の授業が

「暗記」から

「思考を促す

授業」に変化

する実践である。ことわざ、故事成語、慣用句

とは何かについて便覧、辞書、教科書を使って

調べる。それを伝えるために工夫したスライド

を作る。スライドを使ってポスターセッション

のような形でブースを作り、全員が一度は説明

を行う。説明するとき以外は他のブースの説明

を聞く。他者にわかりやすく伝えるための工夫

が自分の理解を深ることにつながったという感

想が多く見られ、「対話と思考につながる」実践

となった。 

３ 結果 

本校では研究の成果を見取る方法としてアン

ケートを実施した。全国学力学習状況調査の質

問項目と同じ質問を設定することで、全国の中

学生とも比較できるようにした。本校の生徒達

がどのように変化したかは、アンケートの結果

によく表れている。 

「質問番号 58 1，2年生のときに（中学校で）

受けた授業では、

自分の考えを発

表する機会が与えられていたと思いますか」 

「質問番号 59 1，2年生のとき（中学校で）に

受けた授業では、

生徒の間で話し

合う活動をよく

行っていたと思

いますか」 

「質問番号 60 1，2年生のときに（中学校で）

受けた授業では、

学級やグループ

の中で自分たち

で課題を立てて、

その解決に向け

て情報を集め話し合いながら整理して、発表

するなどの活動に取り組んでいたと思いますか」 

「質問番号 70 生徒の間で話し会う活動を通

じて、自分の考えを

深めたり、広げたり

することができてい

ると思いますか」 

また、ICT 機器を活用した授業に対する生徒の

記述の感想を以下に挙げる。 

「映像を作ることで教科書で読み取る以外にも

登場人物の心情やおもしろい台詞を考えてより

深い部分について学ぶことができて良かっ

た。･･･今回は内容の続きを考えることができた

のでいつもより話のおもしろさなどがわかりま

した。もっと色々な場面を工夫して映像化して

みたいです。（盆土産）」 

「見本としてみられるのでわかりやすい（体育）」 

「単語と綴りと発音がすぐに頭に入る。（英語）」 

「グラフの変化が見てわかりやすかったりする

ので良いと思います（数学）」 

「みんなが興味を持って授業をするからいいと

思う。」 

アンケートの結果から、生徒はグループ活動

を肯定的にとらえ、自分の考えを広めたり深め

たりできる、つまり「対話」が存在していると
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考えていることがわかる。また、感想の記述か

ら、ICT 機器を活用した授業も肯定的に興味深

くとらえると同時に、普段の授業よりも学習が

しやすく、スムーズであるととらえていること

がわかる。 

４ 考察・結論 

 本校の２年間の研究の成果としては、下記の

ように ICT活用の目的が明確になったこと、グ

ループ活動と ICTを組み合わせたことにより成

果が多数生まれたことといえる。 

中学校の現場で教科の壁を越えて、研究を進

めること、世代を超えて意見交換することは意

外と難しい。本校では ICT環境が整っていると

は言いがたい環境の中で、なぜ使うのか、何を

ねらいとするのか、本当に必要なのか、本当に

ねらいを達成できるのかについて考え、議論し

ながら研究を進めることが必然であった。その

結果授業のアイデアも多数生まれ、生まれたア

イデアは教科を超えて共有されていった。

今後、国や市の施策の中で一人に一台のタブ

レット PCが配備されることも予想される。しか

し、そのときにも、ここに挙げた ICT活用の目

的は有効だと考える。環境が整っても、本当に

それが必要なのかを突き詰めて授業実践を重ね

ることで、さらに ICT活用の効果は発揮される

ことだろう。 

５ 今後の課題 

本校の厳しさは ICT を巡る環境が十分に整っ

ていないことにある。研究指定終了後、同じよ

うに積極的に ICT活用がなされるかどうかには

不安が残る。しかし、グループで授業を練り上

げる形態や、ねらいを達成することに重きを置

いて、授業の展開や単元構想を考えていく形に

ついては本研究実践を経験した教員は継続して

いくことが可能だと考える。今後も、教員が様々

な手法を使い、深い学びを実現するようなより

よい授業を展開していくためには、授業研究会

や教科部会など大きな仕掛けだけでなく、日常

的に授業を参観し合える関係、授業内容や単元

構想について話し合える環境の整備が必要であ

ろう。また、今回の研究成果は今後、校内だけ

でなく地域に広がっていくべきものであると考

えている。市内の小中学校では今後、ICT 機器

が順次導入されていく予定となっている。例え

ば本校の開発した「グループ活動の４つの型」

や「ICT 活用の目的」などが導入時からその意

図とともに伝わり活用されればそのスタートは

よりスムーズになるだろう。また、本校で研究

した教員が本校の実践を提案し、有効な活用方

法について探求し続けていくことによって、２

年間の本研究はさらに意味深くより進化したも

のとなっていくだろう。 
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小学校社会科の問題解決的な学習でのタブレット端末を活用した 

表現活動に関する考察 

寺内 愛・山本 朋弘・迫田 孝志・髙味 淳（鹿児島大学大学院教育学研究科） 

概要：小学校社会科の問題解決的な学習活動において，一人１台のタブレット端末と映像コンテン

ツを活用した表現活動を位置付けて，単元全体を見通した ICT 活用を展開した。収集において，映

像コンテンツから根拠となる場面を抽出し，知識構成型ジグソー法において説明する表現活動を実

践した。児童の操作した画面や授業後の感想を分析した結果，児童がタブレット端末を用いて，必

要な場面をキャプチャーすることで，根拠に基づいて考えを明確に説明できることが示された。

キーワード：小学校社会科，表現活動，タブレット端末，キャプチャー，問題解決的な学習

１ はじめに 

変化の激しいこれからの社会を生き抜く子供

たちにとって，将来にわたって必要となる資

質・能力として，言語能力や情報活用能力の育

成が求められている。特に，改訂された小学校

社会科学習指導要領（2017）では，思考力・判

断力・表現力等の目標において，「考えたこと

や選択・判断したことを適切に表現する力を養

う」と明記されている。また，第５学年及び第

６学年では，「考えたことや選択・判断したこ

とを根拠や理由などを明確にして論理的に説明

する力を養うこと」が求められている。 

文部科学省（2014）の「学びのイノベーショ

ン事業実証研究報告書」では，ICT を授業で効

果的に活用することにより，児童がお互いの考

え方を吟味しつつ，意見交換や発表を行う協働

的な学びを通して，思考力，判断力，表現力等

を育成することが期待できると述べている。し

たがって，ICT を授業内にうまく組み込むこと

で，児童の表現力，すなわち根拠や理由などを

明確にして論理的に説明する力を高めることが

可能となる。

一人１台のタブレット端末活用では，授業内

で個別学習や協働学習を展開するための学習ツ

ールとして，効果的に活用した事例が報告され

ている。これらの中には，タブレット端末上で

映像コンテンツを視聴させ，自分の考えをまと

める学習を展開した事例が見られる。しかし，

映像コンテンツの場合，動画像である際に根拠

となる場面を把握するのは容易でない。根拠と

なる場面を静止画としてキャプチャーするなど

の工夫が求められる。児童の操作したキャプチ

ャー場面を根拠とした表現活動に着目した実践

事例はほとんど見られない。 

学習課題に対して，対話や協働する必要感を

もたせる学習環境の工夫として，知識構成型ジ

グソー法（以後：ジグソー法）があげられる。

益川（2016）は，ジグソー法に関して，学習者

同士が悩み，対話する相互作用を教室で短時間

に引き起こすことができ，「コミュニケーショ

ン」「コラボレーション」「イノベーション」と

いった資質・能力を発揮したくなる状況として

いる。このようなジグソー法において，タブレ

ット端末の有効活用が期待される。 

そこで，本研究では，小学校社会科の単元を

見通した問題解決的な学習において，一人１台

のタブレット端末で映像コンテンツから根拠と

なる場面をキャプチャーさせ，かつジグソー法

を取り入れた授業を展開することで，児童の説

明が根拠を明確にした表現活動に高まるかを検

証した。 

２ 研究の方法 

（１）調査対象・授業実践日・使用教材

 調査対象は，Ａ小学校第５学年の児童 29 名

（男子 17名，女子 12名）である。児童は，普

段の授業において，タブレット端末を活用した

授業を受けていない。なお，Ａ小学校は，本論 
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表１ 単元内の ICT活用や表現活動の位置付け 

ICT-School 本単元 

課題把握 
動機付け 

方向付け 

(第１時)導入 

大型ディスプレイ 

課題追究 
情報収集 

考察構想 

(第２，３時)展開 

大型ディスプレイ 

タブレット端末

映像コンテンツ

表現活動:ジグソー法 

課題解決 
まとめ 

振り返り 

(第４時)終末 

大型ディスプレイ 

タブレット端末

実物投影機

表２ 表現活動におけるジグソー法の流れ 

課題提示 

それぞれの生産物の生産が盛ん

な地域は，どのようなところな

のだろうか。 

個別学習 

タブレット端末内の映像コンテ

ンツから，根拠となる場面をキ

ャプチャーする。

エキスパ

ート班

米，野菜，果物，畜産物の同じ

テーマの児童同士で考えを伝え

合う。

ジグソー

班 

米，野菜，果物，畜産物の異な

るテーマの児童同士で考えを伝

え合う。 

クロスト

ーク活動
全体で自分の考えを共有する。 

文執筆者の実習校である。 

授業実践日は，2019年６月 20日である。 

使用教材は，NHK for School のクリップ動画

２本（「米づくりがさかんな地域」「食料の生産

地」）を映像コンテンツとして用いた。 

（２）授業内容

授業実践は，小学校社会科第５学年「くらし

を支える食料生産」（全４単位時間）のうち，

第２，３時である。表１は，小学校社会科にお

ける単元内の ICT活用や表現活動の位置付けで

あり，文部科学省（2018）「主体的・対話的で

深い学びの実現に向けた ICT活用の在り方と質

的評価-平成 29 年度 ICT 活用推進校（ICT-

School）の取組」を参考とした。また，第２，

３時では，テーマに関する資料から必要となる

情報を収集し，根拠に基づいて自分の考えをグ

ループで表現する活動を設定した。

表２は，第２，３時におけるジグソー法の流

れである。第２時では，まず，教師がそれぞれ

の生産物の主な産地に関する課題を提示し，課

題について自分なりの予想をしたうえで，個別

学習を展開した。個別学習においては，一人１

台のタブレット端末を活用し，タブレット端末

内の映像コンテンツで，自分の考えの根拠とな

る場面をキャプチャーさせた。次に，根拠に基

づいて自分の考えを伝え合うために，同テーマ

の児童同士での表現活動（エキスパート班），

第３時では，異テーマの児童同士での表現活動

（ジグソー班）を行った。その後，エキスパー

ト班やジグソー班での意見を全体で共有するク

ロストーク活動を実施し，最終的に個人で考察

する授業展開とした。 

（３）分析方法

検証授業では，考えの根拠となる場面を映像

からタブレット端末にキャプチャーさせた。そ

の記録した場面が，教師の想定した場面と同じ

であるかを分析した。教師が想定した場面は２

つある。想定１は，自分が調べるテーマにおけ

る，生産量が盛んな都道府県，または生産額が

高い都道府県を示した日本地図である。想定２

は，自分が調べるテーマにおける，生産が盛ん

な理由を示している場面である。これらの２つ

の想定場面に一致したか，想定していない場面

をキャプチャーしたかを分析した。 

また，授業実践後に児童向けの記述式調査を

実施した。記述式調査では，「今日の社会科の

授業について，分かったことや考えたことはど

のようなことですか。」と質問し，80～100 字

で記述してもらった。そして，５月に実践した

授業後の感想と比較することを試みた。尚，５

月の授業実践では，児童はタブレット端末の授

業を初めて経験し，グループ活動でキャプチャ

ーした場面を根拠とした表現活動はあったが，

ジグソー法は取り入れていない。これらの感想

を KH Coder（樋口 2014）の計量テキスト分析

を用いて分析した。得られた抽出語から，語と

語の結びつきや記述の部分ごとの特徴を探るた

めに，共起ネットワークで分析した。 

３ 結果と考察 

（１）児童がキャプチャーした場面

児童が根拠となる場面をどの程度キャプチャ

ーできたかを分析した結果を表３に示す。キャ
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プチャーした児童は，22 人（75.9％）で，キ

ャプチャーしていない児童は，７人（24.1％）

であった。ほとんどの児童は，キャプチャーし

た場面を根拠として，自分の考えを説明するこ

との必要性を感じていると思われる。キャプチ

ャーしていない児童は，キャプチャーした場面

を根拠資料としていないが，ワークシートには

動画内容を書き留めていたことから，キャプチ

ャーせずにノート記述を根拠資料にしたと考え

られる。 

 次に，教師の想定した場面とキャプチャーし

た場面との一致件数を分析した。表４にその結

果を示す。キャプチャーした 22 人のうち，教

師の想定場面に一致した場面は， 84 件

（ 68.3％），想定していない場面は 39 件

（31.7％）であった。想定１では，延べ数で

52 件，想定２では 32 件となっていた。想定１

は，個別学習の前に教師が地図の読み取りを一

緒に確認したこともあり，キャプチャーする場

面が分かり，説明するための根拠資料としてい

たと思われる。想定１に加え，想定２までキャ

プチャーしていた児童は，授業の深い理解につ

ながる想定２に対する問題意識まで高まってお

り，常にキャプチャーした資料を基にした説明

をしていたと考えられる。授業者の想定は，自

分のテーマに関するキャプチャーの場面であっ

たが，自分の調べるテーマ以外をキャプチャー

している児童もいた。授業者は，このキャプチ

ャーした場面を想定していなかったが，根拠資

料となり得るとした。表現活動での友達からの

説明だけではなく，その後の個別学習で学びを

深めていたと考えられる。 

（２）児童の感想の分析

 図１は５月実践時に得られた感想を，図２ 

は６月検証時の感想を計量テキスト分析におけ

る共起ネットワークで分析した結果である。 

図１では，「タブレット」「楽しい」「使う」

「分かる」といった語句が多く表出しており， 

初めてタブレット端末を活用することに関する

初頭効果が顕著であることが分かる。図２でも，

「タブレット」「楽しい」「使う」の語句が多く

表出している。タブレット端末の学習が３回目

ということもあり，まだ初頭効果があると考え

られる。 

次に，図２では「自分」「ペース」「見返す」 

表３ キャプチャーの有無 

キャプチャーの有無 人数（割合） 

キャプチャーした 22 (75.9％) 

キャプチャーしていない ７ (24.1％) 

合 計 29 (100％) 

表４ キャプチャーした根拠となる場面の内容 

キャプチャーの内容 件数(割合) 

教師の想定場面に一致 

   ―想定１ 

   ―想定２ 

84 (68.3％) 

52 

32 

想定していない場面 

―根拠となり得る場面 

39 (31.7％) 

８ 

合 計 

想定１のみ 

想定１，２両方とも 

123 (100.0%) 

13人 

９人 

図１ ５月実践時の感想の共起ネットワーク 

図２ ６月検証時の感想の共起ネットワーク 
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「もう一度」「説明」の語句が関連して表出し

た。図１では，「説明」の語句が表出している

が，それ以外の語句の表出はない。６月検証時

は，自分のペースで繰り返し動画を視聴して，

根拠となる場面に，タブレット端末で動画を繰

り返し再生しており，タブレット端末の操作し

やすい点が有効であると考えられる。５月実践

時よりもタブレット端末の利点を活かした活用

をしていると言える。 

また，図２では「やる気」「理由」「グループ」

「キャプチャー」の語句が関連して表出されて

いる。タブレット端末を活用して主体的に学び

を進めていたことが分かる。想定２の場面をタ

ブレット端末でキャプチャーし，グループでの

表現活動に活かしていることから，キャプチャ

ーした場面が根拠資料となり，ジグソー法によ

るグループ活動で，よりよい表現活動につなが

ったと考えられる。 

最後に，図２では「意見」「聞く」「友達」

「発表」という語句のつながりが見られる。表

現活動では，自分の意見を友達に発表する，友

達の意見を聞くという相手意識があったと考え

られる。図１では，「友達」「意見」といった相

手を意識した語句の表出はなかった。 

５ まとめ 

 小学校社会科の単元を見通した問題解決的な

学習過程において，一人１台のタブレット端末

と映像コンテンツを活用し，資料を根拠とした

表現活動での児童の操作した画面や児童の意識

について分析した。映像コンテンツから根拠と

なる場面を抽出し，根拠に基づいて自分の意見

を説明する表現活動を設定した。その結果，本

研究では，以下の成果が得られた。 

児童の操作した画面の分析から，根拠として

説明する表現活動の高まりが見られたが，キャ

プチャーしていない児童もおり，資料を根拠と

して説明する力を身につけさせる必要がある。

さらに授業内容の深まりにつながる場面を，根

拠を基に説明させるためには，課題提示や映像

コンテンツを工夫する必要がある。

児童の授業後の感想から，タブレット端末の

利点を活かした主体的な学びにつながっている

ものの，活用回数が３回と少ないことから初頭

効果が見られた。また，ジグソー法を取り入れ

たことで，相手意識をもつようになった。以上

から，必要な場面をキャプチャーすることで，

根拠に基づいて考えを明確に説明できることが

示された。 

６ 今後の課題 

 本研究では，小学校社会科第５学年「くらし

を支える食料生産」の単元において実践研究を

展開したが，今後は他学年や他単元での検証を

実施し，本研究との共通点や相違点を比較して，

表現活動でのタブレット端末活用の教育効果を

分析したい。 
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動画クリップの個別視聴と話し合いの活性化との関連についての考察 

藤木謙壮（備前市立日生西小学校）・村井万寿夫（北陸学院大学）・中川一史（放送大学） 

概要：主体的な社会科学習を目指し，第６学年「天下統一と三人の武将」の単元において，NHK for 

School の動画クリップをタブレット端末で視聴する授業を計画した。信長・秀吉・家康についての動

画クリップを個別視聴する際，自由にメモができる「視聴ノート」を作成した。これをもとに「自由記

述」「視聴メモ」「視聴メモ＋画面保存」の３段階に分けて授業実践した結果，視聴中に個々のペースで

メモを取り，全体の場ではメモしたことを進んで出し合う学習が展開された。このことから動画クリ

ップの個別視聴の際，学習課題と動画クリップとを関連させた視聴メモが個別学習と全体学習を結び

付け，主体的な学習活動につながることを示した。 

キーワード：個別視聴，視聴ノート，タブレット端末，NHKforSchool

１ はじめに 

新学習指導要領の全面実施に向けて，教師主

導の授業から児童主体の授業へとスタイルの転

換として，タブレット端末などを使って NHK デ

ジタル教材を利用する教師も増加している(宇

治橋ら 2019)。タブレット端末を使った学習方

法は，学習意欲の向上につながることがベネッ

セ教育総合研究所（2016）によって報告されて

いる。これらを踏まえ，タブレット端末を活用

する授業において，児童主体の話し合いをどの

ように展開していくか検討する必要がある。  

話し合い活動の活性化ついては，情報を持ち

寄って吟味する活動を授業に入れることによっ

て，子どもたちの思考の深まりや意欲の向上が

確認された研究がある（小林ら 2005)。この研

究では，検証授業後のアンケート結果から，対

象児童・生徒の中で，社会科の話し合いで，自

分の意見をうまく伝えることの難しさを感じて

いる割合が高かったことも示している。 

以上のことから，社会科の授業でタブレット

端末を活用して調べる際，視聴メモ用いて情報

収集することで，その後の話し合い活動が活性

化すると考えられる。また，そうすることで，

動画クリップから課題解決に必要な情報を収

集・判断し，話し合い活動に参加する姿が多く

見られるようになるのではないかと考える。 

そこで，本研究では，動画クリップによる個

別視聴を行い，その際の視聴メモと全体学習で

の話し合いの活性化の関連について考察するこ

とを目的とする。 

２ 研究の方法 

（１）対象学年および実践時期

 第一筆者が担任する第６学年 16 名を対象と

して，2019 年７月に社会科「天下統一と三人の

武将」の単元で実践した。 

（２）授業の計画

 本単元では，一人１台のタブレット端末を使

用し，個々のペースで教師が用意した動画クリ

ップを視聴し，学習課題に必要な材料を集める

ことを計画した。この際，第２時の「織田信長」

の授業では，各自のノートを用いて自由に記述

させ，それが話し合いの活性化につながるか考

察する。第３時の「豊臣秀吉」の授業では，動

画クリップ内の情報をもとにした視聴ノートを

教師が用意し，それが話し合いの活性化につな

がるか考察する。第４時の「徳川家康」の授業

では，第３時と同様の視聴ノートに加え，話し

合い活動の場で見せたいところがある場合には

画面保存することも計画した。 

（３）考察の方法

 第２時のノート，第３，４時の視聴ノートの

記述内容をもとに，授業のキーワードの出現回
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数と話し合い活動の様子の関連性について考察

をする。画面保存をした児童に対しては聞き取

りを行い，その内容について考察する。 

３ 結果及び考察 

（１）第２時：織田信長

ノートの記述内容を整理した結果，信長が「何

をしたのか」に関する記述が多く見られた。こ

れは，動画クリップにより説明が視覚化された

ことで，内容をイメージできたと考える。しか

し，本時の学習課題につながる「何のためにし

たのか？」（信長の行動の理由）についての記述

が少ないことから，学習課題との関連性を意識

して記述することができなかったと考えられる。 

また，学習課題に関することをノートにメモ

してあっても，視聴後の話し合い活動で進んで

発表する児童が限られていた。要因として，動

画クリップ内の情報を全てメモしていたことが

多いことから，どれが学習課題に関係するか気

づくことができなかったと考えられる。 

以上のことから，視聴中のメモの仕方に工夫

を要することが確認できた。 

（２）第３時：豊臣秀吉

 教師が用意した視聴ノートにメモした内容を

整理した結果，秀吉の行動の理由について考え

ながら情報を収集することができた児童が増え

ていることが分かった。その後の話し合い活動

でも，それぞれの考えを進んで出し合いながら，

学習課題に迫ることができた。信長の授業と比

べると，話し合いの途中で視聴メモを見返しな

がら「それは，動画クリップで・・・と説明し

ていたからです」と説明する児童が多くいた。

学習課題を意識しながら視聴ノートでメモする

ことができたことにより，話し合い活動でも自

ら考えを発表する姿につながったと考えられる。 

以上のことから，視聴ノートが話し合いの活

性化につながることが示された。 

（３）第４時：徳川家康

 前時に続いて視聴ノートを使用したことで，

学習課題を意識して視聴することができていた。

話し合い活動でも，視聴ノートの記述内容をも

とに進んで発表する姿が多く見られた。このこ

とにより，視聴ノートが個別視聴後の話し合い

活性化に有用であることが確認できた。 

視聴中に画面保存した児童は，「親藩・譜代・

外様の配置図」「江戸幕府のしくみ」といった図

や表を使って考えを説明していた。該当児童に

聞き取りを行ったところ，「書くのに時間がかか

るため，見せた方が早いものは画面保存するほ

うがいい」「言葉で説明しにくいものは，見せた

方が伝わりやすい」という理由で行っているこ

とが分かった。 

実際，し合い活動のときにある児童が画面保

存したものを提示すると，別の児童が画面を指

差しながら説明する様子がみられた。動画クリ

ップ内で図や表を使って説明されていたものを

言葉だけで再現することが難しいと感じた場合，

画面保存によって話し合いが活性化することも

確認することができた。  

４ おわりに 

 動画クリップを個別視聴する際に，課題を意

識した項目を設定した視聴ノートを用いてメモ

することで，話し合いの場で自分の考えを進ん

で発表する姿につながる可能性を見出すことが

できた。その一方で，視聴メモの項目について

は，各動画クリップの説明内容に合わせて作成

する必要があることも見出すことができた。 
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一人 1台タブレット PCとインテリジェント教室を活用した教科指導に

おけるアクティブラーニングの構築と実践に関する実証研究 

  橘 淳治（神戸学院大学）・田中祐希・岡田直也・ 

  加藤武志（はつしば学園小）・小山久子（大阪芸術大学） 

概要：はつしば学園小学校においては，各教科，道徳，特別活動ほか学校教育全般に関して，ICT 機器

を「いつでも，どこでも，だれでも」という文房具的な使い方をすることを基本とした ICT機器活用教

育を行っている。 

この教育を推進するために 2014 年度より，個人持ち一人 1 台タブレット PC と電子黒板機能付きプ

ロジェクター，学内無線 LAN の整備をおこない，ICT機器による児童の学習支援を行うと共に情報活用

能力の向上に努めてきた。 

 5年間の ICT機器活用教育の評価を行うと共に，児童の積極的な学びへの ICT機器の活用，さらには

プログラミング的思考力の向上に関する実証研究を行った。 

キーワード：ICT機器活用，一人 1台タブレット，無線 LAN，情報活用能力

１ はじめに 

 本校では 2003年の開校当初から，基礎学力を

充実させ，自ら調べる力を養成する辞書学習，

日常英会話ができる英語学習，図書館と一体化

したコンピュータルームでの調べ学習ができる

力を養成する情報教育を行ってきた。その結果，

児童の情報活用能力は身についており，教科に

おける調べ学習は図書の利用と併行してコンピ

ュータや電子辞書を文房具的に使っている。ま

た，英語学習の一環として児童が海外の学校と

email や skype による交流をも行っている。こ

のように，普段の授業や学校生活の中で ICT機

器を道具として普通に使っている。 

 学習のさらなる深化と効率化のために，2014

年 8月に全敷地内無線 LAN化，全教室の電子黒

板機能付ホワイトボードとパソコンを備えたイ

ンテリジェント教室化，個人持ちのタブレット

PC での授業を開始した。 

 さらに，オンデマンド学習（インターネット

回線を用い，自宅を含め時間と場所を問わず好

きな時に学習ができる）環境構築のための外向

けサーバーをも設置した。 

この環境整備のもと，教科教育への ICT機器の

活用とその教材開発，児童の個人持ちタブレッ

トを使った授業実践を行ったので報告する。

２ 研究の方法 

（１）教科研究

定期的に行っている各教科での教材開発，教

科指導の研究に ICT機器活用を組み込んだ。 

オンデマンド学習用に紙ベースの教材の電子

化を各教科で行った。個に応じた教科学習がで

きるように，教科の特性に応じた教材の開発と

電子教科書の「はつしばスタイル」での効率的

な活用法の研究を行った。 

（２）教員向け ICT 機器活用研修

本校の教員は全員コンピュータの指導ができ

るが，加えてタブレット PC，AV機器，ネットワ

ーク機器の教育的利用，情報倫理などソフト面

の教員研修を年間の教員研修計画に入れ，教員

の ICT活用教育の授業力充実を図った。 

 2014年度の全敷地内無線 LAN化と全インテリ

ジェント教室化に伴い，普通教科を中心に教員

向け ICT 機器活用の研修，研究授業を実施した。 
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（３）教育実践

普段から行っている互見授業において ICT活

用授業のノウハウの交換，共有を図った。 

 年間 12 回行っている校内研究授業ならびに

年間 20 回以上実施している学年研修では ICT

機器を積極的に活用し，その教育的効果と評価

を行い，オンデマンド教材開発用に研究授業の

動画撮影とデータベース化に着手した。 

（４）公開授業

保護者・地域をはじめ広く一般住民に呼びか

けている公開授業において，ICT 機器を積極的

に活用した授業を公開し，本校の ICT活用教育

の実践と成果を保護者，地域に還元した。 

 過去数年間の実施経験を基に，ICT 機器活用

教育の推進による授業効率向上や児童の学習理

解の深化・統合を意図した研究成果を盛り込ん

で実施した。 

（５）ICT 活用教育の評価

これまで児童の学力向上と教員の授業改善を

目的に，特定単元の授業の前後にプレテスト，

ポストテストを行い，その評価を基に教材開発

や教授法の研究を行ってきた。同様に，ICT 活

用授業の前後にプレテスト，ポストテストを行

い，過去との比較検討を行い，児童の学力向上，

教員の授業力の向上に努めた。 

 中・高等学校と連携協力して共通の ICT 機器

活用教材を利用した相互の授業見学と意見交換

により ICT機器の効果的な利用についても研究

を実施した。 

（６）オンデマンド教材活用研究

夏期休業や冬季休業中の課題提出に関し，外

向けサーバーの設置により，時間と場所を問わ

ずインターネットによる教材の配布と回収がで

きる環境が整った。2015年度以降はこのシステ

ムの効果的な活用の実証研究を続けている。

特に，外向けサーバーを利用したポータルサ

イトの構築と校内サーバーからの学習コンテン

ツの移行について試験運用を行い，平 2016 年度

以降は教材の自宅でのダウンロードを可能にし

た。 

３．研究の内容・経過 

 2017年度以降は，ICT機器活用教育目的であ

る「ICT 活用を教育の柱とした学校における，

インテリジェント教室と個人持ちタブレットを

活用した ICT活用教育実践と効果的なカリキュ

ラム・教材開発」の具現化である「はつしばス

タイルユビキタス －いつでも・どこでも・だ

れでも －ハツキタスの実現」に向けて，2016

年度末に ICT 機器活用の全校課題「ICT 活用グ

ループ学習」についての総括を行った。PDCAサ

イクルに基づく校内研修と授業研究・授業実施

を再確認し，2017年度以降 3 年間の ICT 機器活

用教育の目的，内容，実施計画，実施体制，予

算を全教職員で確認した。 

 さらに 2年間のパナソニック教育財団の特別

研究指定校の助成を活用し 2017年 4 月に，第 1

回研究授業兼職員研修（ICT活用研修：ICT機器，

電子教科書，映像教材の活用計画とその評価方

法）を実施した。 

研修会以降の作業としては，紙媒体の授業プ

リントの電子化と EXCELのデータベース登録，

校内サーバーへの保存。以降，随時教材の登録

と保存を継続した。 

 教員の体制と時期に関しては，情報委員会の

ICT 教育実践担当者（情報マイスター）による

校内研究授業（第 1 回は 4月に 3年理科：「タブ

レット PCを用いてひとのからだを調べよう」）

の実施。 

 研究授業の動画記録とデータベース登録，ネ

ットワークへの保存（以後，同様作業）。 

 5月に，第 2回校内研究授業（1年国語：「は

なのみち」で電子教科書と電子黒板の活用）の

実施。ICT 関連の作業は第 1 回校内研究授業と

同様。 

6月に，第 3回校内研究授業（2年国語：「ス

イミー」で，タブレット PCに感想文入力をした

ものを電子黒板機能付きビューボードに映し出

す方法）の実施。 

 7月に，第 4回校内研究授業（5年理科：「水

の流れ」で電子黒板に AV 教材を投影し電子ペ
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ンを使っての書込などについての研修）の実施。 

7 月末には，夏季休業中の宿題として，校内

コンテンツサーバーに保存してある電子ファイ

ルによる夏季学習課題を公開し，配布した。

8月に，第 2 回職員研修（ICT活用職員研修：

中間評価と授業充実について）を実施。 

 学習支援ソフト（STUDY NET)のの効果的な使

い方に関する教員研修を外部講師を招いて実施

した。 

 10月には，第 5回校内研究授業（１年国語：

「よみもの」で，電子教科書の利用）を実施。 

 11月には，第 6回校内研究授業実施（5年理

科：「水の三態変化」で，パソコンと個人持ちタ

ブレット PC による実験データの処理）を実施

した。 

 12月には，第 7回校内研究授業（4年国語：

「ごんぎつね」で，タブレット PCへの感想文入

力や学習支援ソフト「STUDY NET」を用いた児童

の発表）を実施した。 

 2018年 1月には，第 8回校内研究授業（1年

国語：「だいすき」で電子教科書，AV 教材活用

を中心に授業）を実施した。 

 1月末には，第 9回校内研究授業（3年国語：

「表現」で自身の意見をワープロソフト（Word）

で記述し，共有ドライブへの保存を通して，校

内ネットワークを活用した電子課題の提出）実

施した。 

 2月には，第 10回校内研究授業（6 年社会「NGO

活動」で，調べ学習，プレゼン発表）を実施し

た。 

 2月末には，第 11回校内研究授業（2 年生活：

「学校の色々な場所を紹介しよう」で，タブレ

ット PCによる静止画撮影と電子黒板での発表）

の実施。 

 3月には，第 12回校内研究授業（5年算数：

「図形の学習」を学習支援ソフトを用いて行い，

児童による電子黒板での図形描画の補助線の引

き方等に関する発表）を実施した。 

 3月末に，第 3回職員研修（ICT活用職員研修

として，教科指導における ICT機器活用授業の

効果と授業評価をテーマに全職員が学年別での

意見交換，教科別での意見交換の後，学年単位

での発表，教科単位での発表を行い，外部講師

による指導助言）を実施した。 

 3年間の ICT機器活用教育の計画に従い，2018

年度もほぼ同じ日程，同じ内容での教員研修と

公開授業を行い，2019年度についても，本報告

執筆時点の 8 月において，4 回の校内研修が終

了し，第 2回の職員研修が予定されている。 

小学校で必修化が予定されているプログラミ

ング教育に先立ち，試行的ではあるが 2016～

2017年度は，4 年生の総合の時間を 5時間使い

BASIC 言語を用いた算数の学習を行った。 

 プログラミング的思考を育成するのが目的の

ため，児童にとって必要性の高いものを教材と

して使い，また，タブレット PC 単体でソフトを

インストールすることなく利用できるものとし

て，「十進 BASIC」を利用した。 

 電卓的な使い方ができるので，算数の教科書

の問題を計算させることからはじめ，文章題に

関しては解法の順に数式を記述するというもの

であったが，自身の思考過程をタブレット PC に

指示して，計算をさせるという面で，児童の「算

数の問題を楽に解きたい，計算させたい」とい

うニーズに合っており，BASIC 言語に関する簡

単な説明と簡易マニュアルを配布するだけで，

自宅学習も含め児童は積極的に学習活動を行っ

た。 

 これは，プログラミング言語の学習ではなく，

プログラミング思考の育成を目的としたプログ

ラミング教育の一つのパターンとして，教科の

カリキュラムに取り入れることを検討している。 

４．研究の成果 

 本校児童はこれまでもラーニングルーム（図

書室に併設した LAN教室）で「情報」の学習や

各教科において調べ学習をしているため，自ら

課題を見つけて調べる力はかなり高いものであ

った。 

しかし，教室移動の手間や，ラーニングルー
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ムが使用中で自由に調べ学習ができないことが

多かった。 

 2014年度からの全敷地内無線 LAN化と個人所

有タブレット PC 導入により，普段の授業で自

由にインターネット検索や文書作成などができ

るようになった。2015 年度は前年度の効果検証

と評価を基に，教材の改良とカリキュラムの一

部変更を行い，授業の実態に即した ICT機器の

活用による授業の効率化，児童の学習の深化や

定着がより一層進められた。 

 2018年度末現在，児童の学習効果についての

数値的な評価を行うには至っていないが，ICT

機器導入以前と以後では，同じ授業時間数であ

るが，授業進度はかなり速くなった。そのため，

各教科においては，児童の興味関心を引くため

の「導入」に時間をかけることができ，さらな

る学習への興味づけができるようになったほか，

問題演習の時間の確保も可能となり，間接的で

はあるが学習効果は高まったと考えられる。 

ハード面のインフラは整いつつあるが，ICT

機器活用教育の教材開発や授業法は常に開発途

上であるという考えに立ち，毎年の年度末総括

を基に ICTマイスターが中心となり新年度の教

材の改良，授業方法の工夫などを，職員会議や

学年会議等で報告し，可能なものは直ちに実践

するという方法を取っている。 

タブレット PCなどの ICT 機器を「文房具」と

して扱う「はつキタス」による，教科の学習の

効率化，深化・定着には一定の成果が得られえ

たと考えている。 

また，本研究の２つ目の柱である，オンデマ

ンド学習は児童の家庭のネットワーク環境の整

備が課題になっているが，児童の校内サーバー

の教育資源の利用に関しては，全児童が利用で

きる水準に達している。これに関しては，LTEタ

ブレット PC の導入についても検討段階にある。 

 このような普通教科での ICT機器活用教育モ

デル（通称「はつしばスタイル」）を確かなもの

として築き上げ，公開することにより研究成果

を広く児童・保護者，並びに地域・近隣学校（特

に公立小・中・高等学校）へ還元する。さらに，

公立学校との連携により，ネットワーク環境を

活かした学校間での遠隔授業などの実施を通し

て，子ども達の情報リテラシーの育成と授業理

解の深化・統合に努めたい。 

５．今後の課題・展望 

一人 1 台個人持ちタブレットとインテリジェ

ント教室ならびに敷地内無線 LAN化という物理

的な環境整備によって，本校においては ICT機

器活用教育が本格的に稼働するに至った。 

 ICT 機器活用教育の導入により授業効率の向

上や児童の授業理解は高まった感があるが，客

観的評価，数値での評価を行い，ICT 機器活用

教育を確固たるものにする必要性がある。 

 さらに，公立学校との連携協力を通して，研

究成果の公教育への還元についてもこの研究と

並行して進める必要がある。 

６．謝辞 

 本研究に際してパナソニック教育財団様より

平成 27年度実践研究助成（一般），平成 29年度

実践研究助成（特別研究指定校）の支援を頂き

ました。 

 また，本校の ICT機器関連ネットワークの基

本構想の構築に際しまして，大阪府立大学名誉

教授の小山修平様より多くのアドバイスを頂き

ました。 

 さらに，シャープマーケティングジャパンの

塚村篤様，井上裕貴様，吉田寛之様，成 炳三

様には，ネットワーク関連機器の技術的な支援

を，また畑中佳子様には学習支援ソフトの研修

等の支援を頂きました。お礼を申し上げます。 

＜ 参考文献 ＞ 

・文部科学省：小学校学習指導要領．

・高等学校における遠隔教育の在り方に関する

検討会議：高等学校における遠隔教育の在り方

について（報告）． 
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情報機器を効果的に活用した教科のねらいにせまる授業づくり 

石倉啓順（安来市立島田小学校）・正岡喜美（安来市立島田小学校） 

概要：情報機器を日々の授業で活用することの効果として，①教師からの教材提示により児童の学習

意欲や理解を高める，②児童が活用することで自分の考えを伝えたり，友達の考えを共有した

りする，③教科のねらいを達成するなどが考えられる。複数の情報機器（電子黒板・教材提示

機・タブレットパソコンなど）の活用や，様々な教科・領域での実践をもとに，上記にあげた

情報機器の活用による３つの効果について報告する。 

キーワード：教科，電子黒板，教材提示機，タブレットパソコン，ねらい

１ はじめに 

本校は各学級にノートパソコン，教材提示機，

プロジェクターを常設設置し，必要に応じてい

つでも使用することができる ICT環境を整備し

ている。また，数は十分ではないが学校にタブ

レットパソコン１０台を整備し，授業での活用

方法を模索している。 

２ 研究の方法 

教材提示機、電子黒板、タブレットパソコン

など複数の ICT機器を活用した授業を様々な教

科等で実施し，提案する。授業づくりにあたっ

ては，①教材提示，②児童同士の考えの共有，

③教科のねらいにせまる，の３つの視点から情

報機器の効果を検証していくこととした。 

３ 具体的な実践 

(1)６年算数「体積」

算数科の体積を求める学習では，複数ある解

き方の解法を説明しながら，最適解を見つける

ということをねらいとした授業展開をおこなっ

た。 

この授業のねらいを効果的に達成するために，

教材提示機と電子黒板を活用した。既習の体積

の公式に当てはめただけでは解が求められない

複雑な図形を学級全体に提示し，個人学習⇒全

体学習と展開させていった。全体学習の場面で

は，電子黒板を用いて式に合わせて色分けをし

たり，図を移動させたりしながら説明する姿が

多くみられた（写真１）。個人学習で悩んだ児童

も全体学習での説明などを聞き，理解を深め，

知識の定着に有効だった。 

写真１ 電子黒板を利用し説明する児童 

(2)６年特活・国語「プレゼンをしよう」

児童総会での活動報告を作成する場面では，

児童会のメンバーで意見を出し合いながら，聞

き手にわかりやすいプレゼンをすることをねら

いとした授業展開をおこなった。 

この授業のねらいを効果的に達成するために，

タブレットパソコンにインストールしたロイロ

ノートを活用した。

わかりやすい資料にするために，文字数や字

の大きさ，写真やグラフの活用など聞き手を意

識しながら学習を進めていった。 
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それぞれが作成したシートを持ち寄ったり，

シートの順番を入れ替えたりする際にも，「〇〇

だから△△がいいよ。」などと自分の意見に対す

る理由をしっかり伝えたり，友達の意見に対し

て助言をしたりするなど，「わかりやすく伝える

ため」という目標に向かって，話し合いながら

学習を進めることができた。（写真２） 

写真２ ロイロノートを活用しシート作成 

(3)１年音楽「けんばんハーモニカ」

1 年音楽では鍵盤ハーモニカの指の動きを学

習する。教師の模範を大きな画面に映し出すこ

とで，指くぐりや指またぎなどの指の動きを全

体で確認ができ，児童一人ひとりの理解につな

がった。また，児童が実際に演奏している姿（指

の動き）を動画モードで録画することで，友だ

ちの指の動きを見るだけでなく，自分の演奏を

見返す活動を行った。指の動きを意識して演奏

することができ，友だちに認めてもらうことで

意欲や自信を持つこともできた。 

４ 考察 

① 教材提示場面での活用

授業の中では，教材提示機を活用する場面が

多くある。教科書を映し出すことで，今，どの

場面を読んでいるのか，どの図や表に着目する

のかなどがしっかりと確認できる。ノートの書

き方の指導も一斉に行える。一斉指導において，

全体に教材を提示することは，わかりやすい授

業につながった。その他，鍵盤ハーモニカの模

範演奏，家庭科の手縫いの仕方，算数でのコン

パスの使い方など，技術的なことは実際の動き

を見ることで，できるようになった児童が多く

いた。  

② 児童同士の考え方の共有場面での活用

自分の考えを説明する時，グループで考えを

話し合う時，まとめたり発表したりする時など，

様々な場面で児童による ICT機器の活用が増え

てきている。 

③ 教科のねらいにせまるための活用

タブレットパソコン等の活用については，機

器の活用を優先するのではなく，授業のねらい

を達成するために，どのような機器をどのよう

に使用したらよいのかを考え，授業に取り入れ

た。そうすることにより，教科としての力を育

てながら，ICT 機器を活用する力も身について

きていると感じている。 

５ 今後の課題 

本校の実態として，ICT 機器の活用に対する

教職員の意識は高まってきており、①教材提示

場面での活用は増えてきている。一方，児童に

よる ICT機器の活用はまだまだ不十分である。

②児童同士の考え方の共有場面での活用，③教

科のねらいにせまるための活用については，実

践を積み重ねていきたい。 

ICT 機器の活用を進めていくためには，まず

教職員が慣れ，活用イメージをつかむために，

各授業で効果的に活用できる場面や単元の例示，

主体的に使用していける環境づくりをしていく

ことなどが大切であると考える。授業だけでな

く教師や児童が日頃から活用する環境を作って

いく「日常化」を進めていくことが，探求の道

具として ICT機器を使おうとする意識を高めて

いくために重要であるだろう。 

しかし，ICT 環境の整備だけでなく，教職員

の意識も学校ごとに大きな差があるのが現状で

ある。今後の ICT機器活用の推進のためにも情

報発信や授業の提案などを継続して行っていき

たい。 
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集団への所属感や連帯感を高める学級活動の実践 

〜iMovieを用いたショートムービーの協働制作を通して〜

松野秀治（津市立明小学校）・下村勉（三重大学名誉教授）・福島耕平（鈴鹿市教育委員会）	

概要：小学校６年生での集団宿泊学習を直前に控えた時期，活動への不安を訴える児童の声を聞き，学

級への所属感や連帯感を高める必要性を感じた。そこで，iOS 用アプリ iMovie を活用したショートム

ービーの協働制作を取り入れた学級活動を実践した。制作にあたっては，全員が主体的に関われるよ

う条件を提示し，各班１つの作品を協働で制作した。制作中には主体的・協働的に活動する児童の様子

が見られた。実践の前後でおこなった Q-U 調査では，学級生活満足群の割合が増える結果となり，本

実践は，所属感や連帯感を高める効果があることが示唆された。その後の集団宿泊学習では楽しんで

協働的に活動する児童の姿が見られた。	

キーワード：ショートムービー，iMovie，協働制作，Q-U調査，所属感，連帯感

１ はじめに 

小学校６年生での集団宿泊学習へ向けて活動

班を編成し，宿泊学習へ向けての思いを作文に

書かせたところ，今後の班活動に不安をもつ児

童がいることが分かってきた。そこで，班活動

への安心感や期待感を高めることができれば，

学級全体への所属感，連帯感を高めることにつ

ながり，集団宿泊学習に向けて前向きな雰囲気

を醸成することができるのではないかと考えた。	

そのための手立てとして，各班１台のタブレ

ット端末を用いて，各班を紹介する１分程度の

ショートムービーの協働制作に取り組もうと考

えた。本実践に取り組んだ理由は以下の４点が

挙げられる。	

① 演者，撮影者，編集者など，多様な役割が

あり，関わり合う必然性が生まれること

② 学力差が感じられにくい活動であること

③ 短時間で満足感を得られる学習成果物が

でき上がること

④ Youtube 等を日頃から閲覧している児童に

とって魅力的で身近な題材であること

２ 研究の目的 

本研究の目的は，班を紹介するショートムー

ビーの協働制作を通して，	学級への所属感や連

帯感を高め，前向きな学級風土を醸成していく

ことである。	

３ 研究の方法 

（１）実践対象および実践時期

平成３０年度に市内 A 小学校に在籍する第 6

学年 29 名の児童を対象とし，平成３０年６月

８日〜１８日の期間でおこなった。制作時間は，

機器の説明を含めて４５分×３コマである。	

（２）実践方法および評価方法

制作にあたっては，各班 1台の iPad を準備し

た。そして，Apple store で無償配布されている

動画編集アプリ「iMovie」を活用した。iMovie に

は，映画の予告編のようなフォーマットがあり，

音楽やコマ割りなどがはじめから設定されてい

る。児童が各コマに入れる動画を撮影し，文字

図１	 iMovie の作成画面 
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を書き入れて編集をおこなうだけで満足感のあ

る動画を制作することができる（図１）。また，

本実践においては，「全員が出演すること」「撮

影や演者などの役割分担は事前に決めず，その

都度，必要に応じて代わっていくこと」を条件

にした。この条件によって，全員が動画制作に

主体的に関わり，より良い作品をつくるために

協力する必然性が生まれ，学級への所属感や連

帯感を向上させる効果が高まると考えた。	

４ 結果と考察 

	 協働制作の場面では，タブレット端末を班員

全員が覗き込み，より良い作品になるようにア

イデアを話し合う様子が見られた。また，日頃，

関わりが少ない児童同士が積極的に関わり合い，

それぞれの役割を交代しながら主体的に活動に

参加する様子が見られた（図２）。	

	 本 実 践 に お い て は ， 実 践 の 前 後 で

Questionnaire-Utilities（以下 Q-U）を実施した。

Q-U は，児童生徒の学校生活における満足度を

測るための診断尺度であり、学級満足度尺度と

学校生活意欲尺度の二つの尺度より構成されて

いる（表１）。Q-U の学級満足度尺度結果の実践

前後での変化を見ると，学級生活不満足群，侵

害行為認知群が減少し，学級生活満足群が増加

している（表２）。さらに，学校生活意欲尺度結

果は全項目で肯定的回答が増えていたが，さら

に分析を進めると２つの項目において肯定的回

答が有意に向上していることがわかった

(Q15t(27)=2.08,p<.05,	Q21t(27)=1.98,p<.05:

図３)。実践後の児童の感想では「みんなで協力

していい作品ができたのでうれしいです」「班の

人のことをよく知ることができておもしろかっ

た」「班でムービーづくりをして，きずなが深ま

ったと思いました」のような相互理解や協働の

良さについての記述が多く見られた。	

	

	

５ 結論 

本実践は，班活動への安心感や期待感を高め，

学級への所属感，連帯感の向上につながり，前

向きな学級風土の醸成に有効であることが示唆

された。時間に追われ，十分な活動時間を確保

できない現場においては，本実践のように短時

間で効果が上がる学級活動は有効だと考える。	 	

今後の課題として，協働制作のなかでどのよ

うに所属感，連帯感を高めていっているのかを

観察し，質的に分析を進めていきたい。

参考文献 

河村茂雄(2006)学級づくりのための	 Q-U 入門.

図書文化社	 東京	

図２	 協働制作の様子

表２	 学級満足度尺度結果	 n=28 
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表１	 Q-U の質問項目一覧 

プレ ポスト
学級生活不満足群 １人 ０人
耐えられないいじめや悪ふざけを受けて
いるか，非常に不安傾向が強い児童。 3.6% 0.0%

侵害行為認知群 ２人 ０人
いじめや悪ふざけを受けているか，他の
児童とﾄﾗﾌﾞﾙがある可能性が高い児童。 7.1% 0.0%
非承認群 １人 １人
いじめや悪ふざけを受けてはいないが，
学級内で認められることが少ない児童。 3.6% 3.6%

学級生活満足群 ２４人 ２７人
学級内に自分の居場所があり，学校生活
を意欲的に送っている児童。 85.7% 96.4%
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図３	 学校生活意欲尺度で有意な差があった項目 n=28
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体育の学習評価としての映像撮影の時間設定に関する実践的研究 

鈴木直樹（東京学芸大学） 

概要：体育科における ICT 利活⽤の⽅法として、動画を撮影して利活⽤することは⼀般的に実施され

ている。特に、学習成果を情報として記録して価値判断をする学習評価として活⽤されることが多い。

その際、何を、どの程度の時間で撮影をするかが、評価情報を適切に得る上で重要といえる。そこで、

本研究では、学習評価場⾯ごとのねらいに応じた映像撮影時間設定の提案をするとともに、その成果

と課題について事例的に検討を行う。なお、本研究で提案する事例は、⼤学の教員養成課程における⼩

学校教員を⽬指す学⽣⽤の⼩学校の体育の教材研究の授業で導⼊し、⼩学校での実践化に向けて成果

と課題を明らかにしたものである。 

キーワード：学習評価，体育，映像撮影

１ はじめに 

 体育科の ICTの利活用方法として、鈴木・鈴

木（2019）は、多くの事例を紹介しているが、

その中の多くは、動画や静止画などの映像を撮

影するものが多い。特に、動画の撮影の活用事

例は多く、誌面の大半がそれらに割かれている。 

また、神奈川県立総合教育センター（2016）

や相馬（2015）は、タブレット端末の有効性と

して、「ビデオ撮影、視聴がすぐにできること」

をあげている。このようなことからも、ビデオ

撮影や視聴が有効であることは明らかである

（以降、ビデオ撮影や動画撮影など、タブレッ

トやカメラで動画や静止画を撮影することを本

研究では、映像撮影と表記する）。 

鈴木・鈴木（2019）の書籍では、ゲームを撮

影することで、思考が促され、パフォーマンス

が向上したことが報告されている。一方で、撮

影時間については、課題として触れられている

ものの（鈴木・鈴木，2019）、適切な撮影時間に

ついて検討された文献は見つけられなかった。

そこで、本研究では、体育のゲーム指導場面を

具体例として、適切な撮影時間を撮影場面との

関係から提案し、実践することを通して、学習

者の学びから検証することを目的とした。 

２ 研究の方法 

 本調査は、2017 年 4 月から 2018 年 7 月まで

に小学校教員 3名、中学校教員 1名の共同研究

者の実践を通し、定期的（月に１回）に議論を

して検討をし、有効であると考えられた映像撮

影場面と映像撮影時間を大学の小学生用の教材

研究の授業で実施し、それを受講した 54 名の

大学生の感想と無作為に抽出された 5名の学生

へのインタビューによって有効性について事例

的に検証したものである。 

授業実践は、2018年 10月から 2019年 2月に

かけて 90分授業を 15回行い、その内、10回の

授業で ICTを利活用し、その使用について学生

に振り返りをさせた。なお、授業時には、授業

の終末に学習の振り返りを 10 秒〜20 秒で口頭

発表し、録画させ、その内容も分析の資料とし

た。 

３ 結果・考察 

 本研究では、ゲーム・ボール運動・球技領域

を対象として研究を進めた。まず、先行研究を

参考としながら、整理し、映像撮影場面を下記

のように整理した。 

１）技術の習得場面の撮影

２）ゲーム場面の撮影
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３）振り返り場面の撮影

 実践を通して、検討した結果、練習場面での

活用は、動きの部分的修正になってしまい、ゲ

ームそのものの面白さではなく、動きを習得す

る達成の喜びにつながることから、本研究で目

指す体育の考え方とずれてしまうということで、

除外することにした。また、振り返り場面では、

話し合い活動の撮影と授業の感想を述べる振り

返りの２つに整理された。そして、話し合いを

撮影する方法では、アプリケーションの活用に

よって、ホワイトボードへの書き込みと音声録

音をすることができることから、映像撮影では

ない方法をとることにし、本研究の対象からは

除外した。さらに、ゲーム場面の撮影では、ゲ

ーム理解を促す場面の撮影、ゲーム分析をする

場面での撮影に分けて考えるべきであると整理

された。その結果、本研究で検討する場面とさ

れたのは、下記の 3点であった。 

１）ゲーム分析の為の撮影

２）ゲーム理解の為の撮影

３）ゲームの振り返りの為の撮影

 これらの撮影場面と撮影時間を実践的に検討

した結果、以下のように考察された。 

【ゲーム分析の為の撮影】 

ゲーム分析の為の撮影について、当初はゲー

ム全体の撮影を実施していた。しかし、それで

は、撮影する側は何も考えずに撮影し、撮影し

たものを視聴する際も、見たい場面を探すこと

が難しかった。そこで、20秒間で撮影をするこ

とにして、20秒撮影した後、撮影者がそこで映

った映像を、評価して、「必ず後で振り返りたい

映像」「後で振り返ると良い映像」「振り返る必

要のない映像」に分け、保存させるようにした。

このようにすることで、振り返らなくて良い映

像は削除され、後でも振り返ることが容易にな

り、撮影者が、ねらいに沿って自己評価するこ

とで、ただプレーを見るのではなく、観察しな

がら見ることができるようになった。ゴール型

ゲームとネット型ゲームで実践をしたが、20秒

という時間が、攻防のやり取りを見とる上での

最小単位になると考えられた。 

【ゲーム理解の為の撮影】 

ゲーム理解が進んだ段階で、撮影者に、ゲー

ムを解説しながら撮影をさせるようにした。そ

の際、複数人で解説をさせるようにして、自分

たちが学び深めた戦術的理解を下にして現実で

起きているプレーを解説するようにさせた。そ

のように評価することで、自分たちの理解して

いることと、発揮しているパフォーマンスの違

いについて自己理解することができ、プレーの

改善にも生かすことができた。 

【ゲームの振り返りの為の撮影】 

ゲーム後に、振り返りをさせる場面などでは、

当初、自由に語らせるようにした。すると、沈

黙の時間やねらいとは関係ないことが多く語ら

れていた。そこで、10秒という短い時間に設定

した。その結果、記録として残さなければいけ

ないことが焦点化され、それが自分たちのねら

いと強く関連するようになり、目標が価値づけ

られるようになっていった。 

４ 結論 

 映像を撮影し、それを振り返ることは重要な

評価活動といえる。特に、撮影の時間設定は、

何を振り返るか、どのように振り返るかを規定

する重要な要因である。このように時間設定を

撮影時間を設定し、変更することによって容易

に作り出すことのできるアプリケーションは、

適切な評価を体育で実現することに大きく貢献

することを見出すことができた。今後は、小中

学生を対象として成果を実証するとともに、他

領域での映像撮影についても検討していきたい。 
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複式学級における国語科「学習者用デジタル教科書」の効果的な活用 

矢出大介（和歌山大学教育学部附属小学校）・豊田充崇（和歌山大学教職大学院）・ 

佐藤雄一郎（光村図書出版株式会社） 

概要：小学校５・６年複式学級で，「学習用デジタル教科書」を活用した国語科授業を継続的にお

こなってきた。特に複式指導においては，間接指導時における学習効果が期待されているが，児

童自身が，自学自習が可能な学習者用デジタル教科書の利便性として４点を挙げた。映像教材や

漢字学習・朗読機能等のコンテンツ利用も利点として挙げられたが，やはり要約文の作成（マイ

黒板機能）や直接的な画面上への記述等，創作的・表現的な機能が最も高い評価を得ることがで

きた。また，最後に，本校の目指す複式授業研究への波及効果も確認できた。 

キーワード：学習者用デジタル教科書，複式教育，間接指導，自学自習，マイ黒板機能

１ はじめに 

学校教育法等の一部を改正する法律（平成 30

年法律第 39号）が平成 30年 6月 1日付けで公

布され，平成 31 年 4 月 1 日から施行されてい

る。これによって，従来の紙媒体の教科書での

授業の一部を学習者用デジタル教科書に代えて

使用することが公式に認められたといえる。ま

た，同時期の平成 30年 12月には「学習者用デ

ジタル教科書の効果的な活用の在り方等に関す

るガイドライン」（文部科学省）が出され，学習

者用デジタル教科書の仕様や機能等について，

詳細な解説が示されることとなった。 

 こういった状況の中，本校における複式学級

の指導方法に関する研究と絡めて，特に複式授

業における「間接指導時」（図１）に学習者用デ

ジタル教科書が有効に活用できるのではないか

と考えた。いうまでもなく，複式授業において

は，直接の対面指導時間が単純計算で半分とな

る。そのため，教師不在の時間に，いかに主体

的に学習を進められるか，つまり自立的な問題

解決や自主的な判断ができることが授業の密度

や充実度を左右することとなる。また，間接指

導時の学習進行上のつまずきは即時間的なロス

につながり，教師不在の状況の中では，集中力

や意欲の低下に陥りやすいといえる。 

そのため，複式学級では間接指導時の指導方

法の研究が長くおこなわれてきた。むしろ，こ

の間接指導の時間を，自ら学び，考える態度を

育成する機会と捉える動きもある（図３ 和歌山

大学教育学部附属小学校 複式教育の学びのイ

メージ図参照）。

但し，通常は複式学級における１学年の人数

が少数（最大で７人程度）でもあり，教え合い・

学び合いの活性化にも限界があることは確かで

ある。そこで，今回の「学習者用デジタル教科

書」のような自学自習のできる教材への期待が

大きいといえる。 

図１ 手前の７名が間接指導（奥側の指導者は

別の学年を指導している様子） 

２ 研究の目的・方法 

（１）目的

 本研究の目的は，複式授業における「間接指

導時」において学習者用デジタル教科書（小学

校国語科）の有効活用方法を探ることにある。

第45回全日本教育工学協議会全国大会 島根大会（2019/10/18-19 島根県民会館）

225

E-2-8



但し，現行で市販されている学習者用デジタル

教科書の普及・推進を目指す方策を探ることを

意図しており，従来の国語科授業への適合を想

定している。よって，大きく授業形態やその意

識を変化させるような特殊な手立ては想定して

いない。複式授業の「間接指導時」に学習者用

デジタル教科書が児童らの手元に存在し，そこ

で児童らの自主的な判断によって生じる効果を

抽出したい。 

（２）分析方法

 和歌山大学教育学部附属小学校では，複式学

級を３クラス（１・２年，３・４年，５・６年）

有しており，今回は５年生（７名）＋６年生（７

名）を対象とした。５・６年生の複式学級には

iPadを児童数分導入しており，一人一台体制で

校内無線 LANに接続して利用できる環境にある。

これらのモバイル端末に「学習者用デジタル教

科書（国語科・光村図書）」の５年生向け・６年

生向けをインストールし，国語科授業の中での

その利用を指示したり，児童らの自主的な利用

を促すことで，どういった活用方法が効果的か

を検証していくこととした。なお，児童らの授

業時での自主的な判断での活用方法，児童らの

振り返り記述等の分析，事後アンケート結果等

からその効果もしくは課題を抽出する。 

３ 結果と考察 

 約８ヶ月が経過したところで，間接指導時に

おいて児童が有効であると考えた機能・活用法

をアンケート及びそれを元にした聞き取りによ

って以下のように抽出した。なお，附属小学校

という特性を踏まえ，研究を目的とした教育機

関であることは児童らも理解しているため，「学

習者用デジタル教科書を評価する」という話し

合いが可能であったことを付しておく。 

・自学自習用教材としての利点

間接指導においては，事前に与えた課題や学

習手順を時間内に全て達成する児童もいるが，

指導者がそれを確認して次の課題を逐次与える

ことはできないし，他の児童の教え役に回るの

が適切ではない場面もある。このときには，学

習者用デジタル教科書のコンテンツ（映像資料，

朗読機能，漢字アニメーション等）が役立った。

但し，「指示された学習活動が早く終わったので，

その空き時間をつぶすための学習」では，やは

りモチベーションがあがらない。自主学習ノー

ト等を設け，自主学習のプランの例をいくつか

事前に提案しておくことが重要であると考えら

れる。例えば，どの解説動画を視聴して何を学

んだか，見本の朗読音声を聞いて自分との違い

をどう感じたのか，どの漢字を学習し書き順等

をしっかり覚えたのかを児童自身で記録してい

き，それを自主学習ノートに残る形で「褒める」

ことが必要であろう。そのためには，指導者が

学習者用デジタル教科書に収録されているコン

テンツを全て把握しておくことが必要であるし，

プロのナレーターによる朗読のどのような点を

模範とするか等について児童に伝えておく必要

もあるだろう。 

いずれにせよ，上記のような手立てによって，

「間接指導時の空白時間」を極力減らすことに

つながったと判断できる。また，課題を達成し

た児童の手持ち無沙汰な場面が見えなくなるこ

とで，他の児童の集中力も欠けることもなく，

焦せらせる（自分だけ遅れているのではないか

という意識）ことも少なくなったといえる。 

・範読時間の短縮と本文読解時間の確保

「自主自学の場面」で，自分の考えがまと

めやすいとの意見が出された。これは，イヤ

ホンをしながら「本文読み上げ機能」を利用

し，本文を聞きながら目で文章を読み，ノー

トに考えをまとめるまでを事前の指示１つで，

“自分のペース”でできることが利点として

挙げられた。つまり，読解速度に個人差があ

る場合，学習者用デジタル教科書を利用する

ことで，個人に応じた速度で個別に学習を進

めることができたという点が児童に評価され
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たといえる。読み間違いがなく一定の安定し

た速度での範読を，聞き手として専念するこ

とで，その内容理解が得やすいと考えられる。 

・「マイ黒板機能」の利便性の実感 

最も注目された機能が，「マイ黒板」の機能で

あった。これは，本文や挿絵をクリッピングし

て，要約文を別途画面上で容易に作成できる機

能である。渡邊（2017）は，「国語教科書が編集

可能なマルチメディア教科書へと変わることで，

国語の学習そのものも大きく進化する可能性が

ある」と指摘しているように，この機能によっ

て，従来の学習活動が大きく転換し，児童らも

その利便性を高く評価していることがわかった。 

しかしながら，高学年ともなると本文の文章

量も多くなり，「書き写す」という時間で集中力

が途切れることもあった。そのため，十分な話

し合いの時間が確保できず，「要約できた」とい

う個人の満足感だけで終わることも多かった。 

肝心なのは，それぞれの要約文の比較・共有

となぜそのように要約したかの考えを発表し議

論することにあるが，要約文の完成に労力を注

いでしまい，なかなか実現できずにいた。それ

が，「マイ黒板」の機能で解消されたといえる。 

但し，従来から児童らが要約文を作成する作

業労力を実感しているために，マイ黒板機能の

利便性を強調することができたと推測できる。

つまり，読解のみを課す授業では意味をなさな

い機能であるが，国語を創作的な活動・議論す

る活動として捉えることで，その威力が発揮さ

れたといえる。 

・伝える活動の「デジタル」の優位性

例えば，本文読解後に作者の心情等を他者に

伝える場合などは，本文に線を引いたり書き込

んだりして，すぐに提示できるデジタル教科書

がすぐれているし，一方で，個人の学習として

しっかりとまとめたい場合は，ノートに記入し

たいという要望があった。つまり，他者と関わ

る場合は，提示（または加筆・修正）のしやす

いタブレットへ書き込み，個人の学習の履歴と

してはノートへまとめておきたいという要望で

ある。通常の授業で紙媒体とデジタルとの併用

利用を重ねてきた児童らならではの実感といえ

よう。 

図２ 学習者用デジタル教科書上に書き込みを

加えている様子 

以上のような結果から，間接指導時に「学習

者用デジタル教科書」について児童が実感して

いる効果をまとめると， 

① 「自主学習」ができる。（課題達成後の空白

時間を有効活用できる）

② 自分のペースで学習ができる。

③ 教科書本文データを使った資料作成が容易。 

④ 教科書本文に記入したことを「発表する場

合」はデジタルのほうが利便性が高い。

の４点が挙げられる。いずれも，間接指導時以

外にも認められる効果であるといえるが，間接

指導時は，指導者の支援・指示・評価等が得ら

れない時間が続く。その場合であっても，児童

自身の判断で学習を進める助けになった実感が

あっての結果であるといえる。そのため，間接

指導時において特に際立った利点として上記の

結果が出されたと捉えられる。なお，④につい

ては，特に「相手に考えを伝える」場合に，白

紙のノートに考えを書くよりも，デジタル教科

書に書きこんだほうが（本文や挿絵が使えるか

ら）伝わりやすいし，「素早くできる」という。

これも，間接指導時に特に限ったことではない

が，例えば「素早くできる」ために「いくつも

の考えのパターンが作成できる」など，紙面で

は実現が困難な点も見出せている。 
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４ 複式授業への効果について 

最後に，本研究のコアとなる「複式授業研究」

への効果について検証しておきたい。以下は本

校における「複式教育の本質」の抜粋である。 

「１人の教師が異学年を同時に指導する
ため，子どもたちだけで学びを進める間接指
導の時間が生まれる。(a)この間接指導時に
おいて，司会者・記録者・フォロワーが，自
分の役割を果たして学ぶことが求められる。 
(b)学び方を身に付け，(c)異学年の関わりを
大切にし，主体的に学びを進める子どもを育
てることが複式教育の核となる。そこには，
少人数のよさを生かした他者との深い関わ
りがある。」（和歌山大学教育学部附属小学校 
「複式教育の本質」より一部抜粋。数字・下
線は筆者。） 

図３ 「複式教育提案」より一部を抜粋 

上記の(a)については，3.で示した児童の実感し

ている４つの効果が影響している。例えば，司

会者・記録者・フォロワーには上記のような分

担がある。「記録者」の可視化・共有・表現とい

う役割はこれまで非常に困難であったが，各々

のデジタル教科書への記述のスクリーンショッ

トを集約するなどで達成に近づいている。 (b)

の学び方についても，学習者用デジタル教科書

によって自己学習のバリエーションが増えてい

ることは前述のとおりである。また，(c)異学年

の関わりについては，例えば「マイ黒板」の機

能によって短縮された要約作業時間を使って，

授業の終盤で６年生が５年生の作成した要約文

を評価する（前学年で一度学習した内容であり，

そのまとめ方の評価を児童なりに下す）といっ

た発展も可能である。このように，最初から意

識したわけではないが，複式授業の研究に合致

する点も，後付けながら抽出できてきたといえ

る。今後は，これらの間接指導時の効果を更に

複式授業研究全体に広げていきたい。 

５ 今後の課題 

 「学習者用デジタル教科書」を複式授業にお

ける間接指導時に利用するためには，一定の習

熟期間が必要である。自己学習のペースや創作

的な技能を持ち，自主的な学習活動を進められ

る児童にとってはより効果的なツールであった

といえる。今回は，附属学校における意図的に

構成された複式学級における検証であった。し

かしながら，実際の県内の小規模校では，さら

に各学年の人数が異なる場合もあったり，自主

的な学習を進めづらいケースも多いため，むし

ろ，支援を要する児童に対してのサポート役と

しての学習者用デジタル教科書への期待が大き

いといえる。つまり，より高度な機能の搭載を

目指すのではなくて，「学習アドバイザー，学習

サポーター」としての機能を充実させることが，

実際の教育現場のニーズとして大きい可能性も

あるといえよう。 
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国語科における学習者用デジタル教科書の活用と学力向上との関係の検討 

－１年間の学習者用デジタル教科書の活用から－ 

谷川航(東京学芸大学教職大学院)・加藤直樹(東京学芸大学)・鷹野昌秋(光村図書出版株式会社) 

概要： 本研究の目的は，国語の学習者用デジタル教科書を用いることと児童の学力との関係を明らか

にすることである。2019 年 4 月より「学校教育法等の一部を改正する法律」等関係法令が施行され，

紙の教科書を主たる教材として使用しながら，必要に応じて学習者用デジタル教科書を併用すること

が可能になった。筆者らは，公立小学校 6 年の 1 クラスにおいて学習者用デジタル教科書を使用し，

使用していない３クラスとの CRT テスト結果を比較分析した。その結果，使用しているクラスの児童

の学力が有意に向上していることが明らかになった。本稿では，学習者用デジタル教科書の活用が，国

語科のどの領域に効果的であったかを中心に報告する。 

キーワード：国語科，学習者用デジタル教科書，タブレット端末，学力向上，CRT テスト

１ はじめに 

2020 年度実施される新学習指導要領を踏ま

えて，2019 年度より「デジタル教科書」を通常

の紙の教科書と併用して使用できるよう学校教

育法が改正された。学習者が使用する「デジタ

ル教科書」については，現時点では，長期間に

わたる本格的な実証はほとんど行われていない

状況にある。 

 我々は，2015 年度より小学校国語科の学習者

用デジタル教科書を長期的に用いた実践，検証

を行い，「読むこと」「話すこと・聞くこと」領

域における実践とその効果について報告してき

た（谷川他 2016，加藤他 2018）。これまでに，

学習者用デジタル教科書を用いることで，本文

への書き込みが容易になり試行錯誤がしやすく

なったこと，自分のペースや目的に合わせて，

動画を繰り返し視聴することでポイントの理解

がしやすかったことを得た。これらは，質問紙

調査を通じて分かった学習者の実感であるもの

の，この学びやすさが児童の学力に繋がってい

るかどうかは明らかにできていなかった。 

 そこで，本研究では，小学校国語科において，

学習者用デジタル教科書の活用することで，学

力がどのように変化するかを明らかにすること

を目的とした。そのために，都内公立小学校６

年生 1クラスにおいて学習者用デジタル教科書

を使用し，使用しなかった他の 3クラスと，学

力の向上にどのような違いが見られたのか，比

較分析を行なった。 

 なお，前出の「デジタル教科書」は，紙の教

科書の内容と同一であるとし，それ以外のコン

テンツはデジタル教材として位置づけられる。

本研究で用いた学習者用デジタル教科書（以下，

単に，デジタル教科書と記す）は，両者を含ん

だものである。 

２ 研究の方法 

2.1 調査対象 

本調査は，都内公立小学校６年の 4学級（全

124 名，各クラス 31名）を対象とした。4学級

のうち，A組は 2018 年 5月から定期的にデジタ

ル教科書を使用した。残り B，C，D組はいずれ

もデジタル教科書を使用していない。 

2.2 調査・分析方法 

  学力を測定するために（株）図書文化社によ

る「標準学力検査 CRT・国語」を用いた。検査の
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実施時期は，進級直後の 2018 年 4月と，卒業直

前の 2019 年 3月に設定した。これは，デジタル

教科書導入前後の学力を測るため，また，各ク

ラスの学習進度の差による影響を最小に留める

ためである。 

なお，デジタル教科書を使用した A組と，使

用していない B～D 組の平均点の差が統計的に

有意かを確認するため，対応のない t検定（危

険率 5%，両側）を行なった。 

３ 結果 

3.1 二時点における学力検査結果 

二時点における A組と，B～D組および全国の

平均点の変化を示す。 

4 月，つまり進級後間もない A 組は，その他

のクラスと比べ得点が有意に低かった。全国に

比べても低かった。しかし，3 月の検査結果に

おいては，A 組はその他のクラスに比べ得点が

有意に高かった。全国に比べても高くなった。 

4月時点では，他クラスと比較して-7.9 点だ

った A 組が，3 月には他クラスと比較して+7.2

点となっている。また，全国平均と比較しても

A組の 4月は-10.4 点であったが，3月には+1.9

点となっている。二時点の伸びを比べると，他

クラスは+3.2 点，全国は+6.0 点である一方，A

組は+18.3 点となっており，学力が大きく向上

したことが分かる（図１）。 

3.2 各領域の学力の変化 

本検査では，「Ⅰ.話す・聞く」「Ⅱ.書く」「Ⅲ.

読む」「Ⅳ.伝統的な言語文化と国語の特質」の

領域別に学力を測ることができる。 

次に，各領域における学力の変化を示す（表

1～4）。 

4月の段階では，A組は，4領域全てにおいて

B〜D組を下回る結果であった（「Ⅰ.話す・聞く」

は-7.8 点，「Ⅱ.書く」は-6.2 点，「Ⅲ.読む」は

-10.9 点，「Ⅳ.伝統的な言語文化と国語の特質」

は-11.4 点）。このうち「Ⅰ.話す・聞く」「Ⅲ.読

む」「Ⅳ.伝統的な言語文化と国語の特質」の 3 領

域では，有意差が認められた。全国平均に対し

ても同様に 4領域全てにおいて下回る結果であ

図 1 二時点における平均点の変化 

図 2 「Ⅰ.話す・聞く」領域の変化 

図 3 「Ⅱ.書く」領域の変化 

図 4 「Ⅲ.読む」領域の変化 

図 5 「Ⅳ.伝統的な言語文化と国語の特質」領域の

変化 
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った（「Ⅰ.話す・聞く」は-6.0 点，「Ⅱ.書く」

は-5.8 点，「Ⅲ.読む」は-16.8 点，「Ⅳ.伝統的

な言語文化と国語の特質」は-14.5 点）。

一方，年度末の 3 月の段階では，A 組は 4 領

域全てにおいて B～D 組を上回る結果であった

（「Ⅰ.話す・聞く」は+8.5 点，「Ⅱ.書く」は+7.0

点，「Ⅲ.読む」は+7.4 点，「Ⅳ.伝統的な言語文

化と国語の特質」は+5.9 点）。このうち，「Ⅰ.

話す・聞く」「Ⅱ.書く」の 2 領域では，有意差

が認められた。全国平均に対しては，「Ⅳ.伝統

的な言語文化と国語の特質」（A 組は-0.5 点）を

除く 3 領域において全国平均を上回る結果とな

った（「Ⅰ.話す・聞く」+3.0 点，「Ⅱ.書く」は

+4.6 点，「Ⅲ.読む」は+0.1 点）。

3. 小領域の得点率の比較・分析

各領域の小領域について，全国との得点率の

比較分析を行った（表 1，2）。 

4 月時点で A 組と全国を比較したところ，得

点率が 50%以下の項目は，「Ⅰ.話す・聞く」の

「組み立てを工夫して話すこと」（全国比 46%）

「Ⅲ.読む」の「説明的な文章を読むこと」（全

国比 34%）「Ⅳ.伝統的な言語文化と国語の特質」

の「熟語の組み立てを知ること」（全国比 35%）

の 3 項目であった。3 月には，それぞれの項目

で向上が認められた（「組み立てを工夫して話す

こと」（全国比 46%→107%）,「説明的な文章を読

むこと」（全国比 34%→98%）,「熟語の組み立て

を知ること」（全国比 35%→100%））。

これらの 3 項目で A 組の児童に対して，対応

のある t 検定（危険率 1%，両側）を行なったと

ころ，全ての項目において有意差があることが

認められた。

４ 考察 

前 3.3 項に示したとおり，デジタル教科書の

活用を通じて，「Ⅰ.話す・聞く」「Ⅲ.読む」「Ⅳ.
伝統的な言語文化と国語の特質」の 3 領域にお

いて学力が有意に向上した。また，とりわけ「組

み立てを工夫して話すこと」「説明文を読むこと」

「熟語の組み立て」について，顕著な伸びが見

られた。これら三つの小領域の向上と関係する

と思われる，A 組におけるデジタル教科書を用

いた授業方法について述べる。 

 A 組の授業においては，まず，学習課題に対

して，児童は，考えの根拠となる箇所にライン

マーキングを行い，それをもとにノートに考え

をまとめる。そして，グループで自分の考えと

その根拠となる表現を紹介し合う。その後，「マ

イ黒板」（児童が教科書の本文を指でなぞるだけ

で，なぞった語句や文が短冊として抜き出し，

それらを自由に配置できるコンテンツ）を使用

して，グループで一つの考えにまとめる（図６）。

ここでは，グループ内でさらに質問し合ったり，

友達の意見を取り入れたりすることで，読みを

表１ 小領域での得点率（４月） 

表２ 小領域での得点率（３月） 
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広げ，深めている。授業の後半では，話し合っ

た結果をクラスに向けて発表を行う。 

 A 組では，デジタル教科書を用いて，これら

の活動を日常的に実施していた。その中で，考

えと理由，根拠の関係を意識して，話の組み立

てを考える力が高まったと思われる。 

また，説明的な文章において，文章構成や筆

者の表現の工夫や意図などを考える活動を行う

場合にも，ラインマーキングや，「マイ黒板」を

活用している。たとえば，段落構成をとらえる

場合，デジタル教科書を使用していないときは，

自分の考えを頭の中でまとめきれず，時間内に

作業を終えることのできない児童も多数見られ

た。デジタル教科書を活用することで，どの児

童もストレスなく，本文にマーキングをしたり，

「マイ黒板」で本文を抜き出したりすることが

でき，表現に着目しながら段落相互の関係を可

視化して考えを交流できるようになった。これ

まで話し合いに参加できなかった児童も，積極

的に参加できるようになり，説明文を読む力が

大きく向上することにつながったと考えられる。 

言語事項教材において，デジタル教科書には，

カードを動かして回答できるワークが収録され

ている。ノートに考えを書くよりも容易に取り

組める。書くことが苦手な児童も，まずはカー

ドを動かすだけで，試行錯誤したり，自分の考

えを表現したりできる。そのため，これまで分

からなければ回答できなかった児童も，まずは

動かすことで活動に取り組めるようになったこ

とが「Ⅳ.伝統的な言語文化と国語の特質」にお

いても学力が向上した一因であると思われる。 

５ おわりに 

限られた対象や期間ではあるものの，デジタ

ル教科書の活用を通して国語の学力の向上が見

られた。この結果は，今後，国語科におけるデ

ジタル教科書を用いた授業改善の有効な手がか

りになると思われる。 

なお，今回の研究では A組だけがデジタル教

科書を活用し，他のクラスは紙の教科書を用い

た。ただ，年度の初めには事前に，国語の時間

が重複しないよう時間割を調整し，使用する端

末には全クラスのユーザー登録をしたうえで，

学年の廊下にタブレットスタンドに設置するな

ど，全てのクラスでデジタル教科書を活用する

環境を整えていた。しかし，結果として，6 年

生担任という忙しさの中で，教員にとって，新

たな機器を授業に取り入れるのは心理的負担が

大きかったのだろう。他のクラスでは，体育の

授業でマット運動の様子をビデオ撮影するなど

タブレット自体は活用したものの，国語の授業

でデジタル教科書が活用されることはなかった。 

今後，ICT を用いた授業改善のためにはデジ

タル教科書の活用効果を明確に示していくこと

に加え，初めてデジタル教科書を授業に取り入

れる場合の配慮なども示していく必要があろう。 

参考文献 

加藤他（2018）小学校国語科・読むことの学び

における”学習者用デジタル教科書・教

材”，教育工学会第34回全国大会論文集，

pp.169-170． 

谷川他（2016）小学校国語科での利用を通して

見えた”学習者用デジタル教科書・教材”

の利点，教育工学会第 32 回全国大会論文

集，pp.865-866 

谷川他（2018）学習者用デジタル教科書・教材

を用いた「話す・聞く」授業の改善，第 44

回全日本教育工学研究協議会全国大会, 

JAET2018_G-2-6. 

謝辞 

本研究は，光村図書出版と東京学芸大学との

共同研究のもとに行われた。 

図 6 「マイ黒板」に，グループの考えをまとめている様子 

第45回全日本教育工学協議会全国大会 島根大会（2019/10/18-19 島根県民会館）

232



中学校英語科におけるデジタル教材の開発と評価 
〜iPadを用いた授業づくり〜

真伏克明（奈良教育大学大学院教育学研究科専門職学位課程教職開発専攻）

概要：文部科学省が 2016 年に発表した「教育の情報化加速化プラン」では，児童生徒一人一台の教

育用コンピュータ環境を目指すことが示されている。実際に，タブレット型コンピュータの整備台数

は平成 26年から平成 29年までの３年間で約５倍に伸びている。学習意欲の面や生徒の理解を促す面

において，英語科における ICT の活用は，効果的であることが多くの先行研究で実証されている。今

後は，授業における教員の ICT 活用方法や子供の ICT 活用方法が課題になることが予想される。本研

究では，「ICT を活用した授業づくり」に生かすことのできるデジタルコンテンツの開発とその効果

的な運用評価を目的とする。 

キーワード： 英語教育 文法指導 デジタル教材 語彙力 iPad

１ 研究の背景 

１−１ 教育環境の変化 

現在，教育環境は大きく変わろうとしている。文

部科学大臣が決定した，「教育の情報化加速化プラ

ン」（文部科学省，2016）に， 

 教員自身が授業内容や子供の姿に応じて自在に

ICTを活用しながら授業設計を行えるよう，児童生

徒一人一台の教育用コンピュータ環境の実現を目

指し，段階的な整備を行う。 

とある。実際に，「平成28年度 学校における教育

の情報化の実態に関する調査結果（概要）」（文部科

学省，2018a）によると，タブレット型コンピュータ

の整備台数は平成26年から平成29年までの３年間で

約５倍に伸びた。今後ますます，学校現場への情報

機器端末の導入が進むにつれ，教育環境の変化とと

もに教育方法も変化していくことが予想される。 

１−２ 教員のICTの活用指導力 

教員のICT活用指導力の現状については，文部科学

省の調査「平成29年度 学校における教育の情報化

の実態等に関する調査結果」（文部科学省，2018b）

で明らかになっている。奈良県の現状としては，「教

材研究・指導の準備・評価などにICTを活用する能力」

に関して，「わりにできる」「ややできる」と答えて

いる割合は，80.3％（全国最下位）であり，「授業中

にICTを活用して指導する能力」に関して，「わりに

できる」「ややできる」に答えている割合は，70.8％

（全国第43位）である。どちらも，約２割〜３割が

「あまりできない」「ほとんどできない」と回答し

ていることになり，全国水準と比べると，それらの

数値が低いことが奈良県の課題である。 

学校に一人一台の情報機器端末が導入されるよう

になること，ICT を活用した授業を設計することへ

の苦手意識がある教員が多く存在していることから，

「ICT を活用した授業づくり」は，今後全国的に追

求される課題になると考える。 

１−３ 中学校英語科の現状 

奈良県内の英語教員に質問紙調査を行い，文法指

導の困り感と授業での IT・ICT の活用頻度を調査し

た。質問紙の集計より，１年生「三人称単数現在形」

（62.3％），２年生「不定詞」（55.6％），３年生「関

係代名詞」「後置修飾」（51.9％，44.2％）に，文法指

導の困り感が多く見られることが明らかになった。

英語科における，IT・ICT の活用頻度については，

「よく使う」が92.9％であった。この数字から，英

語教員が，後述する ICT と英語教育の相性の良さを

経験的に知っており，ICT を活用した授業づくりの

必要性を認識していることがわかる。 

２ 研究目的 

平成29年に告示された中学校学習指導要領解説外

国語編（文部科学省，2017）では， 

授業は英語で行うことを基本とすること 

と明記された。英語の説明を，生徒が理解できるの

かが懸念されるが，ICTの活用によりこの問題は解決

できるのではないか，と考える。「平成29年度 文

部科学白書」（文部科学省，2018c）では， 

 教科指導における ICT の活用は，子供たちの学習

への興味・関心を高め，分かりやすい授業を実現す

る上で効果的であり，さらに，主体的・対話的で深

い学び（いわゆるアクティブ・ラーニング）の実現

に寄与するものです。 

と述べている。Ghasemi & Hashemi（2011）は，外国

語学習におけるICTの活用は，子供の理解を促すため
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に効果的であり，これまでのCDなどを使って行って

きた聴覚情報提供に加え，視覚的援助（動きのある

視覚情報等）を提供できると述べている。英語で授

業を行う際，子供の理解を促す手段として，ICTを活

用することは有意義であると考える。 

また，Wang, Teng & Chen（2015）は，授業で iPad

を利用することは効果的であり，iPad で英単語学習

アプリを利用した学生は，利用していない学生より

良い成績を修めたことや，ICT を活用した授業は，

生徒の学習意欲を高めたことを実証した。先述した

とおり，近い将来，学校に一人一台の情報機器端末

が導入されるようになることや英語教育と ICT の活

用は相性が良いことから，本研究では，教員の文法

指導への困り感を解消するために，「ICT を活用し

た授業づくり」に生かせるデジタルコンテンツの開

発とその効果的な運用方法を評価することを主たる

目的とする。また，子供が活用するための教材を開

発し，その運用評価を，子供一人一台の環境で行う。 

なお本研究では，情報機器端末の中でもiPadを取

り扱う。関口幸代（2011）は，iPadが2010年の登場以

降，その機動性・実用性・柔軟性から注目を集めて

いると述べており，筆者も同様に考えているためで

ある。また，iOS端末やmacOS端末はデータの共有が

容易な点や，教師向けのアプリケーションやその開

発ツールが充実している点，iPhoneやiPodでもiPadの

代用ができる点においてもiPadは情報機器端末の中

でも学校教育に導入しやすいと考える。 

３ これまでの研究の経過 

３−１ デジタル教材の開発 

デジタル教材の持つ特性として，「視覚的援助」「音

声」「反復学習」「配布の容易さ」に注目し，教材の開

発を行なった。 

３−１−１ Keynote 

Keynote は Apple が開発したプレゼンテーション

ソフトウェアである。教師が提示する場面を想定し，

主に文法を説明する際に用いる教材を開発した。ス

ライドデザインは，「見やすい文字」（高橋ら，2014）

や「理解しやすいコンテンツ」（Alley，2003）を意識

し，作成した。スライドの中では，文構造を説明す

る際のアニメーションや，イラスト等を活用し，子

供が理解しやすくするための視覚的援助を入れた。

また，音声データも入れ込むことで，子供はネイテ

ィブの音声を聞くことも可能になっている。 

３−１−２ デジタルブック 

iBooks Author を用いて，英語が学習できるデジタル

ブックを開発した。学習環境として，子供が一人一台

iPad を活用する場面を想定した。iBooks Author は，

2012 年に Apple が発表した，電子書籍を作成するた

めのソフトウェアで，紙では表現できない，動画や音

声を含んだ電子教材を作成することが可能である。書

き出したデジタルブックは，ブックストアで公開する

ことができ，誰もが手軽にダウンロードし，使用する

ことができる。また，開発した教材には，他の電子書

籍の機能にはない機能が備わっており，Keynote のデ

ータ，タップやスワイプで反応が返ってくる練習問題，

再生可能な音声データなどを教材に埋め込んだ。子供

が活用する場合，自分の好きなペースでタッチして学

習を進めることができ，実際に指を動かしながら学習

することで，インタラクティブな学習が可能である。

Alberizzi（2016）は，iBooks Author の学習者にテキス

ト，ジェスチャー，視覚，聴覚を一体化するインタラ

クティブ要素を１つのまとまった形式で提供できる

点は，効率的な学習への道を開拓すると述べている。 

３―１―３ 英単語学習アプリ 

英語学習において，語彙力は欠かせない。しかし，

学校では語彙力不足で困っている子供や，語彙の学

習に面白さを見出せない子供が実際に存在する。中

学校学習指導要領解説外国語編（文部科学省，2017）

では，中学校で覚えるべき語数が従来の1,200語から

1,600～1,800語に増えることが示され，ますます課

題が深刻になると考える。また，酒井（2008）は，日

本では英語に触れる時間が教室での使用に限られて

いることが課題であると指摘しており，課外学習が

必要であることと，それを成功させるために，学習

を継続させることが重要であると述べている。 

文部科学省（2006）は，英語科における ICT のメ

リットとして以下のように述べている。 

・子どもの実態に応じて反復して教えることがで

きるので，聞く力を高める上で必要な徹底した繰

り返し学習が可能になる。 

・様々な教材を活用することにより，柔軟で多様な

授業展開が可能。 
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Sobel, Cepeda & Kapler（2011）は，英単語学習にお

いて，分散効果＊１が効果的であると述べている。 

筆者は，「学習の継続」「様々な教材」「分散効果」

に着目し，「楽しみながら，英単語と文法事項を学習

できる教材」というコンセプトの元，英単語学習 iOS

アプリ“Vocab Monsters”を開発した。いつでもどこで

も手軽にチャレンジできるため，授業の導入だけでな

く，休み時間や家庭学習と学校内外問わず活用場面が

考えられる。ゲームを通して自分のスコアが表示され

ることで，より高みを目指したり，友達と競ったりと，

学習意欲を高める工夫もある。 

３—２ 授業実践 

 奈良県内の公立中学校２校で，開発したデジタル

教材を活用した授業を実践した。A 中学校は学年４

クラスの生徒規模 100 名程度の中規模校，B 中学校

は，学年生徒規模４名の小規模校である。（表１） 

 

A中学校 B 中学校 

文法 It is – for A to … 
指示代名詞と 

be 動詞 

学年 ３年生 １年生 

生徒数 106名 ４名 

教材 Keynote デジタルブック 

３−２−１ 実践内容 

A中学校では教師が，先にも述べたKeynoteを活用

した。提示型教材として，アニメーションを用いて文構

造を説明し，生徒の理解を促すためのイラストや発音

の参考になるALTの音声を教材に入れ込んだ。また，

教師の書く時間を省くことで，アクティビティの時間を

確保することができた。教師はスライドを反復して提示

することを心がけ，重要なスライドは，振り返りのパート

でも提示した。 

B 中学校では，一人一台の環境で，教師と生徒が

それぞれデジタルブックを活用した。生徒はタップやス

クロールして練習問題に取り組んだ。また，自分の好

きなタイミングで，納得いくまで ALT の音声を聞くこと

ができた。授業の終わりには，iPad を持ち，友達の前

でプレゼンデーションを行った。

３−２−２ 質問紙調査より

開発した教材の運用評価をするため，生徒に質問

紙調査を行った。質問紙調査には，教材のどのよう

なコンテンツがわかりやすかったのか，見やすかっ

たのか，参考になったのか等のコンテンツ評価に関

する質問項目を入れた。調査より明らかになった数値

を以下のレーダーチャート（図１，図２）に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質問紙調査より，Keynote，デジタルブック共に，

子供からの評価を得ていると言えるのではないか。

中でも，「文字は見やすい」「イラストは理解に役立

つ」「アニメーションは理解に役立つ」という質問項

目に関しては80％以上の子供が肯定的に回答してい

ことが明らかになった。また，ルーブリックを示し，

授業の到達度を子供に自己評価させたが，A 中学校

は A 評価58.0％，B 評価33.0％，C 評価9.0％で，

B中学校はA評価75.0パーセント，B評価25.0％，

C 評価 0.0％という結果になり，多くの子供が理解

表１ 授業実践 

図１ A中学校 

図２ B 中学校 

＊１ 分散効果 … 間隔を置かずに，ある学習項目を複数回繰り返すよりも，間隔を置いて，ある学習項目を複数回繰り返す方が，長期的な記憶保持を促進するという現象。真伏 
参：中田達也（2018） 復習間隔を少しずつ広げていくことは長期的な記憶保持を促進するか? 先行研究の批判的検証．関西大学外国語学部紀要，第19号，35-54 
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していると評価していることになる。実際の子供の

声としても，「テレビを使った文法の説明でとてもわ

かりやすく，先生の言っていることが頭に入ってき

てよかった。」「イラストがでてきたのでわかりやす

かったし，外国人の発音も参考になりました。」「電

子黒板は字が大きく，色も濃いので見やすかったで

す。」「今日はテレビを用いたりしたので，とてもわ

かりやすく，とても楽しかった。アニメーションは

わかりやすかった。」という意見もあった。（自由記

述からの抜粋） 

４ 今後の研究 

 中学校英語教師を対象にした質問紙調査より明ら

かになった，文法指導に困り感がある単元について

の教材を開発し，実践する。教師の困り感が解消さ

れたのか，質問紙調査やインタービュー調査により

実践前との変容を見る。また，実力テストと子供の

自己評価や質問調査の内容項目をクロス集計するこ

とで，デジタル教材のコンテンツが学力にどのよう

に影響があるのか考察する。 

 B 中学校の一人一台の環境で，英単語学習アプリ

を授業や放課後に子供に活用させる場面を設定し，

子供の語彙学習に関する意識の変容や，コンテンツ

が，語彙習得に影響を与えるのかどうか検証する。 

５ 課題 

質問紙調査では，「家庭学習で活用したい」と肯定

的に答えた割合が49.0％であり，多いとは言えない。

原因の一つとして考えられるのが，英語が好きかど

うかということである。同一の質問紙調査で，英語

への意識調査も行ったが，子供の約半数が「英語が

好きかどうか」という問いに対して，否定的な解答

をしている。英語が好きでないことから，学習意欲

が沸かず，家での家庭学習につながっていない実態

もうかがえる。そのような子供にも「これなら勉強

したい」と思えるようなデジタルコンテンツを開発

することで，子供の自主的な学習につながるのでは

ないか，と考えている。 

学習環境として，iPad が一人一台整備されている

学校が少ないことが現状で，開発した教材の普及面

での課題もある。 

また，Keynote，デジタルブック，英単語学習アプ

リは限られた OS でしか動作しない。そのため，誰

もが利用できるデジタル教材の開発という面でも課

題が残っている。 
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高校生を対象とした「積極的倫理」を考えさせる教材の開発 

遠藤信一（東京工業大学附属科学技術高等学校） 

概要：筆者は高校生を対象とした技術者倫理教育を実践しているが，高校生には就業経験がないため，

消費者の立場にしか立つことが出来ない。そこで，授業を通じて企業側の立場を教えているが，今度は

消費者側の立場に立つか，企業側の立場に立つか，二者択一でしか捉えることができず，ジレンマを解

消できない。そこで本研究では，私たちの社会が持続可能な発展を続けることを念頭に置いて，「積極

的倫理」と呼ばれる企業の社会貢献などの取り組みについて考えさせることとした。実践にあたって

は，生徒同士の話し合い場面をサポートするＩＣＴを活用した教材を開発し，実践する。 

キーワード：高等学校教育，授業設計，技術者倫理，積極的倫理

１ はじめに 

 筆者の勤務する科学技術高校では，複数の社

会課題をテーマとし，生徒個人が解決案を提案

する探究学習を学校設定科目として設置してい

る。その社会課題の１テーマとして「技術者倫

理」を掲げ，筆者が担当している。 

「技術者倫理」の履修は，JABEE（日本技術

者教育認定機構）の認証を受ける条件であるこ

とから高等教育機関で実施されているが，工業

科高等学校学習指導要領においても必履修科目

「工業技術基礎」の“人と技術と環境”で「技

術者倫理」の実施が求められている。しかし，

坂田，長谷川（2018）の調査では，318 校中 68

校(約 21％)しか“人と技術と環境”を扱ってお

らず，大部分の工業高校では，「工業技術基礎」

の時間を，所属学科に応じた基礎的な実習や情

報系の科目にあてている。しかも，“人と技術と

環境”を実施していても「技術者倫理」の実践

例はさらに少ないものと考えられる。このよう

な現状を踏まえ，科学技術系，工業系学校にお

ける「技術者倫理」教育の実践例を提案するこ

とは意味のあることと考えている。 

企業は利益を上げなければ存立し得ない。完

璧な商品を作るためには，コスト高になってし

まい，消費者に買ってはもらえない。完璧かつ

安価な商品を求める消費者のニーズにどこまで

応えるべきか，その意思決定は経営者の権限で

あり，一社員の影響力が小さいことを理解する

必要がある。 

高校生を対象とする場合，消費者の立場に加

え，企業の立場を理解すれば，道徳教育で行わ

れるモラルジレンマが追体験できる。しかし，

遠藤・松田（2008）などの実践では，多くの生

徒がジレンマから抜け出せていない。一部の生

徒は，メタ認知を働かせて，鳥瞰的な結論を得

るがそれは必ずしも最適解とはいえない。この

ジレンマの解決のためには，高次元へのイノベ

ーションが必要である。 

２ 目的と研究の方法 

（１） 目的

 高校生を対象とした「技術者倫理」教育にお

いて，社会全体の利益を念頭に置きながら，消

費者・企業双方に受け入れ可能な結論を導くた

め，積極的倫理の考え方を用いたＩＣＴ教材を

作成し，実践する。 

（２）調査対象および研究の方法

 調査対象は，筆者の勤務する科学技術高校１

年生 195 名である。彼らは本研究に関する特別

な教育を受けていない。 

（３）研究の方法

オムニバス形式で行われる授業であるため，
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授業回数は４回(５０分授業)という制約条件が

ある。そのため，図１のような授業計画とした。

第１時，第２時は，状況知識を得させるための

教材を実施し，第３時で本研究の教材を実施し，

第４時に総合的な判断演習（ジレンマ阻止ゲー

ム）を行う。評価は，第４時終了１週間後に提

出するワークシートによって行う。 

３ 積極的倫理とＣＳＲ活動 

 悪いことをしないと言うだけでは消極的倫理

である。法令遵守（Compliance）は言うまでもな

いが，積極的に良いことをし，社会に貢献して

いくことが積極的倫理である。 

水尾（2010）は，企業倫理について，「予防倫

理」を消極的な倫理とし，企業によるボランテ

ィア活動や協賛など具体的な行動をとる「積極

的倫理」を薦める。 

Harris ら（1998）は，積極的倫理の一つである

「志向倫理（Aspirational Ethics）」の必要性を強

調しており，その内容を，１）技術者としての

誇り，２）社会に対する認識，３）環境意識，

と説明する。１）については，第２時で学んで

いるが，２）と３）に考えが及ぶためにはそれ

らを意識して考える必要がある。 

 杉本（2012）は，技術者倫理の成果をベース

に「消極的倫理のみをやっていたら，人を尊重

する姿勢は育たず，問題点に取り組む自主的，

自律の姿勢も，対話と信頼の人間関係を築く姿

勢も，育たない」としており，積極的倫理を薦

める。 

 このような積極的倫理を企業活動の面から見

ると，ＣＳＲ（Corporate Social Responsibility，企

業の社会的責任）活動と考えることが出来る。

この活動は，一般に企業による社会貢献を意味

し，教育ＣＳＲといえば，出前授業の派遣や工

場見学などの受け入れなどの社会貢献を指す。

他方，ＣＳＲ活動を企業内で理解させる試みや

大学教育で行う場合には，経営学の分野で行わ

れており，白井（2008）や黒澤（2008）などの

実践がある。白井はゲーミング教材を，黒澤は

ＣＳＲ活動を知識として定着させようとした。

これらのほか，ＮＴＴデータ（2005）は，企業

内教育として，知識としての理解を深める eラ

ーニング教材を制作している。 

 ＣＳＲ活動は，企業として積極的倫理を行う

ことを意思決定し，社会に広報しながら，実際

に社会貢献を行う。Harris らの提案する，２）社

会に対する認識，３）環境意識，を得させるた

めに，積極的に社会貢献するべきであると個人

レベルで理解していくためには，ＣＳＲ活動に

ついて理解することが有効であり，そのための

手法を経営学の分野から学ぶことは「技術者倫

理」を教育する上でも有益であると考えた。 

４ 本教材の構成 

（１） 本教材の目的

 本教材の目的は，高校生が，企業の立場，消

費者の立場のどちらかに固執するのではなく，

どちらもが受け入れ可能な第３の解決案を提案

するべきことを理解するため，例として企業に

おけるＣＳＲ活動を取り上げ，積極的倫理によ

る企業の意思決定を体験することにある。 

（２） 本教材の構成

図２は，本教材の構成を示している。ＣＳＲ

活動に対して労力や資金を提供することは，短

図１ 授業計画 

図２ 本教材の構成 
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期的に見れば損出だが，長期的に見れば，それ

が売り上げに影響を与え，消費者に受け入れら

れることに気付かせる必要がある。この点を高

校生は理解できていないと考える。そのため，

本教材では，まず企業の社会貢献の必要性につ

いて考えさせる。そのために必要な情報の提供，

話し合いの進行，そして費用便益分析のシミュ

レーションをＩＣＴ教材により支援する。

（３） 準備

４～５名を１チームとして，クラス全体をグ

ループに分ける。対象校では，女子の人数が少

ない(均等に振り分けた場合，１チームあたり１

名以下である)ため，女子のみのチーム構成とす

る。ＣＳＲ活動については，会社として実施す

ると意思決定されれば，日頃社員が置かれてい

る立場（営業，技術者，管理職など）とは関係

なく，社員が一丸となって取り組むことから役

割分担は行わないものとする。また，グループ

内での意思決定は，話し合いによる合意とし，

多数決で押し切るのではなく，説得して応じる

ようにする。 

（４） ＩＣＴ教材①

 まず，考えるべき題材を提供する。そのため，

図３のような画面を，パソコンまたはタブレッ

ト上に表示する。一つの画面をチーム全員が見

ることとする。話し合いが終わるまで，次の画

面には進まない。話し合いの経緯はワークシー

トに記録する。

ＣＳＲ活動として広く行われているのが，会

社周辺の清掃･美化活動である。ここでは，企業

内の立場に関係なく，管理職に至るまで積極的

に活動に参加する。この意義について話し合い

をさせる。話し合いの結果は，ワークシートに

記録し，今後考え方が変わっても修正しない。 

 この段階では，ＣＳＲ活動について十分に理

解されておらず，否定的な結論が予想される。 

（５） ＩＣＴ教材②

対象校では，フィリピン共和国 De La Salle

University Integrated School との国際交流協定を

結んでいることから，フィリピンでの動向に関

心がある。しかも，フィリピンは環境に配慮し

ていないという先入観がある。そこで，図４を

提示する。MacDonald のような国際企業をいき

なり提示すると，これは国際基準であり，フィ

リピンの実情を示していないと判断する可能性

があるため，フィリピンのファストフードチェ

ーンジョリビー（Jollibee）の画面を提示する。

袋やナプキンには”At Jollibee, we care for the 

environment as much as we care for you”と書かれ

ている。フィリピンにおいてもＣＳＲ活動が根

付いていることを示している。 

この題材は，環境問題など企業活動の代償と

考えることが出来るため，判断しやすいと言え

る。 

（６） ＩＣＴ教材③

次に，図５の日本 MacDonald のＣＳＲ活動に

関する報告を提示する。この図は一例であり，

さらに加えて，シドニー動物園のフォレスト（ゴ

リラ）のスポンサーを 10 年以上続けている。

今日，企業は，企業自身の利益だけではなく，

消費者をはじめとするステークホルダーの利益

図４ 生徒提示画面②（Jollibee の例） 

図３ 生徒提示画面①
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を考えながら，多岐の分野において自発的行動

として取り組む必要がある。一見関係がないよ

うな分野においても社会貢献する試みは広がっ

ている。ＩＣＴ教材③よりも一歩進んだ考え方

が出来るかどうかを問う。 

（７） ＩＣＴ教材④ Excel での分析

 これまでの実践により，ＣＳＲ活動の重要性

が高校生にも理解できたと考え，ここで演習を

行う。以下の課題を行い，Excel に入力するこ

とで結果を得る。Excel では，マクロを組んで

おり，その仕掛けを知ることは出来ない。 

（課題） 

 学校にカレーライス店を開業します。昼休み

だけの開店で，１日５０食を予定しています。

カレーライスを作るのに１杯あたり３００円か

かります。他店の価格は１杯４００円程度です。 

 １カ月の開店日数は２０日，広告も行わない

とお客さんは来てくれません。また，ゴミをす

べて引き受けるなどのＣＳＲ活動をすることも

できますが，費用はかかります。 

（マクロの内容）

利益の計算は（単価×個数－生産コスト）だ

が，宣伝しなければ売り上げは２０％ダウン，

ＣＳＲ活動をしなければ３週間目から３０％ダ

ウンするものとして計算結果を示す。

５ 結論と今後の課題 

 本教材は，２学期に実施のため，本稿執筆時

点では結果が得られていないが，消費者の立場，

企業の立場のどちらかに選択するのではなく，

どちらをも満足するためのイノベーションが必

要であることが理解できると考えられる。 

 積極的倫理は，技術者自身のありかたをも問

うものである。個人の意思決定により，自分に

損失が及ぶようなボードゲームなどの教材を開

発する必要があると考えている。 
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図５ 生徒提示画面③（MacDonald の例） 

図６ 生徒提示画面４（Excel の画面） 
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平成３２年度の外国語活動教科化に向けた、児童が主体的に活用できる電子教材の開発（１年次） 

東口貴彰（関西大学初等部） 

概要：本研究は,平成３２年度の外国語活動の教科化に向け,児童が主体的に活用できる電子教材（ア

プリケーション）の開発及び,その学習効果や,教科化で求められる「表現の定着」「即興性」「読み書

き」への有効性を検証したものである。本研究の１年次は,児童の実態に応じ,児童自らが操作し,英文

を作り出せるアプリケーションを開発する中で,学習への意欲面に対するアンケート調査や,アプリケ

ーション使用前後での表現の定着度合いの比較、即興性・読み書きへの繋がりについての考察等を行

い,児童自らが主体的に活用でき,かつ児童の思考の流れに沿ったより良いアプリケーションのあり方

について検証を行った。 

キーワード：アプリケーション開発，タブレット端末，外国語科, 外国語活動

１ はじめに 

 本研究は平成３２年度の外国語活動の教科化

に向けて,児童が中心となって朝のモジュール

学習や授業等で活用してきたオリジナル電子ブ

ック（図１）をベースに,より児童が主体的に活

用できるアプリケーションの開発を行うという

ものである。開発の理由は,教科化により求めら

れる「即興性」や「定着」，「読み書き」の観点

についての育成にあたり,以前に開発した電子

ブックの形では機能面において課題があったか

らである。例えば,児童はこれまでに電子ブック

を意欲的に活用し，個人やグループで協力して

数多くの語彙やフレーズを定着させては来たが，

その反面，それらの英語表現を即興的に活用し

たり，新しく文章を作り出したり，「読み・書き」

をしたりといった技能面については本電子ブッ

クでは身につけさせることが難しかった。さら

に，電子ブックの特性上，「聞く」ことに特化し

た教材に関しては作成できるものの，児童自身

が発話したり,発話した英語の正確さや発音,リ

ズムについて，自己評価したりできるようなシ

ステムを構築することは現実的に難しいという

課題も出てきた。しかし，こういった課題に関

する部分が次期学習指導要領で求められている

ことから，すでに児童が主体的に進められる電

子ブックに，上記課題点を補うための機能を充

実させた電子教材（アプリケーション）を開発

することで,児童自らがより主体的・協働的に学

習を進められるようになると考えた。 

図１ アプリケーション開発以前に作成していた電子ブック

２ 研究の方法 

（１）調査対象および調査時期

本研究は,大阪市内の A 小学校、第３学年の

児童３５名を対象に行った。また,３５名の中で

も,すでに英語を英語塾など外部の教育機関で

学習済みの子どもたちとそうでない子どのたち

に分け,とりわけ外部で英語を学習していない

児童を中心に分析することで,アプリケーショ

ンの有用性がより鮮明に見とれるようにした。
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また,本研究は,児童の実態を調査し,児童のニ

ーズに合った,主体的に活用できるアプリケー

ションを開発することが目的であるため,調査

時期は,アプリケーションを開発する前段階か

ら１年間を通して継続的に行った。更に,アプリ

ケーションがある程度形になった段階で初期開

発段階からアプリケーションに慣れ親しんだ A

小学校とは別に,八尾市内の B 小学校の第５学

年でも使用し,アプリケーションを継続使用し

た後の児童の実態をまとめ,それらを加味した

上で今後の課題をまとめた。 

（２）初期開発段階におけるアプリケーションの概要

 本アプリケーションは,先述の通り,児童の実

態を考慮しながら改善を行い,開発を行ってき

たが,初期開発段階において設定した基本的な

機能については大きく以下の２点である。 

①イラストを選択することで,英文が完成する。

（例えば,I like〜.であれば,ウサギの絵を選択

すれば自動的に “I like rabbits.”と下線の部分が

補完される。） 

②音声入力機能で発話練習ができ,自ら発音や

英文の読み方の正確性を確認することができる。 

本アプリケーションのねらいは,イラストで

示された英単語のみを覚えることではなく,そ

の単語を含む「まとまった英文」として生成・

発話し定着させることである。またそのまとま

った英文を児童自らが正しいかどうかを判定で

きるところまでを機能として設定することで,

児童自らが学びを進められるようにした。まず

機能①については,イラストを複数選択するこ

とも可能で,例えば “I want〜.”の単元だと,バ

ナナを１つ選択すると“I want a banana.”,２つ選

択すると “I want two bananas.”となる。さらに,

“apple”を選択すると冠詞が自動的に “an”に変

わったり,違う種類のイラストを選択すると“I

want an apple and a banana.”のように “and”が補

完されたりする。単元によっては,選択した単語

に合わせてその前の動詞が変化したりするもの

もある。しかし,そう言った細かな文法事項を指

導者やアプリケーション自体が教えるのではな

く,児童自らが気づいて学びを深められるよう

にする必要があると考えた。そこで,②の音声入

力システムの機能を活用することで,児童自ら

が気づくことができるようにした。もちろん②

の機能には,発音練習をするという意図もある

が,それに加え上記のような細かな文法的な違

いに,音声入力をした文と例文とを照らし合わ

せることで自ら気づくことができるようにした

（図２）。つまり,例示された英文と自ら音声入

力した英文を読み比べることで,そう言った点

に自ら気づき,そこから正しく発音するために

もう一度例文を聴き直して,再び発音練習する

というサイクルを生み出すしかけとして②の機

能を設定したということである。また,各単元に

入ると必ず質問文が再生され,児童は,その問い

かけに対しての答えの英文を作るという設定に

している。このことにより,生成した英文の使用

場面を理解したり,質問に対して単語ではなく

まとまった英文として回答したりできるように

なるよう工夫した。また,そもそも児童が直感的

に操作し自ら様々なことに気づけるようにする

ため,文法的な事項だけでなく,アプリケーショ

ンの操作方法などについても基本的にはアプリ

ケーション内において日本語で説明はしないこ

ととした。 

図２ 音声入力機能を活用したチェック機能 

（３）分析方法

A 小学校では,アプリケーションを開発する

前段階より,ICT を活用した外国語活動の実践

を進めてきた。さらに先述の通り,既に電子ブッ

クを開発し,継続的に使用してきたため,本アプ

リケーションを活用したことによる成果をより

正確に分析するため,アプリケーション開発前

と開発使用後における英語の技能面の程度をデ

ジタルポートフォリオなどの活用により分析し
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た。分析内容は, 英語表現の定着度や正確性,

流暢さや発音などの開発使用前後での比較であ

る。また, 本アプリケーションを活用した外国

語活動に関するアンケート調査を行い,アプリ

ケーションを用いたことによる外国語活動への

意欲面の変化についてのデータも取ることにし

た。更に,朝のモジュール学習や授業における児

童の発言,行動観察においても記録し,それらを

総合して本アプリケーションにおける,とりわ

け技能面や学習意欲面での有用性を検証する中

で,アプリケーションの改善を行ってきた。 

３ 結果と考察 

（１）A小学校における分析結果と考察

 本アプリケーションを活用したことによる成

果は以下の通りである。まず,技能面における効

果については,アプリケーション開発前と開発・

使用後における児童の音声の録音,分析を行っ

た。尚,先述の通り,学級の中でもとりわけ英語

を学校外で習っている児童（全体の約 48%）と

習っていない児童（約 52%）に分けて分析を行

ったが,とりわけ英語を学校外で習っていない

児童の音声データを分析すると,文を読む際, 

“I like dogs”の“s”が欠落した児童数は 17%→11%

（事前→事後）, “I want an apple.”の “an”を “a”

と間違えた児童数は 29%→11%（事前→事後）と,

エラーの改善が見られた。また,これらの文法事

項に関しては,児童の使用中の発言から,アプリ

ケーションを使用する中で自ら気付くことがで

きていた児童が多数いた。更に,調査を行なった

第３学年における未習の英文である “I want to 

go to China. I want see pandas.”という文に関して

は,英語を習っていない児童の約 82%,学級全体

では約 87%の児童が読むことができた。いずれ

の調査も,調査をする日は事前にアプリケーシ

ョンを使用させていないことから,児童のとり

わけ読む力や正確性が向上,定着しつつあると

いうことができる。また,文を示した時から児童

が発話する際の反応速度や声の音量の変化（小

→大）からも同様のことを言うことができる。

さらに,アプリケーション使用に関するアン

ケート調査では,約 97%の児童が,アプリケーシ

ョンを使ったことで英語が読めるようになった

と回答した。さらに,ICT を活用した外国語活動

については,クラスの全員が楽しいと回答する

など,意欲面においてはかなり効果的であった

ということができる。 

アプリケーションを使用する際の児童の反応

としては, 以下のようなものがあった。 

①「やった！！発音が上手くできた！！〇〇さ

ん見てみて！」 

②「上手く発音が認識されないから,もう１回や

ろう！どうやったら上手く認識されるんやろ

う？」 

③「あれ？ “a”が抜けてる！」

④「あ〜,“like”の後ろやから“dog”じゃなくて

“dogs”やったわ・・・」

⑤「どうやって読むのかな？もう一回聞いてみ

よう。」

⑥「これ習ってないけど,やってみたい！」

⑦「休み時間にもやろ！」

まず①②のような発言は,主に音声認識機能

により,児童自身で発音ができたことを喜んだ

り,逆に発音が認識されないことで,諦めずに何

度も同じ英文を,発音を意識しながら練習した

りする姿の表れであるということが出来る。次

に③④から,文法事項に関するエラーを自らの

力で見つけ,自己の英語表現を訂正しようとす

る姿も確認できた。また,⑤のように読み方がわ

からないものに関しては発音を再度聴き直した

り,⑥のように未習の単元に進んでチャレンジ

したりする姿や,⑦のように休み時間にも何度

も練習しようとしたりする姿も見られた（図３）。 

 更に,児童が本アプリケーションを活用する

中で,うまく発音が認識され,それが例文と合致

させることができたものについて,スクリーン

ショットを撮影し,自らの成功体験を使用する

タブレット端末の写真フォルダに保存する姿が

多数見られた（図４）。これは,児童が学習成果

として自分の発音がアプリケーションによって

認められたことを記録しておきたいという気持
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ちの表れからである。つまり,児童は自らの学び

をどんどん自分が使用するデバイスに蓄積して

いきたいと考えているからであろう。現にスク

リーンショットを撮影していた児童に,なぜそ

のようにするのかを質問したところ,「発音でき

たことが嬉しいから。」「どれくらい英語が言え

るようになったのかをあとで知りたいから。」と

回答した。このことから,アプリケーションを今

後も継続的に開発するにあたり,児童の学びが

デジタルポートフォリオのような形で蓄積して

いけるような機能が必要であると考える。アプ

リケーションを児童の思いや願いに沿った形で

アプリケーションを作るためには,このような

児童の何気なく行った行動を今後も分析してい

く必要がある。 

図３ 休み時間にもアプリケーションを活用する児童

図４ 自分が発音できた英文のスクリーンショットを写真フォルダにためている様子 

（２）B 小学校におけるアプリケーションの活用と児童の様子

B 小学校では,現在学級担任が外国語活動の

授業を行っている。その中で,第５学年では昨年

度より朝のモジュールの時間を活用し,英語係

を中心に本アプリケーションを継続して使用し

ている。学級担任の見とりの中で,継続して使用

してきた成果で一番大きかったこととして,児

童が発音することへの恥ずかしさや抵抗が無く

なったことが挙げられた。つまり,発音を意識す

ることで上手く認識されるというアプリケーシ

ョンの音声認識機能の特性から, カタカナ発音

ではなく,発音を意識し,自信を持って発話する

ようになった。使用開始直後はなかなか自分の

発音が認識されず,戸惑いや疑問が生じていた

が,実際に児童の提案で ALT に発音してもらっ

たところ,きちんと認識されたことをきっかけ

に発音に対する意識が高まったことが,成果に

つながる要因であったと考えられる。また,継続

して係の児童が本アプリケーションを活用する

中で,既習表現を選択した際に,他の児童から新

しい表現を求める声も多数挙がるとのことから

も,児童が意欲的に本アプリケーションを活用

し,どんどん自らの表現の幅を広めようとする

姿勢が見て伺える。 

４ 結論と今後の課題 

 このように,本アプリケーションを活用する

ことで,児童は意欲面だけでなく,技能面におい

ても自らの気づきから向上させることができた。

しかし,先述の通り自己の到達度を写真フォル

ダに蓄積する児童が多数いたり,更に表現を広

げていきたいという姿が見受けられたりするこ

とから,本アプリケーションを更に改善してい

く必要がある。本アプリケーションのねらいは

児童が主体的に活用できることであるため,児

童のこういった姿から,デジタルポートフォリ

オ機能やさらなる単元の開発,様々な OS への

対応など,児童のニーズに合った形で今後も継

続的に開発を行い,広く汎用的なアプリケーシ

ョンにしていく必要がある。
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小学校社会科における学習支援システムを活用した多角的に考える授業 

福島耕平（鈴鹿市教育委員会）・勝井まどか（鈴鹿市立合川小学校）・下村勉（三重大学名誉教授） 

概要：本研究では，小学 6 年生社会科の授業において，配布された資料をもとに，児童がアプリを活

用してレポートを作成し，そのレポートを学習支援システムの一つである Moodle(ムードル)を活用し

て，共有・交流する授業実践をおこなった。その結果，授業後の児童の振り返りには，自分にはなかっ

た視点を取り込み，学習課題について，多角的に考えることができたことが記されていた。本研究で実

践した方法は，これからの小学校社会科で求められている「多角的な見方・考え方」の獲得に寄与する

可能性がある。  

キーワード：小学校社会科，Moodle，多角的な考え方，共有・交流，タブレット端末

１ はじめに 

 2020 年度から全面実施される小学校学習指

導要領では，社会科の目標の一つに，「社会的事

象の特色や相互の関連，意味を多角的に考える

ことができる」とある。また，「考えたことや選

択・判断したことを適切に表現する力」の育成

も謳われており，その際，資料等を用いて作品

にまとめたり，図表に表したりする表現力や，

調べたこと，理解したことを言語で表現する力

の育成が重視されている。 

 そこで，新しい学習指導要領で謳われている

社会科での表現力育成をねらい，児童が与えら

れたそれぞれの資料から自分の考えをレポート

にまとめるという課題を設定した。 

 さらに社会的事象を「多角的に考える」ため

には，複数の資料から考えたり，友達の考えと

比較して考えたりすることが有用である。作成

されたレポートを共有・交流する学習を展開す

ることで，児童が学習課題をより多角的に考え

ることができるのではないかと考えた。 

 筆者らは，2007 年度に，小学校の教科学習に

おいて，大学等の高等教育機関でとり入れられ

ている Learning Management System（以下，

「LMS」とする。）の一つである「Moodle（ムー

ドル）」を活用した児童の学習成果の共有・交流

を重視した学習に試行的に取り組んだ。2008 年

度からは，本格的に授業実践を重ねてきた。 

 本研究では，これまでの実践研究で得た知見

を生かし，LMS を活用したレポートの共有・交

流を重視した授業が，児童の社会事象に対する

「多角的な見方・考え方」の獲得に有用である

か検討することを目的とした。 

２ 研究の方法 

（１）調査対象および調査時期

 対象児童は，公立の小学 6 年生 1 学級 31 名

である。授業実践は，2019 年 2月初旬におこな

った。実践結果は授業日の当日にインフルエン

ザで欠席した児童が5名いたため，26名である。 

 対象学級では，これまでに社会科の授業で

Moodleを活用した意見交流を3回おこなってい

る。しかし，日常的におこなっているわけでは

なく，文字入力を始め，ICT 活用リテラシーは

個人差が大きい状態であった。 

（２）評価方法

児童が作成したレポートや交流の際のコメン

トを分析するとともに，プレ・ポストの質問紙

調査を実施した。また，一人ひとりの振り返り

の自由記述の分析をおこなった。 

３ 授業実践 

（１）単元と内容

 実践は，小学６年生社会科公民分野の「わた

したちのくらしと政治」の単元でおこなった。
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この単元は 9時間構成になっており，最後に「選

挙の問題点についていろいろな考えを知る」学

習がある。そこで，第 8時において，児童に選

挙に関わるグラフ資料を配布し，資料をもとに

レポートを作成させた。用いた資料は，「投票所

までの距離と投票・棄権の割合」「棄権理由」「主

な OECD 加盟国の投票率」「年代と投票・棄権の

割合」の 4つである。 

 第 9時において，作成したレポートを共有・

交流した。その際，45 分間の授業時間で，自分

以外の 3つの資料をすべて読むことができるよ

う，事前に資料が異なる４人でグループ編成を

し，先ずグループ内での交流をおこなった。そ

の後，時間がある児童は，他のグループのレポ

ートについても交流することとした。 

（２）実践を支えるシステム

レポート作成には，iPad アプリ『ロンリー』

を活用した。iPad アプリ『ロンリー』は，児童

の論理的な文章力を育成するために筆者らが開

発したアプリである。『ロンリー』には，資料な

どの画像をもとに，そこからわかる「事実」と

「意見」を書く欄がある。また，「画像」「事実」

「意見」で 1パラグラフを構成し，画面上でパ

ラグラフの入れ替えが自由にできる。

共有・交流には，Moodle を活用した。Moodle

は，オープンソースのため無料で利用できるこ

となどから，高等教育機関で多く活用されてい

るが，義務教育での活用例はあまりない。 

児童用のタブレット端末は iPad を活用した。

iPad から Moodle への接続には，市販の無線ル

ータ 3台をアクセスポイントとして活用し，無

線 LAN 環境によるイントラネット(教室内ネッ

トワーク)を構築した(図 1)。

図 1 学習支援システム構築のイメージ 

（３）レポート作成

  全体で 4つの資料を確認した後，児童一人ひ

とりに，印刷された紙の資料をランダムに配布

した。児童はそれを iPad のカメラで撮影し，ア

プリ『ロンリー』にとり込み，資料からわかる

事実と自分の意見をアプリ内で 1パラグラフと

してまとめていった。 

 その際，紙の資料に書き込みをしてから撮影

したり，アプリのペイント機能を活用して，資

料を強調したりしている児童が数名いた(図 2)。 

図 2 児童が作成したレポート 

（４）共有と交流

  児童は，Moodle 上に投稿されたレポートを読

み，そのレポートに「返信」をするという形で，

レポートに対するコメント(自分の考えや感想)

を書き込んでいった(図 3)。レポートだけでな

く，コメントも全員で共有されるため，色々な

考えに触れることができるのが，Moodle 活用の

メリットである。

 図 3 レポートとコメント 

（５）振り返り

ポストの振り返りは，Moodle のフィードバッ

ク機能を活用した。Moodle のフィードバック機

能は，選択式や記述式など様々な回答方法を設

定できる。回答した内容は，回答後，直ぐに児 

コメント例
下に多くの

コメントがつづく

上 資料からわかる事実 

下 自分の意見 

とり込んだ資料 
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図 4 選択式フィードバック 

表 1 記述式フィードバック（抜粋） 

童が確認できるように設定することもできるた

め，振り返りの共有も可能である(図 4・表 1)。 

４ 結果 

（１）レポート

 対象学級の児童全員が，1 時間でレポートを

完成させることができた。レポートには，自分

の考えだけでなく，疑問に思ったことなどの記

入も見られた。 

レポート全体の文字数は，少ない児童で 52 字，

多い児童で 720 字，平均で約 186 字であった。 

（２）交流のコメント

レポートに対するコメントは，「自分もレポー

トに書かれている意見と同じように思う」とい

った内容のものが一番多かった。なかには，「投

票数を増やすために，選挙に⾏ったらクーポン

を配布する」という解決案のレポートに対して，

「物でつるのは同意できない」等の批判的なコ 

メントも見られた。また，投票所までの距離の

レポートに対して，「移動投票所はどうか」とい

った新たな提案のコメントも見られた。 

（３）質問紙

 プレは第 8時の実践の前，ポストは第 9時の

授業終了時に実施した。集計は第 8・9時の両方

に参加できた 26 名である。プレ・ポストの質問

紙の結果を図 5〜7に示す。 

 「選挙は大切だと思いますか」の質問では，

ポストでは，「はい」という回答が増え，「はい」

「ややはい」という肯定的な回答もポストでは

95%以上であった。「18 歳になったら選挙にいき

ますか」の質問では，「必ずいく」という回答が

倍に増加し，「必ずいく」「たぶんいく」という

肯定的な回答を合わせると，ポストの結果は，

80%であった。「今の選挙には問題点があると思

いますか」の質問では，プレでは「わからない」

と回答した児童が 8名いたが，ポストでは 0名

であった。また，「はい」「ややはい」と回答し

た児童は，95%以上であった。 

図 5 選挙は大切だと思いますか 

図 6 18 歳になったら選挙にいきますか 

図 7 今の選挙には問題点があると思いますか 

（４）振り返り

 「私は選挙に行ったことがないし，行きたい

と思ったこともなかったけど，勉強したりみん

なの意見を聞いたりして興味をもてた。大人に

なったら選挙に行ってみたい。」「今の日本には

投票率がとても低いという問題点があり，その

理由は様々だと思った。今，政治のことをしっ

かり勉強し，日本の選挙の問題点を知ることで，

この先私が 18 歳になって選挙権を得たときに，

自分の判断で，自分がいいと思う立候補者を選

びたい。」「皆さんの意見や資料を見て，遠いか

らこないと言う人や，足が不自由で行けない人

が多い事が分かった。これを解決するために，
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近くのスーパーマーケットに投票する場所をつ

くったり，インターネットで投票できるように

したりするといいと思う。」といった学習課題で

ある「選挙」に関する振り返りが見られた。 

 また，「まだ健康であるお年寄りの方などは自

分で選挙に行けるけど，足の不自由な方や，な

んらかのしょうがいをもった人も何人かは選挙

に行きたい方も中には居ると思う。そういう人

にはどう対処するのだろうか…。」といった疑問

の振り返りも見られた。 

 さらに，「他の子の意見を聞いてこんな意見が

あるんだなと思ったし，色んな発見がありまし

た。」「今回の授業でいろんな人の意見を聞いて

選挙に行く人を増やすにはどうすればいいか考

えることができた。」といった共有・交流につい

ての記述も見られた。 

 振り返りの記述時間は 4分間と短い時間であ

ったが，しっかりと記述されている振り返りが

多かった。 

５ 考察 

（１）レポート

レポート全体の文字数は，少ない児童で 52 字，

多い児童で 720 字とかなりの差があった。内容

的にも資料に対してしっかりと自分の考えを書

けているものも多かったが，考えを十分に記述

できていないレポートもあった。これは学級内

での学力差が大きい実態を反映している。 

（２）交流のコメント

コメント内容は，レポートに対して「自分も

同じように考えている」という内容が多かった

が，レポートに書かれた提案に対して批判的に

考える内容や新たな提案をする内容も見られた。 

 LMS を活用した共有・交流では，レポートの

共有だけでなく，レポートに対する一つ一つの

コメントもすべて共有できる。そのため，自分

は同感だと感じても，同じものを友達が批判的

に捉えているコメントや新しい提案をしている

コメントを見ることで，児童が自分にない視点

をもてたのではないかと考える。 

（３）質問紙

 「選挙は大切だと思いますか」，「18 歳になっ

たら選挙にいきますか」の質問では，ポストで

肯定的な回答が増えた。この共有・交流の学習

を通して，児童は，選挙の大切さを感じたり，

投票行動に対して前向きな考えをもつようにな

ったと思われる。 

 また，「今の選挙には問題点があると思います

か」の問いでは，プレでは「わからない」と答

えた児童が 8名いたが，ポストでは 0名であっ

た。共有・交流の学習を通じて，選挙の問題点

についての理解が深まったことが示唆された。 

（４）振り返り

 振り返りの記述には，学習課題に対する記述

や問題意識，自分の考えの変容が記述されてい

た。これらの記述から，児童は，学習課題であ

る「選挙」に対して，自分なりの考えをもてた

と思われる。 

 また，共有・交流することでの気づきに対す

る記述もあり，児童は，友達のレポートやコメ

ントを読むことを通して，学習課題を多角的に

捉えることができた。 

６ まとめ 

 本研究では，小学 6年生社会科において，ア

プリを活用して，資料をもとにレポート作成を

おこなった。そのレポートを LMS で共有・交流

する授業実践をおこない，そのなかで，本研究

における実践方法が，これからの社会科で求め

られている「多角的な見方・考え方」の獲得に

寄与する可能性を示した。 

 本研究の実践は，一単元の事例であり，社会

科の他学年や他単元においても，児童の「多角

的な見方・考え方」に有用であるかについては，

今後も実践を重ねて検証していく必要がある。 

参考文献 

文部科学省（2018），小学校学習指導要領解説 

社会編，日本文教出版株式会社 

福島耕平，下村 勉（2015），Moodle とタブレッ

ト端末を活用した学習成果の共有・交流が

児童の知識獲得に与える影響，コンピュー

タ＆エデュケーション，vol.39，pp.70-75
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楽しみながら言語感覚を育む小学校の英語教育 

立石喜美子（北陸学院小学校）・宮浦国江（北陸学院大学） 

概要：本稿の目的は，言語感覚に焦点を当てた小学校の英語教育について実践研究を報告することで

ある。本校の英語教育ではタブレットのさまざまな機能を活用し，児童が見つけたもの，経験したこ

とを素材に英語で表現する学習活動を教科横断的に展開している。これらの実践では「言語活動」を

軸とし，国語のように伝え合う言語として英語を位置付けた。その結果，1 年生が校庭で遊ぶ際に「こ

れは英語で何というのだろう」と疑問をもつようになったり，６年生が社会の知識をオーストラリア

の児童と共有し，伝え合う喜びを感じたりした。このように伝え合う言語として英語を活用する場面

を増やすことで，児童はより親しみをもって英語を学ぶことができた。 

キーワード：小学校英語教育，教科横断的，タブレット端末，言語感覚，言語感覚

1 はじめに 

 本小学校では，1 年から英語教育に力を入れ

ており，1，2 年生では週に 1 時間，3，4 年生で

は週に 2 時間，5，6 年生では週に 2.5 時間の英

語の授業を行っている。2017 年度から，Oxford 

Reading Tree（以下 ORT）という絵本を取り入

れ，CD の音声をお手本として，児童は家庭学

習として音読をおこなっている。2 年生の児童

でも，ラッコが貝を割っている姿の絵に

「crack！」と書かれていると，ラッコが貝をた

たきながら割る様子をイメージしながら「割れ

ること」と「crack」をつなげて理解できていた。

辞書を引きながら学ぶ外国語という形ではなく，

絵や音を頼りに絵本を楽しみながら外国語を学

ぶ機会をより多く作ることをめざした。 

また，絵本の世界を楽しみながら英語に触れ

るだけでなく，普段の学校生活の中で用いてい

る言葉をそのまま英語にして表現する機会を多

く設けるようにした。本校は自然に囲まれた環

境の中にあり，四季の移り変わりを常に身近に

感じることができる。校庭では，桑の実やグミ，

木イチゴや栗などが実り，春，夏，秋，冬と移

り変わる自然の草花の様子を観察したり，夜空

に広がる星座を観察したりする学習活動がある。

休み時間には昆虫採集を楽しみにしている児童

もいる。国語では四季の詩や俳句を作る学習，

生活科では自然との関わりの学習など，さまざ

まな教科で本校の自然の良さを言語化する学習

活動を行っている。そこに「英語で表現する」

ことも加えて他教科との連携の授業を行うこと

で，より英語に親しみを持てるように実践をデ

ザインした。 

2 実践の概要 

 本校で紹介する実践は次の 5つである。これ

らの活動は相互に有機的に関連しているが，こ

こでは各実践の概要について説明する。 

2.1 『葉っぱのフレディ』・The Fall of Freddie the 

表１ 代表的な実践(2018 年度) 

学年 関連

教科 
取り組み内容 

5 年 国語 『葉っぱのフレディ』から英語表現

を学ぶ。 

6 年 総合 

社会 

姉妹校（オーストラリア）の児童に

石川県を紹介する。 

1 年 生活 小学校の周辺で見つけた物を英語で

紹介する。 

2 年 国語 お手紙 The Letter の英語劇（国語・

図工） 

年間を通した取り組み 

5 年生 2 言語での絵本の読み聞かせ 

全学年 英語音読宿題 

全学年 スカイプセッション 
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Leaf (Leo F. Buscaglia)から英語表現を学ぶ

（5 年） 

自然に囲まれている本校の特色を生かし，ま

た５年生で枕草子を学習することと関連付け，

四季の移り変わりを詩や俳句，短歌で表す学習

を実施している。そこで，英語の時間に木の葉

が主人公となり，木から離れて落ちる「死」と

向き合う物語，「葉っぱ

のフレディ」の読み聞か

せを行った。 

4 月，5 年生の教室の

窓からは，満開の桜が見

える。夏，蝉の鳴き声が

聞こえる中，青々とした葉

っぱとなり，その後は少し

ずつ紅葉していく。冬休み前には，その木に葉

っぱは一枚もない。『葉っぱのフレディ』を学

習した後に行った秋の詩の学習では木の葉の視

点を学んだことから，図 1のような詩の作品も

書き上げられた。 

 主人公の心情を読み取った後，四季の移り変

わりが多く表現されているページの中から，自

分が実際に見てみたい情景の表現を選び，そこ

の部分を英語で読む学習活動をおこなった。多

くの児童は，絵本の中から紅葉の様子を選んで

いた。フレディの友だちがさまざまな美しい色

に変わっていく場面である。11 月，その場面が

イメージできる実際の風景を校庭で見つけてタ

ブレット端末で写真に撮った（図 2）。絵本の

表現にあるイメージをそれぞれの個性に応じた

写真として残すこと

ができた。 

 紅葉の様子が色を

用いて表してあり，

児童に身近な単語だ

ったこと，また絵本

の構成が日本語も英

語も同じだったため，

児童は自分たちで言

葉をたどりながら英

語の文章を探すことができた。また，児童が撮

った写真にはさまざまな紅葉が写し出され，国

語と英語，両言語で秋を表現していた。 

2.2 オーストラリアの姉妹校の児童に石川県

を紹介する（6 年） 

オーストラリアのシドニー近郊に 1996 年か

ら関係を築いている姉妹校がある。オーストラ

リアからは 2 年に一度本校に来校，本校からは

3 年に一度オーストラリアの学校を訪問し，ま

たテレビ会議を通して交流を深めている。2018

年度は 10 月にオーストラリアから 19 名の 5，6

年生が来校し，習字やけん玉などで交流するこ

とに加えて，英語で石川県や金沢，日本の食材

についてクイズ形式で紹介するポスターを作成

して，オーストラリアの児童が使用する部屋に

掲示した。6 年生は国語の「町のよさを伝える

パンフレットを作ろう」という単元で金沢につ

いて調べていたので，それを英語のクイズにし

て英語で表現した。5 年生はスーパーに行って

日本の食材を紹介することになっていたので，

日本の食材に関連するクイズを作った。 

始めに児童は This is ～など既習のフレーズ

を用いながら文章を考えていたが，作られる，

使われるなどはどう表現するかという質問があ

り，This is made from fish.など受動態も教える機

会となった。 

児童はタブレットで情報を集めながら，効果

的にポスターを編集してクイズを作成すること

ができた。また，それを見たオーストラリアの

児童は，クイズを楽しみ，またそのポスターを

通して児童同士がコミュニケーションをとるき

っかけとなり，自分が書いた英語が「伝わる」

ことを経験した。 

2.3 テレビ会議セッション（6 年） 

姉妹校とは，Skype というテレビ会議システ

ムを使って年に 1，2 回交流している。6 年生は

6 月，5 組のペアで世界の国々についてクイズを

出した。It’s the biggest country in the world. The 

図１児童の詩（秋） 

図２ 『葉っぱのフレディ』の秋の

様子を探した写真と秋の表現 

一本の 

枝から兄弟 

旅だった 

さようなら 

枝から兄弟 

見守る木 
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population is 5 hundred and fifty million people.な

ど，少し難しい表現もあったが，児童の「伝え

たい」という思いが学ぶ意欲となり，世界で一

番大きい，広い，高いなど最上級の表し方も知

る機会となった。同時に社会科などで学習した

内容を，英語を用いて実際に伝え合うことがで

き，児童の日本語での学びに英語表現を重ねる

活動となった。 

テレビ会議のセッションの後に表２の示す 3

つの質問を 5 件法で尋ねた。児童はどれも肯定

的に答えているが，特に質問 1 と質問 2 の結果

を比較すると，英語の授業，英語の学習をあま

り好きではない児童でも，テレビ会議を通した

交流は好きだと回答する傾向が大きいことがわ

かった。質問 3 からは，相手がいて「伝わった」，

「分かり合えた」を経験することが英語をがん

ばろうという内発的動機づけの要素となってい

ることが明らかとなった。 

2.4 小学校の周辺で見つけた物を英語で紹介

する。（生活科）（1 年） 

 1 年生は「ミッケ！」

をテーマに，生活科の授

業「学校探険」をしなが

ら自分が見つけたもの

をタブレットで撮影し

てきた。また，撮影し

た写真を再生し，互い

に見つけたものを共有

する時間も設けてきた。

11 月の学習発表会では，

毎年，1 年生は英語発表

をしており，今年は子ど

もたちが「ミッケ！」で

みつけたものを英語で

発表することを計画した。「四つ葉のクローバー」

「トンボ」「きのこ」「どんぐり」などをみつけ

た子どもたちからは，「絵をつなげて絵本にした

い」というアイデアが出たため，1 年生 16 人が

描いた 16 枚の絵を繋げてビックブックを作成

することにした。また，みつけたものを英語で

話す際には，絵本『くまさん くまさんなにみて

いるの』の英語版「Brown Bear， Brown Bear， 

What Do You See？」のフレーズを参考にし，英

語のやり取りを楽しめるように，会話でストー

リーを展開できるようにした。

例えば，以下のような例文である。

1 年児童：“Minato, Minato, what do you see?” 

Minato ：“I see a swing in front of me. ” 

発表者が交替するタイミングをつかむため，ウ

ッドブロックでリズムをカウントした。それが，

英語のフレーズのリズムと合うチャンツになっ

ていたため，リズミカルに言うことができたよ

うであった。1 年生は英語の時間が週に 1 回な

ので，英語の先生がタブレットで録音してくれ

たフレーズを授業中や休み時間に聴いて練習し

た。 

2.5 2 言語での絵本読み聞かせ（5 年） 

 本校では，保護者の協力を得て，「山のお

はなし会」という読み聞かせを月に一回おこ

なっている。その際に 5 年生（20 名）では日

本語と英語の 2 言語で表 2 の絵本の読み聞か

せをおこなった。内容を知っているお話，児

童にとって親しみのない言葉が多く出てく

る絵本は日本語，英語の順に一文ずつ読み，

理解しやすい絵本は英語，  日本語の順に一

文ずつ読んだ。 

表３ 2言語で読み聞かせをした絵本 

表２ テレビ会議後のアンケート調査の結果 

質問項目 結果 

質問１：英語は好きですか 3.8 

質問２：スカイプセッションは好きで

すか 
4.4 

質問３：スカイプセッションの後、英

語をもっとがんばろうと思いましたか 
4 

写真１ 

1年の実践の様子 
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児童にどの本が一番印象に残っているか

を尋ねたところ，上位は『どこいったん』，『ス

イミー』，『３びきやぎのがらがらどん』，『ぼ

ちぼちいこか』であった。理由は，「内容や

絵がおもしろい」，「お話がおもしろい」とい

ったものから，「日本語の表現とは別の表現

で楽しい」，「言葉の表現が違っていておもし

ろいなと思った」，「日本語で書かれていない

ことが英語では書かれていたから」，英語の

単語がいろいろあって勉強になったから」，

など英語の表現を意識しながらお話を聞い

ていることが分かる。 

「これからも日本語と英語の絵本の読み

聞かせがあったらいいと思いますか。」とい

う質問には 8 割にあたる 16 名が「はい」と

答えている。その理由は，「日本語でいつも

聞いている言葉が英語で分かるから」，「この

日本語はどんな英語だろうといつも気にな

ってくるから」，と英語ではなんというのか

知りたい，という学ぶ姿勢を持ちながら読み

聞かせを楽しんでいることが分かる。  

2 言語で読み聞かせをすることは，児童が

お話の内容と重ね合わせて英語を学ぶこと

ができるため，効果的な学習方法だと考えら

れる。 

3 結論 

 本稿では，言語感覚に焦点を当てた小学校の

英語教育について実践研究を報告した。本研究

では，児童のふだんの日本語での学びや生活を

土台として，その場面に英語表現を重ねること

で，実感の伴った英語学習につなげ言語感覚を

育てることを目指した。タブレットのカメラ機

能や動画撮影機能を活用することで，児童の見

つけたもの，経験したことを素材に英語で表現

し，友だちに伝えたり，英語の表現を感じたり，

楽しんだりする活動にすることができた。さら

に教科横断的な取り組みで学習を深め外国語教

育の充実を図ることができた。 

これらの実践の軸は「言語活動」であり，小

学生で学ぶ英語であってもやはり国語と同じよ

うに，伝え合う言語としての英語を位置付けた。

校庭での遊びの中で「これは英語で何というの

だろう。」と疑問をもつようになった 1 年生，社

会の知識をオーストラリアのお友だちと共有す

ることで伝え合う喜びを感じた 6 年生の様子か

ら，児童の生活環境の中に，伝え合う言語とし

て英語を捉える場面を増やすことで，英語をよ

り身近に感じ，親しみをもって学んでいくこと

ができた。たくさんのことを見て，感じて，吸

収していく小学生時代だからこそ，言語感覚の

基礎となる部分に外国語の要素を含ませること

で，言語に対して敏感になることができると考

える。 

4 今後の課題 

今回、絵本を活用していくなかで、児童の発

達段階に合った絵本であっても，関係代名詞，

現在完了形，さまざまな助動詞などが出てきて

いた。絵本で使用されているということは、文

法として学習すると難しい用法であっても、小

学生が理解できるニュアンスなのである。文法

として学ぶ前に、その文章が表しているニュア

ンス（感覚）を感じることができれば、その後、

文法として学んでいくときに、より理解しやす

くなるのではないだろうか。 

どの絵本にどのような文法的な用法がでてき

ているのか、6 年間を通して、いつ、どの絵本

を用いたらよいのか、絵本の選定とカリキュラ

ムの詳細を考えていきたい。

日本ではシンガポールやマレーシアなどのよ

うに生活の中で英語が使われているわけではな

いため，英語に触れる機会を作らないと，英語

を見たり，聞いたり，話したり，読んだりとい

う機会はない。そのため，「言語感覚」まで育む

ことは難しい環境にあるだろう。しかし，良質

な語彙，児童に身近な語彙に楽しく触れさせ，

用いることで，より英語に親しみを持つ機会を

作り，言語感覚を育む授業デザインを考えてい

きたい。 
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英語と情報活用のコンテンツを活用した学習活動での 

プレゼンテーション能力向上に関する一考察 

新里美香代（鹿児島市立錫山小中学校）・山本朋弘（鹿児島大学大学院） 

概要：中学校英語でのプレゼンテーション能力を高めるために，英語と情報活用に関する NHK for 
School の複数のコンテンツを活用して，単元のルーブリックと関連付けた一覧表を作成し，授業や家

庭学習での表現活動を支援した。動画共有サービス等を活用して，生徒のプレゼンテーション動画に

対して外部からの評価を得るようにし，生徒が自ら振り返るようにした。授業後の感想等について計

量テキスト分析を行った結果，英語と情報活用の複数のコンテンツを組み合わせて活用することで，

英語表現や異文化等についての理解を深め，プレゼンテーション能力の高まりにつながることを示し

た。 

キーワード：NHK for School，中学校英語，プレゼンテーション，情報活用，外部評価

１ はじめに

新学習指導要領では，情報活用能力を，言語

能力と同様に「学習の基盤となる資質・能力」

と位置付け，情報活用能力の育成を推進するこ

ととした（文部科学省，2017）。また，IE-School

における実践研究（文部科学省，2018）を踏ま

えた情報活用能力の体系的な整理として，情報

活用能力の体系表を例示し，IE-School での実践

を掲載した。情報活用能力育成に向けて，教科

等横断的な視点で ICTを活用した学習活動の充

実に取り組んでいくことが求められる。

中学校は教科担任制ではあるが，教科横断的

な視点での学習活動が期待されており，中学校

英語での授業においても，情報活用能力の育成

を進める必要がある。特に，中学校英語の先行

実践では，タブレット端末活用が広く展開され

ており，NHK の学校教育向けポータルサイト

NHK for School（以後：NHK for School）のコン

テンツ活用が取り入れられている。

中学校での NHK for School の活用事例として，

国語科での教科横断，協働的な番組の活用実践

例が報告されている（豊田，2019）。また，高等

学校での活用事例として，英語教育と「道徳」

での授業実践が報告されている（中澤，2019）。 

宇治橋ら（2016）の調査によれば，小学校の

NHK for School コンテンツを利用している場合

が多い。また，現在制作されている多くの英語

のコンテンツは，小学校対象のコンテンツであ

り，中学校英語の授業での有効活用が期待され

る。さらに，情報活用能力の育成を目的とした

コンテンツも充実してきており，中学校英語で

の活用も期待される。 

 そこで，本研究では，中学校英語学習におい

て，小学校英語や情報活用に関するコンテンツ

活用を検討し，英語と情報活用のコンテンツを

組み合わせて活用する実践を展開して，英語表

現や異文化等についての理解や，プレゼンテー

ション能力が向上したかを検証した。

２ 研究の方法 

（１）調査対象および調査時期

 調査対象は，小規模の中学校３年生２人とし

た。授業では，教師用デジタル教科書や大型提

示装置，タブレット端末を活用した。家庭学習

では，家庭のタブレット端末で視聴させた。検

証期間は，2019 年６月〜７月とした。 

（２）活用コンテンツ

図１は，授業と家庭での ICT 活用の具体内容
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を示したコンテンツ活用表である。教科書の単

元の内容に,どのコンテンツが適しているかを

調べ,場面ごとの活用方法を検討し，目的に応じ

て活用することとした。単元の最後には，発表

課題を設定し，英語によるプレゼンテーション

発表を行った。また，生徒向けの記述式アンケ

ートを実施し，単元の最終日に，視聴した感想

や意見を記述させた。 

（３）実施単元

本単元では，現在完了形の「継続」と「経験」

の用法を学び，日本の名所や史跡の紹介の仕方

を知り，鹿児島の観光名所とそこで経験したこ

とについて発表することを目標に，全９時間の

取り扱いとした。導入の第１時〜第３時までは，

現在完了形の「継続」と「経験」の用法を学習

し，「趣味や習い事」についての１分間スピーチ

を行った。展開の第４時〜第６時までは，今ま

で行ったことのある場所とその回数についての

１分間スピーチを行い，日本の観光名所や史跡

紹介の仕方を勉強した。その後，印象に残った

鹿児島の観光名所とそこでの経験についてのプ

レゼンテーションの原稿を作成した。終末の第

７時では，ペアでお互いのプレゼンテーション

をタブレット端末で撮影し，相互評価を行いな

がら練習を繰り返し，第８時では，プレゼンテ

ーション発表と動画撮影を行った。撮影した動

画を YouTube（限定公開）に投稿し，Google フ

ォームで，保護者や教員，ALT 等に外部評価を

もらうようにした。第９時では，評価結果を生

徒に還元し，振り返りを行わせた。単元を通し

て，授業と家庭学習で，毎日英語と情報活用に

関するコンテンツを視聴するようにした。 

表１は，単元全体の目標，英語と情報活用能

力のルーブリックを記載した NHK for School の

コンテンツの一覧である。単元の学習活動と評

価規準，コンテンツ名を示している。事前に生

徒に配布して，家庭学習を促した。また，目標

も事前に明示した。生徒には，一覧表を参考に，

視聴したいコンテンツを選ばせ，様々なコンテ

ンツから必要な情報等を選択させるようにした。

プレゼンテーション作成や発表のスキル

図１ 授業と家庭での ICT 活用の具体内容

表１ 単元全体の目標と NHK for School のコンテンツの一覧（一部）
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アップ，リスニング力育成や異文化理解等に役

立てるようにした。 

授業では，スピーチ，プレゼンテーションの

作成や話し方等に関する学びを深めるため，主

に情報活用に関するコンテンツである「しまっ

た！〜情報活用スキルアップ〜」と「お伝と伝

じろう」を視聴させた。視聴後は，プレゼンテ

ーションや話し方等に関するポイントを押さえ，

生徒と共に振り返りを行った。そして，スピー

チやプレゼンテーション作成と発表の準備に取

り組ませた。 

家庭学習では，英語と情報活用に関するコン

テンツを視聴させた。家庭学習振り返りシート

を活用し，視聴したコンテンツに対する感想や，

分かったことや学んだこと等を記述させた。次

の授業で，それぞれ見た感想等を共有させた。

週末には，家庭のタブレット端末を使い，自分

で好きなコンテンツを選んで視聴させるように

し，感想等を記入させた。 

（４）分析方法

Google フォームで動画を視聴して，評価を行

えるようにした。外部評価として，外国人（ALT，

元 ALT）８名，日本人 32名（英語関係者 12名，

保護者含む），計 40名に視聴してもらった。

評価項目は，項目①「ポイントに気を付けて，

発表することができたか。」，項目②「写真を

効果的に示しながら，明確に伝えることができ

たか。」の２項目を，５段階尺度（１：思わな

い，２：あまり思わない，３：どちらでもない，

４：少しそう思う，５：思う）で評価を受けた。

また，動画を視聴した感想を記述式で記入して

もらうようにした。その後，評価結果を生徒に

還元し，それぞれの項目に対する振り返りを行

わせ，感想等を記述させた。

３ 結果 

（１）計量テキスト分析

図２は，KH Coder（樋口，2014）を用いて，

プレゼンテーションの外部評価の記述内容を分

析し，共起ネットワークを用いて図式化したも 

図２ 外部評価の共起ネットワーク 

のである。共起ネットワークは，文章中に出現

する単語の出現パターンが似たものを線で結ん

だ図である。「写真」，「プレゼン」，「良い」， 

「伝わる」，「見る」，「発表」の単語が結び

ついており，つながりが近い関係にある。写真

を効果的に示し，前を見て聞き手を意識しなが

ら話すことにより，伝わりやすい良い発表とな

っていることが分かる。「プレゼンの構成が順序

立てていて良い。」，「写真を効果的に使いながら

魅力的なプレゼンができている。」，「写真に注目

するタイミングを発表者が促している。」，「キリ

ンのアップとルーズの写真を使用している点が

良かった。」，「目線が落ちず，前を見て相手意識

を感じた。」等の記述が見られた。 

次に，「話す」，「自分」，「経験」，「理由」の単

語が結びついており，大きな声でハキハキと話

し，自分の経験等を交えて理由付けをしながら

具体的に伝えている発表であることが分かる。

「自分の経験や思いを上手に織り交ぜて話して

いたところが良かった。」, 「スライドに自分の

経験を交えた表現があり，説得力があってとて

も分かりやすかった。」，「自分の経験を含めて，

様々な情報が盛り込まれていたとても素敵なプ

レゼンだった。」等の記述が見られた。

さらに，「説明」，「伝える」，「分かる」の単語

が結びついており，「論理的に順序よく説明して 
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表２ 外部評価の結果（％） 

項目 ５点 ４点 ３点 ２点 １点 

① 10.0 40.0 35.0 13.8 1.3 

② 28.8 51.3 13.8 5.0 1.3 

分かりやすく伝える」ことに意識した発表であ

ることがいえる。「仙巌園を紹介する理由を３つ 

挙げて論理的に説明できているのも好印象だっ 

た。」や，「写真を精選し，分かりやすく説明で

きていると思う。」等の記述が見られた。 

（２）プレゼンテーションの外部評価の結果

表２は，プレゼンテーションの外部評価の結

果を表したものである。項目①「ポイントに気

を付けて，発表することができたか。」，項目

②「写真を効果的に示しながら，明確に伝える

ことができたか。」のそれぞれ割合を示した。

項目②は，項目①より高い結果となった。写真

を効果的に示しながら，プレゼンテーションが

できていたと考えられる。 

４ 結論 

本研究では，中学校英語学習において，小学

校英語や情報活用に関する NHK for School 活用

を検討し，英語と情報活用のコンテンツを組み

合わせて活用する実践を展開して，英語表現や

異文化等についての理解や，プレゼンテーショ

ン能力が向上したかを検証した。

生徒の感想記述を分析することにより，授業

や家庭での英語コンテンツ視聴がプレゼンテー

ションの参考になったと考えられる。さらに，

情報活用に関するコンテンツ視聴や外部評価の

活用によって，英語でのコミュニケーションを

高めることを実感していたと考えられ，英語の

授業において，教科横断的な活用が可能である

ことを示した。 

今後は，教科横断的な視点から，他の単元に

おいても，NHK for School のコンテンツを位置

付けて，改善点を修正していきながら，より活

用しやすいものに改訂していく予定である。 

参考文献 

樋口耕一（2014）社会調査のための計量テキス

ト分析−内容分析の継承と発展を目指して

−．ナカニシヤ出版，京都

文部科学省（2017）中学校学習指導要領（平成

29 年告示）解説．http://www.mext.go. 

jp/component/a_menu/education/micro_detail/

__icsFiles/afieldfile/2019/03/18/1387018_001.

pdf（accessed 2019.7.7） 

文部科学省（2018）情報活用能力を育成するた

めのカリキュラム・マネジメントの在り方

と授業デザイン．

中澤啓子（2019）高校の学校現場における映像

教育の必要性-「NHK for School」を通して

の英語教育と道徳教育の実践-．公益財団

法人 学習情報研究センター，学習情報

2019 年５月号 通巻 268 号 50-51 

NHK 制作局青少年・教育番組部（2018）NHK for 

School 2018 番組＆WEB ガイド． 

豊田多希子（2019）NHK for School の教科横断

的な活用と協働的な活用．公益財団法人  

学習情報研究センター，学習情報 2019 年

５月号 通巻 268 号 48-49 

宇治橋祐之（2016）子ども・授業・学校をつな

ぐ学校放送番組の活用．公益財団法人  

学習情報研究センター，学習情報 2019 年

５月号 通巻 268 号 42-43 
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主体的･対話的で深い学びにつながる予習及び授業におけるＩＣＴ活用 

－映像教材等による予習で授業を見通し ICTを活用した対話で思考を深める授業－ 

岸田幸雄（丹波篠山市立西紀中学校） 

概要：ＩＣＴの活用による「授業に見通しをもたせる予習」と「思考を深める対話を核にした授業改

善」を目標に掲げ取り組んだ。そして，「効率的で短時間で視聴や作業が可能な予習映像教材等の作成」

に取り組み，反転学習を実現させるとともに，対面の授業において「タブレットによる思考の可視化・

瞬時の共有化・試行の繰り返しの特性をいかした協働学習」を実践した。  

キーワード：主体的対話的で深い学び，予習，反転学習，協働学習，ＩＣＴ活用

１ 研究の背景 

 本校では，新学習指導要領（平成 29年 3 月告

示）で重視される「主体的・対話的で深い学び」

を見通し，平成 28年度から「主体的な学びと仲

間との学び合いを通して生徒自らが創る生活･

学習」を研究テーマに，映像教材を含む予習と，

対話による協働学習を中心とした授業改善に取

り組んできた。具体的には，授業の目標につな

がる予習を家庭学習の課題とし，授業に対する

見通しと意欲を高めるとともに，授業の導入部

分を短くし，ホワイトボード等により書く活動・

伝える活動など主体的・対話的な学習を進めて

いる。さらに，平成 29 年 9 月末にタブレット

（46台）が整備され，ホワイトボードをタブレ

ットにおきかえる中で，思考の可視化，瞬時の

共有化･試行の繰り返しなどの特性を生かし，思

考を深める協働学習に取り組んでいる。 

一方で，①教師負担を減らすための予習映像

教材や深い学びにつなげるための協働学習にお

ける効果的･効率的な ICT 活用，②予習を複数

教科で実施した場合の宿題や復習との両立など

生徒の負担解消，③映像教材をネット上でも

DVD でも視聴できない生徒への対応が課題とな

っている。そこで，貸し出しタブレットの取組

等を行い，予習映像教材の閲覧環境を確立する

中で，効率的で短時間視聴が可能な予習映像教

材や，ICTを活用した効果的･効率的に思考を深

める協働学習を進め，蓄積する中で「主体的･対

話的で深い学び」となる授業改善を一層進める。 

２ 研究の目的 

 ICT の活用による「授業に見通しをもたせる

予習」と，「思考を深める対話」を核にした授業

改善を本研究の目的とする。 

（１）効率的で短時間で視聴や作業が可能な予

習映像教材等の作成 

 映像を含めて，ICT機器の特性をいかし，2 分

程度で視聴，または作業が可能な予習映像教材

等を作成し，丹波篠山市教育委員会コンテンツ

サーバー（Google for Education）にアップロ

ードし，生徒に閲覧させる。単元の特性により，

映像教材だけでなくワークシートなど効率的な

予習課題を作成，蓄積する。あわせて，ネット

で動画を見ることができない家庭に対して，図

書室での閲覧やタブレット貸出などの環境整備

の方法を研究する。 

（２）タブレットによる思考の可視化･瞬時の共

有化･試行の繰り返しの特性をいかした協働学

習 

 予習で生み出された時間的余裕と，ICT のも

つ思考の可視化，瞬時の共有化，試行の繰り返

しなどの特性を生かす。そして、「比較」「関連」
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「分類」などの思考をさらに進め，「推敲」「修

正」など生徒の思考を深める授業の充実を図る。 

３ 研究の経過 

授業研究部（主体的･対話的で深い学びの実現

に向けた授業改善），学力向上部（学習評価及び

家庭学習を含めた学習習慣改善）の 2部で研究

を進めるとともに，全教員が一人一回の公開授

業を実施した。 

４ 代表的な実践 

 「主体的･対話的で深い学び」の実現に向けた

授業改善を進めるために，主に学習活動の３つ

の場面で ICTの活用を進めた。（表 1） 

 また，予習動画は，生徒がアクセスしやすい

ように，本校 HP から丹波篠山市教育委員会コ

ンテンツサーバー（Google for Education）に

アクセスできるように設定している。予習動画

の長さについては，生徒の家庭学習の負担軽減

のため，2 分以内で視聴できるものとし，家庭

でのネットワーク環境により，動画が視聴でき

ない 9.3％の生徒（1 年生 6.9％，2 年生 6.5％，

3 年生 14.0％）のために，昼休みや放課後の時

間帯に学年ワークスペースや図書室で動画を視

聴できるようにした。 

（１）１年生社会「ブラジルにみる環境問題～

アマゾン川の開発と森林破壊～」（ICT活用場面

１･２事例） 

アマゾン川の開発と森林破壊のそれぞれ賛成

派と反対派の意見を考え，それぞれの立場を理

解する。 

（予習及び授業導入） 

アマゾン川の開発について，新聞記事を読ん

でダム建設に対して反対･賛成意見をまとめて

くる。アマゾン川流域で拡大熱帯雨林の開発に

ついて NHK for school（映像）を見る。 

（協働学習）  

アマゾン川を開発することの反対･賛成派の

意見について，班で話し合わせ，多様な意見が

あることを理解する。その考えを，タブレット

のホワイトボード機能を使用し，全生徒で共有

する中で，どのようにすれば問題を解決できる

か，自分の考えをまとめる。 

（２）２年生数学「一次関数の利用」（ICT活用

場面１･２事例） 

 様々な形状の水槽に一定の速さで水を入れる

時，時間経過と水面の高さの関係を表したグラ

フについて根拠をもって説明できる。

（予習動画） 

単純な形の水槽に一定の速さで水を入れたと 

構   成 学習活動 

予習・準備 

ICT活用場面１ 教科の「見方・考え方」の理解に基づく主体的な学び 
・次の活動を見通し予習･準備する。
【ICT活用】見方・考え方のヒント
（ねらい・知識・実験・観察方法・作業方法・問題解決のヒント・話し合う内容等）

教 

育 

活 

動 

１ つかむ 
・解決すべきことを確認し、学習の見通しを立てる。
【ICT活用】見方・考え方のシミュレーション

２ 考える 
(個人思考) 

・見方・考え方を働かせ、根拠を明確に、適切な学習用語や図表・グラフを使って
具体的に考えたり、書いたりする。

３ 深める 
(集団思考) 

ICT活用場面２ 「見方・考え方」を働かせた対話的な学び合い 
・見方・考え方を働かせ、他者の発言から、自分の考えを比較、整理、類推しながら聞
き、考えを高め合う

【ICT活用】思考の可視化・共有 
(比較・関連・分類・仮定・推測・選択・具体・多面・批判・総合等) 

４ 確かめる 

ICT活用場面３ 「見方・考え方」を働かせた学びの深まりの実感 
・考えを修正・推敲し、分かる、できるようになったことや今後の活用を確認する。
【ICT活用】思考の繰り返し
（知識・理解思考：知識を相互に関連付けてより深く理解、論理的思考：情報を精査し
考えを形成・問題を見出して解決、創造的思考：思いや考えをもとに創造) 

表 1 西紀中学校授業スタンダードと ICT活用場面』 
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図 1 数学予習動画の１スライド 

き，水を入れ始めてからの時間と水面の高さの

グラフを考える。（図 1） 

（協働学習）  

様々な形の水槽に一定の速さで水を入れたと

き，水を入れ始めてからの時間と水面の高さの

グラフを考える。（タブレットで，班ごとに図と

グラフで説明図を作成し，発表する。） 

（３）２年生美術「つなぐ伝統，つながる形～

オリジナル文様を型絵染～」（ICT 活用場面１･

３事例） 

 日本の伝統文様の特徴を理解し，形のつなが

りや全体のバランスを考えて，文様の構想を練

ることができる。 

（予習及び授業導入） 

Wordの図形ツールの使い方（コピー，貼り付

け，回転，反転，図形の塗りつぶし等）を確認

し，文様の基本形を考え，アィデアを構想する。 

（協働学習）  

発想した文様のデザインを互いに鑑賞し合う

ことで，表現を工夫改善する。特に工夫が見ら

れる作品を紹介し，他者の作品を参考にして構

成案を修正し，配色を考える。 

（４）３年生理科「地球とその外側を回る天体」

（ICT活用場面１･２事例） 

 惑星の特徴を，密度，組成，公転周期及び太

陽との距離などのデータから，違いを見出し，

分類する。 

（予習動画） 

太陽系内の惑星の特徴を，密度，組成，公転

周期，太陽との距離等のデータを調べる。動画

（図 2）を見て，惑星の特徴をワークシートに 

図 2 理科予習動画の１スライド 

まとめる。 

（協働学習） 

惑星の特徴を，密度，組成，公転周期及び太

陽との距離などのデータから，違いを見出し，

分類させる。タブレット端末が生徒の思考をま

とめる補助となるよう，カード型にした惑星を

並び替えることでグループ分けができるように

し，適宜必要な説明を入れられるようにする。 

５ 成果 

 「主体的･対話的で深い学び」の実現に向けた

授業スタンダードを策定し，ICT を活用した授

業研究を進めた。今までタブレットをはじめと

する ICT 機器を使用したことがない教員も含め，

全ての教科で全教員が，ICT の活用による「授

業に見通しをもたせる予習」と，「思考を深める

対話」を核にした授業を公開することができた。

また，生徒の教育効果は以下の２点である。 

（１）予習動画等 ICTの活用による学びの見通

しと意欲付け 

 本校は，全教科で予習を家庭学習課題として

いるが，生徒の負担を避けるため，１教科あた

り 2分程度で，次の授業の見通しをもったり，

疑問をもつ中で解決に向けた意欲をもったりす

るものとした。また，予習をしてこなかった生

徒も，休み時間に動画を見られるようにした。 

表 2は，丹波篠山市独自調査や本校アンケー

トから家庭学習や対話に関する項目を抽出した

ものである。予習･復習の実施や家庭学習時間に

ついて，概ね良好な変化が見られ，全国的な状

況に対しても良好な傾向が見られる。ICTの活 
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表 2 家庭学習や対話に関する意識の変化 

用が全てではないが，組織的な家庭学習課題を

提供することで家庭学習習慣が身についていく

とともに，授業に見通しをもつことができる場

面が増えていると思われる。 

（２）ICT を活用した学び合いによる学びの深

まりの実感 

 予習により生み出した時間で，個人思考や集

団思考の時間を十分とることをめざしていたが， 

ICT 導入までは，協働学習に時間をとられすぎ

て，振り返りの時間を十分確保できない課題が

あった。ICT を活用することで，相手の話を最

後まで聞く，自分が正しいと思ったことは主張

するなど，対話に対する意識の変化が見られる

ようになった。 

また，他者の学びを瞬時に共有したり，学び

の過程を振り返って修正したりすることができ，

学びの深まりを実感できる振り返りの時間を十

分確保できるようになった。定期テストから記

述を含む思考力問題の無解答率の変化を調べた

ところ，3 年生では無解答が顕著に減少してい

る傾向が見られた。また，理科実験では実験過

程をタブレットで保存しておくことで，現象を

指し示しながら自らの考察や誤差が生じた理由

を説明するなどができ，英会話では，記録映像

を見て発音や表現を修正することができるなど，

集団の学びを自己の学びにつなげ，学びの深ま

りを生徒が実感できたことも大きな要因である。 

図 3 学力調査の全国的な状況と比較 

６ 今後の課題･展望 

（１）授業と家庭学習のループ化に向けて

 予習は，ICT の活用により習慣化してきてい

るが，「宿題や復習でもっと力をつけたい。」と

考える生徒もいる。家庭学習は授業と授業をつ

なぐものとして，予習･宿題･復習を一体的に考

える必要がある。今後，この視点にたった動画

の改善，蓄積が必要であり，また，静止映像や

図であっても十分有効なものがあるので，より

効果的な家庭学習教材の開発を進めていきたい。 

（２）さらに深い学びの定着に向けて

 図 3は第 3学年の平成 29 年度から平成 30年

度にかけての全国学力調査，市調査の全国的な

状況と比較したものである。一概に比較はでき

ないが，ICT を活用して授業改善を始めた平成

29 年 9 月以降，活用問題を含め，数学･理科に

上昇傾向が見られるが，国語科には変化が見ら

れなかった。ICT 環境の整備とともに，実際の

記述と ICTの活用のバランスを考慮した授業も

研究しており，次年度の学力調査の検証でその

成果を見ていきたい。 

参考文献 

長谷川元洋（監修・著）松阪市立三雲中学校（編

著）『無理なくできる学校の ICT 活用 タ

ブレット・電子黒板・デジタル教科書など

を使ったアクティブ・ラーニング』学事出

版 2016  

豊田充崇（監修）愛知県岡崎市立葵中学校授業

研究部（編著）『ICT を活用した学び合い授

業アイデア BOOK』明治図書 2014 

質問事項 
学
年 

本校 
12 月 

本校 
5 月 

全国 
5 月 

家で授業の予習や復
習をしている。 

Ⅰ 78.0 79.3 59.8 

Ⅱ 69.0 57.8 46.3 

Ⅲ 61.1 59.0 48.7 

学校の授業時間以外
に，月～金曜日，１日
当たり 1 時間以上勉強
している。 

Ⅰ 63.0 89.7 72.3 

Ⅱ 92.9 84.4 69.4 

Ⅲ 88.8 74.4 78.2 

話し合いの時、相手の
話を最後まで聞いて
から発言するよう気
をつけている。 

Ⅰ 92.0 96.6 87.1 

Ⅱ 95.2 88.9 86.1 

Ⅲ 91.6 76.9 88.1 

クラスの多くの人と
意見が違っても、自分
が正しいと思ったこ
とは主張できる。

Ⅰ 68.0 62.1 60.5 

Ⅱ 71.4 57.8 59.7 

Ⅲ 63.9 53.8 62.2 
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教科横断型地域学習 

－地域と協働して学ぶ鯖江市デジタルパンフレット－ 

吉田英史（福井県教育総合研究所） 

概要：各教科で鯖江市を題材として生徒が「鯖江市を紹介する」探究活動をし、学習成果をデジタル化

してパンフレットを作成した。フィールドワークで地域を撮影する、英語版を吹き込む、you tubeと

リンクするなど生徒は ICT の魅力を存分に活用した研究を行った。生徒が主体的に学ぶことで生徒が

地域を愛し、学ぶ喜びを伝えたい、そして成果物を作ることで生徒と教員が達成感を味わいたいと考

えた。 

キーワード：情報活用能力，授業設計，タブレット端末

１ はじめに 

 私たちの高校がある鯖江市には自然、文化遺

産、食材、歴史、産業、工夫された街作りとい

った優れた教材が街にあふれている。生徒はこ

ういった街の至る所にある地域教材をもとに

様々なテーマで探究活動を行なった。鯖江市は

ＰＲ活動に積極的でアイドルグループを活用し

たりＪＫ課（女子高校生が街づくりに参加する

課）をつくったり、大学と連携したり。生徒は

こういった地域資源を高校生らしい視点で活か

した学習活動を行った。 

本校生徒は「言われたことはする」タイプの

生徒が多く、積極的に活動に参加する生徒はご

く少数である。地域の資源を活用した学習によ

り、新学習指導要領が求める資質・能力の中で

も学びを人生や社会に生かそうとする学びに向

かう力・人間性の涵養を図りたいと考えた。 

２ 研究の方法 

（１）調査対象および調査時期

 本研究における実践の大きなポイントは、す

べての教科で鯖江を題材とした探究活動を行う

ことである。生徒達はクラスによっては複数の

教科で、少なくてもひとつの教科では江市を題

材とした研究を行なった。生徒らが実践した調

査の流れとしてはまず前年度 2月からデジタル

パンフレット作成において校内研修会を開き、

市役所と協議を行い、方向性を定めた。4 月に

校内でコンセンサスを得て、1 学期中は ICT 教

材を活用しながら各教科で研究活動を行う。研

究した内容を紙媒体でまとめ、夏休みに生徒は

フィールドワークを行った。2 学期には各教科

で探究した学習成果をデジタル化した。例えば

家庭科では地域の特産品でスイーツのレシピや

音楽科では地域の偉人である近松門左衛門と浄

瑠璃の探究、数学科では地域の文化遺産である

「算額」についての探究などである。3 学期に

はそれぞれの教科の探究活動の英語版が完成す

るという流れである。実際の大まかな内容の検

討・計画は校内研修委員会を定期的に開いて行

う。その検討内容を各教科会や学年会で協議し

たうえで実施していくことになった。 

（２）探究活動の実際

①地域と協働した学習活動

本校の研究活動では鯖江市と提携することで

多くの協力をしていただいた。特に人材の提供

という面では多くの協力を得られた。総合学習

では図 1 に示すように地域の大学生が協働して

研究活動を行った。通常の教科でも図 2に示す

ように地域のＮＰＯ法人と協働しながら探究活

動を行うことができた。 
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図１ 地元学生との協働 

図２ 地域のＮＰＯ法人との協働 

②ICT を活用しフィールドワークを重視した地

域探究活動 

 本校はフィールドワークを重視した研究を

行っている。地域の人にインタビューしたり、

写真や動画を撮影したり実際に体験することを

大切にした。タブレットを活用することでより

地域での研究がしやすくなった。 

図３ 地域の古墳での研究 

図４ 地域の寺院での研究 

③教科の枠・学校の枠を超えた地域教育

もう一つは新聞部の活動である。デジタルパ

ンフレットのさらなる発展の方法として、福井

県内の新聞部と本校有志の生徒が鯖江市内を探

索し、地域の魅力を見つけ出して鯖江市の地域

新聞を作成したことである。フィールドワーク

を存分に行い、本校生徒と鯖江市のガイドが鯖

江市を案内して探索した内容を新聞社の協力を

受けながら新聞を作成し、デジタルパンフレッ

トに掲載した。他校との協働・教科の枠を超え

た部活動での取り組み・地域と連携した深い学

びなど、デジタルパンフレットの可能性をさら

に広げることができた。 

図５ 鯖江市内のフィールドワークを行い、デ

ジタルパンフレットのもとになる研究を行う。 

④教科を横断した算額研究

このデジタルパンフレットの代表的探究活動

として、算額の研究が挙げられる。算額とは江

戸時代に算数の問題の解を額に納めたもので、

鯖江市は藩の学問として算額を推奨しており、

市内の神社に多く奉納されていることで有名で

ある。日本史の授業で算額と鯖江の関わりにつ

いて研究し、古典と数学を組み合わせた授業の

中で算額に書かれてある文章を口語訳したり、

昔の単位を現代の単位に直したりして（合・斗
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をリットルに置き換えるなど）書かれてある問

題を解く。また、それをわかりやすく図や計算

式で表した。情報の授業ではデジタルパンフレ

ットとして観光客でもわかりやすいようにレイ

アウトし、英語の授業では自分たちが解いた算

額の内容を外国の観光客にわかりやすく英語版

を作成した。算額という題材をもとに様々な教

科に渡って、時には古典と数学を同じ授業で行

うことで生徒たちは研究を行った。 

図６ 教科を横断して探究し、作成されたデジ

タルパンフレットの 1ページ

４ 結果・考察 

本研究では教員の指導力向上という目的もあ

る。この目的に関して、表１のアンケート結果

をごらんいただきたい。これは本校が行ってい

るアンケート結果である。昨年と比べて生徒で

話し合う活動や内容を考える時間がそれぞれの

教科で増加している様子が分かる。これはデジ

タルパンフレットの地域研究を通じて教員たち

が教科を横断して検討会を開き、授業改善を行

うことで、生徒が主体的に学ぶ環境を整えられ

てきていることがわかる。 

表１ 生徒間で話し合う活動をよく行っている

と思いますか。（生徒アンケート） 

板書をノートに書くだけでなく内容を考える

時間が十分ありますか。（生徒アンケート） 

また、生徒がボランティア活動や地域まちづく

りコンテストなどのプランコンテストへの参加

率が飛躍的に向上したことがある。Ｈ29年のボ

ランティア及び体験学習会の参加は 569名。こ

れがＨ30 年には 1113名と倍増している。 

顕著な例として図７で示した鯖江市地域活性化

プランコンテスト。東京大学や京都大学の学生

と高校生が地域活性化についてプランを立てる

ものであるが、14名の生徒が参加し、最優秀賞

を獲得。さらに図 8で示した大野市観光プロデ

ュースコンテスト。こちらも本校生徒が参加し

優秀賞。花のまちづくりコンテストは市長賞（最

優秀賞）と、めざましい活躍を見せた。もちろ

んすべて今年初参加である。こういった活動に

生徒達が参加するだけでも劇的な変化である。

それ以上に好奇心を持ち学びに積極的になって、

すばらしい成果を上げることができた。地域を

愛し、貢献意欲を持つ地域市民の育成という研

究目的の成果といえる。 

図 7 鯖江市地域活性化 図 8 大野観光プ 

コンテスト ランコンテスト

本研究を行うことで教員団が劇的に変化し、

地域に広く学校や生徒の研究を公開することが

できた。全クラス、全生徒で行う総合学習を公

開したことや保護者参観の授業を探究活動にし、

生徒が生き生きと学ぶ姿を見ていただけたこと、

地域の市民団体に研究内容をプレゼンテーショ

ンしたこと。これらは今までの本校では考えら

れないことである。 

英語 数学 国語 地理歴史 理科

Ｈ29 68.10% 45.30% 51.10% 47.50% 32.60%

Ｈ30 72.40% 57.90% 60.10% 73.00% 45.60%

英語 数学 国語 地理歴史 理科

Ｈ29 66.00% 46.40% 60.60% 47.50% 37.10%

Ｈ30 69.50% 55.50% 66.90% 56.40% 38.00%
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５ まとめ 

デジタルパンフレットはつくることだけを目

的とするのではなく、研究した内容を広く観光

客や地域市民に公開することを目的として研究

している。今年度はデジタルパンフレットを作

成することに主眼を置いたが、例えば昨年度福

井国体の会場であったサンドームで観光客向け

に本校生徒がプレゼンテーションを行った。市

と協力してスクリーンに映しプレゼンテーショ

ンしたり、生徒たちはタブレットを持って、観

光客に見てもらおうと声かけしたりした。観光

客はデジタルパンフレットのプレゼンテーショ

ンを見るために会場に来たわけではないため、

なかなか注目していただけなかった。しかしそ

のことが逆に、生徒たちが「どのようにしたら

観光客に見てもらえるのか」考えるきっかけに

なった。研究のための研究ではなく、あくまで

観光客に鯖江市の魅力を伝えるための研究であ

る。 

図 9 国体会場サンドームにて生徒が観光客に

研究内容をプレゼンテーションしている様子 

昨年度はこのほかにも市長や県内の研究会で

もプレゼンテーションしたが、今年度以降は市

内の小中学校、地域の文化施設など広く公開す

ることで地域貢献し、生徒の学習意欲向上を図

ることが今後の課題であり、展望となる。 

図 10 市長へのプレゼンテーション 

図 11 研究会でのプレゼンテーション 
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双方向性のあるコンテンツのプログラミングと生物育成の連動 

石井佑介（高森東学園義務教育学校）・猿渡裕幸（高森中学校）・山本朋弘（鹿児島大学大学院） 

概要：中学校技術・家庭科（技術分野）において，新学習指導要領で新たに加えられる「ネットワー

クを利用した双方向性のあるコンテンツのプログラミング」の学習内容を，遠隔授業で検証栽培を

行っている秋キクの栽培活動と連動させるカリキュラム作成及びシステムの開発・運用を図った。 

水分センサを活用した自動灌水システムの構想やプログラミングの学習を行った結果，生徒は意欲

的かつ継続的な栽培活動を行い，システムをより良く改善するために繰り返し修正を図る姿が見ら

れ，授業の目的を達成する教材として有用であることが分かった。 

キーワード：中学校技術，双方向性，プログラミング，水分センサ，生物育成，遠隔授業

１ はじめに 

新学習指導要領では，中学校技術・家庭科（技

術分野）において，従来からの「計測・制御のプ

ログラミング」に加え，「ネットワークを利用した

双方向性のあるコンテンツのプログラミング（以

下，双方向性のあるプログラミング）」についての

学習内容が純増された。この背景には，急速な発

達を遂げている情報の技術に関して，小学校にお

けるプログラミング教育の成果を生かし，発展さ

せるというねらいがある。 

 中学校学習指導要領（平成 29年告示）解説「技

術・家庭編」には，「双方向性のあるプログラミン

グ」による問題を解決する学習活動例の一つとし

て，互いにコメントなどを送受信できる簡易なチ

ャットを教室内で再現することが示された。また，

従来からの「計測・制御のプログラミング」によ

る問題を解決する学習活動例の一つとして，気温

や湿度の計測結果に基づき，灌水などの管理作業

を自動的に行う栽培ロボットのモデル開発が示さ

れている。これらの学習活動を通して，「家庭や学

校生活における情報の表現や交流に関わる身近な

不便さについて考えたり，既存のコンテンツや計

測・制御システムの改善の余地を考えたりするこ

とができ，利便性や環境負荷，安全性などに関す

る問題を見いだし，必要な機能をもつコンテンツ

のプログラムや計測・制御システムの設計・制作

などの課題を設定し，その解決に取り組ませるこ

とが考えられる」と示されている。 

なお，「双方向性のあるプログラミング」の学習

においては，「必要に応じて，参考となるプログラ

ムを用意したり，あらかじめ教師が実装しておい

たりするなど，課題の難易度が生徒の実態に即し

たものとなるように配慮すること」と示されてい

る。また，この学習では，「プログラムの命令の意

味を覚えさせるよりも，課題の解決のために処理

の手順（アルゴリズム）を考えさせることに重点

を置くなど，情報の技術によって課題を解決する

力の育成を意識した実習となるよう配慮するこ

と」も示されている。 

先行研究として，鹿児島県総合教育センター

（2018）が出している「中学校学習指導要領解説

Q&A 技術・家庭科技術分野」の冊子には，新学習

指導要領に示されている自動灌水システムの開発

モデルが提示されている。今後は，実際に生物育

成と連動して運用を図った実践例が求められる。

さらには，今回の学習指導要領改訂で新たに加え

られた「双方向性のあるプログラミング」で灌水

システムを開発・運用した実践例は見られなかっ

た。 

そこで，本研究では，中学校技術において，「双

方向性のあるプログラミング」の学習内容及び，

従来からの「計測・制御によるプログラミング」

と，秋キクの栽培活動とを連動させたカリキュラ

ムの開発・運用を行った。 

２ 研究の方法 

同一町内にある中学校２年生（44名）と本校８

年生（４名）を対象に，令和元年５月から７月に

実施した技術の授業実践である。標高差が 300ｍ

ある学校間で，秋キクの比較栽培を行った。栽培
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活動を行う過程で出された，水の管理に関する課

題を解決する手段として，生徒が構想したシステ

ムをもとに，計測・制御システムの開発および運

用を図り，授業の目的を達成する教材としての有

用性の是非について検証することにした。なお，

生徒のほとんどが，小学校５年時からプログラミ

ング学習を受けてきた生徒たちである。 

（１）単元計画 

内容Ｂ「生物育成の技術」での秋キクの栽培活

動と，内容Ｄ「情報の技術」での「双方向性のあ

るプログラミング」及び「計測・制御によるプロ

グラミング」とを連動させた単元計画を表１に示

す。太字下線部分が内容Ｄ「情報の技術」の学習

内容である。 

（２）秋キクの育成環境 

一人一鉢での秋キクの栽培活動を通して，生物

育成に関する基礎的知識・技能の習得を目的とし

た。遠隔授業による検証栽培を行う上で，土・肥

料の種類を同じにし，追肥の間隔と量も揃えた。

標高差が 300ｍある同一町内の中学校と合同で検

証栽培を行うことで，より主体的で対話的な学び

が活性化され，課題解決学習を通して，基礎的・

基本的な知識及び技術を習得させることができる

と考える。さらに，キクの電照栽培に着目するこ

とで，短日植物の特徴を体験的につかむことがで

きると考える。 

（３）２種類の灌水システム開発・運用 

①休日の灌水システム 

休日は「自動計測・制御のプログラム」による管

理を行った。自動（数時間おき）で水分量を計測

するプログラムを組み，トレイの水分量が規定値

未満の場合，水を与える命令が自動送信され，水

が与えられるプログラム作成及びシステムの開

発・運用を図った。図１は「計測・制御によるプ

ログラミング」のネットワーク構成である。コン

テンツは，小学校から使用している Scratch でプロ

グラミングを行い，マイコンボードは Arduino を

使用し，Mesh 機能をもつ Scratio で PC（管理機）

と USB で接続した。プログラムが作動しているか

チェックしたり，ポリタンクの水分量を確認した

りする以外は，基本的に 24時間自動運転を行った。

写真１は実際に制作した灌水システムである。写

真２はマイコンボード周辺の接続機器である。電

スイッチに接続して回路を作った。 

表１ 単元計画 

時 学習活動 

１ 

随

時 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

10 

11 

12 

13 

〇苗の定植 

〇生物の成長に合わせた管理技術について 

〇キクの成長に合わせた管理作業 

〇複数同時に水を与えるシステムの構想

（遠隔①②） 

【休日の自動制御パターン制作】 

〇水分センサを利用した水管理プログラ

ム構想（遠隔③④） 

〇単元を通した課題「キクの成長に違いが

出るか」に対する予想立て（遠隔⑤） 

〇照度センサ＋LED の基本プログラム作

成による Arduino 操作理解 

〇Arduino 接続機の自動計測・制御プログ

ラム制作 

【平日の双方向性パターン制作】 

〇管理機(Arduino 接続機)と送信機のプロ

グラム構想（遠隔⑥） 

〇管理機(Arduino 接続機)と送信機のプロ

グラム作成 

〇情報通信ネットワークの構成と仕組み 

〇キクの成長の違いを分析（遠隔⑦） 

14 

15 

〇生物を育てる技術について 

〇単元を通した課題についてのまとめ 

16 

17 

〇生物育成に関する技術について活用方法

について（遠隔⑧⑨） 

図１ 自動計測・制御ネットワーク構成 

写真１ 制作した自動灌水システム 

キク 

トレイ 

ポリタンク 

電動ポンプ 

水分センサ 

マイコンボード 
PC（管理機） 
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動ポンプと電池ボックスを導線でつなぎ，リレー 

②登校日の灌水システム 

登校日は「双方向性のあるプログラム」による

管理を行った。図２は「双方向性のあるプログラ

ミング」のネットワーク構成である。校内ネット

ワークにつながっているので，校舎内どこからで

も送受信することができる。灌水システムは「①

休日の管理システム」と同じものを使用するが，

異なる点は，Scramble という自作コンテンツを活

用して校内ネットワークシステムを介し，無線

LAN で PC（管理機）と PC（送信機）とを接続し

て使用した点である（写真３）。まず，登校時に両

機のプログラムを起動させて，PC（管理機）で水

分量を水分センサで計測する。 

トレイ中の水分量が規定値未満の場合，PC（管理

機）から「水を与えてください」というメッセー

ジが PC（送信機）へと自動送信される。そのメッ

セージを受信した PC（送信機）からは，生徒によ

る操作で PC（管理機）側に「水を与える命令」を

送る。その操作によってプログラムされた量の水

が与えられるシステムである。 

３ 分析結果 

「両校のキクの成長に違いが生まれるのか」と

いう単元を通した学習課題を設定し，秋キクの検

証栽培を開始した。両校で同じ日にキクの定植を

行い，育成管理技術を学びながら検証栽培を行っ

た。表２は休日と登校日２種類の灌水システム開

発及び運用までの学習の流れを表したものである。 

（１）水を均等に与えるシステムの構想 

「あったらいいな！！水を均等に与えるシステ

ム」という学習課題を提示した。まず個人で構想

を考えさせた。次にグループで考えを説明し合っ

た後，最適な構想をホワイトボードにまとめさせ，

グループの考えをテレビ会議で共有し，出された

構想案を黒板に整理した。 

本時の学習のまとめとして，「夏休み期間中や休

日にも自分たちの班が考えたシステムを使って管

理できそうか。」という投げかけをした上で，再度

個人でシステムの再構想を行わせた。表３は，学

習前後の構想を比較分類したものである。「手動

型」は人が水分量を目視して手動で水やりを行う

システムとした。「半自動型」は，タイマーやプロ

グラムで時間を計測・制御するが，水やりは手動 

写真２ マイコンボード周辺接続機器 

図２ 双方向性ネットワーク構成 

写真３ Scrambleによる接続 

で行うシステムとした。「自動型」は，センサを用

いて水分量を計測し，プログラムで制御を行い，

自動で水やりを設定した一定の量や時間与えるシ

ステムとした。 

（２）休日の灌水システムのプログラム作成 

50％（24人）の生徒が「自動型システム」の構

想をしてきたことを受けて，第４時では生徒が考

えた構想をもとに教師が制作した簡易版の自動灌

水システムを，プログラム画面は見せずに実演し

て見せた。 

「水分センサを使った自動灌水システムのプロ 

リレースイッチ 

電動ポンプ 

水分センサ 

マイコンボード 

PC（管理機） 

電池ボックス 

PC（送信機） PC（管理機） 
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表２ システム開発・運用の学習の流れ 

時間 学習内容 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

毎朝 

・育成管理上の課題把握

・水を均等に与えるシステムの構想

【休日の自動制御パターン制作】 

・自動灌水システムのプログラム構想

・自動灌水システム開発・運用開始

【登校日の双方向性パターン制作】 

・管理機と送信機のプログラム構想

・管理機と送信機のプログラム作成及

びシステム運用開始

・システムチェック及び管理作業

グラムを考えよう」を課題として，個人思考の時

間は，考える手がかりを教師が提示し，どんな手

順で自動灌水システムが動いているのかを自分な

りのまとめ方でワークシートに書かせた。その後

グループで考えを出し合い，ホワイトボードにま

とめさせ，テレビ会議で全体共有を図った。 

本時の学習のまとめとして，全班のホワイトボ

ード図を印刷配布し，再度個人で自動灌水システ

ムのプログラムの再構想を行う学習課題を出した。

表４は，学習前後のプログラム構想を比較分類し

たものである。 

（３）登校日の灌水システムのプログラム作成 

登校日は「双方向性のあるプログラム」による

管理を行うためのプログラムを作成して運用を図

った。まず，ネットワークの仕組みを理解させる

ために，簡易的なチャット体験を行った。その応

用として，休日の自動灌水システムプログラムを

もとに「双方向性のあるプログラム」の作成をペ

アで行った（写真６）。その際，生徒 A は管理機

のプログラムを，生徒 B は送信機のプログラムを

それぞれワークシートで構想し，プログラム作成

を進めた。生徒がプログラム作成に要した時間は

15～30分程度だった。 

４ まとめ 

本研究の成果を以下に示す。 

・中学校でのプログラミング未習段階にも関わら

ず，フローチャートで表したり Scratch のブロッ

クで表したりする生徒がおり，小学校でのプロ

グラミングの経験が生かされていることが分か

った。

表３ 学習前後のシステム構想分類 

手動型 半自動型 自動型 

個人思考 62.5％ 

（30人） 

25％ 

（12人） 

12.5％ 

（６人） 

振り返り 33.3％ 

（16人） 

16.7％ 

（８人） 

50％ 

（24人） 

表４ 学習前後のプログラム構想分類 

順次 分岐 反復 分岐＋ 

反復 

個人 

思考 

72.9％ 

(35人) 

14.6％ 

(７人) 

4.2％ 

(２人) 

8.3％ 

(４人) 

振り 

返り 

25％ 

(12人) 

20.8％ 

(10人) 

4.2％ 

(２人) 

50％ 

(24人) 

写真６ 双方向性のあるプログラム作成 

・比較的短時間でプログラム作成を行うことがで

き，マイコンボード（Arduino）用いた自動灌水

システムの Scratch でのプログラミングが，教材

として適していることが明らかになった。

・生物育成とプログラミングを連動して学習を行

うことで，生徒は意欲的かつ継続的な栽培活動

を行い，システムをより良く改善するために繰

り返し修正を図る姿が見られ，授業の目的を達

成する教材として有用であることが分かった。
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プログラミング教育	 探究的な学習	

－micro:bitを用いた授業デザイン－

林	 孝茂（尼崎市立園田小学校）	

概要：	micro:bitを活用し、身近な生活でプログラムが使われているもの（今回は電光掲示板や
信号機）を実際に再現する活動（＝プログラミング）を通して身近なものの多くはプログラム

で動いているということに気づいていく授業実践である。	

キーワード：プログラミング教育	 総合的な学習の時間	 探究的な学習	 micro:bit

１	 はじめに	

プログラミング教育の実施にあたり、学習指導

要領に例示されている単元等で実施するもの

（A分類）の中に、総合的な学習の時間で情報
に関する探究的な学習というものがある。算数

や理科と違い単元や学習内容が限定されていな

いため、自由度は大きい反面、指導者の裁量に

委ねられており、プログラミング教育が未経験

の教師が多い中、実践の一例として提案的な実

践として取り組んだ。	

２	 研究の方法	

（１）調査対象および調査時期

対象児童：尼崎市立園田小学校第五学年	

実施時期：2018 年９月〜2019 年 3 月	

（２）分析方法

以下の指導計画にそって実践を進めていった。	

⒈micro:bit の基本操作を知る。

⒉LED を光らせる。（点灯）

⒊文字や記号を順番に光らせる。（点滅）

⒋文字や記号を動くように光らせる。（スクロー

ル）	

⒌信号機のプログラムを考える。

⒍オリジナルの電光掲示板を作る。

３	 結果	

⒈ドラッグ＆ドロップの操作でファイルを転送

する方法を習得した。	

⒉ドット図を活用し、光る点と光らない点で絵

や文字を表していることに気づくことができた。	

画像１	 ドッド図をもとにプログラムする	

⒊表示を消すプログラムを使うことで点滅させ

たり、違う記号を表示させたりしていることに

気づくことができた。	

⒋新幹線の電光掲示板をもとに、光る場所をず

らしていくことでスクロールさせていることに

気づくことができた。	

画像２	 仕組みを考えてからプログラムを組む	
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⒌信号機のプログラムを考え、micro:bit で再

現する活動を通して、身近なものはプログラム

で動いていることに気づくことができた。	

画像３	 信号機のプログラムを組む	

⒍既習事項を活用してオリジナルの電光掲示板

を作る活動を通して、自分たちの生活にはたく

さんのコンピューターが使われていることに気

づくことができた。	

４	 考察	

	 「身近なものの仕組みを探る」というテーマ

のもと、“光る看板”という題材で学習を進めて

いく。最も単純な点灯からプログラムを少しず

つ足していくことで、プログラム作りに時間が

かからず、作品を共有したり話し合ったりする

時間を確保することができた。電光掲示板や信

号機は誰でも必ず目にしたことがあり、学習の

振り返りでは、“どんな仕組みになっているか考

えながら帰ろうと思います”という児童もおり、

教材として適していた。	

画像４	 児童の振り返り	

５	 結論	

	 頭の中で考えたり、想像したりしたことが、

目の前で実現させることができる、すなわち実

体験を伴った学習過程は、探究的な学習として

非常に効果的である。コンピューターは、簡単

にトライ＆エラーを繰り返すことができ、その

中で試行錯誤したことが理解へと繋がっていく。

子どもたちは、この学習を通して身近なものの

しくみに興味を示すところから、社会における

コンピューターの役割やプログラムの大切さに

気づき、それらを使うことから創ることへと学

びを広げてくきっかけになる実践になったと考

える。	

６	 今後の課題	

	 プログラミング教育を推進していく中で、ど

のような教材を活用できるかが大きな課題であ

る。比較的簡単に行えるアンプラグド教材や、

sctatch などに代表される無料で使えるソフト

ウェア教材も多くあるが、実体験を伴う授業を

行うためには、やはりアウトプットできるフィ

ジカル（ロボット）教材が必要不可欠である。

しかし、それぞれの自治体や学校によって ICT

環境のインフラに差があり、授業の幅が限定さ

れてしまうことが多い。その中で、諦めてしま

うのではなく、今ある環境や予算の中でできる

授業をデザインしていくことが大切であると考

える。	
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ドローンを活用したプログラミング的思考の育成を目指して 

－総合的な学習の時間におけるプログラミング的思考育成の実践－ 

中岡正年（和歌山大学教育学部附属小学校） 

概要：小学３年生の総合的な学習の時間において「ドローン」を活用しプログラミング的思考を育成する実践を

行った。子どもたちは目的に沿って，より適切な飛行を行うためのプログラムを検討する中で，グループ

や個人の思考を可視化し，共有，比較しながらプログラミング的思考を身につけていく様子がみられた。 

キーワード：ドローン，総合的な学習の時間，タブレット端末，プログラミング的思考 

１ 単元設定について 

新学習指導要領の総則において、「児童がプログラミ

ングを体験しながら，コンピュータに意図した処理を

行わせるために必要な論理的思考力を身に付けるため

の学習活動に取り組む」と明記され，小学校では2020

年度からプログラミング教育が全面実施される。また

「小学校プログラミング教育の手引」には，小学校プ

ログラミング教育のねらいとして「児童に，『コンピュ

ータに意図した処理を行うよう指示することができる

ということ』を体験」とし，育成する資質，能力とし

て「プログラミング的思考」を挙げている。また，「各

教科等の内容を指導する中で実施する場合には、各教

科等での学びをより確実なものとすること」と示され

ている。一方で公開されている自治体のプログラミン

グ教育のカリキュラムにおいては，低学年においては

「フローチャート」などを活用した「アンプラグド」

による手法を用いているところが多いように思われれ

る。しかしながら，「小学校のプログラミング教育の手

引」においては「プログラミング的思考」を「自分が

意図する一連の活動を実現するために、どのような動

きの組合せが必要であり、一つ一つの動きに対応した

記号を、どのように組み合わせたらいいのか、記号の

組合せをどのように改善していけば、より意図した活

動に近づくのか、といったことを論理的に考えていく

力」としている。つまり，これは，子どもたちが何ら

かの機器を活用し，自分の意図した動きを行わせる中

でプログラミング的思考を身につけることがより自然

な方法であるようにも考えられる。 

そこで，本実践では「ドローン（Drone）※以下ドロ

ーン」を活用し，子どもたちが実際に操作する中でプ

ログラミング的思考の育成を図るための単元を考えた。

子どもたちが実際に機器を操作し，自分たちの意図し

た動きを行わせることで，自分たちの目指すゴールに

どのように飛行させればよいかを思考と試行を繰り返

すことで，最適なルートを探すことになる。その過程

の中でプログラミング的思考に基づき課題解決を行う

姿がみられるのではないかと仮説を立てた。 

ドローンを活用したのは，個人，またはグループが

意図した動きを本人や友だちも含めて全員で確認を行

うことができ，思考や改善点を確認・共有できると想

定したからである。さらに「未来の学びコンソーシア

ム」においてもプログラミング教育で大切にすべき 3

つの視点において「常に最先端を意識する」ことが示

されており，子どもたちにとっても関心が高い，本機

器は本実践において最適な教材になるとも考えた。 

２ 教材の価値 －ドローン活用の意図－ 

教材に用いたドローンは子どもたちにとって，大き

く次のような利点がある。 

まず，実際にドローンを動かすことで，プログラム

によってコンピュータや機器が動くことへの理解が進

むこと。また，自分たちの意図した動きをさせるため

にプログラムを組む活動は，機器を動かすための方法

や指示の特徴をつかみ，仕組みを捉えることにつなが

ること。さらに自分たちの考えが機器の動作として目

視により確認を行うことができるので，友だちの考え

と比較したり結果から改善策を考え，自分たちのプロ

グラムが課題に対して最適なのかを確認することがで

きることなどである。 

これらのことを踏まえ，ドローンを活用し，子ども

たちが自分たちの活動を客観的にとらえ，プログラミ

ング的思考を働かせながら課題解決に向かう姿を期待

した。 

３ 実践概要 

３．１ 実践環境と対象児童 

 対象児童は第３学年の児童（29名）であり，前学年

時に本実践で活用した物と同じタブレット端末を活用

した児童も多くいる。また，第３学年では，自分たち

の学習を他のクラスに伝えるために写真と文字を用い

て「デジタル紙芝居」の作成を情報端末上で行ってお

り，操作に慣れてきている。ほぼ全ての教科の授業に

おいてペア活動や小グループの活動を行い，他者の考

えと自分の意見を比較して意見を確認したり広げたり
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することができるようになってきている。本実践では

４～５名が１グループになり，主に普段，授業を行っ

ている教室や体育館において活動を行った。その際，

１グループにつきドローンとタブレット端末（iPad）

を１台ずつ活用した。ドローンを操作するためのアプ

リケーションとして「Tello」（図１）を操縦する際に，

「Tello Edu」（図２）はプログラムを組み，飛行させる

際に活用した。他にも，各グループには共有のホワイ

トボード1つを使用し，各個人はグループや個人の気

付きなどを記録するためにノートを活用した。 

図１ 「Tello」 図２「Tello Edu」 

３．２ 主なプログラミング的思考育成場面 

 実践は大きく以下のような流れで行い（表１），自分

たちの考えたルートが適切なのか，またその考えを実

現するためにはどのようなプログラムを組めば良いの

かを試行錯誤し，課題を解決できるように小グループ

の活動を主として行った。また総合的な学習の時間で

行ったので次の観点（表２）で評価を行った。 

表１ 単元計画 

単元計画（全８時間） 

「ゴールを目ざそう」 

・第１時 ドローンを使うルールを考えよう 

・第２時 ドローンを飛ばそう！ 

・第３時 操縦してドローンを飛ばそう！ 

・第４時 プログラムを組んでドローンを飛ばそう！①

・第５時 プログラムを組んでドローンを飛ばそう！② 

・第６時 ゴールを目ざそう！①

・第７時 ゴールを目ざそう！② 

・第８時 今後のドローンの活用について考えよう！

表２ 評価基準 

本実践で活用したドローン「Tello」は軽量にも関わ

らず，優れた操作性と飛行性をもっている。子どもた

ちにとっても扱いやすく，またグループの中で実際に

動かせることで興味が高まり，積極的に活用したい思

いをもたせることになった。 

操作もできるだけ子どもたちが自分たちで考えて行

わせるようにしたことにより，自分たちでドローンを

起動させようとする際に，「どうして動かないのだろ

う。」と自分の行動や機器同士のつながりが適切なのか

を自然と「順次」や「分岐」の考えをもって判断する

ようになっている様子がみられた。そのため，子ども

たちの考えを可視化し次のように（図３）整理し実践

の流れの中でフローチャートを伝える場面とすること

ができた。 

図３ ドローンを起動させるまでのフローチャート 

単元の第３時においてアプリケーション「Tello」を

用いて実際にドローンを操縦した。そうすることで，

子どもたちはテクノロジーの高さや操作の楽しさに気

付く一方で，自分で操縦することや何度も同じ動作を

させることの難しさも子どもたちは実感したようであ

った（図３）。 

図３ ドローンと「Tello」の活用場面 

第３時において，子どもたちから得られた多くの感

想は，「楽しい」であった。一方で，自分で操作するこ

とは楽しいが，自分の思ったところへ移動させること

や何度も同じことを繰り返すことの困難さも感じてい

た。そこで，第４時，第５時に向けて，子どもたちの，

知識・技能 思考力・判断

力・表現力 

主体的に学習に

取り組む態度 

評
価
規
準 

機器の操作

方法や指示

の仕方を知

り，適切な

プログラム

によってコ

ンピュータ

や機器が動

くことに気

付いてい

る。 

自分の考え

たように機

器を動かす

ために試行

錯誤し，最

適なプログ

ラムを考え

ている。 

情報を適切

に活用し，

自分で考え

たり，友達

と協力した

りして活動

を行おうと

している。 
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ドローンが自動に動くようにすれば良いのではないか

という意見に添って，ドローンに飛行ルートをプログ

ラミングしてゴールを目指すことができることを伝え，

プログラムを組むことの必然性をもたせた。 

第４時，第５時において活用したアプリケーション

の「Tello Edu」はビジュアルプログラミングにて直感

的な操作ができる上に，iPad 上で，シミュレーション

を行えるため，子どもたちが何度も自分の考えを確認

することが可能であった。この機能は，自分たちが考

えるより適切な飛行ルートを通るという課題に対して

より最適なプログラムを検討する際に役立った（図４）。 

図４ 「Tello Edu」の活用場面 

以上のように，プログラミングを行うことへの必然

性をもたせ自分たちの課題として活動を行えるように

単元を設定し，第４時と第５時にて子どもたちが，目

標達成のためにプログラミングを行うようにした。 

４ 実践結果 

子どもたちは実際に移動させる距離や高さの計測を

したり，動かしたいルートを試行錯誤したりする中で

適切なプログラムによってコンピュータや機器が動く

ことに気付いた。さらに，個人やグループで考えたこ

とを友だちの考えや結果を受けてさらに改善していく

ことを通して，プログラミング的思考を身に付けるこ

とになった（図５）。 

図５ 考えを可視化，共有する話面 

実践の中で，プログラムを組みドローンを適切に移

動させることを目指したことで，対象までの距離や高

さを目測ではなく，実測し，思考と試行を繰り返す場

面が多く観察することができた。子どもたちは，実際

の場所を計測し，どのようなプログラムを組むことが

必要になるかを考えることになったが，実測をしても，

実際に飛ばしてみると自分たちの考え通りに行かない

ことがあったため，子どもたちは「どうして上手く行

かないのだろうか。」という思いをもつことになった。 

その繰り返しの中で，子どもたちは自分たちの考え

の修正を行い，目標を達成するまでに意欲的に活動を

継続することになった（図６）。 

（図６）距離や高さを測っている様子 

さらに実践の終盤において，自分たちの飛行ルート

を他グループへ発表する場面では次のような意見の交

流がみられた（図７）。 

図７ 互いのプログラムの比較 

図８ ドローンを飛行させる場 

第４時，第５時に子どもたちがドローンを飛行させ

るルートは白線から白線までを往復することであった。

しかし，その際に１度スタートの反対側にある白線で

着陸し，復路は赤いテープの下をくぐるというもので

あった（図８）。そのように飛行するには図７中の①の

ようにすれば良いという意見を受けて他の班からは②

のようにプログラムを組むべきであるという意見が出

① 

② 
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た。それぞれの意見を受けとめつつどうしてそのよう

に考えたのか。どちらのルートの方が良いのかをクラ

ス全体で話し合いを行った。 

子どもたちは，結果としてはどちらも目的に応じて

移動するので問題はないが，②の方がより少ないプロ

グラムでドローンを動かし，よりはやく目的を達成で

きると結論をつけるに至った（図９）。  

図９ ２つのプログラムを比較した子どもの考え 

子どもたちが行った議論は「小学校のプログラミン

グ教育の手引」における「自分が意図する一連の活動

を実現するために、どのような動きの組合せが必要で

あり、一つ一つの動きに対応した記号を、どのように

組み合わせたらいいのか、記号の組合せをどのように

改善していけば、より意図した活動に近づくのか、と

いったことを論理的に考えていく力」，プログラミング

的思考ではないかと考えている。 

５ 実践の振り返りと今後の展望 

実践中の児童観察や子どもの発言，ノートの記述な

どから子どもたちが，プログラミング的思考を身に付

けつつ活動を行っている様子がみられた。また，今回

の実践に活用したドローンに対しても自分達の学習活

動に役立ち，今後の学習や生活の中でも活用していき

たいという前向きな姿勢をもっていることもわかった。 

このように既習のことを生かしたり，グループで相

談したりすることで子どもたちは，思考と試行の「trial 

and error」を何度も行った。また，目的を達成していて

も，より優れたルートや時間を短縮するにはどうすれ

ば良いかと省察と探究を繰り返し，課題を解決するた

めに思考を継続する姿がみられた。また，子どもたち

は，自身で操縦することの難しさに気付き，プログラ

ムを組むことの必然性は感じていたが，ドローンはグ

ループに1 機であるため様々な考えを建設的に出し，

検討することが重要になった。その際にグループで話

し合ったり，自身で考えたプログラムを比較したりで

きるように教具や環境を工夫し，子どもたちの思考を

可視化すること，考えの比較を行えるようにすること

の重要性を改めて感じた。 

 今後の展望として，カリキュラムデザインの視点か

ら，子どもたちの学びを支える資質・能力としてプロ

グラミング的思考が有効的に働く場面や効果について

他教科との関連も含めて分析，検証を行っていきたい

と考えている。  
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グローバルに活躍する科学技術系人材の育成

－科学技術高校生の学習ツールを考察する－ 

井口実千代 

東京工業大学附属科学技術高等学校  

概要：東京工業大学附属科学技術高等学校が認定されている SSH/SGH 研究活動を通し，生徒

が国内外において日常的に英語でプレゼンテーション，ポスター発表を行う機会が非常に多い。

加えて国を超えて，協力し問題解決にあたる態度，力を育成し，英語を用いて企画し発信し，

相手を説得する機会も増えてきた。そのニーズに合った授業を展開するためにはマルチメディ

アを導入した授業が必然である。授業内でのインターネットの使用のみならず，個人の学習の

ツールとしてメディアを有効に活用する方略を考察するためには，生徒達の実態を知り，教員

も柔軟な対応をする必要がある。  

キーワード：英語の４技能, 問題解決能力，主体的・対話的学び，

アクティブラーニング，スマートフォン

1 はじめに 

 JR 山の手線田町駅前にある東京工業大学附属科学

技術校高等学校は東工大の附属高校であり，日本で唯

一の国立大学法人の科学技術高校である。１年次は広

く様々な理系分野を俯瞰する科目を受講し，２年時よ

り５つの分野：応用化学，情報，機械，電気・電子，

建築・デザインのいずれかを専攻することになる。各

分野では３年次は課題研究を行うことが卒業要件とな

っている。ほとんどの生徒が大学進学を目指すため受

験科目となる普通科目は非常に限られた単位数の中で

その内容，展開に工夫が必要になる。また生徒の側で

は普通科目と専門科目, 特に 3年次の課題研究の取り

組みは受験勉強との両立をはかることが大きな課題と

なっている。 

2 科学技術高校における「英語」授業 

平成１７年工業高校から科学技術高校へと改組が行

われた。それまで求められていた工業高校としてのリ

ーダーシップが科学技術高校へと変化し，それととも

にグローバルに活躍する科学技術系人材の育成が期待

されるようになった。「英語」教育に求められるものも

変化し，受験英語としての「英語」「文系」科目ではな

く科学技術系人材にとっての素養「ツール」としの英

語を習得する授業展開が期待されるようになった。し

かしながら「理系の英語嫌い」は工業高校時代から顕

著であり，いかに興味・関心を持たせるかが常に課題

であった。そこで，平成 12年頃よりマルチメディアを

導入した授業を展開し，その活用に力を入れてきてい

たが，科学技術高校への改組，SSH/SGH 研究活動の開

始がその成果をより求めるものとなった。 

3 SSH/SGHでの研究開発 

2002 年第 1 期スーパーサイエンスハイスクール

（SSH）に認定されて以降 2015年度スーパーグロー

バルハイスクール（SGH），2016年には第 4期 SSH校

に再認定された。現在は二つの研究活動が行われて

いる。SSH 研究開発においては，テーマは「科学技

術」であり，主には STEM, 理数系と呼ばれる科目

を中心に展開してきた。が，SGH 研究開発におい

ては，「地政学」「語学力」といった「文系」的知識

も重要な要素と捉え，新たな試みを行い，令和元年

は 5 年目を迎えた。「日本人としての文化や歴史，

伝統を背景としたアイデンティティや国語力と並ん

で，英語を中心として外国語による発信力や情報活用

能力」(教育再生実行会議第七次提言)の育成も視野に

入れている。 
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4 「英語」力育成のための授業展開の工夫 

―マルチメディアを導入した授業― 

指導要領上では工業高校の枠組みの中にあり，生徒

は工業の専門科目を持つため「英語」を始めとする普

通科目は指導要領で定められている単位数で展開され

ている。限られた時間内で受験指導に加えて，プレゼ

ンテーション能力を育成していくということが課せら

れてきた。１年次「英語表現Ⅰ」授業において，「パラ

グラフライティング」「Show and Tell」「プレゼンテー

ション」等を通じて主なソフトの使い方を学習する。 

表 1 H31年度マルチメディアを導入した授業 

主体的・協働的で能動的な学びへとアクティブな学習

を進めるためには，説明を一方的に聞く座学的な授業

ではなく，プレゼンテーション，ディスカッションを

導入し，マルチメディアを利用した授業がもっとも適

している。自ら考えた解決策を種々の方法で検索した

後に，プレゼンテーションソフトを使用して発表する。

その過程を通して，その解決にもっとも適切な方法，

協力を仰ぐのに相応しい説得の方法を考えることによ

って，単なる発表だけの授業から，より思考を深める

場となる。また発見した課題，解決方法を積極的に発

表することによりさらに実践的な場となる。学習した

ことを生かして，考え，行動し，貢献するという体験

的な学習的な場となることが期待される。 

５ PCからスマートフォンへ 

 1 年次に「英語表現Ⅰ」ワードプロセッサーの使い

方を学習して以降は，作文を書く際は必ず利用する。

また 3年次課題研究でプレゼンテーションソフトを利

用した発表となるため，「英語」以外でもプレゼンテー

ションを行う機会が非常に多い。その指導にあたる際

にキーボード操作を不得手とする生徒が最近多いこと

に気付く。またキーボードを打つ速度が極めて遅い生

徒が目立ってきた。タッチタイピングができずに人指

し指だけで打つ生徒を多く見かける時もある。 平成

10 年以降「英語」授業においてマルチメディアを導入

してきているが，平成 20 年代後半から平成の終わり

にかけてほぼ全員がスマートフォンを所持するように

なり，その傾向が見られるようになった。本校には情

報・コンピュータサイエンス分野があり，２学年から

その分野の生徒は非常に早く書き上げるようになる。

100 文字程度の作文であれば，他分野の生徒より，１

パラブラフは楽に多く書き上げることができる。それ

でもスマートフォンがあまり普及していなかった時代

は情報分野の生徒と他の分野の生徒との差はそれほど

感じられなかった。が，最近は，たとえば応用化学分

野のようにそれほど PC を使わなくても良い分野生徒

は自宅に PC を持っていない生徒もいる場合がある。

実際にSSH研究開発を開始した当初平成17年当時か

ら平成20年代までは本校に入学すると同時ノートPC

を購入してもらう生徒が多くいた。平成 30 年代はス

マートフォンを買ってもらう生徒の方が多くなり, 分

野に依っては，タップ，ドラッグ，スワイプ等指を使

っての操作に慣れている生徒はマウスを使って同様の

作業を行うことがなかなかできず授業で苦戦すること

が多くなってきた。 

6 学習ツールとしてのスマートフォンの可能性 

平成 29 年度担当する生徒が 1 年生の時，東工大情報

系の教授を通して ICT を使って教育現場をサポート

するクラウドサービスの会社より，協力の要請があっ

科目名 指導内容 ソフト・他 

英語表現Ⅰ パラグラフ    

ライティン

グ 

ワードプロセッ

サー 

タッチタイピン

グ 

プレゼンテ

ーション非

言語（ジェ

スチャー・

姿勢・アイ

コ ン タ ク

ト） 

プレゼンソフト 

表計算 

インターネット 

情報リテラシー 

グローバル社会

と技術 

グローバル社社

会と技術・応用 

ディスカッ

ション・プ

レゼンテー

ション・非

言語プレゼ

ンテーショ

ン 

非言語 

声の大きさ 

質疑応答のマナ

ー 

振り返り 
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た。PC, タブレット, スマートフォンにも対応してい

るものである。5 クラスのうち 3 クラスが協力するこ

とになった。１時間程英語の長文を読んだ後にボキャ

ブラリーを類推していくという問題を解くのである。

協力のお礼として，各科目 2 か月間そのサービスを無

料で使わせてもらえるということになった。合計 100

名程度の生徒がそのデータ収集に協力をした。これま

での PC を使用しての e-learning とは異なりスマホか

らのアクセスが容易であり，ましてや無料であるとい

うことから，多くの生徒が利用するのではないかと予

測していた。そこでどの程度の生徒が最終的にサービ

スを利用したかアンケートをした結果が以下のようで

ある。 

表４その後サービスを利用したか（平成 29 年度） 

その後自分で利用したか 合計 

15 85 100 

利用した人数はたった 15 名しかいなかった。また利

用した 15 名も 2 か月間継続的に行ったわけではなく

1,2 回試してみただけだった。高校 1 年生の彼らにと

ってスマホはコミュニケーションの手段でありゲーム

機としても使えるという認識であり，多くの生徒が学

習ツールとしては使用していないことが分かった。 

7 平成 31年度 3学年の生徒の実態調査 

平成 31 年度 3 年生となった生徒に再度スマホにつ

いて同様のアンケートを行った。 

表 2  1 年次と 3 年次のスマホ所持率 

3 年生に進学するにつれて生徒の総数は若干変化した

が，スマホ所持者の人数割合は, 全く変化していない。

スマホを所持せずインターネットは自宅の PC で行っ

ており，家族，友達とのコミュニケーションはもっぱ

らガラケーを使用している 5人の生徒も変化していな

かった。 

8 スマホの用途と使用時間 

1 年次の生徒と 3 年次（令和元年 7 月現在）の生徒

の使用用途を調査し，比べて見た。それほど大きな変

化はなく，3 年になり多少ゲームをすることが減った

様子が分かる。しかしながら変化が見られるのがその

使用時間である。 

表 H29・H31 スマホの用途の変遷 

H29・31 スマホの使用時間 
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H29 R1 スマホの用途
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H29 R1 スマホの使用時間

H29人数 R1人数

1 年次 3 年次 

スマホを持っている 186 175 

持っていない 5 5 

合計 191  97% 180 97% 
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９ アプリの利用 

使用時間が 4～5 時間以上にもなる生徒に驚かされ

る。がその使用方法は生徒それぞれの工夫が見られ，

興味深い。まず「その他」の項目には主に①ノート・

教科書を撮って通学中に学習する。②過去問をまとめ

る。③クラス掲示を写真にとる/共有する。④外国の

映像，音声を聞き英語のリスニング練習を行う。とい

ったものが挙げられている。そのうえで，それぞれが

お気に入りのアプリを持っており，それらを使用して

自分なりの学習ノート，単語帳等を作成していること

が分かった。単語アプリ，赤シートアプリ，暗記用ハ

イライト，数学のアプリ，物理のアプリ等を使用して

スマホ上に作られたノートにアプリを使用して学習し

ていることが分かった。特にもともネットワークに詳

しい分野の生徒は自分の気に入るアプリを探し出すこ

と，またそれを応用することが楽しいようである。特

に本校の場合理系を得意とする生徒が多いため，数字

をグラフ化してくれるソフト，またプログラミングの

アプリを利用している生徒も居た。 

10 特定のクラウドサービス型 e-learningの利用 

生徒に依っては特定の出版社，塾等のクラウドサー

ビス，を利用して通学中に勉強している生徒もいるよ

うだ。が，スマホ代に加えて、サービスの使用料金が

高いものを利用する者はあまりいないようであった。

1年次に無料で使用することが許されても使用しなか

った生徒達ではあるが，3年になり受験が近づいてく

ると利用者がすくなからず増えることが分かった。 

11 英語学習―リスニング力の育成― 

Ted，YOUtubeなどの動画サイトを利用し，英語を聞

いているという者も多くいた。楽しみながら英語を覚

えるということではあった。 

12 教師の側の利用 

生徒の日常的なスマホ利用より，この学年はできる

限りペーパーレスを心がけた。たとえば全員に配布す

る「お知らせ」等一連のプリントは 1枚のみ各クラス

に掲示する。生徒は必ず写真に撮るため，逆に見ない

生徒，無くしてしまう生徒はいなくなる。また「英

語」時間内で解けずに解答等を配布する場合も配布せ

ずに，掲示するようにした。また授業中に配布したプ

リントを忘れた場合は，スマホを出して写真に撮るこ

とを許し画面を見て学習する。 

13教師が使用する場合の問題点 

しかしながらスマホの利用を授業内で許可することは

当然多くの注意が必要となってくる。すでに解答が終

わったクラスの生徒のノートをコピーさせてもらって

いた生徒はその解答を参考に答えたりする。また辞書

の扱いが厄介になってくる。本校のように通学時間が

長い生徒は，必ずしも重い紙の辞書でなければならな

い理由はなくなってきている。代わりに電子辞書を勧

めた時代もあったが，買うなら，スマホの辞書でも良

いのではないかということにもなってくる。辞書を忘

れた場合にはスマホを使用させることもあるが，1 年

次の生徒にスマホの利用を許可してしまうと目を離し

たすきに他のことをしてしまう可能性もない訳ではな

い。教員は生徒の実態を常に把握しつつ、上手く利用

する方略を考える必要があると実感する。 

14 英語における 4技能の育成―キーボード操作学習

の必要性・スマホと PCの差別化の必要性― 

令和元年（平成 31 年度）3 年生は従来のセンター試

験を受ける大学入学試験ではあるが，次年度以降の生

徒達は状況が変わってくる。より良い状況での進学を

考える生徒は英語の 4技能が総合的に評価できるとさ

れている問題や民間の資格・検定試験の活用を行うこ

とを考えるだろう。また，高等学校における英語教育

の目標についても，小学校から高等学校までを通じ目

指すべき教育目標を，｢英語を使って何ができるように

なるか｣という観点から，4 技能に係る一貫した指標の

形で設定するよう，学習指導要領を改訂されるだろう。

その際にこれまで以上に作文を書く機会，プレゼンテ

ーションを作成する機会が増えることになるだろう。

したがって，実はキーボード，マウス操作に今まで以

上に慣れる必要が出てくる。またグローバル化が進展

する中で，真に使える英語は，受け身で「聞く」「読む」

ことができるというだけではなく，積極的に，主体的

に考え表現することが肝要である。その際スマホはパ

ーソナルな物，ツールとしての役割を担い，PC は協働

のツールとして使われていくのではないだろうか。教

育の現場では種々の機器，生徒の身近なものを適宜利

用し，活用していく柔軟な態度が求められているのだ

と考える。参照：内閣府「青少年のインターネット利用環境実態

調 査 」 http://www8.cao.go.jp/youth/youth-arm/chousa/net-

jittai_list.html 

第45回全日本教育工学協議会全国大会 島根大会（2019/10/18-19 島根県民会館）

278

http://www8.cao.go.jp/youth/youth-arm/chousa/net-jittai_list.html
http://www8.cao.go.jp/youth/youth-arm/chousa/net-jittai_list.html


学校・家庭・地域をつなぐプログラミング教育 

－福祉学習の実践から－ 

児玉 紘（大阪市立喜連東小学校） 

概要：昨年度まで勤務していた大阪市立豊新小学校は，平成 30 年 4 月から平成 31 年 3 月まで大阪市

プログラミング教育推進事業協力校としてプログラミング教育について研究してきた。また，自身も

プログラミング教育推進協力教員として様々な授業実践に取り組んできた。本研究では，4 年生の児

童を対象に，総合的な学習の時間の福祉学習においてプログラミングを教育的手法として用いた結果

について報告する。地域と連携したアイマスク・白杖体験や車いす体験に加えて，プログラミング教

育を取り入れることで福祉学習がより充実した学習になることが分かった。 

キーワード：プログラミング教育，プレゼンテーション，総合的な学習の時間，福祉学習

１ はじめに 

 平成 29年，文部科学省は新学習指導要領を告

示した。新学習指導要領のポイントとして，情

報活用能力の育成・ICT 活用・プログラミング

教育の充実が挙げられた。またそれに伴い，平

成30年3月には小学校プログラミング教育の手

引き（第一版）が公表され，小学校プログラミ

ング教育のねらいや位置付け，具体的な教科等

での指導例が掲載された。同じく平成 30 年 11

月にはまた，小学校プログラミング教育の手引

き（第二版）が公表され，追加の実践事例の紹

介とともに，さらなるプログラミング教育の充

実が明示された。しかし，現状では新学習指導

要領がスタートするのを目前にして実践事例が

豊富にあるとは言い難い。教科教育の目標を達

成するためのプログラミング教育の実践事例も

不足している状況である。 

本校は，平成 30年 4月から平成 31年 3月ま

で大阪市プログラミング教育推進事業協力校と

してプログラミング教育について研究してきた。

また，自身もプログラミング教育推進協力教員

として様々な授業実践に取り組んできた。そこ

で，今回 4年生の総合的な学習の時間に行われ

ている福祉教育をより充実したものにするため

に，プログラミング教育を教育的手法として用

いた授業実践を行った。 

２ 研究の方法 

（１）調査対象および調査時期

 調査対象は，大阪市立豊新小学校の 4 年生の

児童 84人を対象に行った。また，調査時期は平

成 30 年 10月から平成 30年 11 月までの間で総

合的な学習の時間に行った。 

（２）取り組んだ教科（単元）

総合的な学習の時間 

単元名：みんなで学ぶ福祉（ふくし） 

―全ての人が住みやすい町を考えよう― 

（３）ICT環境，使用教材

児童用タブレット端末 3人 1端末 

教師用パソコン・タブレット端末 1台ずつ 

大型モニタ 1台 

無線 LAN 

ロボット 3人 1台

３ 実践例 

（１）実践教科，対象，期間

教科：総合的な学習の時間 

対象：4年生 

期間：平成 30年 10月から 11 月 

（２）授業の目標

①目の不自由な人や足の不自由な人にとって便

利な自動運転プログラムを作ることができる。 
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②自分たちのグループで作ったプログラムの構

成の意図を説明することができる。

（３）指導計画（全 11時間）

時間 学  習  内  容 

1 
スライドショーを見て，2学期の総合の

学習の流れを知る。 

2 
アイマスク・白杖体験を行い，目の不自

由な方のお話を聞く。 

3 
車いす体験を行い，足の不自由な方のお

話を聞く。 

4 バリアフリーについて調べる。 

5 

学校内を探検し，バリアフリーのために

設置されているものを探す。また，逆に

バリアフリーのために学校に作ってほ

しい設備について考える。 

6 道徳「心と心のあく手」 

7，8 プログラミング 

9，10 
自分たちが作ったプログラムをスライ

ドにまとめる。 

11 
自分たちが作ったプログラムをプレゼ

ンテーションする。

図 1：本単元で使用したロボット 

4年生の児童 84人を対象に授業実践を行った。

プログラミング教育には大きく分けて，「アンプ

ラグド方式」，「ソフトウェア方式」，「実機を活

用した方式」と 3つの種類があるが，今回は児

童が 1 番興味関心を示した「実機を活用した方

式」で行うことにした。そして，ロボットを自

動運転自動車に見立ててプログラミング教育に

取り組んだ。ロボットには 2 つのモーターを利

用した直線や曲線の動きに加えて，様々な色の

光の点滅や音声のプログラムもある。これらを

活用して，目の不自由な人や足の不自由な人に

とっても便利なプログラムを作ろうという課題

設定を行った。 

（４）授業の様子

【第１次】 

①スライドショーを見て，2 学期の総合の学習

の流れを知る。

図 2：単元の導入での説明の様子 

 まず，自分たちが住んでいる豊新地区は目の

不自由な人や足の不自由な人たちにとって“住

みやすいまち”なのか？という問いかけから始

まった。そして今回の福祉学習では，アイマス

ク・白杖体験や車いす体験などの体験活動があ

り，それらを体験して感じたことを活かしてプ

ログラミング学習に取り組むという単元の一連

の流れについて説明した。このような説明の機

会を設けることで，児童が見通しを持って授業

に取り組めるように工夫した。 

【第 2次】 

②アイマスク・白杖体験を行い，目の不自由な

方のお話を聞く。

図 3：白杖体験を行っている様子 

実際に目の不自由な方に来校していただき，
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今現在の生活の様子や工夫していることなどに

ついてお話していただいた。その後，アイマス

ク・白杖体験を行い，実際に目の不自由な方々

がどのような生活をしているのかを実体験した。 

③車いす体験を行い，足の不自由な方のお話を

聞く。

図 4：車いす体験を行っている様子 

実際に足の不自由な方に来校していただき， 

今現在の生活の様子や工夫していることなどに 

ついてお話していただいた。また，それに加え 

て今後プログラミングなどの発展により生活が 

さらにより良いものになる可能性についても話 

していただいた。その後，車いす体験を行い， 

実際に足の不自由な方々がどのような生活をし 

ているのかを実体験した。 

④バリアフリーについて調べる

⑤学校内を探検し，バリアフリーのために設置

されているものを探す。また，逆にバリアフ

リーのために学校に作ってほしい設備につい

て考える。 

②，③と体験活動をした後は，バリアフリー

について意味調べを行い，学校内の探検を行っ 

た。すると，校内で段差をなくすスロープや手 

すりなどが必要であることが分かった。こうし 

た現状を把握することで，どのようなプログラ 

ムを作っていけばよいか考えさせるきっかけ作

りを行った。 

⑥道徳「心と心のあく手」

道徳の心と心のあく手という資料で授業を行

った。自分の力で歩きたいと願う近所に住むお

ばあさんに対して，手助けをするべきか否かで

迷うぼくの心の動きを追った。この授業を通し

て，相手の気持ちを考えた思いやりが必要であ

ることを学ぶとともに，いくつになっても自分

の力で生活をしたいと思っている人がいること

にも気づかせた。よって，プログラミングなど

の発展が，自分の力で生活をしたいと思ってい

る人の支えにもなるという点についても確認し

た。 

⑦⑧プログラミング

図 5：グループでプログラミングをする様子 

図 6本時で出した課題 

 まず，①のバス停をスタート地点に真っすぐ

行って右に曲がり，②の家に着くプログラムの

作成を課題にした。次に，目の不自由な人や足

の不自由な人にとっても便利なプログラムを作

ろうという課題も追加した。授業参観日という

こともあり，保護者・地域の方々にも見ていた

だいた。バス停から家に向かうまでのプログラ

ムを作った後は，グループごとで工夫を加えた

プログラム作りを行っていた。 

＜児童から出たプログラムのアイデア＞ 

・始めから動く速さをゆっくりにする

・右に曲がる前に一度停止する

・右に曲がる時に速さをゆっくりにする

①
バ
ス
停

②家
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・右に曲がる時に音を出したり，光を点滅させ

たりする

・最後に停車する時に急停止するのではなく，

少しずつ速さを落として停止する

【第 3次】 

⑨⑩自分たちが作ったプログラムをスライド

にまとめる。

⑪自分たちが作ったプログラムをプレゼンテー

ションする。

プログラムの作成が完了したら，今度は，プ 

ログラムの画面を保存してそれをもとにスライ

ド作成を行った。他にも，ロボットが走行して 

いる様子をタブレット端末で動画撮影した。そ 

の後，そのスライドと動画をもとに各グループ 

でプレゼンテーションを行った。 

図 7：自分たちのグループが考えたプログラム 

をプレゼンテーションする様子 

４ 考察 

 本単元を実践後に，自分の学級の児童に対し

てアンケートを実施した。まず，興味・関心と

いった情意的な面は肯定的な回答が圧倒的に多

かった。また，項目④のプログラミングの重要

なポイントである試行錯誤に関しても十分に取

り組めていたことが分かった。一方で項目⑥に

関しては，他の項目に比べると，やや肯定的な

回答が少ないという結果になった。未来の生活

だけでなく，日々の生活においてもプログラミ

ングが重要な働きをしているということを説明

したり，気づかせたりする学習活動が単元の中

で必要であると感じた。 

５ 結論 

①福祉学習において，プログラミングは教育的

手法として有効である。

②プログラミング教育に取り組むことで児童同

士による協力，協働的な学びの時間を創造す

ることができる。

③本実践で行ったプログラミング教育やプレゼ

ンテーション活動は，これからの児童に必要

不可欠な「情報活用能力」の育成にもつなが

る。 

６ 今後の課題 

課題として挙げられるのが，プログラミング

教育を行う際の環境整備である。本実践では，

実機を活用した方式で行った。この場合，実機

を確保する予算が必要になってくる。そのため，

今後プログラミング教育に取り組むための予算

を作り出すことが急務である。また，それに伴

いプログラムを作成するためのタブレット端末

の整備や無線 LAN環境なども全国的に見ると，

大きな課題であるといえる。 

参考文献 

(1) 文部科学省(2019)新学習指導要領のポイン

ト（情報活用能力の育成・ICT活用）

(2) 文部科学省(2018)小学校プログラミング教

育の手引き（第一・二版）

(3) 大阪市教育センター(2019)プログラミング

教育推進事業概要
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科学館と連携した小学校プログラミング教育に資する 

授業パッケージの実践と評価-推進校 11校における取組の報告- 

宮嶋悦子・髙橋千絵（石川県小松市教育研究センター）・小林祐紀（茨城大学）・中川一史（放送大学） 

概要：筆者らは 2018 年度に科学館と連携した小学校プログラミング教育に資する授業パッケージを開

発した（髙橋ほか 2018）。本稿では，開発した授業パッケージを用いた教育実践の成果と授業パッケ

ージの改善点を明らかにすることを目的とする。科学館と連携して実施する計 5 時間の授業パッケー

ジを開発し,2018 年度は 11 校の推進校にて実施した。プログラミングに関する児童の意識の変容を把

握するために授業の実施前後に質問紙調査を実施した。また，授業者を対象に授業パッケージの使用

感を問う自由記述式の質問紙調査を実施した。結果，プログラミングに関する項目について児童の意

識変容が確認できた。授業者からは肯定的な意見が確認できた一方，プログラミング的思考と日常的

な生活とのつながり等の示し方について改善の方向性が示唆された。 

キーワード：科学館，小学校，プログラミング，授業パッケージ， 教育実践，評価

１ はじめに 

 小学校においてプログラミング教育が必修化

される。しかしながら教員がその趣旨を踏まえ

た指導を行うこと，また現在の多忙な学校にお

いて各校が教材を準備することは容易ではない。

そこで筆者らは，全ての教員が基本的なプログ

ラミング教育を実施できる授業パッケージを開

発した（髙橋ほか 2018）。 

 石川県小松市にはひととものづくり科学館

「サイエンスヒルズこまつ」があり，レゴ マイ

ンドストーム®EV3 を使ったプログラミング体

験を既に実施している。そこで授業パッケージ

は，科学館と連携し,学校で実施する「理解の学

習」（3h），科学館で実施する「体験の学習」（2h）

の合計 5 時間の構成とした。対象は市内小学校

4 年生とし，2018 年度は市内 11 校の推進校に

て実施した。推進校の 1校である R 小学校を対

象とした意識調査の結果では，プログラミング

への興味関心，社会におけるコンピュータへの

理解，プログラミングの有用性等の項目や，種々

の思考力及び表現力の項目について向上的な変

容が確認できた（KOBAYASHI et al. 2019） 

 しかしながら，推進校全体の傾向や授業者へ

の使用感といった調査は実施していない。 

２ 研究の目的 

 本研究の目的は，開発した授業パッケージを

用いた教育実践の成果と授業パッケージの改善

点を明らかにすることである。 

３ 方法 

３．１．研究方法及び分析の手続き 

１） 児童を対象にした意識調査

事前意識調査は，調査の意図，実施方法等を

学校長宛の文書で説明した後，すべての学校で

2018年 9 月に実施する。事後意識調査の実施時

期は 2018年 10 月〜2019年 2月，各学校の授業

パッケージを用いた 5 時間の授業の直後に実施

する。児童に対して 4 件法（強い肯定から順に

4，3，2，1点）で回答を求め，授業の実施前後

で平均値の差を確かめるために対応のない t検

定を実施する。 

調査に使用する質問紙は 8項目から構成され

る（表 1）。策定にあたっては，先行研究（山本
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ほか 2017, KOBAYASHI et al. 2017）やプログ

ラミング教育に関する資質・能力（文部科学省

2018）を参考にして，筆者ら及び教育工学を専

門とする大学教員らで作成した。 

表 1 児童用質問紙調査の内容 

1 プログラミングに興味・関心がある 

2 プログラミングはむずかしい感じがする 

3 プログラミングの学習をしてみたい 

4 プログラミングの学習は算数や理科などの勉強にも

役立つ 

5 プログラミングは身の回りの生活に役に立つ 

6 プログラミングはこれからの社会に役に立つ 

7 身の回りの生活にはコンピュータを使っている物が

多い 

8 コンピュータと人間にはそれぞれ得意なことや苦手

なことがある

２）授業者を対象にした自由記述による調査

来年度以降に向け授業パッケージを改善す

ることを意図し，授業パッケージの使用感につ

いて自由記述による質問紙調査を実施する。質

問項目は，それぞれの学習及び全体に対して

「気付いた点」「改善が必要な点」「その他」を

尋ねる。 

３．２．研究対象 

研究対象は，推進校 11 校の第 4 学年の児童

467名，推進校 11校の授業者 19 名とする。 

３．３．実施された授業パッケージ 

 プログラミングの学習内容から，学校で実施

する授業を【理解の学習】，科学館で実施する授

業を【体験の学習】と定めた。それぞれを組み

合わせて単元計画を策定した（表 2）。 

表 2 授業パッケージの授業構成 

【理解の学習Ⅰ】 

２時限（学校） 

授業者：担任 

①様々なものを人間が作ったプロ

グラムで動かしていることとその

役割を理解する

②プログラミング教育を踏まえた

物事の解決方法の手順を理解する

【体験の学習】 

２時限（科学館） 

授業者：科学館の

専門員 

④レゴ マインドストーム®EV3 を

使用し，基本的な操作やプログラ

ムを組む

⑤問題解決のために試行錯誤し，

一定の道筋を導き出す

⑥複数のメンバーで協働しながら

多様な解決方法がないかを追求

し，修正する

【理解の学習Ⅱ】 

１時限（学校） 

授業者：担任 

③日々の生活や学習に役立てるた

めの視点を理解する

理解の学習ⅠとⅡに関しては，どの教員でも

円滑に授業ができるよう，「単元計画」「指導案」

「ワークシート」「提示用プレゼン資料」を作成

した。 

４ 結果と考察 

４．１．児童を対象とした質問紙調査の結果 

 推進校 11 校における，授業パッケージを使

用した授業の実施前後に行った質問紙調査の結

果を示す（表 3）。事前調査における回答者は 460

名，事後調査における回答者は 453 名であった。 

結果，平均値については 8項目中，すべての

項目において向上的な変容が確認できた。また

t 検定の結果から 8 項目全てにおいて 1％水準

で有意な差が確認された。 

表 3 推進校の授業実施前後の質問紙調査結果 

事前 事後 t値 

Mean SD Mean SD 

1 2.55 1.14 3.41 0.72 13.49 ** 

2 2.87 0.96 3.06 0.82 3.32 ** 

3 3.03 1.03 3.54 0.72 8.61 ** 

4 2.68 0.94 3.22 0.77 9.41 ** 

5 2.64 0.97 3.61 0.64 17.75 ** 

6 2.87 0.96 3.57 0.63 12.85 ** 

7 3.20 0.86 3.72 0.53 10.89 ** 

8 3.07 0.90 3.39 0.73 5.88 ** 

* p<.05, ** p<.01 

事前意識調査から事後意識調査の間に，授業

パッケージを用いた授業以外にプログラミング

の学習をしていないことを確認していることか

ら，開発した授業パッケージは，児童のプログ

ラミングに関する知識・理解や関心について変

容に効果があったと考えられる。特に変容の大

きい項目 4，5,6 については，日常生活や学習へ

の影響について問う設問であり，表 2で示した

授業パッケージ「理解の学習Ⅱ」内③で取り上

げている部分である。日常生活や学習について，

プログラミングを通した視点で見る機会が増え，

プログラミングに関する意識が高まったのでは

ないかと推測される。 

また，プログラミングに対する難しさを問う

項目 2について，授業実施後の方が難しいと感

じる結果となった。これは「体験の学習」内④，
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⑤，⑥に結びつく項目であり，児童のふり返り

ワークシートより「レゴプログラミングをして，

動く秒数や曲がる角度を決めるのが難しかった」

等の感想が多く，ロボットを動かす体験を通じ

試行錯誤する過程が難しかったと感じる児童が

多かったと考えられる。しかし，同ワークシー

トには「難しかったが楽しかった」という感想

も多く有り，難しいと感じながらも児童が楽し

く学んでいた様子が読み取れる。 

また，項目 7，8に関しては「理解の学習Ⅰ」

内①，②で触れており，用意した提示用プレゼ

ン資料から身近な生活にコンピュータが使われ

ていることへの気づき，また動作カードに沿っ

て自分で動くことで人間とコンピュータとの違

い等を理解していたことが読み取れる。 

 これらのことから，開発した授業パッケージ

は，児童のプログラミングに関する知識の獲得

や意欲・関心を高めることに有用であったと判

断できる。 

４．２．推進校 11校の授業者を対象とした自由

記述調査の結果 

回答者数は 9名（19名中）であった。授業パ

ッケージの使用に関する自由記述の調査結果に

ついて，同一回答欄に複数内容の記述があった

場合は異なる意見として集計した。確認できた

記述は「肯定的意見」，「改善要望」に大別する

ことができた。肯定的意見は 32 件，改善要望は

30 件，その他は 3件であった（表 4）。 

表 4 授業者質問紙調査の結果 

肯定的意見 改善要望 

理解の学習Ⅰ  7件 15件 

体験の学習 12件  4件 

理解の学習Ⅱ  5件  7件 

全体を通して  8件  7件 

 得られた回答を KJ 法を用いて内容ごとに分

類した（表 5）。 

＜肯定的意見について＞ 

「①授業パッケージの良さ」の「理解のしやす

さ」では，「内容が児童にとって理解しやすいも

のであった」，「日常の場面の中にある題材で表

現され，理解しやすかった」等の意見があった。

これらから教材の内容が児童の身近なものを題 

表 5 自由記述内容の分類結果 

肯

定

的

意

見 

①授業パッケー

ジの良さ

理解のしやすさ 6 

14 

32 

ペア学習の良さ 3 

構成・内容の良さ 2 

体験の良さ 2 

能動的な活動 1 

②プログラミン

グ教育の良さ

試行錯誤の大切さ 4 

8 

プログラミングの考え方

と生活学習とのつながり 
3 

プログラミングが生活に

使用されていて便利だと

いうことへの気づき  

1 

③人的サポートの充実 5 

④児童に好評 3 

⑤教師の負担軽減 2 

改

善

要

望 

⑥授業パッケー

ジの改善

理解の学習Ⅱの教材改善

（プログラミングの考え

方の活かす場面について） 

4 

24 

30 

プログラミング教育の意

義や目的についての児童

の理解 

4 

ワークシート量 3 

提示資料の追加希望 3 

指導案の記載改善 3 

プログラミング教育とし

ての内容改善  
3 

体験の時間の拡充希望 2 

教材の軽微な改善 2 

⑦プログラミング教育の意義や目的についての教師

の理解
2 

⑧興味を持った児童への手立て 1 

⑨機器不具合 3 

⑩その他 3 

材としていて，授業パッケージの内容が理解し

やすい適切なものであったことが読み取れる。 

「②プログラミング教育の良さ」の「試行錯誤

の大切さ」では，「プログラミングの体験を通し

て，失敗しても原因を探ってやり直すことの大

切さを学ぶことができた」，「頭を使って考え，

失敗を通して改善していくことの大切さを，体

験を通して学んでいた」等の意見があった。こ

れらから，本パッケージを使用した授業の中で，

問題を解決するためにどのように改善したらよ

いか，目標を達成するために試行錯誤を重ねる

ことが大切であると，児童が学んでいたことが

読み取れる。 

「③人的サポートの充実」では，「体験の学習で，

科学館のスタッフが手厚く見回ってくれたので，

どのチームも「できる」を体験できた」等の意

見があった。本授業パッケージでは，児童の興

味関心をひく教材であるレゴ マインドストー

ム®EV3を使用しているが，教員自らが使用する

第45回全日本教育工学協議会全国大会 島根大会（2019/10/18-19 島根県民会館）

285



には教材研究を含めた多くの準備とサポートが

必要である。しかし，科学館と連携しているこ

とで専門員による指導やサポートを受けること

ができ，教員の負担軽減だけでなく，児童の「わ

かる」「できる」体験にもつながっており，科学

館との連携が評価されたと判断できる。 

＜改善要望について＞ 

「⑥授業パッケージの改善」についての意見が

多く，「理解の学習Ⅱの教材改善」として「プロ

グラミングの考え方が，日常生活や学習のどん

な場面で使えるかについての詳しい説明がほし

い」という意見が多かった。また，「プログラミ

ング教育の意義や目的についての児童の理解」

として「学習の中にプログラミングの考え方を

生かせそうということは分かっているようだが，

具体的に結びついていない児童もいた」等の意

見もあった。実際に筆者らが理解の学習Ⅱの授

業を見学した際，「プログラミングの考え方」が

「意図した通りにならなくても，何度も修正し

て挑戦すればよい」という捉えになっており，

「必要な動きに分けて考え，記号化して組み合

わせる」という「プログラミング的思考」の部

分が欠落していることに気が付いた。手順を踏

むことが必要な場面を思い浮かべられなかった

ことが，具体的な場面に結びつきにくかった原

因ではないかと考えられる。これらのことから，

「問題解決のための思考整理，考え方のプロセ

ス化」を題材とした教材を追加し，「プログラミ

ング的思考」の比重を高めた内容に修正する方

向性が示された。 

 「ワークシートの量，提示資料の追加，指導

案の記載改善」では，「ふり返りワークシートを

簡単にしたほうが児童も教師も負担が減る」，

「児童がふり返る時，パワーポイントのスライ

ドだけでなく，板書で残した方が学習した跡が

視覚的に残るため，児童の理解・記憶・思考の

自覚が進むと思う」等の意見があった。これら

を受け，ワークシートの内容を精査し，ふり返

りの項目数を少し減らすとともに，枠を狭めた。

また視覚補助として掲示資料を作成した。指導

案についても，板書計画を追加し改善を行った。 

「⑦プログラミング教育の意義や目的について

の教師の理解」では，「教師にプログラミングの

考え方の意識がないと，児童に声掛けができず

流れてしまう」，「プログラミングの考え方が大

事だということは分かったが，5 時間の授業の

後，継続して声掛けしていく必要があるのか」

という意見があった。これらから，職員研修等

でプログラミング教育の意義・目的理解につい

ての十分な説明を行う必要がある。 

５ 研究の課題と今後の展望 

研究の課題として，非推進校との比較が実施

できなかったことが挙げられる。また事前意識

調査を実施した時期の問題からプログラミング

的思考に関する意識調査を調査できなかった。 

今後の展望として，本研究の知見をもとに，

授業パッケージの改善を行う。また，プログラ

ミングについてどのようなイメージ変容が起こ

るのか SD法を用いて調査する予定である。 
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地域産業の情報活用をテーマとした探究的な学習での 

コンテンツ活用とプログラミング体験に関する考察

城井順一（高森町立高森中央小学校）・山本朋弘（鹿児島大学大学院） 

中野信子（NHK 制作局＜第１制作ユニット＞教育・次世代）

概要：本研究では，小学校総合的な学習の時間で地域産業の情報活用をテーマとした探究的な学習に

おいて，NHK for School や自作動画コンテンツの視聴とプログラミング体験を位置付けた単元計画を

作成し実践した。児童は，動画視聴で獲得した知識を活用して，地域産業活性化プランを考えた。そし

て，プログラミング体験からセンサーの仕組みを理解し，地域産業への新たな提案のプレゼンテーシ

ョンにまとめる活動を行なった。単元前後で実施した情報活用能力調査の結果，複数の項目において

有意に高い結果が得られ，本実践を通じて児童の情報活用能力を向上したことを示した。 

キーワード：IoT，地域産業，NHK for School，タブレット端末，情報活用能力

１ はじめに 

学習指導要領（2017）では，「学習の基盤とな

る資質・能力」として情報活用能力が示され，

その育成が求められている。しかし，この情報

活用能力をどのように育成していけばよいのか

については，学校現場でも課題が多く，指導方

法についても戸惑う教師も多い。児童が主体的

に ICT を活用しながら，情報活用能力を高めて

いける授業デザインが求められている。 

インターネットを通して，家庭・地域と学校

での学びをつなぎ，授業や家庭学習の充実を図

ることが期待されている。児童のインターネッ

ト利用では，学習で利用している割合は低く，

教育再生実行会議（2019）では，「だれでも」「い

つでも」「どこでも」学ぶことのできる環境の構

築の必要性が示され，インターネット上で配信

されるコンテンツを有効に活用することが期待

される。 

インターネット上のコンテンツ活用として，

NHK for School を活用した実践は，学校現場に

おいてこれまでも多く取り組まれてきた。今野

（2016）は，学校放送番組活用のための手立て

として，番組利用のルールとタブレット端末利

用のルールがあり，家庭への持ち帰りと探究的

な学習の時間の制約が影響していると述べてい

る。このことは，探究的な学習の授業における

タブレット端末や番組の位置付けを変えるよう

な授業設計につながる可能性があるとし，さら

に探究的な学習でのコンテンツ活用に関する事

例研究が期待されている。 

さらに，文部科学省（2018）は，情報に関す

る探究的な学習を示した。総合的な学習の時間

において，情報技術が私たちの生活を便利にし

ていることを，プログラミングを通して確認す

るとともに，この体験を拠り所として，情報に

関する探究を進めていく活動が例示され，実践

が求められている。 

そこで本実践では，総合的な学習の時間にお

いて，スマート農業をきっかけとした，地域産

業の情報活用をテーマとした探究的な学習に，

映像コンテンツ（NHK for School や自作動画）

の視聴とプログラミング体験を取り入れた学び

が，児童の情報活用能力育成にどのような効果

をもたらすのかを明らかにしたい。 

２ 研究の方法 

（１）調査時期および調査対象について

 本研究は，2019 年５月中旬から７月中旬にか

けて実践を行なった。本研究を行うにあたり，

所属校の６年生 21 名を対象に調査した。対象

児童は，一人一台のタブレット端末を使った授

業を日々経験してきている。キーボード操作技

能についても概ね全ての児童が自分の考えを書

いたり，編集したりすることができる。また，
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プレゼンテーションソフトを使った活動も５年

生時に経験してきており，学習したことや自分

の考えをまとめることなどに活用してきている。 

（２）活用コンテンツについて

活用した動画コンテンツは，NHK for School
と自作動画コンテンツとした。NHK for School
は，家庭のタブレット端末，パソコン，スマー

トフォンなどからも視聴できる。また，自作動

画コンテンツも YouTube（限定公開）に投稿す

ることで，家庭で容易に視聴できる。 

（３）単元等の計画について

 本研究の単元計画及び資料動画コンテンツと

その内容を表１に示す。本単元は，総合的な学

習の時間において，地域産業の情報活用をテー

マとした探究的な学習を行い，まとめとして「地

域産業活性化プラン」を提案することを目的と

した 13時間取り扱いの単元として設定した。 

 単元全体として，動画の視聴は４回行い，そ

の全てを家庭もしくは休み時間（視聴できない

環境の児童がいたため）に視聴することにした。

視聴動画には，NHK for School の「未来広告ジ

ャパン！」「しまった！〜情報活用スキルアップ

〜」「動画クリップ」及び自作動画コンテンツを

使用した。また，プログラミング体験として，

MESH を活用した地域産業に生かせるプログラ

ムを考える活動を位置付けた。

（４）分析方法について

 実践前後に情報活用能力調査を実施し，その

変容を分析することにした。情報活用能力調査

の調査項目は，文部科学省（2013）が実施して

いる「児童生徒の情報活用能力調査」の調査項

目を 10項目に精選して活用した。

３ 検証授業の実際 

（１）第１次〜第３次までの様子について

 第１次〜第３次では，授業日前に配布された

ワークシートに記載された農業の課題に関する

NHK for School や自作動画コンテンツ（スマー

ト農業）の URL と QR コードを使用し，家庭も

しくは休み時間に視聴させた。授業では，動画

視聴①及び②での気づきをもとに，地域の基幹

産業である農業の課題とその課題解決に取り組

む地元農家の取組についてまとめた。児童への

聞き取りから，21 人中 17 名の児童が QR コー

ドを利用した。また活用した機器は，自分のス

マートフォン（９名/21 名中），家族のスマート

フォン（７/21 名中），自分のタブレット端末（３

名/21 名中），インターネット接続テレビ（１名

/21 名中），学校用タブレット端末（１名/21 名

中）であった。 

写真１は，地元農家が取り組むスマート農業

の様子を紹介した自作動画コンテンツの一部で 

表１ 情報に関する探究的な活動の単元計画 

次 学習活動 視聴動画コンテンツと内容 

１ （事前学習）動画視聴① 

【課題設定】農業の課題を考える。 

「未来広告ジャパン！」「動画クリップ」 

・米作りの工夫や努力，課題

２ （事前学習）動画視聴② 

【情報収集】スマート農業を知る。 

「未来広告ジャパン！」「動画クリップ」 

「自作動画コンテンツ」 

・情報ネットワーク，スマート農業

・地元農家のスマート農業への取組

３ （事前学習）動画視聴③ 

【情報収集】「地域活性化プラン」のテーマを

決める。 

「しまった！〜情報活用スキルアップ〜」 

・付箋を活用した情報整理の仕方を学ぶ。

・思考ツールを使用し整理の仕方を学ぶ。

４ 【情報収集】センサーについて学ぶ。 

５ 【整理・分析】プレゼンテーションを作成する。 

（事前学習）動画視聴④ 

【整理・分析】プレゼンテーションを修正する。 

「しまった！〜情報活用スキルアップ〜」 

・プレゼンテーション資料の作り方や説得

力ある話し方を学ぶ

６ 【まとめ・発信】 

プランを公開し，評価をもらう。 
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ある。実際に取材を行い，温度センサーを活用

した空気循環システム，タイマーと温度センサ

ーを併用した自動ハウス管理システム（灌水・

ハウス開閉）の解説とその様子を撮影し，児童

に視聴させた。児童は，インターネット等で調

べていたスマート農業が地元でも取り組まれ始

めていることを知り驚いていた。また「農業の

課題を解決するためには，センサーの活用など

を積極的に行っていかなければならないと思っ

た。」など，課題解決のために IoT を活用してい

くことの利点について気づく感想が多く得られ

た。その後，家庭での動画視聴③を生かして，

自分たちが活性化したい地域産業について話し

合いを行った。児童は主体的に付箋を活用し，

情報を整理しながら，それぞれ「観光」「農業」

「商業」「福祉サービス」を課題に設定した。 

（２）第４次の様子について

児童が IoT を活用したスマート農業に活用さ

れていたセンサーに気づいたことから，第４次

では，センサーの利用について学ぶプログラミ

ング学習を実施した。教材は，児童が体感を伴

って学習できるアプリケーションである MESH
を活用した。児童には地域産業に生かせるプロ

グラムを作成させ，グループや全体に紹介する

活動を行った。写真２は，「福祉サービス」でお

年寄りに優しいまちづくりをテーマにした児童

のプログラムである。「人がセンサーの前に立つ

だけで，その日の温度や湿度から注意を通知し

てくれると熱中症予防につながる」という考え

をもとに作成した。児童は様々なプログラムを

考える活動を通して，センサーの仕組みやプロ

グラミングの楽しさを経験することができた。

（３）第５次及び第６次の様子について

 第４次のプログラミング学習をもとに，自分

たちで設定した課題に沿って「地域産業活性化

プラン」のプレゼンテーション資料を作成させ

た。その後，動画視聴④を行わせ，修正に取り

組ませた。完成したプレゼンテーション資料を

使って，実際のプレゼンテーションの様子を撮

影した。写真３は「お年寄りが大活躍の町づく

り」として「デジタル図書館」を提案する児童

の様子である。遠隔システムや情報ネットワー

クを活用した新しい提案が多く見られた。撮影

したプレゼンテーション動画は，YouTube と

Google フォームを活用し，教師や保護者による

写真１ 地元農家のスマート農業の紹介の様子 

写真２ 児童作成のプログラム（例） 

写真３ 児童のプレゼンテーションの様子 

外部評価を行った。外部評価後も，児童は休み

時間等を使いながら積極的に資料を修正し，何

度も撮影をやり直すなどの様子が見られた。 

４ 結果 

 実践の前後に情報活用能力に関する児童向け

意識調査を実施した。調査は，４：当てはまる，

３：どちらかといえば当てはまる，２：どちら

かといえば当てはまらない，１：当てはまらな

いの四件法で回答させ，実践前後で t 検定を用

いて比較した。結果を次項の表３に示す。 

①情報収集，②多様な調査方法，③表・グラ

フの作成において，実践後が実践前と比較し

１％水準で有意に高い結果となった。また，④

電子黒板等提示，⑤スライド作成についても実

践後が実践前と比較し５％水準で有意に高い結
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果となった。なお，⑥図表の活用，⑦読書，⑧

授業理解，⑨情報検索，⑩キーボード入力の項

目では有意な差は見られなかった。 

５ 考察 

情報活用能力に関する児童向け意識調査の結

果から，③表・グラフの作成，④電子黒板等提

示，⑤スライド作成の「コンピュータを使うこ

と」に関する項目において，実践後が実践前と

比較し有意に高い結果となった。これは，児童

が探究的な学習の中で，自分の課題を明確に持

ち，コンピュータを主体的に活用した結果だと

考えられる。一方，⑧授業理解，⑨情報検索，

⑩キーボード入力の項目については有意な差が

見られなかった。これは，児童が日常的にコン

ピュータに接しており，本実践の有無に関わら

ず意識が高かったことが考えられる。 

また，①情報収集，②多様な調査方法の「普

段していること」に関する項目についても，実

践後が実践前と比較し有意に高い結果を得られ

た。これは，単元を通して家庭における動画視

聴を位置付け，様々な場所で学べる環境を設定

した結果，時間をかけ繰り返し動画を視聴した

り，図書資料を含む複数の資料から調べたりす

る活動が充実したと考えられる。一方で，⑦読

書，⑥図表の活用については，有意な差が見ら

れなかった。これら２項目について，平均値は

上昇しているものの，個人差が特に大きく，有

意な差は得られなかったと考える。 

６ 結論 

総合的な学習の時間で地域産業の情報活用を

テーマとした探究的な学習を行った。その学習

過程において，NHK for School や自作動画コン

テンツの視聴とプログラミング体験を位置付け

た単元計画を作成し実践した。実践前後で実施

した情報活用能力調査の結果，複数の項目にお

いて実践後に有意に高い結果が見られ，本実践

において，映像コンテンツ視聴やプログラミン

グ体験が,児童の情報活用能力育成につながる

ことを明らかにした。 

今後は，他学年の総合的な学習の時間でも映

像視聴とプログラミング体験を取り入れた探究

的な学習を実践し，単元モデルを構築していき

たい。 

表３ 児童の情報活用能力調査の結果 

調査項目 実践前 実践後 t 値

①情報収集
2.14 

(0.87) 

3.00 

(0.58) 

t=5.29
p<.01 

②多様な調査方法
2.67 

(0.93) 

3.45 

(0.50) 

t=4.82
p<.01 

③表・グラフ作成
2.19 

(0.89) 

2.95 

(0.58) 

t=4.64
p<.01

④電子黒板等提示
2.33 

(0.82) 

2.98 

(0.64) 

t=4.00
p<.05

⑤スライド作成
2.62 

(0.76) 

3.10 

(0.62) 

t=3.14
p<.05

⑥図表の活用
1.95 

(0.80) 

2.95 

(0.70) 

t=6.13
n.s.

⑦読書
2.40 

(0.99) 

3.21 

(0.81) 

t=4.10
n.s.

⑧授業理解
3.29 

(0.74) 

3.60 

(0.54) 

t=2.86
n.s.

⑨情報検索
3.00 

(0.63) 

3.31 

(0.60) 

t=2.31
n.s.

⑩キーボード入力
2.86 

(0.72) 

3.17 

(0.70) 

t=2.01
n.s.
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高等学校におけるＩＣＴを活用した授業改善について 

富永憲志，濵口和弥（徳島県立総合教育センター） 

概要：実証事業の実施校において，全ての普通教室にスライド式電子黒板システムを設置して「わかる

授業」を日常的に実践し，学びの質を高めるためにＩＣＴを活用した授業改善の研究を行った結果か

ら，高等学校におけるＩＣＴを活用した授業の実施状況等について考察する。  

キーワード：電子黒板，授業改善，ＩＣＴ

１ はじめに 

昨年，第４４回全日本教育工学研究協議会に

おいて，徳島県の高等学校における普通教室の

ＩＣＴ環境整備に関する取組とその効果につい

て発表を行った。本研究では，進化する教室イ

ノベーション事業で整備されたスライド式電子

黒板システムを活用した授業の実施状況等を明

らかにすることとした。 

２ 研究の方法 

（１）調査対象および調査時期

平成２９年度に「進化する教室イノベーショ

ン事業」を実施した５校の教員（ｎ＝２３９）

が，平成２９年度９月から平成３０年３月まで

に実施した授業を調査対象とした。 

（２）分析方法

教科の授業のうち，電子黒板を使用した回数

を元に算出した割合を稼働率とし，教科毎及び

学年別の稼働率を分析した。 

※算出式

稼働率＝
ＩＣＴを活用した授業時間数

全ての授業時間数
× 100 

３ 結果 

教科毎の稼働率を図１に示した。稼働率が一

番高かったのは英語で４７．４％だった。続い

て地歴・公民と工業が３８．８％，理科が３７．

８％と活用されているのに対し，数学と国語，

商業が３０％を下回っている。 

図１ 教科毎の稼働率 

さらに，各教科における稼働率を学年別に集

計したものを図 2に示した。１年時には英語と

理科で稼働率が５０％を超えている。また，多

くの教科において，高学年ほど稼働率が低いが，

地歴・公民と工業，商業等では，学年による変

動があまり無い。 
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図２ 各教科における学年毎の稼働率 

４ 考察 

 事業実施校の公開授業や報告書の記載内容に

よると，英語の授業では，簡単に授業に導入で

きるニュース動画などのリスニングに関係する

コンテンツが活用されており，理科，地歴・公

民では，図録等の資料提示が日常的に行われ，

教師の説明を視覚的に理解し，系統的に学習し

ていた。 

工業では，平面で表しにくい３次元のモデル

について，今までの解説に加え，電子黒板で様々

な角度から提示して，より効率的に理解させる

ことができた事例もある。また，資格試験にお

いて例年よりも少ない補習の時間で，合格率を

高めることができたという報告もあった。 

国語は，小説等の登場人物の背景や関係が複

雑な場合に，予め教員が作成したワークシート

を活用し，生徒が記述したものを教員用タブレ

ットで撮影し，電子黒板で投影して，思考を整

理する授業が報告された。 

数学や商業は，例題等を教員が解説する時間

よりも，生徒自身が演習に取り組む時間が多い

場合がある。しかし，グラフや表の提示に，電

子黒板を使うことで時間短縮でき，生徒の主体

的な活動時間が増えたことで，理解度が向上し

たケースがあった。 

今回の調査５校のうち３校は，大学進学希望

者の割合が高い大規模普通科高校のため，今回

のデータの傾向に少なからず影響があるものと

思われる。２学期以降は，３年生授業担当者に

おいては，演習に費やす時間が多くなっている。

そのため，生徒の進路実現に向けて 3年生を担

当する教員にとり，今までの授業スタイルを変

えずに，授業改善が遅れている現状が窺える。 

５ まとめ 

スライド式電子黒板システムの特長は，従来

のノートと板書を使用した授業に，ＩＣＴ活用

をシームレスにできることである。今までの板

書を全て電子黒板に置き替えるではなく，効果

的にＩＣＴを活用することにより，授業改善を

進め，生徒の学びの質を向上させることが大切

である。そのためには，教員研修や校内研修が

重要であるが，当センターでは，色々なＩＣＴ

活用希望研修を開講している。 

また，事業実施校におけるアンケート結果に

よると，スライド式電子黒板システムの導入に

より，効率的に授業が進められると感じている

教員が９３．２％を占めており，生徒の学習効

果の向上だけでなく，教員の働き方改革にも一

役をかっていることが分かった。 

６ 今後の課題 

事業実施校と未実施校とのＩＣＴ環境整備差

をなくすためにも，整備率の向上をさせると共

に，ＩＣＴ活用事例集の作成をしており，ＩＣ

Ｔ活用事例を教科毎にわかりやすく整理し，普

及させることとしている。また，稼働率の向上

が顕著な教員に対し個別に聞き取りを行うこと

で，ＩＣＴ活用授業普及へのヒントを得られる

ことを期待している。 
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遠隔授業の実践を通した教師の授業力向上 

山本訓子（御所市立名柄小学校） 

概要： 本研究の目的は，遠隔授業の実践を通した教師の授業力向上を明らかにすることである。名柄

小学校では，テレビ会議システムを利用した同期型遠隔授業（遠隔授業）を 3 年間にわたり継続実施

してきた。遠隔授業での経験を通し，教師は（１）ICT 機器を活用した学習空間づくり，（２）めあて

と振り返りを意識した授業設計，（３）若手教師の児童との協働的，対話的な授業づくりという 3点に

おいて授業力を向上することができた。 

キーワード：同期型遠隔授業，授業設計，学習空間づくり，授業力向上

１ はじめに 

全校児童 60 名の小規模校である奈良県御所

市立名柄小学校には「多様な意見や考えを出し

合うことが人数的限界にある」「他の児童の意見

を気にし過ぎ自信を持って自分の意見や考えを

言うことが苦手な傾向にある」という小規模ゆ

えの課題が存在する。また「公共交通機関が整

備されていないため，施設見学において時間・

費用等の関係で回数を制限せざるをえない」「身

近で様々な文化に触れる機会が少ない」という

状況にある。  

これらの課題や状況を克服するために平成

28 年度より「遠隔合同授業」「バーチャル見学」

「生きた外国語活動」という３つの視点からテ

レビ会議システムを利用した同期型遠隔授業

（以下，遠隔授業）の実践を行った（奈良県御

所市立名柄小学校 2017）。 

遠隔授業を成立させるためには，授業者には，

ICT 機器操作はもちろんのことながら，より高

度な授業デザインが求められる。目の前の児童

だけでなく，遠隔にいる児童を惹きつける授業

でなければならない。また，バーチャル見学に

おいては従来の教師主導型の授業ではなく，児

童の疑問がわき上がってくる授業設計を行う必

要がある。 

遠隔授業を成功させるということは，教師の

授業力向上につながると考えられる。 

そこで本研究では，教師の授業力向上の観点

から遠隔授業の実践の成果を報告する。 

２ 研究の方法 

（１）調査対象および調査時期

 本研究では，平成 28年度～30年度在職の名

柄小学校全教師を調査対象とした。下記の表は

各年度の管理職を除く全教師の構成である (表

1) 。このうち本校勤務が初年の人数を（ ）

内に示した。経験年数 7年未満の教師が全体の

約 90％を占め，ミドルリーダー層となる 10年

以上 20年未満の教師がいないという歪な構成

になっていることがわかる。 

（２）分析方法

本研究で収集したデータは，遠隔授業を行っ

た 3年間の 100 を越える遠隔授業の実践事例の

指導案，実践映像，授業記録，事後研究協議記

録および授業者へのインタビューである。特に

一群を成している，経験年数 7年未満のいわゆ

表１：H28～30年度の教師構成人数 

　　年度
経験年数

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

1年目 1(1) 1(1) 1(1)
2年目 1 1
3年目 1
4年目 3 1(1)
5年目 1 3 1
6年目 1 1 2
7年目 1(1) 1

30年以上 2 1 1

第45回全日本教育工学協議会全国大会 島根大会（2019/10/18-19 島根県民会館）

293

F-3-11



る若手教師がどのような変容をしたかを中心に

探る。 

３ 結果と考察 

 遠隔授業の実践を重ね，授業の改善を重ねて

いく中で，以下の 3点において，教師の授業力

の向上が見られた。 

（１） ICT機器を活用した学習空間づくり

 遠隔授業を実施した教師は，多様な ICT 機器

を複数同時に使いこなせるようになった。例え

ば，使い慣れた書画カメラをウェブカメラとし

てパソコン・カメラ・モニター（TV）の 3 つの

機器を使用し，遠隔授業をより円滑に実施でき

るようになった。 

 写真 1（左）は児童と黒板の間にカメラを設

置し，レンズを回転できるようにしている。こ

れは，児童と黒板を交互に撮すためであった。

しかしこの配置では，児童は相手が映っている

モニターを見て発言するため相手校の映像では

児童の目線がずれてしまう。そこで，カメラの

位置を児童の目線に合うようモニターの下にし

（写真１右），自然な意見交流ができるよう改善

した。 

このような小さな改善に始まり，それぞれの

授業において必要な機材の選択，その配置につ

いて試行錯誤しながらもより良い学習空間づく

りを目指した。外国語活動では，児童のつまず

きをサポートするための空間づくり（写真 2）

を行った。 

これらライブ授業における使用機器と学習空

間を誰もがコーディネートできるように，若手

教師が中心となり，4 つの形態別にレイアウト

マップにまとめた（図 1）。

レイアウトマップには機器のレイアウトだけ

でなく「なぜこのレイアウトにしたのか」「こん

なところに課題が」をまとめた。インタラクテ

ィブな遠隔授業を成立させるためにどうすれば

よいのか，教師の立ち位置はどこがよいのかな

ど，事後の振り返りとともに課題を明確にした

ことは，次回の改善点となり，若手教師が試行

錯誤し，たどり着いた結果がこのレイアウトマ

ップといえる。 

（２） めあてと振り返りを意識した授業設計

 教師は，児童が何をもってうまくできたとす

るのかを明確に事前に示し，その観点から授業

を教師と児童が一緒になって振り返り，次の授

業や実践につないでいけるようになった。 

図 1：バーチャル見学型レイアウトマップ 

写真 2：外国語活動ゲストティーチャー

型遠隔授業（2018.02.07） 

改善前 

(2016.07.05） 

改善後 

（2016.07.11） 

写真 1：合同授業型遠隔授業 
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遠隔授業をすすめていくうちに，児童のコミ

ュニケーションスキルの課題が浮き彫りとなっ

た。コミュニケーションスキルを単に場当たり

的にあるいは機械的な訓練で育てるのではなく，

系統的かつ達成感のあるコミュニケーションス

キルの育成をいかに図るかという新たな課題に

対して，ルーブリックを取り入れた。コミュニ

ケーションスキルに特化したルーブリックを作

成するにあたり，「どうすればできたことになる

のか？」を繰り返して作成していったことによ

り，「コミュニケーションができているというこ

とは，どういう状態であるのか」というのが児

童だけでなく教師も理解できるようになった。  

その後，コミュニケーションだけでなく，学

習にともなったルーブリック評価が必要である

ことも必然的にわかった。ルーブリック評価作

成にあたり教師と児童の対話を通して，学習の

獲得目標もより具体化され共通理解されるよう

になった。 

当初，特に経験の浅い若手教師は，児童の「め

あて」に対する，核心を突いた意見・稚拙な意

見など様々な意見の取捨選択ができず「適切で

ないめあて」を提示することもあった。事前に

ルーブリック評価作成のシミュレーションを行

ったり，事後討議において「取り上げるべき意

見はどれだったのか」「どのような声かけをすべ

きであったのか」などを改めて振り返ったりす

ることと，実践を重ねることで意見の選択がで 

きるようになってきた。このように具体的なめ

あてが示されることにより，授業の見通しを児

童にもたせることができるようになった。 

（３）若手教師の児童との協働的，対話的な授

業づくり 

若手教師は，児童の発見・疑問を即興的に取

捨選択し協働的，対話的に授業を進める経験を

積んだことで，指導案の流れに沿いながらも児

童の学びを主体的・対話的な深い学びのある授

業ができるようになってきた。 

本校若手教師の陥りがちな授業として，見た

目には活発な学習活動が進められているように

見えて，予定調和の形式的な学習となっていた

り，当初の予定がいつの間にか目的を見失って，

結局何を学習したのかがわからない授業展開に

なっていたりすることもよく見られていた。遠

隔授業を始めた最初の頃も指導案の段取り，あ

るいは中継相手との打ち合わせに縛られ，あら

かじめ予想される型にはめた授業になっていた。

特にバーチャル見学型・ゲストティーチャー型

の遠隔授業において，児童の質問や意見をあら

かじめ用意し，いかにうまくそれを読むかに重

点を置いていた。教師は質問メモを読ませるこ

とに必死になり，相手のあるコミュニケーショ

ンであることを意識していなかった。

しかし，特に外国語活動において相手のコミ

ュニケーションを手本に「自分の言葉を伝えた

い」という児童の思いを叶えるべく，先の(1)で

述べた児童のつまずきをサポートとする学習空

間づくりを行い，児童が聞き取り難かった情報

を可視化，あるいは授業者が平易な言葉に代え，

ゲストティーチャーと児童をつなぐ役割を果た

した。また，児童と画面向こうの相手とをつな

ぐためには，教師の立ち位置はどこが最適であ

るかを考えるようになった。 

 1 時間中つなぎっぱなしであった中継を一度

切断し，聞き取ったことをペアやグループで話

し合い，教師・児童共にシェアする時間を設け，

新たな発見や疑問を取り上げる時間を確保した。 

児童の新たな発見や疑問を重視するこの遠隔

授業では，「予期せぬ出来事」が起こるため指導

案通りに進めにくい。逆に指導案に縛られ，予

定調和に進めると遠隔授業の面白みに欠けるこ

とになることを若手教師が理解したことで，児

童との協働，対話を重視した授業設計ができる

ようになってきたと言える。 

４ 結論 

遠隔授業を行うに当たり，ICT 機器を操作し，

授業を行うことについて本校の教師には，機器

操作にずば抜けて長けている者はいなかった。

全教職員でつまずきや課題を共有しつつ，教師

一同が同じ問題意識をもち，遠隔授業の実践を
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重ねていった。本校では，遠隔授業の研究に対

して，全教員で取り組んできた。全員が授業を

考え，全員で協議を行い，お互いに意見を出し

合いながら，次の実践へつなげられるよう研究

を進めた。これは教職員の協働性に依拠するこ

ととなり，個々の教職員の経験値の積み上げに

バラツキがみられず，チーム力としての向上に

もつながっていったと考えられる。授業実践が

次の改善点となり今まで単発で終わっていた授

業が積み重なり，授業力の向上にもつながった。 

一方，ICT機器の取り扱いについては，H30年

度の「教員の ICT活用指導力の状況」において

肯定的意見は，項目 100％（H29 年度奈良県

80.9％），Ｂ項目 88.9％（同 74.0％）である。

研究を始める前の H27 年度の結果と比べても，

スキルアップがうかがえる(図 2)。

５．今後の課題 

遠隔授業において教師，とりわけ若手教師の

授業力の向上が見えてきた。しかしながら，遠

隔授業にかかわらず普段の授業中であっても，

常に教師の児童を見る眼が働いている。つまり，

直接的に間接的に教師は常に児童と対話してい

るといえる。このような授業力を駆使して，1時

間の授業の中で，導入・展開・終末を見通しな

がら，児童の意見を引き出したり考えさせたり

しつつ，目指すべき目標へと導いていく。授業

の過程で，平坦に流れかけたなら，児童の思考

を揺さぶる発問や，児童の発言が拡散してしま

ったときに，新たな資料の提示や発問によって

焦点化するなど，いわば「ファシリテーター」

の役割を即興的に果たしていく必要がある。今

後，いかに遠隔授業での成果を普段の授業に活

かして行くのかが課題である。 

付記：本研究は，パナソニック教育財団の助成金（研

究課題：子どもの主体的な学びを育てる授業の創造：

Skypeを利用した効果的なライブ授業のあり方）を得

て行った研究である。本実践研究では，明治大学准教

授の岸磨貴子先生のご指導をいただきました。また，

本実践を行うにあたり，地域のみなさまにもご協力

をいただきました。名柄小学校の教職員一同，心から

感謝申し上げます。 
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「使わねばならぬ」から「普段使い」の ICTへ 

－５年間の実践より－ 

錦織篤史（美郷町立邑智小学校） 

概要：美郷町立邑智小学校は，教育委員会主導で平成２７年度より４年生以上の児童，職員へのタブ

レット端末の配布が始まり，令和元年度には全児童へのタブレット端末の配布が完了する予定であ

る。それと並行して，ICT支援員の配置や校内環境の整備が進められてきた。配布当初，職員は困惑

していた。私自身「この便利であることは間違いない四角い板は，どうやって使うものなのか？」と

感じていた。しかし，配布されて目の前にある以上「使わねばならぬ」状況が生じ，そこから試行錯

誤の日々がスタートした。配布から５年が経ち，授業を中心に様々な場面でのタブレット端末の活用

が行われている。そんな「普段使い」の実践を提案する。

キーワード：ICT活用，タブレット端末，普段使い

１ はじめに 

 美郷町立邑智小学校は，平成２７年度より４

年生以上の児童と教職員へのタブレット端末の

配布が始まった。それと同時に校内の環境整備

も進められ，ICT 支援員も配置されることとな

った。この「タブレット端末の導入」に職員は

困惑した。当時，「 ICT＝ Information and 

Communication Technology（情報通信技術）」と

理解していた職員は極めて少なかったと推測す

る。むしろ，「Iyaiya（いやいや）Chotto（ちょ

っと）maTteyo（待ってよ）」という職員が大半

を占めていたように記憶している。 

しかし，機器，環境，サポート体制が整って

まさに「使わねばならぬ」状況へと変わってい

った。「 Iikaratukae!!（いいから使え !!）

Chottodemotukae!!（ちょっとでも使え!!）

Tonikakutukae!!（とにかく使え!!）」の合言葉

と共に，授業や様々な活動場面で邑智小学校の

ICT活用がスタートした。 

タブレット端末の特性をうまく活用できた実

践もあったが，それ以上にうまくいかないこと

の方が多かった。先進校の視察や年３回の外部

への授業公開，町内での研究授業などを通して

効果的な活用方法を探ってきた。５年間に及ぶ

様々な実践を通して，教職員の意識は変わって

きた。どの職員も当たり前のように授業や学校

生活の中でタブレット端末を活用している。朝，

職員室から教室へ行く際には，誰もがタブレッ

ト端末を手にしている。邑智小学校で「普段使

い」の ICTが実現されている何よりの証拠だと

言える。 

２ 研究（実践）の方法 

（１）ICT教育授業公開

 平成２７〜２９年度までの３年間，学期に１

回ずつ，県内の学校の先生の参加を募りながら

授業を公開した。公開する授業を考える中で，

「授業のどんな場面で，タブレット端末をどの

ように使っていくのか」ということを意識する

ようになった。また，外部の先生に取組を知っ

てもらうと共に，ICT 活用について一緒に考え

たり助言をもらったりできる機会となった。 

（２）美郷町内研究授業

 美郷町教育研究会，美郷町 ICT教育推進協議

会とも連携して，町内４つの小中学校で ICTを

活用した授業の公開をした。同じ環境の中で

ICT 活用を進めているため，共通した課題を抱

えていたり，お互いの取組を共有したりするこ
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とが容易にできた。授業後の協議を通して課題

の解決方法を探ったり，情報交換をしたりする

ことでより良い活用につなげることのできる機

会となった。また，校内研究でも ICT活用につ

いて取り組むこととして，全教員に年間に１回

の授業を公開するようにし，教員の意識が ICT

に向くようにした。 

（３）様々な活用方法を探って

研究授業だけでなく，普段の授業や活動の中

でも積極的な活用を声がけした。まずは教職員

が使って慣れるために，ミニ研修を実施したり，

タブレット端末を用いて職員会議を行ったりし

た。 

３ 実践の内容 

（１）撮る→見る

タブレット端末の一番の強みは，手軽に静止

画や動画を撮ることができて，すぐに画面で見

ることができることである。授業の中で活用の

幅はとても広く，効果も大きいと感じる。 

国語（動画） 

・音読やスピーチの様子を撮影し，動画を見返

して修正していくことでより良い音読やスピ

ーチにつなげることができる。

・書写の学習で，授業者がお手本を書く様子を

撮影して授業の中で繰り返しその動画を流し

ておく。そうすることで児童はポイントを絞

ってお手本の動画を見ながら作品を仕上げて

いくことができる。

国語（静止画） 

・書写の作品を撮影しすることで，お手本や前

時の作品と比べて見ることができる。

写真１ 書写の授業での活用 

理科（動画） 

・実験の様子を撮影しておくことで何度でも見

返すことができたり，前後の実験や他のグル

ープの実験と比較したりすることができる。

写真２ 理科の授業での活用 

理科（静止画） 

・植物や昆虫などの生き物の観察も目的に合わ

せて撮影しておくことで，教室でタブレット

端末を使って細かい部分を拡大しながら描い

たり，色を塗ったりすることが可能となる。

体育（動画） 

・マット運動，跳び箱，鉄棒，球技，ハードル

走など様々な活動において，動画を撮影する

ことで自分の動きや演技を客観的に見ること

ができる。動画を見て気づいたことを修正し

ていくことで，より理想とする動きや演技に

近づけていくことができる。

写真３ 体育の授業での活用 

図工（静止画） 

・スケッチをする際に，タブレット端末の画面

を画用紙と考えて児童が描きたい物を撮影す

ることで，児童の描きたい物を把握した上で

構図の指導をすることができる。絵を描いた

り，色を塗ったりする際には，描きたい部分

や塗りたい部分を拡大することもできる。毎

回その場所まで行かなくても教室でじっくり

と作品を仕上げることもできる。
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写真４ 図工の授業での活用 

音楽（動画） 

・合奏や合唱などを撮影しておくことで，出来

栄えを客観的に知ることができる。音楽づく

りでは，きちんと出来上がっているのかとい

うことや，工夫が表現できているのかといっ

たことも確認することができる。

複数の教科（静止画） 

・板書を書き写すことに支援が必要な場合，板

書を撮影して，手元で板書の画像を見ながら

ノートに書き写すことができる。

（２）撮る→記録する

タブレット端末で撮影したデータそのものを

撮り貯めて活用する方法も考えられる。 

理科（静止画） 

・季節ごとの植物や生き物を撮影しておくこと

で，一年間の変化や様子の違いを比べることが

できる。 

（３）撮る→共有する

タブレット端末で撮影したものを，大型提示

装置を使って学級全体で共有することも効果的

な使用方法である。 

複数の教科（静止画） 

・児童のノートやプリントに書いてあることを

撮影して，大型提示装置に映し出す。児童が

説明をしたり，意見を発表したりして考えを

共有することができる。また，他の考え方の

児童を取り上げて比較することもできる。

（４）書き込む→共有する(schoolTaktの活用) 

  schoolTakt を使うことによって教師から児

童，児童から教師と双方向のやりとりが可能と

なった。児童は考えを書き込み，教師はそれら

を把握して，必要に応じて学級全体で共有する

ことができる。一人一人が考えを書くこともで

きるし，グループで話し合ってまとまった意見

を書くこともできる。文字を書いたり打ったり

するばかりではなく，写真や動画のやりとりも

可能である。 

写真５ schoolTaktの活用 

（５）発信する

 探究的な活動後にプレゼンテーションソフト

を活用して，学習のまとめを発信する活動もタ

ブレット端末を活用することで容易にすること

ができるようになった。 

４年生 

「ごみの処理と利用」，「４７都道府県クイズ」

（社会，総合的な学習の時間） 

５年生 

「米作り」（社会，総合的な学習の時間） 

６年生 

「竹細工」（総合的な学習の時間） 

「町の幸福論〜美郷町の幸福論〜」，「プロフェ

ッショナル達〜夢授業〜」（国語，総合的な学習

の時間） 

写真６ 夢授業での活用 

（６）様々な場面で

委員会活動・児童会活動 

・一年生を迎える会や六年生を送る会や，各委

員会の集会活動がある際には，タブレット端

末を活用して会が進められたり，発表が行わ

れたりしている。
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写真７ １年生を迎える会での活用 

劇の背景として 

・学習発表会では，発表の手段としてだけでな

く，タブレット端末とプロジェクターを使っ

て，ステージの後ろに画像を映し出して劇の

背景として活用する場面も見られた。

登校班での指導 

・長期休業前の登校班ごとの指導では，登校班

ごとに異なる危険箇所を大型定時装置で映し

出して，児童への指導を行った。

写真８ 登校班ごとの指導での活用 

職員会議 

・職員会議でも会議資料をタブレット端末でデ

ータ配布をして活用している。ペーパーレス

となり，印刷する手間も省ける。

４ 結果と考察 

 「 Iikaratukae!! （ い い か ら 使 え !! ）

Chottodemotukae!!（ちょっとでも使え!!）

Tonikakutukae!!（とにかく使え!!）」から邑智

小学校の ICT活用はスタートした。様々な実践

を積み重ね，今ではタブレット端末はなくては

ならない道具となった。タブレット端末導入当

初，良かれと思って授業の中で活用してみたも

のの，余計に活動が煩雑になってしまったり，

ノートに学びが残らなかったり，大型提示装置

に映しても児童から見えにくかったり，画面を

切り替えると他の児童や他の班の考えが残らな

かったりうまくいかなことがたくさんあった。

うまくいかないことがある度に話し合い，考え

を出し合ってきた。たどり着いたのは，「タブレ

ット端末はノートや鉛筆と同じ道具であり，タ

ブレット端末を使うことが授業の目的ではない」

ということである。 

 ICT 機器を活用することで，児童の学習への

興味関心は確実に向上する。積極的に課題に向

かい，何かしらの考えをタブレット端末上に表

現する姿が見られる。発達段階やタブレット端

末を使った経験の回数にもよるが，児童の意識

の中にあるのは，「タブレット端末を使いたい」

というものかもしれない。しかし，結果として

児童が課題に向かい，課題を解決しようと考え

を巡らせ，課題を解決するという学びをしてい

ることに間違いはない。そうであるなら，児童

の学びがより定着するように，より学びが深ま

るように，授業を行う教員がタブレット端末を

使う場面や使う形態を工夫していく必要がある。

４５分の授業を考える際に，「タブレット端末が

あるから使ってみよう」ではなく，「この場面で

使うことが児童の理解につながる」「タブレット

端末じゃないとできない」といった視点を教員

が常にもっておくことが必要不可欠である。 

５ 今後の課題 

（１）より効果的な活用方法を探るために実践

を積み重ねていく必要がある。

（２）全職員が不安なく抵抗なく，ほぼ同じ水

準でタブレット端末を活用できるように，

これまでの実践や普段使いのタブレット

端末の活用例を類型化してまとめておく

ことが必要である。
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授業と家庭学習での個別学習支援システムの活用に関する一考察 

丸野公士・城井順一（高森町立高森中央小学校）・山本朋弘（鹿児島大学大学院） 

概要：小学校４・５年生において，一人一台のタブレット端末環境を利用した個別学習支援シ

ステムを活用して，家庭学習の充実を図った。学習履歴を分析した結果，国語・理科・社会と

比べて算数では，教師が意図的に問題を指定して取り組ませる持ち帰りが顕著に見られた。実

践した教師への聞き取りから，児童の実態に応じて学習計画を作成する中で，個別学習支援シ

ステムを意図的に活用していることが分かり，それによって児童の学びが充実していることが

明らかになった。 

キーワード：個別学習支援システム，タブレット端末，学習状況，学習履歴

１ はじめに 

IoT や AI 等の先進技術を活用することで新た

な価値を創出し，多様で潜在的なニーズにきめ

細かに対応したモノやサービスを提供すること

のできる新たな時代 Society5.0 を迎えようとし

ている。文部科学省（2018）は，Society5.0 で

提案されている新たな学びの姿として，個人の

学習を蓄積し，最適化された学びをどのように

実現するかが重要であることを示した。一方

で，学校現場では，学習内容の習得状況の違う

児童が主体的に学びを深めていくことは難し

く，児童一人一人に応じた指導が行き届いてい

ないのが現状である。 

 文部科学省（2016）は，「2020 年代に向けた

教育の情報化に関する懇談会」を受け，「教育

の情報化加速化プラン」を策定し，その中で個

別学習支援システムの必要性を示し，学校現場

で効果的に活用していくことを求めている。今

後は，個別学習支援システムの具体的な活用方

法や，それによって得られる成果と課題を検証

していくことが求められている。 

山本ら（2012）は，LMS のテスティング機能

を用いた振り返り学習が，分数に関する知識や

計算技能を高めることを示した。今後は，情報

端末を家庭に持ち帰り，家庭学習で活用する場

面も想定され，授業や家庭での学習を支援する

個別学習支援システムの活用効果や実践上の課

題を明確に示す必要がある。 

そこで本研究では，一人一台のタブレット端

末環境のもと，日常的に個別学習支援システム

を活用した家庭学習の学習履歴を分析し，その

効果を明らかにしたい。 

２ 研究の方法 

（１）研究の対象について

 所属校の第４学年の児童40名（２学級）及び

第５学年の児童41名（２学級）を対象に，調査

を行った。家庭学習に活用したタブレット端末

は，児童が日常的に活用している Windows８搭

載の12インチの画面サイズで，キーボード着脱

式を利用した。 

 児童は，一人一台のタブレット端末を活用し

た授業を日常的に経験し，使用方法に関する技

能は身につけている。個別学習支援システムは

学校でも活用経験が豊富である。 

（２）個別学習支援システムについて

個別学習支援システムには，ジャストシステ

ムの「スマイルドリル」を採用した。児童が自

分で問題を選択したり，教師が問題を指定した

りすることで取り組むことができる。また，授

業中に活用する場合，児童の取組の状況が教師

用タブレット端末でリアルタイムで把握でき，

指導に活かすことができる。学校での使用や家

庭での使用に関わらず児童の学習履歴が蓄積さ

れ，取組の実態を把握することで授業の工夫・

改善につなげることができる。 

（３）個別学習の流れについて

表１に日常的な個別学習の流れを示す。教師 
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表１ 日常的な個別学習の流れ 

授業での個別学習の流れ

① 教師は，児童の実態に応じて取り組ま

せたい問題を指定する。

② 朝自習で設定問題に取り組ませる。

→定着状況を把握する。

→個別支援を行い，全員が復習できた

状況で単元に入る。

③ 本時に関する問題を設定する。

④ 授業の導入で設定された問題に取り組

ませる。

→定着状況を把握する。

→問題提示につなげる。

⑤ 本時に関する適応問題を設定する。

⑥ 授業終末に適応問題に取り組ませる。

→学習状況を把握する。

→個別支援を行う。

→定着率の低い問題を再設定する。

⑦ 問題を持ち帰らせ，家庭で取り組む。

児童が問題を選択する場合と，教師が

設定する場合がある。

⑧ 翌日，取り組んだ問題を提出させる。

→学習状況を把握する。

→個別支援を行う

は児童の実態に応じて，学習する単元につなが

る既習事項（過学年の学習内容を含む）を個別

学習支援システムに予め設定しておく。同時に

本時の学習に関連する課題や適応問題も設定し

ておく。 

実際の授業では，児童に朝自習や授業導入場

面で教師の設定した課題に取り組ませる。教師

は授業前に児童の学習状況及び定着率を個別に

把握し，本時の学習課題の提示の仕方や学習展

開の工夫につなげていく。単元によっては，定

着状況を確認し，復習の時間を確保すること

で，児童の学習意欲を高める。次に，授業のま

とめの場面では，教師の設定した適応問題に取

り組ませる。学習状況をリアルタイムで把握し

ながら，問題に戸惑っている児童や理解が難し

い児童の個別支援を行う。 

定着率の低い問題に関しては，教師が持ち帰

りの問題として設定し，家庭学習として取り組

ませる。教師が設定した問題の他に，児童が問

題を選択して持ち帰り，取り組む場合もある。

翌朝，取り組んだ問題を提出させ，再度児童の

学習状況を確認し，個別支援を行うとともに次

時の授業の工夫・改善を行う。 

３ 結果・考察 

（１）学習の様子から

単元の系統や児童の実態を考慮し，前学年の

問題や前時までの復習問題を個別学習支援シス

テムに設定し取り組ませた。第５学年では現学

年の習熟に課題が見られた。そこで，特につま

ずきの多い，小数の計算，割合や百分率，図形

の求積の問題を多く指定して取り組ませた。写

真１は，事前に設定した問題に対して，朝自習

の時間に取り組んでいる様子である。教師は個

別学習支援システムに蓄積された定着状況を確

認するとともに，休み時間等を利用した個別の

学習支援を行った。前学年のつまずきを解消で

きた児童は，高い学習意欲を持って授業に参加

することができた。計算に時間がかかることが

なく，学習内容の習得に集中して取り組む姿が

見られた。 

写真１ 朝自習で問題に取り組む様子

写真２ 教師が学習状況を確認する場面
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写真２は，第５学年の算数科授業で教師が児

童の学習状況を確認した場面である。素数の学

習を実施するにあたり，復習として「偶数と奇

数，倍数と約数」の問題に取り組ませた。問題

に対してスムーズに回答できている児童，回答

に時間を要している児童，回答が間違っている

児童をリアルタイムで確認した。その後，個別

に指導・支援を行った。さらに個別学習支援シ

ステムに記録された解答状況から誤答に至った

経緯を分析し，休み時間等の個別支援につなげ

た。個別学習支援システムでの復習を行った

後，プログラミング学習と関連づけて素数につ

いての学習を行った。児童は，素数の概念につ

いて，素数かどうかを調べる学習活動を通して

理解を深めた。既習事項を活かし，素数の概念

だけでなく，素数の性質や見つけ方についても

気づくことができた。授業後は，学習内容の定

着を図るために再度個別学習支援システムを活

用し，家庭学習に取り組ませた。授業前後の個

別学習により，児童は単元全体の学習を円滑に

進めることができた。 

 写真３は家庭学習で問題に取り組む様子であ

る。児童は，教師が設定した振り返り問題の

他，自分で問題を選択し持ち帰った問題に取り

組んだ。児童が選択して持ち帰った問題として

は，単元の復習問題や前学年の問題，発展問題 

が見られた。教師は，家庭で取り組んだ問題を

翌日に提出させ，進捗状況を常時把握するよう

にした。児童には，個別学習支援システムを活

用して自分の学習状況を分析させながら問題を

選択させた。自分の学習のペースに合わせて積

極的に問題に取り組むことができた。 

（２）学習履歴の分析から

 個別学習支援システムの学習履歴は，児童の

学習状況の把握のために活用した。教師は，各

学年で学年会を開催し，児童が取り組んだ教

科，単元，問題数，解答状況（間違いの状況

等）を把握した。そして，どの単元でどの問題

を提示するかを決定し，個別学習支援システム

で問題の設定を行った。また，単元計画を作成

するにあたり，どの段階で取り組ませることが

効果的なのかについて検討した。単元を通して 

写真３ 家庭学習の様子	

取り組ませる問題については，授業後の家庭学

習とした。翌日に提出させ，学習履歴を分析す

ることで，授業の形成的評価として蓄積し，授

業改善につなげた。 

 教師が指定した問題や児童が自由に選択した

問題など，児童が家庭学習として取り組んだ個

別支援学習システムの学習履歴を分析した。家

庭学習として取り組んだ問題数を，教科ごとに

分けて算出したものを表２に示す。 

第４学年では，算数科，国語科，社会科，理

科の順で取り組んだ問題数が多かった。教師が

指定した問題に取り組んだ割合は，算数科で特

に高く，以下国語科，社会科の順で高く，理科

はすべての問題が児童の選択した問題であっ

た。第５学年でも，算数科，国語科，社会科，

理科の順で取り組んだ問題数が多く，第４学年

と同じ傾向となった。教師が指定した問題に取

り組んだ割合は，算数科で特に高く，以下社会

科，国語科，理科の順で高かった。しかし，両

学年とも算数科以外は児童が選択した問題の割

合が大きい。算数科では，他教科と比べ教師が

問題を指定して取り組ませる傾向が強いことが

分かった。児童に基本的な知識・技能を身につ

けさせようとする教師の意図が見られた。 

 次に算数科においてどの学年の問題に取り組

んだのかを表３に示す。第４学年では，前学年

である第３学年の問題に取り組んだ割合がもっ

とも大きかった（64.2%）が，第５学年では，

現学年の問題に取り組んだ割合がもっとも大き

かった（82.1%）。両学年ともに，現学年以上の

学年の問題に取り組んではいなかった。このこ

とは，学年会等で児童の実態を分析した結果，

児童の課題が明らかになり，問題の設定の仕方

に違いが出たと考えられる。 
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表２ 児童が家庭学習で取り組んだ問題数 

教科 学年 全問題数 教師指定

国語
第４学年 868 415(47.8%)

第５学年 1372 274(27.4%)

算数
第４学年 4870 3639(74.7%)

第５学年 2630 1764(67.1%)

理科
第４学年 409 0( 0.0%)

第５学年 757 121(16.0%)

社会
第４学年 840 285(33.9%)

第５学年 850 300(35.3%)

表３ 算数科で取り組んだ学年の割合	

取り組み学年 第４学年 第５学年

第１学年 90( 2.5%) 0( 0.0%)

第２学年 212( 5.8%) 0( 0.0%)

第３学年 2338(64.2%) 266(15.1%)

第４学年 999(27.5%) 41( 2.3%)

第５学年 0( 0.0%) 1448(82.1%)

第６学年 0( 0.0%) 0( 0.0%)

（３）教師からの聞き取り

 個別学習支援システムにおける家庭学習の学

習履歴の分析から，算数科の取組に特徴が見ら

れた。そこで，実践した教師から聞き取りを行

い，以下のことが明らかになった。 

まず，実践した教師は，年度当初の学年会に

て各学年の算数科に関する課題を整理してい

た。そして，第４学年ではこれまでの学習内容

の習熟に，第５学年では計算と図形に課題を残

っていることを共有していた。また，両学年

とも家庭学習が十分に行われていないことも課

題として確認していた。そこで，個別学習支

援システムの活用し，教師が指定した問題に取

り組ませることにした。さらに，年度当初だけ

でなく，定期的に学年会を開催し，担当学年の

課題解決の状況を共有し，状況に応じて個別学

習支援システムの問題の設定を変更し，進めて

いった。 

 取組時間の設定は，十分な時間が確保でき，

自分のペースで進められることから家庭学習を

基本としていた。児童の中には，家庭学習で間

違った問題を自主学習ノートにまとめてくるな

ど，リアルタイムで採点，アドバスをしてくれ

る個別支援システムの利点を生かした学びも見

られれるようになってきたと報告された。 

４ まとめ 

 本研究は，個別学習支援システムを活用した

家庭学習の学習履歴を分析した。その結果，算

数科において顕著な特徴が見られた。実践した

教師への聞き取りから，児童の実態に応じて学

習計画を作成する中で，個別学習支援システム

を意図的に活用しており，それによって児童の

学びが充実していることが明らかになった。 
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主体的な学びを育む算数科授業の創造 

－学び合いを深める手段としてのＩＣＴの活用法－ 

池岡妙子・相原功季・中和幹（世羅町立甲山小学校） 

概要：主体的な学びを育む算数科授業の実現を目指し，児童が自らめあてをもち，問題の解決に向け

て探求的な活動をしていく学習を「問題解決学習」とし，「課題把握→自力思考→学び合い→まとめ→

振り返り」の学習過程で，ICT を効果的に活用（導入段階における活用，学び合いにおける活用）す

る授業実践に取り組んだ。その結果，「解いてみたい」「考えてみたい」という学習意欲や自分の考え

を図や式や言葉で表現しようとする意欲が高まるとともに，発話が増え児童がより主体的に授業に参

加したり，自分の考えを自信をもって友達に伝えたりすることができてきた。現在，さらに考えを深

め合うための ICTの活用について研究を進めている。 

キーワード：ＩＣＴ活用，授業スタイル

１ はじめに 

 本校では，平成 28・29年度と算数科を研究教

科とし，研究主題「主体的な学びを育む算数科

授業の創造～学び合いを深める指導の工夫を通

して～」のもと，研修を積み重ねてきた。特に，

児童の生活に基づいた必然性のある課題に取り

組ませることで主体的な授業となるような単元

を開発したり，授業では，導入段階において児

童の知的好奇心を喚起するよう ICT機器を活用

した提示を行ったり，学び合いの場面では，ペ

ア・グループ学習を多く取り入れ，ICT を活用

しながら主体的に表現することで深い学び合い

ができる場を設定したりすることに取り組んで

きた。しかし，授業の中でのＩＣＴ活用は，教

師からの画像や動画の提示，タブレットを使っ

た実物投影中心に偏ってしまい，授業を「視覚

化」し，児童の理解を深めることはできている

が，教師主導の授業になりがちであった。また，

児童においても，学習を進める中で自分の考え

に他の意見を取り入れるなどの学びの深まりが

なかなか見られない実態があった。 

そこで，平成 30 年度は，研究主題を「主体的

で対話的な学びを育む算数科授業の創造」とし，

主体的な学習に加えて，学び合う段階における

対話的な学び，つまり，考えをつなぎながら深

め合うことのできる授業の実現をめざし，学び

合いを深める手段としてＩＣＴの活用法の研究

を行った。 

２ 研究の方法 

（１）甲山小授業スタイルの作成

算数科でつけたい見方・考え方と子どもにつ

けたい資質・能力の育成を目指して，本校の研

究を図１のように構想した。 

図１ 研究構想図 

そして，児童が自らめあてをもち，問題の

解決に向けて探求的な活動をしていく学習を
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「問題解決学習」と定義し，「課題把握」→「自

力思考」→「学び合い」→「まとめ」→「振り

返り」という学習過程を「甲山小授業スタイル」

（図３）として，その各過程の中でＩＣＴを効

果的に活用し，授業改善に取り組んでいくこと

とした。 

（２）ＩＣＴ活用方法の工夫

①課題把握（つかむ）での工夫

学び合いを深めるうえで，導入で全児童が課

題をしっかりと把握し，自らが問いをもてるよ

うに，ＩＣＴを活用し分かりやすい問題提示や

疑問がもてるようなしかけを工夫する。（図２） 

図２ 問題提示場面 

図３ 甲山小授業スタイル 
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②学び合いでの工夫

自分の考えを画面に映して指しながら発

表したり，グループで選んだ考えをタブレッ

トでとって電子黒板に送信したり（図４）教

材を電子黒板で動かしながら説明したり（図

５）説明の仕方を工夫し，分かりやすく伝え

たり友達の考えと比べたりよりよい考えに

気づいたりすることができるようにする。 

図４ タブレットでの送信 

図５ 電子黒板での説明 

（３）分析方法

①CRT テストの正答率が全国平均を上回っ

た児童の割合

②研究授業における授業評価（発問・問い

返しにより，学び合いを深めることがで

きたか）

③学習したことを自分の言葉でまとめられ

ている児童の割合

３ 研究の実際 

（１）実践事例１

第２学年「100より大きい数を調べよう」 

白組の得点の一の位が分からなくなったとい

う設定で一の位を隠し，それを見たキャラクタ

ーのつばさくんが「間違えた発言をする」とい

うしかけを行った。このことにより，児童はつ

ばさくんの間違いを指摘し，その理由も友達に

話したいという気持ちになり，自分の言葉で理

由を述べることができた。また，問題提示の後，

児童はつばさくんの言っていることはまちがい

だといろいろな言い方で発表してから「一の位

が分からなくても比べられたのはなぜですか。」

と発問し，大きい位から順に比べることを共有

化して自分でまとめられるようにした。 

図６ 第２学年「100より大きい数を調べよう」 

（２）実践事例２

第５学年「整数の性質を調べよう」

５年生の偶数，奇数の導入の時間では，電子

黒板を使い，ルールを言わずに数を分けるとい

う「情報不足にする」というしかけを使いまし

た。このことにより，児童は，数に気をつけて

見ようとしたり，自分が気づいた数分けゲーム

のルールを言葉や図で表現しようとしたりする

ことができた。数分けゲームで課題意識をもた

せ，児童はいろいろな方法で当たりと外れにつ

いて表現した。数を分けるルールが分かったと

ころで，他の数を児童に分類させ，その理由を

聞くことで偶数，奇数の意味理解を更に図るこ

とができるようにした。 
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図７ 第５学年「整数の性質を調べよう」 

４ 結果及び考察 

（１）学力調査結果から

全国学力・学習状況調査において，国語Ａ・

Ｂ，算数Ａ・Ｂ，理科，すべての問題で広島県

の平均，全国の平均を上回った。（図８） 

図８ 平成 30 年度全国学力・学習状況調査の結果 

また，１２月に実施した CRT 学力調査（算数）

において，全国平均を５年生は 11.9点，6年生

は 5.7 点上回った。全国平均を上回った児童の

割合は，５年生８２％，６年生は８１％であり，

一人一人の児童に基礎学力の定着が図れている

ことが伺える。 

（２）研究授業における授業評価

 校内研究授業の「学び合いを深めることがで

きたか」の項目についての本校職員による評価

結果，平均で３．４となり,目標値の３．２を達

成できた。 

（３）学習したことを自分の言葉でまとめられ

る児童の割合

目標値 80％に対し，結果は 89.1％で目標を達

成できた。（図９）昨年度末と比べて「よくでき

る」が減少したのは，まとめを考えるだけでな

く，よりわかりやすい文章に表すことを目指し

ている児童が増加したからだと考える。自由記

述でも，まとめを書くことができるようになっ

たことを自分の成長ととらえている児童がおり，

意識の変容が見られた。 

図９ アンケート結果 

５ まとめと今後の課題 

 ＩＣＴ機器の活用，教材へのしかけによって，

「解いてみたい。」「考えてみたい。」という気持

ちを向上させることができた。また，児童が自

分の考えを図や式や言葉で表現しようとする意

欲が高まり，集団解決までに自分の考えを持っ

て参加できるようになってきた。ICT を活用す

ることにより，発話の機会が増え児童がより主

体的に授業に参加したり，自分の考えを自信を

もって友達に伝えたりすることはできてきたが，

考えを深め合うところまでには至っていない。

児童のつぶやきや疑問を取り上げ，児童の思考

の流れに沿った柔軟な授業展開をしていくこと

で，深い学びを実現させていく必要がある。 

参考文献 

パナソニック教育財団（2017）成果報告書 
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学習スタイルに着目した 

初めての外国語活動への不安を軽減するための支援 

浅村芳枝（下松市立久保小学校）・堀田博史（園田学園女子大学） 

概要： 本研究では，初めて外国語活動を学習する小学校３年生の児童が抱いている学習への不安の強

さと学習スタイルとの関連に着目し，どのような支援が児童の不安軽減に効果的であるのかを明らか

にした。まず，授業実施前に児童の外国語活動への好意や興味および不安や緊張の状況についてアン

ケート調査し,その結果から考えた支援を取り入れた授業を行った。児童の不安を軽減するための支援

の一つとして，NHK for school の「エイゴビート」を活用した。授業実施後,再度アンケート調査を行

った。結果,全ての学習スタイルの児童が安心して外国語活動に取り組むことができる支援の在り方が

見えてきた。 

キーワード：学習スタイル, 外国語活動への不安, 支援, 「エイゴビート」

１ はじめに 

令和２年度より新学習指導要領が全面実施さ

れるのに向け,小学校では中学年において外国語

活動を先行実施している。 

そこで,本研究では,初めて外国語活動を学習

する小学校３年の児童が外国語活動に対して抱

いている不安の実態を把握し,その不安を軽減す

るための支援を考え,その効果を図ることを研究

の目的とした。その際, 児童が抱いている学習へ

の不安の強さと学習スタイルとの関連に着目し,

全ての児童に効果的な支援を探ろうと考えた。 

 学習スタイルとは，学習の際に好んで用いる

認知活動，学習活動の様式・方法であり，本研

究では長谷川ら(2011)が先行研究において抽出

した以下の3つのタイプを用いた。 

A：学びを意味づけてから行動するのが得意 

（熟慮分析型） 

B：行動しながら学びを意味づけるのが得意 

（試行分析型） 

C：時間をかけて学びを意味づけるのが得意 

（内観思考型） 

２ 研究の方法 

⑴ 児童の学習スタイル調査

調査時期：2019 年 4月 

調査対象：山口県内の公立小学校３年生児童

26名 

調査方法：①質問紙アンケートを実施 

②教科の単元テストを実施

③①に②の素点を記載

④データ分析

まず，学級の児童を対象とした学習スタイル調

査を授業実践前に行った。この調査では，大阪府

放送・視聴覚教育研究会が2011年に開発した「学

びの方法アンケート」と「学習スタイル判定マク

ロ」を用い，児童一人一人の学習スタイルが，A

タイプ，Bタイプ，Cタイプのどの傾向が強いかを

調べた。質問紙は，９つの質問に対して，「その

とおり」「どちらともいえない」「ちがう」の３つ

から最も近いものを選ぶようになっている。 

アンケートの実施に際しては，このアンケート

から個を特定することがないよう留意した。 

⑵ 外国語活動開始前調査

調査時期：2019 年 4月 

調査対象：学習スタイル調査を実施した児童 

26名 

調査方法：①質問紙アンケートを実施 

②データ分析
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本調査では,松宮（2010）が先行研究で用いた

４セクション全47質問項目のうち,外国語活動へ

の好意および外国語への興味，関心（全11項目）

と授業時（外国語活動時）における児童の不安や

緊張の状況（全13項目）を用い,５件法によって

回答を求めた。先行研究では,授業実施後に質問

紙アンケートを実施していたが,本研究では授業

実施前後に行い，変容を見ることにした。 

表１ 外国語活動への好意および興味,関心に関

する質問項目 

表２ 授業時における不安や緊張の状況に関す

る質問項目 

⑶ 外国語活動への不安調査の結果を基にした

支援の決定 

⑵の調査結果を基に,対象児童に適した支援の

方法を考えた。 

⑷ 外国語活動の授業実践後調査

調査時期：2019 年 6月 

調査対象：学習スタイル調査を実施した児童 

26名 

調査方法：①質問紙アンケートを実施 

②データ分析と聞き取り調査

③支援に関するアンケートを実施

④データ分析と聞き取り調査

３ 結果と考察 

⑴ 学習スタイル調査の結果

「学びの方法アンケート」と「学習スタイル判

定マクロ」を用い,児童一人一人の学習スタイル

が，A タイプ，B タイプ，C タイプのどの傾向が

強いかを調べたところ,Aタイプ 29.6％,Bタイプ

44.4％,Cタイプ 26％という結果となった。 

⑵ 外国語活動開始前の調査結果

① 外国語活動への好意,外国語への興味，関心

強く興味をもっている回答を「５」,興味をも

っていない回答を「１」として計算した（表３）。 

表３ 好意等に関する回答結果（授業実施前） 

項目 10 では全体の平均値が４を上回っており,

「英語でもっとたくさん話ができるようになり

たい。」と考える児童が多いことが分かった。外

国語活動への好意および興味，関心について,学

習スタイルによる大きな違いは見られなかった。 

② 授業時における児童の不安や緊張の状況

強く不安をもっている回答を「５」,不安を感

じていない回答を「１」として計算した（表４）。 

項目３,６,11では全体の平均値が４を上回っ

た。 

学習スタイル別に見てみると,AタイプとBタイ

項目 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

1 3.86 0.83 3.75 1.16 3.29 1.28 3.65 1.14

2 4.14 1.12 3.08 1.61 3.43 1.4 3.46 1.5

3 4 1.31 3.08 1.61 3.14 1.73 3.35 1.62

4 4.14 0.99 3.33 1.61 4 1.31 3.73 1.43

5 4.29 0.88 3.75 1.53 3.43 1.4 3.81 1.39

6 4 1.07 3.33 1.65 3.71 1.28 3.62 1.44

7 3.29 1.39 3.42 1.75 3.29 1.39 3.35 1.57

8 2.71 1.67 3.17 1.77 2.43 1.68 2.85 1.75

9 4.29 1.03 3.25 1.74 4.14 1.46 3.77 1.58

10 5 0 3.67 1.89 4.43 0.9 4.23 1.48

11 3.71 1.39 3.83 1.67 4 1.41 3.85 1.54

A B C 全体

1 外国語活動はすきだ。 

2 外国の人ともっと話してみたい。 

3 外国のことを勉強すると,日本のことをもっと知り

たくなった。

4 外国の人が話していることをもっと分かるように

なりたい。

5 英語の本や,外国からの手紙を読めるようになりた

い。

6 外国の人のような発音ができるようになりたい。

7 外国語活動は楽しい。

8 外国の生活についてもっと知りたい。

9 日本のことを外国の人に教えてあげたい。

10 英語でもっとたくさん話ができるようになりたい。 

11 英語で手紙や日記を書けるようになりたい。 

1 みんなの前で一人で発表するとききんちょうする。 

2 先生に当てられるかもしれないと思ったら,どきど

きする。 

3 一人で発表して,まちがったらはずかしい。

4 一人で発表するとき,みんながどう思うか,とても

気になる。

5 新しいことばを覚えられないとき,心ぱいになる。

6 先生が英語で言ったことが分からないと不安にな

る。

7 みんなの前で一人で発表するのはどきどきする。

8 答えが分からないとき,当てられたらどうしようと

思う。

9 みんなの前でまちがって,笑われるのがこわい。

10 ほかのみんなの方が自分より英語が上手だと思う。 

11 習ったことばを忘れてしまったとき,不安になる。 

12 外国人の先生が話していることが分からないとき,

不安になる。 

13 みんなの前で発表するとき,どきどきしてうまく言

えない。 
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プでは２項目で４を上回っていたのに対し,Cタ

イプでは10項目で４を上回っており,Cタイプは

外国語活動への不安が強いことが分かった。 

表４ 不安等に関する回答結果（授業実施前） 

⑶ 調査結果から考えた支援

⑵の結果から,支援として,練習形態を工夫し

たり,新しく学習する表現を聞いたり話したりす

る機会を多くもたせたるとよいと考え,表５の支

援を取り入れることにした。 

表５ 不安軽減のための支援 

「Let’s try！１」の指導に即した内容のデジ

タル教材とともに,支援の一つとして,NHK for

schoolの「エイゴビート」を活用することにした。

インターネットでいつでも視聴できるというこ

とに加え,出演者が楽しい雰囲気の中で英語を使

っているため児童が興味をもちやすい,ドラマ仕

立てになっているため初めて聞く表現でも意味

を想像しやすいという点が児童の不安軽減に効

果的だと考えたからである。 

「エイゴビート」は,ドラマ,ラップアワー,ビー

トバトル,エンディング・ダンスの４つのコーナ

ーで構成されている。この中のドラマとラップア

ワーを指導計画に位置付けた。

⑷ 外国語活動の授業実践後の調査結果

Unit1からUnit4（12時間）の学習後にアンケー

トを実施した。

① 外国語活動への好意および興味，関心

 A タイプでは項目２，３,10 以外の項目で値が

大きくなっている。B タイプと C タイプでは,全

ての項目で値が大きくなっている。全体では,項

目３以外の全ての項目で値が大きくなっており,

項目１，４，５，６，７，10で４を上回った。 

② 授業時（外国語活動時）における児童の不安

や緊張の状況 

Aタイプでは項目１，６，10で0.1～0.2ポイン

ト値が大きくなり,他の項目では値が小さくなっ

ている。Cタイプでは,項目２，４，７で0.3～0.4

ポイント値が大きくなり,他の項目では値が小さ

くなっている。Bタイプでは,項目３，６で0.3～

0.6ポイント値が小さくなり,他の項目では値が

大きくなっている。項目８では1.7ポイント値が

大きくなっている。 

これらの結果から,AタイプとCタイプでは児童

の不安は軽減したが,Bタイプでは不安が大きく

なった児童が多いことが分かった（表６）。 

表６ 不安等に関する回答結果（授業実施後） 

③ 聞き取り調査

Bタイプは,外国語活動への興味が増したのに, 

不安も大きくなったという結果が出た。そこで,B

タイプの複数の児童から聞き取ったところ,次の

ことが分かった。 

支援のねらい 支援方法 

一人で話すことへの不

安の軽減 

練習形態の工夫をする 

・段階を踏んだ練習（全体→複

数→個人）

聞き取りに関する 

不安の軽減 

学習する表現を多く聞かせる 

・クラスルームイングリッシ

ュ

・デジタル教材（文科省）

・ドラマ（エイゴビート）

習った表現を覚えられ

るようにする 

学習した表現を話す機会を多

く設ける 

・チャンツ（デジタル教材）

・ラップ（エイゴビート）

・ゲーム

項目 平均値標準偏差 平均値標準偏差 平均値標準偏差 平均値標準偏差

1 3 1.2 3.75 1.53 4.57 1.05 3.77 1.45

2 2.86 1.25 3.42 1.66 4 1.41 3.42 1.55

3 4 0.76 4.08 1.61 4.71 0.45 4.23 1.22

4 2.57 1.18 3.75 1.42 3.71 1.39 3.42 1.45

5 3.43 1.4 3.25 1.23 4.43 0.73 3.62 1.27

6 3.14 1.3 4.25 1.16 4.57 0.73 4.04 1.22

7 2.86 0.64 3.33 1.49 3.71 1.28 3.31 1.29

8 3.14 1.73 2.75 1.53 3.86 1.12 3.15 1.56

9 3.29 1.58 2.92 1.55 4.14 1.12 3.35 1.54

10 2.71 0.88 3.75 1.30 4.71 0.45 3.73 1.26

11 4 0.76 3.83 0.9 4.71 0.7 4.12 0.89

12 3.57 1.18 3.50 1.38 4.43 0.73 3.77 1.25

13 2.71 1.03 3.58 1.38 4.29 0.88 3.54 1.31

A B C 全体

項目 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

1 3.14 1.12 4.5 1.19 4.29 0.88 4.08 1.24

2 2.71 1.16 3.83 1.57 4.43 0.73 3.69 1.43

3 3.14 1.46 3.92 1.32 4.14 1.36 3.77 1.42

4 2.43 1.4 3.92 1.19 4.14 1.12 3.58 1.42

5 2.71 1.39 3.92 1.32 3.86 1.46 3.58 1.47

6 3.29 1.48 3.75 1.16 4.29 0.88 3.77 1.25

7 2.57 1.29 3.67 1.43 4 1.2 3.46 1.45

8 3.14 1.46 4.5 1.12 3.71 1.58 3.92 1.47

9 2.43 1.4 3.73 1.42 4 1.41 3.44 1.55

10 2.57 1.4 4.33 1.25 3.71 0.88 3.69 1.41

11 2.57 1.68 4.33 0.94 4.29 0.7 3.85 1.38

12 2.71 1.39 4.08 0.86 3.71 1.39 3.62 1.3

13 2 0.93 3.75 1.64 3.29 1.67 3.15 1.66

A B C 全体
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・みんなの前で発表したいという気持ちはある

が,間違えたらどうしようとどきどきする。

・一斉に同じ活動をしていれば,友達と一対一で

話してもどきどきしたり,緊張したりはしない。 

④ 支援に関するアンケート

今回考えた児童の不安を軽減するための支援

は有効であったかどうかを,表７の質問紙を用い

て５件法で調査した。不安の軽減にとても役立っ

たと感じられた回答を「５」,役立ったと感じら

れなかった回答を「１」として計算した。 

全体では,項目４と６が3.5を上回っており,A

タイプでは項目６,Cタイプでは項目４が４を上

回った。Cタイプでは,全ての項目で３を上回った

（表８）。 

表７ 支援に関するアンケートの質問項目 

表８ 支援に関するアンケート結果 

そこで,「エイゴビート」のドラマ部分の視聴

やラップを歌ったことがなぜ不安軽減に役立っ

たのかを児童から聞き取った。ドラマに関しては,

内容がおもしろいから,英語を使ってしゃべって

いる様子が楽しそうだからとの答えが得られた。

ラップに関しては,みんなと一緒に練習すること

や,はじめは難しくてもできるようになることを

楽しいと感じていたことが分かった。 

⑸ 考察

Bタイプでは,興味が高まったが不安も高まっ

た児童の割合が50％とAタイプ０％やCタイプ

14％と比べて高かった。彼らの他教科の授業中の

様子から,耳からの情報だけでの理解が苦手であ

ることや,たくさん出てくる単語を覚えることを

負担に感じたりしたことが原因の１つではない

かと考える。授業実践後の調査結果や聞き取りの

結果からも,Bタイプでは答えが分からないとき

に当てられることへの不安が特に大きいことが

分かっている。 

このような児童の不安を軽減するためのさら

なる支援が必要である。たとえば,「エイゴビー

ト」のドラマ部分の視聴後にドラマの写真を提示

し,出てきた表現を確認するなどの視覚的支援が

考えられる。また,自信をもって表現を言えるよ

うになるまで全体やペアで練習する時間を今以

上に多く取るといった支援も考えられる。 

４ 成果と今後の課題 

 今回,学習スタイル別に外国語活動への興味や

不安の変容を見ていったことで,外国語活動の授

業における支援の在り方を考えることができた。

今回はサンプル数が少なかったが,実践を続ける

ことでさらに分かってくることがあると思われ

る。全員が外国語活動に不安なく取り組むことが

できるための支援を取り入れた実践を続けてい

きたい。 
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１ 全員,ペアで何度も練習してから,じこしょうかい

やインタビューをしたこと 

２ 先生が英語で話すのを聞いたこと 

３ Let’s Try!のデジタル教材で英語を聞いたこと 

４ エイゴビートで英語を聞いたこと

５ デジタル教材のチャンツをしたこと 

６ エイゴビートのラップアワーをしたこと

７ 習った表現を使ってゲームをしたこと 

８ 習った表現を使って友達にじこしょうかいをした

り,インタビューしたりしたこと 

平均値標準偏差 平均値標準偏差 平均値標準偏差 平均値標準偏差

1 3.43 1.18 3.06 1.66 3.14 1.55 3.19 1.52

2 3 1.28 3.17 1.46 3.43 0.49 3.27 1.23

3 2.57 1.29 3.4 1.55 3.14 0.8 3.12 1.37

4 3.29 1.58 3.42 1.7 4.14 0.83 3.58 1.52

5 2.71 1.39 2.92 1.44 3.00 0.76 2.88 1.28

6 4.14 1.46 3.00 1.68 4 0.99 3.54 1.6

7 2.86 1.55 3.08 1.61 3 1.12 3.04 1.5

8 3.14 1.12 2.75 1.2 3.43 0.5 3.04 1.1

A B C 全体
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複数の学生メンバーとの情報共有を図るための Microsoft Teams の活用 

梶本佳照（新見公立大学） 

概要：ゼミの学生等の複数のメンバー内で連絡をとる方法としては，メーリングリストが良く使われ

てきた。しかし，メールは様々なものが混在して受信される為，他のメールに埋もれてしまい読み落と

すこともあった。また，話の流れも追いにくく添付ファイルの管理にも難があった。その為，学生との

情報共有ツールとして何を使えば良いのか大学としても課題であった。汎用の SNS も候補として考え

たが，ユーザ管理が教員側で出来ない等の問題点があった。そこで，office365 を導入するのに伴い，

そのアプリケーションの 1 つである Microsoft Teams の情報共有としての使用感を検証した結果，情報

共有に有効であることがわかった。 

キーワード：校務の情報化，情報共有，チャット，SNS，ファイル管理

１ はじめに 

 ゼミ所属学生等の複数のメンバー内で連絡をと

る方法としては，従来メーリングリストがよく使

われてきた。しかし，メールは様々なものが混ざ

って受信されるため，他のメールに埋もれてしま

って読み落とすこともよくあった。また，話の流

れが追いにくく添付ファイルもどれが最新なのか

管理が難しかった。さらに，話のテーマごとにメ

ールをやり取りし，それを整理して見ることも難

しく，大学としても情報共有ツールとして何を使

うかが課題であった。汎用の SNS ソフトも候補と

して考えたが，ユーザ管理が教師側で出来ない，

話のテーマごとにやり取りを整理することが難し

い等の問題点があった。 

 青木（2017）は，Office365 の機能の一つである

Microsoft Teams（以下 Teams）を「環境（指導法）」

と「生活」の授業で，身の回りで気づいたことを

報告し合うミニレポート提出に活用し，受講生と

教師，受講生相互の意見交換に効果があったと述

べている。しかし，日常的な連絡という校務とし

ての使い方は行っていない。そこで，本学で

office365 を教育用に導入するのに伴い，Teams を

学生との連絡用に用いて情報共有を図ることがで

きるのではないかと考え，その効果を検証するこ

とにした。 

２ 研究の目的 

グループ内での情報共有を図るツールとしての

Teams の有効性を調べることである。 

３ 研究の方法 

（１）調査対象および調査時期 

 ゼミ所属学生 2 年生 4 名，8 月上旬 

（２）調査方法 

 6 月上旬からゼミの連絡および情報共有用に

Teams のグループチャット機能の使用を始め，

使用したゼミ所属学生に Teams の使い勝手につ

いて聞き取り調査をおこなった。 

（３）Microsoft Teamsの概要 

１）Teamsの機能 

グループチャット，個人チャット，オンライ

ン会議，音声通話，Web 会議，ファイル共同作

業等の機能がある。（今回は，グループチャット

機能を使用） 

２）使用できる端末 

モバイル：iOS 端末，Android 端末 

デスクトップ：Windows 端末，MacOS 端末 

３）初期設定（教師が設定） 

① チーム（情報共有を行うグループ）を作成

する。
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② チームにメンバーを追加する。

office365 に登録してあるメンバーから選択し

て登録する（図 1）。 

③ チーム内に話すカテゴリー・話題（チャネル）

を作成する。

４）グループチャット機能の説明 

① チームのメンバーに連絡が届いたことを通

知表示させるためには，“＠チャネル名”に続

けて文を入力する。 

  このことをメンション機能と呼んでいる。メ

ンションを付けなかった場合，通知は表示さ

れないので，見に行かないと連絡が届いてい

るのかわからない。 

② @に続けてチャネル名を入力しはじめると，

登録してあるチャネル名が表示されるので，

それを選択することにより，チャネル名を入

力する（図 2）。

③ 特定の個人に送る場合は，“@個人名”に続け

て文を入力する。 

④ ＠を入力するとそのチームに所属するメン

バー一覧が表示されるので，選択して入力す

る。

⑤ 画像も入力することが可能で，一般的なSNS

と同じように使用することができる。

３ 結果 

（１）良い点 

・個人でもグループでも会話できたり写真も送

れたりするので全体的に使いやすくて良い。

・データとか写真とか送れるので便利である。

・大学で保存したデータを家でも扱える。

・通話や写真もできる。

（２）あった方が良い点 

・＠を付けなくても（メンション機能）通知が

全部来たりすると良い。 

・既読されたのがわかったりすると良い。

４ 考察 

 会話だけでなく，写真やデータファイルも送る

ことができる点が便利であると感じている。 

 一方，チャネル名または，個人名の前に＠を付

けなくても通知が届くようになってほしい点や読

まれたどうかわかるようになってほしい点が挙げ

られている。これは，日頃よく使用している SNS

との比較による感想であると考えらる。基本的な

操作方法については，使い始めてすぐに通話やフ

ァイルの送付，一対一のチャット機能を見つけて

いたので，すぐに慣れていたようであった。 

５ 今後の展開 

 試用で使ってみた結果，グループ内での情報共

有を図ったり，連絡をしたりするツールとして有

効であることがわかった。教師がメンバーを設定

でき，卒業時に office365 のユーザリストから削除

すると使用できなくなるので在学時に使うツール

として使いやすい。今後，試用の範囲を広げてテ

ストを行い，その結果も踏まえて，全学的に使用

を進めていく方向で検討していく予定である。 

参考文献 

青木章彦（2017）「作短日記」の実践．作新学院大

学女子短期大学部研究紀要，1 ： 84-91 

図 2 チャネル名選択画面 

図 1 チームにメンバーを追加する画面 
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大学生のためのネットメディアとのつきあい方レッスンサイトの開発 

今度珠美（鳥取県教育委員会）・永野直（千葉県総合教育センター） 

概要：ソーシャルメディアの利用やインターネット上の情報の見極め方などネットメディアとのつき

あい方を考える大学生を対象としたレッスンサイトの開発について報告する。バイトテロなど不適切

な発信やヘイトスピーチなどの拡散が社会問題となる中，情報モラル教育を受ける機会が少ない大学

生がクイズ形式で気軽に学ぶことができるサイトの構築を目指した。教材の概要と今後の課題につい

て述べる。 

キーワード：情報モラル教育，ソーシャルメディア，ネット・リテラシー，大学生

１ 研究の背景 

 本研究は，大学生がソーシャルメディアの利

用やインターネット上の情報の見極め方などを

学ぶためのレッスンサイトの開発を目的とした

ものである。 

（株）マイナビの「大学生のライフスタイル調

査」（2019）によると，大学生のスマートフォン

所有率は 98.8%であり，1日の利用時間は平均で

174.4 分となっている。情報源として最も利用

しているメディアはほぼインターネットであり，

その割合は 82.2%であった。最も信頼度が高い

メディアは新聞が最多で 36.8%ではあるが，そ

の割合は年々減少し，インターネットが最も信

頼できるとの回答は 18.4%であった。  

このような環境で日常生活を送る大学生が，近

年，バイト先で不適切な行為をスマートフォン

などで撮影しソーシャルメディアに投稿し炎上

する「バイトテロ」や，他者の創作物を盗用盗

作する行為等が社会問題になっている。また，

ネット上の情報の真偽を確かめることなく鵜呑

みにすることで新たな差別偏見につながる事象

も起きている。第一筆者が取り扱った人権侵害

事案の例でも，インターネット上の部落差別に

係る書き込みを見て関係者に差別的なメールを

送る，刑を終えた人の個人情報をインターネッ

ト上に投稿する，悪いことをしたと非難されて

いる人をネット上で一斉攻撃する，など大学生

が関わったと思われる事象等が近年起きている。 

一方で，新ヶ江ら（2017）が大学二年次生を対

象に行なったコンピューターリテラシー及び情

報モラルに関する調査によると,小学校から携

帯電話・スマートフォンを所有していた学生は

15.3%であり，そのうち家庭のルールはなかった

と回答した学生は 52.6%であった。情報モラル

の学習状況では，小学校で情報モラルについて

学習していない学生が 19.0%であった。更には，

大学入学時にオリエンテーションを行なったに

も関わらず大学で情報モラル教育を受けたこと

がないと回答した学生は 19.0%とあり，現状の

大学の情報モラル教育が学生の記憶に充分定着

していないことを指摘している。 

このような現状から，筆者らは，これからの情

報社会を構築する市民の一人となる大学生のた

めの学びの機会が必要であると考えた。 

本研究では，ネットメディアとの上手なつきあ

い方を考え，分析し，解説を読むことができる

レッスンサイトの開発を試みることとした。

２ 教材の概要 

（１）対象

大学生，専門学校生 

（２）取り扱い項目

取り扱う内容は次の６項目とした。項目の決

定は，近年のニュース等で取り上げられた学
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生のトラブル案件等を参考に，大学三年次生 2

名にも学びたい項目を聞き取りした。 

１・炎上投稿にならないために必要なこと 

２・アカウントの使い分けに必要なこと 

３・個人情報の扱い 

４・位置情報の権限を許可するメリットデメリ

ット 

５・著作権で許可されること許可されないこと 

６・ネットリンチについて・悪いことをした人

は叩かれても仕方がないのか 

（３）構成

教材は，広く活用いただくためにインターネッ

ト上に構築し公開することとした（図１）。学生

が隙間時間に気軽に利用できるようクイズ形式

とし，その場で回答結果を分析し，解説が読め

るようにした（図２）（図３）。解説では，「罰を

受けるからしない」「ネットトラブルにつながる

からしない」など ICT の利活用にネガティブな

刷り込みをするような表現を避け，学生の知的

創造を阻害することがないよう配慮した。 

 具体的には，こうするべきと模範回答を示し

解説するのではなく，現実のジレンマを想定し，

例えば悪いことをした人が罪を償うことは当然 

図３ 分析画面

であるが，ネットリンチといわれるような社会

的制裁が必要なのか，将来的な影響まで考え自

問できるよう提示内容を考慮することとした。 

３ 開発結果と今後の課題 

本研究では，大学生が具体的なネット事例を

クイズ形式で体験し，分析，解説を読むことで

ネットメディアとの上手なつきあい方を学ぶレ

ッスンサイトの開発を一定程度まで試みた。 

 時間的な制約から，教材の大学等での実証は

行えていないが，大阪府の大学三年次生 2名に

体験を依頼し「とても関心が持てる」「テキスト

が少ないため面倒に思わず気軽に試せる」との

感想を得た。しかし，気軽に読めるサイト上の

利点がある反面，善き使い手になるという解説

のポイントが的確に理解されるか疑問であり，

内容をより検討し表示する必要があると考えた。 

本教材は完成させ，大学，専門学校等の学生を

対象に効果検証を行う予定である。教材はイン

ターネット上で広く公開し，全国の大学，専門

学校等で利用できるようにする。また，質問項

目は要望に応じて随時追加したいと考えている。  

参考文献 

新ヶ江登美夫，泊羊子（2017）アンケート調査

に基づく情報モラル教育の分析．中村学園

大学・中村学園大学短期大学部研究紀要 

第 49 号 

2019 年卒 マイナビ 大学生のライフスタイル 

調査集計結果報告 

https://saponet.mynavi.jp/wp/wp-

content/uploads/2018/06/lifestyle_201

9.pdf (Access 2019.8.15)

図２ 回答画面

図１ クイズ画面
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情報モラル教育の具体的な実践 

－全教育活動における指導と道徳教育における指導の在り方－ 

原 圭史（都城市立南小学校） 

概要：情報モラルは，新学習指導要領総則において，「…言語能力，情報活用能力（情報モラルを

含む。），問題発見・解決能力等の学習の基盤となる資質・能力を育成していくことができるよ

う…」とあるように，「学習の基盤となる資質・能力」である。しかし，指導の在り方に迷う

教師も多い。そこで，指導の充実のために，これまでに情報モラルに関する「日常的な指導」，

「各教科等との関連的な指導」，「直接的な指導」を組み合わせる指導方法を研究してきた結

果，児童が情報モラルについての知識を得るとともに，日常的に意識することができるよう

になった。今回は昨年度に続き、道徳教育における指導の実際についての内容である。 

キーワード：情報セキュリティ，情報モラル，道徳教育

１ はじめに 

 近年，情報化社会はめまぐるしい進歩を遂げ，

私たちの生活を豊かにしてくれた。しかし，イ

ンターネットを利用した事件はもちろん，事件

に関する連絡等にＳＮＳ等が利用されることも

ある。また，携帯電話・スマートフォン等の普

及により，大人はもちろん，被害者・加害者と

もに児童生徒が関係する事件も起きている。機

器やインターネットの各種サービスは日々進歩

し，便利になっているが，利用する人のモラル

が重要になっており，その育成には教育が重要

である。 

また，新学習指導要領の総則には，「各学校に

おいては，児童の発達の段階を考慮し，言語能

力，情報活用能力（情報モラルを含む。），問題

発見・解決能力等の学習の基盤となる資質・能

力を育成していくことができるよう，各教科等

の特質を生かし，教科等横断的な視点から教育

課程の編成を図るものとする。」とあり，今後情

報モラルは学習の基盤となる資質・能力ととら

えて指導をしていかなければならない。しかし，

情報モラルについては，重要であることは十分

理解されていながらも，指導の時間を見出せな

かったり，発達段階に応じた指導内容について

の具体的な指導の仕方が難しかったりするとい

う課題がある。また，次々にインターネットを

利用した新たなサービスが出てくる場合，それ

らに対応する必要もある。 

 そのため，ともすると社会的に注目された事

件等で使われるサービスのみの指導をしておけ

ば情報モラル教育を行っているという誤解を生

んでいる場合も少なくない。 

そこで本研究では，「情報モラル指導モデルカ

リキュラムを基準として全教育活動を通した効

果的な指導の在り方」を踏まえた上で３つの指

導の進め方を継続しつつ、「特別な教科 道徳」

での指導の在り方についての一提案を行うこと

とする。 

２ これまでの研究の成果と課題 

これまで，「情報モラル指導モデルカリキュ

ラム」に則った情報モラルに関する指導を行う

手法として，「①実態把握と指導の焦点化②全教

育活動での指導の工夫③児童が分かりやすい教

材の利用」を行えば，該当学級での指導におい

て効果があるという成果が明らかになった。ど

の学級においても知識としての情報モラルにつ
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いては十分の理解を得ることができた。しかし，

知識として理解している内容をいかに実際の場

面で生かすことができるかが重要である。まさ

に，新学習指導要領でも「基礎的・基本的な知

識及び技能を確実に習得させ，これらを活用し

て課題を解決するために必要な思考力，判断力，

表現力等を育むとともに，主体的に学習に取り

組む態度を養い，個性を生かし多様な人々との

協働を促す教育の充実に努めること。」と明記し

ているように，情報モラルの知識を活用して課

題を解決するための指導が重要になってくると

いう課題が明らかになった。 

３ 研究の目標 

 情報モラル指導モデルカリキュラムを効果的

に指導に生かすための「日常的な指導」，「各教

科等との関連的な指導」，「直接的な指導」を充

実させ，特に「特別な教科 道徳」の在り方に

ついて研究する。 

４ 研究の仮説 

情報モラル指導モデルカリキュラムを効果的

に指導に生かすために，高学年の発達段階及び

児童の実態に即した，全教育課程における「日

常的な指導」，「各教科等との関連的な指導」，「直

接的な指導」を行えば，児童は情報モラルにつ

いて理解し，日常的に情報モラルについて意識

することができるであろう。 

「特別な教科 道徳」における情報モラルに

ついての望ましい指導の在り方を研究すれば、

今後充実した情報モラル教育が行えるであろう。 

５ 研究の実際 

（１）「情報モラル指導モデルカリキュラム」に

対応した児童の実態 

① 「ネットモラルけんてい」を活用した児

童の実態把握

まず，広島県教科用図書販売株式会社（以後

広教）の「事例で学ぶ Netモラル」を活用した。 

「ネットモラルけんてい」は，各学年の「情 

報モラル指導モデルカリキュラム」に沿った内

容があり，コンピュータ（もちろん紙に印刷し，

配布することも可能）でクリックするだけで手

軽に行うことができる。 

（図１）ネットモラルけんてい 

（スクリーンショットについては広教様の許可

済み）

次に，その結果を生かして指導にあたった。

「ネットモラルけんてい」の良いところは，結 

果が一覧で表示されるとともに，間違った問題 

に対して，児童自身が学ぶことができるアニメ 

ーションへのリンクが付いていることである。 

（図２）ネットモラルけんてい 結果 

 間違った問題の右側のリンクをクリックする 

とそれを説明するアニメーションが出てきて児 

童自身が学習することが可能である。児童は自 

分自身が間違った問題に対して学習をすること 

ができた。アニメーションの内容も分かりやす 

く，児童は全員内容を理解することができた。 

 また，１００点を取った児童も確認のために 

アニメーションを見せると，その理由がわかり

より理解を深めることができた。 

  第６学年の内容は５項目５０問で、４月段

階での平均点は約７０点で，誤答が多かった

問題は「１ 情報社会の倫理 b2-1 自分の

情報や他人の情報を大切にする」，「３ 安
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全への知恵 d2-1 危険に出合った 

（図３）ネットモラルけんてい 解説 

ときは，大人に意見を求め，適切に対応する 

d2-2 不適切な情報に出合ったときは，大人に

意見を求め，適切に対応する」だった。いわゆ

る著作権に関するものや個人情報に関するもの

であり，高学年としては、様々な状況を自分で

判断しようとして大人に相談せずに自分で判断

してしまう児童も多かった。 

② 「ネットモラルけんてい」で間違った

問題への対応

 間違った問題に対するアニメーションを見せ 

ることで児童は理解ができた。 

（２）全教育活動での指導

① 日常的な指導

「日常的な指導」とは，児童の１日の生活の

流れを分析し，どの場面でどのような指導がで

きるかを明らかにして，日常的に指導を行うと

いうものである（表２）。この日常的な指導につ

いては，情報モラルを指導する際にその根本と

なる人を大切にする心の育成に重点を置いた。 

② 各教科等と関連した指導

「各教科等と関連した指導」とは，各教科の

内容において情報教育に関連する場合，その教

科等の目標を達成することはもちろん情報教育

に関する指導も関連的に入れていこうというも

のである。 

③ 直接的な情報モラルについての指導

 「直接的な情報モラルについての指導」とは，

学級活動等授業で，情報モラルそのものを指導

する時間のことである。もちろん，日常的な指

導においても情報モラルそのものを指導するこ

とがあるが，「直接的な情報モラルについての指

導」においては１単位時間で指導をすることで

ある。 

以上の①～③の指導を継続したことで，「ネッ

トモラルけんてい」の結果として４月当初の正

答 率 ７ ０ ％ が ９ ０ ％ に な っ た 。

（表２）日常的な場面と情報モラルの関連 

（３）「特別な教科 道徳」での指導 

① はじめに

 今回の学習指導要領の改訂により、道徳科で

教科書を利用することになった。本年度も，教

科書の資料をきちんと授業をしていくことが重

要だと考えて指導をしているところである。 

また、本校で利用する教科書では、全学年を

通して，情報モラルの内容を扱ったコラムと教

材とを組み合わせた「ユニット」が設定されて

おり、道徳科の特質を踏まえたうえで，情報モ

ラルに関して深く考えることができるよう工夫

されている。 

道徳科の授業では、情報モラル以外の内容も

あり、時数的に考えても道徳科の授業だけで情

報モラルの指導を充実させることはできない。

また、道徳科においては，特に，情報社会の倫

理、法の理解と順守といった内容を中心に取り

扱うことができるので、今回は教科書に直接掲

載している内容における児童の考えと、教材を

利用した場合の児童の考えについて比較し、望

ましい「道徳化における情報モラル教育」につ

いて研究することにする。 

② 第６学年の道徳科の授業内容

第６学年の道徳科における情報モラルの指導

は、教科書の順番として１学期に入っている。
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内容はリレーの選考会がある前日に、ゲームに

夢中になったために寝不足になってしまった。

その結果、選手になれなかったというものであ

る。インターネットは便利であったりゲームは

楽しかったりすることを踏まえた上でインター

ネットやゲームに夢中になりすぎず、きちんと

生活できるようにするためにはどうすればよい

か考える時間である。 

③ 教材利用の比較

今回は教材利用の効果について検証をしてみ

た。まず、通常通り道徳の教科書を利用して「こ

の話からあなたが学んだことは」という質問を

した。次に、同様の教材である「スマホ・ゲー

ム依存 やめられないスマホ・ゲーム」（広教

「事例で学ぶ Netモラル」）を利用し、同様の質

問をしてみた。その結果は、次のとおりである。 

教科書の学習後の児童の意見・考え 

→教材視聴後の児童の意見・考え

毎日規則正しい生活をする。夜更かしはしない。 

→親の目の届くところでして時間が来たら預かっても

らう。ゲームが長く続くときには一時停止する。時間

になったら電源を切る 

すぐに終わる。 

→朝が起きられないし、きついので夜ゲームを続けな

い。 

時間が来たらやめる 

→時間が来たら親に預ける

何事もやりすぎたりすると後で後悔することがある。

だからそういうことが起きないように何事もちゃんと

区切りをつける。 

→約束を破ったら時間を減らす。やめなかったら勉強

の時間を二倍にする。 

夜更かしをしない。よく考えて行動する。 

→思い切って電源を切る。決まった時間に親に没収し

てもらう 

夜遅くまで起きない。 

→今やめたらというメリットを考え今やめなかったら

というデメリットを考える。 

後のことを考えて行動する。 

→これでやめなかったら、友達に会えなくなると考え

る。 

楽しいことでも限度がある。 

→紙をはったりアラームを付けたりする。

後悔しない決断をする。 

→時間になったら音が出るアプリを入れるか目覚まし

時計を鳴らす。 

自分に甘い気持ちが出てくる。 

→SNS「ごめん、もうねるね。」ゲーム「我慢して明日

またしよう。」と言う。 

あまり遅くまで夜更かししない。 

→自動で消える設定を付ける。

毎日早く寝ればよい。 

→親に預かってもらう。

駄目だと思うことはしない。 

→時間になったら目覚まし時計をセットする。それで

もだめなら時間になったら親に取り上げてもらう。 

以上の結果から、教材を利用すると、より具

体的な内容を考えることが分かった。なお、教

科書の内容の際には、より抽象的な「良いこと」

を書いて、教材利用後により具体的な対策を書

いた児童は、９１％だった。もちろん、道徳の

教科書の内容を深める際に工夫すれば同様の結

果になるかもしれないが、専門の教材を利用す

ることでより効果がよりあることが明らかにな

った。 

６ 結論と課題 

 情報モラル全般の実態把握をしてその実態に

合わせた指導をすると、指導の効果がある。情

報モラル全般の実態把握が必要である。道徳科

での指導では、児童により具体的に考えさせる

ためには、専門的な教材を活用すると、より効

果があることが分かった。 

７ 参考文献 

「情報モラル」指導実践キックオフガイド 

日本教育工学振興会 

教育の情報化に関する手引き        文部科学省 

新学習指導要領              文部科学省 

第45回全日本教育工学協議会全国大会 島根大会（2019/10/18-19 島根県民会館）

320



道徳科の授業における情報モラル教育の実践 
－質問作り（ＱＦＴ）による主体的・対話的な深い学び－ 

伏田すい（岩見沢市立南小学校）・黒坂俊介（岩見沢市立南小学校）・金子大輔（北星学園大学）・
尾崎廉（元　創造教育研究所）・長谷川元洋（金城学院大学） 

概要：「特別の教科 道徳(以下，道徳科)」における情報モラル教育の課題として，「情報教育と道 
徳教育の両方の視点からの情報モラルの授業の検討」「道徳的諸価値の理解を基にした情報 モラル 
の授業の評価のあり方についての検討」「多面的・多角的に考える情報モラルの授業の構想」が考
えられる。本研究では，東京書籍「情報社会のモラル＆リテラシー」を教材とし，質問作りによる授
業実践の成果と課題を報告する。 

キーワード：情報モラル教育，質問づくり，QFT，ハテナソン，道徳教育

１　はじめに 
　今日，情報化の進展に伴って，児童の日常生
活において，インターネットやスマートフォン
，ゲーム機などは身近なものとなっている。オ
ンラインゲーム上でメッセージなどのやりとり
を経験したことのある児童も多く，また，学校
でもパソコンやiPad，デジタルカメラなどICT
機器を児童が活用して学習する機会が増えてお
り，情報モラル教育は必要不可欠となってい
る。
　また，学習指導要領の道徳科の目標には「道
徳教育の目標に基づき，よりよく生きるため
の基盤となる道徳性を養うため，道徳的諸価値
についての理解を基に，自己を見つめ，物事を
広い視野から多面的・多角的に考え，人間と 
しての生き方についての考えを深める学習を通
して，道徳的な判断力，心情，実践意欲と態度
を育てる」こととされている。さらに，「児童
の発達の段階や特性等を考慮し，第2に示す内
容との関連を踏まえつつ，情報モラルに関する
指導を充実すること」とし，道徳科の中で情報
モラルの内容を取り扱うことが定められてい
る。
　そこで，学習指導要領に示されている学習を
授業の中で実現し，インターネット上でのやり
とりをするときに大切なことを子どもが主体と
なって考え，気づき，実践しようと考える道徳
科の授業の実現を目指すこととする。 

２　質問づくりの概要 
　本実践では，「質問作り（QFT： Question   
Formulation Technique）」(Dan Rothstein     
and Luz Santana, 2011)（以下，質問作り（     
QFT）と表す）の手法を用いている。質問作り
（QFT）において，QFOCUSと呼ばれる学習者に
，初期段階で提示する教材にアニメーション教
材の一部を使用した道徳科における情報モラル
の授業実践は，2018年7月から長谷川（2018）
が日本の学校における授業で実践可能な形に改
善しながら進めてきている。 
　質問作りによる授業は，「主体的に学ぶ」状

況を作り，グループで重要な質問を３つ選ぶ活
動から「対話」が生まれ，多面的・多角的に考
えて判断するなど「深い学び」が実現できる。
また，なぜだろうと問い，考えることは「自己
を見つめ，物事を広い視野から多面的・多角的
に考え，人間としての生き方について考えを深
める学習」を実現するためには不可欠であると
考えている。 

３　研究方法 
（１）研究対象の授業

実践学級：岩見沢市立南小学校第４学年竹組
（男子18人，女子9人，計27名，欠席者は除
く。児童の85％はゲーム機でネットゲームの経
験有，78％は保護者のスマートフォンでゲーム
をした経験有，33％はLINEの利用経験有り） 
　実践者：伏田すい（第一著者） 
　実施日：平成30年2月19日（火） 
　使用教材：「ネットゲームで知らない人と」
（情報社会のモラル＆リテラシー：東京書籍） 
（２）授業の評価方法

研究授業の事前と事後にアンケートを実施し
，それらの比較を行う。また，授業中に児童が
書いたワークシートの内容等を分析し，授業中
における児童の思考について分析する。 

４　開発した授業 
　QFTを活用した道徳科の授業の指導案を長谷
川が作成した。以下に詳細を示す。 
（１）本時の目標
道徳科としての目標と情報教育としての目標

の両方の目標をそれぞれの資質・能力の観点か
ら設定した。なお，本授業においては，児童が
自らの道徳的判断力で主体的に考えることを目
指して，教師から内容項目を示さずに授業を
行った。 
【道徳科としての目標】 
〈内容項目〉 
主：A主として自分自身に関すること。（３）
節度・節制 
「自分でできることは自分でやり，安全に気を
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付け，よく考えて行動し，節度のある生活をす
ること。」 
副：C主として集団や社会とのかかわりに関す
ること。（11） 
「約束や社会のきまりの意義を理解し，それら
を守ること。 
（道徳的諸価値の理解） 
○安全に気をつけ，よく考えて行動することの
大切さを理解する。
○お家の人と決めたルールの意義を理解する。
（道徳的判断）
○本当に安全かどうか考えて，判断する。
○ルールの意義を考えて，判断する。
（道徳的心情）
○安全に気をつけたいと思う。
○お家の人と決めたルールを守りたいと思う。
（道徳的実践意欲と態度）
○インターネット上で知り合った相手は顔が見
えないため，メッセージのやりとりをすること
について安全かどうかをよく検討しようとす
る。
○お家の人と決めたルールを守ろうとする。

【情報教育としての目標】 
（知識・技能）「情報と情報技術を適切に活用
するために必要な技能」 
○インターネット上でメッセージのやりとりを
する相手の年齢や性別等を確認することは他の
複数の情報が必要であることを理解する。
（思考力・判断力・表現力等）「情報技術を適
切かつ効果的に活用する力」
○同じ趣味やゲーム等を安全に楽しむために，
どの機能をどのように使うかを考え，判断でき
る。
（主体的に学習に向かう態度）「情報社会に主
体的に参画し，その発展に寄与する態度」
○ネットゲームをする際に，注意すべきことを
友達といっしょに考え，みんなが安全に楽しめ
るような状況を作ろうとする。

（２）本時の展開

導
入 

①ネットゲームのチャットや掲示板
などでメッセージのやりとりをした
ことがあるか経験を振り返る。知ら
ない児童は，他の児童や教師の説明
からネットゲームはオンライン上で
つながっていることを知る。

展
開 

②アニメを途中まで（2分13秒）視聴
する。
③登場人物の確認をする。
シンジ･･･主人公
ケン･･･ネットで知り合った友達とや
りとりしている。
赤い騎士･･･ゲーム上でやりとりして
いる相手
お父さん･･･主人公の父親

④登場人物の気持ちを付箋に書き，
各登場人物のグループワーク用シー
トの周辺に貼る。（5分）
⑤登場人物の気持ちや行動に関する
質問を考える。（質問は付箋紙に書
き，グループ用ワークシートに貼
る。）（6分）

＜質問作りの５つのルール＞ 
(1)第三者の立場で質問を考える。
（自分が登場人物に質問するつもり
で考える）
(2)できるだけたくさんの質問を出
す。（この段階では質より量）
(3)頭に浮かんだ疑問はそのまま口に
出し，書き出す。
(4)質問の答えについては後で考える
ことする。
(5)「・・・だ」などと肯定文として
浮かんだものは，「・・・なの
か？」などと質問文に転換する。

⑥重要だと思う質問を３つ選び，大
切だと思う理由をまとめる。（7分）
⑦３つの選んだ質問を，それぞれ，
自分たちの生活でどのように活用し
ていくか考えて，まとめる。（10
分）

ま
と
め 

⑧選んだ質問をどのように活用して
いくのかを全体交流する。（5分）
⑨個人のふり返りは事後アンケート
に書くことを知らせる。

（３）各グループが選んだ３つの質問
紙面の都合上，１班だけ示す。

①1つめの質問と選択理由，どう生かすか？
（質問）ケンへの質問 赤いきしは，ほんとう
に小学生だと思いますか？
（理由）ケンは本当に赤いき士を小学生と思っ
ているから。
（実践意欲と態度）もしゲーム(ネット)をする
ときはけいかいしてやる。
②２つめの質問と選択理由，どう生かすか？
（質問）赤いき士への質問　実は40才くらい
じゃないんですか？
（理由）不安だから
（実践意欲と態度）顔が見えずに不安だから意
しきしながらやる。
③３つめの質問と選択理由，どう生かすか？
（質問）ケンへの質問 楽しいの？
（理由）いけないリスクをおかしているかもし
れないから
（実践意欲と態度）リスクをおかすかもしれな
いからときどき考える。

（４）グループが選んだ質問の結果
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　どの班も複数の人物への質問を選んでいるこ
とから，アニメの出来事を多角的多面的に考え
ていることが分かる。その中でも，子どもたち
が選んだ質問の中で，一番多かったものは「赤
い騎士」に対する質問であった｡ 
　質問は「本当に小学生なのか？」という質問
が多く見られた。その理由は「小学生じゃな
かった困るから」，「もしも大人だったら危な
いから」であった。質問を考え，大切な質問を
絞り込んでいく過程で，「相手が正体を偽り，
だまそうとしていたら危険である」と考えた児
童が多かった。本授業では，「A（３）節度・
節制『自分でできることは自分でやり，安全に
気を付け，よく考えて行動し，節度のある生活
をすること。』を主の内容項目として設定した
が，先に述べたように，教師から児童に内容項
目を提示していない。児童が，自分たちが考え
た質問を使い，判断基準をもとに道徳的判断を
することができたと考える。また，情報量の少
ない文字だけのこミュにケーションで判断する
ことは慎重にすべきであるという判断もできて
いた。 

ケンへの質問で多く見られた質問は，「ケン
はお母さんやお父さんに聞いてからやったの
か」といった質問であった。この質問から
「ネットで知り合った友達とやり取りすること
を保護者に確認してから使用したほうが良い」
という考えが見られ，本授業で副の内容項目と
して設定した「C（11）『約束や社会のきまり
の意義を理解し，それらを守ること。』」をも
とに判断している様子が見られた。 

（５）質問をどのように活用するかの結果
子どもたちが考えた活用方法で一番多く出た

のは「ゲームをするときは，相手のことが分か
らないので気をつけて利用する。」ことであっ
た。「もし、相手が悪い人だったら困る」「リ
スクを冒すかもしれない」と考えており，この
ことから，道徳的実践意欲と態度においても
「「A（３）節度・節制」に関するものを自ら
考えていたと言える。
　他に「危ないと思ったものは，我慢したり親
と話し合ったりする。」「本当のことを言
う。」ということが挙げられており，これは，
C（11）『約束や社会のきまりの意義を理解し
，それらを守ること。』に関連するものも見ら
れた。 

（６）アンケートの結果
○授業の振り返りアンケート

①ゲームなどでのメッセージのやりとりでは，
相手のことを信じてやりとりをした方が良いと
思う。

②ゲームなどでの文章でのメッセージのやりと
りでは，相手のことがよくわからないため，注
意をしつつ，便利に使うと良いと思う。

③ゲームなどでの文章でのメッセージのやりと
りでは，相手のことがよくわからないため，一
切，使わない方が良いと思う。

④ゲームなどでの文章でのメッセージのやりと
りをすることは楽しいため，注意すべきこと等
は特に気にせず，便利にどんどん使えば良いと
思う。

⑤ゲームなどでの文章のやりとりでは，相手が
年齢や男女をごまかすことは簡単にできると思
う。

⑥ゲームのメッセージなどで親しくなった友達
に，LINEのIDやフレンドコードなどを伝えて，
もっと連絡を取りやすくした方が良いと思う。

⑦ゲームのメッセージなどで親しくなった友達
は信用できるから，普通なら人には見せたくな
いような写真を送っても大丈夫だと思う。

⑧ゲームのメッセージなどで親しくなった友達
にだけ送った写真などの情報であってもネット
上の情報は広がっていくことがあると思う。
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　授業ふり返りアンケート④の設問では，相手
のことを信じてメッセージのやりとりをしても
よいと考える児童の割合は授業前と授業後と比
べて低くなっている。⑥の設問では，ゲームな
どでの文章のやりとりは，相手のことがよく分
からないため一切使わない方がよいと考える児
童の割合が授業前と授業後と比べて，高くなっ
ている。これは、授業を通して，本当に安全か
どうか判断する「道徳的判断力」が身についた
と考えられる。 

○道徳の授業についてのアンケート
①普段(ふだん)の授業で，グループ学習の時に
，いつも積極的に発言していると思いますか。

②アニメーション教材の事例の登場人物それぞ
れの気持ちを考えることは難しかったですか？

③シンジやケンについての質問を個人で考える
ことは難しかったですか？

④グループで質問を出し合う場面は，ふだんの
話し合いの時より発言できましたか？

⑤グループで質問を3つ選ぶための話し合い中
で，自分だけではわからなかったことに気づい
たり，知ったりできましたか？

⑥質問を選んだ理由を考えるための話し合い中
で，自分だけではわからなかったことに気付い
たり，知ったりできましたか？

　普段行っている道徳の授業のグループ学習で
は，積極的に発言している児童は７０％いる。
その状況において,④の設問で普段の話し合い
よりも発言できたと肯定的に答える児童は５６
％いたことから，より積極的に発言できた児童
が多くいたことが示された。児童たちにとって
質問作りは初めてであり，質問づくりの手法に
慣れておらず，41％の児童が難しいと回答して

いたが，⑤⑥の設問からグループでの質問作り
を通して，半数以上の児童が「自分だけではわ
からなかったことに気づいたり，知ったりする
ことができた」と回答していることから，児童
たちは対話を通して深く学ぶことができたと考
えられる。 

４　授業実践を通して 
　今回，初めて，教師からは内容項目を提示せ
ず，また，発問は児童が行うという，学習を児
童にゆだねる手法によって，授業を行った。不
安もあったが，児童は日頃の学習を活かし，道
徳的価値に基づいて判断する姿が見られた。 
　児童にとって，質問作りによる授業は初めて
の経験であったため，質問を選ぶ活動・活用方
法をまとめる活動に時間がかかってしまった。
今後の課題として，児童の質問力を向上させ，
より短時間に，問題を焦点化して考えることが
できるようにすることがあげられる。 

附記：本研究の一部は，科研費：課題番号（
17K04887）　基盤研究(C)　「道徳的価値と資
質・能力の育成を基盤とした情報モラルの指導
法に関する研究」（研究代表：長谷川元洋）に
関する研究の一部として行った。 

参考文献 
Dan Rothstein・Luz Santana（吉田新一郎　   
訳）（2015），たった一つを変えるだけ　―ク
ラスも教師も自立する「質問作り」―，新評社
長谷川元洋（2018）「情報モラルを題材とした
質問作りによる道徳科の授業開発」,道徳教育
学会第92回全国大会（平成30年度秋期大会）発
表要旨集
長谷川元洋（2019）主体的・対話的で深い学び
を実現する「質問作り（QFT）」による道徳科
授業,道徳教育学会第93回全国大会（令和元年
度秋期大会）発表要旨集
東京書籍（2019）情報社会のモラル＆リテラ
シー，東京書籍
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情報モラル指導体系の変化に合わせた指導教材の変化 

西田光昭（柏市教育委員会）・西浦友章（広島県教科用図書販売株式会社） 

佐藤和紀（常葉大学）・高橋純（東京学芸大学）・堀田龍也（東北大学大学院） 

概要：情報モラル教育は、平成 11 年の「インターネット活用ガイドブック モラルセキュリティ編」

から学校教育へ位置づけられた。平成 19 年に「情報モラル指導モデルカリキュラム」として指導内容

が整理され，平成 30 年に IE-School における指導計画を整理した「情報活用能力の体系表例」として，

新学習指導要領で基盤となる情報活用能力の育成の中にも位置付けられた。指導教材は，平成 13 年の

「ネット社会の歩き方」以降多数作成されてきている。その中で、毎年更新を続けてきた「事例で学ぶ

Net モラル」を例に、情報モラル指導体系の変化と情報モラル指導教材の変化を整理した。 

キーワード：情報モラル，情報活用能力，指導教材

１ はじめに 

 令和 2 年度の小学校から実施となる新学習指

導要領(文部科学省 2017)の中では総則の教育

課程の編成において，「各学校においては，児童

の発達の段階を考慮し，言語能力，情報活用能

力（情報モラルを含む。），問題発見・解決能力

等の学習の基盤となる資質・能力を育成してい

くことができるよう，各教科等の特質を生かし，

教科等横断的な視点から教育課程の編成を図る

ものとする。」と記されている。令和 3 年度から

の中学校，令和 4 年度からの高等学校において

も，児童と生徒や教科と科目の標記が異なるが，

ほぼ同じ表現である。 

ここに記されているように，情報モラルは情

報活用能力の一つとして捉える考え方は，平成

11 年度に文部省の委託事業によって作成され

た「インターネット活用ガイドブック モラル

セキュリティ編」のはじめにには「インターネ

ット上の影の部分を知り，また，どうしたらそ

の問題が避けられるか，さらにはインターネッ

トを有効に活用するためのモラル・セキュリテ

ィ教育はどうしたらよいかなど，教育現場の先

生方の気持ちになって親切に解説してありま

す。」から続いている。 

情報活用能力の体系表例（文部科学省 2018)

では，情報活用能力全体に情報モラルが位置づ

けられており，新田ほか（2019）により，体系

表に位置づけて利用できる教材があるとされて

いる。ここでは，情報モラル教育の指針となる

「情報モラル指導モデルカリキュラム表」から，

「情報活用能力の体系表例」への変化にともな

い，そのための指導教材が，どのように変化し

たかを，柏市等，多くの自治体で利用されてい

ることからから，「事例で学ぶ Net モラル」(広

島県教科用図書販売)を用いて分析した。 

２ 目的 

 情報モラル教育の変化の中で，指導用教材が

対応してきているかを確認する。 

３ 情報モラル教育の変遷 

情報モラルという言葉は，平成 8 年度の中央

教育審議会第一次答申で使われ，この時から，

倫理的な内容としての情報倫理やネチケットと

安全教育の内容としての個人情報やセキュリテ

ィの両面が含まれている。この考えは「情報社

会で適正な活動を行うための基になる考え方と

態度」として平成 12 年の高等学校学習指導要

領解説情報編で定義づけられ，今でも使われて

いる。 

 平成 12 年度には，具体的な指導事例として

「インターネット活用のための情報モラル指導

事例集」が文部科学省の委託事業で作成されて

いる。ここでは問題点と対応策としては 
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（1）Web ページ検索・電子メールの受信に関す

る問題事例と指導例 

（2）Web ページ作成・電子メールの発信に関す

る問題事例と指導例 

（3）セキュリティに関する問題事例と指導例

（4）人間関係や心身の健康に関する問題事例

と指導例

 の４つに分類してそれぞれに応じた指導事例

が書かれている。 

平成 13 年度に「ネット社会の歩き方」が E ス

クエア・プロジェクトで公開され，他にも，著

作権，オンラインコミュニケーション，違法行

為，有害な情報への対応など多様な教材が作ら

れ，多くの実践が重ねられてきた。 

平成 17 年度に文部科学省は，情報モラル等指

導サポート事業で実践事例を集めて，指導内容

を類型化した。平成 18 年にはそれをもとに「情

報モラル指導モデルカリキュラム表」にまとめ

た。平成 22 年度には，学習指導要領に合わせて

教科等への位置づけを，国立教育政策研究所に

よって「情報モラル教育実践ガイダンス」を作

成している。 

令和 2 年度からの新学習指導要領では， 

・実際の社会や社会の中で生きて働く「知識及

び技能」 

・未知の状況にも対応できる「思考力，判断力，

表現力等」 

・学んだことを人生や社会に生かそうとする

「学びに向かう力，人間力等」 

の３つの資質能力をバランスよく育むこと育成

することとされ，情報活用能力も従来の内容・

学習活動の視点からの 3 観点の整理だけではな

く，資質能力の視点からの三つの柱での整理が

され，IE―School(次世代の教育情報化推進事業

「情報教育の推進等に関する調査研究」)におい

て取り組まれた内容が整理され「情報活用能力

の体系表例」が作成された。 

４ 研究の方法 

（１）2013 年版・2018 年版の教材を２つのカリ

キュラム表で分類する

事例で学ぶ Net モラル は，文部科学省から

情報モラル指導モデルカリキュラム表が出る以

前から作成しており，独自の「A 情報安全」「B 

責任ある情報発信」「C 健全な情報社会の形成」

の３つに分類して教材が作成されていた。2013

年版では 85 事例，2018 年版では 69 事例が掲

載されている。 

情報モラル指導モデルカリキュラム表に対応

したメニューが用意されているので，それを利

用し，教材数を表にした。 

「情報活用能力の体系表例」は，情報活用能

力全てが書かれている中で，想定される学習内

容として，基本的な操作等，プログラミング，

問題解決における情報活用，情報モラル情報セ

キュリティ に分けられている。また，ステップ

1(小学校低学年相当)からステップ５(高等学校

相当)までに分けられているので，ステップ４

(中学校相当)までを取り上げることとし，情報

モラル情報セキュリティに位置づけられている

項目を書き出し，事例で学ぶ Net モラルの各教

材毎の指導資料にある，タイトル，題材名，学

習目標，指導の流れ，あらすじ，まとめの映像，

評価の観点と方法，の記載とを照らし合わせた。

その一覧を，柏市立教育研究所情報担当の指導

主事により確認し，「情報活用能力の体系表例」

のうち情報モラル・情報セキュリティの内容が

あれば，その内容を指導している教材とし数を

確認した。 

（２）5年間での変化

2 つのデータを比較し，対応している情報モ

ラル教育の内容の増減を整理し，指導教材が対

応しているかを確認した。 

５ 結果 

（１）2013 年版・2018 年版の教材を２つのカリ

キュラム表で分類する

2013 年版のモデルカリキュラムへの対応は

表 1，情報活用能力の体系表例への対応は表 2

のとおりであった。B 思考力，判断力，表現力

等については，表現されている文章に照らし合

わせると，該当する教材はなかった。 

2018 年版のモデルカリキュラムへの対応は 

表 3，情報活用能力の体系表例への対応は表 4
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のとおりであった。ここでも，B 思考力，判断

力，表現力等については，表現されている文章

に照らし合わせると，該当する教材はなかった。 

表１ 情報モラル指導モデルカリキュラム

(2013) 

L1 L2 L3 L4 

１情報社会の倫理 4 6 15 13 

２ 法の理解と遵守 1 6 6 

3 安全への知恵 4 5 20 21 

4 情報セキュリティ 2 2 3 

5 公共的なネットワ

ーク社会の構築 
2 3 3 

表２ 情報活用能力の体系表例(2013) 

S1 S2 S3 S4 

Ａ
知
識
及
び
技

能
① 情報技術の
役割・影響の
理解

0 1 2 1 

②情報 モラ
ル・セキュリ
ティの理解

0 １ 2 5 

B 思考力，判断力，
表現力等 

0 0 0 0 

Ｃ
学
び
に
向
か
う

人
間
性
等

① 責任をも
って適切に情
報を 扱おう
とする態度

2 2 2 3 

② 情報社会
に参画しよう
とする態度

0 0 3 1 

表 3情報モラル指導モデルカリキュラム

（2018） 

L1 L2 L3 L4 

１情報社会の倫理 4 7 17 15 

２ 法の理解と遵守 1 9 6 

3 安全への知恵 4 6 22 20 

4 情報セキュリティ 1 3 4 

5 公共的なネットワ

ーク社会の構築 

2 3 2 

表 4情報活用能力の体系表例 （2018） 

S1 S2 S3 S4 
Ａ
知
識
及
び
技

能 ② 情報技術の
役割・影響の
理解

0 3 9 3 

② 情 報 モ ラ
ル・セキュリ
ティの理解

2 7 23 30 

B 思考力，判断力，
表現力等 

0 0 0 0 

Ｃ
学
び
に
向
か
う

人
間
性
等

③ 責任をも
って適切に情
報を 扱おう
とする態度

4 6 18 22 

④ 情報社会
に参画しよう
とする態度

1 3 6 4 

（２）5年間での変化

 情報モラル指導モデルカリキュラム表への対

応を比較すると図 1 のとおり，大きな変化はみ

られなかった。 

情報活用能力の体系表例への対応を比較する

と,図 2 のとおり，知識及び技能についての「情

報モラル・セキュリティの理解」，学びに向かう

人間性等についての「責任をもって適切に情報

を 扱おうとする態度」の変化が大きかった。 

図 1 情報モラル指導モデルカリキュラム表 

図 2 情報活用能力の体系表例への対応 
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６ 考察 

 平成 18 年の「情報モラル指導モデルカリキ

ュラム表」に基づいて教材を分類すると 2013

年，2018 年に大きな変化は見られなかった。こ

れは，事例で学ぶ Net モラルは，学校において

活用しやすくするために，2006 年から教材の作

成時に情報モラル指導モデルカリキュラムに基

づく分類もしてきているためと思われる。 

一方，平成 30 年に示された「情報活用能力の

体系表例」に基づいて分類すると，2013 年から

2018 年の間に，知識及び技能についての「情報

モラル・セキュリティの理解」，学びに向かう人

間性等についての「責任をもって適切に情報を 

扱おうとする態度」の変化が大きい。これは作

成してきた教材が，新学習指導要領で求められ

る 資質能力の視点からの三つの柱での整理を

しても，対応ができているためと思われる。 

B 思考力，判断力，表現力等については，新

田ほか（2019）による分類でも極端に少なくか

ったことからも，基準となる文章を精査してい

くことも考えられる。 

７ 結論 

情報モラル教育の変化の中で，体系的な整理

に基づく分類をすると，作成されている教材は，

知識及び技能と学びに向かう人間性等について

有効に活用できるものであった。これまでに作

成されている教材は，影への対応のための知識，

技能の育成や，責任を持って情報を適切に扱お

うとする態度の育成には十分活用できるもので

あった。 

８ 今後の課題 

分類結果に際しては複数での確認をしたが，

さらに，分類自体を複数の手で行っていく必要

がある。 

情報活用能力の体系表例に基づく思考，判断，

表現力等については，事例で学ぶ Net モラルの

指導資料の記述には合致しなかった。これはこ

れまで，負の面への対応のための知識や技能か

ら考えられてきているためでもあり，さらによ

りよい情報活用のための考え方の視点や，判断

の仕方を学ぶことが，新学習指導要領では求め

られているということであろう。そうした場面

での情報モラルの指導は，教材だけではなく，

それ以外の情報を扱う学習活動の中での組み合

わせをすることで，求められる資質能力を育て

ることも考えていきたい。 
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トークアプリの共通体験による生きた情報モラル教育

－中学校へつながる SNS との付き合い方－ 

大笹いづみ（株式会社教育ネット）・谷川航（小平市立小平第七小学校） 

古賀大吉・池本香衣（株式会社教育ネット） 

概要：LINE などのトークアプリによるトラブルは中学校入学時に起こりやすい。さらに，昨今では小

学校でもトラブルになることも増えており小学校の段階で教える必要が高まっている。ただ，児童の

トークアプリなどの SNS の体験に差があり教えることが困難であると感じている教員も多い。そのよ

うな課題を解決するために，教育的に配慮された安全なトークアプリを活用して児童に共通体験をも

たせる機会を与える。さらに，体験したことを話し合わせ子どもたちが自ら答えを導き出す場面を設

定することで児童にとって実生活の行動につながる生きた情報モラル教育を目指した。 

キーワード：情報モラル，トークアプリ，SNS，共通体験

１ はじめに 

 LINE などのトークアプリによるトラブルは

小学校でのスマホの使い始めや，スマホを持ち

始めることが多い中学校入学時に起こりやすい。

教育ネットでの調査からも LINE などのトーク

アプリ利用率が，小 6で 46%，中 1で 73%（2017

年度の 36,172人調査）となっている。 

SNS を体験していない児童も一定数存在する

小学校段階では，児童自身が問題に対して明確

な課題認識をもつことができず，必要感をもっ

て学習に取り組むことが難しい。 

本研究では，これまで様々な出前授業などで

見聞きしてきたルールやマナーの知識と実生活

の行動に溝があることに気づくことができるの

か？児童らがトークアプリによる共通体験を共

有することに効果があるのか？SNS を実際に利

用する事で自分事として考えられるのか？など

を明らかにすることを目的とする。 

２ 研究の方法 

（１）調査対象および調査時期

・対象 公立小学校６年生 １学級

・期間 2017 年 10 月

（２）研究の流れ

①教育用に配慮したトークアプリを開発

②SNS についての課題共有の授業

③中学校の教員に授業に来てもらい中学生の実

態を話してもらう

④ルールは一切決めずに，一週間程度自由に

トークアプリを利用

⑤トークアプリを使ってみて，良いところと

悪いところ，改善点を話し合う授業

⑥⑤での改善点を活かしながら，さらに一週

間程度，トークアプリを利用

⑦居心地の良い SNS を考えさせる授業

３ 結果 

（１）授業で活用したトークアプリ

学校での教育用に配慮した安全なトークアプ

リを開発し活用した。教育用の配慮としては主

に下記の機能を用意した。 

①教師側が発言を管理できる機能

・児童の発言内容が把握できる

・児童の発言を非表示にできる

②児童の機能は基本的なものだけを用意

・テキスト，画像，スタンプの投稿

・相手が読んだ時の既読有無と既読数
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③安全に利用するための制限

・児童が他の人を参加させることはできない

・外部とのつながりはない

（図１）トークアプリの画面 

（２）トークアプリを一定期間活用

トークアプリを設定し，一週間，ルールを決

めずに児童に自由に利用させた。主に休み時間

や校外学習のバスの中で利用する時間を設け

た。児童からは下記のような感想がでてきた。 

良い面 楽しい，スタンプかわいい，みん

なで話せる，面白い 

悪い面 変な画像が送られてきた，悪口書

かれた，隠し撮りされ投稿された 

（３）グループで話し合い

トークアプリを使ってみて，良いところと悪

いところを話し合わせた。 

良い面 実際に話すより話しやすい，全員

で会話ができる，スタンプが使え

る，友達の新たな一面を知ること

ができる 

悪い面 変な画像を送ってくる人がいる，

言葉遣いが難しい，隠し撮りをさ

れて投稿された 

言葉を間違えても取り消せない 

児童同士の共通体験があることから，画面を

見て振り返りながら，具体的な場面をお互いに

想起し共有しながら話し合いができた。 

 さらに，実際にトークアプリを使った経験か

ら下記の発言があった。 

・ついつい笑(w w w)を使ってしまう

・ついついスタンプを使いすぎてしまう

・ついついふざけて隠し撮りをしてしまう

子どもたち自身が，自ら SNS のルールやマナー

を知っていることと実践することの間には溝が

あることに気づいたようである。 

（４）居心地の良い SNS とは

 「私たちにとって居心地の良い SNS」を考え

させる授業では，SNS の世界の特徴について自

分たちのトークアプリの共通体験から実感をも

った上での下記のような発言があった。 

・間違ったことを消すことができない

・悪口を言いやすい

・相手の顔が見えず言葉の受けとり方が違う

４ 考察 

今回，子どもたち自身が自らの感性や考え方

により答えを導き出すことができたのは共通体

験を生むトークアプリを中心とした授業設計を

行ったためである。授業を設計するに当たって

下記をポイントとした。 

・実際にトークアプリを使って，日常生活の中

で共通の体験をしたこと

・体験をもとに実感と必要感をもってお互いの

考えを共有できたこと

・居心地のよい SNS の世界とは何かを導き出す

場面を設けたことで自分たち事として考える

ことができたこと

５ 今後の課題 

小学校でトークアプリの共通体験をもとに授

業を受けた児童が中学校へ入学した後，中学校

の教員からは入学時に見られるSNS トラブルが

少なかったと聞いている。しかしながらその有

効性については中学校での協力を得るなどして

調査をし、定量的に効果を明らかにする必要が

ある。今後，さらに継続して小学校，中学校を

通した研究をすすめていきたい。 

参考文献 
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合言葉を起点とした情報モラル教育の実践 

－保護者の啓発を意識した授業デザインの考察－ 

平野智久（川崎市立三田小学校）・福山創（川崎市立下平間小学校）・和田俊雄（川崎市総合教育センター） 

概要：インターネットや SNS を介した児童のトラブルが増加する中，保護者は情報モラルの指導の仕

方が分からないと悩んでいる。川崎市立小学校情報教育研究会（以下，本研究会）ではインターネット

特性（以下，ネット特性）を理解する子，先のことを考えた想像力をもつ子と，情報モラルを指導でき

る保護者という目指す姿を設定した。それに迫る為，児童のトラブルに強く関わっているネット特性

をインターネット「のひみつ」という合言葉にし，児童と共に保護者の理解も視野に入れた授業をデザ

インし，実践した。合言葉が児童から保護者へと伝わるように指導したことで，保護者も関心をもち，

家庭内での情報モラル教育の啓発に寄与することができた。 

キーワード：情報モラル教育，ネット特性，合言葉，保護者啓発，授業デザイン

１ はじめに 

 平成 30 年度の川崎市総合教育センターの調

査より，本市における児童のインターネット・

SNS 等に関わるトラブルの増加傾向が把握され

た（図 1）。情報端末の普及と比例しネットトラ

ブルの低年齢化が進行する中，情報モラル教育

の早期実施が喫緊の課題となっている。 

 本市における情報モラル教育では，「情報社会

における判断力の育成」を目指し，その実現の

ため，２つの視点を定め重点的に指導している。 

一つ目の視点は「日常的なモラル」を育むこ

とであり，学校教育全体を通して指導している。 

二つ目の視点は「ネット特性の理解」である。

ネット特性は教わったり，失敗等の体験を通し

たりして気付くものであり，特別活動の時間な

どを活用して指導している。本研究会では，ネ

ット特性を合言葉とし，児童及び保護者がネッ

ト特性を理解しやすいようにしている。平野ら

（2018 年）の報告によると，児童のトラブルの

元となっているネット特性を記録性（残る），流

出性（広まる），公開性（見せる），非対面性（伝

わりにくい），即時性（繋がる）の５つに絞り，

その頭文字を繋げ，合言葉・インターネット「の

ひみつ」として指導することを提案している。 

本来的には情報モラル教育の担い手は情報端

末を買い与えている保護者となるべきだが，保

護者からは「親世代にはなかった教育」「家庭間

で指導に格差がある」「家庭では伝えきれない」

などの声が上がり，家庭だけで情報モラルを指

導することに困難さを感じている姿が見られる。

また，学校で行う通信事業者等を呼んだ出前授

業も，「児童が内容をよく理解しておらず，ワー

クシートを見ても何を学んだのか伝わらない」

等の声が保護者から寄せられることもある。保

護者が自信をもって情報モラル教育を進められ

るようになる為にも，小学校からの積極的な情

報発信は必要不可欠である。本市総合教育セン

ター発行の「５分でわかる情報教育 Q&A」にお

いても，保護者へ情報モラル教育を啓発してい

くことの重要性が示されている。 

 これらの現状をふまえ，ネット特性の合言葉

を通して，児童と保護者が同時にネット特性を

理解できる授業をデザインすることとした。授

業実践を通して得られた成果と課題を報告する。 

図１ 校種別 SNS に関するトラブル発生割合 

0 50 100

川崎市立小学校

川崎市立中学校
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２ 研究の方法 

（１）調査対象および調査時期

川崎市立Ａ小学校，第３学年（52 名），第

４学年（67 名），第５学年（61 名），第６学

年（53 名）

川崎市立Ｂ小学校，第３学年（98 名）

川崎市立Ｃ小学校，第６学年（68 名）

を対象とした参与観察を行った。調査時期は，

2019 年６月から７月の２か月間である。 

（２）研究方法

①合言葉を起点とした授業デザイン

本研究会の情報モラル教育プロジェクトでは，

３つの目指す姿（児童・保護者像）を掲げ指導

を心掛けている。一つ目は「ネット特性を理解

する子」である。ネット特性の理解が判断力の

土台となることを期待し，情報社会に主体的に

参画するための知識・理解となるように定着を

図った。 

二つ目は「先のことを考えた想像力をもつ子」

である。ネット特性の理解と日常的なモラルを

育むことを基にして，自分の行いや書き込みが

どのような結果を生むか，具体的に考えたり，

判断したりする力の育成を目指した。 

三つ目は「情報モラルを指導できる保護者」

である。前項でも述べたように，監督者として

保護者自らが家庭での情報モラル教育実施に繋

げるため，支援の方法を考えた。 

以上の目指す姿の実現のため，図２のような

４段階の指導の流れを考案した。 

１段階目の導入では，児童の実態把握のため，

情報端末の所有率や，普段のインターネットの

活用シーンなどを尋ねた。友達の所有状況や身

近な使用例を通して情報社会や情報モラルへの

興味・関心を高める効果を期待している。 

２段階目は展開の前段として，ネット特性の

理解に繋がる事例を紹介した。ネット特性によ

り引き起こされた悪い結果や良い効果の両面を

示し，ネットを忌避するだけの安全教育になら

ないように留意した。この段階で合言葉・イン

ターネット「のひみつ」を使用してネット特性

を振り返り，児童の印象に残るようにしている。 

３段階目は展開の後段として，日常モラルと

合わせた自分なりの使い方や SNS への関わり方

を考えさせた。インターネットも一種の道具で

あり，道具を良くも悪くもするのは人の心であ

ることを伝えた。どんな気持ちでインターネッ

トに向き合うか，ネット特性と共に道徳心や公

共心，公徳心などを活かした使い方を考えるよ

うに促した。 

４段階目は終末として，児童の学びを保護者

へ伝えることを課題（宿題）として，授業で使

ったワークシートを家庭に持ち帰らせた。帰宅

し，自分の理解を自分の言葉で保護者に説明す

ることで，児童の学びそのものが深まると共に，

保護者への啓発を狙った。 

図２ 授業デザイン 指導のフロー 

各段階の児童の考えやネット特性の理解の深

まりは，ワークシートを基に検証する（図３）。 

②保護者啓発の手立て

前項の保護者の声で紹介した通り，学校側の

取り組みは児童を介しても伝わりにくいことが

ある。出前授業では，企業側が用意した台本通

りの授業となることが多いため，児童によって

は理解が浅くなることもある。学級担任は児童

の個性に応じて，授業の内容や進度・深度をそ

の場に応じて調整できるため，学級担任自らが

図２の流れでデザインした授業を保護者へ公開

することで，児童の理解が深まると共に，保護

者への直接的な啓発にもなる。 

児童の気付き

児童の思考・判断

インターネット「のひみつ」
合言葉による印象付け

保護者による
情報モラル教育の
きっかけづくり

導入

実態把握

展開(前段)

ネット特性の理解

展開(後段)

使い方の考察

終末

感想と宿題

児童による

伝達

判断の

根拠
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図３ ワークシート（汎用版）

図４ 家族で考える情報モラル 配付資料 

また，指導の第４段階に当たる終末の課題は，

保護者自身が情報モラルとしてのネット特性等

を知る機会でもあり，担任との情報共有の場で

もある。保護者啓発の観点から，この終末の課

題に重きを置くことで，学校と家庭両面からの

情報モラル教育推進に繋げる効果を期待してい

る。更に，家庭内での情報モラルの指導のきっ

かけとなるように，家庭での情報端末の使い方

のルール作りの指針となる資料を配付した（図

４）。 

図３の保護者感想欄より，保護者の啓発状況

を検証する。 

３ 結果 

① 合言葉を起点とした授業実践の結果

表１ 児童の感想（３校合算値） 

ネット特性を理解できた 180 名 

良い使い方・悪い使い方が分かった 59 名 

インターネット忌避 40 名 

日常的なモラルの重要性に気付いた 68 名 

その他 45 名 

悪意ある書き込みが広まり，投稿者の悪名が

ネット空間に残ってしまう事例や，気遣いの足

りない言葉足らずの書き込みが喧嘩に発展する

事例，珍しい植物の発見を通じて人間関係が広

がった事例など，具体的な事例を発達段階に応

じて資料とした。資料から「記録性」や「非対

面性」「即時性」などのネット特性の良さや悪さ

を気付いたり，考えられたりするような内容に

なるように留意した。 

合言葉を起点に授業を進めることで，「良い情

報を広めるようにしたい」「写真の投稿に気を付

ける」「世界の人々とコミュニケーションを深め

たい」など，ネット特性をより意識するように

なった児童の割合は 180 名（45％）にも上った。

また，「相手を傷つけないように，よく考えて文

字を打ち込む」「皆に優しくする」「感情が見え

ないから，相手の気持ちや先を考える」など，

日常的なモラルを意識した使い方が大切である

ことに気付く児童も 68 名（17％）であった。 

　年　情報モラル

◎学んだインターネットの「力」

名　前

内よう

●今日学んだ「力」で気を付けたいところ

○インターネットのより良い使い方

☆今日学んだことをお家の人につたえ、かんそうをもらいましょう！

インターネット「のひみつ」　ふり返りカード
　年　　組　　氏名（　 　）

自分の感想 保護者の感想

①

②

③

④

情報モラルの判断力

正しい心(#^.^#)
と

インターネット

「 」

家族で考える情報モラル

◎情報モラルの合言葉　インターネット「のひみつ」

◎約束
やくそく

チェック　親子
おやこ

で一緒
いっしょ

に情報
じょうほう

機器
きき

（携帯
けいたい

・スマホ・タブレット・ＰＣなど）の使
つか

い方
かた

の約束
やくそく

を振
ふ

り返
かえ

ってみましょう。約束
やくそく

が守
まも

れているものに、チェックを入
い

れましょう。

□利用
りよう

場所
ばしょ

を決
き

めている。

□利用
りよう

時間
じかん

を決
き

めている。

□利用
りよう

目的
もくてき

を決
き

めている。

□連絡先
れんらくさき

やアプリなどの追加
ついか

ルールを決
き

めている。

□情報
じょうほう

機器
きき

の置
お

き場所
ばしょ

（充電
じゅうでん

場所
ばしょ

）を決
き

めている。

□情報
じょうほう

機器
きき

は親
おや

が契約
けいやく

・管理
かんり

する物
もの

なので、いつでも内容
ないよう

を確認
かくにん

できる。

□インターネットやＳＮＳで困
こま

ったことになったら、すぐに親
おや

に相談
そうだん

する。

□自分
じぶん

や家族
かぞく

・友達
ともだち

の個人
こじん

情報
じょうほう

を守
まも

る。

□人
ひと

の悪口
わるぐち

は絶対
ぜったい

に書
か

き込
こ

まない。写真
しゃしん

や動画
どうが

の撮影
さつえい

等
など

も気
き

を付
つ

ける。

☆インターネットの中でもルールやマナーを守って、よりよく使いましょう。

のこる ひろまる みせる つながる

　電子
でんし

データは簡単
かんたん

にコピーできます。

インターネットに

送
おく

った写真
しゃしん

・動画
どうが

を

完全
かんぜん

に消
け

すことはで

きません。

インターネットは世
せか

界
い

中
じゅう

の人
ひと

が見
み

ます。

　また、コンピュータ

ウイルスによって、個
こじ

人
ん

情報
じょうほう

などが広
ひろ

まる

こともあります。

インターネットやＬＩＮＥ

につなげば、どんな写
しゃ

真
しん

や動画
どうが

も公開
こうかい

すること

ができます。人
ひと

に見
み

られ

たくない姿
すがた

などを公開
こうかい

さ

れる恐
おそ

れもあります。

世界
せかい

中
じゅう

の人
ひと

とつな

がります。つながった

先
さき

が善人
ぜんにん

だけとは限
かぎ

りません。

令和元年６月１３日
川崎市立三田小学校

令和元年度　インターネット「のひみつ」　低学年保存版

の ひ み つ
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② 保護者啓発の結果

表２ 保護者からの感想（３校合算値）

家庭教育の参考になった 76 名 

ネットの良さ悪さを子が理解した 71 名 

日常的なモラルの重要性を子が理解した 53 名 

判断力の育成につながった 60 名 

その他 22 名 

保護者公開という授業形式と，児童の宿題に

よる伝達効果から，200 名（71％）の家庭で本授

業が家庭内での情報モラル教育のきっかけとな

ったり，情報モラル教育を知るきっかけとなっ

たりした。また，児童が理解できたことを明確

に伝えることができたため，ネット特性や日常

的なモラルの内容が保護者へ伝わっていること

も確認できた。 

４ 考察 

表１より参与観察した３校共に，児童のネッ

ト特性の理解の深まりを確認することができた。

事例を通して考え，合言葉で印象付けられ，家

庭学習として保護者へ伝達する，という一連の

流れが児童の理解を深める要因になったと考え

られる。また，各ネット特性に見られる良い面，

悪い面についても理解が深まり，自分の今まで

の使い方を振り返り，より良い使い方を模索す

る姿も見られた。児童によってはネット特性も

重要だが，インターネットや SNS を使うときの

心構えが大事であると気付き，具体的な書き込

み方法などを考える姿も見受けられた。 

 「のひみつ」という合言葉が印象に残った児

童については，「のひみつを忘れずにインターネ

ットを使いたい」「インターネットのひみつの怖

さが分かりました」など，ネット特性の意味を

よく理解した上で，自分がどう関わるかを考え

られたようである。 

 表２より多くの家庭で，保護者公開の授業と

児童からの授業内容の伝達が前向きに受け止め

られていることが分かった。図４の配付資料と

の相乗効果で，ルールの見直しや追加まで家庭

での情報モラル教育が進んだとの感想も見られ

た。その他を除く 92％の家庭で情報モラル教育

の内容が保護者に伝わっているので，本研究で

考察した授業が，家庭における情報モラル教育

推進のきっかけとなったことが推測される。 

５ 結論 

 合言葉を起点として，図２で表した保護者の

啓発までも意識した授業をデザインすることで，

児童と保護者の情報モラルに対する理解及び関

心が高まることを確認できた。また，合言葉自

体が児童と保護者を繋ぐ役割を果たし，家庭の

情報モラル教育力そのものの向上に寄与するこ

とが確かめられた。 

６ 今後の課題 

合言葉をただ覚えればネットトラブルから身

を守れるわけではない。合言葉をきっかけとし

て眼前の事例とネット特性を関連づけて考えら

れるようになることで、ネット特性の知識が生

活場面で生きて働くようになる。ネット特性を

根拠に「正しい判断」ができるようになるため

にも，より身近で具体的な事例を基に，実践的

に判断を下す練習が必要となってくる。 

また，表１より少なくない割合でネットを忌

避する児童も見られ，ネットは怖いものとの刷

り込みに陥りかねない危うさもある。保護者と

教員の両面から，ネットの利便性や楽しさを発

信し続けることも肝要となる。 

本研究で確立した授業デザインに加え，継続

的な指導のためのカリキュラム作りや具体的事

例の教材化などの整備が急務といえる。 
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児童と保護者が情報モラル教材を活用して学び合う活動による 

家庭での情報活用の変容に関する考察

下川恭子（薩摩川内市立隈之城小学校） 

山本朋弘（鹿児島大学大学院）・堀田龍也（東北大学大学院） 

概要：本研究は，児童と保護者が情報モラル教材を活用して学び合う活動を設定し，児童や保護者の

情報モラルに対する意識や家庭での情報活用に変容があるのかを分析した。まず，学級活動で情報モ

ラルの授業を実施した後，児童が家庭で学習内容を保護者に説明し，家庭で情報モラルについて話し

合うようにした。児童や保護者の感想，家庭での情報活用の状況を分析した結果，情報モラルの問題

を家庭で協力し，解決していこうとする態度が見られ，家庭でのルールづくり等の情報活用に対する

意識の向上が見られた。 

キーワード：情報モラル，保護者，意識の変容，学び合い

１ はじめに 

 学習指導要領（2017）において「情報活用能

力（情報モラルを含む）が学習の基盤となる資

質・能力を育成していくことができるように，

各教科等の特質を生かして，教科横断的な視点

から教育課程の編成を図るものとする」とされ

た。また，特別の教科道徳においても「情報モ

ラルに関する指導を充実させること」（2017）と

明記された。情報モラル教育の重要性は，明白

であり，今後も情報モラルに関する指導をさら

に充実させていく必要がある。 

効果的な教授法として菅原・鷲林・新井（2012）

らは，教材と体験の両方を用いた授業が効果的

であると分析している。しかし，児童の生活の

基盤は，家庭である。教育振興基本計画（2010）

においては，学校と家庭で情報モラル教育を行

うことを勧めている。山本・清水（2008）は，

「学校と保護者の連携を促進させる要因として，

『家庭での指導内容』・『保護者のモラル向上』・

『保護者の関与』・『学校への連絡』の４の因子

を抽出し，因子ごとの関係を示すモデル図を作

成し，このモデル図に基づいて，学校で実施す

る家庭との連携プログラムを開発した。また，

酒井・長谷川（2017）は，保護者を対象とした

情報モラル教育の課題を挙げ「児童が保護者に

説明する情報モラルの実践モデルの開発」を行

っている。この研究では，短時間の指導で児童

から保護者へ情報モラルの知識を伝達でき，児

童が情報モラルについて説明する自信がついた

という結果が得られている。しかし，情報モラ

ルの本来の目的は，「情報社会で適正な活動を行

うための基になる考え方と態度の育成」（文部科

学省 2017）であり，情報モラルについて説明す

ることではない。また，情報モラルに対する保

護者の意識について詳細がわかっていないとい

う課題がある。 

そこで，本研究では，児童と保護者が情報モ

ラル教材を活用して学び合う活動を設定し，児

童や保護者の情報モラルに対する意識や，家庭

での情報活用に変容があるのかを分析すること

を目的とした。 

２ 研究の方法 

（１）調査対象・調査時期・使用教材

対象：小学校第５学年児童 35 名（男子 16 名，

女子 19 名），保護者 35 名  

保護者の意識調査：2019 年６月 26 日～７月２

日（事前）７月９日～７月 19 日（事後） 
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授業実施：2019 年７月２日 

児童と保護者の学び合い：2019 年７月２日 

使用教材：「事例で学ぶ Net モラル」（広島県教

科用図書販売株式会社） 

（２）授業内容

授業は，「事例で学ぶ Net モラル」（広島県教

科用図書販売株式会社 2019）に収載されている

41 の事例の中から「メールで伝えるときに注意

すること」を題材として，学級活動を行った。

「情報モラル指導モデルカリキュラム表」（文部

科学省 2007）の分類では，「他人や社会への影

響を考えて行動する」にあたる。この授業の立

脚には，IE-school における情報活用能力を学習

内容という観点から整理した「情報モラル・情

報セキュリティ」の例（文部科学省 2019）を参

考にしている。 

授業は，「メールによって起こった行き違い」

の事例から，３つのことを考えた。一つ目は，

なぜ相手に伝わらなかったのか。二つ目は，ど

のように伝えればよかったか。三つ目は，メー

ルをするときに気をつけることである。

児童は，考えたことをワークシートに記入し，

グループで話し合い，学級全体で意見を共有す

るという学習活動を行った。 

（３）児童と保護者の学び合いの内容

児童は，授業で学んだことを保護者に説明す

るために，「メールで伝えるときに注意すること」

の授業で活用したワークシートを使用した。ワ

ークシートには，授業で扱った事例の漫画と，

児童が授業で学んだことが記入されている。児

童は，そのワークシートを情報モラル教材とし

て活用し，学んだことを保護者に説明した。さ

らに，保護者には，児童の説明を聞いた後，「メ

ールで伝えるときに，どのようなことに注意し

たらよいか。」について児童と話し合ってもらっ

た。最後に，児童には，「お家の人と話し合って

メールで伝えるときには，どのようなことに注

意したらよいと感じたか。」と保護者には，「お

子さんと話してどのようなことを感じました

か。」の質問に対して感想を記入してもらった。 

写真１ 児童と保護者が話し合っている様子 

（４）分析内容

分析は，保護者の事前（2019 年６月 27 日～ 

７月２日）と事後（2019 年７月９日～７月 19 

日）の意識調査を比較した。この意識調査は，

「0歳児からの IT機器利用と保護者の情報モラ

ル」（一般財団法人日本教育情報化振興会 2018）

をもとにして質問を作成し，保護者には  

Google フォームにて回答してもらった。また，

情報モラルの授業の後に児童が書いた感想と児

童と保護者の学び合いの際に記入してもらった

両者の感想（2019 年７月２日）を「KH Coder」

（樋口 2014）を用いて分析した。 

３ 結果 

（１）保護者の意識調査

表１から表３は，保護者の意識調査の結果で

ある。事前調査は，32 名，事後調査は，30 名の

回答が得られた。 

表１の「保護者のルールに関する意識調査」

に対して，「インターネット等を使用する際のル

ールを決めている」は，68.6％増加している。

ルールの項目としては，「やりとりする相手」「利

用する時間」「利用する場所」を設定し，全て増

加している。「やりとりする相手」は，31.6％増

加，「利用する時間」は，27.8％増加，「利用す

る場所」が 21.7％増加している。 

表２の「保護者の指導に関する意識（指導に

迷ったことがある）」では，「とても迷ったこと

がある。」「少し迷ったことがある。」の回答を合

わせると，事前は，71％であった。事後は，83.3％

と 12.1％増加している。 

表３の「保護者の指導に関する意識の分析（家 
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表１ 保護者のルールに関する意識の分析結果 

事前 事後 

ルールを決めている 28.1％ 96.7％ 

相手を決めている 6.3％ 37.9％ 

利用時間を決めている 68.8％ 96.6％ 

利用場所を決めている 43.8％ 65.5％ 

表２ 保護者の指導に関する意識の分析結果 

（指導に迷ったことがある） 

事前 事後 

とてもそう思う 12.9％ 33.3％ 

少しそう思う 58.1％ 50.0％ 

あまりそう思わない 22.6％ 13.3％ 

全くそう思わない 6.5％ 3.3％ 

表３ 保護者の指導に関する意識の分析結果 

（家庭での取組） 

事前 事後 

普段の会話の中で利用状

況を把握している 

18.8％ 36.7％ 

フィルタリングしている 28.1％ 23.3％ 

庭での取組）」に対して「普段の会話の中で利用

状況を把握している」が 17.9％増加している。

「フィルタリングをしている」は，事前の

28.1％から事後の 23.3％と 4.8％減少している。 

また，自由記述には，「話し合うことで，気を

付ける点について意見を出し合い，考える機会

ができました。」や「子どもだけでなく，親も勉

強をしなければならないと思った。」等があった。 

（２）感想の分析

図４「授業後の児童の感想」と図５「学び合

い後の児童の感想」，図６「学び合い後の保護者

の感想」は，「KH Coder」（樋口 2014）を用いた

結果である。 

表出した言葉の数は，図４「授業後の児童の

感想」が 58 語，図５「学び合い後の児童の感想」

が 60 語，図６「学び合い後の保護者の感想」が

80 語であった。 

３つの感想で表出した言葉は，15 語で「相手」

「伝える」「便利」「メール」等の授業で使用し

た言葉である。 

図４「授業後の児童の感想」と図５「学び合

い後の児童の感想」を比較すると共通する語が

28 語で「行き違い」「待つ」の授業で出た言葉

と「お母さん」「ルール」の学び合い活動を意識

したと思われる言葉が表出している。 

図５「学び合い後の児童の感想」と図６「学 

図４ 授業後の児童の感想 

図５ 学び合い後の児童の感想 

図６ 学び合い後の保護者の感想 
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び合い後の保護者の感想」を比較すると共通す

語が 27 語で「話し合う」等の学び合い活動に関

する言葉が表出している。 

図６「学び合い後の保護者の感想」のみに表

出している語は７語で，「改めて」「学ぶ」「難し

い」等の言葉が表出している。 

４ 考察 

 保護者の意識調査と感想の分析から総合的に

考察していく。  

意識調査の結果では，表１の「保護者のルー

ルに関する意識の分析結果」の「ルールを決め

ている」で有意な差が見られた。保護者の感想

から「ルール」という表出語が見られないもの

の，児童の感想から「ルール」という表出語が

見られていることから，児童の意識が保護者の

意識の変容に影響していると考えられる。また，

表１の具体的なルールの中で，最も有意な差が

見られたのが「相手を決めている」であった。

これは，３つの感想に「相手」という言葉が表

出していることから，学び合い活動が保護者の

意識の変容に影響していることが考えられる。 

表２の「指導に関する意識の分析結果」の 

指導に迷ったことがあるでは，「とても迷ったこ

とがある。」「少し迷ったことがある。」の回答を

合わせると 12.1％増加している。また，保護者

の感想のみに「改めて」「学ぶ」「難しい」等の

言葉が表出した。これは，保護者が情報モラル

の問題について再認識したことがうかがえる。 

 表３の「保護者の指導に関する意識の分析結

果」では，家庭での取組の「普段の会話の中で

利用状況を把握している」が増加している。ま

た，学び合い後の両者の感想には，「話し合う」

という言葉が表出し，保護者の自由記述には，

「児童と保護者が互いの考えを話す機会の必要

性」が書かれている。これは，今回の学び合い

活動をすることによって，話し合うことの大切

さに気付いたと思われる。 

このように，情報モラル教材を活用して学び

合いの活動をしたことで，保護者が情報モラル

の問題を再認識し，話し合いの中で児童の考え

を知ることで，ルールを設定する等の情報活用

に対する意識の向上が見られた。  

５ 結論 

 本研究から明らかになったことは，児童と保

護者が情報モラル教材を活用して学び合う活動

を行うことで，情報モラルの問題を家庭で協力

し，解決していこうとする態度が見られ，保護

者も家庭でのインターネット利用を意識するよ

うになっていたことである。また，家庭でのル

ールづくり等の情報活用に対する意識の向上が

見られた。 

今後の課題として，異年齢間での学び合い活

動では，互いにどのような意識の変容があるか，

分析・考察を行っていきたい。 
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保護者の子どもに情報機器を持たせたことへの評価と 

子どもの利用状況の関係について 

岩森正治（玉城町立玉城中学校）・長谷川元洋（金城学院大学）・中村武弘（奈良教育大学） 

概要：一部の高校等ではスマートフォンを授業中に使うことが始まっている。中学校でも、タブレット

端末等の導入が進むと、家庭での普及はさらに加速すると思われる。その状況において、すべての保護

者が情報機器を子どもに使わせて良かったと思えるためには、子どもが望ましい利活用をする状況が

生まれることが必要だが、現実にはそうならない家庭が少なからずある。生徒の情報モラル遵守の意

識を高めるためには、学校の教育活動だけでなく、保護者との協働が不可欠である。本研究において

は、保護者啓発のポイントとして「学習への活用などの情報機器の望ましい利用の奨励」「家庭内ルー

ルの設定」「フィルタリングの活用」等の他に、「家庭内でのコミュニケーション」が大切であることが

明らかになった。 

キーワード：情報モラル，保護者啓発

１ はじめに 

 中学校で 2021 年度から本格実施となる新学

習指導要領の総則においては、「情報活用能力」

を「言語活動」と同様の「学習の基礎となる資

質、能力」と位置づけられている。さらに技術・

家庭科におけるプログラミングや情報モラルの

内容，特別の教科「道徳」の内容にも盛り込ま

れる情報モラルに関する内容を充実することが

求めている。 

 近年、スマートフォン等インターネットを介

して世界とつながる通信機器が急速に普及し、

中学校でもほとんどの生徒が通信端末等を所有

するようになった。しかしながら、情報モラル

等に関する知識については浅い生徒が多く、毎

年１学期にそのことが原因となるトラブル事例

が発生している現状がある。 

 調査を行った中学校では、６月に情報機器利

用に関する生徒への調査、７月上旬の個別懇談

会時に、情報通信端末に関する事柄も含めた保

護者調査を行ってきている。 

 本研究では、その２つのデータを統合させて、

情報モラルの指導には欠かせない「保護者に対

する啓発」のポイントを考察することにした。 

２ 研究の方法 

 この研究は、生徒対象の情報機器利用に関す

るアンケート(以下、調査①・図は➊)、保護者

対象の一学期保護者アンケート(以下、調査②・

図は➋)を、個人が特定できる形で実施し、２つ

のアンケートの中で有効な回答から、さらに生

徒と保護者が一致するデータに絞り込んでクロ

ス集計をした結果を分析した。

具体的には、調査②で、「通信端末を子どもに

与えたことに対する保護者の評価」をきいた設

問に対する回答の中で『与えて良かった（以下、

Ａ群）』『どちらともいえない・判断できない（以

下、Ｂ群』『与えて良くなかった（以下、Ｃ群）』

という選択肢を設定した中で、特に『与えて良

くなかった（Ｃ群）』と回答した保護者とその子

どもに注目し、その保護者の自分の子どもに関

する別の設問への回答に加えて、調査①とのク

ロス集計も行い、そこから見えてきた実態や特

徴を分析し、その結果から、生徒への指導や保

護者への具体的な提案等に必要な知見を得るこ
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とにした。 

(1)２つの調査で「保護者と生徒」のつながり

が特定できる回答数

有効回答率 76.4％ 

１年：114 名(151 中) ２年：116 名(145 中) 

３年：133 名(179 中) 全校：363 名(475 中) 

(2) 実施時期

調査① 2019年 6月初旬 調査② 同年7月上旬 

(3) 主な調査項目

①学習時間，就寝時間，家庭での社会の動きに

関する会話状況、情報通信端末の利用時間や

利用する機能、利用する時の意識、ネット利

用で経験したこと、SNS の利用実態、情報モ

ラル意識等、93 項目。

②家庭での会話状況、通信端末を持たせること

になった理由、子どもに端末を持たせること

についての意見、フィルタリング、スマホル

ールの有無、持たせたことに対する評価 等

14 項目

(4) 「持たせたことに対する評価についての

設問」に対するデータ数

それぞれのデータ数は以下の通りである。（数

字は有効な保護者回答数） 

良かった------1 年…17 ２年…16 3 年…26 計…59 

どちらとも・判断できない ---- 1 年…78 ２年…78 3 年…82 計…238 

良くなかった—-1 年…7  ２年…12 3 年…19 計…38 

持たせてない＆無回答---1 年…12 ２年…10 3 年…6 計…28 

３ 結果 

(1) 通信端末の利用目的との相関

 まず、最初は調査②の「通信端末を何に利用

しているか」の結果である。Ａ群は「調べ物・

情報収集」、「ＳＮＳ」が多いのに対して、Ｃ群

は「ゲーム」「動画閲覧」が圧倒的に多い。 

また、調査②で

「ＳＮＳ利用」

に絞って、利用

目的を知ってい

るかどうかを聞

いた結果が図２で、Ａ群は肯定的回答が

91.6％に対して、Ｃ群では 61.3％にとどまっ

ている。（相関係数 0.2<やや弱い相関あり>） 

(2) 通信端末利用時間との相関

図３は、調査②でＡ～Ｃ群のカテゴリーで、1

日にどのくらい通信端末を利用しているかをき

いた結果である。これから平均利用時間を算出

すると、Ａ群 144.5 分、Ｂ群 125.9 分、Ｃ群

181.8 分 全校 134.5 分となる。また、調査①

での結果は図４で、ここから算出される平均利

用時間はＡ群 127.4 分、Ｂ群 125.1 分、Ｃ群

158.3 分、全校 131.6 分である。平均的には、

生徒の自己申告の方がやや少なめではあるが、

傾向としては似通っている。特に調査②では、

該当者がいなかった

のだが５時間以上の

カテゴリーでＣ群の

自己申告の割合が

15.8％と非常に高

い。実際、調査①で、「端末をつかっていると

時間を忘れる」という設問に対して、肯定的に

回答している割合は、Ｃ群ほど高くなる傾向が

ある。（図５） 

(3) 利用する時のルールとの相関

図5
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ルールの有無についてであるが、図 6は、調

査①の結果で、Ｃ群は、

44.7％が無いと答えてい

るが、調査②の保護者調

査では、16.3％にとどま

っている。 

 また、調査①で、どんなルールかをきいた図

7 の結果では、Ａ群は課金制限、書き込み内容

の制限が多いのに対して、Ｃ群では、「利用す

る時間制限」だけが高い割合にあることがわか

る。調査②で

も同様の調査

項目がある

が、ほぼ同様

の結果が出て

いる。

 家庭内ルール策定状況に関して、調査②の過

去 6年間累計結果で、図 8の右端の特にルール

は決めていないという保護者が、2018 年度は

減少したものの全体的には微増傾向が見られ

る。 

(4) 家庭学習との相関

家庭学習

に関わって

結果を見て

みる（図9）

と、調査①

で、Ｃ群は

目的意識が低い傾向の生徒の割合が多いのに対

して、Ａ群は目的意識を持って取り組んでいる

ことが多い。（相関係数 0.22＜弱い相関あり＞） 

2019 年度から、働き方改革の一環で、部活動

の時間が削減され、その分、子どもが家庭等で

過ごす時間が増えているのだが、調査②で、そ

の時間を子どもはどう過ごしているかを１択で

たずねた結果が図 10 である。 

これによると、Ａ群で多いのは「TV,音楽試聴

など（37.7％）」であるのに対して、Ｃ群で際立

つのは「電子ゲーム」で 36.6％と高い。学習に

おいても、Ａ群は８％強だが、Ｂ・Ｃ群は４％

台である。 

(5) 家庭での会話状況との相関

2015 年の研究で、家庭でのコミュニケーショ

ンの少ない中学生のネット依存的傾向が強いこ

とや，リスクのある使い方をする傾向が見られ

ることがわかっている。今回の調査②のデータ

で、改めて上記のＡ～Ｃ群で確認したところ、

図 11 のような結果を得た。Ａ群の保護者は、子

どもとよく話す

割合が 65.6％と

2/3 程度になるの

に対して、Ｃ群で

は、27.9％と３割

を割り込んでい

る（相関係数 0.24<弱い相関あり>）。これを、調

査①の似たようなデータで見た図 12 でも何で

も話す割合はＣ

群が高いものの、

ほとんど話さな

い割合もＣ群が

高い。さらに、こ

のことは、学校の配布物にも影響が及ぶことが

示されたのが図 13 で、これは調査②の「家庭で

の会話の程度」と

「学校の配布物受

け取り状況」をク

ロス集計した結果

で、「何でも話す」

群ほど、きちんと

届く割合が高い。（相関係数 0.43<相関あり>）

図11
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さらに上記のＡ～Ｃ群に置き換えてクロス集計

した結果が図 14 で、Ａ群は配布物が届いてい

る肯定的な回答

の割合 90％を

超えるが、Ｃ群

は７割弱程度で

ある。（相関係数

0.21<弱い相関あり>） また、図 6 のこととも

関連するが、

調査①の「ト

ラブルに遭っ

たときの相談

相手」につい

て聞いたのが、

図 15 である。ここで、気になるのが C群の「誰

にも相談しない」割合で、図 7ではＡ群は困っ

たことがあったら保護者に相談する割合が高い

傾向にあることから、このデータの裏付けにも

なるが、Ｃ群ではこの数値が過半数を超えてい

て非常に高く、Ａ，Ｂ群に比べて突出している。

この原因としては、図 16 にあるように C 群は、

自分から進んで行動を起こすという自主性の面

で弱い傾向があり、何か起こっても自らの手で

解決する意志

力に欠けてい

るのではない

かと思われる。 

４ 考察 

以上の結果から、次の点が考察される。 

(1)の結果から、Ｃ群の保護者は、子どもが

通信端末をどんなことに利用しているのかを

きちんと知らない割合がＡ，Ｂ群よりも高い

傾向にある。C 群の子どもは、ゲームや動画視

聴等の娯楽を目的としている反面、情報収集

やコミュニケーションツールといった側面の

利用は低い傾向にある。 

(2)の結果から、Ｃ群の生徒に関しては通信

端末の利用時間は長く、依存的な傾向が見ら

れる生徒もいる。保護者が把握しているより

ももっと長く使用している生徒もいて、きち

んと見守らないといけない状況にあると思わ

れる。 

(3)の結果から、家庭内の通信端末利用のル

ール設定率は保護者サイドから見ても微減傾

向にある。特にＣ群の保護者が設定するルー

ルは、時間制限等が中心で、Ａ群では、課金の

制限、アプリの内容に関する制限、保護者への

相談に関する事項など、時間だけより具体的

な使い方の内容が含まれている割合が高いこ

とが分かる。 

通信端末を与えるときには、家庭内ルール

の策定は重要であり、その内容についても、具

体的な内容に踏み込んだ事柄を盛り込むこと

で家庭内の相互理解につながり、保護者が安

心して端末を与えられる条件につながると考

えられる。今後の保護者啓発の際には、ルール

設定において、時間制限のみならず、アプリの

扱いや使う場所を決めるなどその内容が重要

であることを伝えていく必要がある。 

(4)の結果からは、Ｃ群の生徒は学習に対す

る意識は低いことがわかる。Ｃ群の生徒の家

庭での過ごし方に関わるが、家庭で保護者が

時間の余裕ができた子どもを目にするのは、

ゲームをする姿が多く学習についてはＡ群の

半分程度になっている実態がある。学校や家

庭では、学習に対する意欲を培い、学習習慣を

身につけさせたり、時間管理能力を育成した

りする指導が必要と言える。 

(5)の結果からは、家庭内でのコミュニケー

ションは、情報モラル意識に関わる事項にお

いても、便利に通信端末を使いこなせるスキ

ル育成につながると考えられる。これが好循

環を生み出し、与えて良かったという評価に

つながる大切な要因ではないかと考えられる。 

【参考文献】 

・岩森、長谷川、中村 2015：「家庭での会話と
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小学生向けのリーフレット作成を通した 

中学生の情報モラルに対する意識の向上 

山崎寛山（三条市立大島中学校）・柴田隆史（東京福祉大学教育学部）・佐藤和紀（常葉大学教育学部） 

概要：中学生によるインターネットの誤った使い方によるトラブルが全国的に発生している。この解

決策の一つとして，中学生が小学生を対象とした啓発リーフレット作りを通して，生徒自身が

正しく安全にインターネットを使おうとする意識の向上を試みた。具体的には外部講師による

講義の後，インターネットを正しく安全に使う方法をグループで話し合い，出た意見を基に個

人で啓発リーフレットを作成する課題を与えた。それをグループや学年で検討後，1 枚のリー

フレットにまとめ，小学校高学年と中学生に配付した。アンケート調査から中学生がインター

ネットを正しく安全に使おうとする意識が高まったことが考察された。

キーワード：SNS，情報モラル，リーフレット，当事者意識

１ はじめに 

 インターネットの発達や，児童生徒による端末の

所持率増加に伴って，児童生徒の利用率も高まると

ともに，トラブルの発生率も高まっている。内閣府

（2019）が発表した「平成30年度青少年のインター

ネット利用環境実態調査（速報）」によると，青少年

の 93.2％が日常的にインターネットを利用している

と回答している。特に，１日２時間以上インターネ

ットを利用している小学生は39.4％（前年度33.4％），

中学生は 61.0％（前年度 56.7％）と年々増加傾向に

ある。今後，情報モラル指導の必要性が一段と高ま

ってきている。 

 情報モラルの指導については，これまでも様々な

かたちの実践が行われてきている。先の内閣府の調

査において，学校でインターネットの啓発を受けた

経験がある小学生は 95.4％，中学生は 98.0％と割合

が高い。これは例えば，企業や大学等の外部講師を

招聘した出張授業などが全国で実施されてきたため

であると考えられる。しかし，トラブルの発生率は

減っておらず，警視庁（2018）による「平成29年に

おけるSNS等に起因する被害児童生徒の現状と対策

について」の調査結果では，SNS による被害件数は

1,813人と，増加傾向にあることを報告している。 

酒井ほか（2015）は，これらは子どもたちの情報モ

ラルの育成に貢献してはいるが，主にトラブル事例

の紹介とルールづくりの啓発に終始した指導にとど

まっているという問題点を指摘している。また，子

どもの行動変容を促すことが重要とし，当事者意識

としての問題の自覚を促すためのカード教材を作成

し，それを活用した授業を実践し，一定の成果があ

ったことを報告している。 

また，東京都教育委員会（2019）はLINE株式会社

と共同で製作した「SNS 東京ノート（平成 31 年度

版）」を発行している。高等学校編では，高校生が小

中学生に対して情報モラルに関するトラブル事例に

ついてアドバイスを考え，自らの経験や学習した内

容をカードにまとめる活動が紹介されている。実際

にカードを使った実践も様々な学校で行われている。 

そこで，このSNS東京ノートの取組を参考に，中

学生が当事者意識をもちながら，小学生に対して情

報モラルの啓発リーフレットに載せる内容を考える

ことで，自らの情報モラルの意識を向上させること

を目指した実践を考えた。リーフレットを選んだ理

由は，全員が作成に関わる上で手軽であったためと，

可能な限り家庭で保護者と一緒に読んでもらうこと

を前提に考えると，多くの実践でリーフレットが採

用されている（例えば，佐藤ほか2012）ためである。

中学生が校区の実態に合わせたよりリアルで独自の

リーフレットを作成，配付することで，自身の情報

モラルに対する意識の向上を図る。同時に，作成し

た啓発リーフレットの有効性について検証を行う。 

２ 研究の方法 

（１）実践の対象および時期 

 実践を行ったのは，平成 30 年度の三条市立 O 中

学校の全校生徒79名である。流れと内容，期間につ
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いては表１にまとめる。 

（２）実践内容の実際 

①外部講師による情報モラル授業の実施 

O 中学校では毎年冬休み前に全校対象の情報モ

ラル講演会を行っている。今年度は実践を含めた

授業を行うことを目的に，情報教育を専門とする

大学教員を招聘し，情報モラルに関する授業を行

った。SNS による発信で問題になったケースやゲ

ーム課金の実際について講義を行った後，「小学生

がインターネットの使い方に困っています。中学

生として教えてあげることになりました。どのよ

うな使い方が危険か，どうやって使ったら安全に

快適に使うことができるかについて，グループで

議論した上で，小学生に教えるためのリーフレッ

トを作成しましょう。」という課題を提示し，4，5

人のグループに分かれ，話し合った内容をホワイ

トボードに書き出した。その後，出た意見を参考

に，冬休みの課題として，各自で啓発リーフレッ

トの案を作成することを説明し，授業を終えた。 

②リーフレットの作成（冬休みの課題） 

 全校生徒に A4 サイズ 1 枚無地の白紙をリーフ

レット用紙として自由にレイアウトしてよいこと

を伝え，配付した。なお，3年生は高等学校の各種

入学試験を控えていることもあり，作成や提出は

任意とし，参考資料とした。 

  作成のヒントとなるように，リーフレットのデ

ザイン例と，①で行ったグループ活動で挙がった

意見をまとめた一覧表を紙面で配付した。 

③情報モラル授業及びグループによるリーフレッ

ト作成活動 

  3月上旬に情報モラルについて，2つの取組を行

った。1つ目は情報モラルに関する授業を行った。

これは①に示した授業後も，情報モラルに関する

指導事例が多発したためである。O 中学校教師が

SNS 等による情報発信の諸注意やネット依存の怖

さについて講義を行った。2つ目は，リーフレット

の作成作業である。4，5人のグループに分かれて

②で作成した学年全員分のリーフレットを参考に

しながら，リーフレットに載せる内容やレイアウ

トを検討し，グループで 1 枚裏表のリーフレット

にまとめる作業を行った。その後，各グループの

作品を教室の黒板に掲示し，全員が閲覧して投票

を行った。投票は，内容やデザインが優れている

と思うものを各学年から 1 つずつ選び，シールを

貼るものである（一人2つの作品を選択した）。 

④生徒会による検討会議及び製作 

  3 月下旬に中学校生徒会役員 6 名で，③で作成

したレイアウト案をもとにリーフレットに掲載す

る内容とレイアウトを協議した。資料として，②

の全校生徒分の作品を参考にしても良いこととし

た。図１に手書きで作成した表面を示す。話合い

の結果，内容を 5 つに絞り，まとめを載せること

にし，各自で分担を決めて製作することになった。 

⑤生徒会によるデジタル化 

  図１のリーフレットをより見やすく統一感のあ 

表１ リーフレット作成までの流れ 

手順 期間 活動内容 対象 

① 12月20日 授業の実施 中学生全員 

② 12月25日 

～1月7日 

リーフレットの作

成（冬休みの課題） 

中学生全員 

③ 3月8日 情報モラル授業及

びグループ毎にリ

ーフレットを作成

する活動 

中学１，２ 

年生 

④ 3月末～ 

4月中旬 

生徒会によるリー

フレット検討会議

及び製作 

中学校生徒

会役員６名 

⑤ 6月中旬 生徒会によるデジ

タル化 

中学校生徒

会役員３名 

⑥ 6月27日 完成したリーフレ

ットの配付及び生

徒会生徒による概

要説明 

小学生高学

年及び中学

生全員 

⑦ 7月中旬 アンケート調査の

実施 

小学生高学

年及び中学

生全員 図１  手書きで作成したリーフレット（表面） 
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るデザインにするため，デジタル化する作業を中

学校生徒会役員の 3 名が行った。完成品（実際は

A4裏表1枚）の表面を図２に示す。 

⑥完成したリーフレットの配付及び生徒会生徒に

よる概要説明 

 6 月下旬に行われた中学校区のいじめ根絶に向

けた集会時に，⑤で作成したリーフレットを小学

生高学年と中学生全員に配付し，中学校生徒会か

らその主旨を説明した。 

３ 結果 

  リーフレットの項目として，生徒会では最終的に

「ネット依存」，「ネットいじめ」，「ゲーム課金」，「個

人情報」，「肖像権」の 5 つを選択し，最後に「まと

め」を掲載した。記述内容はできるだけ簡潔にし，全

てにふりがなを付けた。また，各項目に内容につい

て説明するイラストを載せた。これらレイアウトに

ついては③で他の生徒が作成した案を参考にした。 

リーフレットを配付後の 7 月中旬に児童生徒を対

象に，アンケート調査を行った。質問項目と結果（一

部）を表２に示す。小学生については紙のアンケー

ト用紙を用いて実施した。中学生は小学生の質問項

目に加えて，意識調査の質問を 3 つ加えてコンピュ

ータ（Google Forms）を用いて実施した。なお，意識

調査は年度をまたいだ関係上，作成に携わった2，3

年生のみを対象とした。また，Web 上で行ったため

か 2 名の生徒が明らかに誤った回答をしたため，デ

ータとして含めていない。なお，当日 1 名欠席があ

ったため，計 3 名を除いた 50 名を分析対象とした。 

小学生は全ての項目においてリーフレットに対し

て肯定的な評価であった。中学生対象の意識調査で

は，特に「今回のリーフレットづくりを進めながら，

自分自身も理解を深めることができた」について，

肯定的評価が高い結果が見られた。 

 また，自由記述の調査項目から，小中学生とも「読

みやすい」や「分かりやすかった」，「これからも安全

にインターネットを使いたい」といった肯定的な評

価が多かった。一方で，「実際にあった事例を知りた

い」や，「ネットを使うとプラスになる情報も載せて

表２ アンケート調査の項目と結果（内容面，意識調査のみ） 

質問項目　
   [評価] 4：あてはまる，3：ややあてはまる，

2：あまりあてはまらない，1：あてはまらない
4 3 2 1 4 3 2 1

【小・中】1
リーフレットは読みやすいデザイン（色や文字、絵など）で

内容を理解しやすかった。
84.8% 15.2% 0.0% 0.0% 64.1% 30.8% 2.6% 2.6%

【小・中】2
インターネットを長時間使う（ネット依存）とどうなるか理
解できた。

84.8% 15.2% 0.0% 0.0% 80.8% 14.1% 3.8% 1.3%

【小・中】3 ネット上でのいじめの怖さを理解できた。 98.9% 1.1% 0.0% 0.0% 92.3% 1.3% 6.0% 0.3%

【小・中】4 ゲーム等で課金を続けることの悪循環について理解できた。 93.9% 6.1% 0.0% 0.0% 87.2% 7.7% 3.8% 1.3%

【小・中】5
ネットに写真や動画をのせる時に何に注意しなければならな

いか理解できた。
95.5% 4.5% 0.0% 0.0% 87.2% 11.5% 0.0% 1.3%

【小・中】6
許可なく勝手に人の顔や絵，キャラクターなどをネット上で

使ってはいけないことを理解できた。
93.9% 6.1% 0.0% 0.0% 88.5% 10.3% 0.0% 1.3%

【小・中】7
ネットを利用するときは，自分の行動に責任をもたなければ

ならないと思う。
95.5% 4.5% 0.0% 0.0% 92.3% 6.4% 0.0% 1.3%

【小・中】8
このリーフレットを読み，これからネットを正しく安全に

使っていこうと思う。
98.5% 1.5% 0.0% 0.0% 92.3% 6.4% 0.0% 1.3%

【意識】中1
今回のリーフレットづくりに小学生の視点に立って積極的に

参加できた。
72.0% 26.0% 0.0% 2.0%

【意識】中2 自分はこのような機会があれば，またやってみたいと思う。 56.0% 34.0% 10.0% 0.0%

【意識】中3
今回のリーフレットづくりを進めながら，自分自身も理解を

深めることができた。
76.0% 22.0% 0.0% 2.0%

小学生高学年（n =66） 中学生（n =78）＊【意識】はn =50

図２  実際に配付したリーフレット（表面） 
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ほしい」といった要望も挙げられた。中学生からは

改善点として，「イラストを分かりやすくする」や「も

う少し簡単な単語を使う」，「解決策も載せた方がよ

い」といった建設的な意見が多く見られた。 

４ 考察とまとめ 

 冬休みの課題のリーフレットに出現した情報モラ

ルのキーワードを調査し，分類した結果を出現率と

してまとめると，表３のようになる。最終的にリー

フレットに掲載した 5 つの内容が上位に位置してい

ることから，全校生徒の意見を反映した内容になっ

ていることが分かった。 

また，アンケート調査の結果から，中学生が当事

者意識をもって情報モラルについて考えることがで

き，意欲の向上に一定の成果があったと言える。こ

れは，①～⑥の学習過程を進める中で，生徒は様々

な情報モラルの実態や内容に触れたことで，知識が

身に付くとともに，自分事として考える機会が増え

たためと考えられる。 

さらに，小学生にとっては中学生からリーフレッ

トを通じて教えてもらうことにより，インターネッ

トを「気を付けて利用しよう」とする意欲の向上に

つながっていることがアンケート調査から分かった。 

５ 今後の課題 

 今回はリーフレットの初版を発行し，アンケート

調査を行うに留まったが，今後はアンケート結果か

ら見えてきた課題を整理したり，作成に携わった生

徒会の生徒から，製作過程についてインタビューし

たりするなど，分析を進めていきたい。 

また，リーフレットは児童生徒の意見をもとに，

より分かりやすい内容のリーフレットを目指して改

良を進めたい。 

さらに，リーフレット配付後のトラブルの実態を

継続的に調査するなど，小学校とも連携しながらリ

ーフレットの有効性や活用方法をさらに検証してい

きたい。 
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表３ リーフレットに出現したキーワード 

記号 大項目
全体

個数
割合

１年

個数

２年

個数

３年

個数

A 個人情報の流出 47 16.5 20 16 11

B
ネットいじめ，

悪口，脅し
29 10.2 11 11 7

C
依存（スマホ，

ネット）
27 9.5 12 7 8

D
保護者との相
談，ルールづく

り

27 9.5 14 10 3

E
健康面への配慮

（体への影響）
26 9.2 5 5 16

F
高額請求，架空

請求，詐欺
20 7.0 9 5 6

G
有害サイト，

フィッシング
18 6.3 7 5 6

H
迷惑メール，な

りすまし
15 5.3 4 7 4

I 長時間使用 14 4.9 5 3 6

J
ゲーム等への課

金
14 4.9 5 9 0

K
SNSトラブル，配
慮

13 4.6 3 8 2

L
肖像権（盗撮含

む）
9 3.2 3 4 2

M 相手への配慮 4 1.4 1 0 3

N
セキュリティ対

策
4 1.4 2 2 0

O
情報流出，不正
アクセス

4 1.4 1 2 1

P
生活習慣の見直

し
4 1.4 0 2 2

Q
デマ情報，広告
の信憑性

3 1.1 1 1 1

R 機能制限の活用 3 1.1 3 0 0

S 自己意識の向上 2 0.7 0 1 1

T 利用規約の遵守 1 0.4 0 0 1
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情報モラル「相模原」プランを用いた情報モラル教育の実践 

～改訂版『情報モラルハンドブック』の実践を通しての考察～ 

佐藤 司明（相模原市立谷口台小学校）・堀 真之（相模原市立川尻小学校） 

概要：相模原市では、「情報モラル『相模原』プラン」を基に『情報モラルハンドブック』を活用し

た情報モラル教育を実践している。平成２８年度には、情報技術の進展やスマートフォン等

の所有率、SNS上のトラブルを始めとした、児童生徒を取り巻く環境の変化に対応するため、

『情報モラルハンドブック』を改訂し、より実践に合わせた情報モラル教育を始めたが、す

でに３年が経過しようとしている。そこで、改訂版『情報モラルハンドブック』の授業実践

を通して見えてきた成果と課題から、今後の情報モラル教育に必要な要件について考察する。 

キーワード：情報モラル、系統的な指導、情報モラルハンドブック、授業実践

１ はじめに 

 近年、児童生徒のＩＣＴ機器の個人所有率は

増加し続けている。児童生徒が所有・使用して

いる機器もスマートフォンだけでなく多岐に渡

り、情報の受け手・送り手となって他者とのコ

ミュニケーションが容易にとれるようになった。

さらに、新たな機器やサービスが次々と登場す

るため、実態に応じた児童生徒への情報モラル

教育が急務となっている。 

本市でも、平成２５年に誰もが簡単に情報モ

ラル教育を行えるよう、カリキュラムや指導案

を示した『情報モラルハンドブック』を発行し

た。それから数年で、情報技術の進展やスマー

トフォン等の所有率、ＳＮＳ上のトラブルなど、

児童生徒を取り巻く環境は大きく変わった。そ

の変化に対応するため、平成２９年４月に『情

報モラルハンドブック２０１７ 』として改訂し、

より実態に合わせた情報モラル教育を始めた。

改訂から３年目の今年、改訂版『情報モラルハ

ンドブック』の授業実践を通して見えてきた成

果と課題を報告する。 

２ 研究内容 

相模原市では、改訂した「情報モラル『相模

原』プラン」に基づいて、「情報モラルハンドブ

ック」を活用した実践を行っている。本プラン

では、小学校１年から中学校３年までの９年間

で「心をたがやす」「知識を身につける」という、

２つのカリキュラムを柱に系統立てた授業が提

案されている。 

相模原市立小中学校視聴覚教育研究会では、

改訂版『情報モラルハンドブック』の活用推進

とともに、児童生徒を取り巻く実態把握を行い、

変わりゆく環境に対応していけるよう研究協議

を行った。 

３ 授業実践 

本研究会では、改訂版『情報モラルハンドブ

ック』と合わせて使用する指導案・板書例・ワ

ークシート・動画資料の活用法を紹介し、誰も

が情報モラル教育を推進しやすい環境にあるこ

とを示している。そこで、今年度は授業実践に

あたって、さらに次の３点を重点事項に定めた。 

① 「情報モラル『相模原』プラン」を基にした

改訂版『情報モラルハンドブック２０１ ７ 』

の構成 

② 市内の教職員用イントラネット上に格納さ

れている資料（ 指導案・板書例・ワークシート・
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キーシーン画像・解説書） 

③ コンテンツサーバ内の動画資料の活用法

各学年、１年間で「心をたがやす」カリキュ

ラムから１つ、「知識を身につける」カリキュラ

ムから２つの授業が提案されている。まずは、

上記の三点を活用して、全班員が１本目の授業

実践を行った。 

その実践報告では、各班員から、初めて授業

を行う場合でも資料が使いやすく、取り組みや

すかったという意見が多く出された。また、報

告の中で、Ｓ Ｎ Ｓ 上でのトラブルが多くの学

校で起きていることが話題に挙がった。そこで、

活用班として、各校の児童生徒の実態を把握し、

それに即した授業実践を行うことを目的として、

児童生徒を対象に、ICT 機器の利用状況等につ

いてアンケートを行った。 

アンケートの結果から見えてきた課題をもと

に、クラスの実態に合わせた展開を考えて２本

目の授業を行った。その中で見えてきたことは、

スマートフォンやＳＮＳ等のサービスを利用す

る際に、間違った使い方をすると具体的にどの

ようなトラブルに巻き込まれるか想像できてい

ないこと、授業では対処法や正しい利用法を考

えることができているのに、実生活で同じよう

なトラブルに遭遇しても適切に対処できていな

いことである。発達段階や利用頻度などの違い

はあるが、実生活と結び付けて考えさせるため

には同じテーマについて小・中学校９年間で繰

り返し授業を行い、児童生徒に考えさせていく

ことが大切である。 

３本目の授業は、１年間の最後の実践である

ため、授業実践を行うことに加えて家庭や地域

との連携を図った。授業参観で保護者に学校の

取り組みを見てもらったり、学級だよりなどで

授業の様子を伝えたりすることで、家庭で児童

生徒と情報モラルについて一緒に話し合う機会

とした。家庭でも、学校での情報モラル教育に

ついて知り、スマートフォンやＳＮＳ等のサー

ビスを利用する際のマナーやルールの確認をす

るきっかけとなった。 

４  成果 

本年度、全班員が『情報モラルハンドブック

２０１７』を活用した授業を行った。それによ

り、各校の情報モラル教育を推進し、牽引する

力が身についたことは大きな成果だった。また、

アンケートで児童生徒の実態を把握し、そこか

ら見えてきた課題について授業の中で考えを深

めていけるように展開を工夫したことで、児童

生徒が今まで以上に情報モラルを自分のことと

して考えられるようになった。 

５ 課題・今後の取り組み 

社会の情報化は今後もさらに進み、今まで以

上の速さで多くの機器やサービスが誕生・普及

していくことが予想される。その中で、児童生

徒がトラブルを未然に防いだり、巻き込まれた

りしないようにする力を身につけ、新たな機器

や便利なサービスを上手に活用できるよう、義

務教育での９年間の情報モラル教育をさらに充

実させていく必要がある。そのため、提示する

教材も児童を取り巻く環境に応じて適切なもの

に変更している。 

本班員がこの一年間の実践で身につけた力を

生かして、来年度からは各校の情報モラル教育

のパイオニアとなり、さらに推進してほしい。 

参考文献 

１） 事例で学ぶNetモラル

（広島県教科用図書販売株式会社） 

２） 情報モラルハンドブック２０１７

（相模原市教育委員会・相模原市立小中学校

視聴覚教育研究会） 
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情報モラル「相模原」プランを活用した指導の現状と 

子どもたちの実態についての考察

森 匠（相模原市教育センター）・渡邊 茂一（相模原市教育センター） 

概要： 相模原市では、スマートフォン等情報機器の急速な普及や、SNS を活用したコミュニケーショ

ンの低年齢化への対応等、子どもたちの実態に即した授業が行えるよう平成２８年度に情報モラル「相

模原」プランの改訂を行った。しかし、情報技術の進展に伴う、機能やサービスの変化に対して、子ど

もたちの現状に適した指導内容となっているのか確認する必要があり、数年後の変化を見通した内容

の改訂を検討していかなければならない。 

そこで、学校で指導に当たっている教職員から子どもたちの実態・指導の現状について調査を行い、現

状のプランでの指導内容と比較することで改善すべき内容を把握し、具体的な課題を明らかにする。 

キーワード：情報モラル教育，情報モラル「相模原」プラン，系統性

１ はじめに 

 今日、子どもたちは様々な場面で情報を日常

的に扱い、学校では、各教科の学習で課題に合

わせて必要な情報を収集し、整理したり発信し

たりして様々な場面で活用している。また、家

庭では、スマートフォン等の普及により子ども

一人ひとりが端末を所持し、様々な機能やサー

ビスを当たり前に利用している状況がある。子

どもたちの生活にインターネットがどれだけ浸

透しているのかを示す一つの資料として、「平成

３０年度青少年のインターネット利用環境実態

調査」では、インターネットを平日に２時間以

上利用する人（10歳以上 17歳未満）は、６１．

５％と年々利用時間が増加している。また、ス

マートフォンや携帯電話の普及も進み、低年齢

化している現状もある。 

 相模原市では、平成２５年度から情報モラル

「相模原」プランを策定し、小学校１年～中学

校３年までの９年間において各学年３時間扱い

で、「心をたがやすカリキュラム」道徳授業で１

時間、「知識を身に付けるカリキュラム」各教科・

各領域で２時間として２つの柱を基に指導内容

を定めている。さらに、内容の分類として、①

情報社会の倫理、②法の理解と順守、③安全へ

の知恵、④情報セキュリティ、⑤公共的なネッ

トワーク社会の構築、の５つを網羅した指導計

画を作成し各学校で活用されてきた。加えて、

指導案やワークシート等を作成し、映像教材（本

市では現在、広島県教科用図書販売株式会社「事

例で学ぶ Netモラル」を使用）を校内ネットワ

ークに格納し「授業パッケージ」としてどの学

校でも活用できるように整備している。 

 一方で、学校では SNS等が関係した人間関係

のトラブルやいじめの問題、動画投稿サイトへ

の個人情報の流出や不適切動画の配信などの問

題が起こり、児童生徒への指導に苦慮している

様子も伺える。このように、スマートフォンの

急速な普及率や年々低年齢化していく情報モラ

ルの問題に、指導計画や内容を対応させていて

いくことは必要になってくるだろう。そのため、

情報モラル「相模原」プランが子どもたちの実

態に適した指導計画や内容になっているのか再

度確認する必要がある。そこで、学校で指導に

当たっている教職員から子どもたちの実態・指

導の現状について調査を行い、現状のプランで

の指導内容と比較することで改善すべき内容を

把握し、具体的な課題を明らかにすることにし

た。 
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２ 研究の方法 

（１）調査対象および調査方法

調査は、視聴覚・情報教育の研究組織である

相模原市視聴覚研究会に所属する教職員に依頼

した。調査はアンケート形式で行い、情報担当

者として勤務校の指導状況について把握してい

ること、もしくは自分自身の日頃の指導につい

て回答してもらった。質問内容は以下の通りで

ある。 

(質問１） 

H30 年度４月～令和元年 7 月までに勤務校で起

きた（起こる危険性のある）情報モラルに関す

る問題を選択欄から選び、項目に○をしてくだ

さい。（複数選択可） 

② ①で一つ以上選択した人は、どのような問

題が発生したのか、一つの項目について具体的

な状況を教えてください。 

③その問題をどのように解決したのか教えてく

ださい。 

(質問２） 

 情報モラル教育について、勤務校の子どもた

ちの実態に合った指導ができていますか。 

(質問３） 

 学校では、情報モラル「相模原」プランに沿

った系統的な指導を行っていますか。 

(質問４） 

 情報モラル週間を設置するなど、学校全体で

情報モラルを指導する時間や時期が決められて

いますか。 

３ 結果 

アンケートを行った結果は以下の通りとなっ

た。（回答 小学校：２３人 中学校：８人） 

質問１では、勤務で起きた情報モラルに関す

る問題の件数を問題ごとに比較すると、「SNS」

「動画投稿」「ネット依存」などが多い傾向にあ

った。さらに問題の内容として②③の設問の回

答では、「SNSのビデオメッセージ機能で友だち

の悪口を投稿」、「動画投稿サイトに個人情報に

関わることを投稿」、「ネットゲーム等に依存し

て生活のリズムが不規則になり不登校」等、が

挙げられる。 

質問２では、子どもたちの実態に合った指導に

ついて、「できている・ほぼできている」を合わ

せて約６０％と概ね実態を把握し指導に当たっ

ている結果となった。その一方で理由欄には、

「学校全体で取り組めていない、学年によって

0 5 10 15 20

ネットショッピング

個人情報
著作権

金銭課金
肖像権
その他

ネットいじめ
オンラインゲーム

ネット依存
動画投稿

SNS

できて

いる

21%

ほぼできている

36%

あまりできてい

ない

43%

質問２ 子どもたちの実態に合った指導ができているか 

質問１ 勤務校で起きた情報モラルに関する問題 

(選択欄)ネット依存 SNS ネットいじめ 動画投稿 

金銭課金 オンラインゲーム ネットショッピング 

個人情報(パスワード) 著作権 肖像権  

できている ほぼできている あまりできていない 

できていない・わからない 

行われている ほぼ行われている 

違う教材を使用している 行われていない 

決められている ほぼ決められている きめられていない 
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違いがある」、「実態把握までできていない」「年

に１度の授業で時代の進歩においついていない」

「指導の効果の把握ができていない」などの記

載が見られた。 

質問３、４では、学校全体で指導する時間や系

統的な指導が行われているとの回答が８０％を

越えており、計画的な指導が行われている傾向

にあることがわかり、問題の指摘はなかった。 

４ 考察 

アンケート結果と現状の情報モラル「相模原」

プランを比較し、次のように考察した。 

（１）質問１「子どもたちの実態に合った指導

ができているのか」では、学校で起きている問

題の件数として特に多かったのは「SNS」「動画

投稿」「ネット依存」となっている。これらは近

年で特に普及してきたインターネットサービス

（アプリも含む）であるが、平成２９年のプラ

ン改訂時にも同様のインターネットサービスは

存在しており、そのことにも配慮した改訂は行

っている。しかし、その詳細な時間を具体的に

確認すると「SNS に関する内容 3時間」、「動画

投稿に関する内容 １時間」、「ネット依存に関

する内容 ０時間」となっている。さらに SNS

に限定して 3時間のプラン内容を見ていくと、

小学校低学年において、『ていねいな言葉を使う

（国語）』『相手の気持ちを考えて話す（国語）』、

中学校３年において、『自他のトラブルに対する

主体的な解決方法を探り、自ら行動する（学級

活動）』内容となっている。このように調査の結

果から問題として挙がっている内容に関して、

取り上げている時間は限定的であるため、各学

年で取り上げていくことができるように、新た

に指導案等を作成していく計画を考える必要が

ある。 

（２）質問２「子どもたちの実態に合った指導

ができているか」では、実態にあった指導がで

きているという回答が半数を占めたが、質問２

の回答理由には、学年や個人に指導が任されて

おり体系的な指導に至っていない実態が記載さ

れていた。さらに、外部機関と連携してサイバ

ー教室などの出前授業を実施している学校もあ

るが、情報モラル教育全体としての指導の効果

を把握することが十分にできていないと回答し

ている学校もある。そのため、実態にあった指

導を行えていると回答をしているが、そのこと

について不安を抱えている様子が伺える。これ

らのことから、子どもたちの実態に合わせた指

導を行っていくためには、体系的な指導の改善

や指導を行ったことによる効果を測定するチェ

ック機能を作るなどプランが有効に活用できる

ものであるのかを確認していくことが必要であ

ると考える。 

（３）質問３、４「系統的な指導を行っている

行われて

いる

22%

ほぼ行われている

63%

行われていない

15%

決められて

いる

52%
ほぼ決められて

いる

38%

決められ

ていない

10%

質問３ 情報モラル「相模原」プランに沿った系統的な指導を

おこなっているか 

質問４ 学校全体で指導する時間が決められているか 
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か」「学校全体で指導する時間が決められている

か」では、現プランは平成２５年度から実施し、

１度の改訂を行い各学校で活用されてきたため、

指導の実態は別にしても、学校ごとで「情報モ

ラル週間」などを設定して実施している傾向に

あり、情報モラルに関する指導を行っていくこ

とに関しては一定の成果がみられる。また、情

報モラル「相模原」プランがあることで学校現

場では指導に当たりやすく、実施しやすいこと

がアンケート結果からもわかる。その一方で、

質問２の回答理由でもあった通り、系統的な指

導に関しては、学校ごとで学年や個人に任され

ている部分も多く、担当者はいても周知のみに

なり指導が十分におこなわれているかわからな

い現状である。また、質問３では「行われてい

る」「ほぼ行われている」と合わせて８５％の人

が肯定的な回答であり、数値から見れば系統的

な指導が行われていると理解できるが、何を根

拠に系統的として回答したのかまでは数値だけ

では読み取れない部分もある。 

以上のように、情報モラル「相模原」プラン

の活用度や有用性はアンケート結果からも読み

取れることだが、指導の実態把握や各学年のつ

ながりを意識した指導については不十分な様子

が伺える。そのため、子どもたちの実態に合わ

せた系統的な指導にしていくためにも、指導内

容のつながりや関連性を意識できるような系統

的な配列を考え再構成していく必要がある。 

５ 今後の課題 

上述の考察から、今後の課題として最初に挙

げられることは、情報技術の進展に伴う、新た

な機能やサービスで起こりうる問題にも対応し

た指導内容についても映像教材、指導案、ワー

クシート等のパッケージを作成していくことで

ある。具体的には、これまで映像教材として活

用している「事例で学ぶ Net モラル」について

は、2019年度の新事例として、ネット依存や SNS

と個人情報等が追加されている。これまで「相

模原」プランでは使用していないものも多くあ

り、これらの事例について活用するための検討

を行っていくことができる。また、例えば「SNS」

の利用に関しての指導内容を作成していく際に

は、グループトークの危険性を知識として教え

るのではなく、子どもたち自身が問題について

どのように対処していくかを話し合い、クラス

メイトと議論する中で試行錯誤する授業展開と

なるように指導案を作成していく。これは、現

状の情報モラル「相模原」プランの全体的な指

導内容にも言えることであり、現状の指導案が

子どもたちの主体的な学習となっているのか再

検討していくことである。 

次に、現状の情報モラル「相模原」プランを

系統的に再構築していくことである。具体的に

は、各学年で「SNS」とまでは限定しないが、イ

ンターネットを介したコミュニケーションツー

ルに関する内容を重点的に各学年に構成してい

くなど、各学年の指導内容のつながりを意識し

て計画をしていくことである。知識を身につけ

るカリキュラムでは、関連する教科・単元を定

めており学期ごとに指導が行えるように配慮す

ることも加味しながら、再度関連する教科・単

元を洗い出して再構成していく必要がある。 

最後に、子どもたちの実態に合った指導内容

となっているか確認していく機能を情報モラル

「相模原」プランの改訂と共に提案していくこ

とである。そのためにはまず、子どもたちを対

象とした調査を行っていくことで定期的に実態

を把握して、指導内容の改善を図っていくこと

である。このような一般的な確認のサイクルを

行い、子どもたちの実態に合わせた情報モラル

教育の実践を行っていくことである。 
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小学校プログラミング教育に資する 

「micro:bitサンプルプログラミング集」の開発 

望月陽一郎（大分県立芸術文化短期大学） 

概要：本研究の目的は，来年度から必修となる小学校プログラミング教育に資するため，「micro:bit サ

ンプルプログラミング集」を開発し提供することである。小学校の教員等に対して調査したところ，プ

ログラミング教材・教材の使い方・指導案などを必要なものとあげる回答が多かった。そこで，数多く

あるプログラミング教材の中から安価で使いやすいものとして micro:bit を選択し，60種類のサンプル

プログラムを開発しまとめた。それを教員等に提供し，授業アイデア・実践をフィードバックしてもら

いプログラミング集に付属させた。今後は，授業実践例を増やしていくことで，さらに使いやすいパッ

ケージにしていく予定である。

キーワード：小学校プログラミング教育，micro:bit，サンプルプログラム，ICT 活用

１ はじめに 

 2020年度から小学校において，プログラミン

グ教育が必修化となる。これまで中学校では

2010年度から技術・家庭科において「計測・制

御」について必修内容としてプログラミング教

育が行われていた。また，高等学校においては，

教科「情報」の「情報の科学」にプログラミン

グの内容が含まれていたのだが，全員必修では

なかった。 

それが今回の学習指導要領改訂を受け，小学

校と高等学校で必修化されることにより，小中

高 12 年間を通して系統的にプログラミング教

育が行われていくこととなる。 

しかし，学校現場では，特に小学校の教員か

らは，「何をどう教えてよいかわからない」「ど

んな教材があるのか教えてほしい」など，不安

の声が多く聞かれた。 

そこで，本研究では，プログラミング教材と

して導入しやすいと思われるmicro:bitを提案し，

それを使うための資料として「サンプルプログ

ラミング集」を作成することで，教員の研修に

活かしてもらうとともに，子供たちの授業に資

することができるのではないかと考えた。 

２ 研究の方法 

（１）micro:bit について

 BBC micro:bit は，1980年代 BBC Micro を開

発した英国放送協会が，イギリスの 11 歳と 12

歳の小学生全員約 100 万人に無償提供した，手

のひらサイズの教育用マイクロコンピュータで

ある。 

その後イギリスだけでなく，世界の多くの学

校で使われるようになり，日本でも 2018年日本

Microsoft が「MakeCode×micro:bit200 PROJECT」

として全国 200 の学校・教育委員会などに

micro:bit を 20台ずつ無償提供するなど，プログ

ラミング教育に適した教材として広く認知され

つつある。 

安価（約 3,000円ほど）であり，基板自体に， 

・25個の LED

・2個のボタン

・接続するための端子

・光と温度のセンサー

・動きセンサー (加速度計とコンパス)

・Bluetooth による無線通信

・USB インターフェース

を備えているため，プログラムを送り込み，単

体で動作する機器として使うことができる。 
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 また，プログラミングに必要な環境として，

Makecode サイト（Microsoft が無償提供）に PC

がアクセスできればよいため，特別なプログラ

ミング環境を準備する必要がない，などの面で

も教材として適している。 

画面のみのグラフィック教材では，プログラ

ムしたものの動作を実感しにくい。ロボット教

材は高価すぎるものが多く一人一人に準備する

ことが難しい。micro:bit はまさにその中間に位

置する，学校の授業に適した教材といえる。 

（２）サンプルプログラミング集の開発

 2018 年当時は micro:bit に関する書物も少な

く，インターネットに公開されている部分的な

プログラミングしか資料がなかった。そのため，

一つ簡単なプログラムをするたびにナンバーを

つけ保存していった。 

2018 年夏に micro:bit に関する研修を依頼さ

れたのを機会に，資料としてプログラム集の形

でまとめることとした。その際は 20 ほどのサ

ンプルを順番に並べたものであった。その後，

サンプルプログラムが 50個ほどになったため， 

冊子の形にまとめたものを「micro:bit サンプル

プログラミング集 1.0版」として 2018年 11月，

関西教育 IT ソリューション EXPO にて公開し

た。1.0 版については，Facebook 上にて希望す

る全国の教員・ICT 支援員・ボランティア等で

学校の授業を支援してくださっている方々47

都道府県 300人以上に無償提供し，各地での研

修・講座・学校の授業などで活用いただいた。

さらに，追加サンプルと，提供者からフィード

バックしてもらった授業アイデア・実践をまと

め，「micro:bit サンプルプログラミング集 2.0版

+授業アイデア・実践例集 1.0 版」を 2019 年 6

月に限定公開している。 

３ サンプルプログラミング集の内容 

サンプルプログラミング集の構成は，

・表紙と目次

・プログラミングサイト（Makecode）の紹介

・サンプルプログラムと説明

としている。 

 特にサンプルプログラムについては，

Makecode の編集画面をキャプチャして，実際に

プログラミングする際に比較して見ることがで

きるよう工夫した。 

図 1 サンプルプログラムのページ 

 micro:bit のプログラミングは，準備されてい

るブロックを組み合わせるものである。そのた

め，サンプルプログラミング集を見ながら，編

集画面で同様にブロックを組み立てていくこと

でプログラムを作る練習ができることになる。 

また，サンプルプログラムの次のページには，

そのプログラムについての説明を載せ，表裏印

刷・見開き印刷をすることで，「プログラムと説

明」という一つのワークシートとして取り出し

て使えるように工夫した。 

図 2 説明のページ 
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図 1，図 2 に見られるマス目の表記は，プ

ログラムの分類を示している。

図 3 分類マークの例 

・ボ・・・ボタンを使うプログラム

・セ・・・センサーを使うプログラム

・L・・・LED を使うプログラム

・出・・・音声など出力するプログラム

・通・・・通信機能を使うプログラム

・オ・・・オプションを使うプログラム

図 3 の例は，センサーと LED を使うサンプ

ルプログラムであることを示す。

（３）サンプルプログラミング集の使い方

サンプルプログラムは，

・LED 表示を使ったサンプル

・各種センサーを使ったサンプル

・音声出力を使ったサンプル

・拡張オプション（各種メーカーから出て

いるボードなど）を使ったサンプル

・気象観測（気温・湿度・気圧）ボードを使

ったサンプル

・スイッチ（電気制御）ボードを使ったサン

プル

・人感センサーボード（小学校プログラミン

グ教育の手引きにも例示がある）を使った

サンプル

・上記を組み合わせたサンプル

・理科の実験，観察などで使える機器を作成

するためのアイデアサンプル

など，プログラミングするための「引き出し」

となる。 

プログラミングを学ぶ過程は， 

の３段階であり，サンプルプログラミング集を

使っての研修では，サンプルを使った実習（①

②段階）→オリジナルを考えてみる演習（③段

階）という使い方をしているが，研修後のリフ

レクションシートの結果からも高評価を得てい

る。 

 こういった使い方をすることで，まずは教員

の研修会で使ってもらい，その経験から第４段

階として，学校の授業案づくりに進むことを推

奨している。 

４ 考察 

 本論文執筆にあたり，あらためて 2019年 7 月

末から 8 月初めに，小学校プログラミング教育

に関係する方々を対象に Google フォームを使

ったアンケートを行った。（回答数 100） 

グラフ 1 回答者の分類 

グラフ 1 にあるように，回答者の 70%が小学

校の教員である。また，「小学校プログラミング

教育必修化について知っているか」の問いに対

しては，全員が知っていると回答し，回答者は

関心が高いグループであると考えられる。 

70%

5%

4%

11%

10%

小学校の教員

小学校のICT支援員

小学校のプログラミング授

業に関係している

教育委員会関係者（教育セ

ンターなども含む）

その他

14%

13%

24%

24%

16%

7% 1%
学校全体としてプログラミング教育（授業）を実施

している

学校全体としてプログラミング教育の研究・研修を

実施している

一部の教員がプログラミング教育（授業）を実施し

ている（学校研究としてを含む）

一部の教員がプログラミング教育の研究・研修に参

加している

教育委員会でプログラミング教育の取組を始めてい

るが、学校の教員はまだ何も取り組んでいない

プログラミング教育の取組は、教育委員会も学校の

教員もまだ何も取り組んでいない

その他

グラフ 2 学校では実施への取組を進めているか 

①まねる段階・・・その通りに作ってみる

②変える段階・・・少し変えてみる

③つくる段階・・・自分で作ってみる
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学校全体で取り組んでいる段階・・・27% 

一部の教員が取り組んでいる段階・・・48% 

学校はまだ取り組んでいない段階・・・23% 

 この結果から回答者が関係する小学校では，

まだ学校全体で取り組んでいるところは少なく，

一部の教員が取り組んでいるところが多いこと

がわかる。 

グラフ 3 授業に不安があるか 

小学校の教員に絞って回答を見ると，「不安が

ない」という回答は約 1/3にとどまり，関心が

高いにもかかわらず不安を感じている人が多い。 

グラフ 4 授業をしていくうえで必要と思わ

れるもの 

また，グラフ 4 の結果を見てみると， 

・プログラミング教材

・カリキュラム・授業計画・指導案

・教材の使い方（サンプルプログラムや解説） 

の割合が高く，学校現場で求められていること

がわかる。 

５ 結論 

アンケート結果からも，

・プログラミング教材・・・micro:bit

・教材の使い方・・・サンプルプログラミン

グ集

・カリキュラム・指導案・・・授業アイデア・

実践例集

というパッケージでの提案は，小学校の教員が

求めているものになっているといえる。 

６ 今後の課題 

 学校現場を離れているため，自分で授業での

活用・実践ができないが，全国の教員等に呼び

かけることで，より多くの教員の手に，この

「micro:bit サンプルプログラミング集」が渡り，

フィードバックとしての実践例をまとめた冊子

を充実させていくことで，よりパッケージ内容

の充実を図っていくつもりである。 

 また，中学校技術・家庭科における教材や，

高等学校教科「情報」における micro:bit の活用

（MicroPython によるプログラミング）など，小

学校～中学校～高等学校を見通した「プログラ

ミング教育」において，教材としての micro:bit

は，まだまだ可能性を秘めている。 

 今後は，まだプログラミング教育に不安があ

る教員向けのmicro:bitを教科の授業で活用する

ための研修や，サンプルプログラミング集から

フィードバックされた授業アイデア・実践例を

学校現場に紹介していくなど，啓発活動を充実

していきたいと考えている。 

参考文献 

Makecode micro:bit 

    https://makecode.microbit.org/ 

文部科学省（2018）小学校プログラミング教育

の手引き（第二版） 

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/ 

zyouhou/detail/1403162.htm 

34%

66%

ない

ある

0% 20%40%60%80%100%

その他

相談窓口（ヘルプデスクなどを含む）

学校での研修講師

学習指導要領・解説

ICT支援員

小学校プログラミング教育の手引き

教材の使い方（サンプルプログラムや解

説）

カリキュラム・授業計画・指導案

プログラミング教材
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デジタル教材開発 30年を振り返る

原　久太郎（株式会社イーテキスト研究所 代表）

概要：MS-DOS の時代からデジタル教材をつくって 30余年になる。OSの変化、デバイスの進化に合わ
せて教材をつくってきた。市場に受け入れられた教材は環境が変わっても生き続け、2020 年に向けて
さらに進化させる計画である。数々の失敗もあるが 30年を振り返ってみる。

キーワード：パソコン通信 KiT dbookPRO ePUB デジタル教科書 デジタル図鑑

１．はじめに
　筆者は教科書出版社に勤務していた 1989
年（平成元年）に企画開発室に配属されデ
ジタル教材の開発を担当することになった。
　以来 30 年、現場の先生方とともに開発して
きたデジタル教材を振り返ってみる。

２．1987年 パソコン通信で全国の先生方と知
り合う
　1986 年に NECが商用パソコン通信サービス
PC-VANを開始。まもなく SIG「STS( 教育＆ソ
フト）」ができあがった。
STS( 教育＆ソフト）（以下、STS）では「掲示板」
で情報交換がなされ、「開発室」で BASIC や
KiT による教材が蓄積されていった。
　STS に参加していた私は
1989 年に「CAI 実践とソ
フト開発」を刊行した。パ
ソコン通信でなにができる
か、パソコン通信を介して
の CAI ソフトづくりの現
状と教育実践の一端を紹介
した。合わせてフロッピー
ディスクによるプログラム
の頒布サービスを行った。

3．1990年 KiT の登場
　1990 年に STS にデジタル教材オーサリン
グシステム KiT が加藤譲氏によって公開され、
KiT による教材開発が始まった　その成果を
1994 年に 2冊にまとめた。

「CAI 実践とソフト開
発　」STS( 教育＆ソフ
ト）編　大日本図書刊

４．KiT による教材開発
　KiT は、MS-DOS か ら Windows3.1，95 へ
と進化し、大日本図書では小中の理科デジタル
教材をKiT でつくりあげた。
［小学校］
・わたしたちのからだを
しらべよう
・動物や人のたんじょう
・四季の天気とその変化
・人の生活と自然かん
きょう
・人や動物のからだ
［中学校］
・体のつくりとはたらき
・地球と宇宙
・人の感覚器官を調べる
・地殻変動と地層
・天気とその変化
・運動とエネルギー

５．「たのしい算数セット」
　「たのしい算数セット」は山口県の僻地の小学
校で、複式学級の授業のために岩崎利充先生が
自ら BASIC で組まれたプログラムがベースと

「KiT パーフェクト」「KiT 教育事例集」KANAE 
PROJECT編著　1994年大日本図書刊
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なっている。

６.「数学サポート」
90 年代のパソコン導
入のデフォルトとして採
用されていたのが数学
シミュレーションソフト
だった。当時の学習指導要領では図形領域に立
方体の切断の指導があり、数学シミュレーショ
ンで取り上げられることが多かった。
大日本図書でも数学シミュレーションソフト

の開発に取り組み「数学サポート」として売り
出した。

７．図鑑「体のしくみ」
　人体解剖図の第一人者である伊藤一穂氏にイ
ラストをお願いしてディレクターで「体のしく
み」の制作にとりかかり、1994 年から３年を
費やしてWin & Mac ハイブリッド板を完成さ
せた。

　その後、ラティオインターナショナルと業務
提携を結び、「体のしくみ」はWindows 版「人
体図鑑」となり、2001 年にネットワーク版へ
とつくりかえられていった。

８．インターネットで教材の配信
　1995年から実験的にホームページを開設して
理科画像や写真を中心に提供し、1996 年 4月 1
日に大日本図書のホームページが正式オープン
した。3月の準備号から掲載し始めた関東学院

小学校の八木澤薫先生の写真は 2019 年の今で
も「おおきくなあれ」として連載されている。

９．2001年度 eスクェアで児童の表現ツール
iFriend の開発
　CEC の 平 成 13 年
（2001 年）度　Ｅス
クェアプロジェクト
「先進企画」テーマ「地
域からの発信を支援す
る国際教育教材ネットワーク」事業を受託した。
　「地域発信」チームは、和歌山県、神奈川県、
三重県の小学校５校で構成し、総合的な学習の
時間を中心にして学校地域での児童の取り組み
をホームページで発信した。そのとき使用した
のが、児童の表現ツール iFriend だった。

１０．2003年 iFriend から dbookへ
　当時、群馬県小野上小学校の上原永護先生
が iFriend を教材提示ツールにすることを発案
され、教材作成＆プレゼンテーションツールの
開発が始まり、作図ツール GCL を組み込んだ
dbook が完成した。Mac & Win ハイブリッド版「体のしくみ」

iFriend 編集モード
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１１．2004 年度 CEC e スクェアアドバンス
でデジタル教科書とdbookを公開
　2004 年（平成 16 年）度 CEC e スクェアア
ドバンスで、「e- 黒板、e- 教科書研究会」の委
員となり、電子黒板、デジタル教科書について
研究を行った。
e-教科書研究会では、dbookをプラットフォー
ムにして中学校数学教科書で e- 教科書（＝デジ
タル教科書）を公開した。合わせて dbook を
個人使用フリーとしてダウンロードサービスを
行った。
　この成果発表の内容は下記URLで現在も公開
されており dbook もダウンロード可能である。
http://www.cec.or.jp/e2a/ekokuban/H16ek
CD/index.html

１２．2005年版デジタル教科書
　2003 年にデジタル教材を発行するラティオ
インターナショナルが呼びかけ人となって教科
書発行社、教材会社が集まって「IT 活用教材標
準化委員会」を結成して何度かの勉強会を行っ
たのち、2004 年 3 月にパンフレット「2005 年
からの教科指導」を発行した。そこには、05年
からのデジタル教材を作る決意と教科書改訂期
に合わせたデジタル教材の案内を掲載した。

　東京書籍は「デジタル掛図」、光村図書は「光
村国語デジタル教科書」だった。
　大日本図書のデジタル教科書は、教師用指導
書別冊「IT 活用編」として発行した。プラット
フォームは dbook を使用した。

１３．2011年 dbookPROへ
　画像の貼り付け、リ
ンク、拡大・縮小など
の機能と授業モードと
編集モードの切り替え
など大幅な改善を施し
た dbookPRO を CD
付き書籍「dbookPRO
デジタル教科書作成入
門」として 2011 年６
月に発行した。

１４．2011年版デジタル教科書
　2011 年小学校教科書の改訂期に全社がデジ
タル教科書を発行した。各社機能的に差は見ら
れなかったが上は 78,000 円、下は 1万円台か
ら指導書のおまけという扱いだった。

e スクェアで発表されたデジタル教科書

2005年３月発売の大日本図書小学校算数 IT 活用編

dbookPROでつくった家庭科デジタル教科書

上原永護著 イーテキスト研
究所　2007年刊
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１５．2015年版デジタル教科書
　2011 年に ePUB3 の規格が決まり、日本での
電子出版がスタートした。そして Flash が 2020
年までにサポートを打ち切ることがアナウンス
されたこともあり、2015 年版デジタル教科書
は多くの教科書会社が ePUB を基本システムと
して採用して開発が始まった。しかし電子出版
の経験が浅い大手システムハウスに委ねたため
か、ePUB 自体の問題点が明らかにされないま
ま出来上がったものは、インストールにも実行
時にも時間がかかる重たいものになった。
　一方、Flush をベースとしていた dbookPRO
は 2015 年版デジタル教科書に採用されること
はなく、2019 年に Air による dbookPRO2に
生まれ変わった

１６．アマゾン e 託販売で書籍出版
　2007 年 4 月に株式会社イーテキスト研究所
を設立し「コンピュータを使わない情報教育ア
ンプラグドコンピュータサイエンス」を発行し、
アマゾン e託販売サービスで販売を始めた。

１７，フィックスレイアウト ePUBの研究
　紙の出版は、製造費（印刷、用紙、製本）、倉
庫料、流通費などのコストがかかる割にはそれ
に見合う売上を確保することが難しい。電子出
版はそのコストがかからないのでフィックスレ
イアウト ePUB を Apple iBooks で発行した。
しかし、紙以上に売れなかった。

１８．Widows用固定 ePUBビューワ
　学習者用デジタル教科書にはフィックス型
ePUB が相応しいとWindows ePUB ビューワ
SAIBOKU の開発を進めたが、結局固定 ePUB
の限界を知ることになった。下図は SAIBOKU
にバンドルした牧野日本植物図鑑。

１９．2020年に向けた教材開発
　MS-DOS の時代からつくってきたデジタル教
材のノウハウはデジタル教科書のイベントづく
りに活かされてきた。
　そして、2020年からの一人１台端末に向けて、
今でも連載がつづいている八木澤薫氏の生物写
真を植物図鑑として、「わたしたちのからだをし
らべよう」「体のしくみ」用に描かれたイラスト
は「人体図鑑」として現在制作を進めている。
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データを活用した教育改善のための教育データ標準化の方策 

石坂芳実（株式会社夢デザイン総合研究所）・山西潤一（富山大学）・ 

木村裕文（株式会社夢デザイン総合研究所） 

概要：近年ビッグデータの活用が社会のさまざまな分野で始まっているが，活用を行うためには質の

高いデータを効率的に収集することが求められる。特に教育においてはデータの意味や定義を明確に

するボキャブラリや ID 体系の整理が必要である。文部科学省は先日発表した「新時代の学びを支える

先端技術活用推進方策（最終まとめ）」の中で，教育ビッグデータの効果的な活用のためには「教育デ

ータの標準化」が必要であるとし，2020 年度までに検討を行うというロードマップを示した。諸外国

における教育データの相互運用性を確保するための活動を参考に，日本でも早急に整備を進める必要

がある。 

キーワード：相互運用性，データ標準，教育データの標準化，教育ビッグデータ, スタディ・ログ

１ はじめに 

 2018 年 11 月に発表された「新時代の学びを

支える先端技術のフル活用に向けて ～柴山・学

びの革新プラン～」において，文部科学省は「今

後の我が国の教育の発展には，学校現場におけ

る先端技術の効果的な活用を実現するための技

術の進展と，学校現場における先端技術の活用

の促進が必要不可欠」であるとの認識を示し，

「教師支援のツールとしてビッグデータの活用

などによる児童生徒の学習状況に応じた指導の

充実」を推進するため，「先端技術の効果的な活

用に向けた実証的取り組み (スタディ・ログの

活用等)」を進めることを掲げた。 

 さらに，2019 年 6 月の「新時代の学びを支え

る先端技術活用推進方策（最終まとめ）」では，

「多様な子供たちを『誰一人取り残すことのな

い，公正に個別最適化された学び』の実現」に

は「ICT を基盤とした先端技術や教育ビッグデ

ータの効果的な活用に大きな可能性」があると

し，そのためには「教育データの標準化と学習

履歴 (スタディ・ログ) 等の利活用の具体的な

在り方の検討」が必要であるとしている。 

 ビッグデータの活用は近年さまざま分野で急

速に研究と実践が進んでいるが，的確に分析し

て活用するためには，データの質が重要になる。

特に教育の世界では収集の対象となるデータが

多岐に渡り，解釈が必要である点も多い。現状

の初等中等教育においてもさまざまなデータが

すでに蓄積されているが，それぞれのデータの

持つ意味は学校設置者やシステムベンダー，私

教育事業者などがそれぞれ独自に定義しており，

統一されていない。同じ学習内容を学んでいて

も，その指し示し方が明確でなく，またその評

価の基準もバラバラであれば，いくらデータを

集約しても分析の対象としては成立しない。 

 またビッグデータの活用には，データ収集と

分析を効率的に行うことも極めて重要である。

効率化の一つの手段として，データの対象を一

意に指し示すコード (ID) の付与がある。諸外

国では近年，学習者，学校，教科，単元などさ

まざま項目に対して体系化して ID を付与し，

公表して誰でも使えるようにする施策が進んで

おり，教育ビッグデータの収集と分析に大いに

役立っている。この分野では日本は大幅に遅れ

ており，早急な対策が求められる。 

システムやツール間で横断的にデータをやり

取りできることを，データの相互運用性と呼ぶ。

データの相互運用性を確保するためには，シス
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テムやツールが共通して依拠できるなんらかの

標準 (standards) が必要である。 

 一般にデータ標準 (data standards) とされ

るものは，データの単位であるデータ項目と，

その表現方法であるデータ形式を定義している。

データ形式にはコードを選択して入力するもの

があり，そのようなコードの集合はコードリス

トと呼ばれる。物や概念をデータ項目の組み合

わせによって定義したものはデータモデルと呼

ばれる。 

２ 研究の方法 

データの標準化の動向に関し，活動が活発な

アメリカ合衆国 (以下 US) やイギリスで，教

育におけるデータ標準がどのような組織でどの

ように規定されて運用されているかを調査し， 

日本の状況と比較して，日本において取り得る

施策を考察する。 

３ 結果 

 US，イギリス，オーストラリアなどの諸国で

は従来から，教育政策の妥当性と支出された予

算の成果を評価する，いわゆるアカウンタビリ

ティの観点から，教育に関するデータが全国レ

ベルで収集され分析されてきた。日本でも行わ

れている全国レベルのテスト結果を分析したり，

家庭や地域の経済状況や置かれている環境など

他の要因を数値化して相関を見たり，経年の変

化を追うことで教育改善や次の政策に生かすな

どの努力が続けられてきた。これは近年日本政

府内でも強調されている「証拠に基づく政策立

案」(Evidence Based Policy Making : EBPM) 

の観点からも重要であると言える。 

US の国立教育統計センター (NCES) 

 US では，国立教育統計センター (National 

Center for Education Statistics : NCES) が，

教育の状況に関する統計データを収集，照合，

分析し，議会に報告する役割を果たしている。

NCESは 1970年代から K-12の学校や教育機関に

向けたデータ収集のためのハンドブックを作成

している。ハンドブックには教育データの項目

や定義，コードセットが掲載されており，標準

としての役割を果たしていた。 

US の CEDS よる共通語彙の定義 

 州が教育に対する責任を持っている US では，

教育制度やそれをサポートするシステムも州単

位で運営されているが，システムの利用が広が

ると，州の間でのデータの相互運用性が課題と

して顕然化してきた。例えば州をまたがる転校

や大学進学では，生徒情報をシステム間で正確

かつ迅速に共有することが難しく，生徒に十分

な教育サービスを提供することに困難が生じて

いた。程度は違うものの同様の問題は一つの州

の中でも見られ，共通のデータ標準が必要であ

るとの認識が教育関係者の間に広がって行った。 

 NCES は 2002 年に施行された教育科学改革法 

(Education Sciences Reform Act) に基づいて

技術ワーキンググループを組織し，教育に関す

るデータの質を向上させるための共通の標準を

確立するための検討を始めた。そして 2009 年に

就学前教育から企業内教育に至るすべての教育

分野 (P-20W) に共通の語彙やデータモデルを

定義して活用するためのプロジェクトとして，

Common Education Data Standards (CEDS) が

開始された。初期は連邦の省庁や州の教育省，

大学関係者や民間の団体の代表など 200 名近く

がステークホルダーグループを構成し，全教育

分野で共通して利用可能なデータ標準を構築し

て行った。バージョン６以降は誰もが参加でき

るオープンコミュニティとして開発・管理が行

われている。最新バージョンはバージョン 7.1

である。 

 データ標準は，まず対象分野として表 1 に示

すようなドメインを定義している。その下に，

学校，生徒，保護者，職員と言ったカテゴリー

を示すエンティティを置き，さらにエレメント

と呼ばれるデータ項目を置く階層構造を取って

いる。例えば欠席の理由の一覧が一つのエレメ
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ントで，そこには病気やケガ，交通機関の遅れ

などの 11 の理由が，それぞれを示すコード 

(ID) と共に定義されている。例えば「欠席 - 

病気，けが，健康管理または検査」はコード

13925 で，定義は「健康関連の予約を含む，身体

的または精神的な個人的な病気または怪我のた

めの欠席。これには隔離などの特異な場合も含

まれる。」となっている。2018 年 1 月に公表さ

れたバージョン 7.1 では，およそ 1700 のエレ

メントが定義されている。

 CEDS が定義するデータ標準は，Web サイトで

公開されると共に Excel ファイルとしてダウン

ロードもできる。また XML として表現する場合

のスキーマやサンプルデータベースを作成する

ための SQL ファイルが提供されている。 

 CEDS の利用は強制ではないが，多くの技術標

準規格や公的な仕組みがこの CEDS の定義に従

っており，例えば国全体の教育に関する統計デ

ータを取るにはこの CEDS の定義が基になって

いる。US だけでなく英語圏における教育ビッ

グデータの成立に大きく貢献している。 

イギリスの Common Basic Data Set (CBDS)

イギリスの初等中等教育では，教育省が主導

して，先生の負担をなるべく少なくしながら学

校の状況を的確に把握する目的で，よりトップ

ダウンでデータ標準の確立が進められて来た。 

 具体的には 2000 年にデータ収集のための項

目とコードセットを定義した Common Basic 

Data Set（CBDS）を公開している。データ項目

は ID，名称，定義，データ形式を記述した標準

的なもので，2018 年の時点で約 600 のデータ項

目が定義されている。これらは毎年改定されて

システムベンダー向けと学校向けのガイドライ

ンとして公開され，システムベンダーはそれに

従ってシステムを更新し，学校はそれらのシス

テムを日常的に利用することで，必要なデータ

が人の手間をかけずに集約できるようになって

いる。 

日本における状況 

 日本の教育分野ではデータ標準に関する活動

はこれまでほとんど行われておらず，システム

ベンダーや自治体，学校法人が独自にデータ項

目やコードセットを定義している。 

 数少ないデータ標準の実例は，全国地域情報

化推進協会 (APPLIC) が行っている「教育

情報アプリケーションユニット標準仕様」で， 

学校において法的に定められている指導要録

や健康診断票についてのデータの規格を制定

している。 

 また，総務省が 2017 年から 3 か年計画で

進めている「スマートスクール・プラットフ

ォーム実証事業」では，いわゆる校務系と学

習系のシステム間のデータ連携の仕様を検討

しており，「スマートスクール・プラットフォ

ーム標準仕様」として学年，校種，教科・学

科，保健室来室原因などの項目にコードが振

られる予定である。事業終了時には一般に公

開される。 

 さらに，日 本 教 育 情 報 化 振 興 会 

(JAPET) の第 1 プロジェクトでは，初等中

等教育の学習内容を指し示すいわゆる単元

ID として，検定済教科書に共通する学習内容

表１ CEDS のドメイン 

ドメイン 内容 

Early Learning 就学前教育 

K12 初中等教育 

Postsecondary 高等教育 

Career and 

Technical 

キャリア・技術教

育 

Adult Education 成人教育 

Workforce 雇用開発プログラ

ム 

Assessments 試験評価 

Credential 資格情報 

Competencies 学習達成基準 

Learning Resources 学習資料 

Facilities 施設 

Implementation 

Variables 

実装変数 

Authentication and 

Authorization 

認証・認可 
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を抽出し，学習要素リストとしてまとめて 

ID を付与する試行を行なっており，小 5 算

数と中 2 理科のリストが作られて公開されて

いる。 

４ 考察と結論 

 教育においてデータを活用して広く教育改善

を行うためには，用語の定義やコードを含むデ

ータ標準の確立が不可欠であるが，US やイギリ

スに比べて日本は整備が遅れていると言える。

まずは文部科学省が行っている学校基本調

査などで利用されているコード体系や，スマ

ートスクール実証事業の成果，APPLIC のデ

ータ標準など既存のデータ標準をまとめ，ワ

ンストップの教育のデータ標準に関する

Web サイトとしてまとめて，オープンに誰で

も活用できるようにすることが望まれる。そ

の上で，不足する分を検討，制定して行く組

織やプロセスが必要となる。 

 データ標準は制定して公開するだけでは不

十分で，システムやツールが実装し，教育機関

が日常的に活用することで，初めて実効性を持

つ。その実現のためには，文部科学省を始めと

する省庁の裏付けが必須であると同時に，利用

するためのモティベーションを喚起して実利用

に結びつける政策誘導が望まれる。 

 文科省は，先に上げた最終まとめの中でロー

ドマップを示しており，「データの標準化 (学

習指導要領のコード化)、学習履歴 (スタディ・

ログ) 等の諸課題の検討」を 2020 年度中に終

わらせるとしている。データ標準の確立は喫緊

の課題であり，迅速な政策実行が求められる。 

５ 今後の課題 

 教育におけるデータの利活用には，個人情報

保護法を背景に，データ収集と活用のルールの

明確化が求められる。その人のデータはその人

のために利活用することを前提に，他の分野と

も連携した広い合意が必要であり，議論の活性

化と社会的な合意の成立が求められる。 
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ＩＣＴを効果的に活用した授業改善を促す支援の在り方 

南口 周哉（美郷町教育委員会） 

概要：学習の基盤として新学習指導要領に「情報活用能力」が明記されるなど，コンピュータ等

の情報手段を適切に活用した学習活動の充実が求められている。美郷町教育委員会では，平

成 27 年度よりＩＣＴを段階的に整備（今年度小学校 1 年生に配備し全ての小中学生に 1 人

1 台タブレット端末配備完了）し，それと並行して，授業改善の手段としてＩＣＴの活用方

法について実践を積み重ねてきた。本稿では，行政（町教委）と学校（町教育研究会）とが

一体となって進めてきた授業改善への取組を報告する。 

キーワード：ICT 活用，タブレット端末，授業改善

１ はじめに 

 情報化，グローバル化が急速に進み，将来 

を見通すのが難しくなっており，今後より一 

層その傾向が強まると考えられる。そのよう 

な社会を生きる子ども達には，試行錯誤を繰 

り返しながらも，他者と協働しながら粘り強 

く答えを創り出していくことができる力が必 

要となってくる。 

 このような力を育成するため ICT の活用は

極めて有効な手段の一つである。時間や場所

を越えた多様な人や情報との対話を通じて，

知識を相互に関連付けてより深く理解したり，

情報を精査して考えを形成したり問題を見出

して解決策を考えたりする力の育成を可能に

する有効なツールとして，考えられるからで

ある。 

  美郷町では，平成 27年度より ICTを段階的 

に整備してきた。平成 27，28年度は，文部科 

学省の「ICTを活用した教育推進自治体応援 

事業」の指定を受け、活用実践を図ってきた。 

本稿では，１人 1台のタブレット端末をは 

じめとする ICT の環境を効果的に活用した授

業づくりを推進するため町教委が取り組んだ

支援について報告する。 

２ ICTの整備状況と支援の方法 

（１）ICT整備状況

＜平成 22年度＞ 

 全教室に 50型テレビ，各校 1台ずつ IWB 

＜平成 26年度＞ 

 職員室・普通教室に無線ネットワーク，全 

職員にタブレット端末 

＜平成 27年度＞ 

特別教室・体育館に無線ネットワーク，ユ 

ニット型電子黒板，小 4以上・全中学生に

タブレット端末，ICT支援員 1人

＜平成 29年度＞ 

 小 3にタブレット端末，デジタル教科書（小 

中全学年 5教科），ICT支援員 1人追加 

＜平成 30年度＞ 

 小 2にタブレット端末，Pepperを各校 2台 

（ソフトバンク社会貢献プログラム 2に参加） 

＜令和元年度＞ 

小 1にタブレット端末（全小中学生に１人 
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1台タブレット端末配備完了） 

（２）支援の方法

  ICTを整備するだけでは，先生方が積極 

的に活用し，授業改善に取り組むことは難 

しい。機器のメンテナンス，更新，操作支 

援，どう活用していけばいいのか，現場の 

先生方の不安を解消するため以下のような 

支援を行った。 

○学校を支援する組織（ICT教育推進会議）

を立ち上げ，町の教育研究会と連携を図

る。主な内容は，以下の通りである。

・町の方針（ICT活用の目的など）伝達

・各校で年間 2 回ずつ ICT を活用した授

業公開

・外部講師を招いての研修

・先進校視察（研究会）の旅費補助

○ICT支援員の配置（4校で 2名の配置）

・授業支援（授業計画の作成支援，機器の

準備，操作支援） 

  ・環境整備（日常的メンテナンス支援，ソ

フトウェアの更新）

３ 実際の取組 

（１）授業公開について（平成 30 年度実施） 

ICT教育推進会議の取組として，各校が 2

回ずつ ICTを活用した授業を公開し，研修

した。 

＜小学校＞ 

No. 学年 教科等 単元 

① 1年 算数 たし算 

② 2年 算数 図を使って考えよう 

③ 3年 算数 かけ算の筆算のしかたを考えよう 

④ 4年 算数 広さを調べよう 

⑤ 4年 総合 石見銀山・銀山街道を発信しよう 

～Pepper活用～ 

⑤ 5年 算数 図形の角を調べよう 

⑥ 5年 総合 1年生に学校案内をしよう 

～プログラミングを活用して～ 

＜中学校＞ 

No. 学年 教科等 単元 

⑦ 1年 保体 バスケットボール 

⑧ 3年 理科 化学変化とイオン 

⑨ 3年 保体 器械運動 

⑩ 3年 数学 関数 y＝ax 

表１ 平成３０年度研究授業一覧 

 どの授業においても，ICTの活用は授業の

ねらいに迫るために有効であったかどうかを

中心に協議を行った。研究授業・協議には，

小学校の授業に中学校の教員，中学校の授業

に小学校の教員も参加することで，協議が深

まるだけでなく，小中９年間を見通してどん

な力を身につける必要があるかなどを共通認

識できる機会ともなった。また，この機会を

通じて町教委の考えを伝えることで、４校が

同じ方向を向いて ICT活用の実践に取り組む

ことにもつながった。 

2 

図２ グループでの話し合い 

図１スクールタクトを使って自分の考えを説明 
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① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ 

興味・関心の創出 ● ● ● ● ● ● 

思考の深化 ● ● ● ● ● ● 

表現力の向上 ● ● ● ● 

思考・表現力の向上 ● 

情報の共有 ● ● ● ● ● ● ● 

情報の収集 

知識の定着 ● 

その他 ● 

表２ 各研究授業におけるＩＣＴ活用の目的（丸数字は，表 1の授業番号と対応） 

（２）外部講師を招いての研修 

◆「美郷町ＩＣＴ教育夏期研修会」

テーマ：主体的・対話的で深い学びと ICT の

効果的な活用について 

講 師：藤村裕一氏 

鳴門教育大学大学院 

遠隔教育プログラム推進室長 

 毎年，鳴門教育大学の藤村裕一先生には，

夏期休業中に美郷町に来ていただき，町内全

教職員対象に講演をしていただいている。直

近の動向を踏まえ，分かりやすく，理論と実

践の両面から話をしていただいた。 

図３ 研修の様子 

＜研修後の感想＞ 

・ICTの効果的な活用についてだけでなく，

日々行っている自分の授業を振り返り，見

つめ直すよい機会となった。 

 ・「主体的・対話的で深い学び」の授業のイ

メージを持つことができた。その学びを

成立するためにも問題を発見する力を育

てていけるようにしたい。 

・ICTの効果的な活用をするために，あたり

前のことであるが教科の授業を充実させ

ることや学級経営等の基盤を大切にしな

くてはならないと感じた。 

◆「美郷町ＩＣＴ教育授業研修会」

  鳥取県エキスパート教員 

岩﨑有朋先生による師範授業 

図４ 授業の様子 
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 「タブレットを使った授業はどのようにし

ていけばいいのか？ICT を使った授業を見て

みたい」という先生方の要望を受け，鳥取県

のエキスパート教員岩﨑先生をお招きし，町

内の各中学校で生徒に対しての理科の師範授

業をしていただき，研修を深めた。 

 授業研修を通して，ICTの活用だけでなく，

デジタル（タブレットなどの ICT）とアナログ

（実物、ノートなど）を併せて使う必要性，教

材研究（何をどのように学ばせるのか）の大

切さ，そして授業に対する心構えなど多くを

学んだ研修となった。 

４ 成果と課題 

 教育委員会では，ICTの活用は，『目的では

なく手段であること、デジタル（タブレット

などの ICT）とアナログ（黒板，実物，ノート）

を併せて使う，適した方を使う』ことを様々

な場で伝えてきた。各学校においても，研究

の視点を明確にし，試行錯誤しながら実践を 

積み重ねてきた。最近のアンケートで，小中

学校のほとんどの担任が毎日何らかの形で

ICT を活用した授業を展開していることが分

かった。 

 学級の友だちとの間で話し会う活動を通じ

て、自分の考えを深めたり広げたりすることが

できている  肯定的な回答の割合 

平成２９年度 令和元年度 

小学校 ５４．６％ ７２．２％ 

中学校 ６０％ ７５．９％ 

課題の解決に向けて自分で考え、自分から取り

組んでいた  肯定的な回答の割合 

平成２９年度 令和元年度 

小学校 ６６％ ８５．２％ 

中学校 ８０％ ８５．３％ 

表３ 授業改善に関する児童生徒アンケート 

表４ 授業改善に関する教職員アンケート 

表３，表４からも，授業改善の取組が進ん

でいることがうかがえる。 

また，昨年度町内３つの小中学校が，ＪＡ

ＥＴの「学校情報化優良校」に認定されたの

も大きな成果の１つといえる。 

 しかしながら、ICT の効果的な活用につい

ては，まだまだ道半ばである。授業改善に向

けた取組と合せて，１人 1 台タブレット端末

がある強みをさらに活かしていくことも今後

の課題をいえる。これからも教育委員会と学

校が連携を図り，美郷町の宝である子どもの

成長のために支援を進めていきたい。 

参考文献 

文部科学省（2017）小学校学習指導要領総則 

天笠 茂編著 平成 29 年改訂 小学校教育

課程実践講座 総則， ぎょうせい  

※「Pepper」は，ソフトバンクロボティクス株 

式会社の商標です。 

平成３０年３月 
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授業に関する教員個人の業務量に着目した指標開発の試み 

久保田 淳（宮城県仙台二華高等学校教諭・東京学芸大学教職大学院） 

・高橋 純（東京学芸大学） ・藤野 智子（東京学芸大学）

概要： 平成 29 年度文部科学省委託「公立小学校・中学校等教員勤務実態調査研究」は，26 の

業務項目と教員の置かれた状況など多くの調査項目とを掛け合わせて，各項目の平均所要

時間と相関のある影響要因とを提示することに貢献した。そのうえで今後は，教員個人へ

の業務の集中や時期的な偏重を明らかにすることができれば，個々の教員の問題はさらに

解消に向かうと考えられる。 
そこで個人の業務量を確認する指標の開発を試みたい。まず最も時間を費やす項目であ

る授業と授業準備に着目する。準備等に負担となる要因を調査・収集して項目に整理し，

上記調査の所要時間などを参考に，標準的な係数と式の開発を試みる。 

キーワード：働き方改革，業務偏重，時期的偏重，業務量指標，業務ポイント(GP)

１ はじめに 

働き方改革にむけた動きが教育現場でも始ま

ってはきたものの，実際の改革につながる根本

的な方法はまだ明らかにされていないと考えら

れる。本研究では，学校業務の中でも教師の中

心的業務である授業とその実施のために必要と

なる業務に焦点を当て，全体の業務量や正規の

勤務時間などとの割合を捉える分かりやすい指

標を検討する。 

２ 研究の方法 

（１）調査対象

授業とその実施のために必要となる業務

をリストアップするため，各都道府県の教育

研修センター発行の初任者向け授業ガイド

ブックを用いる。独立行政法人教職員支援機

構の web サイトにある各教育委員会等作成

教材一覧のページ*1 にて，キーワード「学習

指導と評価」学校種「高等学校」で検索した

絞り込み結果（154 件）の中から，個別のケ

ースや単一教科のみ扱っているものを除い

た，授業づくり全般について扱っている冊子

ものを抽出する（該当 5 件）。 

業務項目の所要時間は，平成 29 年度文部

科学省「公立小学校・中学校等教員勤務実態

調査研究」（以下，実態調査とする）の平日・

中学校の値を参考にする。 

（２）分析方法

① 授業とその実施のために必要となる業

務を，実態調査では「教育（授業関係）」(p.59

表 4-1)としている*1 ことから，本研究でも

これを準用する。前述の 5 件のガイドブッ

クから，教育（授業関係）の実施に必要な

手順や項目についての表記に当たる部分

を抜粋し，種類ごとに分類しそれぞれを代

表する項目名を付ける。各項目について掲

載のあったガイドブックと共にリスト化

し，表記数や表記内容から重要度も付する。 

② 以上の項目を発生頻度で整理する。時間

割が１週間で完結することが一般的であ

ることから，発生頻度は週単位で整理する。 

③ 業務量を捉える分かりやすい指標とし

て，5 分間＝1 ポイントとする業務ポイン

ト(GP)表記を使用する。設定の根拠として

は，正規の勤務時間(7 時間 45 分)に法定の

休憩時間(45 分)を加えた勤務拘束時間（以
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下，法定勤務時間）が 510 分(8 時間 30 分)

となり，これを百とすることで，法定勤務

時間に対する各業務の占める割合や超過

勤務の割合などが百分率として捉えやす

くなると考えたからである。510 分間の 1

パーセントは 5.1 分間であるが，分かりや

すい指標を目指すため，近似値の 5 分間を

1GP と置いた。 

実態調査の各業務項目の所要時間をす

べて GP に変換する。GP 表記の分かりや

すさを検討するため，１日当たりと週当た

り両方の GP 値を掲載するものとする。実

態調査では対象期間を「通常期(長期休業期

間を除いた時期)の平均に最も近いと考え

られる時期に設定した」(p.20)とあること

から，変換した GP 値を，平日の授業日ま

たはその週の，代表的な基準値として扱う。 

④ カレンダーや勤務校の年間行事予定表

をもとに，上述の「通常期」に該当する実

際の日数・週数を計上する。 

⑤ 「通常期」に該当しない平日の実態を整

理し，平日の授業日に当たる実日数を把握

する。

⑥ 平日の授業日とそれ以外の時期における

教育（授業関係）の項目それぞれについて

可能な限り GP を設定する。実態調査の所

要時間をもとに，本研究で整理した教育

（授業関係）の項目に対し，発生頻度別に

GP を設定する。この時実態調査の項目が

複数に対して該当した場合は，その所要時

間を案分する。また本研究で重要性を付し

た項目については，他よりも倍の時間が案

分されるように計算する。 

⑦ 案分された GP を本研究の項目ごとに集

計して，平日の授業日の GP 総量などの基

本量を求める。この基本量を利用して，発

生頻度ごとに該当する週数をかけた値を

発生頻度別 GP 値として設定する。

⑧ 以上を総合した，教育（授業関係）の業

務量を表す数式を設定する。 

３ 結果 

都道府県教育研修センターのガイドブックか

ら抽出した，教育（授業関係）の実施に必要な

手順や項目を，表１に示す。また，それぞれの項

目を一年の中の発生頻度で整理した（表２）。 

実態調査の平日・中学校における各業務項目

の所要時間を業務ポイントに換算した（表３）。 

平日の授業日とそれ以外との整理を試みた結

果（表４），生徒の出席を要する日は 41 週だっ

 表１ 教育(授業関係)に必要な項目 神奈川県*1 岡山県*2 徳島県*3 千葉県*4 愛媛県*5 計 
A. 〇 〇 〇 3 
B. 年間計画・シラバス作成 ◎ 〇 ◎ 〇 6 
C. 教 科 書 ・ 教 材 選 定 〇 ◎ 3 
D. 単 元 設 計 ・ 単 元 計 画 ◎ ◎ ◎ 〇 8 
E. 指導案 (本時)・教材準備 〇 ◎ 〇 ◎ 〇 8 
F. 形 成 的 評 価 の 作 成 ◎ 〇 ◎ 〇 6 
G. 形 成 的 評 価 の 実 施 〇 〇 〇 〇 4 
H. 総 括 的 評 価 の 作 成 〇 〇 〇 〇 4 
J. 総 括 的 評 価 の 実 施 〇 〇 2 
K. 授業研究・研修・改善 〇 〇 ◎ 6 

出所： *1 神奈川県立総合教育センター「高等学校初任者のための『授業づくりガイド』平成 30 年度版 *2 岡山県総合教育

センター「授業づくりハンドブック～学習指導案と学習評価の考え方について～」平成３０年３月 *3 徳島県立総合教

育センター「教員のための授業の手引き 阿波っ子の未来 徳島スタンダード」平成 28 年 3 月 *4 千葉県総合教育セ

ンター「授業づくりガイドブック－授業力アップ」平成 27 年３ 月改訂 *5 愛媛県総合教育センター「分かる 考える 伸

びる 授業づくりの基礎・基本～10 のポイント～目標と指導と評価の一体化を目指して」平成 27 年 3 月発行

※ 〇は表記のあったもの，◎については内容に重み付けが感じられたもの，付された( )書きは扱う際の注意点などの記

載を簡潔に抜粋したものである。

※ 上記項目以外に，留意点として多くに共通してうたわれていたものが以下の通り。「評価による授業の振り返り(R-

PDCA)」…主に j に関連，「ICT 活用」…主に e，「指導と評価の一体化」…主に d，「教室環境・教具の改善」…主に j

※ 右端の数値は，〇を１点，◎を２点とし，更に註２の留意点に関連する項目へ重要度の加点１点を加えて，集計したも

の。10 項目に対し総点 50 点だったことから，5.0 点を上回った項目(B, D, E, F, K)を重要度の高い項目として扱う。
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た。また，勤務日であっても生徒の登校しない

日は年間で 6週程度あった（表５）。長期休業期

間の業務実態は実態調査の対象から外れていた

ので，類推を行っていない。表１，表３の内容を

統合し，GP の案分などの処理をしたものが表

６である。この基準量をもとに表２の発生頻度ご

とに GP 総量を整理した（表７）。 

４ 考察 

表１は，教師が経験的に捉えていることを客

観的な項目にリストアップすることを目的とし

表２ 教育(授業関係)項目の発生頻度 
⓵ 年１回程度 … A, B, C, (K) 
⓶ 年２～４回，季節・学期ごと … (D), (F), H, J, (K) 
⓷ 年５～１０回，1～２か月ごと … (D), (F), (G), (K)
⓸ 月２回以上～毎週必要 … E, (G), (J), (K) 

著者作成 
※右側の A~K の記号は表１と対応する。発生

頻度が複数に該当する場合は( )を付した。

表３ 各業務項目の業務ポイント(GP)一覧 

 
出所：１日の学内勤務時間は平成 29 年度文科省委託「公

立小学校・中学校等教員勤務実態調査研究」p.53 表

3-1 から，それ以下の項目は，同調査 p.55 表 3-4 から

平日・中学校の値を抜粋。他の項目は筆者が計算。

※100GP で，全勤務時間となる。

１日 １週 １日 １週
法定勤務時間（拘束時間） 8:30 42:30 102 510
正規の勤務時間 7:45 38:45 93 465
法定休憩時間 0:45 3:45 9 45

学内勤務時間 11:32 57:40 138 692
（持ち帰り含まない）
a 朝の業務 0:37 3:05 7 37
b1 授業（主担当） 3:05 15:25 37 185
b2 授業（補助） 0:21 1:45 4 21
c 授業準備 1:26 7:10 17 86
d 学習指導 0:09 0:45 1 9
e 成績処理 0:38 3:10 7 38
f 生徒指導（集団） 1:02 5:10 12 62
g 生徒指導（個別） 0:18 1:30 3 18
h 部活動・クラブ活動 0:41 3:25 8 41
i 児童会•生徒会指導 0:06 0:30 1 6
j 学校行事 0:27 2:15 5 27
k 学年•学級経営 0:37 3:05 7 37
l 学校経営 0:21 1:45 4 21
m1 職員会議・学年会などの会議 0:19 1:35 3 19
m2 個別の打ち合わせ 0:06 0:30 1 6
n1 事務（調査への回答） 0:01 0:05 0 1
n2 事務（学納金関連） 0:01 0:05 0 1
n3 事務（その他） 0:17 1:25 3 17
o 校内研修 0:06 0:30 1 6
p 保護者・PTA対応 0:10 0:50 2 10
q 地域対応 0:01 0:05 0 1
r 行政•関係団体対応 0:01 0:05 0 1
s 校務としての研修 0:12 1:00 2 12
t 会議・打合せ（校外） 0:07 0:35 1 7
u その他の校務 0:09 0:45 1 9

時間:分 GP(1GP=5分)

表４ 年間の曜日・週数  ３６５日  ５２週

年間の土曜日曜数 １０４～１０５日 
年間の平日数 ２６０～２６１日 

年間授業日数 ２０５日程度* ４１週** 
残りの平日の数 ５５日程度 １１週** 

著者作成 
*筆者勤務校実績より

平成 30 年度宮城県仙台二華高等学校授業日数 206 日

平成 29 年度宮城県宮城第一高等学校授業日数 208 日

平成 28 年度宮城県宮城第一高等学校授業日数 204 日

**１週を平日５日間として換算

表５ 授業日を除いた平日 ５５日程度  １１週 
年末年始 １週 
年間祝日数 （１６～１７日） ３週程度 
夏季特休 （４～５日） １週程度 

長期休業中の平日* ６週 

著者作成 
*正規の勤務日であり授業の無い日

表６ 教育(授業関係)項目ごとの基準量(週・GP) 
表１ 表３対応項目 GP の案分計算 基準量 
A l s 21/3+12/9 8 
B c  m1 o 86/5+19/12+6/9 20 
C c  m1 m2 86/10+19/24+6/6 10 
D c  m1 o 86/5+19/12+6/9 20 
E c 86/5 17 
F c e m1 86/5+38/5*2+19/12 34 
G c e  m2 86/10+38/5+6/18 17 
H e m1 m2 38/5+19/24+6/18 9 
J e  m2 38/5+6/18 8 

 K d  m2 o s 9+6/9+6/9+12/6 12 
著者作成 

※表１に表３を対応させて作成。

※A~K の記号は表１と対応する。重要度の高い項目は太字

で表記し，他の項目よりも倍の比重を設定する。

※a~u は表３の項目で，A~K の含まれるものを想定した。

※a~u の出現数でそれぞれの GP を案分し，足したものを

基準量とした。

※b~e 以外は必ずしも教育(授業関係)のみに関わるものでは

ないことから，元の GP 値を 3 で割った値を使用する(学
校業務は教科教育・教科外活動・分掌の 3 つに大別され

ることから)。

表７ 教育(授業関係)項目の発生頻度別 GP 値 
④通常週 ③月１ ②季節１ ①年１

A. 教育課程 - - - 312 
B. 年間計画・シラバス - - - 780 
C. 教科書・教材 - - - 390 
D. 単元設計・計画 - 80 200 - 
E. 指導案・教材 17 - - - 
F. 形成的評価作成 - 136 340 - 
G. 〃 実施 17 68 - - 
H. 総括的評価作成 - - 90 - 
J. 〃 実施 8 - 80 - 
K. 研究研修・改善 12 48 120 468 

合 計 54 332 830 1950 
著者作成 

※①～④は表２に対応。表６の基準量をもとに，③は 4 倍

(4 週分)，②は 10 倍(10 週分)，①は 39 倍(39 週分)にし

た値をもって業務量の予想 GP 値とした。

※発生頻度ごとの GP の総計を最下段に表記している。
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た。調査対象は web 上で閲覧可能なものに限ら

れたが，複数の調査に基づいた項目であり，表

１の項目には大きな不足点はないものと考えら

れる。付した重要度については学校ごとの教育

目標により変化しうると考えている。 

法定勤務時間を 100GP とした GP 値で見る

と，割合が捉えやすい。例えば表３より，学内勤

務時間の 138GP という値から超過勤務が 38 

GP(=38%)あることがわかり，項目 b～e の GP 

(37,4,17,1,7)の合計(66GP)から１日の 66%を教

育（授業関係）に費やしていると読み取れる。 

また，表１にて教育項目を細分化したことで，

例えば指導と評価の一体化*3 の動きがより一層

進むと予想するならば，評価にかかわる項目の

GP をこの設定よりも上げておく，などの対応

も考えられる。所属校が目指すＩＢ*4 認定校で

は，通常期においても形成的評価などの業務が

普通科高校に比べて極端に多くなるという*5。

このように，教育環境の変化に応じて各項目の

増減を予測し，具体性のある対応や検討につな

がることを期待する。 

表４より「通常期」が 41 週であることから，

表３の１週あたり GP 値を 41倍することで各項

目の年間総量が求められる。項目「j 学校行事」

の年間総量は 1107GP，つまり 11 日ないし 2 週

程度が，生徒の出席を要するが授業は無い日(式

典・学校祭など)に相当する。以上より上述の 41

週のうち，実際の授業日は 39週程度であった。

本研究ではこの授業日 39 週を標準値として扱

う。ただし，各校においては実態を反映させる

ことでより明確な値にできる。 

表５について，長期休業など授業の無い平日

の業務量や過ごし方は，各学校や個人の実態に

より大きく差の生じる部分と思われる。 

実態調査によると，回答した中学校教員の平

均持ちコマ数は 19 コマであった(実態調査)こ

とから，持ちコマ数とその準備に必要な時間が

比例関係にあると仮定して，通常週にのみ次の

係数を積算すると，より実態に近づくと考える。 

持ちコマ数(ｃ)に対する準備 GP：54 / 19 × ｃ 

≒ 3ｃ (GP) 

※54 は表７の通常週合計 GP 値

５ 結論 

教育(授業関係)にかかわる標準的な週当たり

GP を表す式は以下のとおりである。 

※週当たり持ちコマ数：ｃ 

・通常週の教育(授業関係)GP  =  13ｃ *6

・月間教育(授業関係)GP  =  4×13ｃ + 332
※4は表７より 4週分の意，332 は同表月１の GP 値

本研究では，発生頻度と標準的な業務量が明

らかにした。その結果，通常業務量に加えて発

生する業務量をあらかじめ意図し，準備するこ

とへの貢献が期待できる。これは例えば，個人

の中で他の業務の時期をずらしたり，分掌・学

年など組織の中で責任者がメンバーの繁忙度合

いを具体的につかんでバランスを図ったりとい

った，具体的な業務管理が容易に進むことを意

味すると考えられる。 

６ 今後の課題 

本研究では実態調査を基礎研究として使用し

たため，持ちコマ数を基準にした標準的なケー

スの分析はできたものの，個人の環境の差にも

っと入り込むには担当科目数や同一教科担当者

数，経験年数などと教育(授業関係)項目との相

関から係数化することが必要になる。 

また，授業には教科担当者が行う教科教育と

は別に，道徳や総合的な探究の時間などは学級

担任が担当する。実態調査ではすべて「b 授業」

と合算で計上されていることから，教科指導と

担任業務を分離した調査が必要である。 

*1 https://www.nits.go.jp/education/materials/
*2 実態調査では，表２の項目「b1 授業（主担当）」「b2 授業

（補助）」「c 授業準備」「d 学習指導」「e 成績処理」を「教

育（授業関係）」としている。
*3教育課程審議会答申(平成 12 年 12 月)
*4 国際バカロレア。2019 年現在宮城県仙台二華高等学校は

ＩＢのＤＰ（ディプロマ・プログラム）候補校である。
*5赤羽(2018)によれば，ＩＢ認定校の授業運営上の大きな特

色は，単元設計に抱き合わせて詳細で多岐にわたる評価規

準とその基準（ルーブリック）を設定し，事前に児童生徒

に提示して授業を進める点にある。そのため形成的評価を

積み上げていくことがより重視され，観察，ワークシート

等の記録，成果物などから複数の教師で評価をすり合わせ

るといった作業機会なとも多数必要になる。
*613c ≒ 10ｃ+ 54/19×ｃ ※10 は１授業 50 分=10GP より。
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未来を LEADする人材育成のためのカリキュラム・マネジメント 

― 資質・能力の自校化とその育成を図る試み ― 

久保田聡子・和泉田政德（川崎市立川崎高等学校附属中学校）・木原俊行（大阪教育大学大学

院）・椎名美由紀・和田俊雄（川崎市総合教育センター）・福山創（川崎市立下平間小学校）・

胡啓慧（東京学芸大学連合学校教育研究科）・野中陽一（横浜国立大学教職大学院） 

概要：本校の教育目標は「こころ豊かな人」，その目標を達成していく上での生徒育成目標は「未来を

LEAD する人材を育成する」である。本研究ではその具体を「主体的に思考し，情報および情報手段を

自ら選択・活用し，人との関わりを大切にしながら他者の思いや考えを受け止めて行動できる人」と定

義し，そこで必要となる資質・能力を「問題解決能力」「ICT(情報)活用能力」「ダイバーシティ・コミ

ュニケーション能力」と考えた。そしてこれら自校化した資質・能力を育成するために総合的な学習の

時間を軸としたカリキュラム・マネジメントを行う中で生徒たちに身に付いた力の自覚をはじめとし

た成果が見られた。 

キーワード：カリキュラム・マネジメント，資質・能力，自校化，単元デザイン，タブレット端末

１ はじめに 

 本校は平成 26 年に開校した，まだ歴史の浅

い学校である。開校にあたり，これからの社会

を想定して，校内における ICT環境を整備する

とともに，生徒には BYODによる一人一台タブレ

ット端末環境を保証している。そのような環境

のもと本校の教育目標，その達成にも関わる生

徒育成目標として掲げる「未来を LEAD する人材

を育成する」の実現に向けた具体的な取り組み

を研究していきたいと考えた。そこでは「未来

を LEADする人」に必要となる資質・能力の育成

を図っていくことになるのだが，それらは本校

の教育課程に基づき組織的かつ計画的に行って

こそ図ることができる。先に「論点整理」（文部

科学省 2015）に示され，その後告示された「新

学習指導要領総則」（文部科学省 2017）の中で

も，カリキュラム・マネジメントに取り組んで

いくことの重要性が明示されている。このよう

な時代的背景も追い風にしながら本校が目指す

生徒育成のためにカリキュラム・マネジメント

の実践的研究に取り組みたいと考えた。そこで

は総合的な学習の時間（以下「総合」）を軸とし

て「問題解決能力」「ICT（情報）活用能力」「ダ

イバーシティ・コミュニケーション能力」の育

成を目指した。ここではその研究実践について

報告する。 

なお，本研究はパナソニック教育財団による

助成を受けて行った。 

２ 実践の概要 

 実施時期は 2017 年 4月から 2019年 3月で 

ある。2年間で行った主な実践を後に示す。 

（１）カリキュラム・マネジメント表「学びの

地図」の作成 

カリキュラム・マネジメント表（表１）は，

学年ごとに作成しており，各教科等で自校化し

た資質・能力の育成をどの単元で行っているの

を見て取ることができるものである。 

表１  2018 1学年 カリキュラム・マネジメント表「学びの地図」

（部分）
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問題解決能力は黄色，ICT（情報）活用能力は

水色，ダイバーシティ・コミュニケーション能

力は緑色で表している。また，それぞれの資質・

能力の育成を教科横断的になされているものは

その関係を矢印でつないでいる。矢印が太いほ

ど，育成が加速されることが期待される。また

矢印の色については教科から総合の学習活動に

関連することを示すものを緑色，総合から教科

は赤色，教科から教科については青色で示して

いる。 

この「学びの地図」は、年度初めに作成して

この表に基づいて自校化した資質・能力の育成

を図っていくが，途中適宜見直しをした。また，

年度末には学年全体で見直しをし，実施の有無

や，資質・能力の育成を図るとした単元で実際

に育成を図れたか等を確認した。その後，計画

カリキュラムから実施カリキュラムへと修正し，

次年度の学年へと引き継いだ。引き継がれた後

は新しい学年の生徒の実態に応じてさらに修正

を加えていった。 

（２）自校化した資質・能力とその育成のため

の取り組み 

ア 問題解決能力育成のための手立て

問題解決能力の育成は，主に本校の特色ある

学習の一つでもある総合における学習活動を

通して育成を図ることを目指した。 

総合では，生徒個々の問題解決能力を中心と

した能力を高めるために、「つかむ」「さぐる」

「みがく」「ひらく」の四つのステップで学習

を進めていくものとした（図１）。内容は年度

によって多少異なるが，1 年は農業，2 年は職

業，3 年は川崎市を切り口としている。 

1 年前期は調査・研究の進め方をはじめとし

たスキル学習的な要素が強いグループ学習だ

が，後期からは個人で課題を設定し，身に付け

たスキルを生かしてまとめたものを発表する

学習となる。このようなステップを踏む学習を

3 年間スパイラルで行うことで，問題解決能力

が育成を目指した。 

た，問題解決能力は総合だけで育成するので

はなく，各教科等の時間の中でも行うものと考

え，「課題発見・情報収集・整理分析・まとめ

表現」といった学びのプロセスを意識した学習

を組み込んだ単元を作って実践した。 

イ ICT（情報）活用能力育成のための手立て

本校は BYOD による一人一台タブレット端末

環境を保証しているが，ICT スキルを身に付け

るために１年の夏休み前までの間に学校生活で

よく活用する ICTスキル等（情報モラルも含む）

との出会いを各教科等で設けた（表２）。 

また，そのスキルが身に付くよう，各教科等

で活用を想定した単元を設けた。それとともに

情報活用能力の向上のため，学校生活において

主体的な ICT活用を容認した。 

ウ ダイバーシティ・コミュニケーション能力

育成のための手立て 

先にも述べたが，ダイバーシティ・コミュニ 

ケーション能力とは，「多文化共生・多様性を認

めるコミュニケーション能力」と定義している。 

その能力を育成するための手立てとして，性別， 

人種，国籍，宗教，年齢，学歴など多様さを 

生かせる学習形態（ペア・グループ）を多く取 

り入れ，どの教科でも発表活動を取り入れるこ 

表２  ICT機器、アプリ等との出会い（１年） 

図１  LEAD学習 学びのプロセス 
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とを通して育成を目指した。そこでは「だれと 

でも」をキーワードとし，自己肯定感と相手意 

識をもち，現状から他者との関わり合いの中で 

自分の考えを伝え，それをさらにわかりやすく 

伝えるといった受信・発信をスパイラルで行う 

ことで能力の育成を図った（図２）。 

また，他の文化を知る，さまざまな立場に 

ある人への理解を深めるための各種取り組みを

学年および全校規模で行った（表３）。 

English Camp には，様々な国の ALT が参加し

ており，生徒たちは ALTたちと授業やレクリエ

ーションを通してコミュニケーションを取るだ

けでなく，ALT からそれぞれの国の文化や国民

についてのプレゼンテーションを受ける機会も

あった。そこでは質問等を通して考えを広げた

り深めたりすることにもつながった。 

LEAD講演会では，世界と関わる仕事に就く人

を講師に招き，講師の目を通してみた世界につ

いて講演をしてもらうことにより，世界への視

野を広げ理解につなげる機会となった（2018年

度は現 DELL 代表取締役会長の平手智行氏）。 

また，2年総合の「ようこそ先輩」では，職業

学習の中で併設型中高一貫校の特色を生かし，

本校福祉科に通う高校生を招いて進路選択につ

いてミニ講演をしてもらった。自分たちとは異

なる科へと進んだ先輩たちから，多様な進路と

考えがあることを学ぶ機会となった。 

このように，ダイバーシティ・コミュニケ 

ーション能力の育成に関してはカリキュラム・

マネジメントを支える三つの視点の一つでも

ある，外部（高校職員や高校生等の内部も含む）

人材の活用を多く取り入れていった。 

３．結果と考察 

各種調査の結果より 

（１）生徒アンケート（全 12問のうち抜粋）

アンケート調査は 2018年 10 月，2019年 3月

に実施した。 

問題解決能力に関する設問（図３）に対して 

「あてはまる」と「まあまああてはまる」とを

合わせた割合がいずれの学年も第１回から非常

に高く，いちばん低い１年生でさえ 87.4％とい

う数値を示した。「課題を解決する力はどのよう

な学習活動，教育活動を通してついたと思いま

すか」という設問に対しては、総合の時間を挙

げるものが多数いた。また，それ以外の教科も

多岐にわたって挙げられていた。この 2年，各

単元名 教科等 学 年 

English Camp 英語 1，2年 

EnglishChallenge 英語 全学年 

LEAD講演会 総合 全学年 

フィールドデイ 総合 全学年 

ようこそ先輩 総合 2 年 

学年道徳 道徳 1，2年 

図３ 問題解決能力に関する生徒アンケート結果 
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設問３（問題解決能力）

私は附属中学校に入学してから以前より、

問題を見つけて解決をする力が高まったと

思う。

図２ ダイバーシティ・コミュニケーション能力育成の構図 

表３ 2017・2018 多文化・多様性への理解を深める単元例 
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教科等で問題解決能力の育成を図る授業実践を

数多く積み重ねてきた。その取り組みが今回の

結果に反映されていると考えられる。 

ダイバーシティ・コミュニケーション能力に

関する設問（図４）においても，非常に高い数

値が示された。各学年とも多様性を受け入れて

生活をしているという意識が育っていることが 

グラフから読み取れる。先にも述べたが，本校

では多文化共生、他者意識をもつための授業の

工夫としてペアやグループでの活動を多く取り

入れている。そうした学習形態のほか，多文化

共生や多様性について感じたり考えたりする学

習も各教科等で行ってきた。そういった取り組

みが調査結果に反映されていると考えられる。 

（２）情報活用能力調査

 2018 年 7 月と 2019 年 2 月に情報活用能力チ

ェックリスト，キーボード入力，情報検索，グ

ラフ作成問題，フローチャート問題，プログラ

ミング問題の調査を実施した。

概ね各調査とも学習活動に即した順調な伸び

が見られた。その中で Excel のグラフ作成問題

の結果を見ると（図５）学年が上がるにしたが

って正答率も上がっている。このことから，学

習を繰り返し行うことを通してデータ処理およ

びグラフ作成等のスキルが高まっていると考え

られる。 

４．成果と課題 

 自校化した資質・能力の育成をどのように行

うかを示すカリキュラム・マネジメント表を作

成し，適宜修正を加えながら教育活動を展開し

ていくという一連の流れができた。そこでは核

となる行事や総合だけでなく，各教科等との取

り組みと関連づけて教科横断的に資質・能力の

育成図るという重層的なカリキュラム構造とし

たことも資質・能力育成の加速化につながった。 

また，ICT（情報）活用能力については，初期

段階に基本的なスキル習得を位置付けることに

より，特に情報収集やまとめ，発表を行う問題

解決能力育成の学習においてその力を発揮する

場面が多く見られた。このことから他の資質・

能力の育成にも効果的であることがわかった。

これも今回の研究の成果と言えよう。 

しかし自校化した資質・能力を三つとしたこ

とにより，カリキュラム・マネジメントの展開 

が複雑化したとも言える。育成する資質・能力

を重点化するなどの検討が今後の課題である。 

参考文献 

⑴文部科学省（2015）中央教育審議会 教育課
程企画特別部会 論点整理
http://www.mext.go.jp/component/b_menu/sh

ingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2015/12/11/1

361110.pdf

⑵文部科学省（2017）中学校学習指導要領 総
則
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/
education/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/
2019/03/18/1413522_002.pdf

73

65.5

64.7

60.7

64

55.5

27

34.5

33.6

35.9

34.2

42

0

0

1.7

3.4

1.8

2.5

0

0

0

0

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

3年第2回

3年第1回

2年第2回

2年第1回

1年第2回

1年第1回

設問８（ダイバーシティ・コミュニケー

ション能力）
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図５  グラフ作成問題の結果（4 段階ルーブリックで採点） 

図４ ダイバーシティ・コミュニケーション能力に関する生徒アンケート結果 
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思考力評価のフィードバックと振返りが 

学習者の認知欲求に及ぼす影響 

石原浩一（春日井市立東部中学校）・泰山裕（鳴門教育大学）	

概要：本研究の目的は，思考力評価のフィードバックと振返りが認知欲求に及ぼす影響の考察を通し

て，学習者の認知欲求を高める方法を明らかにすることである。認知欲求は「努力を要する認知活動に

従事したり，それを楽しむ内発的傾向」と定義され，思考力や「学びに向かう力・人間性」とも関連し

ている。思考力を評価し，生徒にフィードバックしたところ，実施群の方が非実施群よりも認知欲求が

高まった。また，フィードバック後の振返りを分析した結果，各内容について具体的に書けている生徒

ほど認知欲求が高かった。研究を通して，思考力評価結果を生徒にフィードバックし，振返りを具体的

に書かせることで認知欲求が高まる可能性が示唆された。	

キーワード：思考力評価，非認知能力，認知欲求，振返り，フィードバック

１ はじめに 

近年，非認知能力が注目されている（たとえ

ば無藤,2016）。Heckman（2015）は，非認知能力

を「肉体的・精神的健康や，根気強さ，注意深

さ，意欲，自信といった社会的・情動的性質」

と表現し，将来の社会的成功を決定づける重要

な要素として報告している。OECD では非認知能

力を「社会情動的スキル」と呼び，育成が目指

されている（OECD,2015）。また，新学習指導要

領（文部科学省,2017）では，３つの資質・能力

の１つとして「学びに向かう力・人間性」が示

された。「学びに向かう力・人間性」の評価可能

な側面の１つに「粘り強く学習に取り組む態度」

が挙げられた（中央教育審議会,2019）ことから，

「学びに向かう力・人間性」は非認知能力と類

似概念であると捉えることができる。	

多様な概念を含む非認知能力の１つに，「認知

欲求」がある。認知欲求とは，「努力を要する認

知活動に従事し，それを楽しむ内発的な傾向

（Cacioppo＆Petty,1982）」と定義されている。

また，認知欲求には認知能力との間に相関関係

が確認されている（Macpherson ら,2007）。これ

らのことから，認知欲求は思考力等の認知能力

を育成する上でも重要な要素の一つであると言

える。	

しかしながら，認知欲求に着目した研究は少

ない。Cacioppo＆Petty(1982)は，先述の定義に

基づいた認知欲求の尺度開発を試みている。信

頼性，妥当性の検討を経て，最終的に 34 項目か

らなる尺度を完成させた。また，小川ら（1999）

は批判的思考の文脈において，クリティカルシ

ンキング志向性と認知欲求の関連を検討し，両

者の関連性を見出した。さらに雲財ら(2017)は，

理科における認知欲求尺度を開発し，理科にお

いては小学校高学年の児童の方が中学生よりも

認知欲求が高いことを明らかにした。	

いずれにしても，認知欲求の育成を目的とし

た先行研究はほとんど見られない。一方，先述

のように認知欲求の育成は今後の学校教育にお

いてより重要となることが予想される。	

	 認知欲求などの態度面の育成に関しては，フ

ィードバックが有効であると考えられる。例え

ば豊田ら(2003)は，小論文指導において，教師

のフィードバックが高校生の批判的思考態度を

高めることを明らかにしている。しかしながら，

具体的にどうフィードバックすることが有効で

あるかは明らかにされていない。	

そこで本研究は，フィードバックが認知欲求
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に与える影響の考察を通して，学習者の認知欲

求を高める方法を明らかにすることを目的とす

る。その際，筆者が開発した思考力評価方法を

活用する（石原,2018）。思考力評価の結果を生

徒にフィードバックすることで認知欲求は高ま

るのか，また，どのようにフィードバックする

ことでより高まるのかを明らかにする。	

２ 研究の対象と方法 

（１）研究の対象

	 本研究は，愛知県 A市にある公立中学校第２

学年の生徒 158 人（５学級）を対象に行う。	

（２）研究の方法

	 2019 年５月から７月にかけて，中学社会科歴

史的分野において２単元の授業実践を行った。

実践開始前と終了後に，研究対象となる全生徒

に認知欲求尺度（神山ら,1991）を用いたアンケ

ート調査を行った。認知欲求尺度は，「その人が

普段からどれだけちゃんと考えたり，それを楽

しんだりする動機づけがあるのか」を明らかに

する心理尺度である。神山ら（1991）は，34 項

目からなる Cacioppo＆Petty（1982）の認知欲求

尺度を翻訳し，「あまり考えなくても良い課題よ

りも，頭を使う困難な課題のほうが好きだ」「考

えることは楽しくない」等，15 項目からなる日

本語版認知欲求尺度を作成した。信頼性と妥当

性も既に検討されている。	

（ア）思考力評価結果のフィードバックと振返

りが認知欲求に与える影響の検討 

思考力評価結果のフィードバックと振返りが

生徒の認知欲求に与える影響を検討した。５学

級をフィードバックと振返り実施群（３学級）・

非実施群（２学級）に分けた。実施群・非実施

群分けに関しては，できるだけ学力が同等とな

るよう教科担任と相談して行った。	 	

実施群の生徒には，まず，単元末にパフォー

マンス課題に取り組ませた。次に，その取組を

もとに筆者が思考力評価を行った。そして，そ

の結果をフィードバックし，模範的な作品を紹

介した上で振返りを書かせた。そのサイクルで

２単元実施した（図１）。なお，思考力評価につ

いては，石原（2018）のパフォーマンス課題を

思考スキルベースの長期的ルーブリックで評価

する方法を用いた。非実施群の生徒も同様に，

毎単元末にパフォーマンス課題に取り組ませ思

考力評価を行った。しかし，評価結果のフィー

ドバックは毎単元末に行わず，事後アンケート

後に２単元分の評価結果をまとめてフィードバ

ックし，振返りを書かせた。	

事前・事後アンケートによって，非実施群の

よりも実施群の方がより認知欲求が伸びるのか

どうかを検討した。	

	

	

	

（イ）振返りの記述と認知欲求の関係の検討

フィードバック後の振返りの記述と認知欲求

の関係について検討した。まず，実施群３学級

の生徒の振返りの記述を分類した。次に，事後

アンケートにおける認知欲求尺度の結果から，

生徒全体を認知欲求高群と低群に大別した。認

知欲求高群と低群は，全体の平均点を元に線引

を行った。そして，どのような振返りを書けて

いる生徒ほど認知欲求が高いのかを検討した。	

３ 結果と考察 

（１）思考力評価結果のフィードバックと振返

りが認知欲求に与える影響の検討	

	 表１は，思考力評価結果のフィードバックと

振返り実施群・非実施群における事前と事後ア

ンケートの結果について，平均点と標準偏差，

F 値を示したものである。なお，平均点の数値

が低いほど認知欲求が高いことを示している。

学習法と事前事後の２要因混合計画の分散分析

の結果，交互作用が有意傾向であった

（F=3.81,p<1.0）。そこで，事前事後別に学習方

法の単純主効果を検定したところ，事前では有
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意ではなかったが（F＜１），事後では５％水準

で有意であった（F=5.28）。また，学習方法別に

授業前後の単純主効果を検定したところ，非実

施群は５％水準で有意であり(F=4.52)，実施群

は１％水準で有意であった(F=23.89)。したがっ

て非実施群，実施群ともに認知欲求の向上が見

られたが，実施群の方がより向上したと言える。	

	

この結果から，思考力評価結果を生徒にフィ

ードバックし，振返りを書かせることで認知欲

求が高まることが示唆された。	

（２）振返りの記述と認知欲求の関係の検討

フィードバックと振返り実施群（３学級）の

生徒の振返りを分類した。その結果，「自分自身	

の良さの気づき」「自分自身の不十分さの気づき」

「友達の作品の良さの気づき」等６種類に分類	

することができた。その６種類について，記述	

が具体的か抽象的かという点も加えた 12 種類	

の視点で生徒一人一人の記述を分類した（表２）。	

分類結果と認知欲求尺度の結果を対応付けた

ものが表３である。１人の記述から複数の視点

が抽出される場合もあるため，各群の数値の合

計と生徒の人数は一致しない。対応付けの結果

を考察すると，認知欲求高群の生徒は，全ての

分類項目に対して抽象的な記述よりも具体的な

記述の方が多かった。特に，「次回に向けた方向

性」については，50 人中 31 人が具体的に記述

していた。一方，認知欲求低群の生徒は，全て

の分類項目に対して具体的な記述よりも抽象的	

な記述の方が多かった。とりわけ「次回に向け

た方向性」については，高群が 31 人具体的に記

述していたことに対し，低群では４人にとどま

った。	

これらのことから，課題解決の方向性が具体

的につかめている生徒ほど認知欲求も高い傾向

にあると言える。認知欲求の高い生徒は，日頃	

から課題解決を曖昧なままで終わらせるのでは

なく，「次はどのようにしたらより良く解決でき	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

表１ 検定結果 
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そうか」を具体的に振り返って次へと進んでい	

ると考えられる。その積み重ねが「次はできそ

う」という感覚をもたらし，認知欲求を高める

ことに繋がっているのではないだろうか。よっ

て，課題解決後の振返りを書かせる際，生徒一

人一人が具体的に解決の見通しを持てるよう，

視点を提示したり，書き方の支援を行ったりす

ることで「次はできそう」と感じさせ，認知欲

求の高まりを促すのではないかと考えられる。	

４ 結論 

	 本研究では，認知欲求を高める方法を明らか

にするために，生徒を思考力評価結果のフィー

ドバックと振返り実施群・非実施群に分け，事

前事後における認知欲求尺度の結果の差を検討

した。その結果，非実施群と比較し，実施群の

方が認知欲求が高まることが明らかとなった。

さらに，実施群の生徒の振返りを分類し，認知

欲求尺度の結果と対応付けを行った。その結果，

認知欲求の高い生徒は，振返りに対して具体的

に記述できていることが分かった。これらのこ

とから，思考力評価結果をフィードバックして

振返りを書かせること，その際具体的な振返り

が書けるよう支援することによって生徒の認知

欲求を高めることにつながる可能性が示唆され

た。	

５ 今後の課題 

	 今後の課題は，認知欲求を高める手立ての明

確化である。今回，認知欲求低群となった生徒

に対して，具体的に振返りを書かせるための手

立てを明らかにしたい。そして，具体的に振返

りが書けるようになることで認知欲求が高まる

のかを実践的に検証していきたい。	
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中国の「教育情報化 2.0」の動向について 

胡啓慧（東京学芸大学）・野中陽一（横浜国立大学） 

概要：2018 年 4 月中国教育部は「教育情報化 2.0 行動計画」を公表し，中国の教育情報化が「1.0 時

代」から「2.0 時代」に入った．「教育情報化 2.0 時代」は，1978 年改革開放以来 40 年間における中

国の教育情報化の発展に基づくものであり，人工知能などを代表する新しい情報技術を積極的に取り

入れ，教育の革新を指向している．本研究はその歴史的背景，特徴，目標，具体的な動きなどから教育

情報化 2.0 の動向を分析する． 

キーワード：教育情報化，教育情報化 2.0，教育情報化 1.0，中国

１ はじめに 

 2018 年 4 月，中国教育部は国レベルの総合的

な教育情報化の計画文書「教育情報化 2.0 行動

計画」を公表した．「教育情報化 2.0 行動計画」

の公表により，中国の教育情報化 2.0 時代の幕

が開かれ，中国の教育情報化は新たな段階に入

った．教育部副部長杜占元は「教育情報化 2.0

は，1.0 段階における「三通両平台（２の（２）

で説明）」に基づき，教育情報化のレベルを全面

的に向上させることで，中国の教育情報化を世

界の最先端にし，世界をリードする役割を果た

す．教育情報化によって教育現代化を推進し，

知能（インテリジェント）時代の教育の新たな

旅を開く．」と指摘している． 

本研究は中国の重慶，銀川，深圳における ICT

展示会，学校訪問などの調査，第 7 回日中教育

工学フォーラムへの参加及び文献調査を通して，

「教育情報化 2.0」の歴史的背景，特徴，目標，

具体的な動きなどを説明する． 

２ 教育情報化 1.0 

 「教育情報化 2.0」は「教育情報化 1.0」に対

応する概念で，「教育情報化 2.0」の意味を正確

に把握するために，まず両者の関係を明確にす

る必要がある．任（2018a）は明確にすべき 2点

を指摘した．第１に，2.0 段階における教育情

報化は，発展理念，構築方法などの点で前段階

における教育情報化と明らかに異なっている．

第２に，「教育情報化 2.0」は中国の教育情報化

の 40 年間の発展における成果で，中国の教育

情報化発展の必然である．それゆえ，「教育情報

化 2.0」は中国の改革開放以来の教育情報化の

発展に根ざす「歴史的」な視点を持つ必要があ

ることである． 

（１）中国における教育情報化の発展歴史

中国の教育情報化の始まりは，改革開放と同

時期であり，教育 1.0時代は 1978年から 2018

年までの 40 年を指す．この 40 年における主

要な出来事は以下の通りである． 

①1978 年の改革開放と同時に，中央電化教育館

が設立された． 

②1999 年の「教育改革の深化，全面的に素質教

育を推進する決定」には，「教育技術手段の現代

化と教育情報化のレベルを大幅に向上させる」

ことが書かれ，教育技術と教育情報化の重要性

が明確となった． 

③2002 年に，最初の教育情報化計画「教育情報

化「十五」発展計画（概要）」が公表された． 

④2012 年に，教育情報化発展の公式指導文書で

ある「教育情報化 10年発展計画（2011-2020年）」

が公表された． 

⑤2016 年に「教育情報化“十三五”計画」が公

表された． 

⑥2018 年に「教育情報化 2.0 行動計画」が公表

され，中国は「教育情報化 2.0」時代に入った． 

（２）「教育情報化 1.0」の成果 

「教育情報化 2.0」は，1978 年改革開放以来
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の 40 年間における中国教育情報化の発展に基

づくものである．最初の 40 年間の教育情報化

発展の特徴は「インフラ建設+ICT 設備+活用探

索」としてまとめることができる（任 2017）．

1.0 の特徴である「インフラ建設+ICT 設備+活用

探索」について，「五大進展」と「三大突破」で

説明することができる． 

杜(2018)によると，1.0 時代には，「五大進展」

と「三大突破」を達成した．「五大進展」とは，

「三通両平台」の構築と応用，教師の情報技術

応用能力の大幅な向上，情報技術のレベルの大

幅な向上，教育改革における情報化の役割の大

幅な向上，国際的な影響力の大幅な増加である．

「三大突破」とは，教育情報化応用モデル，社

会全体参加の促進メカニズム，および教育情報

化の発展の探求における大幅な進歩である． 

「三通両平台」は「インフラ建設+ICT設備+活

用探索」を含む「3つのリンクと2つのプラット

フォーム」を指す．「三通（3つのリンク）」は「ブ

ロードバンドネットワークを全ての学校へ」，

「質の高い授業を全てのクラスへ」，「オンライ

ンラーニングスペースを全ての学習者へ」届き，

「両平台（2つのプラットフォーム）」は「教育

資源公共サービスプラットフォーム」と「教育

管理公共サービスプラットフォーム」である（雷 

2018）． 

「三通両平台」の構築と活用によって，教育

情報化の基本的なインフラ構築と応用の普及を

達成し，教育と情報技術の融合を向上させ，教

育の平等の促進と教育の質の向上に寄与した． 

３ 教育情報化 2.0 

（１）背景

 「教育情報化 2.0」は「教育情報化 1.0」に基

づくものでありながら，新しい時代の教育の発

展の要求に対応するものでもある． 

呉ら（2018）は，現代社会が求める教育は「公

正で質の高い教育」であり，それを達成するた

めには，限られた質の高い教育資源を十分に共

有し，数多くの学習者の教育機会を確保しなが

ら，各学習者のニーズに合わせ，個別化，知能

化教育を提供する必要があると述べている．そ

のためにはビッグデータや人工知能などの新し

いテクノロジーを活用することが必要である．

ビッグデータ，人工知能，そして仮想現実など

新しい情報技術が普及し，特に人工知能技術の

急速な発展は伝統的な教育観を大きく変えた．

教育におけるテクノロジーの役割は，学習の支

援と効率向上にとどまらず，基本的な教育形態，

学校形態，さらには教育業界の基本形態さえも

直接変える力になっている． 

（２）特徴

教育情報化 2.0 は 1.0 と異なり，発展理念，

構築方法などに飛躍的な進歩がある．それにつ

いて，呉ら（2018）は以下の３つのポイントを

挙げた（表１）． 

表１ 教育情報化 1.0 と 2.0 

1.0 2.0 

情報技術と 

教育 
融合 革新 

教育システム

革新 

外因性

変数 

内因性

変数 

教育現代化に

おける役割 
推進 リード

第一に，技術と教育の融合だけではなく，革

新する必要がある．1.0 段階では，教育情報化

の焦点は活用することで，情報技術と教育の融

合を促進し，教師の教育活動における情報技術

の定期的かつ普遍的な応用を強調している．2.0

段階では，情報技術と教育の融合がさらに深ま

り，情報化は教育の革新につながり始め，「革新」

がこの発展段階のキーワードとなる． 

第二に，外因性変数だけでなく，内因性変数

でもある．1.0 段階では，学校や教育機関は主

体的に技術を活用するより，受動的に受け入れ

てきた．2.0 段階に入ると，情報化の重要な役

割がますます認識されるようになり，多くの学

校や教育機関は情報化を重要な機会と捉えてい

る．情報化は教育システム革新の内因性変数に

なり，教育に対する「革命的な影響」を与える． 

第三に，推進するだけでなく，リードする必

要がある．1.0 段階では，情報化の役割は「教育

第45回全日本教育工学協議会全国大会 島根大会（2019/10/18-19 島根県民会館）

382



現代化を全面的に促進する」ことであり，情報

化は補助的で，現代化を促進するものであった．

2.0 段階では，情報化の役割は，教育現代化を

推進するだけでなく，最前線に立って教育現代

化の発展方向を導くようになり，その重要性は

さらに際立っている． 

（３）目標

「教育情報化 2.0 行動計画」の実施を通して，

2022 年までに「三全両高一大」の目標を達成す

る（表２）． 

表２ 「三全両高一大」の目標 

中身 

三

全 

①教育アプリを全ての教師，②学習ア

プリを全ての生徒，③デジタルキャン

パスを全ての学校に普及する．

両

高 

①情報化応用レベルと②情報リテラシ

ーを全般的に高める

一

大 

「インターネット＋教育」ビックプラ

ットフォームを構築する 

「三全」は，「三通」である「ブロードバンド

ネットワークを全ての学校へ」，「質の高い授業

を全てのクラスへ」，「オンラインラーニングス

ペースを全ての学習者へ」をベースに，さらに

高速インターネットとスマートデバイスなどを

普及し，全ての教師，生徒と学校は日常的に ICT

を活用していることである． 

「両高」は，情報技術と教育の融合はより深

まり，情報技術は教育に深く浸透し，教育の各

方面における情報化応用レベルを高める．教師

と生徒は ICT の活用にとどまらず，情報化時代

に適応する情報リテラシーを高める． 

「一大」は「インターネット＋教育」という

理念のもとで，各レベルの教育資源公共サービ

スプラットフォームを連携し，各種の教育資源

プラットフォーム，管理プラットフォームなど

を繋げ，国家デジタル教育資源公共サービスシ

ステムという「ビックプラットフォーム」を構

築する． 

それによって，単一閉鎖である教育専用コン

テンツから多様開放である教育ビックコンテン

ツへ，教員や生徒の情報技術応用能力の向上か

ら情報リテラシーの向上へ，融合から革新への

転換を促進する．そらに，「インターネット＋教

育」における新しい人材育成モデルを構築し，

インターネットベースの教育サービスの新しい

モデルを開発し，そして情報化時代における新

しい教育管理のモデルを検討する． 

（４）具体的な動き

 表２で示された目標を実現するため，「八つの

行動」が具体的に示されている． 

①デジタルコンテンツサービスを普及する．

「一大」における国家デジタル教育資源公共サ

ービスシステムという「ビックプラットフォー

ム」を構築し，各レベルの教育コンテンツが共

有され，教育ビックコンテンツの開発と活用シ

ステムが完全に形成される．

②オンラインラーニングスペースを普及する．

「三通」の一つであるオンラインラーニングス

ペースでは，全ての生徒は公式オンライン学習

サイトでアカウントがあり，オンライン上で個

人の空間で学習することができることである．

そのオンラインラーニングスペースの構築と応

用を標準化し，「すべての教師と生徒がスペース

あること」を確実にし，校長のリーダーシップ

と教員の応用力の研修を行い，オンラインララ

ーニングスペースを普及させ，「すべての教師と

生徒がスペースを活用する」ことを実現する． 

③オンラインサポートプロジェクトを実施す

る．貧困の地域における教育情報化を積極的に

支援し，教育の平等かつ均衡の発展を促進する． 

④教育管理能力を最適化する．教育管理情報

化のトップレベルの設計を改善し，ビッグデー

タを活用し，教育管理，意思決定および公共サ

ービス能力を総合的に向上させ，教育管理情報

システムの統合と情報資源の共有を実現する．

⑤「100 の典型地域，1000 の先進校，10000 の

優秀授業」を認定する．教育情報化の試験学校

と「情報技術と教育の深度融合先進校の育成と

促進計画」の実施と組み合わせて，優れた事例

を収集して典型的な経験を広める． 
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⑥デジタルキャンパスの建設を標準化する．

情報化の試験学校を通じて，衛星を使用して遠

隔地の学校をインターネットにアクセスし，情

報技術による質の高い教育資源の範囲を拡大す

るための効果的な方法を模索する．すべてのレ

ベルの学校でデジタルキャンパスの構築と応用

を全面的に推進する． 

⑦スマート教育革新活動を実施する．人工知

能，ビッグデータ，IoT などの新たな技術に基

づいて，デバイスや高速ネットワークによって，

スマート教育革新の研究を積極的に行い，新し

い技術による教育形態転換と再構築を推進する．  

⑧情報リテラシーを全面的に向上する．革新

的な人材の育成における情報リテラシーの向上

の重要な役割を完全に理解し，小中学生のため

の情報リテラシー評価指標システムを策定し，

大規模評価を行い，有効な研修などを実施する． 

この八つの動きは関連している．呉ら（2018）

は実施主体及び発展重点の２つの視点で①～⑧

を説明した．表３のように，主体は地域，学校，

教員生徒で，重点は保障，発展と革新である． 

表３ 「八つの行動」の相互関係 

主体 

重点 
地域 学校 教員生徒 

保障 ③ ⑥ ① 

発展 ④ ②⑧

革新 ⑤⑦

呉ら（2018）の表１により 

４ まとめと考察 

 中国は改革開放以来の 40 年間，教育情報化

が大きな成果を上げ，教育情報化の基本的なイ

ンフラ構築と応用の普及を達成し，教育の平等

と質の向上に効果的な役割を果たした．教育現

代化を加速し，教育強国を構築するという目標

を達成するために，「教育情報化 2.0 行動計画」

が提出された．  

新しい時代には，知識教育だけでなく，資質

能力教育を達成する必要がある．知識教育と比

較し，資質能力教育は遥かに複雑であり，大規

模の資質能力教育は情報技術に頼る必要がある．

情報技術が知識教育の時代にまだ「選択項目」

であるが，資質能力教育の時代には「必須項目」

になっている．（任 2018b） 

したがって，「教育情報化 1.0 時代」から「教

育情報化 2.0 時代」への移行は，教育情報化発

展の必要であり，人工知能を代表する新しい情

報技術を積極的に取り入れ，教育の革新を指向

している．そのために，「三全両高一大」の目標

が提出され，それを実施可能にするための「八

つの行動」も明確に示されている． 

表３のように，教育革新のため，教員生徒，

学校，地域が全て関与し，保障，発展，革新の

各レベルにおける行動が必要である．これは教

育の革新を促す情報化の新しい発展を明確にし

たようなものであるが，任（2017）が指摘した

ように，「教育情報化 2.0 行動計画」は「教育情

報化 2.0」のすべてを網羅しているわけではな

く，教育情報化 2.0 の意味はより豊かであり，

教育情報化 2.0 はまだ動的発展の途上であり，

形成されているとは言い難い． 
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高等学校における遠隔合同授業の試行 

－京都府北部の高等学校における学舎制導入へ向けて－ 

中根 新（京都府立網野高等学校） 

安見 孝政（大阪教育大学大学院連合教職実践研究科，京都府立宮津高等学校） 

寺嶋 浩介（大阪教育大学大学院連合教職実践研究科） 

概要：少子化により学校規模が縮小していく中，令和２年度から京都府北部地域において高等学校の

学舎制（２高校を１高校２学舎制に）導入が決定されている。将来的に小規模校化が進み，教職員定

数の減少により科目の専門教員の不在が予想されることから，これらの課題解消へ向けて，離れた教

室を通信でつないで同時双方向性の授業を行う遠隔合同授業の実施が予定されている。本研究では，

遠隔合同授業の導入にあたり，単位認定をする上での関係法令，必要となる ICT 機器等の機材，授業

の試行における注意点や実施体制について昨年度から調査研究した内容を報告する。また，遠隔会議

や補習講座での活用といった授業以外での活用事例についても報告する。 

キーワード：遠隔教育，遠隔合同授業，高等学校，ICT 活用

１ 目的 

 令和２年度から，京都府北部地域における高

等学校の学舎制が導入されるに伴い，現校舎を

学舎として残し，各学舎で特色ある授業が展開

される予定である（表１）。昨年度末に機器等が

導入され（各校２教室ずつ），新しいひとつの高

校内の２学舎間において特定教科で遠隔合同授

業を実施したり，会議や補習講座を行ったりす

ることが求められている。本研究では先進事例

の検討により，遠隔合同授業を推進するための

諸条件を整理し，最適な条件や推進上の課題を

明らかにする。また，授業等の試行状況につい

ても報告する。 

表１ 令和２年度京都府北部の高校における学舎制 

新高校名 現高校名 

京都府立宮津 

天橋高等学校 

京都府立宮津高等学校 

京都府立加悦谷高等学校 

京都府立丹後 

緑風高等学校 

京都府立網野高等学校 

京都府立久美浜高等学校 

２ 遠隔合同授業の導入に向けて 

（１）単位認定のための条件（抜粋）１

 対面授業と同等であること（映像や音声での

やりとり・教員への質問の機会確保），修得単位

数は 74 単位のうち 36 単位以下，受講生徒数は

合計で 40 人以下，配信側教員は学校種や教科に

応じた免許を有するものが必要であり，受信側

教員としては当該教科の免許保有者であるか否

かは問わないことなどが挙げられる。 

（２）主な導入機器とその配置（１教室）

コンセプト「スイッチ ON で実施可能に！」

〇ビデオ会議システム（xSync Prime，図１①） 

〇授業支援ソフト（xSync Classroom） 

〇電子黒板（PIONEER，写真１左，図１②） 

〇モニター（Panasonic，写真１右，図１③） 

〇生徒用 iPad（Apple，15台，保管庫：図１④） 

写真１ 主な導入機器 

図１ 教室レイアウト 

① 

② 

③ 

④ 
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（３）遠隔授業実施に求められる人員２

〇授業者…授業進行や生徒把握，評価（配信側） 

〇補助教員…配信側教室に合わせての授業進行

補助や生徒把握，評価（受信側） 

〇遠隔担当者…不具合等への対応や運用ルール，

マニュアル作成などの支援

〇教務・総務…時間割や校務調整，機器調整 

（４）遠隔授業実施における注意点

 遠隔で授業を実施する場合，授業者（配信側）

と補助教員（受信側）が授業の流れや評価につ

いて共通認識を持っておくことが必要である。

そのためには，授業前後の打ち合わせを行い，

協力して授業計画を立てなければならない。遠

隔合同授業は，離れた教室を通信でつないで授

業を行う関係上，普段の授業時とは異なる留意

点が多い。授業者は生徒との交流やカメラ目線

に留意した授業設計を行うことが重要である。 

（５）実施体制（コアとなる組織）

図２ 実施に向けた３グループ 

 教育委員会や各校の管理職・遠隔担当が中心

となって事例共有や不具合対応を行い，マニュ

アル作成や業者との連携を推進する。教務部は

校舎間での日程や時間割作成を調整する。授業

者同士は授業前後の打ち合わせを通して，教材

や不具合情報の共有化，評価の在り方について

検討し，今後の授業改善に取り組む。 

（６）遠隔授業外での活用事例

 今年度の前半は，導入した機器を活用して，

来年度から新高校となる高校間において，生徒

の進路実現に向けた「進路補習講座」を実施し

た。網野高－久美浜高間では「農商連携」事業

において，専門学科の教職員打ち合わせに月１

回程度活用するとともに，久美浜高での外部講

師による講演会を網野高への配信にも活用した。 

３ 成果と課題 

 ２（６）での活用を通して，授業者が遠隔機

器全般の操作に慣れることができた。生徒アン

ケートからは，生徒は講習を理解できたと感じ

ているが（C-1），音声が聞き取りにくい（A-2），

モニターを通して教員や生徒との交流が十分で

はなかったと感じている（B-2，B-6，D-2）。 

グラフ１ 進路補習受講後の生徒アンケート 

（４段階評価の平均点，有効回答数：28人，A：

映像・音声，B：先生や生徒同士の交流，C：

遠隔での講習，D：普段の授業との比較） 

４ 今後へ向けて 

 準備や接続試行を通して，音声に関する不具

合や授業での交流不足という課題が発見された。

マイクやスピーカーの調整により，反響感を低

減し聞き取りやすい環境づくりが急がれる。ま

た，生徒の活動や生徒同士の交流を具体的に計

画した授業づくりを進めていかねばならない。 

参考文献 
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ICTを用いた大学生の遠隔協働活動における葛藤 

～3大学による協働活動事例から～ 

井澤優花（明星大学教育学部) ・今野貴之(明星大学) 

概要：本研究の目的は，大学生が ICT を用いた遠隔協働活動を行う際にどのような葛藤を抱いたのか

を明らかにすることである。文部科学省「EDU-port ニッポン」の活動に携わった３大学の学生を対象

に，活動時に抱いた葛藤について半構造化インタビューを実施し，調査・分析した。その結果，「ビデ

オチャットを通した意見共有の場では自分の考えを発信しにくい」「協働する際の自分の役割を把握で

きない」という２つの葛藤がわかった。これらの葛藤に対して自分自身が協働において活躍できる役

割を把握すること，ビデオチャットでの協働は目的に応じて少人数で行い，遠隔での協働と対面での

協働を使い分けることの解決方法が示唆された。 

キーワード： ICT，遠隔協働活動，大学生，葛藤，ビデオチャット

１ 研究背景と目的 

技術の発展により社会は複雑化し，多数の要素

が絡み合った問題が起こるようになった。現在の

社会問題は複数の要因が影響し合って生じてい

るため，単独の分野や専門領域で取り組むことが

難しく，多様な担い手を用いて解決に取り組む必

要がある（佐藤・広石 2018）。 

  21 世紀に求められている能力として，「人生

100 年時代の社会人基礎力」が挙げられている

（経済産業省 2019）。この中で特に他者と「協働」

する力や自らの考えを「内省」する力が必要であ

ることが指摘されている。協働や内省に関して近

年の ICT 技術の発展により，それらは対面のみで

はなく，遠隔での形も増えつつある。しかし，遠

隔で関わり合いながら活動を行う（以下，遠隔協

働活動）際の問題点として，互いの意図している

詳細な内容が伝わりにくいということが指摘さ

れている（山田・細貝 2004）。これは活動の実践

者へ葛藤を抱かせるといえる。  

 そこで本研究では，大学生が ICT を用いた遠

隔協働活動を行う際にどのような葛藤を抱いた

のかを明らかにすることを目的とする。 

２ 研究方法 

（１）事例概要

  日本教育工学会の国際交流委員会がおこなっ

た，2018 年度日本型教育の海外展開推進事業

（EDU—Port ニッポン）パイロット事業のひとつ

を事例とする。この事業では，日本の教育資源で

あるデジタル教材を使用し，小学校英語で ICT

を活用した指導法研修を行った。この研修は

2019年 2月 18日（月）～23 日（土）に，カンボ

ジアのシェムリアップにある教員養成学校の学

生に対して明星大学・関西大学・日本福祉大学の

学生が研修を行った。学生らは研修に向けて

2018年 10月から事前準備を開始し，ビデオチャ

ットを用いて意見の共有・検討を行った。 

（２）調査対象および調査時期

 本研究の対象者は，研修に携わった学生Ａであ

る。学生Ａの選定理由は以下の通りである。まず，

研修を行った各大学の大学生６名を対象に，2018

年 10月からの準備期間と 2019年２月の研修期間

に感じた葛藤についての自由記述をとった。次に，

それらを参考に 2019 年３月～５月の期間に，６

名に対して電話を用いてインタビューを行った。
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インタビュー方法は半構造化インタビュー（鈴木

2005）を実施した。最後に，「遠隔協働活動の際

に自分の役割がはっきりしないという葛藤を抱

いていたこと」「全ての協働活動に参加していた

こと」「カンボジアへの渡航目的が他に存在しな

かったこと」「再度教員養成学校での研修に取

り組んでいること」などを基に，学生Ａを選定

し，半構造化インタビューを行った。インタビュ

ーは IC レコーダに記録し逐次文字化し，テキス

トデータとした。

（２）分析方法

 本研究では，学生Ａのインタビューのテキスト

データを分析データとし，学生Ａの過去の協働経

験と葛藤の解消方法の関連や，ICTの役割につい

て分析を行った。分析は佐藤（2008）を参考に，

以下の手順で行った。 

手順 1 オープンコード化：テキストデータの類

似したものをコード化し，ラベル名をつけた。 

手順 2 概念形成：オープンコード化で生成され

たラベルのうち，類似するものを複数まとめて，

概念の生成と修正を繰り返し行った。 

手順 3 カテゴリ生成：生成された概念間の生成

について，学生Ａが抱いた考えの変化を比較・検

討し，カテゴリを生成した。 

３ 結果と考察 

 分析の結果，遠隔協働活動を行う際に生じた 2

つの葛藤とその解決方法がわかった。2つの葛藤

はそれぞれ，ビデオチャットを通した意見共有の

場では自分の考えを発信しにくいこと，協働する

際の自分の役割を把握できないことである。 

まず，前者の解決方法としては，「ビデオチャ

ットでの協働は目的に応じて少人数で行い，遠隔

での協働と対面での協働を使い分けること」が必

要であると考えられる。本研究が対象とした活動

において，対面での話し合いの方が考えを共有し

やすく，具体的に話を深めることができたという

傾向が見られた。そのため，遠隔協働と対面での

協働の使い分けが必要といえる。 

 次に，後者の解決方法は，「自分自身が協働に

おいて活躍できる役割を把握すること」「考えの

共有を頻繁に行い，活動に対する意識の共通を図

ること」が必要であると考えられる。本研究が対

象とした活動において，学生Ａは「協働相手の名

前と学年しか知らない状態で協働活動が始まっ

ていた」，「協働相手のモチベーション，国際協

力についてどのように考えているのかを事前に

知れたら良かった」などの意見を述べていた。 

このことから，協働の初期段階にインフォーマル

な関わりを通して，考えを言い合える関係性を築

く必要があるといえる。本研究において，他者と

協働で活動を行う場合，それぞれの得意分野や考

えを共有し，共通理解を増やしていくことで，活

動の幅が広がることが示唆される。 

４ 今後の課題 

 今後の研究課題として，特定の協働活動を行っ

た全ての人を研究対象にすることである。個人の

性格や過去の経験によって協働の際に感じる葛

藤やその解消方法は異なる。今後は研究対象を増

やし，過去の経験によって協働の際にどのような

影響が生じるのかを検証していく。 
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普通教室にプリンタ複合機を常設したときの変化や効果の検討 

野澤博孝（埼玉県美里町立松久小学校）・山内真紀（エプソン販売株式会社） 

佐藤和紀（常葉大学）・高橋純（東京学芸大学） 

概要：本研究の目的は，普通教室にプリンタ複合機を常設したことによる変化や効果を明らかにする

ことである。具体的には，プリンタ複合機を普通教室に入れるメリットやプリンタ複合機を入れた際

の活用事例を収集することにある。そこで，全国の小中学校 9 校を対象にプリンタ複合機を 29台常設

した。そこで得られたステータスシート・活用記録表の 2つをもとに分析を行った。結果，1）プリン

タ複合機はいずれの環境下においても活用されていること。2）一番活用されるプリントサイズは A4

であること。3）「授業関連」に活用されることが最も多いこと。4）活用を図られる時間帯は「短い休

み時間」が最も多いこと，などが明らかになった。

キーワード：普通教室，ICT，プリンタ複合機，業務改善

１ はじめに 

 加速度的に変化する情報社会を生き抜くこれ

からの子供たちは，コンピュータと共存して生

きていくことが予想される。我が国の人口は，

2004 年がピークであり，今後 100 年間で，100

年前の水準まで人口は減少していく。現在の小

学生が社会で活躍する頃であろう 2050 年には，

高齢化率は 39.6％と予想されている（国土交通

省 2010）。平成 28年には内閣府から「第５期科

学技術基本計画」が閣議決定され，目指すべき

国の姿として「①持続的な成長と地域社会の自

律的発展」，「②国及び国民の安全・安心の確保

と豊かで質の高い生活の実現」等が示された。

この中で示された「Society5.0」について，文部

科学省(2019)より出されている「新時代の学び

を支える先端技術活用推進方策(最終まとめ)」

からは，「学校の ICT 環境は，文房具と同様に教

育現場において必要不可欠である。学校の ICT

環境が脆弱であること，地域間格差があること

は危機的な状況。整備が進んでいない原因とし

ては，必要な機器の整備コストが高いことや，

そもそもどのような整備を行うべきか判断がつ

かないことなどが挙げられる。」と述べている。

このような背景の中で，一人一台タブレット端

末環境における実践研究が数多く行われてきた

（八木澤ほか 2017，寺嶋ほか 2017）。一方で，

平成 30 年時点での学校の平均的な ICT 機器の

整備の状況においては，児童生徒用パソコンは

学校で 40台程度といった状況が続いている（文

部科学省 2018）。このような中で，Society5.0 時

代の到来を見据え，初等中等教育の現状及び課

題を踏まえ，政府広報が掲げる「いつもの毎日

にやってくる半歩先の未来」を考えたとき，本

来であれば児童生徒用のコンピュータ整備であ

るが，まずは，より安価なプリンタ複合機の普

通教室への常設も考えられる。両者の用途は異

なるが，重なる部分もあり，毎日活用されるで

あろう点は同様である． 

プリンタ複合機を教室に常設することでのメ

リットとして，教師や児童生徒が，教室でいつ

でも印刷できることがある。毎回，職員室で印

刷をしていたとしたら，職員室への移動時間分

だけ時短になる。学習指導においても，職員室

であらかじめ印刷をする必要がなくなり，教室

で，すき間時間を使ったり臨機応変に準備をし

たり，児童生徒に印刷をさせたりすることも可

能となる．また，最近ではインク代も安くなっ

ており，手軽にカラーで印刷することもできる
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等のメリットがあると考えられる。そこで本研

究では，普通教室にプリンタ複合機を常設する

ことで，どのような変化や効果が得られるのか

検討することとした。 

２ 研究の目的 

本研究の目的は，普通教室にプリンタ複合機

を常設したことによる変化や効果を明らかにす

ることである。  

３ 研究の方法 

（１）調査対象および調査時期

全国の小中学校 9校を対象にエプソンのプリ

ンタ複合機 29 台を常設した。常設したプリン

タ複合機は「A4 インクジェット複合機 PX-

M886FL」か「A3ノビインクジェット複合機 EW-

M5071FT」を選択してもらい設置した。以下に

プリンタ設置対象校の設置環境を示す(表１)。9

校中 6 校は，教室に児童用 PC は一台も常設さ

れていない．一人一台 PC 環境における設置は

3 校であるが，G 校は校内 LAN にプリンタ複合

機が接続できず，USBケーブルを用いる． 

表１ プリンタ設置対象校の設置環境について 

 

2019 年 4 月から 7 月までの各月のデータ(ス

テータスシート・活用記録表)を収集した。

（２）分析方法

ステータスシート・活用記録表をもとに分析

を行った。 

ステータスシートでは，プリンタ複合機を導

入した学校から集められたステータスシート

63 枚を対象とした。分析方法を以下に示す。 

➀「プリント」・「コピー」・「スキャン」の 3機

能に着目し，4 月～7 月までのプリンタ 1 台あ

たりの活用状況を算出した。 

➁プリンタ複合機が設置されてから，これま

での日数から一日当たりの「プリント」・「コピ

ー」・「スキャン」の活用数を算出した。 

➂設置したプリンタ複合機 29 台のうち，タブ

レット端末が児童生徒一人に付き一台行き渡っ

ている環境(以下，一人一台 PC環境と呼ぶ。)と

そうではない環境(以下，PCなし環境と呼ぶ。)

に分け，両者の 7月までの「プリント」・「コピ

ー」・「スキャン」の活用数について，一要因参

加者間の分散分析を行った。 

➃「カラー」と「モノクロ」に着目し，4月～

7 月までのプリンタ 1 台あたりの活用状況を算

出した。また，そこから学校現場で一番印刷さ

れている「プリントサイズ」を算出した。  

 活用記録表では，プリンタ複合機を導入した

学校から集められた活用記録表(946 件)を対象

とした。活用記録表は，プリンタ複合機の活用

を「授業関連」「宿題」「学級関連」「職員配布」

「保護者配布」「その他」の６つに分けて記入し

てもらい，また，「活用している時間帯」につい

ても明記してもらった。分析方法を以下に示す。 

➀上記の６つの分類にあてはまる数を算出し，

「何に使われているか」を検討した。 

➁「いつの時間帯で多く活用しているのか」

についての件数を算出し検討した。 

４ 結果 

（１）ステータスシートより

➀「プリント」・「コピー」・「スキャン」の 3機

能に着目し，4 月～7 月までのプリンタ 1 台あ

たりの活用状況を算出した(表２)。「プリント」

について、最も多く活用されたプリンタでは

12,194 枚であり、最も活用が少なかったプリン

タでは 544枚であった。その差は 11,650枚であ

った。同様に，「コピー」・「スキャン」について

も多いものと少ないものとの間で差が見られた

(コピーの差：9,547枚，スキャンの差：2,797枚)。

学校 校種 一人一台PC環境 校内LAN プリンタ

A 小 × 〇 A4

B 小 〇 〇 A3

E 小 × 〇 A4

D 小 × 〇 A4

F 中 〇 〇 A4

G 小 〇 × A4

H 小 × 〇 A4

I 小 × 〇 A4

J 小 × 〇 A4
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表４ 7月までの「プリント」・「コピー」・「スキャン」の活用数についての分散分析結果 

➁また，一日当たりの「プリント」・「コピー」・

「スキャン」の活用数を算出した。 最も多く活

用されたプリンタでは一日当たり 102枚であり，

最も活用が少なかったプリンタでは一日当たり

4枚であった。その差は 98枚であった。同様に，

「コピー」・「スキャン」についても多いものと

少ないものとの間で差が見られた(コピーの差：

83 枚，スキャンの差：24枚)(表３)。 

➂設置したプリンタ複合機 29 台のうち，12

台が一人一台ＰＣ環境下にあり，17 台がＰＣな

し環境であった。7 月までの「プリント」・「コ

ピー」・「スキャン」の活用数について，一要因

参加者間の分散分析を行ったところ，「プリント」

について，PCなし環境の方が，一人一台 PC環

境よりも有意に枚数が多かった。また,「コピー」

については,有意傾向が見られ，「スキャン」につ

いて，有意差は見られなかった。 

➃さらに，「カラー」と「モノクロ」に着目し，

4 月～7 月までのプリンタ１台あたりの活用の

状況を算出し比較した。「プリント」ではカラー

の方が多く活用され，「コピー」ではモノクロの

方が多く活用された(表５)。 

また，そこから 7月までのプリント合計数を

算出した。教室に常設したプリンタ複合機で一

番使われるプリントサイズはＡ４サイズで、

93,379 枚(全体の 88.8％)となった(表６)。 

表２ プリンタ 1台あたりの活用状況 

表３ 一日当たりのプリンタ活用状況 

表５ プリンタ１台あたりの活用の状況 

表６ 各プリントサイズのプリント合計数 

（２）活用記録表より

 プリンタ複合機を導入した学校での活用記録

表(946件)を対象とした。 

➀プリンタ複合機を何に活用したのか件数を

算出すると，「授業関連」が 469 件(49.6％)と活

用が最も多く，全体の約半数を占めた(表７)。 

表７ プリンタ複合機が何に活用されたか 

PCなし環境 一人一台PC環境 PCなし環境 一人一台PC環境 PCなし環境 一人一台PC環境

M 5,119 1,633 2,797 1,029 659 327
S.D. 3,288 1,265 3,089 873 780 331
F

+p<.10 *p<.05 **p<.01

プリント コピー スキャン

11.36 ** 3.42 + 1.76 n.s.
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➁プリンタ複合機を活用する時間帯は「短休」

が 221件(23.4％)と最も多く，短い休み時間に活

用されていた(表８)。  

表８ プリンタ複合機がいつ活用されたか 

５ 考察 

ステータスシートの分析から，「プリント」，

「コピー」，「スキャン」の 3 つの機能を中心に

比較した。プリンタ複合機が活用される環境下

によって，その活用には違いがあると思われる

が，まだ明確になっていないといえる。一人一

台ＰＣ環境の学校では，印刷速度が遅いプリン

タ複合機が設置されていたこと(PX-M886FL の

印刷速度は約 24ipmであり，EW-M5071FT は約

10ipm)や，無線 LAN ではなく USB ケーブルで

接続されていたことなども影響していたことが

考えられる。どのように比較していくかという

ことについて，今後の調査の課題としていきた

い。 

活用記録表から，プリンタ複合機が教室にあ

ることで，教師は短い休み時間に次の時間の授

業準備をしていることが示唆される。例えば短

休の 221 件を職員室で印刷したとして，往復に

かかる時間が 3 分であると仮定すると，計 663

分となり，約 10 時間分の時短につながってい

る。もちろん従来はあらかじめ職員室で印刷を

していた可能性もあり単純な比較は困難である

が，日々忙しく教室で過ごす教師にとって，職

員室に行かなくても臨機応変にプリントやコピ

ーができるということは大きなメリットである。 

６ 結論 

 普通教室にプリンタ複合機を常設したことに

よる変化や効果を明らかにするため，全国の小

中学校 9 校を対象にプリンタ複合機 29 台を常

設した。そこで得られたステータスシート・活

用記録表 2つをもとに分析を行った。 

・プリンタ複合機はどの環境下においても活用

されているということ。

・一番活用されるプリントサイズは A4 である

ということ。

・何に活用したかについては，「授業関連」が一

番多いということ。

・活用を図られる時間帯で最も多かったのは

「短い休み時間」であるということ。

などがわかった。これらのことから，プリン

タ複合機を教室に常設することで，学習指導や

働き方など教師のメリットは大きいと言える。

また，プリンタ複合機を活用することで児童生

徒の活躍の場を増やすこともできる。そして，

今回の結果のように数か月の間で，大量にプリ

ントやコピーされていることからも，教師や児

童生徒にとってプリンタ複合機を必要とされて

いるということが明らかとなった。 

参考文献 

国土交通省（2010）「国土の長期展望（中間とり

まとめ）」 

文部科学省(2019)「新時代の学びを支える先端

技術活用推進方策(最終まとめ)」 

八木澤史子，堀田龍也（2017）1 人 1 台端末の

環境における若手教師とベテラン教師の

ICT 活用に関する意識比較。教育メディア

研究，23（2）:83-94 

寺嶋浩介，中川一史，村井万寿夫（2017）市内

全校 1人 1台タブレット端末環境導入期に

おける教師の ICT利用に関する実態と印象。

教育メディア研究，23（2）：47-56 

文部科学省（2018）学校における教育の情報化

の実態等に関する調査結果 
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生活に活きる！広がる！歯・口の健康と ICTの活用

濱田香澄（吉賀町立蔵木小学校）	 

概要：平成３１年３月に全校児童と「しゃかしゃかしゅわしゅわ〜蔵木小学校はみがきソング〜」を	 	 

作成した。はみがきソングは指導に特化した内容とした。また作成にあたり，全校児童の声を

のせ，映像をつくり，YouTube に発信した。それにより ICT を使った毎日の給食後の指導や，

家庭や地域，様々な場での使用が時間を問わず可能となった。大切な生活習慣の１つであるは

みがき。以前は音声に合わせてはみがきをしていたが，音声に映像も加わって児童にどのよう

な変化がみられたのか，ICTを活用することで家庭や地域にはどのような広がりがあったのか等

を考察する。	 

キーワード：はみがき，ICTの活用，YouTube，しゃかしゃかしゅわしゅわ

１	 はじめに	 

	 蔵木小学校では，給食後のはみがきの時間に，

５年前の委員会活動で作成した「はみがき体操」

という音声を流し，全校で一斉にはみがきをして

いた。その良さは，はみがきの順番が示されてい

たことである。しかし，音声だけのためハブラシ

が当たっている部分が分かりにくい点に課題が

あった。きちんと聞いておらずハブラシをくわえ

た状態で歯をみがけていない児童もみられた。そ

こで，はみがきの順番が示され，かつ映像でハブ

ラシが当たっている部分が視覚的に分かる，指導

に特化した内容の「しゃかしゃかしゅわしゅわ〜

蔵木小学校はみがきソング〜」を製作した。その

映像は YouTubeに公開し，学校・家庭・地域で，

場所や時間を問わず，日常的に活用できるように

した。校内ではタブレットやテレビ画面，電子黒

板等を使い，毎日はみがきソングを使用すること

で，児童に変化が現れてきた。また，はみがきソ

ングをYouTubeに公開したことで，学校や家庭，

地域での使用機会が増え，益々広がりをみせてい

る。

２	 研究の方法	 

（１） はみがきソング(歌・映像)の製作

①時期	 平成３１年１月〜平成３１年３月

②製作の流れ（表１）

月	 内容	 

１	 
委員会活動での提案	 

詞・セリフ決め（担当：養護教諭）	 

２	 

曲製作，音源の編集（担当：校長）	 

メロディ部分レコーディング

（３〜６年委員会児童）

３	 

セリフレコーディング（１・２年生）

イラスト（担当：養護教諭）

イラスト編集（業者依頼）

校内での完成発表（活用開始）

保護者説明（PTA総会）
YouTube公開

	 蔵木小学校に以前からあった,はみがきの順番

を大切にしながら，準備から片付けまで約３分間

の歌を製作した。歌は指導に特化した内容とし，

イラストをつけ，ハブラシの動き方，当たる部分

が明確に分かるような映像をつけた。特にハブラ

シの動き方は，方向や動く速さについても考慮し

ながら，工夫して作りあげた。映像があることで，

児童にとって視覚的に分かりやすく，教員も指導

しやすいものとなった。	 
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写真１	 録音の様子	 写真２	 映像の一部	 

（２） YouTubeへの公開

	 保護者の方の同意のもと，はみがきソングを

YouTubeに公開した。活用方法と手段については

以下のことが挙げられる。	 

①給食後のはみがき,学級でのブラッシング指導

②電子黒板を使って，大画面の指導

③スマートフォン，タブレットで簡単再生

写真３	 児童の様子（テレビ・タブレット）	 

図１	 YouTube	 の QRコード

３	 結果と考察	 

●指導の工夫をすることで、正しいはみがきの仕

方が身についたか。

はみがきソングは指導に特化した内容のため，

ICTの環境が整っていれば，映像を流すことで，

はみがきをする時の集団への指導が可能となっ

た。映像を使った個々の指導や確認もしやすく，

毎日繰り返し指導できるため，児童が集中して歯

をみがく様子がみられるようになった。また音声

に映像が加わってから，音声だけの時と比べてハ

ブラシを口の中で縦・横自在に動かす児童が増え

た。かつ順番を守って,	 ハブラシを歯にあててみ

がく様子がみられるようになった。大きな画面で

ハブラシが当たっているところを見て模倣しな

がらみがいており，視覚的な支援につながってい

ると考えられる。	 

●学校だけでなく家庭や地域に働きかけること

で，はみがきの習慣化につながったか。	 

YouTubeに映像をのせたことで，いつでもどこ

でも ICTを使ってはみがきをすることが可能に

なった。学校では，大きい画面に映像を映し出し，

毎日の給食後の全校はみがきや，学級でのブラッ

シング指導で日常的に活用している。また，家庭

や地域ではスマートフォンやタブレットでも時

間や場所を問わず簡単に再生することが可能と

なった。環境が整うことで，学校や家庭，地域で

の日々の汎用性が高まり，活用場面も増えた。ま

た家庭での使用はもとより，近隣の保育所や小学

校での活用が進んだ。ケーブルテレビでも放送さ

れ，地域も含めた活用が進んでいる。特に地域で

は８０２０運動に活用できるよう広報活動も進

んでいる。はみがきの習慣化ついては，ICTがあ

ればすぐに使えるような環境に整えたが，個人差

があることも実態である。時間が経っても意識が

保たれるよう働きかけていくことが必要である。	 

４	 今後の課題	 

	 はみがきは，毎日欠かせない大切な生活習慣で

ある。ICTを活用し，はみがきソングを日常的に

使えるようにしたことは，はみがきの習慣化に向

けた手立ての一つとなった。教科指導だけではな

く，保健に関する指導と ICT活用をつなげるこ

とで，家庭や地域に向けても幅広い取組をするこ

とが可能である。様々な ICT機器を使って日常

的にはみがきソングを活用できる環境をつくる

ことができたが，習慣とするため，歯・口の健康

につながる意識や行動を保てるよう取組を充実

させていくことが今後の課題である。	 

参考文献	 

文部科学省(2011)	 「生きる力」をはぐくむ学校

での歯・口の健康づくり	 

スマートフォン等で簡単に

アクセス可能
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教科学習と関連したプログラミング教育の在り方について

－小学校理科の電気に関する単元からのアプローチ－ 

荒金 岳登（安来市立赤江小学校） 

概要： 新学習指導要領の下で始まる「プログラミング教育」を，小学校理科の内容 A「物質とエネル

ギー」の電気の学習に関する単元で系統的に実施しようと試みている。この単元では学年の内容に応

じて「懐中電灯」や「モーターカー」，「電磁石で動くおもちゃ」等を作成する。そこで，児童が作成し

たモーターカーに簡単な電子回路を加えプログラミングした教材を作成・演示した。児童は，モーター

カーが教師の意図した通りに動くことに興味を持った。さらに，6年生では実際にプログラミングによ

って物の動きを制御したり，明かりを制御したりする学習をすることを伝え，これから学習するコン

ピュータを使ったプログラミングへの動機付けとした。 

キーワード：プログラミング教育，教材作成，マイクロビット

１ はじめに 

来年度から実施される小学校での「プログラ

ミング教育」について，その内容や方法につい

て様々に試行されている。平成 30年度 JAET 論

文 A-1-3「段階的・系統的プログラミング教育

の試み（佐藤・山西・水内）」では，入門編から

発展編へと，個々のスキルに応じた段階的なカ

リキュラムを開発し，プログラミング教育への

取組に対する教員の不安や疑問の解消に一定の

成果をあげている。 

 一方，同論文では，「教科との関連性の観点を

含めたカリキュラムの体系化」の課題を指摘し

ている。実際，小学校の教育現場おいて，事あ

る毎にこの課題に関わる声を聞く。 

そこで筆者は，小学校理科の内容 A「物質と

エネルギー」の電気の学習の中に「プログラミ

ング教育」を組み込み,系統的に実施しようと試

みている。 

２ 研究の方法 

（１） 第 3 学年～第 6 学年理科の電気に関す

る単元において,プログラミング学習

を系統的に位置付ける。

小学校理科における,学習指導要領の内容 A

「物質とエネルギー」の電気の学習に関する単

元は以下の通りである。 

・第 3学年「明かりをつけよう」

・第 4学年「電気のはたらき」

・第 5学年「電流と電磁石」

・第 6学年「電気の利用」

これらの学習では，電気の性質を理解するた

めに，「懐中電灯」「モーターカー」「電磁石で動

くおもちゃ」等を学年に応じて作成しながら学

習を進めていく。 

 そこで，筆者はこの学習内容に関連づけ，3年

～6 年までを見通した系統的なプログラミング

学習の展開ができないかと考えた。 

 以下にそれを示す。 

［第３学年］→アンプラグド型プログラミング

ロボットを使用し，繰り返し命令のない初歩的

なプログラミングを体験する。（Pets を使用） 

 このロボットは，動きを表す命令ブロックを

順に挿入してプログラミングするもので，制御

回路がきちんとつながると LED が点灯し動き

始める。電気の通り道がきちんとつながると電

気が流れ,豆電球などがつく，という「回路」の

概念を意識付けることができる。 

［第４学年］→前述のロボットを使用し，繰り
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返し命令のあるプログラミングを体験する。こ

こで，自分たちの作ったモーターカーと比べさ

せ,「プログラミングできる楽しさや便利さ」に

気付かせていく。（Pets を使用） 

［第５学年］→4 年時に作成したモーターカー

に簡単な電子回路を組み込んだモーターカー

（筆者が作成した教材，以下プログラミングカ

ーと称する）を演示し,「何がちがうのか？」と

投げかける。ここから「プログラミング」とい

うキーワードを引き出し，アンプラグド型のプ

ログラミング（ブロックを挿す）からビジュア

ルプログラミングへ移行することの必然性に気

づかせていく。また，第 6学年での学習内容も

知らせ，コンピュータを使ったプログラミング

への意欲付けとし,ビジュアルプログラミング

の体験につなげていく。（Hour of Code, Scratch

等を使用） 

［第６学年］→ためた電気を効率よく使うため

にプログラムが有用であることを,実験を通し

て学習する。ここで，3 年から積み上げてきた

プログラミング的な考え方やビジュアルプログ

ラミングの体験を活かし，音や光や動き等を効

率よく制御するフィジカルプログラミング体験

につなげていく。（mirobit, Microsoft make code 

for microbit，Scratch3.0 等を使用） 

３ 授業の実際 

 ここでは，第５学年における授業の実際と児

童の様子等を報告する。 

・単元名「電流がうみだす力」（全 12時間）

第1次 電磁石の性質（3時間）

第2次 電磁石の強さ（3時間） 

第3次 電磁石を利用した物（3時間） 

第4次 便利にはたらくプログラム（3 時間 

本時 1/3） 

 電磁石の性質を利用した物の中にモーターが

あることを学習（第 3次）した後,4 年時にそれ

を使ってモーターカーを作成したことを想起さ

せるため,実物を示し走行させた。乾電池の向き

を入れ替えると，電流の流れる向きが変わりモ

ーターの回転が逆になり,後ろに走ることも演

示して確認した。 

 次に，プログラミングカーを走行させ，何ら

手を加えなくても，前後に動いたり左右に曲が

ったりする様子を見させた。 

 児童からは，「わー！」「すごい！」「何で？」

等,一応に驚きの声が上がった。 

 その後，2 台のモーターカーをならべて提示

し,「どこがちがうのか？」と問いかけたところ，

以下のような反応があった。 

C1「先生の車はずるい。改造している。」 

C2「何かくっついている。」 

C3「ハンドルが切れるようにしている。」等 

ここで，電子基板（microbit）にあらかじめプ

ログラムを組み込んであることを知らせる。こ

こでは，Microsoft make code for microbit で組ん

だプログラムを示し，これが Pets の命令ブロッ

クに相当する物であることを説明した。

次に，6 年生では実際にコンピュータを使っ

たプログラミングにより，光や音や動きなどを

制御する学習を行うことを話し，次に行うビジ

ュアルプログラミングへの動機付けとした。 

４ 考察と今後の課題 

 今回の取組は, 理科の学習内容の系統性・関

連性を確保しつつ,アンプラグド型のプログラ

ミングからビジュアルプログラミングへと,そ

の必然性を含めて児童の思考に一連の流れを形

成できたことに一定の成果があったと考える。 

 プログラミング教育の開始に向け,それに関

わる様々な教材が充実してきている。しかし,あ

まりにも完成度が高すぎると,児童にとってブ

ラックボックスになってしまう。どんな教材を

学習の中でどのように有効に利用していくのか

明らかにしていくことが今後の課題である。 

参考文献 

 （2019）第 44 回全日本教育工学（川崎大会）

研究協議会全国大会論文集 A-1-3，段階的・系

統的プログラミング教育の試み pp,39-40 
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小学校におけるプログラミング教育への提案 

－イモムシ型ロボットを使ったプログラミング教育－ 

米田 浩（尼崎市教育委員会事務局こども教育支援課）・原 克彦（目白大学） 

概要：2020 度から小学校で必須となるプログラミングであるが，まだまだカリキュラム整備が整って

おらず，小学校教員を対象にしたプログラミング教育に関するアンケートにおいても，「自分自身

がプログラミング教育を行うことに対して不安がある」と回答している割合が高い。そこで，だれ

でも簡単に取り組むことができる，イモムシ型ロボット（コード・A・ピラー）を使った小学校低

学年用教材を作成した。 

キーワード：小学校，プログラミング教育，アンプラグド，イモムシ型ロボット

１ はじめに 

 21 世紀を生きる子どもたちにとって，情報社

会から Society5.0 へという変化は，生活様式の

変化以外に，社会とのかかわり方にも及び，よ

り一層，教育の重要性が高まってきた。児童生

徒の周りには，従来では想像できなかったほど

様々な情報が氾濫し，それらの中から生活や学

習に必要な情報を主体的に取捨選択し，適切に

活用する能力が求められてきている。さらに日

進月歩で様々な情報機器が登場しており，情報

活用に際しても，それら機器の中から適切な機

器を選択することや，正しい情報の扱い方を身

につけること求められている。これらの急激な

社会変化に対応できるように，教育の質の向上

とともに，「情報教育」を挙げ，情報教育によっ

て児童生徒が「情報活用能力」を身につけ，そ

の能力を活用して「生きる力」を高めていくこ

とを目指すこととなる。 

 来年度から小学校で必修となるプログラミン

グについて，2018 年 12 月に東京都の公立小学

校に通う１年生から６年生まで合わせて 1481

人の児童を対象に，教育ネット（横浜市）によ

るアンケート調査が行われた。プログラミング

の経験を問う設問では，高学年が 40％弱，中・

低学年が 20％前後の児童が「経験あり」と回答

し，学年が上がるごとに高くなる傾向を示した。 

未経験者への「プログラミングをやってみたい

か」という設問では，「やってみたい」の回答が

全学年で 60％を超え，学年別で最高は５年生が

65・3％，次いで３年生が 63・8％と高く，小学

生のプログラミングへの関心の高さがうかがえ

る結果が出ている。 

また，「プログラミング授業の実施経験なし」

と答えた教職員が 85%，「実施に対してとても不

安「，「少し不安」と答えた教職員が 98%を超え

た。コンピュータやロボットなどの教材を使用

した授業や指導に対して自信がないという割合

が高かったが，支援や研修を希望する割合も

50%を超える結果であった。この調査結果から，

「コンピュータやロボットの操作方法など知ら

ないことや分からないことが多い」，「教職員自

身も操作方法などを理解できていない」，「予想

外のことが起こった時に教職員では対応が難し

い」といった課題が浮かび上がった。 

２ 小学校におけるプログラミング教育 

 小学校プログラミングに関して，伊藤は，体

系的・系統的な情報活用能力の育成の一部とし

て，次のような到達指標で整理している。 

●低学年：順序立てて指示したことが自動的に
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順番に動くことが理解できる。 

●中学年：条件分岐(判断)や繰り返しを活用し，

指示された動作をするように，手順を組み立

てて表すことができる。

●高学年：手順を組み合わせ計画したものを作

ることができる。

低学年では，まず，物事をまとまりごとの要

素に分けていくことから始まる。国語科の指導

においても，説明文で「はじめ・中・終わり」

というように順序を確認しておもちゃづくり

の手順を具体的に書き出し，相手に伝えて，そ

のとおり行動してもらうことで，不明瞭な部分

や抜け落ちた点に気づいたり，順序だてて考え

ることの重要性や，順番の意味について気づい

たりすることができるよう指導する。 

中学年では，身近な生活で使う製品の中に，

誰かが作ったプログラムが役立っていることに

気づくようにする。情報活用のためのコンピュ

ータの基本的な活用と合わせて，国語科の物語

の場面をアニメーションで作成するなどによっ

て，プログラミング言語やプログラミング技能

の基礎についての学習を行うことができる。 

高学年では，中学校段階を意識し，課題解決

での活用から積極的に問題発見し解決していく

活動による PDCA 的な展開が期待される。５年社

会科の「情報化が社会や産業に与える影響」に

ついての学習でも，プログラミングの影響につ

いて意識していくとともに，中学校技術分野「Ｄ

情報の技術」での「ディジタル作品の設計と制

作」や「プログラムによる計測・制御」などへ

の接続性を配慮した授業展開が考えられる 

３ イモムシ型ロボットを使った学習 

小学校学習指導要領総則において，各教科等

の特質に応じて，「プログラミングを体験しなが

ら，コンピュータに意図した処理を行わせるた

めに必要な論理的思考力を身に付けるための学

習活動」を計画的に実施することが明記されて

いる。しかし，小学校にはプログラミングに関

する教科等がなく，ロボットなどの教材・教具

が整備されていないことが多い。そのため，プ

ログラミング教育の初期段階においては，アン

プラグドでカードなどを使った学習活動が考え

られる。その活動の中で，カードを使って考え

た順序が適切であるかどうかを検証する手段と

して，マテル・インターナショナル社フィッシ

ャープライスブランドのイモムシ型プログラミ

ングロボット「コード・Ａ・ピラー」（以下，イ

モムシくん）を使う学習活動を考えた。

【図１ 低学年での活動の流れ】 

イモムシくんで組めるプログラミングは「順

次」と「繰り返し」の２つだけである。イモム

シくんの胴のパーツごとに「前進」「右折」「左
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折」などの動きが組み込まれており，駆動部で

ある頭部につなぎ合わせていく（USB 接続）と

いう簡単な操作だけで，つないだ順番（指示ど

おり）にイモムシくんを動かすことができる。

学習の最初では，どのパーツを使うとどのよう

に動くのかを確認することから始める。次に，

パーツのカードを⽤いて，どのように並べれば

ゴールにたどり着くのかをグループごとに考え

させる。そして，考えて並べたカード（プログ

ラム）の順にパーツをつなぎ合わせて実際にイ

モムシくんを動かすことで，考えが適切であっ

たかどうか確認することができる。つまり，プ

ログラムの検証（体験）ができるわけである。

もし，イモムシくんがゴールにたどり着かなか

った場合には，再度ゴールへの到達を⽬指すた

めに，考えたプログラムの修正（バグフィック

ス）する活動が必要となる。

プログラミングに初めて取り組む低学年の児

童にとっては難しいと感じることもあるが， グ

ループで課題に取り組ませることによって，友

達と⼀緒に考えたり，他のグループの意⾒も参

考にしたりすることで，⽬標の達成に近づくこ

とが可能となる。 

  【図２ 低学年での活動の様子】 

４ 中・高学年での活用 

低学年の実践では，イモムシくんの持つ「順

次」機能を使ったが，中・高学年の児童を対象

にした「繰り返し」機能を取り入れた学習活動

を考えた。 

【図３ 中・高学年での活動の流れ】 
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 実際の学習では，規定のパーツの組み合わせ

だけではポイントを通過してゴールラインまで

戻って来ることができない設定にしておき，課

題解決のための方法を考えさせた。子どもたち

は話し合いの末，同じ動作を何度か繰り返させ

る必要があることに気がついた。そこで新しい

パーツとして同じ動作を５回まで繰り返させる

ことができる「繰り返し」パーツを与えて解決

までたどり着かせることができた。 

５ イモムシくんを使った学習活動の課題 

学習活動を行う中で問題点が２点あった。 

 １点目は，子どもたちがゴールまでの順序を

考える思考の流れと，実際にイモムシくんに順

序を指示するためのパーツをつなぎ合わせる順

序が逆になる点である。この課題については，

カードの裏面に矢印を印刷しておき，つなぎ合

わせる時には全体を裏返して使用することで回

避することができそうである。 

【図４ カードとパーツの接続順序のちがい】 

 ２点目は，イモムシくんの駆動部が頭部のみ

ということである。そのため，たくさんのパー

ツをつなぎ合わせるほど「前進」の距離が短く

なってしまい，プログラムした想定到達位置に

届かなくなるということがあった。また，床の

素材によっても左右されるため，必ず予備実験

をしておく必要がある。 

６ まとめ 

 このように，小学校プログラミング教育は，

これまでに学校現場で扱わなかった「プログラ

ミング言語」に触れる機会であるとともに，従

来から育んできた「情報活用能力」の具体的な

取り組み方の指針の一つとなっています。各学

校で，全学年で取り組んでいくためには，「小学

校プログラミング教育の手引（第二版）」（文部

科学省）などを参考に，地域事情や児童の実態

に即した指導ができるよう，教育委員会と学校

が協力してカリキュラム・マネジメント及び教

材のパッケージ化に取り組んでいく必要がある

と考える。 
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クラスでの合意形成を目指した特別活動の取り組み

－文化祭におけるクラス企画に関する話合い活動を通して－ 

近藤千香（東京工業大学附属科学技術高等学校）・玉田和恵（江戸川大学） 

概要：ホームルーム活動において，よりよい生活を築くために集団としての意見をまとめるなどの話

合い活動を通して，人間関係を形成する力を養うことが重要である。高校生に文化祭におけるクラス

企画を決める話合い活動を通して，自己の考えや意見を出し合うとともに多様な考えを認め合い，ク

ラスとしての意見をまとめ，自主的，実践的に協力しようとする態度を育てる取り組みを行った。問題

解決の枠組みに沿って，生徒同士が議論しあい，情報機器を活用しながら，相互理解を深めようとする

積極的な態度が見られた。 

キーワード：特別活動，話合い活動，合意形成，学校行事，情報活用能力，問題解決力

１ はじめに 

高等学校学習指導要領(平成 30 年)には，特

別活動で育てる資質として，「(2)集団や自己の

生活，人間関係の課題を見いだし，解決するた

めに話し合い，合意形成を図ったり，意思決定

したりすることができるようにする。」ことが挙

げられている。そこで，筆者らは，特別活動の

1 つであるホームルーム活動でこれを実践する

こととした。ホームルーム活動では，よりよい

生活を築くために集団としての意見をまとめる

などの話合い活動を通して，人間関係を形成す

る力を養うことが重要である。文化祭における

クラス企画を決める話合い活動を通して，自己

の考えや意見を出し合うとともに，多様な考え

を認め合いクラスとしての意見をまとめ，自主

的，実践的に協力しようとする態度を育てる取

り組みを行った。 

本研究では，問題解決の枠組みを明示的に指

導し，情報機器を活用しながら，話合い活動を

実施し合意形成を図る取り組みを行った。その

効果について，事前事後調査をもとに述べる。 

２ 研究の方法 

（１）調査対象および調査時期

本研究は，東京工業大学附属科学技術高等学

校 1 年 B 組生徒 39 名を対象に 2019 年 4 月から

7 月に実践した。この時期はクラス企画を決定

する時期で，文化祭は 10 月に実施予定である。 

（２）分析方法

 表１の通りに実施した。 

表１ クラス企画を決める話合い活動の流れ 

4/11 

4/17 

4/19-

5/16 

6/ 5 

6/14 

7/ 5 

7/16 

事前調査 

話合い活動(1):目標設定，クラス企画案

各自の案作り，テキスト形式にまとめる 

希望者のみホームページにし閲覧し合う 

話合い活動(2) :クラス企画の合意形成

話合い活動(3) :教室内配置の合意形成

話合い活動(4) :班分け，実施希望場所の合

意形成 

話合い活動(5) :企画名，係代表の合意形成

（３）問題解決の指導について

 問題解決力を育成するには，身につけるべき

能力に着目した指導内容・方法が必要であり，

学問的な領域固有知識の体系のみに着目した教

育は不適切である。情報活用能力を育成するた

めに，情報の収集・処理・発信活動を充実する

だけであったり，問題解決力を育成するために

問題解決活動を充実するだけであったりでは不
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十分である。以上の問題意識から，松田(2015)

は，Bruer(1993）による，「領域固有の知識，メ

タ認知技能，および汎用的方略が人間の知能と

熟達した活動の全要素である」との指摘に対応

づけ，領域固有知識，専門分野の見方・考え方，

問題解決スクリプトを相互に関連づけて適切に

学ぶことを教科学習の目標と捉えた学習者モデ

ルを定義している。松田(2016)は，問題解決の

手順を一般化した縦糸と，総合的な学習の時間

の探求活動とされる横糸とで構成される問題解

決の手順を明示し，合理的に判断しながら合意

形成に到達するモデルを提案した。 

 事前調査では，問題解決の枠組みに関する基

礎知識の有無，問題解決力を身につけるために

重要だと思うこと，話合い活動についての考え

を確認した。問題解決の枠組みに関する基礎知

識にうち，表２の②について「解決案」と記述

できた生徒は 34.2%いたが，「たくさんの解決案」

と記述できた生徒はいなかった。 

表２ 問題解決の枠組み 事前調査正答率 

① 目標を設定する 13.1% 

② たくさん解決案を考える 34.2% 

③ 合理的判断する 0.0% 

④ 解決案を決定する 23.6% 

⑤ 合意形成する 23.6% 

問題解決力を身につけるために重要だと思うこ

ととして，目標をしっかり決めること，計画を

しっかり立てること，立てた計画に間違いがな

いかどうかよく考えること，計画を守って実行

すること，自分のやり方が間違っていなかった

かどうか結果を見て振り返ること以上 5点につ

いて調査したところ，95％の生徒が「非常に大

切だと思う」，あるいは，「大切だと思う」と回

答した。また，話合い活動についての考えを確

認した。(1)家族で仲良く暮らすために話合うか

(2)友達と何か行き違いがあったときに話合う

か(3)ゲーム，ラインをやっていて不愉快なこと

があったとき，それを解決するために話合うか

について，よく話合うを度数５，全く話合わな

いを度数１とし，５から１の度数で回答しても

らった(図２)。一方(4)家族で仲良く暮らすため

には話合いが大切だと思うか(5)友達と何か行

き違いがあったときに話合うことは大切だと思

うか(6)友だちとの間でゲーム，ラインをやって

いて不愉快なことがあったとき，それを解決す

るために話合うことは大切だと思うかについて

は，非常にそう思うを度数５，全くそう思わな

いを度数１とし，５から１の度数で回答しても

らった(図３)。ゲーム，ラインをやっていて不

愉快なことがあったときだけは，それを解決 

するために話合ってはいない生徒が増えるが，

特に友達と行き違いがあったときには話合うこ

とが大切だと思っていることがわかった。4/17

より文化祭におけるクラス企画を決める取り組

みを問題解決の枠組み(図４)を活用し開始した。 

３ 結果 

（１）目標設定過程

クラス企画の目標を決めるために，まずクラ

ス全体で話合い活動を行った[話合い活動(1)]。

例年本校では，文化祭時に来場者投票を行い表

彰している。去年中学生のとき来場した生徒も

多く，「来場者投票で入賞する」ことを目指そう

という提案があり，これに反対する者はいなか

った。そこで，どういう企画が入賞できるか案

が多く出された[横糸:情報収集]。共通事項とし
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図２ 話合っているか 

0
5

10
15
20

1 2 3 4 5

(4)

(5)

(6)

[度数] 

[度数] 

[人] 

図３ 話合うことは大切だと思うか 
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ては，本校らしいものであることが明確になり，

ひとまず理系的な要素を含めることに決定した

[横糸:処理，まとめ]。 

（２）解決案導出過程

クラス企画の案をたくさん発想するために６，

７名で班を作りブレーンストーミングを行った。

生徒にはたくさん案を発想することが重要であ

ること，人の案を否定しないことを伝えた。各

班に書記を 1名決めてもらい，出された案を列

挙してもらった。生徒には，班で話し合った案

か，自分で考えた新たな案を，早朝パソコン室

でテキスト形式のファイルに各自まとめる時間

がある旨を伝え解散とした。 

 毎週金曜日の 1，2 時限目は情報技術基礎の

授業前にパソコン室を解放することにした。登

校した生徒から順に各自の提案をテキスト形式

のファイルにまとめる作業に入った。作業初日

には，各班で出された案をクラス全体で共有し

たいと自主的にまとめてきてくれた生徒が全体

に向け発表した(図５)。また，テキスト形式の

ファイルは校内サーバーにアップロードし，随

時クラス内で閲覧し合うこととした[横糸:情報

収集]。希望者はテキスト形式のファイルを元に

html形式のファイルを作成できるよう，ひな形

とマニュアルを作成したところ，39 名中 16 名

の生徒が HTML 形式のファイル作成に取り組ん

だ(図６)。ホームページでの公開にあたっては，

一般公開ではなく校内ネットワークからのみア 

クセスできるように設定した。ちょうど，クラ

ス内で友達を作ろうとする時期に文化祭のクラ

ス企画という話題で，仲間作りのよい題材とな

った。休み時間や放課後に似たような企画案を

支持する生徒同士で解の良さや条件を検討する

様子が伺えた[横糸:処理]。 

理系縁日を提案していたAさんより文化祭に

ついて話合う時間をとってほしいとリクエスト

があり，話合い活動(2)を実施した。理系縁日よ

りヒントを得て，案を 1つに絞るのではなく，

縁日として，複数の案を実施する企画案である。

具体的には，カジノをやり，フォトスポットブ

ースを作り，イベントスペースでトークショー，

タピオカの販売も行い，縁日のようにするとい

う案である。複数の企画を実施するメリットと

同時に多くのデメリットが出され，この日の議

論は収束することができなかった。 

（３）合理的判断過程

話合い活動(3)は，スペースの問題に焦点を当

て理系縁日を検討したいというB君から自発的

申し出により実施した(図７)。彼は A さんを含

む数人の生徒とともに実際に教室の机と椅子を

動かしてスペースを実践的に検討し，2 つの選

択肢を用意していた(図８)。スペース問題の実

証検分により，タピオカ，フォトスポットブー

スとイベントスペースを常設し，カジノ，トー

クショーはイベントスペースで時間を決めて行

うことになった。 

図４ 問題解決の枠組み 

図５ クラス企画案と懸念事項(まとめ） 

図６ ホームページ(生徒作成，図は写真イメージ) 
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話合い活動(4)は，期末試験最終日に行われた。

生徒はまず，タピオカ班，フォトスポット班，

カジノ班，広報班，音響班のいずれかを希望す

る。その後，複数担当したい者，人数の偏りな

ど調整が行われた。企画の実施希望場所につい

ては，１階と自分たちの教室(4 階)の 2 つの選

択肢が用意され，それぞれメリットとデメリッ

トが検討されたのち，匿名挙手により自分たち

の教室(4 階)を希望することとなった。 

（４）最適解導出過程

 文化祭企画案の提出期限を間近に控え，係生

徒より早めに企画の詳細を決定しておきたいと

申し出があり，話合い活動(5)を行った。最終

確認と企画名，係代表決めを行った。さらに理

系的要素の確認も行われた。タピオカのストロ

ーを検討し，環境問題を問題提起したり，カジ

ノを数学的，法律的に分析したりするポスター

掲示を実施することが確認された。 

４ 考察 

 文化祭に関する話合い活動について記述形式

の事後調査を行ったところ，折衷案を出して皆

の意見を取り入れた案を作ったことに関しては

満足している生徒が多かった。一方，実際に実

践していくに向けて少し不安を感じる生徒もい

た。話合いの頻度が多かったので，ついスマホ

をいじってしまったと弁解する生徒もいた。ま

た，「ホームページにすることにより，普段あま

りしゃべらない人も自分の意見を表現でき，結

果クラス皆の意見がでたことがよかった」と感

じている生徒もいた。 

５ まとめと今後の課題 

 班ごとの話合いに始まり，ホームページによ

る自己の考えや意見を表現し，スライドを用い

た全体での話合いを通して，生徒が文化祭のク

ラス企画の決定という共通のテーマで多様な考

えを認め合い，最終的にクラスとしての意見を

まとめた。自主的，実践的に協力しようとする

態度が見られた。問題解決の枠組みと問題解決

のための見方・考え方を明示的に指導し，問題

解決の演習を行うことにより，生徒は問題解決

の枠組みや見方・考え方を理解するようになっ

たと考えられる。今後は，10 月の文化祭実施に

向け，更なる実践を続けていく予定である。文

化祭は，学校外の人々，特に地域の方々と交流

できる貴重な機会であるため，クラスにとって

実りある活動の取り掛かりとしたい。 

参考文献 
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「情報的な見方・考え方」，東京都高等 学

校情報教育研究会，pp44-47 

玉田和恵・松田稔樹(2004)  『3種の知識』に

よる情報モラル指導法の開発．日本教育工

学雑誌，28，pp.79-88 

松田稔樹(2015) 教育実践研究能力育成に向 け
た e-portfolio システムの開発．日本教育工

学会研究会報告集，JSET15-1，315-322 
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図７ 話合い活動(3)の様子 

図８ スペースを考えた企画案比較(生徒作成） 
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中学校社会科における地域資源を活用した授業実践 

南迫勝彦（大阪教育大学大学院連合教職実践研究科） 

寺嶋浩介（大阪教育大学大学院連合教職実践研究科） 

概要：中学校社会科の授業を行う上で，地域の人的，物的資源は必要不可欠である。また，「社会に開

かれた教育課程」等にも，地域と教育課程を共有，連携することが示されている。そこで地域資源を系

統的，有効的に活用するため，目瀬(1990)の先行研究から作成した対話ツール「地域資源分類表」を用

い，様々な職員と地域資源を分類，共有し，人的資源を活用した授業を実践した。 

キーワード：地域資源，地域資源分類表，一枚ポートフォリオ

１ はじめに 

 中教審「幼稚園，小学校，中学校，高等学校

及び特別支援学校の学習指導要領等の改善及び

必要な方策について(答申)」や，中学校学習指

導要領社会編には，「地域資源」をカリキュラム

に系統的に組み込むことが示されている。しか

し，地域資源は地域の条件，教職経験，学校の

研究風土等により，活用方法，活用頻度が様々

である。現任校や周辺校でも地域資源を系統的，

有効的に活用しているとは言い難い。そこで，

「どこでも，誰でも」という条件を問わず地域

資源を活用できるように，「地域資源分類表」を

開発し，それを用いた授業を試行した。 

２ 研究内容 

（１）対象生徒

対象は大阪府内公立中学校，第 3学年 1クラ

ス 33 名である。

（２）地域資源分類表の作成

  まず，地域資源を系統的，有効的に活用する

ためには，「地域資源」という言葉の意味を職員

や地域の方と共有すること，そして，地域にあ

る資源が可視化され，誰もが理解できる表を作

成することが必要であると考えた。地域資源と

いう言葉に定義はないが，目瀬守男(1990)は経

済学の観点から地域資源を固定資源(地域条件，

自然資源，人文資源)と流動資源(物産的資源，

中間生産物)に分け，分類表にまとめていた。こ

の分類表を元に，大阪府内外の教諭と対話し，

中学校社会科の教育課程と関連付けた地域資源

分類表を作成した。その後，地域資源分類表を

用い勤務校の学区に勤める小中学校教諭と対話

し，該当する地域資源を出し合い，図１のよう

にまとめた。 

図１ 地域資源分類表にまとめた吹田市の地域資源 

 授業をデザインする際は，学習内容と関連づ

けたり，比較できたりする地域資源を図１の中

から選び単元を構成していくというプロセスと

なる。  
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（３）地域資源を活用した授業実践

 中学校社会科公民的分野「生産と労働」の単

元において，地域資源を活用した授業を実践し

た。まず，図１の中から本単元の学習に関連づ

け，または比較することができるものを考察し

た結果，「産業資源」である在阪企業の方をゲス

トティーチャーに招き，生徒が単元を通して学

ぶ企業における責任や，働く意義についてのデ

ィスカッションを行うことを計画した。 

地域資源を単元で活用する際には，毎時間地

域資源をどのように位置づけるかが重要である。

そこで図２のような単元構成図を作成し，毎時

間必ず知識理解として身に付けて欲しい語句を

●で表し，地域資源に関する項目を〇で表し一

見できるようにした。 

図２ 地域資源を示した単元構成図 

この単元構成図に基づき，生徒達は，第２時

と第３時の間に地域や保護者の方に対して働く

意義についてのアンケート調査を行った。第３

時ではアンケート調査を集計し，地域のデータ

を教科書のデータと比較したり，年齢や，働く

立場等によって働く意義の捉え方についてどの

ような特徴があるのか考察したりする活動を行

った。 

 そして第５時では，「企業の技術力」「企業の

社会的責任」「社員が考える労働の意義」「ワー

クライフバランス」等，それまでの学習で理解

したことや疑問に思ったことを，在阪企業の方

とディスカッションを行った。学んだ内容を確

かめる生徒がいる一方，教科書や資料集には無

い，新たな見方，考え方を獲得することができ

た生徒もいた。 

３ 結果と考察 

実践単元では，堀(2013)の一枚ポートフォリ

オを参考に図３のようなワークシートを作成し，

単元学習前後で「企業」に関するウェビング(そ

れぞれ 5 分間)を行い，毎時間の授業の振り返

りと，単元学習後に単元の課題に対する自分の

答えを記述させた。 

図３ 実践単元の生徒のワークシート 

まず，単元学習前後のウェビングで書かれた

単語の個数と，地域資源に関する単語(ゲストテ

ィーチャーとのディスカッションや，地元企業

の調べ学習に関するもの)個数は次のようにな

った。 
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実施時期 単元学習前 単元学習後 

単語個数 

(授業で学習

すべき語句) 

5.25 個 17.18 個 

地域資源に関

する単語個数 
0 個 6.8 個 

(個数は 33 人の平均値) 

当然，単元学習後，全ての生徒のウェビング

では単語個数は多くなり，広がりは大きくなっ

ていた。地域資源に関する単語個数は，単元学

習前は 0個だったが，単元学習後には平均して

6.8 個あった。その単語の中には「ＣＳＶ」や

「生き方の中に仕事がある」といったゲストテ

ィーチャーとのディスカッションにより獲得し

た言葉が多く含まれており，その言葉を幹とし

て，様々な単語が枝葉となり広がっていた。 

 最後に，単元学習後に記述した本質的な問い

に対する生徒の文章を調査した。学習前に生徒

に提示したルーブリックを基に，生徒の作品を

評価した結果は次のようになった。 

評価 内容 人数 

Ａ 

学習で用いた文献，テキスト

やグラフだけでなく，自分で

調べた資料を基に企業や労

働について，自己の考えと他

者の考えを比較し，レポート

を書いている。 

25 人 

Ｂ 

学習で用いた文献，テキスト

やグラフを基に企業や労働

について認識し，レポートを

書いている。 

7 人 

Ｃ 

学習で用いた文献，テキスト

やグラフ，データなどの資料

を活用し，レポートを書くこ

とができない。 

1 人 

 概ね満足を表すＢ評価以上の生徒が 90％以

上であった。中学校社会科で学習する際には多

面的・多角的に考察することが重要とされてい

る。「産業資源」である在阪企業の方をゲストテ

ィーチャーに招き，クラスの仲間たちと共にデ

ィスカッションをする活動を通して，多角的に

考察することができたと考えることができる。 

 本単元を構成する際に，地域資源分類表とい

うツールがあったことによって，非常にスムー

ズに地域資源を単元に仕組むことができた。 

 これらの実践を図４のように実践手引書にま

とめた。この実践手引書の中には，地域資源の

定義，地域資源分類表の活用方法，地域資源活

用時の注意点，地域資源を単元に仕組む手順，

地域資源を活用した授業の評価方法などを記し

ている。 

図４ 地域資源活用の実践手引書 

今後は，地域資源分類表が「どこでも，誰で

も」という条件を問わず地域資源を活用するた

めに有用なツールとなるのか，本市小中学校や

他府県教職員に配布し実践してもらい検証して

いきたい。 
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音楽コンテンツと映像コンテンツの制作を通した「ふるさと教育」の 

推進及び地域活性化への取り組み～「蔵木音頭」に夢をのせて～ 

松元善生（吉賀町立蔵木小学校） 

概要：島根県南西部に位置する本校は，全校児童１４名の極小規模校である。ICT 活用を通して「ふる

さと教育」を推進している。「蔵木地区サクラマスプロジェクト地域会議」との密接な連携の元，

地域の魅力をふんだんに盛り込んだ音楽コンテンツ「蔵木音頭」を制作し，ＣＤ化した。更に児

童を始め，地域の方々が多数出演した映像コンテンツも制作し，DVD 化すると共に，YouTube を

通して全世界へ発信した。これらのコンテンツの制作を通して地域に活気が生まれ，約３０年

ぶりに盆踊り大会が復活した。ICT がもたらす効果は絶大で，地域の魅力を再発見できただけで

なく，児童を含む住民同士の繋がりを深め，地域の活性化に貢献した。 

キーワード：ふるさと教育，ICT活用，音楽コンテンツ，映像コンテンツ，YouTube，蔵木音頭

１ はじめに 

 島根県では平成 17 年度から県内すべての公

立小中学校・全学年・全学級で「ふるさと教育」

を推進している。ふるさと教育とは，地域の自

然，歴史，伝統行事，産業といった教育資源（ひ

と・もの・こと）を活かし，学校・家庭・地域

が一体となって，ふるさとに誇りを持ち心豊か

でたくましい子どもを育むことを目的としてい

る。とりわけ学校教育においては「ふるさとへ

の愛着や誇りの醸成」，「地域に貢献しようとす

る意欲の喚起」が重要視されている。 

本校では島根県教育委員会の方針等を踏まえ，

豊かな自然，保護者・地域の方々に支えられ，

愛情を注がれながら，多くの教育実践を伝統的

に積み重ねてきた。 

そうした中，平成 30 年度末をもって隣の吉賀

町立蔵木中学校の閉校が決まった。地域から学

校がなくなる寂しさや危機感等が地域全体に募

る中，公民館を事務局とする「蔵木地区サクラ

マスプロジェクト地域会議（以下『地域会議』

とする）」を中心に，蔵木音頭制作（音楽コンテ

ンツ，映像コンテンツ）のプロジェクトが始ま

った。「地域に魅力がたくさんあるのに，今一つ

地域に元気がない」，「地域の今後が心配」等の

声が聞かれる中，「まずは地域の大人が元気じゃ

ないと子どもたちも元気にならない」という結

論に至ったのである。 

以下，地域会議，小中学校，保育所，地区内

各団体等が密接に連携した取り組みを紹介する。 

２ 研究の方法 

（１）対象および時期

①対象 吉賀町蔵木地区住民及び諸団体

蔵木小中学校児童生徒・教職員 

双葉保育所教職員 

②時期 平成 29 年 4 月～平成 31 年 3 月

（２）方法

地域会議を中心とし，学校等との密接な連

携の元，以下の手順で制作にあたった。 

①音楽コンテンツ制作（平成 29 年度）

表１ 音楽コンテンツ制作の流れ

順 作業内容 等 

１ 

歌詞となるキーワードを募集 

（対象：地区住民，蔵木小中学校， 

双葉保育所 等） 

２ 
メロディー・伴奏制作

  （作編曲：蔵木小学校長） 

３ 
ボーカルレコーディング 

  （歌：地元のプロ歌手） 
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４ 
ミキシング・マスタリング

  （担当：蔵木小学校長） 

５ 地域会議での確認，修正 

６ 
振り付け考案 

  （担当：双葉保育所職員） 

７ 
「くらぎフェスタ（地域の文化祭的行

事）」で披露 

８ CD 化（350 枚制作） 

 表 1 のように，音楽コンテンツは，児童生徒

を含む蔵木地区住民，蔵木地区にゆかりのある

方々で制作することとした。自分たちで作り上

げることにより，参画意識の醸成とコンテンツ

への深い愛着をねらったためである。 

 具体的には，全地区住民への歌詞（キーワー

ド）募集，小学校長による作曲・編曲，地元の

プロ歌手による歌，地元の保育所職員による振

り付け等「オール蔵木」により制作された。 

②映像コンテンツ制作（平成 30 年度）

表２ 映像コンテンツ制作の流れ 

順 作業内容 等 

１ 出演者，出演団体等の選定 等 

２ 映像撮影業者確定 

３ 

撮影 

※撮影期間：約１年

※出演者：のべ約 300 人

４ 映像撮影業者等による編集作業 

５ 地域会議での確認，修正 

６ 
「くらぎフェスタ（地域の文化祭的

行事）」で披露 

７ DVD 化（150 枚制作） 

８ YouTube での公開 

 表２のように，出演は蔵木地区内のできる限

り多くの方々に出演していただくことを意識し

た。撮影期間は 1 年間設定し，じっくり地区内

の「ひと・もの・こと」を撮影することとした。 

 なお，撮影と映像編集については高い専門性

と膨大な時間を要することから，自治会長会か

らの予算支援もいただき，業者に依頼した。 

③音楽コンテンツ制作に使用した機材等

ア 使用ソフトウェア

   ･CUBASE 8（steinberg） 

      ･ABILITY2.0（INTERNET） 

･Finale Ver25（MI7） 

・WaveLabElements9.5（steinberg）

イ 使用ハードウェア

・オーディオインターフェース

UR824（steinberg） 

UR22mkⅡ（steinberg） 

・コンデンサーマイク

ST-M01（steinberg） 

ウ 使用音源

・SOUND Canvas VA（SC88Pro）(Roland） 

・HALion Sonic SE（steinberg）

・MOTIF ES7（YAMAHA）

※上記のソフトウェア，機材等は作編曲者

である蔵木小学校長が所持しているもの。 

３ 結果 

（１）盆踊り大会の復活について

この「蔵木音頭（音楽コンテンツ）」の制作

により，学校だけでなく地域も大変活気づい

た。そうした中，「更に蔵木地区を元気にした

い」という声が，公民館，地域会議等から上

がり，「蔵木地区盆踊り大会」が約 30 年ぶり

に復活することとなった。 

  盆踊り大会には 400 名を超える来場者があ

った。その中には，地域住民は勿論，帰省客

も多く見られた。会場のあちこちでミニ同窓

会が開かれていた。蔵木小学校全校児童も，

ふるさと蔵木のため，和太鼓演奏で参加した。 

「人々の出会いの場・つながりの場」が新た

に生まれた。地区が活性化した一つの象徴で

もある。  

図１ 盆踊り大会で和太鼓演奏する 

蔵木小学校全校児童 
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（２）音楽・映像コンテンツの活用事例

①小学校・中学校・公民館合同運動会

・演目に位置づけ，参加者全員で踊る。

②くらぎフェスタ（地域の文化祭的行事）

・演目で位置づけ，参加者全員で踊る。

③町内外でのイベント

・地元のプロ歌手が歌い手のため，様々なイ

ベントで生歌を披露している。

④蔵木地区盆踊り大会（H31 年度より「蔵木

ふるさとまつり」と名称変更）

・参加者全員でやぐらを囲み踊る。

⑤地区内放送での活用

・公民館が毎日地区内に連絡放送をする際，

放送のオープニングとエンディングで流す。 

⑥オルゴールバージョンによる活用

・オルゴールバージョン CD も作成しており，

地区内郵便局等で毎日放送。 

（３）ふるさとへの愛着の醸成

音楽コンテンツと映像コンテンツを制作

する中で，子ども達の「ふるさとへの愛着」

の向上が見られた。6 年生国語科の教材「町

の幸福論」に関連し，蔵木地区の現況や未来

について調べ，地区の皆さんへ提案発表した

のである（図２）。自分たちの考えを述べた後，

参加者の皆さんから多くの質問と意見をいた

だき，より考えを深めた。 

図２ 地区の未来等について提案発表 

 「教室と社会を繋ぐ」，「理想と現実を繋ぐ」

「現在と未来を繋ぐ」という点で，子ども達だ

けではなく，地域の皆さんにとっても貴重な機

会となった。 

（４）「蔵木音頭制作による効果」アンケート 

 学校評議員の方々等から，蔵木音頭制作（音

楽コンテンツ）による効果についてアンケート

を実施した。 

 高い効果として挙げられたのは「蔵木地区が

盛り上がった」，「学校・公民館・保育所・地域

の連携が進んだ」，「元気が出た」，「子どもたち

が地域（ふるさと）を好きになった」等であっ

た。 

なお，本アンケート実施時点では，まだ映像

コンテンツは完成していない。

38%

38%

48%

81%

81%

86%

90%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

学校に対する信頼が上がった

学校が盛り上がった

地区民が地域をより好きになった

子ども達が地域（ふるさと）をより好きになった

元気が出た

学校・公民館・保育所・地域の連携が進んだ

蔵木地区が盛り上がった

蔵木音頭制作による効果アンケート（学校評議員等による）

表３ 蔵木音頭制作による効果アンケート 

平成 30年 2月実施。  N=21 
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（５）コンテンツの公開 等

 制作したコンテンツは CD 化，DVD 化しただ

けでなく，YouTube へもアップし，全世界公開

をしている。これにより，世界のどこにいても

「ふるさと蔵木」を感じることができる環境と

なっている。 

 なお，令和元年 7 月末時点

で 2700 回の再生回数を数え

る。 

４ 考察 

（１）ねらいから

①ふるさと教育のねらいから

 「ふるさとへの愛着や誇りの醸成」，「地域に

貢献しようとする意欲の喚起」という２点から

振り返ると，蔵木音頭制作を通して，「蔵木地区

の現況から未来を考える学習活動（国語科）の

実施」，「蔵木音頭を活用する場の設定」等の活

動が広がりを見せている。子どもたちは，蔵木

音頭に愛着を示しており，日常的に口ずさんだ

り，踊ったり，話題にしたりする場面も多く見

られる。「自分たちの歌」という意識も高いため

だと推察される。 

  また復活した盆踊り大会で披露する全校児

童の和太鼓演奏では，卒業した OB の中学生も

一緒に参加してくれた。「ふるさとを元気にし

たい」という行動であると感じる。 

②地域会議のねらいから

 蔵木音頭制作にあたり，地域会議では以下の

３点をねらいとして設定した。 

 蔵木音頭を制作することは手段であって目的

ではない。よって，常にねらいを意識しながら

活動してきた。 

制作を通して，「地区住民の方々に歌詞を募集

したこと」，「制作によって，盆踊り大会が復活

したこと」，「運動会を始め，多くの行事等で活

用されていること」，「遠く離れた自分の親族の

ために CD や DVD を購入し，発送する方々が

多いこと」等から考えると，ねらいはほぼ達成

できていると推察される。 

５ まとめ 

 蔵木音頭は，制作する過程を通して地区内の

魅力を再発見できただけでなく，蔵木地区の活

性化，ふるさとへの愛着を醸成できた。 

 今後も地域会議と学校が密接な連携をし，ふ

るさと教育をより一層推進するとともに，蔵木

音頭活用を通して，地域の活性化を「オール蔵

木」で推進していきたい。蔵木音頭に子どもた

ち・地区住民の皆さんの夢をのせて。 

図４ 蔵木音頭歌詞（オール蔵木で作成） 

参考文献 

蔵木音頭 

作詞：オール蔵木 
作曲：松元善生 
歌 ：青山譲二 

花と緑に包まれた 蔵木の里は 
川のせせらぎ鳥の声 清らかな長瀬峡 
いっちみちみ よいよいよい  
きっちみちみ よいよいよい 
注ぐ光まぶしい 深谷大橋 
真紅の欄干四季に映え 心のふるさと 
蔵木 蔵木 蔵木 

澄んだ水湧く水源の 祭りに踊る 
藁の龍舞う大蛇ヶ池 一本杉の神よ 
いっちみちみ よいよいよい  
きっちみちみ よいよいよい 
高津川を湛える 水面に映る 
神楽の舞見る笑い顔 心のふるさと 
蔵木 蔵木 蔵木 

可憐に咲かせるカタクリの 薄紫の花 
朝日を浴び誇らしく 春を告げる野山に 
いっちみちみ よいよいよい  
きっちみちみ よいよいよい 
実り多き秋には  彼岸の花咲く 
人に愛され育つ子らの 心のふるさと  
蔵木 蔵木 蔵木 

図３「蔵木音頭」の YouTube QR コード 

①蔵木音頭を作成するプロセスを通して，
蔵木の魅力を再発見する。

②蔵木音頭を CD 化，DVD 化し，蔵木地区
は元より，蔵木地区以外にも PR し，広
く蔵木の魅力を知っていただく。

③蔵木音頭の振り付けも作成し，様々行
事・イベント等でも歌ったり踊ったりし
ていただくことで，蔵木地区のみなさん
に長く愛される財産とし，地域の活性化
に寄与する。

島根県教育委員会（2019）ふるさと教育基本方針 
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中学校音楽「箏」と理科「音の性質」における教科横断の一考察 

岩崎有朋（岩美町立岩美中学校）・八木谷和葉（鳥取市立福部未来学園）・今野貴之（明星大学） 

概要：本研究は，音楽科と理科の教科横断的な学習を実践し，その学習を受けた学習者の立場を踏まえ

て教科横断カリキュラムを開発する要因を明らかにすることを目的とする。理科で奏法原理を学習し

た後に音楽科で創作・鑑賞を行なったクラスは，音楽科で創作・鑑賞後に理科で奏法原理の学習を行っ

たクラスと比較した結果，創作活動，協働場面，特殊奏法の３つの項目で値が高くなった。２つの教科

を横断する場合，最初の教科の内容を補完するように次の教科を配置し，その学習内容を扱いながら

さらに最初の教科の学習をすることがカリキュラム開発の要因として挙げられた。 

キーワード：カリキュラム・マネジメント，教科横断的な学習

１ はじめに 

 新学習指導要領(平成 29 年７月)には，教科

等横断的な学習の充実やカリキュラム・マネジ

メントの必要性が説かれている。

教科横断的な視点はそれ以前から試みられて

いる。たとえば加藤ほか(2013)では，教科の学

習を連携させる形で２時間続きの授業において

音楽科と理科を連携させた学習プランを実施し

ている。この学習プランの特徴は，音楽科と理

科の学習の道筋の可能性を示している。しかし，

具体的には歌詞の読み取りと，その次の理科で

の気象データの分析で終了しており，多面的な

視点をもちながら改めて歌って確かめる活動に

までは至っていない。さらに，連携を有効にす

るには学習活動の展開の工夫が欠かせないとし

ながらも，その工夫については明らかにされて

いない。 

 そもそも教科横断的な学習の主体は学習者で

ある。それまで独立した教科で学習を経験して

きた学習者が，教科横断的な学習をどのように

認識するのかは今後様々な教科横断的な学習が

行われることを踏まえても，重要な点であろう。 

 そこで本研究は，教科横断の学習を受けた学

習者の振り返りをもとに教科横断カリキュラム

を開発する要因の探索的研究を行うことを目的

する。 

２ 研究の方法 

（１）実践の概要

 本研究では，取り上げる事例は，加藤ほか

(2013)を参考にした中学校２年の音楽科と理科

の教科横断的な学習事例である。 

中学校学習指導要領解説音楽編（平成 29 年 7

月）には音楽科の「思考力・判断力・表現力等」

の育成に関する目標である音楽表現を創意工夫

することについて，次のように示されている。

なお〔  〕は第一筆者が加筆した。 

 音楽表現を創意工夫するとは，音や音楽に対

する自己のイメージを膨らませたり〔創作活動〕

他者のイメージに共感したり〔鑑賞・協働〕し

て，音楽を形づくっている要素の働かせ方など

を試行錯誤しながら〔問題解決〕，表したい音楽

表現について考え〔創作活動〕，どのように音楽

で表現するかについて思いや意図をもつ〔技能

の活用〕ことである。また，思いや意図は，創

意工夫の過程において，知識や技能を得たり〔技

能の習得〕生かしたり〔技能の活用〕しながら，

さらに深まったり新たな思いや意図となったり

する。） 

 本研究の事例における音楽では，創作活動に

かかる前に，ワークシートに学習者はそれぞれ

前奏設計図としてイメージを描いている（図１）。 
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図１のように，学習者が表現したい思いや意

図があったとしても，それを音楽で表現できる

技能が必要である。しかし，時数が少ない音楽

科の学習で様々な奏法を習得させたり，その奏

法の原理を考えたりするゆとりはない。そこで，

理科の学習において奏法の原理を解き明かし，

その理解のもと，音楽科の学習で創作・鑑賞を

行う教科横断的な学習を計画した。 

（２）調査対象および調査時期

 2019 年 2 月に鳥取県東部の公立中学校，第１

学年（生徒数 78 名）の３クラスで実施した。音

楽科と理科の学習目標は次のとおりである。 

・音楽科：箏「さいたさくら」の前奏を創作し，

曲全体の演奏をクラスで鑑賞する。 

・理科：弦の張りや長さと奏法原理の関係を科

学的に説明できるようにする。

１組・３組は音楽科でいくつかの奏法につい

て学習した後，理科でその奏法原理を科学的に

解明し，その後音楽科で理解した奏法を用いて

イメージに合う前奏の創作及び鑑賞をした。

一方，２組は音楽科でいくつかの奏法につい

て学習した後，それらの奏法を用いてイメージ

に合う前奏の創作及び鑑賞をした。その後，理

科で奏法原理を科学的に解明する学習をした。 

 ３クラスいずれも授業時間数は同じとし，本

時目標も同じ設定とした。 

 本研究では，教科横断の学習を受けた学習者

がどのように授業を認識していたのか，その傾

向を探る必要があると考えた。そこで音楽科・

理科両方の学習が終了した段階で，音楽科で準

備したワークシート「箏の学習を通して考えた

こと，感じたこと，気づいたこと，他教科との

関連など」という内容で学習者は自由記述を行

い，これを分析データとした。 

（３）分析方法

学習者の自由記述を分析データとし，テキス

トマイニングによる探索的研究を行った。明ら

かになった傾向をもとに生データに戻り，教科

横断カリキュラムを開発する要因を考察した。

具体的には，計量テキスト分析ソフト KH 

Coder(ver.2.00)を用いて次のような分析を行

った。 

①３クラス全部のデータから共起ネットワーク

を用いて頻出語を抽出した。

②抽出された頻出語について関連語検索を行い，

抽出語を抜き出した。

③頻出語と関連する抽出語の組み合わせの検索

結果から文脈に関係ない抽出を取り除き，残

った関連語の組み合わせをコーディング・ル

ールとした。

④コーディング・ルールの共通するカテゴリー

ごとにコードに分けた。

⑤各クラスのデータをこのコーディング・ルー

ルに従って単純集計を行い，クラス間の結果

を比較した。特に，１・３組と２組では途中

の学習の順序が音楽科と理科で入れ替わって

いるため，１・３組と２組の比較を行った。 

⑥クラス間の数値データと学習者の具体的な記

述をもとに考察した。

３ 結果 

 各クラス・学年全体の文字総数及び一人平均

の文字数については表１の通りである。 

次に KH Coder の共起ネットワークで最小出

図１：前奏設計図

表１：文字総数及び平均文字数

１組 ２組 ３組 学年 

文字総数 6780 5768 7433 19981 

平均文字数 260.8 230.7 285.9 259.5 
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現数 10 に設定し，集計単位は文にした。最小ス

パニング・ツリーだけを表示した結果，利用さ

れる語は 40 まで絞られた。そして，最小スパニ

ング・ツリーで表示された語について，関連語

検索を行い，関連性があるとされる Jaccard 係

数が 0.1 以上の抽出語を抜き出した。さらに，

関連語と抽出語の組み合わせについて，それぞ

れの語（例：音 — 理科）について出現回数と実

際の文章ではどのように表現されているのかを

示す文例を１つずつ調べた（表２）。例えば音 — 

理科で関連語検索を行なった場合，左右５つま

でに関連語があれば自動抽出するので，場合に

よっては文脈に関係ない抽出もある。そこで，

抽出された１文ずつ関連場所を読み，文脈に関

係ない抽出は取り除き，残った関連語の組み合

わせをコーディング・ルールとした。 

これをもとにコーディング・ルールの共通す

るカテゴリーごとに「教科連携」，「理科の内容」，

「音楽の内容」，「創作活動」，「鑑賞」，「協働場

面」，「公共心」「日本の伝統音楽・文化の認識」

「特殊奏法」，「原理の理解」，「課題解決」，「気

持ち」，「技能」の 13 コードに分けた。 

 そして，各クラスのテキストデータをコーデ

ィング・ルールで単純集計したものが表３であ

る。１・３組の単純集計平均が２組の値より５％

以上高い項目は創作活動，協働場面，特殊奏法

の３つであった。また，課題解決，技能の２つ

の項目については，単純集計平均約２％の差で

高かった。コードに当てはまらない記述が２組

は 50％に対して，１・３組はいずれも 30％台と

少なかった。 

４ 考察および結論 

 １・３組と２組の学習過程の違いは，理科で

奏法原理を学習することと音楽で創作・鑑賞を

行うことの展開順の違いである。３クラスとも

最初に音楽で奏法を扱っているが，それは演奏

方法としての理解であって，なぜその操作をす

ると音が変化するのかまでは理解していなかっ

た。しかし，１・３組はその奏法について，音

の変化の原理を理科で学び，その次に音楽科で

創作する過程において，例えば音を半音高くし

たいので「音を高くする，弦を強く張る，押し

手」の順という科学的な考え方を使って創作活

動を行ったと推測される。生徒の感想には，「特

殊奏法を理科でなぜこの音になるのかなどを調

べていたから音程などを意識できた」と理科の

学習を音楽科の創作につなげている振り返りも

ある。 

本事例は，音楽科の箏を扱った実践において，

弦の様子を理科を通して科学的に理解した上で

音楽科の創作や鑑賞につなげている。つまり，

２つの教科横断的な学習をする上では，最初の

教科の内容を補完するように２つ目の教科が学

習過程に介在させ，それを受けてもう一度最初

の教科を学習することが効果的ではないかと考

える。音楽科（奏法の基礎），理科（奏法の原理），

音楽科（創作での活用）という１・３組の学習

展開のときに創作活動，協働場面，特殊奏法の

観点での生徒の認識が伸びたことから明らかで

ある。 

 一方，途中に介在した教科がその時間に目指

した内容，今回の場合は理科「弦の張りや長さ

と奏法原理の関係の理解」については，展開の

順番に関わらず各クラスとも同じような認識の

程度だったことから，介在させる教科だけに限

表２：文脈の関連性の点検 

関連語 抽出語 出現数 JACCARD 文例 

音 理科 30 0.281 理科の音の原理 

音 高い 37 0.206 高い音，音の高さ 

音 弦 12 0.199 
弦の押さえ方で音
が変わる 

音 箏 25 0.186 箏の音の原理 

音 低い 29 0.156 低い音と高い音 

音 学習 13 0.144 理科の音の学習 

音 分かる 10 0.116 
音が出ることが分
かった 
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れば，その前後の他教科との展開順には左右さ

れないといえる。 

 これらのことから，例えば教科Ａと教科Ｂの

２教科の横断的学習のカリキュラムを考える場

合，次のようなことに配慮が必要であるといえ

る。 

・教科Ａの内容の一部を補完するような位置関

係で教科Ｂを関連づける。

・教科Ａで基礎的な内容を扱った後，教科Ｂの

視点で原理や関係性をとらえさせる。

・教科Ａでは教科Ｂで捉えた原理や関係性を使

いながらもう一度基礎的な内容を扱うこと

で，教科Ｂの内容を活用しながら教科Ａの学

習を進めることができる。

さらに，教科Ａと教科Ｂにおいて，コンテン

ツベースで共通する学習内容を授業者同士が正

しく認識する必要もある。本実践では音楽科の

箏の「弦」と理科の音の性質の「弦」が共通し

ており，事前に音楽科の奏法と理科の弦を扱っ

た実験のすり合わせを行っていたこともあり，

学習者は音楽科と理科の学習がそれぞれ独立し

た学習ではなく，つながりのある学習として認

識されたと考える。 

５ 今後の課題 

本実践では音楽科と理科の事例を通して，教

科横断的なカリキュラム開発をする上での要因

について探索的研究を行なった。今後は，最初

の教科の内容を補完する位置にある次の教科に

ついて，学習者がどのように認識していたのか

も分析することで，教科横断的なカリキュラム

を考える上での要因をさらに探ることが求めら

れる。 
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